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第一章  はじめに  

第一節  研究の目的および背景  

 日本の個人情報保護法制は、 2 0 0 3 年 5 月に成立、公布となった「個人情報の保護に関する

法律（平成 1 5 年法律第五十七号）」 （以下、改正に関わらない本法を総称した場合「個人情報

保護法」とする）から始まる。本法は、 1 9 8 8 年公布の「行政機関の保有する電子計算機処理に

係る個人情報の保護に関する法律（昭和 6 3 年法律第九五号）」 （以下、「昭和 6 3 年法」） 」を

元に、民間部門も対象にした個人情報保護の法律として制定された。その目的は以下の通り、

「個人の権利利益」の保護である。  

 

（目的） 1  

第一条  この法律は、デジタル社会の進展に伴い個人情報の利用が著しく拡大している

ことに鑑み、個人情報の適正な取扱いに関し、基本理念及び政府による基本方針の作

成その他の個人情報の保護に関する施策の基本となる事項を定め、国及び地方公共団

体の責務等を明らかにし、個人情報を取り扱う事業者及び行政機関等についてこれら

の特性に応じて遵守すべき義務等を定めるとともに、個人情報保護委員会を設置するこ

とにより、行政機関等の事務及び事業の適正かつ円滑な運営を図り、並びに個人情報

の適正かつ効果的な活用が新たな産業の創出並びに活力ある経済社会及び豊かな国

民生活の実現に資するものであることその他の個人情報の有用性に配慮しつつ、個人

の権利利益を保護することを目的とする。  

 

 この第一条は平成 1 5 年成立時の平成 1 5 年法から本論文執筆時現行法の令和 3 年法まで

文言に変更があるものの、「個人の権利利益を保護することを目的とする」という部分は当初か

ら不変である。保護されるべき対象は「個人情報」ではなく、「個人の権利利益」である点で、本

法の目的は平成 1 5 年法成立当初から本論文執筆時現行法の令和 3 年法に至るまで、一貫し

ている。また、最初の改正となった平成 2 7 年法において罰則が加わり、その次の改正令和 2

年法では一部罰則金上限が引き上げられたほか 2、個人情報保護委員会による個人情報取扱

事業者等に対する監督権限（立入検査や勧告、命令など）が与えられている 3。  

こうした個人情報保護の概念について、現在でも日本や E U （E u r o p e a n  U n i o n ） 、アメリカ

合衆国（以下、「アメリカ」 ）の参照元となっているのが、O E C D 8 原則である。 1 9 8 0 年 9 月に

O E C D （経済協力開発機構）が「プライバシー保護と個人データの国際流通についてのガイドラ

インに関する理事会勧告」を採択した。これがいわゆる O E C D ガイドラインと呼ばれるもので、

プライバシー諸原則に関する初めての国際的合意であり、その中で挙げられている「O E C D 8

原則」は、加盟国のみならず多くの国の個人情報保護法制度の基礎となっているものである

（石井（ 2 0 1 7 ： 1 0 ） ）。この採択を踏まえ、日本では 1 9 8 8 年に国の行政機関についての個人

情報保護法となる「昭和 6 3 年法」が制定された。また、カナダのアン・カブキアン博士（ A n n  

C a v o u k i a n ）が 1 9 9 0 年代から提唱してきたプライバシー・バイ・デザイン（ P r i v a c y  b y  

D e s i g n、以下 P b D ）は、自己情報をコントロールしながらセキュリティも確保するという個人情

報保護に対する積極的なアプローチとして、後にプライバシー影響評価（ P r i v a c y  I m p a c t  

A s s e s s m e n t、P I A ）へと発展することとなった（石井（ 2 0 1 7 ： 1 2 7 ） ）。この P b D および P I A

 
1  本論文執筆時現行法の令和 3 年改正個人情報保護法 （令和 3 年 「デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関す

る法律 」の公布に伴う改正後の個人情報保護法 ）  
2  罰則規定は第 8 2 条から第 8 8 条。第 8 3 条の法定刑が平成 2 7 年法での 「 6 月以下の懲役または 3 0 万円以下の罰金 」 と

されていたが、令和 2 年法から 「 1 年以下の懲役または 1 0 0 万円以下の罰金 」に引き上げられた 。  
3  第 4 0 条から第 4 6 条  
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は、世界の個人情報保護に影響を与えて E U の G D P R （G e n e r a l  D a t a  P r o t e c t i o n  

R e g u l a t i o n ：一般データ保護規則） 4にも取り入れられている。  

ところでこの「個人情報」あるいは「プライバシー」を論じる際、これらが意味するものの定義

については、歴史的な変遷を見る必要がある。個人情報保護法における「個人情報」の定義

は、下記の通り定義されている（令和 3 年法）。  

 

第二条  この法律において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、次

の各号のいずれかに該当するものをいう。  

一  当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若しくは電磁的記

録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式をいう。次項第二号において同じ。）で作られる記録をいう。以下同じ。）に記

載され、若しくは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事項

（個人識別符号を除く。）をいう。以下同じ。）により特定の個人を識別することができる

もの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することが

できることとなるものを含む。）  

二  個人識別符号が含まれるもの  

 

 また、「プライバシー権」について明文化された法律は日本には存在しないものの、一般的に

憲法第 1 3 条「幸福追求権」として論じられることが多くまた判例もこれに則ったものが積み重

ねられてきた。  

 概念の定義としては、 1 8 9 0 年以降「ひとりにしておかれる権利」として「伝統的プライバシー

権」が提唱されたことから「プライバシー」が守られる権利であるとの考え方が知られるようにな

った。その後より積極的なプライバシー権として「自己情報コントロール権」という解釈が広が

り、現在まで続いている。これは「秘密にしておきたい」情報、という考え方から、情報主体が自

身に関する情報をコントロールする（べき）という考え方への変遷であり現在でも主流となって

いる。一方でその周縁に「本人の同意」や「オプトイン」といった、情報主体が承諾した情報であ

れば（どんな使い方でも）問題ない、という本人同意万能的な考え方にもつながりかねない。  

 加えて、急速なデジタル化、オンライン化に伴い、何が「個人情報」なのか、という定義自体が

困難となりつつある。平成 2 7 年法から「個人識別符号」が個人情報の対象に追加されたが、こ

れは、住民基本台帳に記載されている氏名、住所、生年月日、性別のいわゆる「基本四情報」

といったものに加え、「特定の個人を識別することができるもの」として、その他の情報であって

も、紐づけや突合等を行うことで個人を特定できる情報はすべて対象になりうることを意味す

る。平成 1 5 年法時には一般的ではなかったスマートフォンが 2 0 1 0 年代以降に一気に普及

し、それに伴い S N S の普及、デジタル決済の一般化、などオンライン上で膨大な情報・データ

のやり取りが行われるに至っている。加えて、その活動が表面的には匿名に見える場合であっ

ても、利用サービスごとに I D 等が付与される場合も多く、匿名と特定個人の境界線が利用者

自身にも不明確となっている。  

 
4  G D P R h t t p s : / / e u r - l e x . e u r o p a . e u / l e g a l - c o n t e n t / E N / T X T / P D F / ? u r i = C E L E X : 3 2 0 1 6 R 0 6 7 9 。日本語訳は個

人情報保護委員会の仮訳を採用した 。  

前文 h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / g d p r - p r e f a c e - j a . p d f  

条文 h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / g d p r - p r o v i s i o n s - j a . p d f  （ 2 0 2 3 年 8 月 2 7 日閲覧）  

その他関連資料訳についても個人情報保護委員会掲載の翻訳を参照した。  

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / e n f o r c e m e n t / i n f o p r o v i s i o n / E U /  （ 2 0 2 3 年 8 月 2 7 日閲覧）  

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/gdpr-provisions-ja.pdf
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 たとえば、「ビッグデータ」と呼ばれる、多様かつ膨大なデータをもとにマーケティングなど事

業に生かすあるいは事業そのものの源泉とする事業者がいる。その中でも世界に影響を与え

ている存在が、「プラットフォーマー」と呼ばれる企業であり、その代表が通称 G A F A と呼ばれ

る企業である 5。すなわち、G o o g l e、A m a z o n、F a c e b o o k （現「M e t a 」 ） 、A p p l e の 4 社であ

る。これらの企業は、従来のデジタル産業のように分野に特化しているのではなく、複数のサー

ビスを一社で横断的に提供し、結果的に市場を寡占している点が特徴である。「具体的には、

グローバル・プラットフォーマーがエンドユーザーの属性情報、位置情報、電子商取引に係る購

入履歴、動画・音楽配信に係る視聴履歴などの個人データを収集・分析し、各エンドユーザー

の嗜好に応じた広告などの情報を提示するような付加価値サービスの提供が行われるようにな

っている」 6。こうしたビッグデータの活用は、海外プラットフォームのみならず、日本国内でも、

事業者の取組に加え、官民が協力して取り組むケースもみられる。他方で、E U はデジタルサ

ービス法案（D S A ）およびデジタル市場法案（D M A ）を提案し公平な競争市場を目指す取り組

みを強化していることに加え、日本国内でもプラットフォーマーを規制する「特定デジタルプラッ

トフォームの透明性及び公正性の向上に関する法律が 2 0 2 0 年 5 月に成立するなど、巨大事

業者によるビッグデータの独占に対する規制の動きが国内外で起こっている。  

 このように次々と登場する技術・サービスとその急速な普及により個人情報とは何かといった

定義も困難になる中、個人情報をめぐる「保護」と「規制」の間でどちらにも分類しづらい「グレ

ーゾーン」が出現している。例えば、近年注目される「A I （A r t i f i c i a l  I n t e l l i g e n c e （人工知

能））に対して、E U では 2 0 1 8 年から議論が重ねられ、A I 規則案 /および A I 責任指令案を提

案している。また、アメリカでは、基本的には事業者の自主規制にゆだねる一方で、例えばオン

ラインプロファイリングについての報告書を発表し規制による消費者保護を議会に勧告すると

いった積極的なアプローチを行っている。  

 それに対し日本では、平成 2 7 年法改正時に、個人情報として扱う必要がない「匿名加工情

報」という定義を明文化し、個人情報の「活用」を積極的に後押しする方向でありつつ、一方で

平成 2 7 年法検討時に次回改正時の課題として挙げられた「プロファイリング」についてはいま

だ何らかの規制等の対象として公表されるに至っていない。  

本論文は、日本の個人情報政策について、個人情報保護法の成立および改正時における検

討過程を軸に、個人情報の「保護」と「活用」の間において法規範や法運用のみで対応しきれな

い社会状況の実態や E U ・アメリカなどの外圧および経済界の影響から生じる日本の特有さに

ついて、公共政策の視点から構造的に明らかにすることを目指し分析を行ったものである。こ

の日本における「グレーゾーン」対応のちぐはぐさの背景には、日本における個人情報保護法

制の検討過程において、成立当初に想定していた基本原則が想定通りに社会に受け入れられ

ず削除されたという出発点、またその後期待されていた「個別法」も検討のみで潰えたこと、さ

らに E U の「プライバシー外交」が日本のみならずアメリカにも与える影響を与え「匿名加工情

報」の登場に寄与した点について、国内での各検討会、日本の個人情報保護法制に影響を与

えた E U およびアメリカの個人情報保護法制、日本企業の個人情報の取り扱い状況と個人情

報保護委員会の対応等を当時の検討資料等を基に調査分析を行い論証する。  

 

 
5  M i c r o s o f t を加えて G A F A M と称 される こ ともある 。 ビ ッグ ・ テ ッ ク 、 ビ ッグ ・ フ ォーなどの呼ばれ方をする こ ともあ る 。  
6  総務省 「 情報通信白書 」 令和 ４ 年 版  「 第 1 部  特集  情報通信白書刊行 か ら 5 0 年～ I C T と デ ジ タ ル経済の 変遷～ 」  

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / j o h o t s u s i n t o k e i / w h i t e p a p e r / j a / r 0 4 / h t m l / n d 1 1 5 1 0 0 . h t m l  2 0 2 2 年 1 2 月 9 日閲覧  
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第二節  研究対象  

 本論文では、個人情報保護法の成立時から執筆時（ 2 0 2 3 年）現行法までを対象とする。ま

た、個人情報保護法成立の土台となった「行政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情

報の保護に関する法律（昭和 6 3 年法律第九五号）」も関連する際の言及対象とし、「昭和 6 3

年法」と呼称する。また、成立時の「個人情報の保護に関する法律（平成 1 5 年 5 月 3 0 日法律

第五十七号）」を「平成 1 5 年法」、最初の大きな改正となった平成 2 7 年 9 月 9 日同第 6 5 号

を「平成 2 7 年法」、仮名加工情報の追加等の改正となった令和 2 年 6 月 1 2 日同第 4 4 号を

「令和 2 年法」、「デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律」 （令和 3 年

5 月 1 9 日法律第 3 7 号）により官民を通じた個人情報保護制度の見直しとなった改正を「令和

3 年法」とそれぞれ呼称する。また、本論文の主題は日本の民間における個人情報の「保護」と

「活用」がどのように検討され導入されてきたのかについて取り上げ、 「グレーゾーン」を対象と

している。よって行政機関等における個人情報保護、住民基本台帳法（昭和 4 2 年法律第 8 1

号）および行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成

2 5 年法律第 2 7 号、特定個人情報またはマイナンバー）については対象外とする。  

 調査分析対象期間は、個人情報保護法成立時の平成 1 5 年法から本論文執筆時の現行法で

ある令和 3 年法であるが、令和 3 年法の主な改正内容である官民一元化については、上記と

同じく本論文の主題が民間における個人情報の「グレーゾーン」であるため、対象外とする。  

 また、本論文における「グレーゾーン」として、「匿名加工情報」と「プロファイリング」を取り上

げる。前述の通り、「匿名加工情報」は、平成 2 7 年法改正時に加わった概念であり、日本独特

と言われている。個人情報保護法のなかで、個人情報として扱う必要がない概念、を明文化し

ている点において、「グレーゾーン」として取り上げるべきと考える。また、「プロファイリング」

は、平成 2 7 年法改正時に、次回改正時の検討課題として列挙されていたにもかかわらず、令

和 3 年法に至るまで明文化されていない。一方で E U では 2 0 1 7 年 1 0 月にプロファイリング

をめぐるガイドラインを制定するなど、積極的に規制及び安全性確保の取組みを行っている。

E U の G D P R の動きに一部影響を受けて平成 2 7 年法改正を行う面もあった日本の個人情報

保護法ながら、プロファイリングについては E U と別の方向を進んでいる。明文化された「匿名

加工情報」と対照的に、課題として認識されながらもいまだ明文化に至っていない「プロファイリ

ング」の 2 つを本論文の「グレーゾーン」として取り上げる。  

 加えて本論文の主題は日本国内の民間部門における個人情報の取扱いだが、日本の個人情

報保護法制に影響を与えた E U 及びアメリカについてもその影響を与えた範囲について研究対

象とする。  

 

第三節  論文構成及び研究方法  

 本論文の主題である「個人情報」について、「保護」の対象となったその歴史的背景および前

述した通りその概念の変遷について第 2 章で概観する。個人情報保護の対応は現在まで E U

が牽引役であり、一方でアメリカにおけるプライバシー権論の発展が世界に影響を与えてきた

様子、そしてそれらが日本にも影響を与えてきた様子について文献および先行研究から論じ

る。第 3 章では日本がそうした影響下において個人情報保護法を成立させた経緯、またその後

1 2 年ぶりに改正に至りさらに 2 回の改正を経て現在までに至る流れを当時の議事録等文献調

査分析を行った。加えて、日本の個人情報保護法制に大きな影響を与えた E U 及びアメリカそ

れぞれの国内における個人情報保護法制について、第 4 章、第 5 章で詳述する。  
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 こうした歴史的経緯、国内の法制、E U ・アメリカの個人情報保護法制について概観・詳述した

うえで、本論文の主題である「グレーゾーン」の「匿名加工情報」および「プロファイリング」につ

いて第 6 章でそれぞれをめぐる論点を詳述する。また、これらグレーゾーンが各省庁で活用に

向けて活発に検討されている側面があり、かつ民間事業者ではすでに実施事例があり一部は

事案として個人情報保護委員会が立入調査を行うまで発展したケースもみられる。この「グレー

ゾーン」の活用の動きについて、官民両面から分析を行った。  

 そのうえで、これらグレーゾーンの背景として、最初の成立となった平成 1 5 年法成立時の検

討過程によりその「活用」を内包できる素地ができてしまった点を第 8 章で、第 9 章でその素地

を補完する役割として将来に期待をされていたはずの「個別法」が断念された様子について、ま

た第 1 0 章で最初の改正となった平成 2 7 年法時に参照された E U とアメリカの関係がこれら

の方向を決定づけた点をそれぞれ自説として論じる。  

 

第四節  先行研究  

 日本の個人情報保護法制において、個人情報保護法成立に貢献したのが個人情報保護委員

会初代委員長である堀部政男である。堀部は、プライバシー・個人情報保護の時期区分を下記

のように定義している（堀部・新保・野村（ 2 0 1 4 ： 2 ） ） 。  

 

第 1期  プライバシー権の歴史的展開期（ 1 9 世紀末以降）  

第 2期  歴史的展開期・データ保護法議論期（ 1 9 6 0 年代）  

第 3期  データ保護法制定方が気（ 1 9 7 0 年代）  

第 4期  国際機関基準確立・データ保護法制定発展期（ 1 9 8 0 年代）  

第 5期  国際機関基準確立・データ保護法制定展開期（ 1 9 9 0 年代）  

第 6期  データ保護法制定拡大期（ 2 0 0 0 年代）  

第 7期  現行制度の再検討議論期（ 2 0 1 0 年代）  

 

 ここで堀部は、「行政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する法律」

が制定された 1 9 8 8 年をこの区分にあてはめると第 4 期となることから、日本の国レベルの個

人情報保護法制は「後塵を拝していると言わざるを得ない」としている。加えて、平成 1 5 年法

は第 6 期となるため、「世界的には個人情報保護法先進国よりも 2 0 年以上も遅れたとみるこ

とができる」と述懐している（石井（ 2 0 1 4 ：ⅰ -ⅱ ） ） 。  

 また、個人情報保護において世界を主導する E U が、先述の G D P R、プロファイリングのガ

イドラインや A I 規則案など、「保護」に向けて強い指針を示していることから一見すると「正し

い」動きのようにも見えるが、その指針を他国にも強いる状況を、堀部は「データ外交」「プライ

バシー外交」 7と表現し、個人情報保護、プライバシーをめぐる国際間の駆け引きなどを論じる

際に重要な概念の一つとなっている 8。  

堀部は 1 9 8 0 年 O E C D ガイドラインの採択を受けて「日本政府においてはじめて組織的・体

系的に検討した、行政管理庁（当時）の研究会」である「プライバシー保護研究会」 （ 1 9 8 1 年）

の最年少メンバーとして出席したことを皮切りに、 1 9 8 5 年発足の「個人情報保護対策研究会」

 
7  「 プライバシー外交」とは、堀部政男（初代個人情報保護委員会会長などを歴任）が初めて用いた言葉とされる。

石井夏生利『個人情報保護法の現在と未来―世界的潮流と日本の将来像』勁草書房、 2 0 1 7  年、 8 頁注  
8  「 プ ラ イバシー外交 」 を用いた研究、論文は数多 く存在するが、例 と して 石井夏生利 「 「 プ ラ イバシー外交 」のためのプライバシ

ー 」 （ 『 情報通信政策レビュー 』 、 2 0 1 4 、 8  巻 ,  p .  E 5 4 - E 7 8 ） h t t p s : / / d o i . o r g / 1 0 . 2 4 7 9 8 / i c p r . 8 . 0 _ E 5 4  2 0 2 3 年 7 月

2 3 日閲覧  
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（自治省（当時））、「行政機関における個人情報の保護に関する研究会」（総務庁（当時））、

「データ・プライバシー保護研究会」（経済企画庁（当時））、に関わった（堀部（ 2 0 1 0 ：ⅱ -

ⅲ ） ） 。この後、 1 9 9 9 年高度情報通信社会推進本部（ I T 本部長：内閣総理大臣）の下に設置さ

れた「個人情報保護検討部会」の座長として「我が国における個人情報保護システムの在り方

について（中間報告）」 9を取りまとめ、その後の個人情報保護法の礎を築いた。  

 この中間報告において、堀部は「我が国の個人情報保護システムの中核となる基本原則等を

確立するため、全分野を包括する基本法を制定することが必要」 1 0とし、具体的措置の整備は

個別法において図っていくという法制を提言していた。この提言は、平成 1 5 年法が成立する際

の「難産」と言われる混乱で基本原則が削られ、また成立後の議論においても個別法は結論と

して成立しない結果となった。こうした「中間報告」で目指した個人情報保護法制に対し、検討

過程においてその意図や目指す方向が少しずつずれていった結果、グレーゾーンが生じる余地

が生まれたと言える。その分析は第 8 章、第 9 章において自説の展開として行う。  

  

個人情

報保護

法   

プライバシー保護研究会  行政管理庁    

行政情報システム各省庁連絡

会議  

政府    

データ・プライバシー保護専門

部会  

行政情報システム各省庁連

絡会議  

  

行政機関における個人情報の

保護に関する研究会  

総務庁    

高度情報通信社会推進本部  内閣官房    

電子商取引等検討部会  高度情報通信社会推進本部    

個人 j 情報保護検討部会  高度情報通信社会推進本部  堀部政男  

個人情報保護法制専門委員会  高度情報通信社会推進本部  園部逸夫  

情報セキュリティ部会  高度情報通信社会推進本部  石井威望  

情報セキュリティ対策推進会議  高度情報通信社会推進本部    

平成 2 7

年法   

パーソナルデータの利用・流通

に関する研究会   

総務省  堀部政男  

I T 融合フォーラム  パーソナ

ルデータワーキンググループ  

経済産業省  松本恒雄 /森亮

二  

パーソナルデータに関する検

討会  

高度情報通信ネットワーク社

会推進戦略本部  

堀部政男  

技術検討ワーキンググループ  パーソナルデータに関する検

討会  

佐藤一郎 /森亮

二  

高度情報通信ネットワーク社会

推進戦略本部  

内閣官房    

 

 堀部の研究室において薫陶を受けた石井夏生利 1 1は、個人情報保護法制の国際比較の研究

において、E U の G D P R、アメリカ F T C など個人情報保護法制および、セーフハーバー、後に

プライバシー・シールドとなる E U とアメリカの関係について先鞭をつける研究を多く発表してい

 
9  個人情報保護委員会ウ ェブサイ ト

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / p e r s o n a l _ k e n t o b u k a i _ 1 1 1 1 1 9 c h u k a n h o k o k u . p d f  2 0 2 3 年 7 月 2 3 日閲覧  
1 0  前掲 7  1 5 頁  
1 1  研究者有志による 「堀部政男情報法研究会 」理事 ・ 事務局長を務めている 。 h t t p : / / w w w . h o r i b e m a s a o . o r g /  2 0 2 2 年

1 2 月 1 3 日閲覧  
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る。この E U とアメリカの関係については、さらに日本の平成 2 7 年法改正時に影響を与えた点

について国内の検討資料と複合的に分析し第 8 章で本論文の自説を展開する。  

また石井はこれらの国際比較研究に加え、行動履歴など従来では「個人情報」と捉えられづ

らかった情報を「ライフログ」として捉え、日本におけるプロファイリング論議の先鞭となった 1 2。

また、日本におけるプロファイリング論議において憲法学の視点から広く論を展開しているのが

山本達彦である。山本は石井の「ライフログ」からさらに発展させ、現代的プロファイリングの特

徴として下記 5 点の特徴を挙げた 1 3。  

 

現代的プロファイリングの特徴  

1 .  データ量  

2 .  自動性  

3 .  科学的信憑性  

4 .  意外性（予見困難性）  

5 .  項目の広範性・細目性  

  

 そのうえで、現代的プロファイリングの法的問題として、（ 1 ）プライバシー権の侵害（ 2 ）内心

の自由の侵害（ 3 ）選挙権の侵害、選挙の公正の揺らぎ、民主主義の弱体化（ 4 ）平等原則、個

人の尊重原理との抵触、の 4 点を挙げている。また、このプロファイリングの特徴と A I の影響

についても憲法学の視点から問題提起を行っている。石井、山本を含めこれら日本におけるプ

ロファイリングの先行研究は第 6 章で詳述する。  

 

第二章  個人情報保護と諸概念  

第一節  O E C D 8 原則  

1 9 8 0 年 9 月に O E C D （O r g a n i z a t i o n  f o r  E c o n o m i c  C o - o p e r a t i o n  a n d  

D e v e l o p m e n t、経済協力開発機構）が「プライバシー保護と個人データの国際流通について

のガイドラインに関する理事会勧告（R e c o m m e n d a t i o n  o f  t h e  C o u n c i l  c o n c e r n i n g  

G u i d e l i n e s  G o v e r n i n g  t h e  P r o t e c t i o n  o f  P r i v a c y  a n d  T r a n s b o r d e r  F l o w s  o f  

P e r s o n a l  D a t a ） 」を採択した。これがいわゆる O E C D ガイドラインと呼ばれるもので、プライ

バシー諸原則に関する初めての国際的合意であり、その中で挙げられている「O E C D 8 原則」

は、加盟国のみならず多くの国の個人情報保護法制度の基礎となっているものである（石井

（ 2 0 1 7 ： 1 0 ） ） 。  

そもそも、O E C D の目的は、「先進国間の自由な意見交換・情報交換を通じて、 1 」経済成

長、 2 )貿易自由化、 3 ）途上国支援（O E C D の三大目的）に貢献すること」である（堀部・新保・

野村（ 2 0 1 4 ： 4 4 ） ） 。つまりこうした多国間での健全な貿易などを目的とした O E C D において、

それら商取引に伴う個人データ・越境データの安全なやり取りを目指し、国際的な共通標準とし

て参照される存在であるという文脈がある。  

この採択を踏まえ、日本では 1 9 8 8 年に国の行政機関についての個人情報保護法となる

「行政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する法律（昭和 6 3 年法律

第 9 5 号）」 （以下、「昭和六三年法」）が制定された。日本が O E C D に加盟したのは 1 9 6 4 年

である。  

 
1 2  「 プ ラ イ バ シ ー ・ 個 人情報 の 「 財産権 論 」 － ラ イ フ ロ グ を め ぐ る 問題状 況 を 踏 ま え て－ 」 （ 『 情 報 通信政策 レ ビ ュ ー 』 2 0 1 2 年 4 巻 、 総務省 ）  

h t t p s : / / d l . n d l . g o . j p / v i e w / d o w n l o a d / d i g i d e p o _ 9 9 9 7 0 0 4 _ p o _ i s h i i 2 0 1 2 . p d f ? c o n t e n t N o = 1 & a l t e r n a t i v e N o =  2 0 2 2 年

1 2 月 1 3 日閲覧  
1 3  山本龍彦 「 ビ ッグデー タ社会とプロフ ァイ リング 」 （ 『 論究ジュ リス ト 』 1 8 号、 2 0 1 6 ） 3 4 - 4 4 頁  
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O E C D ガイドラインの 8 原則 1 4  

1 .  収集制限の原則（C o l l e c t i o n  L i m i t a t i o n  P r i n c i p l e ）  

2 .  データ内容の原則（D a t a  Q u a l i t y  P r i n c i p l e ）  

3 .  目的明確化の原則（P u r p o s e  S p e c i f i c a t i o n  P r i n c i p l e ）  

4 .  利用制限の原則（U s e  L i m i t a t i o n  P r i n c i p l e ）  

5 .  安全保護の原則（S e c u r i t y  S a f e g u a r d s  P r i n c i p l e ）  

6 .  公開の原則（O p e n e r s  P r i n c i p l e ）  

7 .  個人参加の原則（ I n d i v i d u a l  P a r t i c i p a t i o n  P r i n c i p l e ）  

8 .  責任の原則（A c c o u n t a b i l i t y  P r i n c i p l e ）  

 

 このガイドラインは、O E C D 加盟国の指針となるものであり、法的拘束力はないものの、上述
の通り日本における個人情報保護法制が始めるきっかけとなったと言える。このプライバシー・
ガイドラインは、「O E C D の委員会のうち、『情報・コンピュータ・通信政策委員会』
（C o m m i t t e e  f o r  I n f o r m a t i o n ,  C o m p u t e r  a n d  C o m m u n i c a t i o n s  P o l i c y ： I C C P ）が
所管している。O E C D における個人情報保護・プライバシー保護に関する新規検討は、この
I C C P 内に設置されている『情報セキュリティ・プライバシー作業部会』（W o r k i n g  P a r t y  o n  
I n f o r m a t i o n  S e c u r i t y  a n d  P r i v a c y ：W P I S P ）において行われ」る（堀部・新保・野村
（ 2 0 1 4 ： 6 4 ） ） 1 5。  

この O E C D 8 原則は、その前身としてアメリカの 1 9 7 4 年プライバシー法（P r i v a c y  A c t  o f  
1 9 7 4 ）であるが、その後 1 9 7 8 年初頭に『国境を超えるデータの障壁とプライバシー保護に関
する専門家グループ』（E x p e r t  G r o u p  o n  T r a n s b o r d e r  D a t a  B a r r i e r s  a n d  
P r o t e c t i o n  o f  P r i v a c y ）が設けられ、ここでの検討がガイドラインの土台となっている（堀部
（ 1 9 8 0 ： 1 0 3 ） ） 。この検討グループの名称が指し示すように、越境流通が活発化する中データ
のやり取りも増加し、その中で個人データについての越境流通に対する課題、また一方で流通
を制約しないようにという調和を図る方向から検討がすすみ、結果として 8 つの原則が勧告さ
れた（堀部・新保・野村（ 2 0 1 4 ： 7 ） ） 。  

 ガイドラインは、「 1 9 8 0 年までにプライバシーやデータ保護に関して法律を定めていなかっ
た国に大きな影響を与えた」（堀部・新保・野村（ 2 0 1 4 ： 8 0 ） ） 。その例として、オーストラリアや
ニュージーランドがこの 8 原則を参照して立法化に動いたとされている。加えて、法律のみなら
ず、自主規制や国際機関における取り組みにも影響を与えたとされている（堀部・新保・野村
（ 2 0 1 4 ： 8 0 - 8 1 ） ） 。  

 日本はこの O E C D 勧告を受けて、行政管理庁（当時）にプライバシー保護研究会を設置し、
国際化に調和できるよう日本における法制化について検討を開始し、昭和 6 3 年法の立法化へ
とつながった。この O E C D 8 原則を平成 1 5 年法にどのように適応させたのか、その経緯や現
在までに至るグレーゾーン対応のきっかけとなった経緯については、第 9 章で詳述する。  

 

第二節  P b D、P I A  

 プライバシー・バイ・デザイン（ P r i v a c y  b y  D e s i g n、以下 P b D ）は、カナダのアン・カブキア

ン博士（A n n  C a v o u k i a n ）が 1 9 9 0 年代から提唱してきた考え方であり、下記の 7 原則を提

唱したものである。 1 6  

 

 
1 4  O R G A N I S A T I O N  F O R  E C O N O M I C  C O - O P E R A T I O N  A N D  D E V E L O P M E N T 、 “ T H E  O E C D  P R I V A C Y  

F R A M E W O R K ” h t t p : / / w w w . o e c d . o r g / s t i / i e c o n o m y / o e c d _ p r i v a c y _ f r a m e w o r k . p d f （ 2 0 2 2 . 1 0 . 1 0 ）  
1 5  2 0 1 4 年度からは名称を「W o r k i n g  P a r t y  o n  S e c u r i t y  a n d  P r i v a c y  i n  t h e  D i g i t a l  E c o n o m y :  

S P D E 」に変更した （堀部・新保・野村（ 2 0 1 4 ： 6 4 ） ） 。  
1 6  h t t p s : / / w w w . i p c . o n . c a / w p - c o n t e n t / u p l o a d s / r e s o u r c e s / 7 f o u n d a t i o n a l p r i n c i p l e s . p d f  2 0 2 3 年 3 月 2 3

日閲覧  
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1 .  P r o a c t i v e  n o t  R e a c t i v e ;  P r e v e n t a t i v e  n o t  R e m e d i a l  

2 .  P r i v a c y  a s  t h e  D e f a u l t  S e t t i n g  

3 .  P r i v a c y  E m b e d d e d  i n t o  D e s i g n  

4 .  F u l l  F u n c t i o n a l i t y  — P o s i t i v e - S u m ,  n o t  Z e r o - S u m  

5 .  E n d  t o  E n d  S e c u r i t y  — F u l l  L i f e c y c l e  P r o t e c t i o n  

6 .  V i s i b i l i t y  a n d  T r a n s p a r e n c y  — K e e p  i t  O p e n  

7 .  R e s p e c t  f o r  U s e r  P r i v a c y  — K e e p  i t  U s e r  C e n t r i c  

 

1 .  事後的ではなく、事前的  ;  救済的策でなく予防的  

2 .  初期設定としてのプライバシー  

3 .  デザインに組み込まれるプライバシー  

4 .  全機能的  ゼロサムではなく、ポジティブサム  

5 .  最初から最後までのセキュリティ  すべてのライフサイクルを保護  

6 .  可視性と透明性  公開の維持  

7 .  利用者のプライバシーの尊重  利用者中心主義を維持する  

（パーソナルデータの利用・流通に関する研究会  第 1 回資料「参考資料 7 プライバ  

シーバイデザイン  日本語訳」  より引用）  

 

P b D  の目標として、「プライバシーを確保することと自己の情報に対する個人のコントロール

を獲得すること、そして、組織のために、持続可能な競争的利点を獲得すること」を掲げ、それ

は、この「７つの基本原則を実践することで達成することができる」としている。この特徴は、「事

前的」な対策を「デザインに組み込む」点であり、その前提は「ポジティブサム」であるということ

である。つまり、「プライバシーとセキュリティの両方とも持つことが可能であることを実証し、プ

ライバシー対セキュリティのような誤った二分法を回避する」としている。この考え方は、後にプ

ライバシー影響評価（P r i v a c y  I m p a c t  A s s e s s m e n t、P I A ）へと発展することとなった（石井

（ 2 0 1 7 ： 1 2 7 ） ） 。  

G D P R 第 3 節で挙げられている「データ保護影響評価及び事前協議」では、第 3 5 条、第

3 6 条で「データ保護影響評価」を定めている 1 7。これは、「取扱い行為に実施されるリスク評価

制度」であり、「米国、カナダ、オーストラリア等で行われてきた P I A に相当するものであり、日

本の番号利用法にも導入された」（石井（ 2 0 1 7 ： 1 4 2 ） ） 。  

P I A は、「情報システムにおけるプライバシー保護策についての評価手法であり、この評価

を通じて盲点を見つけ、改善することで、個人情報の適正な取扱いを確保し、個人のプライバシ

ーを保護するための方策を最適なものに近づける仕組み」であり（石井（ 2 0 1 7 ： 1 4 2 ） ） 、 「P I A

は、初期設定によってデータ保護の仕組みを取り入れるという P b D の発想を実現する制度」

（石井（ 2 0 1 7 ： 1 4 3 ） ）として G D P R 第 3 5 条第 1 項で下記のように示している 1 8。  

 

 
1 7  前掲 4  
1 8  前掲 4  日本語訳条文 4 4 頁  
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1 .  W h e r e  a  t y p e  o f  p r o c e s s i n g  i n  p a r t i c u l a r  u s i n g  n e w  t e c h n o l o g i e s ,  a n d  

t a k i n g  i n t o  a c c o u n t  t h e  n a t u r e ,  s c o p e ,  c o n t e x t  a n d  p u r p o s e s  o f  t h e  

p r o c e s s i n g ,  i s  l i k e l y  t o  r e s u l t  i n  a  h i g h  r i s k  t o  t h e  r i g h t s  a n d  f r e e d o m s  o f  

n a t u r a l  p e r s o n s ,  t h e  c o n t r o l l e r  s h a l l ,  p r i o r  t o  t h e  p r o c e s s i n g ,  c a r r y  o u t  

a n  a s s e s s m e n t  o f  t h e  i m p a c t  o f  t h e  e n v i s a g e d  p r o c e s s i n g  o p e r a t i o n s  o n  

t h e  p r o t e c t i o n  o f  p e r s o n a l  d a t a .  A  s i n g l e  a s s e s s m e n t  m a y  a d d r e s s  a  s e t  

o f  s i m i l a r  p r o c e s s i n g  o p e r a t i o n s  t h a t  p r e s e n t  s i m i l a r  h i g h  r i s k s .   

1 .  取扱いの性質、範囲、過程及び目的を考慮に入れた上で、特に新たな技術を用いるよ

うな種類の取扱いが、自然人の権利及び自由に対する高いリスクを発生させるおそれがあ

る場合、管理者は、その取扱いの開始前に、予定している取扱業務の個人データの保護

に対する影響についての評価を行わなければならない。類似の高度のリスクを示す一連

の類似する取扱業務は、単一の評価の対象とすることができる。  

 

P b D と P I A は日本においても個人情報保護を検討する際の重要な枠組みとされ、は日本に

おいても個人情報保護を検討する際の重要な枠組みとされ、パーソナパーソナルデータの利

用・流通に関する研究会ルデータの利用・流通に関する研究会等でも参考とされた。  

 

図  1 P b D と P I A の概要  

出典 ：パーソナルデー タの利用 ・流通に関する研究会第 1 回資料 「資料 3 E U 、 米国における個人情報 ・ プラ イバシー保護等に

関する制度の概要 」 5 頁  

 

第三節  個人情報とプライバシー  

第一項  個人情報（日本）  

個人情報保護法の目的は、第一条に規定されている通り「個人の権利利益」であり、「個人

情報」そのものではない（令和 3 年法）。  
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 （目的）  

第一条  この法律は、デジタル社会の進展に伴い個人情報の利用が著しく拡大している

ことに鑑み、個人情報の適正な取扱いに関し、基本理念及び政府による基本方針の作

成その他の個人情報の保護に関する施策の基本となる事項を定め、国及び地方公共団

体の責務等を明らかにし、個人情報を取り扱う事業者及び行政機関等についてこれら

の特性に応じて遵守すべき義務等を定めるとともに、個人情報保護委員会を設置するこ

とにより、行政機関等の事務及び事業の適正かつ円滑な運営を図り、並びに個人情報

の適正かつ効果的な活用が新たな産業の創出並びに活力ある経済社会及び豊かな国

民生活の実現に資するものであることその他の個人情報の有用性に配慮しつつ、個人

の権利利益を保護することを目的とする。  

 

また、「個人情報」は、個人情報保護法において下記の通り定義されている（令和 3 年

法）。  

 

第二条  この法律において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、次

の各号のいずれかに該当するものをいう。  

一  当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若しくは電磁的記

録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式をいう。次項第二号において同じ。）で作られる記録をいう。以下同じ。）に記

載され、若しくは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事項

（個人識別符号を除く。）をいう。以下同じ。）により特定の個人を識別することができる

もの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することが

できることとなるものを含む。）  

二  個人識別符号が含まれるもの  

 

 この第 2 条第 2 項は、平成 2 7 年法での大きな改正点のひとつであった、個人情報の定義の

明確化、を反映したものであり、改正後は、上記の「特定の個人を識別することができるもの」

について、「文書、図画若しくは電磁的記録」など詳細な規定を設けたことに加え、「個人識別

符号」を新たに定めた。  

個人識別符号は、「個人情報の保護に関する法律施行令（平成 1 5 年政令第 5 0 7 号）」第  

1 1 7 条において、身体の一部の特徴を電子計算機のために変換した符号（D N A、顔、虹彩、

声紋、顔、虹彩、声紋、歩行の態様、手指の静脈、指紋・掌紋）、及びサービス利用や書類にお

いて対象者ごとに割り振られる符号（旅券番号、基礎年金番号、免許証番号、住民票コード、マ

イナンバー等の番号）、とされている。平成 1 5 年法と比較すると具体的かつ広範囲に定義され

ている。また、平成 2 7 年法では、「匿名加工情報」、令和 2 年法では「仮名加工情報」と新た

な概念も追加された。  

 

表  1  個人情報保護法における個人情報に関する定義 1 9  

 
1 9  令和 3 年法における定義  
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用語  定義  該当する事例  

個人情報  生存する個人に関する情

報  

事例  1 ） 本人の氏名  

事例  2 ） 生年月日、連絡先 （住所 ・居所 ・電話番号 ・ メールア ド レス ） 、会社

における職位又は所属に関する情報について、それら と本人の氏名を組み

合わせた情報  

事例  3 ） 防犯 カ メ ラに記録された情報等本人が判別できる映像情報  

事例  4 ） 本人の氏名が含まれる等の理由により 、 特定の個人を識別できる

音声録音情報  

事例  5 ） 特定の個人を識別できるメールアド レス

（ k o j i n _ i c h i r o @ e x a m p l e . c o m 等のように メールアド レスだけの情報の

場合であっても 、 e x a m p l e 社に所属するコジンイチロウのメールアド レスで

あるこ とが分かるよう な場合等 ）  

事例  6 ） 個人情報を取得後に当該情報に付加された個人に関する情報 （取

得時に生存する特定の個人を識別するこ とができなかった として も 、取得

後、新たな情報が付加され、又は照合された結果、生存する特定の個人を

識別できる場合は、その時点で個人情報に該当する 。 ）  

事例  7 ） 官報 、 電話帳、職員録、法定開示書類 （有価証券報告書等 ） 、新

聞 、ホームページ 、 S N S （ ソ ーシ ャル ・ネ ッ ト ワーク ・ サービス ）等で公に され

ている特定の個人を識別できる情報  

個人識別符号  特定の個人の身体の一部

の特徴を電子計算機の用

に供するために変換した

文字、番号、記号その他

の符号であ って 、当該特

定の個人を識別すること

ができるもの  

・ 細胞から採取されたデオキシ リボ核酸 （別名 D N A ） を 構成する塩基の配

列  

・ 顔の骨格及び皮膚の色並びに目、鼻 、口その他の顔の部位の位置及び形

状によって定まる容貌  

・ 虹彩の表面の起伏によ り形成される線状の模様  

・ 発声の際の声帯の振動、声門の開閉並びに声道の形状及びその変化によ

って定まる声の質  

・ 歩行の際の姿勢及び両腕の動作、歩幅その他の歩行の態様  

・ 手のひら又は手の甲若し くは指の皮下の静脈の分岐及び端点によって定

まるその静脈の形状  

・ 指紋又は掌紋  

・ 組合せ  

要配慮個人情報  本人の人種、信条、社会

的身分、病歴、犯罪の経

歴、犯罪によ り害を被っ

た事実その他本人に対す

る不当な差別、偏見その

他の不利益が生じないよ

うにその取扱いに特に配

慮を要するもの と して政

令で定める記述等が含ま

れる個人情報  

人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪によ り害を被った事実、

身体障害、知的障害、精神障害 （発達障害を含む。 ） その他の個人情報保

護委員会規則で定める心身の機能の障害があるこ と （政令第 2 条第 1 号関

係 ） 、本人に対して医師その他医療に関連する職務に従事する者により行

われた疾病の予防及び早期発見のための健康診断その他の検査の結果

（政令第 2 条第 2 号関係 ） 、健康診断等の結果に基づき 、又は疾病、負傷

その他の心身の変化を理由と して 、本人に対して医師等によ り心身の状態

の改善のための指導又は診療若し くは調剤が行われた こと （政令第 2 条第

3 号関係 ） 、本人を被疑者又は被告人と して 、 逮捕、捜索、差押え 、勾留、

公訴の提起その他の刑事事件に関する手続が行われた こ と （ 犯罪の経歴を

除 く 。 ） （ 政令第 2 条第 4 号関係 ） 、 ）本人を少年法 （昭和 2 3 年法律第

1 6 8 号 ）第 3 条第 1 項に規定する少年又はその疑いのある者と して 、調

査、観護の措置、審判、保護処分その他の少年の保護事件に関する手続が

行われたこ と （ 政令第 2 条第 5 号関係 ）  

本人  個人情報によって識別される特定の個人  

仮名加工情報  次の各号に掲げる個人情報の区分に応じて当該各号に定める措置を講じて他の情報と照合しない限 り特

定の個人を識別することができないように個人情報を加工して得られる個人に関する情報をいう 。  

一  第一項第一号に該当する個人情報  当該個人情報に含まれる記述等の一部を削除するこ と （ 当該一

部の記述等を復元するこ とのできる規則性を有しない方法により他の記述等に置き換える こ とを含

む 。 ） 。  

二  第一項第二号に該当する個人情報  当該個人情報に含まれる個人識別符号の全部を削除するこ と

（当該個人識別符号を復元することのできる規則性を有しない方法によ り他の記述等に置き換えるこ とを

含む 。 ） 。   

匿名加工情報  次の各号に掲げる個人情報の区分に応じて当該各号に定める措置を講じて特定の個人を識別するこ とが

できないように個人情報を加工して得られる個人に関する情報であって 、当該個人情報を復元するこ とが

できないように したものをい う 。  

一  第一項第一号に該当する個人情報  当該個人情報に含まれる記述等の一部を削除するこ と （ 当該

一部の記述等を復元することのできる規則性を有しない方法によ り他の記述等に置き換える こ とを含

む 。 ） 。  

二  第一項第二号に該当する個人情報  当該個人情報に含まれる個人識別符号の全部を削除するこ と

（当該個人識別符号を復元することのできる規則性を有しない方法によ り他の記述等に置き換えるこ とを

含む 。 ） 。   

個人関連情報  生存する個人に関する情

報であ って 、個人情報、

仮名加工情報及び匿名加

工情報のいずれにも該当

しないものをい う 。  

「 個人に関する情報 」 とは 、あ る個人の身体、財産、職種、肩書等の属性に

関して 、事実、判断、評価を表す全ての情報である 。 「 個人に関する情報 」

の うち 、 氏名、生年月日その他の記述等によ り特定の個人を識別するこ とが

できるものは、個人情報に該当するため 、個人関連情報には該当しない 。ま

た 、統計情報は、特定の個人との対応関係が排斥されている限 りにおいて
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は、 「個人に関する情報 」 に該当するものではないため 、個人関連情報にも

該当しない 。  

【 個人関連情報に該当する事例 （※ ） 】  

事例  1 ） C o o k i e 等の端末識別子を通じて収集された 、あ る個人のウェブ

サイ トの閲覧履歴  

事例  2 ） メ ールアド レスに結び付いた 、ある個人の年齢 ・性別 ・ 家族構成等  

事例  3 ） あ る個人の商品購買履歴 ・サービス利用履歴  

事例  4 ） あ る個人の位置情報  

事例  5 ） あ る個人の興味 ・関心を示す情報  

（※ ） 個人情報に該当する場合は 、個人関連情報に該当しない ことになる 。

例えば、一般的に 、あ る個人の位置情報それ自体のみでは個人情報には該

当しない ものではあるが、個人に関する位置情報が連続的に蓄積される等

して特定の個人を識別することができる場合には、個人情報に該当し 、個人

関連情報には該当しないこ とになる 。  

個人情報デー タ

ベース等  

個人情報を含む情報の集

合物であって 、次に掲げ

るもの （ 利用方法からみ

て個人の権利利益を害す

るおそれが少ないもの と

して政令で定めるものを

除 く 。 ） を い う 。  

特定の個人情報をコンピ ュー タを用いて検索するこ とができるよ うに体系的

に構成した 、個人情報を含む情報の集合物をいう 。 また 、 コン ピ ュー タを用

いていない場合であ っても 、 紙面で処理した個人情報を一定の規則 （例え

ば、五十音順等 ）に従って整理 ・分類 し 、特定の個人情報を容易に検索する

ことができるよ う 、目次 、索引、符号等を付し 、他人によ っても容易に検索可

能な状態に置いているものも該当する 。  

 

事例  1 ） 電子 メールソフ トに保管されているメールア ド レス帳 （ メ ールア ド レ

ス と氏名を組み合わせた情報を入力している場合 ）  

事例  2 ） イ ン ターネッ トサービスにおいて、ユーザーが利用したサービスに

係るログ情報がユーザー I D によ って整理され保管されている電子ファイル

（ユーザー I D と個人情報を容易に照合することができる場合 ）  

事例  3 ） 従業者が、名刺の情報を業務用パソ コン （所有者を問わない 。 ） の

表計算ソフ ト等を用いて入力 ・整理している場合  

事例  4 ） 人材派遣会社が登録カードを 、氏名の五十音順に整理し 、五十音

順のインデッ ク スを付してフ ァイルしている場合  

個人デー タ  個人情報デー タベース等

を構成する個人情報  

【 個人デー タに該当する事例 】  

事例  1 ） 個人情報デー タベース等から外部記録媒体に保存された個人情報  

事例  2 ） 個人情報デー タベース等から紙面に出力された帳票等に印字され

た個人情報  

【 個人デー タに該当しない事例 】  

事例 ）  個人情報デー タベース等を構成する前の入力用の帳票等に記載さ

れている個人情報  

保有個人デー タ  個人情報取扱事業者が、開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、消去及び第三者への提供の

停止を行う ことのできる権限を有する個人デー タであって 、その存否が明らかになるこ とに より公益その

他の利益が害されるものと して政令で定めるもの以外のものをいう 。  

個人情報取扱事

業者  

個人関連情報を含む情報

の集合物であって 、特定

の個人関連情報を電子計

算機を用いて検索するこ

とができるよ うに体系的

に構成したものその他特

定の個人関連情報を容易

に検索することができる

よ うに体系的に構成した

ものと して政令で定める

もの （第三十一条第一項

において 「個人関連情報

データベース等 」 とい

う 。 ） を事業の用に供して

いる者をいう 。  

個人情報デー タベース等を事業の用に供している者をいう 。ただ し 、次に掲

げる者を除 く 。  

( 1 )  国の機関  

( 2 )  地方公共団体  

( 3 )  独立行政法人等  

( 4 )  地方独立行政法人  

ここでい う 「 事業の用に供している 」の 「事業 」 とは 、 一定の目的を もって反

復継続して遂行される同種の行為であ って 、かつ社会通念上事業と認めら

れるものをいい 、営利 ・非営利の別は問わない 。また 、個人情報データベー

ス等を事業の用に供している者であれば、当該個人情報デー タベース等を

構成する個人情報によって識別される特定の個人の数の多寡にかかわら

ず 、個人情報取扱事業者に該当する 。なお 、法人格のない 、権利能力のな

い社団 （任意団体 ）又は個人であ っても 、個人情報デー タベース等を事業の

用に供している場合は個人情報取扱事業者に該当する 。  

本人の同意   法第 1 8 条 （第 1 項 ）  

1  個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定

により特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り

扱ってはならない 。  

 

「 本人の同意 」 とは 、本人の個人情報が、個人情報取扱事業者によって示 さ

れた取扱方法で取り扱われるこ とを承諾する旨の当該本人の意思表示をい

う （当該本人である こ とを確認できている こ とが前提となる 。 ） 。 ま た 、 「本人

の同意を得 （ る ） 」 とは 、本人の承諾する旨の意思表示を当該個人情報取扱

事業者が認識するこ とをいい 、事業の性質及び個人情報の取扱状況に応

じ 、本人が同意に係る判断を行うために必要と考えられる合理的かつ適切

な方法によらなければならない 。  

「 個 人情報の保護 に関す る 法律につ いてのガ イ ド ラ イ ン （ 通 則編 ） 」 「 個 人 情報の保護に関す る法律につ いての ガ イ ド ラ イ ン （ 匿 名加工 情報

編 ） 」 よ り 筆 者作成  h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 2 3 0 4 0 1 _ g u i d e l i n e s 0 1 . p d f  2 0 2 3 年 4 月 9 日閲覧  
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第二項  個人情報（E U /アメリカ）  

G D P R においては、「第 1 条  対象事項及び目的」において下記のように定めている 2 0。  

 

1 .  T h i s  R e g u l a t i o n  l a y s  d o w n  r u l e s  r e l a t i n g  t o  t h e  p r o t e c t i o n  o f  n a t u r a l  

p e r s o n s  w i t h  r e g a r d  t o  t h e  p r o c e s s i n g  o f  p e r s o n a l  d a t a  a n d  r u l e s  

r e l a t i n g  t o  t h e  f r e e  m o v e m e n t  o f  p e r s o n a l  d a t a .  

1 .  本規則は、個人データの取扱いと関連する自然人の保護に関する規定及び個人デー

タの自由な移動に関する規定を定める。  

2 .  T h i s  R e g u l a t i o n  p r o t e c t s  f u n d a m e n t a l  r i g h t s  a n d  f r e e d o m s  o f  n a t u r a l  

p e r s o n s  a n d  i n  p a r t i c u l a r  t h e i r  r i g h t  t o  t h e  p r o t e c t i o n  o f  p e r s o n a l  d a t a .  

2 .  本規則は、自然人の基本的な権利及び自由、並びに、特に、自然人の個人データの

保護の権利を保護する。  

3 .  T h e  f r e e  m o v e m e n t  o f  p e r s o n a l  d a t a  w i t h i n  t h e  U n i o n  s h a l l  b e  n e i t h e r  

r e s t r i c t e d  n o r  p r o h i b i t e d  f o r  r e a s o n s  c o n n e c t e d  w i t h  t h e  p r o t e c t i o n  o f  

n a t u r a l  p e r s o n s  w i t h  r e g a r d  t o  t h e  p r o c e s s i n g  o f  p e r s o n a l  d a t a .  

3 .  E U 域内における個人データの自由な移動は、個人データの取扱いと関連する自然人

の保護と関係する理由のゆえに制限されることも禁止されることもない。  

 

ここで「個人」ではなく「自然人（ n a t u r a l  p e r s o n s ） 」となっている点については、「欧州のプ

ライバシー・個人データ保護については、基本的人権ないしは人権であるという発想が根付い

ている」（石井（ 2 0 1 7 ： 5 1 ） ）ことが根幹にあり、この第 1 条および、G D P R 前文 2 1を通じて、  

「個人データ保護の権利はすべての自然人に等しく保障されること、表現の自由などのほかの

諸権利との均衡を図るべきこと、グローバル化により個人データの利用規模が劇的に増大した

ことにより、個人データ保護と流通をより一層調和させるべきこと、強力な執行を背景に、一貫

したデータ保護の枠組み及び一貫した法適用が求められており、同等の監督権限を行使し同

党の制裁を科すべきこと、オンライン環境に照らして、指令を見直す必要があること、加盟国に

よる規律の具体化又は例外的状況の規定を認めるべきこと、中小零細企業に配慮すべきこと

等が謳われている」（石井（ 2 0 1 7 ： 5 4 ） ） 。  

 

表  2  G D P R における用語定義 2 2  

用語  日本語訳  定義    

p e r s o n a l  d a t a  個人デー タ  ‘ p e r s o n a l  d a t a ’  m e a n s  a n y  i n f o r m a t i o n  
r e l a t i n g  t o  a n  i d e n t i f i e d  o r  i d e n t i f i a b l e  
n a t u r a l  p e r s o n  ( ‘ d a t a  s u b j e c t ’ ) ;  a n  
i d e n t i f i a b l e  n a t u r a l  p e r s o n  i s  o n e  w h o  
c a n  b e  i d e n t i f i e d ,  d i r e c t l y  o r  i n d i r e c t l y ,  
i n  p a r t i c u l a r  b y  r e f e r e n c e  t o  a n  
i d e n t i f i e r  s u c h  a s  a  n a m e ,  a n  
i d e n t i f i c a t i o n  n u m b e r ,  l o c a t i o n  d a t a ,  a n  
o n l i n e  i d e n t i f i e r  o r  t o  o n e  o r  m o r e  
f a c t o r s  s p e c i f i c  t o  t h e  p h y s i c a l ,  
p h y s i o l o g i c a l ,  g e n e t i c ,  m e n t a l ,  
e c o n o m i c ,  c u l t u r a l  o r  s o c i a l  i d e n t i t y  o f  
t h a t  n a t u r a l  p e r s o n ;  

識別 された自 然人又は識別可能な自

然人 （ 「 デ ー タ主体 」 ） に 関 す る情 報

を意味す る 。 識 別可能な自 然人 と

は 、 特 に 、 氏名 、 識別 番号 、 位置 デ

ー タ 、 オ ン ラ イ ン識別子の よ う な 識別

子 を参照す る こ と に よ っ て 、 又は 、 当

該自然人の身体的 、 生理的 、 遺伝

的 、 精神的 、 経済的 、 文 化的又は社

会的な同一性 を示す 一つ又は複数の

要素 を参照す る こ と に よ っ て 、 直 接的

又は間接的に 、 識別 され う る者  

 
2 0  前掲 4  日本語条文 5 頁  
2 1  前掲 4  
2 2  前掲 4  
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p r o c e s s i n g  取扱い   ' p r o c e s s i n g '  m e a n s  a n y  o p e r a t i o n  o r  s e t  
o f  o p e r a t i o n s  w h i c h  i s  p e r f o r m e d  u p o n  
p e r s o n a l  d a t a  o r  s e t s  o f  p e r s o n a l  d a t a ,  
w h e t h e r  o r  n o t  b y  a u t o m a t e d  m e a n s ,  
s u c h  a s  c o l l e c t i o n ,  r e c o r d i n g ,  
o r g a n i z a t i o n ,  s t r u c t u r i n g ,  s t o r a g e ,  
a d a p t a t i o n  o r  a l t e r a t i o n ,  r e t r i e v a l ,  
c o n s u l t a t i o n ,  u s e ,  d i s c l o s u r e  b y  
t r a n s m i s s i o n ,  d i s s e m i n a t i o n  o r  o t h e r w i s e  
m a k i n g  a v a i l a b l e ,  a l i g n m e n t  o r  
c o m b i n a t i o n ,  e r a s u r e  o r  d e s t r u c t i o n ;   

自動的な手段に よ るか否 か を問わ

ず 、 収集 、 記 録 、 編集 、 構成 、 記録保

存 、 修正若 し く は変更 、 検索 、 参照 、

使用 、 送信に よ る開示 、 配布 、 又は 、

それ ら以外に 利用可能な もの と す る

こ と 、 整列若 し く は結合 、 制限 、 消去

若 し く は破壊の よ う な 、 個人デー タ若

し く は 一群の個人デ ー タ に実 施 され

る業務遂行又は一群の業務遂行 を意

味す る 。  

p r o f i l i n g  プロフ ァイ リン

グ  

‘ p r o f i l i n g ’  m e a n s  a n y  f o r m  o f  a u t o m a t e d  
p r o c e s s i n g  o f  p e r s o n a l  d a t a  c o n s i s t i n g  
o f  t h e  u s e  o f  p e r s o n a l  d a t a  t o  e v a l u a t e  
c e r t a i n  p e r s o n a l  a s p e c t s  r e l a t i n g  t o  a  
n a t u r a l  p e r s o n ,  i n  p a r t i c u l a r  t o  a n a l y s e  
o r  p r e d i c t  a s p e c t s  c o n c e r n i n g  t h a t  
n a t u r a l  p e r s o n ' s  p e r f o r m a n c e  a t  w o r k ,  
e c o n o m i c  s i t u a t i o n ,  h e a l t h ,  p e r s o n a l  
p r e f e r e n c e s ,  i n t e r e s t s ,  r e l i a b i l i t y ,  
b e h a v i o u r ,  l o c a t i o n  o r  m o v e m e n t s ;  

自然人 と関連 す る一定の 個人的側面

を評価す る ための 、 特 に 、 当該自然

人の業務遂行能力 、 経済状態 、 健

康 、 個人的嗜好 、 興味関心 、 信頼

性 、 行動 、 位 置及び移動 に関す る側

面 を分析又は予測す るための 、 個人

デー タの利用 に よ っ て構成 さ れ る 、 あ

ら ゆ る形式の 、 個人デ ー タの自 動的

な取扱い を意味 す る 。  

p s e u d o n y m i s
a t i o n  

仮名化   ‘ p s e u d o n y m i s a t i o n ’  m e a n s  t h e  
p r o c e s s i n g  o f  p e r s o n a l  d a t a  i n  s u c h  a  
m a n n e r  t h a t  t h e  p e r s o n a l  d a t a  c a n  n o  
l o n g e r  b e  a t t r i b u t e d  t o  a  s p e c i f i c  d a t a  
s u b j e c t  w i t h o u t  t h e  u s e  o f  a d d i t i o n a l  
i n f o r m a t i o n ,  p r o v i d e d  t h a t  s u c h  
a d d i t i o n a l  i n f o r m a t i o n  i s  k e p t  s e p a r a t e l y  
a n d  i s  s u b j e c t  t o  t e c h n i c a l  a n d  
o r g a n i s a t i o n a l  m e a s u r e s  t o  e n s u r e  t h a t  
t h e  p e r s o n a l  d a t a  a r e  n o t  a t t r i b u t e d  t o  
a n  i d e n t i f i e d  o r  i d e n t i f i a b l e  n a t u r a l  
p e r s o n ;  

追加的な情報が分離 し て 保管 され て

お り 、 か つ 、 その個人 デー タが 識別 さ

れ た自然人又は識別可能な自 然人

に属す る こ と を 示 さ な い こ と を 確保 す

る ための技術上及び組織上の措置の

下にあ る こ と を 条件 と し て 、 そ の追加

的な情報の利用 な し には 、 その個 人

デー タが特定 のデー タ 主体に属す る

こ と を 示す こ と が で き な い よ う に す る

態様で行われ る 個人デー タの取扱 い

を意味す る 。  

f i l i n g  s y s t e m  フ ァ イ リ ングシ

ステム  

f i l i n g  s y s t e m '  m e a n s  a n y  s t r u c t u r e d  s e t  
o f  p e r s o n a l  d a t a  w h i c h  a r e  a c c e s s i b l e  
a c c o r d i n g  t o  s p e c i f i c  c r i t e r i a ,  w h e t h e r  
c e n t r a l i z e d ,  d e c e n t r a l i z e d  o r  d i s p e r s e d  
o n  a  f u n c t i o n a l  o r  g e o g r a p h i c a l  b a s i s ;   

機能的ま たは地理的に 集結 、 分散 、

あ る いは拡 散 され て い るか ど う か に

かかわ らず 、 特定の評価基準に従 っ

て ア ク セ スす る こ と が で き る個人 デー

タのすべての 構築 され た集合 を意味

す る 。  

c o n t r o l l e r  管理者  c o n t r o l l e r '  m e a n s  t h e  n a t u r a l  o r  l e g a l  
p e r s o n ,  p u b l i c  a u t h o r i t y ,  a g e n c y  o r  a n y  
o t h e r  b o d y  w h i c h  a l o n e  o r  j o i n t l y  w i t h  
o t h e r s  d e t e r m i n e s  t h e  p u r p o s e s ,  
c o n d i t i o n s  a n d  m e a n s  o f  t h e  p r o c e s s i n g  
o f  p e r s o n a l  d a t a ;  w h e r e  t h e  p u r p o s e s ,  
c o n d i t i o n s  a n d  m e a n s  o f  p r o c e s s i n g  a r e  
d e t e r m i n e d  b y  U n i o n  l a w  o r  M e m b e r  
S t a t e  l a w ,  t h e  c o n t r o l l e r  o r  t h e  s p e c i f i c  
c r i t e r i a  f o r  h i s  n o m i n a t i o n  m a y  b e  
d e s i g n a t e d  b y  U n i o n  l a w  o r  b y  M e m b e r  
S t a t e  l a w ;   

自然人又は法人 、 公的機関 、 部局又

はその他の組織 であ っ て 、 単独 で又

は他の者 と共同 で 、 個人 デー タ の取

扱いの目的及 び方法 を決定す る者 を

意味す る 。 その取扱いの目的及び 方

法が E U 法又は加盟国の国内法 に

よ っ て決定 され る場 合 、 管理 者又は

管理者 を指定す る ための特別の基準

は 、 E U 法又は加盟国の国内法に よ

っ て定め る こ と が で き る 。  

p r o c e s s o r  処理者  p r o c e s s o r '  m e a n s  a  n a t u r a l  o r  l e g a l  
p e r s o n ,  p u b l i c  a u t h o r i t y ,  a g e n c y  o r  a n y  
o t h e r  b o d y  w h i c h  p r o c e s s e s  p e r s o n a l  
d a t a  o n  b e h a l f  o f  t h e  c o n t r o l l e r ;   

管理者の代わ り に個人デ ー タ を 取扱

う自然人若 し く は法人 、 公 的機関 、 部

局又はその他の組織 を意味す る 。  

r e c i p i e n t  取得者  ‘ r e c i p i e n t ’  m e a n s  a  n a t u r a l  o r  l e g a l  
p e r s o n ,  p u b l i c  a u t h o r i t y ,  a g e n c y  o r  
a n o t h e r  b o d y ,  t o  w h i c h  t h e  p e r s o n a l  
d a t a  a r e  d i s c l o s e d ,  w h e t h e r  a  t h i r d  
p a r t y  o r  n o t .  H o w e v e r ,  p u b l i c  a u t h o r i t i e s  
w h i c h  m a y  r e c e i v e  p e r s o n a l  d a t a  i n  t h e  
f r a m e w o r k  o f  a  p a r t i c u l a r  i n q u i r y  i n  
a c c o r d a n c e  w i t h  U n i o n  o r  M e m b e r  S t a t e  
l a w  s h a l l  n o t  b e  r e g a r d e d  a s  r e c i p i e n t s ;  
t h e  p r o c e s s i n g  o f  t h o s e  d a t a  b y  t h o s e  
p u b l i c  a u t h o r i t i e s  s h a l l  b e  i n  c o m p l i a n c e  
w i t h  t h e  a p p l i c a b l e  d a t a  p r o t e c t i o n  r u l e s  
a c c o r d i n g  t o  t h e  p u r p o s e s  o f  
t h e p r o c e s s i n g ;   

第三者であ る か否か を問わず 、 個人

デー タの開示 を 受け る自 然人若 し く

は法人 、 公的機 関 、 部局又 はその他

の組織 を意味す る 。 た だ し 、 E U 法又

は加盟国の国内法 に従 っ て 特別の調

査の枠組み内で個 人デー タ を 取得で

き る公的機関 は 、 取得者 とはみ な さ

れ ない 。 公 的機関に よ る その デー タ

の取扱いは 、 その取扱 いの目的に 従

い 、 適用可能 なデー タ保護の規 定 を

遵守す る もの と す る 。  

t h i r d  p a r t y  第三者  ‘ t h i r d  p a r t y ’  m e a n s  a  n a t u r a l  o r  l e g a l  
p e r s o n ,  p u b l i c  a u t h o r i t y ,  a g e n c y  o r  b o d y  
o t h e r  t h a n  t h e  d a t a  s u b j e c t ,  c o n t r o l l e r ,  
p r o c e s s o r  a n d  p e r s o n s  w h o ,  u n d e r  t h e  
d i r e c t  a u t h o r i t y  o f  t h e  c o n t r o l l e r  o r  
p r o c e s s o r ,  a r e  a u t h o r i s e d  t o  p r o c e s s  
p e r s o n a l  d a t a ;  

デー タ主体 、 管理者 、 処理者 、 及び 、

管理者又は処理者の直接の承認の

下で個人デー タの取扱 い を承認 さ れ

てい る者以 外の自然人若 し く は法

人 、 公的機関 、 部局又は その他の組

織 を意味す る 。  

‘ c o n s e n t ’  o f  
t h e  d a t a  
s u b j e c t  

データ主体の

「同意 」  

‘ c o n s e n t ’  o f  t h e  d a t a  s u b j e c t  m e a n s  a n y  
f r e e l y  g i v e n ,  s p e c i f i c ,  i n f o r m e d  a n d  
u n a m b i g u o u s  i n d i c a t i o n  o f  t h e  d a t a  
s u b j e c t ' s  w i s h e s  b y  w h i c h  h e  o r  s h e ,  b y  
a  s t a t e m e n t  o r  b y  a  c l e a r  a f f i r m a t i v e  
a c t i o n ,  s i g n i f i e s  a g r e e m e n t  t o  t h e  
p r o c e s s i n g  o f  p e r s o n a l  d a t a  r e l a t i n g  t o  
h i m  o r  h e r ;  

デー タ主体の 「 同意 」 と は 、 自由 に与

え られ 、 特 定 され 、 事前に説 明 を受

けた上での 、 不明瞭 ではない 、 デ ー

タ主体の意思の表示 を意味 し 、 そ れ

に よ っ て 、 デ ー タ主体が 、 その陳述又

は明確な積極的行為に よ り 、 自身 に

関連す る個人デ ー タの取 扱いの同 意

を表明す る もの を 意味す る 。  
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p e r s o n a l  d a t a  
b r e a c h  

個人デー タの

侵害  

p e r s o n a l  d a t a  b r e a c h '  m e a n s  a  b r e a c h  o f  
s e c u r i t y  l e a d i n g  t o  t h e  a c c i d e n t a l  o r  
u n l a w f u l  d e s t r u c t i o n ,  l o s s ,  a l t e r a t i o n ,  
u n a u t h o r i s e d  d i s c l o s u r e  o f ,  o r  a c c e s s  
t o ,  p e r s o n a l  d a t a  t r a n s m i t t e d ,  s t o r e d  o r  
o t h e r w i s e  p r o c e s s e d ;   

 「 個 人 デー タ 侵害 」 と は 、 偶発的 又

は違法な 、 破 壊 、 喪失 、 改変 、 無 権

限の開示又は無権限のア ク セ ス を 導

く よ う な 、 送 信 され 、 記録保存 され 、

又は 、 その他の 取扱いが 行われる個

人デー タの安 全性に対す る侵害 を意

味す る 。  

g e n e t i c  d a t a  遺伝デー タ  ‘ g e n e t i c  d a t a ’  m e a n s  p e r s o n a l  d a t a  
r e l a t i n g  t o  t h e  i n h e r i t e d  o r  a c q u i r e d  
g e n e t i c  c h a r a c t e r i s t i c s  o f  a  n a t u r a l  
p e r s o n  w h i c h  g i v e  u n i q u e  
i n f o r m a t i o n  a b o u t  t h e  p h y s i o l o g y  o r  
t h e  h e a l t h  o f  t h a t  n a t u r a l  p e r s o n  a n d  
w h i c h  r e s u l t ,  i n  p a r t i c u l a r ,  f r o m  a n  
a n a l y s i s  o f  a  b i o l o g i c a l  s a m p l e  f r o m  
t h e  n a t u r a l  p e r s o n  i n  q u e s t i o n ;   

自然人の、先天的な又は後天的

な遺伝的特性に関連する個人デ

ータであって 、自然人の生理状

態又は健康状態に関する固有な

情報を与えるものであ り 、 かつ、

特に 、当の自然人から得られた

生化学資料の分析結果から生ず

るものを意味する 。  

b i o m e t r i c  
d a t a  

生体デー タ  ‘ b i o m e t r i c  d a t a ’  m e a n s  p e r s o n a l  d a t a  
r e s u l t i n g  f r o m  s p e c i f i c  t e c h n i c a l  
p r o c e s s i n g  r e l a t i n g  t o  t h e  p h y s i c a l ,  
p h y s i o l o g i c a l  o r  b e h a v i o u r a l  
c h a r a c t e r i s t i c s  o f  a  n a t u r a l  p e r s o n ,  
w h i c h  a l l o w  o r  c o n f i r m  t h e  u n i q u e  
i d e n t i f i c a t i o n  o f  t h a t  n a t u r a l  p e r s o n ,  
s u c h  a s  f a c i a l  i m a g e s  o r  
d a c t y l o s c o p i c  d a t a ;   

自然人の身体的、生理的又は行

動的な特性に関連する特別な技

術的取扱いから得られる個人デ

ータであって 、顔画像や指紋デ

ータのよ うに 、当該自然人を一

意に識別できるよ うにするもの 、

又は、その識別を確認するもの

を意味する 。  

d a t a  
c o n c e r n i n g  
h e a l t h  

健康に関する

データ  

‘ d a t a  c o n c e r n i n g  h e a l t h ’  m e a n s  
p e r s o n a l  d a t a  r e l a t e d  t o  t h e  p h y s i c a l  
o r  m e n t a l  h e a l t h  o f  a  n a t u r a l  p e r s o n ,  
i n c l u d i n g  t h e  p r o v i s i o n  o f  h e a l t h  
c a r e  s e r v i c e s ,  w h i c h  r e v e a l  
i n f o r m a t i o n  a b o u t  h i s  o r  h e r  h e a l t h  
s t a t u s ;   

医療サービスの提供を含め、健

康状態に関する情報を明らかに

する 、自然  

人の身体的又は精神的な健康と

関連する個人デー タを意味す

る 。  

 

 前項で前述した日本の個人情報保護法における用語の定義と、G D P R における定義には

違いがみられる。前提である「個人情報」は G D R P では「P e r s o n a l  d a t a 」であり「P e r s o n a l  

I n f o r m a t i o n 」ではないうえ、個人情報保護法では「個人データ」は別の概念として別途定義さ

れている。またその主体として日本の個人情報保護法では「本人」とされている一方で G D P R

では「データ主体」とされている。一方、関連する登場者として、G D P R では、「 c o n t r o l l e r 管

理者」「 p r o c e s s o r 処理者」「 r e c i p i e n t  取得者」「 t h i r d  p a r t y 第三者」と別れているのに

対し、個人情報保護法では「個人情報取扱事業者」（あるいは「仮名加工情報取扱事業者」「匿

名加工情報取扱事業者」）のみである。  

 

表  3  日本 / G D P R 定義比較  

個人情報保護法での定義  G D P R での定義  

用語  定義  用語  定義  

本人  個人情報に よ っ て識別 され る特 定の 個人  d a t a  s u b j e c t  デー タ主体  

個人情報  生存す る個人に 関す る情 報  p e r s o n a l  d a t a  個人デー タ  

個人識別符号  特定の個人の身体の一部の特徴 を 電 子計算機の用に供 す るため

に変換 し た文 字 、 番号 、 記号そ の他 の符号であ っ て 、 当該 特定の

個人 を識別す る こ と が で き る もの  

個人情報デー タ ベ

ー ス等  

個人情報 を含む情報 の集合物で あ っ て 、 次 に掲げ る もの （ 利 用方

法か らみ て個 人の権利利益 を 害す る おそれが少 ない も の と し て政

令で定め る もの を 除 く 。 ） を い う 。  

個人デー タ  個人情報デー タ ベー ス等 を構成す る 個人情報  

保有個人デー タ  個人情報取扱事業者が 、 開示 、 内容 の訂正 、 追加又 は削除 、 利 用

の停止 、 消去及 び第三者への提供の停止 を行 う こ と の で き る権限

を有す る個人デー タ で あ っ て 、 その存 否が明 らかに な る こ と に よ り

公益その他の利益が害 され る もの と し て政令で 定め る も の以外の

もの を い う 。  

個人情報取扱事業

者  

個人関連情報 を含む 情報の集合物 で あ っ て 、 特 定の個人関連情

報 を電子計算機 を用 いて検索す る こ と が で き る よ う に体系的に 構

成 し た もの その他特定の個人関連情報 を容易に検索す る こ と が で

き る よ う に体系的 に構成 し た もの と し て政令で定め る もの （ 第 三十

一条第一項に おいて 「 個 人関連情報 デー タ ベ ー ス等 」 と い う 。 ） を

事業の用に供 し て い る者 を い う 。  

c o n t r o l l e r  管理者  

p r o c e s s o r  処理者  

r e c i p i e n t  取得者  

t h i r d  p a r t y  第三者  
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要配慮個人情報  本人の人種 、 信 条 、 社会的 身分 、 病 歴 、 犯罪の経歴 、 犯罪に よ り

害 を 被 っ た事実 その他本人に 対す る 不当な差別 、 偏見その他の 不

利益が生 じ な い よ う に その 取扱いに 特に配慮 を要す る もの と し て

政令で定め る 記述等が含まれ る 個人 情報  

g e n e t i c  d a t a  遺伝デー タ  

b i o m e t r i c  d a t a  生体デー タ  

d a t a  
c o n c e r n i n g  
h e a l t h  

健康に関す る デー タ  

仮名加工情報  次の各号に掲げ る個人情報の区分に 応 じ て当該各 号に定め る措

置 を講 じ て他の 情報 と照 合 し な い限 り 特定の個人 を識別す る こ と

が で き な い よ う に個人情報 を加 工 し て 得 られ る個人 に関す る 情報

を い う 。  

一  第一項第一号に該当す る個人情 報  当該個人情報に含まれ る

記述等の一部 を削除 す る こ と （ 当 該 一部の記述等 を復元 す る こ と

の で き る規則 性 を有 し な い方法 に よ り 他の記述等に置 き換 え る こ

と を 含む 。 ） 。  

二  第一項第二号に該当す る個人情 報  当該個人情報に含まれ る

個人識別符号の全部 を削除す る こ と （ 当 該個人識別符号 を復元す

る こ と の で き る規則性 を 有 し な い方法 に よ り他の 記述等に置 き換

え る こ と を 含む 。 ） 。  

p s e u d o n y m i s a t
i o n  

仮名化  

匿名加工情報  次の各号に掲げ る個人情報の区分に 応 じ て当該各 号に定め る措置

を講 じ て特定の 個人 を識別す る こ と が で き な い よ う に個人情報 を加

工 し て得 ら れ る個人 に関す る情 報で あ っ て 、 当 該個人情報 を復 元

す る こ と が で き な い よ う に し た もの を い う 。  

一  第一項第一号に該当す る個人情 報  当該個人情報に含まれ る

記述等の一部 を削除 す る こ と （ 当 該 一部の記述等 を復元 す る こ と

の で き る規則 性 を有 し な い方法 に よ り 他の記述等に置 き換 え る こ と

を 含む 。 ） 。  

二  第一項第二号に該当す る個人情 報  当該個人情報に含まれ る

個人識別符号の全部 を削除す る こ と （ 当 該個人識別符号 を復元す

る こ と の で き る規則性 を 有 し な い方法 に よ り他の 記述等に置 き換 え

る こ と を 含む 。 ） 。  

個人関連情報  生存す る個人に 関す る情 報であ っ て 、 個人情報 、 仮名加工情報及

び匿名加工情報の いずれに も該当 し な い もの を い う 。  

    

本人の同意    ‘ c o n s e n t ’  o f  
t h e  d a t a  
s u b j e c t  

デー タ主体の 「 同意 」  

 

この概念整理および E U および O E C D の概念を日本に適応させる際の齟齬等については、

高木浩光「高木浩光さんに訊く、個人データ保護の真髄  —いま解き明かされる半世紀の経緯と

混乱」 2 3および「個人情報保護から個人データ保護へ―民間部門と公的部門の規定統合に向

けた検討 ( 1 )～ ( 5 ) ― 」 （情報法制研究、 2 0 1 7 - 2 0 2 2 年）において詳細に行われている。特に

特徴的な指摘としては、前述のように日本語での「訳」が指す意味が英語の意味とずれている

のみならず、「 d a t a  c o n t r o l l e r 」という概念が日本の個人情報保護法には存在しないことか

ら、法解釈に誤解やずれが生じたのではといった点である。この「 d a t a  c o n t r o l l e r 」は、デー

タの「一次利用者」という意味合いであり、つまり「データというものはフォーマットが人為的に

構成されるのが必然で、それはテーブル（表）の列の項目設計のこと、利用の目的があって初

めてそれを設計できる」 2 4というデータの特性を前提とした考え方である。この概念が「データ

主体」とは別に存在することで、「個人情報は誰のものか」という「愚問」から距離を置き、実務

的な対応に沿った個人情報保護となる、という論考である。  

このように、基本的な用語については G D P R 等と共通した課題感に沿っている一方、解釈

やその用語の使用環境等については前提が異なるものもあり、単なる「翻訳」ではない日本独

自の用語定義となっている点も注意が必要である。  

 

第一項  伝統的プライバシー権  

 個人情報について言及する際に同時に使われる言葉として「プライバシー」がある。日本に

おいて「プライバシー」「プライバシー権」は個人情報保護法では定義されておらず、一般的に

憲法 1 3 条「幸福追求権」を根拠としつつ、判例の積み重ね等から概念として一般的に個人情

 
2 3  情報法制研究所ホームページ（ h t t p : / / c a f e . j i l i s . o r g / 2 0 2 2 / 0 3 / 1 8 / 1 6 0 /  2 0 2 3 年 4 月 1 2 日閲覧）  
2 4  前掲 2 3  2 0 2 3 年 4 月 1 2 日閲覧  



23 

 

報と関連付けて考えられるようになった。例えば、『宴のあと』裁判 2 5や『江沢民講演会参加者

名簿提出事件』 2 6などがあげられる。  

そもそもプライバシーが権利として概念化されたきっかけは、ウォーレン（ S a m u e l  D .  

W a r r e n ）とブランダイス（ L o u i s  D .  B r a n d e i s ）による論文「プライバシーの権利（ T h e  

R i g h t  t o  P r i v a c y ） 」 （ 1 8 9 0 年、ハーバード・ロー・レビュー）である。この論文は「きわめて重

要な歴史的役割を果たした」（堀部（ 1 9 8 0 ： 2 1 ） ）ものであり、この論文で引き合いに出されたク

ーリー裁判官（T h o m a s  C o o l e y ）が使った「ひとりにしておかれる権利」 ( r i g h t  t o  b e  l e t  

a l o n e )を引き合いに出したことが、その後プライバシーの権利の定義として「人口に膾炙され

るようになった」（堀部（ 1 9 8 0 ： 2 2 ） ） 。いわゆる「私生活秘匿権」（山本（ 2 0 1 7 ： 3 ） ）としてのプ

ライバシー権であり、「伝統的プライバシー権」とされるものである（石井（ 2 0 0 8 ： 2 5 7 ） ） 。  

この背景として、この論文が、「イエロージャーナリズム 2 7が横行し、個人の私生活や肖像画

無断で暴露されるようになった」（石井（ 2 0 0 8 ： 5 4 2 ） ）という社会状況があるが、これは日本に

おいても、前述した『宴のあと』事件を契機に受容されていった（山本（ 2 0 1 7 ： 4 ） ） 。  

この論文では、プライバシー権を財産権ではなく、人格権として区別しており、知的財産法や

名誉毀損法との比較、 1 9 世紀イギリスの諸判決を論じながら、結論として独立したプライバシ

ー権を不法行為法による保護に求めた（石井（ 2 0 0 8 ： 5 4 2 ） ） 。  

その後、アメリカにおいてこの論文を引用した判決が出されるようになる一方、各州の判例・

立法が承認している権利の内容が多岐に渡るようになる 2 8。その整理を試みた代表が、プロッ

サー（W i l l i a m  L .  P r o c c e r ）による 4 類型である。プロッサーは論文「プライバシー」（カリフォ

ルニア・ロー・レビュー、 1 9 6 0 年）において下記のように定義した 2 9。  

 

1 .  I n t r u s i o n （不法侵入）  

原告の隔離若しくは孤独、または彼の私的事柄に対する不法侵入  

2 .  P u b l i c  D i s c l o s e  o f  P r i v a t e  F a c t s （私的事実の公開）  

原告に関する恥ずかしい私的事実の公開  

 
2 5  東京都知事選挙に立候補した元外務大臣にまつわる実話をも とに三島由紀夫が執筆した小説 『宴のあ と 』 がモデルとなった

元外務大臣から民事訴訟を起こ された 。争点は、原告のプライバシーの権利を侵害するかど うかであ り 、 「従来の名誉棄損を理

由と してではな く 、 プ ライバシー侵害を根拠に して 」い る （ 堀部 （ 1 9 8 0 ： 1 0 8 ） ） 。 1 9 6 4 年の一審判決 （東京地判昭和 3 9 ・ 9 ・ 2 8

下民衆 1 5 巻 9 号 2 3 1 7 頁 ）後 、二審係属中に和解が成立。 ここでプ ライバシーについて 「私生活をみだりに公開されない法的

保障ない し権利 」 と し 、 「 この司法上の権利 （人格権 ）は個人の尊厳を保ち幸福の追求を保証する うえにおいて必要不可欠なも

のである と し 、 それが憲法に基礎づけられた権利である こ とを認めた 」 （芦部 （ 2 0 1 5 ： 1 2 2 ） ） と され る 。  
2 6  早稲田大学で中国の江沢民国家主席講演会が開催された際に 、警備に当たった警察の要請に こたえて大学が参加希望学

生の氏名学生番号などを記入した名簿の写しを学生に無断で警察に提出した こ とに対 し 、 学生が大学に対しプラ イバシー侵害

を理由に損害賠償を求めた 。最高裁判決では、 「本人が、自己が欲しない他者にはみだりに これを開示された く ない と考えるこ

とは自然なこ と 」 と し これらは 「 プ ライバシーに係る情報と して法的保護の対象となる 」 と した （最判平成 1 5 ・ 9 ・ 1 2 民集 5 7 巻 8

号 9 7 3 頁 ） 。 これについて芦部は 「本件は私人間の問題であ り 、 憲法を援用しているわけではないが、人権の私人間効力に関

する間接的溶接からは、憲法の保障するプライバシー権が民法 7 0 9 条を媒介に して間接的に適用された とい う理解になろ う 」

と している （芦部 （ 2 0 1 5 ： 1 2 4 ） ） 。  
2 7  以下 、 堀部 （ 1 9 8 0 ： 2 0 ） ） よ り 引 用 。 「 1 9 世紀 も後半に な っ て く る と 、 他 人の私生活上の秘密や性的醜聞 な ど を 好んで と り あ げ る プ レ スが現

れ 、 良識あ る 人々のひん し ゅ く を 買 う よ う に な っ た 。 こ う し た 傾向の新 聞類 を イ エ ロ ー ・ ジ ャ ー ナ リ ズム （ y e l l o w  j o u r n a l i s m ） や イ エ ロ ー ・ プ レ

ス （ y e l l o w  p r e s s ） と 呼 ぶ こ と が あ るが 、 こ の言葉 は 、 ニ ュ ー ヨ ー ク ・ ワ ール ド と い う 新 聞の日曜版 にポー ラ ン ド 生 ま れの新聞発行者ピ ュ リ ッ ツ

ァ ー （ J o s e p h  P u l i t z e r ） が 黄 色の 服 を着た少年 （ y e l l o w  k i d ） を 主 人 公 とす る漫 画 を掲載 し 、 こ れ を 模倣 し たハース ト （ W i l l i a m  R .  

H e a r s t ） の ニ ュ ー ヨ ー ク ・ ジ ャ ー ナル と セ ン セ ー シ ョ ナ リ ズムの激 し い競争 を く り ひ ろ げ た こ と か ら生 ま れた 。 」  
2 8  ア メ リ カ ・ ニ ュ ー ヨ ー ク州 では 1 9 0 3 年にプ ラ イバ シ ーの 権利 を保護す る こ と を 内容 とす る法律 を制定 。 ま た 1 9 0 5 年にはジ ョ ー ジ ア州 の最

高裁判所はベ イ ブ ジ ッ ク 対 ニ ュ ー ・ イ ン グ ラ ン ド 生命 保険会社事件 にお い て原告が自分の写真が無断で 保険会社の宣伝用に新聞 に載せ ら れた

こ と を 不服 と し た こ と に対 し プ ラ イ バ シ ーの権利 を承認 し被告に対 し損害 賠償支払い を命 じ た 。 その際 、 ウ ォー レ ン と ブ ラ ン ダ イ スの論文 を多 く

引用 し て いた （ 堀 部 （ 1 9 8 0 ： 2 6 - 2 7 ） ） 。  
2 9  W i l l i a m  L .  P r o s s e r ,  P r i v a c y ,  4 8  C a l .  L .  R e v .  3 8 3  ( 1 9 6 0 ) 。 日 本語訳は （ 石井 （ 2 0 0 8 ： 5 4 2 ） ） を 引 用 。  
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3 .  F a l s e  L i g h t  i n  t h e  p u b l i c  E y e （公衆の誤認）  

公開によって、原告を公衆に誤認させること  

4 .  A p p r o p r i a t i o n （盗用）  

被告の利益のために、原告の氏名又は肖像を盗用すること  

 

これら 4 類型はそれぞれ別々のもので異なる要素に基づいており、このことを認識していな

いことが表面上の混乱を招いている原因である、とプロッサーは論じた（堀部（ 1 9 8 0 ： 3 7 ） ）。し

かしながらこの 4 類型はいずれにしても「ひとりにしておいてもらう権利」への干渉を整理したも

のであり、「プライバシーの権利としてしばしば用いられる『ひとりにしておいてもらう権利』は、

プロッサーによっても確認されたといえる」とされる（堀部（ 1 9 8 0 ： 3 8 ） ）。また、プロッサーはも

ともと不法行為法の権威でもあり、アメリカでは現在でも不法行為上のプライバシー権について

は、「ひとりにしておかれる権利」と理解され、プロッサーの 4 類型に沿った判断がされている

（石井（ 2 0 0 8 ： 5 4 3 ） ） 。  

 

第二項  現代的プライバシー権  

 その後、アメリカにおいて、プライバシー権を不法行為法上の権利として論じることに加え

て、憲法上の権利として承認する動きが出てきた。その流れからプライバシーの権利を新しく構

成しようとする動きが顕著になった（堀部（ 1 9 8 0 ： 4 9 ） ）。その背景として、伝統的プライバシー

権である「ひとりにしておいてもらう権利」が持つ「消極的・受動的」 3 0な捉え方ではなく、「積極

的・能動的」な権利としてとらえるといこうとする動きがあった。これは、伝統的プライバシー権

に対し「現代的プライバシー権」ととらえることができる。  

その代表として、 1 9 6 6 年にビーニィ（W i l l i a m  M .  B e a n e y ）による論文「プライバシーの権

利とアメリカ法」があげられる。この中でビーニィは下記のようにプライバシー権を定義した（堀

部（ 1 9 8 0 ： 5 0 ） ） 3 1。  

 

法的概念としてのプライバシー権は、他の個人（グループ、クラス、団体または政府）

が、 ( a )自己の思想、書き物、氏名、肖像、その他本人であることを示すものを、取得し

利用すること、 ( b )自己に関するもしくは自己が個人的に責任を負っている者に関する

情報を、取得し明らかにすること、または ( c )物理的にもしくはより巧妙な方法で自己の

生活空間や自己の選ぶ活動領域に、侵入することができる程度について、ある個人

（グループ、団体、クラス）が決定する法的に承認された自由または権威である。  

 

ビーニィの定義では、「他人が自己に関する情報を利用できる程度を決定する権限を自己が

有している」という点で積極的な解釈となっている（堀部（ 1 9 8 0 ： 5 0 ） ） 。  

 
3 0  ウ ォー レ ン と ブ ラ ン ダ イ ス の論文で は 、 プ ラ イ バ シ ー権 を 「 各 個人が通 常 、 自己の思想や心情 、 感情 を どの程 度他人に伝え るべ きか を決 定

す る権利 ( t h e  r i g h t  o f  d e t e r -  m i n i n g ,  o r d i n a r i l y ,  t o  w h a t  e x t e n t  h i s  t h o u g h t s ,  s e n t i m e n t s ,  a n d  e m o t i o n s  s h a l l  

b e  c o m m u n i c a t e d  t o  o t h e r s ) 」  、 「 公 開の行 為 を完全に コ ン ト ロ ー ルす る ( t o  c o n t r o l  a b s o l u t e l y  t h e  a c t  o f  p u b l i c a t i o n ,  

a n d  i n  t h e  e x e r c i s e  o f  h i s  o w n  d i s c r e t i o n ,  t o  d e c i d e  w h e t h e r  t h e r e  s h a l l  b e  a n y  p u b l i c a t i o n  a t  a l l ) 」 権 利  、 と も

論 じ て お り 、 消 極的な 「 プ ラ イ バ シ ー の保護 」 のみ を意図 し て い るわけ で はない 、 と も い え る （ 石 井 （ 2 0 0 8 ： 5 4 2 ） ） 。  
3 1  B e a n e y ,  T h e  R i g h t  t o  P r i v a c y  a n d  A m e r i c a n  L a w ,  3 1  L a w  &  C o n t e m p .  P r o b . 2 5 3  ( 1 9 6 6 )  
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この「自己決定権」という側面については、ウェスティン（ A l a n  F .  W e s t i n ）によっても定義

が試みられている。 1 9 6 7 年の著作「プライバシーと自由（P r i v a c y  a n d  F r e e d o m ） 」にいお

いて、「プライバシーは、いつ、どのように、どの程度自分自身についての情報が他者に伝達さ

れるかを自分で決定したいという、個人、組織、機関の要求 ( c l a i m )である」（音無（ 2 0 2 1 ： 6 0 ）

と定義している。ここでウェスティンは、プライバシーの基本的状態を、①孤独（S o l i t u d e ） 、②

親密さ（ I n t i m a c y ） 、③匿名性（A n o n y m i t y ） 、④沈黙（R e s e r v e ）とした（石井（ 2 0 0 8 ：

2 8 8 ） ）。これはプライバシーを「他者から監視（情報を把握）されていない状態」と前提している

と捉えることができる（音無（ 2 0 1 2 ： 5 6 ） ）。そのうえで、これらの状態を保護することによって

得られるプライバシーの効果として、①個人の自律（P e r s o n a l  a u t o n o m y ） 、②感情的自由

（E m o t i o n a l  R e l e a s e ） 、③自己評価（S e l f - e v a l u a t i o n ） 、④通信の制限及び保護

（ l i m i t e d  a n d  p r o t e c t e d  c o m m u n i c a t i o n ）の 4 つの視点で分類したが、いずれも「プライ

バシーと名付けられる前から人々が払ってきた、監視されていない状態と監視との間の均衡

が、新しい科学技術の登場によって崩れつつあるとの認識に基づき、当該均衡を回復すべきプ

ライバシー権の法的な確立を目指すもの」といえる（音無（（ 2 0 2 1 ： 7 2 ） ） 。  

また、同時期のフリード（C h a r l e s  F r i e d ）も、ウェスティンと同様に現代的プライバシー権の

代表的論者である。 1 9 6 8 年の論文「プライバシー」において、科学技術の発達を踏まえると、

プライバシーを、「秘密性や、他社が自己について知ることの制限」ととらえるだけでは不十分

であるとし、これを「自己に関する情報のコントロール」と定義した（山本（ 2 0 1 7 ： 4 ） ） 。また、プ

ライバシーは、「尊重、愛、友情、信頼という（人間にとって）最も基本的な目的及び関係」にと

って不可欠な条件である、としており、後述の佐藤幸治に影響を与えた（山本（ 2 0 1 7 ： 5 ） ）。フ

リードの学説は科学技術の進展を考慮に入れたものではあったものの、盗聴器などによる侵害

のみを前提としており、コンピューターによる情報処理などは含まれていなかった点について指

摘されている。しかしながら、そののこの「個人の倫理性への着目」（音無（ 2 0 2 1 ： 7 9 ） ）は、日

本国憲法第 1 3 条における「幸福追求権」の解釈と照らしても親和性が見られ、日本における

「自己情報コントロール権」説にも大きな影響を与えた（音無（ 2 0 2 1 ： 7 3、 8 0 ） ） 。  

ミラー（A r t h u r  R .  M i l l e r ）は、現代的プライバシー権がこの「自己情報コントロール権」と理解

されるきっかけとなった著書『プライバシーへの攻撃（ T h e  A s s a u l t  o n  P r i v a c y ） 』 （ 1 9 7 1

年）の著者である。ミラーはその著作の中で「効果的なプライバシー権の基本的特質は、自己

に関する情報の流れをコントロールする個人の能力」と定義し、さらに「個人が自己に関する情

報の流れを統制する栓のコントロールを奪われるならば、ある程度まではその者は栓を操作す

ることができる人々や機関に屈従することになる」とした（堀部（ 1 9 8 0 ： 5 1 ） ）。ここから、現代的

プライバシー権について「自己情報コントロール権」と理解される（石井（ 2 0 0 8 ： 5 4 5 ） ） 。また、

コンピュータ化における脅威の側面に着目し、情報の流れを調整する能力が侵害されるような

時期が到来することを懸念し、法的保護が必要とした（石井（ 2 0 0 8 ： 2 8 7 ） ）。   

 

第三項  日本におけるプライバシー議論  

 日本におけるプライバシーの議論は、末次三次による「英米法に於ける秘密の保護―いは

ゆる R i g h t  t o  P r i v a c y について－」（ 1 9 3 5 年）という論文がはじまりといってよい（石井
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（ 2 0 0 8 ： 2 0 8 ） ）。その後、前述した『宴のあと』事件は日本で初めて正面からプライバシーを扱

った判決、と言える。  

憲法の観点からプライバシー権をとらえた先行研究においては、前述した佐藤幸治『プライ

ヴァシーの権利（その公法的側面）の憲法論的考察』（ 1 9 7 0 年）があげられる。佐藤はたびた

びフリードの論文を引用し、「プライヴァシーが、それをもってして初めて初めて人間が他の目

的を追求できる『独立の特殊な種類』であり、人間の最も基本的な関係である愛（ l o v e ）、友情

（ f r i e n d s h i p ）、および信頼（ t r u s t ）関係と不可分に結びついているということのためである」」

としている（佐藤（ 2 0 0 8 ： 2 7 2 ） ） 。この定義について、山本達彦は「ウェットな自己情報コントロ

ール権」と評している（山本（ 2 0 1 7 ： 4 ） ）。また佐藤は、『憲法〔第 3 版〕』において、プライヴァ

シーを下記のように定義した（佐藤（ 1 9 9 5 ： 4 5 3 - 4 5 4 ） ） 。  

 

プライヴァシーの権利は、個人が道徳的自律の存在として、自ら善であると判断する目

的を追求して、他者とコミュニケートし、自己の存在にかかわる情報を開示する範囲を

選択できる権利として理解すべきものと思われる。かかる意味でのプライヴァシーの権

利は、人間にとって最も基本的な、愛、友情および信頼の県警にとって不可欠の環境の

充足という意味で、まさしく「幸福追求権」の一部を構成するにふさわしいものといえる。

このような理解は、「情報プライヴァシー権」説と呼ばれることもあるが、学説およびアメ

リカの判例の中には、個人的事情を自ら決定することができるという 「人格的自律のプ

ライヴァシー権」と称すべきものや、「ひとりで居させてもらいたいという権利」に最も近

いといえる「静穏のプライヴァシー権」と称すべきものをも、プライヴァシーの権利に含

めて観念するものがある。が、権利はその内実が明確で同質的であることを本来の性

質とするものと解され、また、後二者の多くは、次に述べる人格的自律権（自己決定権）

の問題として捉えることができるから、プライヴァシーの権利は「情報プライヴァシー権」

の意味に限定するのが妥当と解される。  

 

 この佐藤の説に対し、「プライバシーの権利を自己情報のコントロール権として捉え」（芦部

（ 2 0 1 5 ： 1 2 6 ） ）、 「自己決定の対象となる個人情報の範囲を広く認め」 （音無（ 2 0 2 1 ： 1 4 ） ）た

のが芦部信喜である。芦部は、「プライバシー権の侵害の有無には個人情報の取り扱いの態様

等も考慮して判断すべき」（音無（ 2 0 2 1 ： 1 4 ） ）と考え下記のように解説している（芦部（ 2 0 1 5 ：

1 2 6 ） ） 。  

 

プライバシーの権利を自己情報のコントロール権として捉えると、それ以外にプライバシ

ーないし私生活上の自由と考えられてきたもの、たとえば、①子どもを持つかどうかなど

家族のあり方を決める自由（断種、避妊、妊娠中絶などの問題）、②身じまい（髪型、服

装）などライフスタイルを決める自由、③医療拒否、とくに尊厳死など生命の処分を決め

る自由など、個人の人格的生存にかかわる重要な指摘事項を公権力の介入・干渉なし

に各自が自律的に決定できる自由は、情報プライバシー権とは別個の憲法上の具体的

権利だと解されることになる。一般的に自己決定権（ないし人格的自律権）と呼ばれるも

のが、それである。  
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 一方、日本においてこの現代的プライバシー権としての「自己情報コントロール権」説を批判

してきたのが阪本昌成である。『プライヴァシーの権利』（成文堂、 1 9 8 2 ）において、「プライヴ

ァシーの中心的構成要素は、自己について何らかの決定がなされるさいに、その決定の基礎と

して利用されうる個人情報が、適切なものであることに対して持つ個人の利益である」とする

（阪本（ 1 9 8 2 ： 1 5 1 ） ）。また、私法上のプライバシーは、「他者に知られたくない個人情報また

は私的空間に対する相当な要求」と定義している（阪本（ 1 9 8 2 ： 1 9 8 - 1 9 9 ） ）。この阪本の論じ

ている立場について、音無は下記のように評している（音無（ 2 0 2 1 ： 3 7 ） 。  

 

阪本が論じているのは、評価の対象とすべきでないことが正当と客観的に認められる個

人情報の取扱いを排除する権利で合って、一定の自己情報取扱いを自分で自由に決定

できるとする発想に立たない点である。阪本の見解は、いわば客観的に不当に評価をさ

れない権利といえ、客観的に不当な自己情報の取扱いを排除する、又は客観的に正当

な取扱いを求める見解の 1 つに分類できよう。それゆえ、阪本は自己情報を自ら伝達

する行為などの自由をプライバシー権として論じない点でも、自己情報コントロール権と

は異なり、興味深い。  

 

 以上のように、「ひとりにしておいてもらう権利」というアメリカでの伝統的プライバシー権とい

う概念の登場から、自己情報コントロール権に代表される現代的プライバシー権というとらえ方

に変遷があるものの確定した定義あるいは日本における明文化された法的定義は存在せず、

それぞれの解釈は時に混在している。一方、判決による積み重ねや社会的状況の変化により、

概念としての理解は国内外を通して一定の広がり・定着を持っている。  

 

第三章  日本の個人情報保護法制  

第一節  昭和 6 3 年法  

日本における個人情報保護法の成立は、 1 9 8 年公布の「行政機関の保有する電子計算機処

理に係る個人情報の保護に関する法律（昭和六三年法律第九五号）」 （以下、「昭和六三年

法」） 」にさかのぼることができる。前述した通り、その前の 1 9 8 0 年 9 月に O E C D （経済協力

開発機構）が「プライバシー保護と個人データの国際流通についてのガイドラインに関する理事

会勧告」を採択した。これがいわゆる O E C D ガイドラインと呼ばれるもので、プライバシー諸原

則に関する初めての国際的合意であり、その中で挙げられている「いる「O E C D 8 原則」は、加

盟国のみならず各国の個人情報保護法制度の基礎となっているものである（石井（ 2 0 1 7 ：

1 0 ） ） 。  

この採択を踏まえ、日本では国の行政機関についてこの昭和 6 3 年法が制定された。同法

は、国の行政機関を対象とするもので、民間分野を対象とする法整備の必要性についても論点

となったものの、衆参両院の内閣委員会の附帯決議で重要課題として指摘され、将来への課題

として残された。民間分野においては、「ごく一部の事業法等（割賦販売法、貸金業の規制に関

する法律、職業安定法、労働者派遣事業法等）に個人情報保護に係る規定が置かれている程
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度で、それ以外は、各府省が定める事業分野ごとのガイドラインやそれらに準拠した業界団体

等のガイドラインを中心に取組が進められてきた（藤原・園部（ 2 0 1 8 ： 1 6 ） ） 。  

その後、情報通信技術の急速な発展を背景として、平成 6 年（ 1 9 9 4 年） 8 月、「高度情報通

信社会推進本部」が閣議決定に基づいて設置された際、電子商取引等の推進にむけて、取引

の安全性・信頼性確保との関わりからプライバシー保護の必要性が指摘された（園部・藤原

（ 2 0 1 8 ： 1 7 ） ）。これを受けて、本部決定された「高度情報通信社会推進に向けた基本方針」の

中で、下記のように考え方を示した。  

 

情報通信関連技術の発展により、電子化された情報を情報通信ネットワークを介して

大量かつ迅速に処理することが可能となっており、また、蓄積、検索、利用、改竄も容易

であることから、プライバシー保護の必要性が以前にも増して急速に高まっている。電

子商取引等の発展には自由な情報流通が不可欠であるが、その前提として、プライバシ

ーについては確実な保護が図られなければならない。  

しかし、個人情報の内容や用途、収集の方法は、業種業態毎に異なるため、基本的

には、業種業態別に民間によるガイドラインの整備、登録・マーク付与制度の実施等の

自主的対応が早急に推進されるべきである。一方、個人信用情報や医療情報等、機密

性が高く、かつ、漏洩の場合の被害の大きい分野については、法規制等の公的関与が

十分検討されるべきである。  

政府としては、民間による自主的取組みを促進するとともに、法律による規制も視野

に入れた検討を行っていく必要がある。また、プライバシーの侵害に対する消費者の不

安感を除去するため、事業者に対し個人情報の保護内容について消費者に十分な情報

を提供するよう促すとともに、消費者相談窓口の充実に努める。こうした取組みにおい

ては、 1 9 8 0 年に既に合意を得ている O E C D プライバシー保護ガイドラインや、昨今

O E C D 等で行われている国際的議論との整合性にも十分配慮する必要がある 3 2。  

 

 また、このような電子商取引などの民間分野における個人情報保護に関する議論とは別に、

同時期の住民基本台帳にネットワークシステムを導入しようとする住民基本台帳法の一部改正

に対して、国内での議論が起こった。国民の中で、「プライバシーに対する漠然とした不安」（園

部・藤原（ 2 0 1 8 ： 1 8 ） ）もあるなど社会関心の高まりなどもあり、 1 9 9 9 年 7 月から高度情報通

信社会推進本部（ I T 本部長：内閣総理大臣）の下に個人情報保護検討部会（座長：堀部政男

中央大学教授）を開催し、「我が国における個人情報保護システムの在り方について（中間報

告）」を取りまとめ、「個人情報保護システムの中核となる基本法の制定を急ぐべきである」と提

言した 3 3。その後、 2 0 0 0 年 1 月に同本部の下に、個人情報保護法制化専門委員会（委員長：

園部逸夫前最高裁判事）が設けられ、同年 1 0 月に「個人情報保護基本法制に関する大綱」を

取りまとめた。この大綱を基に政府は立案作業を進め 2 0 0 1 年 3 月第 1 5 1 回国会に提出し

た。  

 
3 2  「 高 度情報通 信社会推進に 向けた 基 本方針 」 （ 1 9 9 8 年 1 1 月 9 日 、 高度 情報通信社会推進本部決定 ）

h t t p s : / / w a r p . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 2 0 1 9 9 7 1 / w w w . k a n t e i . g o . j p / j p / i t / 9 8 1 1 1 0 k i h o n . h t m l  2 0 2 3 年 3 月 3 0 日閲覧  
3 3  高度情報通信社会推進本部 、 個人 情報保護検討部会 「 我が国に おけ る 個人情報保護シ ス テムの在 り方につ いて （ 中 間報 告 ） 」 1 9 9 9 年 、

1 5 頁 。 h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / p e r s o n a l _ k e n t o b u k a i _ 1 1 1 1 1 9 c h u k a n h o k o k u . p d f  2 0 2 3 年 3 月 3 0 日閲覧  
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 高度情報通信社会推進本部の変遷  

•  1 9 9 4 年 8 月 2 日  高度情報通信社会推進本部  設置  

•  1 9 9 8 年 7 月 7 日  情報通信技術（ I T ）戦略本部  設置  

※高度情報  通信社会推進本部は廃止され、同本部に引き継がれる。  

（ 2 0 0 0 年 1 1 月 2 9 日）高度情報通信ネットワーク社会形成基本法（ 「 I T 基本法」 ）成立  

•  2 0 0 1 年 1 月 6 日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（ I T 総合戦略本部）  

※情報通信技術（ I T ）戦略本部  は廃止され、同本部に引き継がれる。  

 

第二節  平成 1 5 年法  

 個人情報保護法の成立については、「難産」といわれることがあるが、それは、 2 0 0 1 年 3 月

の第 1 5 1 回国会に提出されたのち、 4 回の継続審議を繰り返したのちに 2 0 0 2 年の第 1 5 5 回

国会で廃案となり、修正法案を 2 0 0 3 年 3 月の第 1 5 6 回通常国会に提出されてついに成立に

至ったという経緯がある。特に大きな要因となったのは、メディアからの反発である。これは、

1 9 9 9 年の住民基本台帳法の一部改正に対して国民から不安が起こったことから、個人情報を

取り巻く課題についての議論が活発となり、個人情報保護に関する法制度の整備の必要性が

認識されるようになったと前述したとおりだが、一方で、メディアの言論規制につながるのでは、

とメディアからの懸念が同時に見られるようになった。  

 

便利さ・プライバシー綱引き  住民台帳法改正案が衆院通過  動き出す「番号社会」（ 『日

本経済新聞』  1 9 9 9 年 6 月 1 6 日朝刊）  

住民基本台帳法プライバシーに不安閲覧、原則自由のまま  抗議声明相次ぐ（『朝日新

聞』  1 9 9 9 年 8 月 1 3 日朝刊）  

 

 また、関心の高まりを主要新聞における取り上げられる頻度で見ると、単語「個人情報」の出

現数が法案審議中の 2 0 0 2 年に急増しており、特に朝日新聞・読売新聞での増加が際立つこ

とから、法案の是非を論じる記事の増加がわかる。また、全面施行時の 2 0 0 5 年にも増加して

おり、特に日本経済新聞での増加が際立つことから、企業が求められる対応等についての関心

が高かったことがわかる。  
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図  2  「個人情報」という単語が各新聞で出現した回数推移 3 4  

 

検索対象 ：朝日新聞、朝日新聞デジ タル 、読売新聞 （全国版、地方版 ） 、 日本経済新聞朝刊、日本経済新聞夕刊、日経産業新

聞日経Ｍ Ｊ 、日経金融新聞、日経地方経済面。見出し ・本文に該当単語が使用されている記事を集計。 イン タビュー 、書評、 コラ

ムでの使用も含む。  筆者作成  

 

 この点について、総務省官房審議官として立案に携わった藤井昭夫は、法案成立後の、宇賀

克也東京大学教授（当時）および藤原静雄國學院大學教授（当時）との鼎談において、「立案の

担当者としては、もともとこの法律によってメディアをどうこうするという意思は全くなかったわけ

です。… …＜中略＞… …最初からメディアを不当に規制することのないよう、二重にも三重にも

適用除外や努力義務にする、ということで工夫をこらしてきました。その辺りでメディアやジャー

ナリズムの方々と立案段階のみならず、法案提出後も意見交換はしていたのですが、なかなか

理解が浸透しませんでした」と、政府側が意図しない方向でメディアから受け止められた戸惑い

と理解を得られなかった苦労を語っている 3 5。当初に出された法案では、「一般事業者による個

人情報の I T 処理を適正に行わせるためのものであり、メディア等を規制するものでないこと、

メディア等への適用除外、配慮規定も十分盛り込まれている」 3 6点についてメディア側の理解を

得ることができず、廃案となった。その後、基本原則を削除するなど与党三党修正要綱を踏ま

えた修正を加えて 2 0 0 3 年 3 月に新案として「個人情報の保護に関する法律案」（閣法第 7 1

号）、「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律案」（閣法第 7 2 号）、「独立行政法

人等の保有する個人情報の保護に関する法律案」（閣法第 7 3 号）、「情報公開・個人上保護審

査会設置法案」（閣法第 7 4 号）、「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律等の施

行に伴う関係法律の整備等に関する法律案」（閣法第 7 5 号）の関係 5 法案が提出され、同年

4 月開始の第 1 5 6 回国会にて審議を通過し、同年 5 月に成立、公布となった。  

 
3 4  出現回数の検索には以下検索専用ウ ェブサイ ト を使用 （朝日新聞 ： 聞蔵Ⅱビジ ュアル 、 読売新聞 ： ヨ ミ ダ ス歴史館 、 日本経済新聞 ：

日経テレ コ ン 2 1 ） 検索日 2 0 1 9 年 8 月 3 日  
3 5  宇賀克也 ・藤原静雄 ・藤井昭夫 「鼎談  個人情報保護法の立案過程を振 り返って 」 （ 『 ジ ュ リ ス ト 』  1 2 5 3  号 2 0 0 3  年 ）  
3 6  藤井昭夫「個人情報保護法制定過程に関する考察」 （ 『政経研究 』日本大学法学会、 2 0 1 3 年 9 月）  
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こうして成立した「個人情報の保護に関する法律（平成 1 5 年法律第五十七号）」 （以下、「平

成 1 5 年法」）は、「基本理念や国・地方公共団体の責務を明らかにする部分などの『基本法』

に当たる部分と、民間部門の一般法、つまり民間部門の規制である第 4 章以下の部分」で構成

された「比較法的に見てもユニークな構造」となっている 3 7。  

 平成 1 5 年法が 2 0 0 3 年に成立する際、衆議院及び参議院で開かれた個人情報の保護に関

する特別委員会において「第三者機関の意義や死者に関する個人情報の保護の在り方等につ

いて交わされた論議等これまでの国会における論議を踏まえ、全面施行後３年を目途として、

本法の施行状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずること」 3 8と附帯

決議された。また、平成 1 5 年法 7 条 1 項の規定に基づき 2 0 0 4 年 4 月 2 日に閣議決定され

た「個人情報の保護に関する基本方針」（当時）において、「内閣府は、経済・社会事情の変化

に応じた基本方針の見直しに当たり、国民生活審議会の意見を聴くほか、法の施行状況につい

て、法の全面施行後 3 年を目途として検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるこ

ととし、… …＜中略＞… …法の施行状況について国民生活審議会に報告を行うとともに、同審

議会は、法の施行状況のフォローアップを行う」こととされた（宇賀（ 2 0 1 8 : 1 7 ） ） 。  

これを受けて 2 0 0 5 年 1 1 月 3 0 日から個人情報保護に関する「国民生活審議会」が開始さ

れ、 2 0 0 7 年 6 月 2 9 日に「個人情報保護に関する取りまとめ（意見）」がまとめられた 3 9。この

中で、「全般的事項１いわゆる「過剰反応」について」として、個人情報保護法施行後に社会的

に議論を呼んだ過剰反応問題を冒頭の「全般的事項」として大きく取り上げている。この「過剰

反応問題」とは、平成 1 5 年法施行後、社会的に個人情報保護への関心が高まった副作用とし

て、該当しない事象までが誤解等により過剰に保護されるようになった結果、かえって個人情

報保護法への懐疑的な意見が出てきた状況を指している 4 0。  

  

個人情報保護法 1 5 省庁で運用見直しへ  連絡会議過剰保護の実態報告  事例と対

応積み上げを  J R 事故では支障も（『朝日新聞』  2 0 0 5 年 3 月 1 日朝刊）  

 

 そのうえで、今後の対応策として、「本人の同意を得なくても提供できる場合の追加を巡る議

論」を整理している。このなかで、「ア  全般的事項」「イ  法目的の明確化」「ウ  利益衡量規定」

「エ  法令に基づく場合」 「オ  人の生命，身体又は財産の保護に必要な場合」「カ  国，地方公共

団体，又はその委託を受けた者に協力する必要がある場合」「キ  条例との関係」の 7 つの項目

で検討を行った。そのうえで、「今後の検討方向」として、「個人データを第三者に提供できる場

合を事例に即して明確化するなど，政府一体としての取組を一層強化すべきである」とし、本来

 
3 7  宇賀克也 ・藤原静雄 ・藤井昭夫 「鼎談  個人情報保護法の立案過程を振 り返って 」 （ 『 ジ ュ リ ス ト 』  1 2 5 3  号 2 0 0 3  年 ）  宇

賀、藤原の発言よ り  
3 8  参議院ウ ェ ブサ イ ト  h t t p s : / / w w w . s a n g i i n . g o . j p / j a p a n e s e / g i a n j o h o / o l d _ g a i y o / 1 5 6 / 1 5 6 4 1 2 2 . p d f   2 0 2 3 年 3 月 3 0 日

閲覧  
3 9  内閣府ウ ェ ブサ イ ト  

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 2 6 1 7 0 1 0 / w w w . c a o . g o . j p / c o n s u m e r / d o c / 1 0 0 8 0 5 _ s h i r y o u 2 - 3 . p d f  2 0 2 3  

年 3 月 2 3 日閲覧 ）  
4 0  概要については、独立行政法人  国民生活セン ターが 2 0 0 5 年 1 1 月 7 日にま とめた 「最近の個人情報相談事例にみる動

向と問題点  －法へのいわゆる 「 過剰反応 」 を含めて  」 に詳 しい 。  よ く知られた例では、  J R 宝塚線 （福知山線 ）の脱線事故に

おいて、家族からの安否確認に回答するかどうかで医療現場が混乱した例などが挙げられている 。  

h t t p s : / / w a r p . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 1 4 3 6 7 4 2 / w w w . k o k u s e n . g o . j p / p d f / n - 2 0 0 5 1 1 0 7 _ 2 . p d f   2 0 2 3 年 3

月 2 3 日閲覧  
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本人同意が不要な「人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合」などの規定に

ついて適切に運用する必要性があるとし、加えて「これらの規定に当てはまらないときであっ

て、現行の当該規定と同等の合理性があり、なお同意を得ずに提供することが適当な場合があ

るかどうかについては，実態を十分に見極めながら，引き続き検討していくことが必要である」

とした。  

 

第三節  平成 2 7 年法  

前節で取り上げた「個人情報保護に関する取りまとめ（意見）」を受けて行われた公募をもと

に、過剰反応への対応を中心として個人情報保護法の一部が改正されたが、そのうちの一つに

消費者庁の設置があげられる。 2 0 0 9 年 5 月 2 9 日に「消費者庁及び消費者委員会設置法」が

成立し、個人情報保護法は消費者庁が所管することになった。これに伴い、国民生活審議会は

廃止され、消費者委員会の意見を内閣総理大臣が聞くこととなった。 2 0 1 0 年 3 月 3 0 日に閣

議決定された「消費者基本計画」 4 1では、「個人情報保護法については、消費者委員会におけ

る法改正も視野に入れた問題点についての審議を踏まえ検討」するとした。  

また、 2 0 1 1 年 6 月 3 0 日に決定された「社会保障・税番号大綱」に基づいて法案が作成さ

れ、一度の廃案の後、 2 0 1 3 年 5 月 3 1 日に「行政手続きにおける特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律案」（以下、「共通番号法」）が公布された。これに加え、「行政手

続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に伴う関係法律

の整備等に関する法律」、「地方公共団体情報システム機構法」、「内閣法等の一部を改正する

法律（政府 C I O 法）」が成立し、「番号関連 4 法」と呼ばれている（岡村（ 2 0 1 3 ： 1 3 ） ）。この共

通番号法第三条で、「個人番号及び法人番号を社会保障・税番号以外の行政分野や、民間分

野部にも拡大利用する可能性があること、個人番号カードでの民間部門でも活用、特定個人情

報以外の情報授受に情報提供ネットワークシステムを利用する可能性を基本理念に掲げてい

る」（石井（ 2 0 1 4 : 4 3 9 ） ）。また、この共通番号法は、「かかる一般法の存在を所与として、個人

番号、特定個人情報の一般法に対する特別法として位置づけられる」とされる（園部・藤原

（ 2 0 1 5 ： 2 1 ） ） 。  

 

 共通番号法  

第三条（ 1 項筆者割愛）  

２  個人番号及び法人番号の利用に関する施策の推進は、個人情報の保護に十分配

慮しつつ、行政運営の効率化を通じた国民の利便性の向上に資することを旨として、

社会保障制度、税制及び災害対策に関する分野における利用の促進を図るとともに、

他の行政分野及び行政分野以外の国民の利便性の向上に資する分野における利用

の可能性を考慮して行われなければならない。   

３  個人番号の利用に関する施策の推進は、個人番号カードが第一項第一号に掲げる

事項を実現するために必要であることに鑑み、行政事務の処理における本人確認の

簡易な手段としての個人番号カードの利用の促進を図るとともに、カード記録事項が

 
4 1  消費者庁ウェブサイ ト 「 消費者基本計画 」 （ 2 0 1 0 年 3 月 3 0 日閣議決定 ）

h t t p s : / / w w w . c a a . g o . j p / p o l i c i e s / p o l i c y / c o n s u m e r _ p o l i c y / b a s i c _ p l a n / 2 0 1 0 _ 2 0 1 4 / p d f / 2 2 - 1 . p d f （ 2 0 2 3 年

4 月 3 日閲覧 ）  
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不正な手段により収集されることがないよう配慮しつつ、行政事務以外の事務の処理

において個人番号カードの活用が図られるように行われなければならない。   

４  個人番号の利用に関する施策の推進は、情報提供ネットワークシステムが第一項

第二号及び第三号に掲げる事項を実現するために必要であることに鑑み、個人情報

の保護に十分配慮しつつ、社会保障制度、税制、災害対策その他の行政分野におい

て、行政機関、地方公共団体その他の行政事務を処理する者が迅速に特定個人情報

の授受を行うための手段としての情報提供ネットワークシステムの利用の促進を図る

とともに、これらの者が行う特定個人情報以外の情報の授受に情報提供ネットワーク

システムの用途を拡大する可能性を考慮して行われなければならない。  

 

 こうした国内における個人情報関連法を取り巻く環境に加え、第 2 章でみたように E U および

アメリカにおける個人情報保護法制の変化、また、インターネット化、オンライン化による個人

情報の価値の変化等を受け、政府において改正に向けた議論が開始されることとなった。  

 改正に当たっては、前述のとおり、 I T 総合戦略本部の下に設置された「パーソナルデータに

関する検討会」がまとめた案をもとに、 I T 総合戦略本部が大綱を決定し、政府による立案作業

の後、第 1 3 回「パーソナルデータに関する検討会」で法案骨子（案）が提示された。その後、

2 0 1 5 年 9 月 3 日に成立、同月 9 日に交付された。  

また、改正の背景について、 I T 戦略総合本部が 2 0 1 3 年 1 2 月 2 0 日に決定した「パーソナ

ルデータの利活用に関する制度見直し方針」には下記の通り説明されている 4 2。  

 

＜背景＞（下線、太字は原文通り）  

・ビッグデータのうち特に利用価値の高いとされているパーソナルデータ（個人の行

動・状態等に関するデータ）について、個人情報保護法制定当時には想定されていな

かった利活用が行われるようになってきている。  

・また、消費者のプライバシー意識が高まってきている一方で、事業者が個人情報保

護法を遵守していたとしても、プライバシーに係る社会的な批判を受けるケースも見受

けられる。  

＜方向性＞  

1 .  ビッグデータ時代におけるパーソナルデータ利活用に向けた見直し  

•保護されるパーソナルデータの範囲の明確化  

•パーソナルデータ利活用のため、個人データを加工し個人が特定される可能性を低

減したデータに関し、第三者提供にあたり本人同意を要しない類型とし、当該類型を取

り扱う事業者が負うべき義務等を法的に措置  

•センシティブデータについてはその特性に応じた取扱いを検討   

2 .  プライバシー保護に対する個人の期待に応える見直し  

•パーソナルデータの保護と利活用をバランスよく推進するため、分野横断的統一見解

の提示や行政処分等を行う、独立した第三者機関の体制を整備  

 
4 2   第 6 3 回高度情報通信ネッ トワーク社会推進戦略本部資料 「資料２－ ２  ： パ ーソナルデー タの利活用に関する制度見直し

方針 （案 ） 」 よ り引用 。 「 （ 案 ） 」 と されているが、当回にて全員一致で本案の通りに方針を決定しているため 、方針の概略と して

引用した （ 第 6 3 回議事録よ り ） 。  
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 2 0 0 3 年の平成 1 5 年法制定時には、「国会における議論を踏まえ、全面施行後 3 年を目途

として、本法の施行状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずること」

が附帯決議されており、その後国民生活会議による見直しや検討などが行われたが、 2 0 0 9 年

の「消費者庁設置に伴う改正を除いて大幅な改正は行われなかった」（園部・藤原（ 2 0 1 5 ：

4 1 ） ）。その後、情報通信技術の急速な発展やいわゆるビッグデータの収集・分析によりイノベ

ーション等を生み出す新たな産業構造が生まれ、個人情報を取り巻く環境が大きく変化した。さ

らに、前述した G D P R の影響が大きい。G D P R の大きな特徴の一つとして、「第三国への個

人データの移転について第三国が十分なレベルの保護装置をとっていることを前提にしている

ところ」にある 4 3。この E U による第三国への「十分制認定」は、平成 1 5 年法成立時には、第

三者監督機関の不在により受けることができなかったものであるが、個人情報保護検討部会座

長を務め、その後も日本における個人情報保護法制に影響を与えた堀部政男は、自身が主宰

する「堀部政男情報法研究会」 ( 2 0 1 0 年 8 月～ 2 0 1 3 年 1 2 月 )第 1 回シンポジウムにおい

て、 1 9 9 5 年 E U データ保護指令 (指令 9 5 / 4 6 / E C )における十分制認定を日本が受けられな

かった点に言及し、「国際的な整合性」及び「第三者機関の意義」として E U が第三国へのデー

タ移転条件として挙げている「独立性の強い」監督機関が日本には存在しない点を指摘してい

る。  

平成 1 5 年法制定後の見直しなどでの指摘及び、個人情報を取り巻く環境の変化に伴い生じ

た新たな課題に対応するため、改正に至った、ということが背景に挙げられている。また、加え

て、グローバル化する企業活動の影響について「パーソナルデータの利活用に関する制度見直

し方針」では下記の通り示している。  

 

企業活動がグローバル化する中、情報通信技術の普及により、クラウドサービス等国

境を越えた情報の流通が極めて容易になってきている。国内に世界中のデータが集積

し得る事業環境の整備を進めるためにも、海外における情報の利用・流通とプライバ

シー保護の双方を確保するための取組に配慮し、制度の国際的な調和を図る必要が

ある（E U ： 「データ保護規則」提案、米国：「消費者プライバシー権利章典」公表、

O E C D ： 「O E C D プライバシーガイドライン」改正等） 4 4  

 

 この改正により、 3 年ごとの見直し規定が盛り込まれるほか、平成 1 5 年法で課題となった第

三者委員会設置については「個人情報保護委員会（以下、「P P C 」 ） 」が新設され（第 5 9 - 7 4

条）、これまで監督権限が各主務大臣だったものが一元化された。また、個人情報の利活用整

備として「匿名加工情報」（第 2 条 9 項、第 3 6 - 3 9 条）という新たな概念が定義される一方、い

わゆる「名簿屋対策」として、第三者提供に係る確認記録作成等を義務化するとともに罰則を

設けた（第 8 2 - 8 3 条）。  

 

 
4 3  堀部政男 ( 2 0 1 7 ) 「 E U 一般データ保護規則と日本」 『ビジネス法務』 2 0 1 7 年 8 月号  
4 4  高度情報通信ネッ トワーク社会推進戦略本部 「パーソナルデー タの利活用に関する制度見直し方針 」

h t t p s : / / w a r p . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 2 1 8 7 3 8 8 / w w w . k a n t e i . g o . j p / j p / s i n g i / i t 2 / k e t t e i / p d f / d e c 1 3 1 2 2 0 -

1 . p d f  2 0 2 3 年 4 月 3 日閲覧  
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図  3  平成 2 7 年法改正のポイント  

 
出典 ： 個人情報保 護委員会事務局 「 個人情報保護法の基本 」 4 頁

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 0 2 1 0 8 4 9 / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 2 8 _ s e t s u m e i k a i _ s i r y o u . p d f  （ 2 0 2 3

年 4 月 3 日閲覧 ）  

 

第四節  令和 2 年法、令和 3 年法  

 2 0 1 9 年 1 月 2 8 日に、第 8 6 回個人情報保護委員会が開催され、平成 2 7 年法に設けられ

た「いわゆる 3 年ごとの見直し」としてさらなる改正に向けた検討を開始した。その後、 2 0 1 9 年

1 1 月 2 9 日の第 1 2 8 回個人情報保護委員会において「個人情報保護法  いわゆる 3 年ごと見

直し  制度改正大綱（骨子）」を決定したのち 4 5、第 1 3 1 回において「個人情報保護法  

いわゆる３年ごと見直し制度改正大綱（案）」を発表 4 6、その後のパブリックコメントを経たのち

4 7、 2 0 2 0 （令和 2 ）年 3 月 1 0 日に「個人情報の保護に関する法律等の一部を改正する法律

案」が閣議決定され、同日第 2 0 1 回国会に提出された。衆議院内閣委員会、参議院内閣委員

会での審議を経たのち可決、令和 2 年 6 月 1 2 日に「個人情報の保護に関する法律等の一部

を改正する法律」（令和 2 年法律第 4 4 号。以下、「令和 2 年法」）として公布された。  

 

表  4  個人情報保護委員会  個人情報保護法に関する会議実施回  

個人情報保護委員会  開催日  

第 8 3 回   2 0 1 8 / 1 2 / 1 7  

第 8 6 回  2 0 1 9 / 1 / 2 8  

第 8 8 回  2 0 1 9 / 2 / 8  

第 8 9 回  2 0 1 9 / 2 / 1 9  

第 9 1 回  2 0 1 9 / 3 / 4  

第 9 2 回  2 0 1 9 / 3 / 1 2  

第 9 3 回  2 0 1 9 / 3 / 1 3  

第 9 5 回   2 0 1 9 / 3 / 2 0  

第 9 6 回  2 0 1 9 / 3 / 2 6  

第 9 7 回  2 0 1 9 / 3 / 2 7  

 
4 5  個人情報保護委員会 「 個人情報保 護法  いわゆ る ３ 年 ご と 見直 し  制度改正大綱 （ 骨子案 ） 」

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 1 9 1 1 2 9 _ s h i r y o u 1 . p d f  2 0 2 3 年 4 月 3 日閲覧  
4 6  個人情報保護法いわ ゆ る ３ 年 ご と見 直 し制度改正大綱 （ 案 ）  h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 1 9 1 2 1 3 _ s h i r y o u 1 . p d f  2 0 2 3

年 4 月 3 日閲覧  
4 7  「 個人情報保護法  いわゆる３年ごと見直し  制度改正大綱 」に関する意見募集結果 （概要 ）  

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 2 0 0 2 1 9 _ s h i r y o u 1 _ 2 . p d f  2 0 2 3 年 4 月 3 日閲覧  
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第 9 8 回  2 0 1 9 / 3 / 2 9  

第 9 9 回  2 0 1 9 / 4 / 1  

第 1 0 1 回  2 0 1 9 / 4 / 1 2  

第 1 0 3 回  2 0 1 9 / 4 / 2 5  

第 1 0 5 回  2 0 1 9 / 5 / 1 7  

第 1 1 1 回  2 0 1 9 / 7 / 9  

第 1 1 7 回  2 0 1 9 / 8 / 3 0  

第 1 1 9 回  2 0 1 9 / 9 / 1 2  

第 1 2 1 回  2 0 1 9 / 1 0 / 4  

第 1 2 3 回  2 0 1 9 / 1 0 / 2 5  

第 1 2 5 回  2 0 1 9 / 1 1 / 1 5  

第 1 2 7 回  2 0 1 9 / 1 1 / 2 5  

第 1 2 8 回  2 0 1 9 / 1 1 / 2 9  

第 1 3 1 回  2 0 1 9 / 1 2 / 1 3  

第 1 3 5 回  2 0 2 0 / 2 / 1 2  

第 1 3 7 回  2 0 2 0 / 2 / 2 6  

第 1 3 8 回   2 0 2 0 / 3 / 4  

第 1 3 9 回  2 0 2 0 / 3 / 1 7  

出典 ：個人情報保護委員会ウェブサイ ト よ り筆者作成 （ h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / e n f o r c e m e n t / m i n u t e s / 2 0 1 8 ）  2 0 2 3

年 4 月 4 日閲覧  

 

 令和 2 年法は、いわゆる「利用停止権」（不適正利用第 1 6 条 2 項、第 1 9 条、第 3 0 条）、

「仮名加工情報」（第 2 条９項、第 3 5 条 2 - 3 項）など新たな概念が登場したほか、罰則規定の

さらなる強化などが盛り込まれた。  

 

図  4  令和 2 年法改正の概要  

 
出 典 ： 個 人 情 報 保 護 委 員 会 「 個 人 情 報 の 保 護 に 関 す る 法 律 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 概 要 ） 」 h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 2 0 0 6 1 2 _ g a i y o u . p d f  

2 0 2 3 年 4 月 3 日 閲 覧  

 

 さらに令和 2 年法改正時の大綱で検討課題として挙げられた官民を通じた個人情報の取り扱

いについて（「大綱」第 3 章第 7 節）、「個人情報の保護に関する法律及び行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部を改正する法律」（平成 2 7

年９月９日法律第 6 5 号）附則第 1 2 条第６項を踏まえ、関係省庁が緊密な連携の下、民間部

https://www.ppc.go.jp/enforcement/minutes/2018
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門、行政機関、独立行政法人等に係る個人情報の保護に関する規定を集約し、一体的に規定

すること及び事務処理体制の在り方について検討が行われた 4 8。  

令和元年 1 2 月から内閣官房主催による「個人情報保護制度の見直しに関するタスクフォー

ス」が開催されたほか、令和２年３月からは有識者等による検討会が開催され、これらには委

員会事務局も参画し、３回のタスクフォース及び 1 1 回の検討会が開催された 4 9。また、個人情

報保護委員会でも別途検討が行われた。  

 

図  5  個人情報保護制度見直しの全体像  

 
出 典 ： 個 人 情 報 保 護 委 員 会 「 デ ジ タ ル 社 会 の 形 成 を 図 る た め の 関 係 法 律 の 整 備 に 関 す る 法 律  概 要 資 料 」

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / s e i b i h o u _ g a i y o u . p d f  （ 2 0 2 3 年 4 月 3 日 閲 覧 ）  

 

表  5  個人情報保護委員会およびタスクフォースでの検討  

 
出典 ： 個人情報保 護委員会 h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / e n f o r c e m e n t / m i n u t e s / 2 0 2 0 /  お よ び内閣官 房 W e b サ イ ト  

h t t p s : / / w w w . c a s . g o . j p / j p / s e i s a k u / k o j i n j y o h o _ h o g o / i n d e x . h t m l よ り 筆者作成  （ 2 0 2 3 年 4 月 3 日閲覧 ）  

 

 令和３年 5 月 1 9 日に「デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律」

（令和 3 年法律第 3 7 号、以下「デジタル社会形成整備法」 5 0 ）が交付された。これは、デジタ

 
4 8  個人情報保護委員会 W e b サイ トでの解説よ り

（ h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / p e r s o n a l i n f o / m i n a o s h i / # r 3 k a i s e i k i r i t s u ）  2 0 2 3 年 4 月 9 日閲覧  
4 9  前掲 4 8  
5 0  h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / s e i b i h o u . p d f   2 0 2 3 年 4 月 9 日閲覧  

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/seibihou_gaiyou.pdf
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ル社会形成基本法に基づきデジタル社会の形成に関する施策を実施するため、個人情報の保

護に関する法律、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

等の関係法律について所要の整備を行うものであり、個人情報の保護に関する法律において

は、個人情報保護法、行政機関個人情報保護法、独立行政法人等個人情報保護法の３本の法

律を１本の法律に統合するとともに、地方公共団体の個人情報保護制度についても統合後の

法律において全国的な共通ルールを規定し、全体の所管を個人情報保護委員会に一元化する

等の措置を講ずるものである 5 1。その後「個人情報の保護に関する法律施行令等の一部を改

正する政令（政令第 1 7 7 号）」 5 2が令和 4 年 4 月 2 0 日に公布され、デジタル社会形成整備法

第 5 0 条、第 5 1 条に基づいてそれぞれの施行日が下記のように定められた 5 3。  

 

表  6  デジタル社会形成整備法第 5 0 条による個人情報保護法の改正に係る部分（国の行政

機関・独立行政法人等関係）の施行日  

項目  期日  

施行の日（デジタル社会形成整備法第 5 0 条による改正部分）  令和４年４月１日  

第 2 7 条第２項により別表第２法人等が個人データを第三者に提供しよ

うとする際の経過措置（デジタル社会形成整備法附則第７条第３項）  

令和４年１月１日  

出典 ： 個人情報保 護委員会 h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / p e r s o n a l i n f o / m i n a o s h i / # r 3 k a i s e i k i r i t s u  （ 2 0 2 3 年 4 月 3 日閲覧 ）  

 

表  7  デジタル社会形成整備法第 5 1 条による個人情報保護法の改正に係る部分（地方関係）

の施行日  

項目  期日  

施行の日（デジタル社会形成整備法第 5 1 条による改正部分）  令和 5 年４月１日  

第 1 6 7 条第 1 項の規定による地方公共団体が条例を定めたときの届

出に関する経過措置（デジタル社会形成整備法附則第 8 条第 2 項）  

令和４年 1 0 月１

日  

第 2 7 条第２項により特定地方独立行政法人等が個人データを第三者

に提供しようとする際の経過措置（デジタル社会形成整備法附則第 9 条

第３項）  
出典 ： 個人情報保 護委員会 h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / p e r s o n a l i n f o / m i n a o s h i / # r 3 k a i s e i k i r i t s u  （ 2 0 2 3 年 4 月 3 日閲覧 ）  

 

第四章  E U の個人情報保護法制  

第一節  E U  一般データ保護規則 G D P R  

  第 1 章、第 2 章で述べたように、日本のみならず、アメリカ等の個人情報保護に影響を与え

たのが、E U （欧州連合）の「G D P R 」である。 2 0 1 2 年 1 月 2 5 日、欧州委員会は、「個人デー

タの取扱いに係る個人の保護と当該データの自由な移動に関する欧州議会及び理事会の規則

（一般データ保護規則）提案」を欧州議会及び理事会に提出し、 2 0 1 3 年 1 0 月 2 1 日に可決さ

れた。これは、 1 9 9 5 年 E U データ保護指令（指令 9 5 / 4 6 / E C ）が元になっている。その後、同

規則案は、「個人データの取扱いに係る自然人の保護と当該データの自由な移動に関する、ま

た、指令 9 5 / 9 6 / E C を廃止する、 2 0 1 6 年 4 月 2 7 日の欧州議会及び理事会の 2 0 1 6 / 6 7 9

（E U ）規則（一般データ保護規則）」 ( R e g u l a t i o n ( E U ) 2 0 1 6 / 6 7 9  o f  t h e  E u r o p e a n  

 
5 1  前掲 4 8  
5 2  h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 2 2 0 4 2 0 _ s e k o u r e i . p d f   2 0 2 3 年 4 月 9 日閲覧   
5 3  前掲 4 8  
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P a r l i a m e n t  a n d  o f  t h e  C o u n c i l  o f  2 7  A p r i l  2 0 1 6  o n  t h e  p r o t e c t i o n  o f  n a t u r a l  

p e r s o n s  w i t h  r e g a r d  t o  t h e  p r o c e s s i n g  o f  p e r s o n a l  d a t a  a n d  o n  t h e  f r e e  

m o v e m e n t  o f  s u c h  d a t a ,  a n d  r e p e a l i n g  D i r e c t i v e  9 5 / 4 6 / E C  ( G e n e r a l  D a t a  

P r o t e c t i o n  R e g u l a t i o n ) )として 2 0 1 6 年 4 月 2 7 日に成立し、同 5 月 4 日、E U 官報に掲

載された。いわゆる「G D P R 」と呼ばれ、世界の個人情報保護法制に影響を与えたものである

（石井（ 2 0 1 7 ： 4 2 9 ） ） 。  

この提案理由の背景として、①急速な技術の発展によるデータ共有やデータ収集の規模の

劇的拡大、②オンライン環境における信頼構築の必要性、③指令の各国での実施の細分化

（の弊害）、④基本的人権としての個人情報保護の枠組みの強化等、があげられている（園部・

藤原（ 2 0 1 8 ： 4 5 3 ） ） 。  

 

図  6  E U  における個人情報保護の歴史的流れ  

 

出典 ： パ ー ソ ナルデー タの利用 ・ 流 通 に関す る研究会 第  1  回資料 「 資料  3  E U  、 米 国 にお け る個人 情報 ・ プ ラ イ バ シ ー保護等 に関す る 制度の

概要  」  3  頁  

 

 なかでも特に注目されている点として下記があげられる（石井（ 2 0 1 8 ： 4 1 ） ） 。  

 

⚫  加盟国の立法措置を必要とする「指令」から立法措置なくして直接適用される「規則」

への変更  

⚫  越境適用  

⚫  定義の新設  

⚫  データ保護諸原則における透明性の重視  

⚫  明示的同意の原則  

⚫  特別な種類の個人データの取扱いに関するルールの明確化  

⚫  忘れられる権利及び消去権  

⚫  データ・ポータビリティの権利  

⚫  プロファイリング  
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⚫  データ保護・バイ・デザイン及びバイ・デフォルト  

⚫  個人データ侵害の通知 /連絡制度  

⚫  データ保護影響評価  

⚫  データ保護責任者  

⚫  行動規範及び認証制度の重視  

⚫  「十分な保護レベル」を決定する際の独立監督機関の必要性  

⚫  拘束的企業準則（B i n d i n g  C o r p o r a t e  R u l e s ,  B C R ）の明文化  

⚫  一貫した法適用・法執行制度の導入  

⚫  第 2 9 条作業部会から欧州データ保護会議への改組及び権限強化  

⚫  段階的かつ高額な行政上の制裁金制度（筆者注： 2 , 0 0 0 万ユーロ又は前会計年度の

全世界の年間総売り上げの 4％までのいずれか高い方）  

 

大きな特徴の一つとして、「第三国への個人データの移転について第三国が十分なレベルの

保護装置をとっていることを前提にしているところ」にある 5 4。加えて、多額の制裁金措置があ

ることから、アメリカ、日本など E U 域外においても個人情報保護において E U と対峙できる体

制を整えざるを得なくなった。G D P R がアメリカおよび日本の個人情報保護法制に与えた影響

については、第 1 0 章で詳述する。  

 

第二節  A I 規則案 / A I 責任指令案  

 さらに、E U は 2 0 1 8 年 3 月に A I （A r t i f i c i a l  I n t e l l i g e n c e ）専門家と企業の連携について

プレスリリース 5 5を公表したことを皮切りに、A I への対応について検討を重ね意見を表明して

きた。  

 

 T h e  C o m m i s s i o n  a i m s  t o  a d d r e s s  t h e  r i s k s  g e n e r a t e d  b y  s p e c i f i c  u s e s  

o f  A I  t h r o u g h  a  s e t  o f  c o m p l e m e n t a r y ,  p r o p o r t i o n a t e  a n d  f l e x i b l e  r u l e s .  

T h e s e  r u l e s  w i l l  a l s o  p r o v i d e  E u r o p e  w i t h  a  l e a d i n g  r o l e  i n  s e t t i n g  t h e  

g l o b a l  g o l d  s t a n d a r d . 5 6  

 E U は、A I の特定の使い方によって生じるリスクについて、補完的、対比的そして柔軟

な規則を通じて対処することを目的とする。これらの規則はまた、世界的なゴールデン

スタンダードを設定することでヨーロッパを主導的な役割とする。（筆者訳）  

 

 E U の A I への信頼に対する対応方針として下記 3 つの法的発案を提案している 5 7。すなわ

ち、「基本的権利と A I システム特有の安全リスクに対する E U の法的枠組み」「民事責任」「分

野別の安全立法」である。  

 
5 4  堀部政男 （ 2 0 1 7 ） 「 E U  一般データ保護規則と日本 」 『 ビ ジネス法務 』  2 0 1 7 年 8 月号  
5 5  ‘ A r t i f i c i a l  i n t e l l i g e n c e :  C o m m i s s i o n  k i c k s  o f f  w o r k  o n  m a r r y i n g  c u t t i n g - e d g e  t e c h n o l o g y  a n d  e t h i c a l  

s t a n d a r d s ’  h t t p s : / / e c . e u r o p a . e u / c o m m i s s i o n / p r e s s c o r n e r / d e t a i l / e n / I P _ 1 8 _ 1 3 8 1  2 0 2 3 年 4 月 2 0 日閲覧  
5 6  E u r o p e a n  C o m m i s s i o n  ウ ェ ブ サ イ ト よ り  h t t p s : / / d i g i t a l - s t r a t e g y . e c . e u r o p a . e u / e n / p o l i c i e s / e u r o p e a n - a p p r o a c h -

a r t i f i c i a l - i n t e l l i g e n c e  2 0 2 3 年 4 月 2 0 日閲覧  
5 7

 h t t p s : / / d i g i t a l - s t r a t e g y . e c . e u r o p a . e u / e n / p o l i c i e s / e u r o p e a n - a p p r o a c h - a r t i f i c i a l - i n t e l l i g e n c e  2 0 2 3 年 5 月 1 日 閲

覧  
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1 .  a  E u r o p e a n  l e g a l  f r a m e w o r k  f o r  A I  t o  a d d r e s s  f u n d a m e n t a l  r i g h t s  

a n d  s a f e t y  r i s k s  s p e c i f i c  t o  t h e  A I  s y s t e m s ;  

2 .  a  c i v i l  l i a b i l i t y  f r a m e w o r k  -  a d a p t i n g  l i a b i l i t y  r u l e s  t o  t h e  d i g i t a l  

a g e  a n d  A I ;  

3 .  a  r e v i s i o n  o f  s e c t o r a l  s a f e t y  l e g i s l a t i o n  ( e . g .  M a c h i n e r y  

R e g u l a t i o n ,  G e n e r a l  P r o d u c t  S a f e t y  D i r e c t i v e ) .  

 

その後専門家や企業との検討、市民からのパブリックコメントを実施した後、 2 0 2 1 年 4 月に

「P r o p o s a l  f o r  a  R E G U L A T I O N  O F  T H E  E U R O P E A N  P A R L I A M E N T  A N D  O F  

T H E  C O U N C I L 」 （以下「A I 規則案」）を公表した 5 8。この規則案における「A I システム」の定

義は下記の通り。  

 

A r t i c l e  3 ：  ‘ a r t i f i c i a l  i n t e l l i g e n c e  s y s t e m ’  ( A I  s y s t e m )  m e a n s  s o f t w a r e  

t h a t  i s  d e v e l o p e d  w i t h  o n e  o r  m o r e  o f  t h e  t e c h n i q u e s  a n d  a p p r o a c h e s  

l i s t e d  i n  A n n e x  I  a n d  c a n ,  f o r  a  g i v e n  s e t  o f  h u m a n - d e f i n e d  o b j e c t i v e s ,  

g e n e r a t e  o u t p u t s  s u c h  a s  c o n t e n t ,  p r e d i c t i o n s ,  r e c o m m e n d a t i o n s ,  o r  

d e c i s i o n s  i n f l u e n c i n g  t h e  e n v i r o n m e n t s  t h e y  i n t e r a c t  w i t h ;  

（ 3 条）「人工知能システム（A I システム）」は、下記付帯書 1 に挙げた一つ以上の技術

やアプローチを用いて開発され、人間が定義した目的 -コンテンツや予測、おすすめ、相

互の環境に影響を与える決定 -に対して生成できるソフトウェアを意味する。（筆者訳）  

 

A N N E X  I  

( a ) M a c h i n e  l e a r n i n g  a p p r o a c h e s ,  i n c l u d i n g  s u p e r v i s e d ,  u n s u p e r v i s e d  

a n d  r e i n f o r c e m e n t  l e a r n i n g ,  u s i n g  a  w i d e  v a r i e t y  o f  m e t h o d s  i n c l u d i n g  

d e e p  l e a r n i n g ;  

( b ) L o g i c -  a n d  k n o w l e d g e - b a s e d  a p p r o a c h e s ,  i n c l u d i n g  k n o w l e d g e  

r e p r e s e n t a t i o n ,  i n d u c t i v e  ( l o g i c )  p r o g r a m m i n g ,  k n o w l e d g e  b a s e s ,  

i n f e r e n c e  a n d  d e d u c t i v e  e n g i n e s ,  ( s y m b o l i c )  r e a s o n i n g  a n d  e x p e r t  

s y s t e m s ;  

( c ) S t a t i s t i c a l  a p p r o a c h e s ,  B a y e s i a n  e s t i m a t i o n ,  s e a r c h  a n d  o p t i m i z a t i o n  

m e t h o d s .  

（付属書 1 ）  

( a )  機械学習アプローチ：教え等のサポート有無、強化学習の有無、深層学習などを含む

多種多様な手法を用いたもの  

( b )  論理・知識基盤体系アプローチ：知識表現、帰納論理プログラミング、知識基盤、推

論・演繹エンジン、象徴的推論、エキスパートシステム  

( c )  統計的アプローチ；ベイズ推定、探索・最適化法  （筆者訳）  

 

 
5 8  E U R O P E A N  C O M M I S S I O N  ‘ P r o p o s a l  f o r  a  R E G U L A T I O N  O F  T H E  E U R O P E A N  P A R L I A M E N T  A N D  O F  T H E  

C O U N C I L ’  h t t p s : / / e u r - l e x . e u r o p a . e u / l e g a l - c o n t e n t / E N / T X T / H T M L / ? u r i = C E L E X : 5 2 0 2 1 P C 0 2 0 6 & f r o m = E N  2 0 2 3 年

4 月 2 0 日閲覧  



42 

 

ここで、E U が A I に対するアプローチについて、「A  r i s k - b a s e d  a p p r o a c h 」を提唱し、ど

ういった事案がどの程度のリスクに該当するか、またリスクの程度に応じて E U はどのように対

応するかを定義している点が特徴である。  

 

図  7  E U の「リスクベース・アプローチ」  

 
出典 ： E u r o p e a n  C o m m i s s i o n  ウェブサイ ト よ り引用  （ h t t p s : / / d i g i t a l -

s t r a t e g y . e c . e u r o p a . e u / e n / p o l i c i e s / r e g u l a t o r y - f r a m e w o r k - a i ）  2 0 2 3 年 4 月 2 0 日閲覧  

 

 この区分に沿って、最もリスクが高い「U n a c c e p t a b l e  R i s k 」に該当する技術等は禁止、

「H i g h  R i s k 」 「 L i m i t e d  R i s k 」は規制対象とした。  

 

表  8  リスクベース・アプローチ一覧 5 9  

リスク分類  概要  A I 規則案での定義概要  

U n a c c e p t a b l e  

r i s k  

5 条  

A l l  A I  s y s t e m s  c o n s i d e r e d  a  c l e a r  t h r e a t  t o  
t h e  s a f e t y ,  l i v e l i h o o d s  a n d  r i g h t s  o f  p e o p l e  
w i l l  b e  b a n n e d ,  f r o m  s o c i a l  s c o r i n g  b y  
g o v e r n m e n t s  t o  t o y s  u s i n g  v o i c e  a s s i s t a n c e  
t h a t  e n c o u r a g e s  d a n g e r o u s  b e h a v i o u r .  

( a )サブ リ ミナル技術 ：身体的 ・心理的危

害を与え、人の行動を大き く歪めるもの  

( b )脆弱性の利用 ：年齢や身体的 ・精神

的障害などの脆弱性に漬けこみ危害を与

える又は行動をゆがめるもの  

( c )公的機関等による評価 ・分類 ：社会的

行動又はそ こからの予測に基づいて信頼

性を評価 ・分類するもの  

( d ) 「 リ アル タイム 」 遠隔生体認証システ

ム ：法の執行を目的と しているもの 6 0 。  

 
5 9  前掲 5 6 、 5 8 よ り 筆者作成  
6 0  第 5 条 （ A r t i c l e  5 ） 原 文  
( a ) t h e  p l a c i n g  o n  t h e  m a r k e t ,  p u t t i n g  i n t o  s e r v i c e  o r  u s e  o f  a n  A I  s y s t e m  t h a t  d e p l o y s  s u b l i m i n a l  t e c h n i q u e s  b e y o n d  a  

p e r s o n ’ s  c o n s c i o u s n e s s  i n  o r d e r  t o  m a t e r i a l l y  d i s t o r t  a  p e r s o n ’ s  b e h a v i o u r  i n  a  m a n n e r  t h a t  c a u s e s  o r  i s  l i k e l y  t o  c a u s e  

t h a t  p e r s o n  o r  a n o t h e r  p e r s o n  p h y s i c a l  o r  p s y c h o l o g i c a l  h a r m ;  

( b ) t h e  p l a c i n g  o n  t h e  m a r k e t ,  p u t t i n g  i n t o  s e r v i c e  o r  u s e  o f  a n  A I  s y s t e m  t h a t  e x p l o i t s  a n y  o f  t h e  v u l n e r a b i l i t i e s  o f  a  

s p e c i f i c  g r o u p  o f  p e r s o n s  d u e  t o  t h e i r  a g e ,  p h y s i c a l  o r  m e n t a l  d i s a b i l i t y ,  i n  o r d e r  t o  m a t e r i a l l y  d i s t o r t  t h e  b e h a v i o u r  o f  

a  p e r s o n  p e r t a i n i n g  t o  t h a t  g r o u p  i n  a  m a n n e r  t h a t  c a u s e s  o r  i s  l i k e l y  t o  c a u s e  t h a t  p e r s o n  o r  a n o t h e r  p e r s o n  p h y s i c a l  o r  

p s y c h o l o g i c a l  h a r m ;  

( c ) t h e  p l a c i n g  o n  t h e  m a r k e t ,  p u t t i n g  i n t o  s e r v i c e  o r  u s e  o f  A I  s y s t e m s  b y  p u b l i c  a u t h o r i t i e s  o r  o n  t h e i r  b e h a l f  f o r  t h e  

e v a l u a t i o n  o r  c l a s s i f i c a t i o n  o f  t h e  t r u s t w o r t h i n e s s  o f  n a t u r a l  p e r s o n s  o v e r  a  c e r t a i n  p e r i o d  o f  t i m e  b a s e d  o n  t h e i r  s o c i a l  

b e h a v i o u r  o r  k n o w n  o r  p r e d i c t e d  p e r s o n a l  o r  p e r s o n a l i t y  c h a r a c t e r i s t i c s ,  w i t h  t h e  s o c i a l  s c o r e  l e a d i n g  t o  e i t h e r  o r  b o t h  

o f  t h e  f o l l o w i n g :  

( i ) d e t r i m e n t a l  o r  u n f a v o u r a b l e  t r e a t m e n t  o f  c e r t a i n  n a t u r a l  p e r s o n s  o r  w h o l e  g r o u p s  t h e r e o f  i n  s o c i a l  c o n t e x t s  w h i c h  a r e  

u n r e l a t e d  t o  t h e  c o n t e x t s  i n  w h i c h  t h e  d a t a  w a s  o r i g i n a l l y  g e n e r a t e d  o r  c o l l e c t e d ;  

( i i ) d e t r i m e n t a l  o r  u n f a v o u r a b l e  t r e a t m e n t  o f  c e r t a i n  n a t u r a l  p e r s o n s  o r  w h o l e  g r o u p s  t h e r e o f  t h a t  i s  u n j u s t i f i e d  o r  

d i s p r o p o r t i o n a t e  t o  t h e i r  s o c i a l  b e h a v i o u r  o r  i t s  g r a v i t y ;  

( d ) t h e  u s e  o f  ‘ r e a l - t i m e ’  r e m o t e  b i o m e t r i c  i d e n t i f i c a t i o n  s y s t e m s  i n  p u b l i c l y  a c c e s s i b l e  s p a c e s  f o r  t h e  p u r p o s e  o f  l a w  

e n f o r c e m e n t ,  u n l e s s  a n d  i n  a s  f a r  a s  s u c h  u s e  i s  s t r i c t l y  n e c e s s a r y  f o r  o n e  o f  t h e  f o l l o w i n g  o b j e c t i v e s :  

( i ) t h e  t a r g e t e d  s e a r c h  f o r  s p e c i f i c  p o t e n t i a l  v i c t i m s  o f  c r i m e ,  i n c l u d i n g  m i s s i n g  c h i l d r e n ;  
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H i g h  r i s k  

6 条   

A I  s y s t e m s  i d e n t i f i e d  a s  h i g h - r i s k  i n c l u d e  
A I  t e c h n o l o g y  u s e d  i n :  
 
c r i t i c a l  i n f r a s t r u c t u r e s  ( e . g .  t r a n s p o r t ) ,  
t h a t  c o u l d  p u t  t h e  l i f e  a n d  h e a l t h  o f  
c i t i z e n s  a t  r i s k ;  
e d u c a t i o n a l  o r  v o c a t i o n a l  t r a i n i n g ,  t h a t  
m a y  d e t e r m i n e  t h e  a c c e s s  t o  e d u c a t i o n  a n d  
p r o f e s s i o n a l  c o u r s e  o f  s o m e o n e ’ s  l i f e  ( e . g .  
s c o r i n g  o f  e x a m s ) ;  
s a f e t y  c o m p o n e n t s  o f  p r o d u c t s  ( e . g .  A I  
a p p l i c a t i o n  i n  r o b o t - a s s i s t e d  s u r g e r y ) ;  
e m p l o y m e n t ,  m a n a g e m e n t  o f  w o r k e r s  a n d  
a c c e s s  t o  s e l f - e m p l o y m e n t  ( e . g .  C V - s o r t i n g  
s o f t w a r e  f o r  r e c r u i t m e n t  p r o c e d u r e s ) ;  
e s s e n t i a l  p r i v a t e  a n d  p u b l i c  s e r v i c e s  ( e . g .  
c r e d i t  s c o r i n g  d e n y i n g  c i t i z e n s  o p p o r t u n i t y  
t o  o b t a i n  a  l o a n ) ;  
l a w  e n f o r c e m e n t  t h a t  m a y  i n t e r f e r e  w i t h  
p e o p l e ’ s  f u n d a m e n t a l  r i g h t s  ( e . g .  
e v a l u a t i o n  o f  t h e  r e l i a b i l i t y  o f  e v i d e n c e ) ;  
m i g r a t i o n ,  a s y l u m  a n d  b o r d e r  c o n t r o l  
m a n a g e m e n t  ( e . g .  v e r i f i c a t i o n  o f  
a u t h e n t i c i t y  o f  t r a v e l  d o c u m e n t s ) ;  

a d m i n i s t r a t i o n  o f  j u s t i c e  a n d  d e m o c r a t i c  
p r o c e s s e s  ( e . g .  a p p l y i n g  t h e  l a w  t o  a  
c o n c r e t e  s e t  o f  f a c t s ) .  
H i g h - r i s k  A I  s y s t e m s  w i l l  b e  s u b j e c t  t o  
s t r i c t  o b l i g a t i o n s  b e f o r e  t h e y  c a n  b e  p u t  o n  
t h e  m a r k e t :  

付属書 1 および 2 に該当するもの 。  

（ 例 ） 左記より抜粋 6 1  

重要インフラ 、 教育又は職業訓練、製品

の安全コンポーネン ト 、雇用 ・労働者の

管理、必要不可欠な民間 ・公的サービス  

など 。  

 

⚫  高リスク A I の分類及び対象リス ト （ 6

条 ・ 7 条 ）  

⚫  高リスク A I の要件 （ 8 - 1 5 条 )  

⚫  プロバイダ等の義務 （ 1 6 - 2 9 条 ） 6 2   

L i m i t e d  r i s k  

5 2 条  

L i m i t e d  r i s k  r e f e r s  t o  A I  s y s t e m s  w i t h  
s p e c i f i c  t r a n s p a r e n c y  o b l i g a t i o n s .  W h e n  
u s i n g  A I  s y s t e m s  s u c h  a s  c h a t b o t s ,  u s e r s  
s h o u l d  b e  a w a r e  t h a t  t h e y  a r e  i n t e r a c t i n g  
w i t h  a  m a c h i n e  s o  t h e y  c a n  t a k e  a n  
i n f o r m e d  d e c i s i o n  t o  c o n t i n u e  o r  s t e p  b a c k .  

感情認識システム 、自然人と対話する こ

とを意図して作成されたデ ィープ フ ェイ ク

画像、音声 ・画像言語対応システムは、

当該コンテンツが人為的に作成された こ

とを事前に示さねばならない 6 3 。  

M i n i m a l  o r  

n o  r i s k  

6 9 条  

T h e  p r o p o s a l  a l l o w s  t h e  f r e e  u s e  o f  
m i n i m a l - r i s k  A I .  T h i s  i n c l u d e s  a p p l i c a t i o n s  
s u c h  a s  A I - e n a b l e d  v i d e o  g a m e s  o r  s p a m  
f i l t e r s .  T h e  v a s t  m a j o r i t y  o f  A I  s y s t e m s  
c u r r e n t l y  u s e d  i n  t h e  E U  f a l l  i n t o  t h i s  
c a t e g o r y .  

上記以外のＡ Ｉシステムであっても、

行動規範の策定を奨励及び促進す

る 6 4 。  

 

 このリスクベース・アプローチでは、「U n a c c e p t a b l e  r i s k 受容できないリスク」を定義してそ

の利用を禁止する一方、「H i g h  r i s k 高リスク」においては、下記に示すように順守すべき義務

規定を明示し利用における確認・改善の統治をＥＵが行っていく姿勢が明示されている。また規

制の一方で、サンドボックスの提供や中小企業・スタートアップ支援などについても並行して提

案しており、イノベーションの支援も同時に提案している。  

 高リスクＡ Ｉシステムについては、下記で改めて概要を説明したい。  

 

6 条  高リスクＡ Ｉシステムの分類規則  

( a )  安全構成要素としての使用を意図された A I システム  

( b )  安全構成要素として第三者による適合性評価を受ける義務がある A I システム  

上記 2 つに加え、付随書Ⅱで規定した A I システム  

 
( i i ) t h e  p r e v e n t i o n  o f  a  s p e c i f i c ,  s u b s t a n t i a l  a n d  i m m i n e n t  t h r e a t  t o  t h e  l i f e  o r  p h y s i c a l  s a f e t y  o f  n a t u r a l  p e r s o n s  o r  o f  a  

t e r r o r i s t  a t t a c k ;  

( i i i ) t h e  d e t e c t i o n ,  l o c a l i s a t i o n ,  i d e n t i f i c a t i o n  o r  p r o s e c u t i o n  o f  a  p e r p e t r a t o r  o r  s u s p e c t  o f  a  c r i m i n a l  o f f e n c e  r e f e r r e d  
t o  i n  A r t i c l e  2 ( 2 )  o f  C o u n c i l  F r a m e w o r k  D e c i s i o n  2 0 0 2 / 5 8 4 / J H A  6 2  a n d  p u n i s h a b l e  i n  t h e  M e m b e r  S t a t e  c o n c e r n e d  b y  a  
c u s t o d i a l  s e n t e n c e  o r  a  d e t e n t i o n  o r d e r  f o r  a  m a x i m u m  p e r i o d  o f  a t  l e a s t  t h r e e  y e a r s ,  a s  d e t e r m i n e d  b y  t h e  l a w  o f  t h a t  
M e m b e r  S t a t e .  
6 1  前掲 5 6 の概要説明よ り引 用 。  
6 2  新 保 史 生 「 E U の A I 整 合 規 則 提 案  新 た な A I 規 制 戦 略 の 構 造 ・ 意 図 と ブ リ ュ ッ セ ル 効 果 の 威 力 」 （ 情 報 法 制 研 究 所 、 2 0 2 2 年 2 月 1 4 日 講 演 録 ）

h t t p s : / / w w w . j i l i s . o r g / r e p o r t / 2 0 2 2 / j i l i s r e p o r t - v o l 4 n o 4 . p d f ）  7 頁 よ り 翻 訳 を 引 用 。  
6 3  前掲 5 6 参照および前掲 5 8  5 2 条よ り筆者要約  
6 4  前掲 5 6 参照および前掲 5 8  6 9 条よ り筆者要約  

https://www.jilis.org/report/2022/jilisreport-vol4no4.pdf
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表  9  6 条 1 項 ( a )対象一覧  
 

指令 /規則  指令 /規則  対象  対象  
1  D i r e c t i v e  2 0 0 6 / 4 2 / E C   機械指令  m a c h i n e r y ,  a n d  a m e n d i n g  機械  

2  D i r e c t i v e  2 0 0 9 / 4 8 / E C   玩具安全指令  t h e  s a f e t y  o f  t o y s   玩具  

3  D i r e c t i v e  2 0 1 3 / 5 3 / E U   海洋 レ ク リ エ ー シ ョ ン 船舶

指令  

r e c r e a t i o n a l  c r a f t  a n d  p e r s o n a l  
w a t e r c r a f t  a n d  r e p e a l i n g  

海洋 レ ク リ エ ー シ ョ ン

船舶  

4  D i r e c t i v e  2 0 1 4 / 3 3 / E U   リ フ ト 指 令  l i f t s  a n d  s a f e t y  c o m p o n e n t s  f o r  
l i f t s  

リ フ ト  

5  D i r e c t i v e  2 0 1 4 / 3 4 / E U   爆発性雰囲気装置及び保

護シ ス テム指令  

e q u i p m e n t  a n d  p r o t e c t i v e  s y s t e m s  
i n t e n d e d  f o r  u s e  i n  p o t e n t i a l l y  
e x p l o s i v e  a t m o s p h e r e s  

爆発性雰囲気装置  

6  D i r e c t i v e  2 0 1 4 / 5 3 / E U   無線機器指令  t h e  m a k i n g  a v a i l a b l e  o n  t h e  m a r k e t  
o f  r a d i o  e q u i p m e n t  a n d  r e p e a l i n g  

無線機器  

7  D i r e c t i v e  2 0 1 4 / 6 8 / E U   圧力機器指令  t h e  m a k i n g  a v a i l a b l e  o n  t h e  m a r k e t  
o f  p r e s s u r e  e q u i p m e n t  

圧力機器  

8  R e g u l a t i o n  ( E U )  2 0 1 6 / 4 2 4   策動設備規則  c a b l e w a y  i n s t a l l a t i o n s  策動設備  

9  R e g u l a t i o n  ( E U )  2 0 1 6 / 4 2 5   個人用保護具規則  p e r s o n a l  p r o t e c t i v e  e q u i p m e n t  個人用保護具  

1 0  R e g u l a t i o n  ( E U )  2 0 1 6 / 4 2 6   ガ ス燃焼機器規則  a p p l i a n c e s  b u r n i n g  g a s e o u s  f u e l s  ガ ス燃焼機器  

1 1  R e g u l a t i o n  ( E U )  2 0 1 7 / 7 4 5   医療機器規則  m e d i c a l  d e v i c e s  医療機器  

1 2  R e g u l a t i o n  ( E U )  2 0 1 7 / 7 4 6   体外診断用医療機器規則  i n  v i t r o  d i a g n o s t i c  m e d i c a l  d e v i c e s  体外診断用医療機器  

出 典 ： E U R O P E A N  C O M M I S S I O N  ‘ P r o p o s a l  f o r  a  R E G U L A T I O N  O F  T H E  E U R O P E A N  P A R L I A M E N T  A N D  O F  T H E  C O U N C I L ’  

h t t p s : / / e u r - l e x . e u r o p a . e u / l e g a l - c o n t e n t / E N / T X T / H T M L / ? u r i = C E L E X : 5 2 0 2 1 P C 0 2 0 6 & f r o m = E N  2 0 2 3 年 4 月 2 0 日 閲 覧 日 本 語 訳 は 注

1 6 4  7 頁 よ り 引 用 。  

 

表  1 0  6 条 1 項 ( b )対象一覧  
 指令 /規則   

1  R e g u l a t i o n  ( E C )  N o  3 0 0 / 2 0 0 8  民間航空安全規則  

2  2 . R e g u l a t i o n  ( E U )  N o  1 6 8 / 2 0 1 3  二輪 ・三輪及び四輪マイク ロカー規則  

3  3 . R e g u l a t i o n  ( E U )  N o  1 6 7 / 2 0 1 3  農業用及び林業用ト ラク ター規則  

4  4 . D i r e c t i v e  2 0 1 4 / 9 0 / E U  船舶用機器指令  

5  5 . D i r e c t i v e  ( E U )  2 0 1 6 / 7 9 7  鉄道システム相互運用性指令  

6  6 . R e g u l a t i o n  ( E U )  2 0 1 8 / 8 5 8  6 - 1 .  自動車及び ト レー ラー等システム規則  

6  R e g u l a t i o n  ( E U )  2 0 1 9 / 2 1 4 4  6 - 2 .  自動車及び ト レー ラー等型式認証規則  

7  7 . R e g u l a t i o n  ( E U )  2 0 1 8 / 1 1 3 9   無人航空機規則  

出 典 ： E U R O P E A N  C O M M I S S I O N  ‘ P r o p o s a l  f o r  a  R E G U L A T I O N  O F  T H E  E U R O P E A N  P A R L I A M E N T  A N D  O F  T H E  C O U N C I L ’  

h t t p s : / / e u r - l e x . e u r o p a . e u / l e g a l - c o n t e n t / E N / T X T / H T M L / ? u r i = C E L E X : 5 2 0 2 1 P C 0 2 0 6 & f r o m = E N  2 0 2 3 年 4 月 2 0 日 閲 覧 日 本 語 訳 は 注

1 6 4  7 頁 よ り 引 用 。  

 

表  1 1  6 条 2 項対象一覧  
 指令 /規則  概要   

1  B i o m e t r i c  
i d e n t i f i c a t i o n  a n d  
c a t e g o r i s a t i o n  o f  
n a t u r a l  p e r s o n s :  

A I  s y s t e m s  i n t e n d e d  t o  b e  u s e d  f o r  t h e  ‘ r e a l - t i m e ’  a n d  
‘ p o s t ’  r e m o t e  b i o m e t r i c  i d e n t i f i c a t i o n  o f  n a t u r a l  
p e r s o n s ;  

自然人の生態識

別及び分類  

2  M a n a g e m e n t  a n d  
o p e r a t i o n  o f  c r i t i c a l  
i n f r a s t r u c t u r e :  

A I  s y s t e m s  i n t e n d e d  t o  b e  u s e d  a s  s a f e t y  c o m p o n e n t s  i n  
t h e  m a n a g e m e n t  a n d  o p e r a t i o n  o f  r o a d  t r a f f i c  a n d  t h e  
s u p p l y  o f  w a t e r ,  g a s ,  h e a t i n g  a n d  e l e c t r i c i t y .  

重要インフラの管

理 ・運用  

3  E d u c a t i o n  a n d  
v o c a t i o n a l  t r a i n i n g :  

A I  s y s t e m s  i n t e n d e d  t o  b e  u s e d  f o r  t h e  p u r p o s e  o f  
d e t e r m i n i n g  a c c e s s  o r  a s s i g n i n g  n a t u r a l  p e r s o n s  t o  
e d u c a t i o n a l  a n d  v o c a t i o n a l  t r a i n i n g  i n s t i t u t i o n s ;  
( b ) A I  s y s t e m s  i n t e n d e d  t o  b e  u s e d  f o r  t h e  p u r p o s e  o f  
a s s e s s i n g  s t u d e n t s  i n  e d u c a t i o n a l  a n d  v o c a t i o n a l  
t r a i n i n g  i n s t i t u t i o n s  a n d  f o r  a s s e s s i n g  p a r t i c i p a n t s  i n  
t e s t s  c o m m o n l y  r e q u i r e d  f o r  a d m i s s i o n  t o  e d u c a t i o n a l  
i n s t i t u t i o n s .  

教育及び職業訓

練  

4  E m p l o y m e n t ,  w o r k e r s  
m a n a g e m e n t  a n d  
a c c e s s  t o  s e l f -
e m p l o y m e n t :  

( a ) A I  s y s t e m s  i n t e n d e d  t o  b e  u s e d  f o r  r e c r u i t m e n t  o r  
s e l e c t i o n  o f  n a t u r a l  p e r s o n s ,  n o t a b l y  f o r  a d v e r t i s i n g  
v a c a n c i e s ,  s c r e e n i n g  o r  f i l t e r i n g  a p p l i c a t i o n s ,  
e v a l u a t i n g  c a n d i d a t e s  i n  t h e  c o u r s e  o f  i n t e r v i e w s  o r  
t e s t s ;  
( b ) A I  i n t e n d e d  t o  b e  u s e d  f o r  m a k i n g  d e c i s i o n s  o n  
p r o m o t i o n  a n d  t e r m i n a t i o n  o f  w o r k - r e l a t e d  c o n t r a c t u a l  
r e l a t i o n s h i p s ,  f o r  t a s k  a l l o c a t i o n  a n d  f o r  m o n i t o r i n g  a n d  
e v a l u a t i n g  p e r f o r m a n c e  a n d  b e h a v i o r  o f  p e r s o n s  i n  s u c h  
r e l a t i o n s h i p s  

雇用、労働者管

理、自営業へのア

クセス  
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5  A c c e s s  t o  a n d  
e n j o y m e n t  o f  
e s s e n t i a l  p r i v a t e  
s e r v i c e s  a n d  p u b l i c  
s e r v i c e s  a n d  
b e n e f i t s :  

( a ) A I  s y s t e m s  i n t e n d e d  t o  b e  u s e d  b y  p u b l i c  a u t h o r i t i e s  
o r  o n  b e h a l f  o f  p u b l i c  a u t h o r i t i e s  t o  e v a l u a t e  t h e  
e l i g i b i l i t y  o f  n a t u r a l  p e r s o n s  f o r  p u b l i c  a s s i s t a n c e  
b e n e f i t s  a n d  s e r v i c e s ,  a s  w e l l  a s  t o  g r a n t ,  r e d u c e ,  
r e v o k e ,  o r  r e c l a i m  s u c h  b e n e f i t s  a n d  s e r v i c e s ;  
( b ) A I  s y s t e m s  i n t e n d e d  t o  b e  u s e d  t o  e v a l u a t e  t h e  
c r e d i t w o r t h i n e s s  o f  n a t u r a l  p e r s o n s  o r  e s t a b l i s h  t h e i r  
c r e d i t  s c o r e ,  w i t h  t h e  e x c e p t i o n  o f  A I  s y s t e m s  p u t  i n t o  
s e r v i c e  b y  s m a l l  s c a l e  p r o v i d e r s  f o r  t h e i r  o w n  u s e ;  
( c ) A I  s y s t e m s  i n t e n d e d  t o  b e  u s e d  t o  d i s p a t c h ,  o r  t o  
e s t a b l i s h  p r i o r i t y  i n  t h e  d i s p a t c h i n g  o f  e m e r g e n c y  f i r s t  
r e s p o n s e  s e r v i c e s ,  i n c l u d i n g  b y  f i r e f i g h t e r s  a n d  m e d i c a l  
a i d .  

必要不可欠な民

間サービスや公

共サービス  

6  L a w  e n f o r c e m e n t :  ( a ) A I  s y s t e m s  i n t e n d e d  t o  b e  u s e d  b y  l a w  e n f o r c e m e n t  
a u t h o r i t i e s  f o r  m a k i n g  i n d i v i d u a l  r i s k  a s s e s s m e n t s  o f  
n a t u r a l  p e r s o n s  i n  o r d e r  t o  a s s e s s  t h e  r i s k  o f  a  n a t u r a l  
p e r s o n  f o r  o f f e n d i n g  o r  r e o f f e n d i n g  o r  t h e  r i s k  f o r  
p o t e n t i a l  v i c t i m s  o f  c r i m i n a l  o f f e n c e s ;  
( b ) A I  s y s t e m s  i n t e n d e d  t o  b e  u s e d  b y  l a w  e n f o r c e m e n t  
a u t h o r i t i e s  a s  p o l y g r a p h s  a n d  s i m i l a r  t o o l s  o r  t o  d e t e c t  
t h e  e m o t i o n a l  s t a t e  o f  a  n a t u r a l  p e r s o n ;  
( c ) A I  s y s t e m s  i n t e n d e d  t o  b e  u s e d  b y  l a w  e n f o r c e m e n t  
a u t h o r i t i e s  t o  d e t e c t  d e e p  f a k e s  a s  r e f e r r e d  t o  i n  a r t i c l e  
5 2 ( 3 ) ;  
( d ) A I  s y s t e m s  i n t e n d e d  t o  b e  u s e d  b y  l a w  e n f o r c e m e n t  
a u t h o r i t i e s  f o r  e v a l u a t i o n  o f  t h e  r e l i a b i l i t y  o f  e v i d e n c e  
i n  t h e  c o u r s e  o f  i n v e s t i g a t i o n  o r  p r o s e c u t i o n  o f  c r i m i n a l  
o f f e n c e s ;  
( e ) A I  s y s t e m s  i n t e n d e d  t o  b e  u s e d  b y  l a w  e n f o r c e m e n t  
a u t h o r i t i e s  f o r  p r e d i c t i n g  t h e  o c c u r r e n c e  o r  
r e o c c u r r e n c e  o f  a n  a c t u a l  o r  p o t e n t i a l  c r i m i n a l  o f f e n c e  
b a s e d  o n  p r o f i l i n g  o f  n a t u r a l  p e r s o n s  a s  r e f e r r e d  t o  i n  
A r t i c l e  3 ( 4 )  o f  D i r e c t i v e  ( E U )  2 0 1 6 / 6 8 0  o r  a s s e s s i n g  
p e r s o n a l i t y  t r a i t s  a n d  c h a r a c t e r i s t i c s  o r  p a s t  c r i m i n a l  
b e h a v i o u r  o f  n a t u r a l  p e r s o n s  o r  g r o u p s ;  
( f ) A I  s y s t e m s  i n t e n d e d  t o  b e  u s e d  b y  l a w  e n f o r c e m e n t  
a u t h o r i t i e s  f o r  p r o f i l i n g  o f  n a t u r a l  p e r s o n s  a s  r e f e r r e d  
t o  i n  A r t i c l e  3 ( 4 )  o f  D i r e c t i v e  ( E U )  2 0 1 6 / 6 8 0  i n  t h e  
c o u r s e  o f  d e t e c t i o n ,  i n v e s t i g a t i o n  o r  p r o s e c u t i o n  o f  
c r i m i n a l  o f f e n c e s ;  
( g ) A I  s y s t e m s  i n t e n d e d  t o  b e  u s e d  f o r  c r i m e  a n a l y t i c s  
r e g a r d i n g  n a t u r a l  p e r s o n s ,  a l l o w i n g  l a w  e n f o r c e m e n t  
a u t h o r i t i e s  t o  s e a r c h  c o m p l e x  r e l a t e d  a n d  u n r e l a t e d  
l a r g e  d a t a  s e t s  a v a i l a b l e  i n  d i f f e r e n t  d a t a  s o u r c e s  o r  i n  
d i f f e r e n t  d a t a  f o r m a t s  i n  o r d e r  t o  i d e n t i f y  u n k n o w n  

p a t t e r n s  o r  d i s c o v e r  h i d d e n  r e l a t i o n s h i p s  i n  t h e  d a t a .  

法執行に使用す

るこ とを目的と し

たサービス  

7  M i g r a t i o n ,  a s y l u m  
a n d  b o r d e r  c o n t r o l  
m a n a g e m e n t :  

( a ) A I  s y s t e m s  i n t e n d e d  t o  b e  u s e d  b y  c o m p e t e n t  p u b l i c  
a u t h o r i t i e s  a s  p o l y g r a p h s  a n d  s i m i l a r  t o o l s  o r  t o  d e t e c t  
t h e  e m o t i o n a l  s t a t e  o f  a  n a t u r a l  p e r s o n ;  
( b ) A I  s y s t e m s  i n t e n d e d  t o  b e  u s e d  b y  c o m p e t e n t  p u b l i c  
a u t h o r i t i e s  t o  a s s e s s  a  r i s k ,  i n c l u d i n g  a  s e c u r i t y  r i s k ,  a  
r i s k  o f  i r r e g u l a r  i m m i g r a t i o n ,  o r  a  h e a l t h  r i s k ,  p o s e d  b y  
a  n a t u r a l  p e r s o n  w h o  i n t e n d s  t o  e n t e r  o r  h a s  e n t e r e d  
i n t o  t h e  t e r r i t o r y  o f  a  M e m b e r  S t a t e ;  
( c ) A I  s y s t e m s  i n t e n d e d  t o  b e  u s e d  b y  c o m p e t e n t  p u b l i c  
a u t h o r i t i e s  f o r  t h e  v e r i f i c a t i o n  o f  t h e  a u t h e n t i c i t y  o f  
t r a v e l  d o c u m e n t s  a n d  s u p p o r t i n g  d o c u m e n t a t i o n  o f  
n a t u r a l  p e r s o n s  a n d  d e t e c t  n o n - a u t h e n t i c  d o c u m e n t s  b y  
c h e c k i n g  t h e i r  s e c u r i t y  f e a t u r e s ;  
( d ) A I  s y s t e m s  i n t e n d e d  t o  a s s i s t  c o m p e t e n t  p u b l i c  
a u t h o r i t i e s  f o r  t h e  e x a m i n a t i o n  o f  a p p l i c a t i o n s  f o r  
a s y l u m ,  v i s a  a n d  r e s i d e n c e  p e r m i t s  a n d  a s s o c i a t e d  
c o m p l a i n t s  w i t h  r e g a r d  t o  t h e  e l i g i b i l i t y  o f  t h e  n a t u r a l  
p e r s o n s  a p p l y i n g  f o r  a  s t a t u s .  

移民、亡命、国境

管理  

8  A d m i n i s t r a t i o n  o f  
j u s t i c e  a n d  d e m o c r a t i c  
p r o c e s s e s :  

A I  s y s t e m s  i n t e n d e d  t o  a s s i s t  a  j u d i c i a l  a u t h o r i t y  i n  
r e s e a r c h i n g  a n d  i n t e r p r e t i n g  f a c t s  a n d  t h e  l a w  a n d  i n  
a p p l y i n g  t h e  l a w  t o  a  c o n c r e t e  s e t  o f  f a c t s .  

司法行政及び民

主主義プロセス  

出 典 ： E U R O P E A N  C O M M I S S I O N  ‘ P r o p o s a l  f o r  a  R E G U L A T I O N  O F  T H E  E U R O P E A N  P A R L I A M E N T  A N D  O F  T H E  C O U N C I L ’  

h t t p s : / / e u r - l e x . e u r o p a . e u / l e g a l - c o n t e n t / E N / T X T / H T M L / ? u r i = C E L E X : 5 2 0 2 1 P C 0 2 0 6 & f r o m = E N  2 0 2 3 年 4 月 2 0 日 閲 覧 日 本 語 訳 は 注

1 6 4  7 頁 よ り 引 用 。  

 

 この定義をもとに、 8 - 1 5 条において、高リスク A I システムが樹種すべき要求事項を定めて

おり、この A I 規則案の特徴をよく笑わしているのがこの「リスクマネジメント・システム、つまり

P D C A サイクルに基づくマネジメントシステムの構築、実施、文書化、維持をライフサイクル全

体を通して実行することが定められている点」 6 5と言える。  

 

 
6 5  前掲 6 2  9 頁  
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A r t i c l e  8  

C o m p l i a n c e  w i t h  t h e  r e q u i r e m e n t s  

1 . H i g h - r i s k  A I  s y s t e m s  s h a l l  c o m p l y  w i t h  t h e  r e q u i r e m e n t s  e s t a b l i s h e d  

i n  t h i s  C h a p t e r .  

2 . T h e  i n t e n d e d  p u r p o s e  o f  t h e  h i g h - r i s k  A I  s y s t e m  a n d  t h e  r i s k  

m a n a g e m e n t  s y s t e m  r e f e r r e d  t o  i n  A r t i c l e  9  s h a l l  b e  t a k e n  i n t o  a c c o u n t  

w h e n  e n s u r i n g  c o m p l i a n c e  w i t h  t h o s e  r e q u i r e m e n t s .  

8 条  

1 .  高リスクＡ Ｉシステムは、本章（ 8 - 1 5 条筆者注）で定める要求に適合するものとする。  

2 .  高リスクＡ Ｉシステム及び 9 条のリスクマネジメントシステムはこれらの要求に対する

順守を確かにすることを考慮に入れるものとする。（筆者訳）  

 

以下、 9 - 1 5 条で高リスクＡ Ｉシステムに対して求められる要求事項の概要は下記の通りであ

る 6 6。  

1 .  リスクマネジメントシステムの構築  

2 .  適切なデータガバナンス  

3 .  技術文書  

4 .  記録保持  

5 .  透明性及び利用者への情報提供  

6 .  人的監視  

7 .  正確性、堅牢性及びサイバーセキュリティ要件  

 

 このリスク対応における手順は下記の通り図示されている。  

 

図  8  「高リスク A I システム」提供企業の対応手順  

 
出典 ： E u r o p e a n  C o m m i s s i o n  ウ ェ ブサ イ ト よ り 引用  （ h t t p s : / / d i g i t a l - s t r a t e g y . e c . e u r o p a . e u / e n / p o l i c i e s / r e g u l a t o r y -

f r a m e w o r k - a i ）  2 0 2 3 年 4 月 2 0 日閲覧  

 

 
6 6  前掲 6 2  9 頁  
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前述した 4 分類のリスクベース・アプローチにおいて、対象となるケースが多いと想定される

「高リスク A I 」において、その対象と順守すべき指令 /規則を明示したうえで、運用におけるリス

クマネジメントシステムも予め提案している点について、新保は下記の通り述べている 6 7。  

 

このような一連の詳細な規定ゆえに、E U は製品安全規制を目的とする整合規則に基

づくマネジメントシステムの構築義務を課すことを本当にやる気なのだろうと感じたわけ

です。高リスク A I システムについての第三者認証制度の評価を行うための仕組みの整

備が A I 整合規則の目的であるということが、ここからも読み取れるわけです。具体的な

仕組みとしては、適合性については従来からの製品安全規制の整合規格との適合性要

件がそのまま定められています。したがって、既存の安全規制の延長線上に高リスク

A I の第三者認証を組み込むことになります。ゆえに、整合規格が存在する場合と存在

しない場合に分けた上で、整合規格が存在しない場合であっても適合性を推定する規

定が置かれているわけです。  

  

 この A I 規則案に違反した場合の制裁金（ P e n a l t y ）は、 3 , 0 0 0 万ユーロ以下あるいは全会

計年度の全世界年間総売上高の 6 %以下のどちらか高い方が適用される（ 7 1 条）。この制裁

金は G D P R の制裁金規定（ 2 , 0 0 0 万ユーロ又は前会計年度の全世界の年間総売り上げの

4％までのいずれか高い方）と比較してより高くなっていることも話題となった。  

 A I 規則案は、次のステップとして 2 0 2 2 年末から 2 0 2 3 年初頭にかけて本案を発効し最短で

2 0 2 4 年下半期に事業者への規制が適用される可能性 6 8を示唆した 6 9。  

 これに続き、 2 0 2 2 年 9 月に、「A I 責任指令案（ t h e  P r o p o s a l  f o r  a n  A r t i f i c i a l  

I n t e l l i g e n c e  L i a b i l i t y  D i r e c t i v e  ( A I L D ) ） 」が発表された 7 0。これは、「非契約上の（ n o n -

c o n t r a c t u a l ）民事責任規則を A I に適応させるため」に提案されたものであり、 2 0 2 1 年 4 月

の「A I 規則案」を補完するものである。また、同時に「製造物責任指令」 7 1の改正案も合わせて

公表され、同じく「A I 規則案」等の公表を受けて A I システムについて損害賠償責任のルール

整備を狙いとしたものである。この 2 つについて、日本では経産省 7 2、消費者庁 7 3等において

それぞれ調査を実施し公表している。以下は、経産省による調査報告である。  

 

＜A I 責任指令案＞  

 
6 7  前掲 6 2  1 0 頁  
6 8  h t t p s : / / d i g i t a l - s t r a t e g y . e c . e u r o p a . e u / e n / p o l i c i e s / r e g u l a t o r y - f r a m e w o r k - a i  2 0 2 3 年 5 月 1 日閲覧  
6 9  本論文執筆時点 （ 2 0 2 3 年 5 月 1 日 ） で は 、 ま だ発効 には至 っ て い な い ものの 、 後述 す る 「 A I 責任指令案 」 が 補完す る も の と し て 追加で 公

表 され た 。  
7 0  ‘ P r o p o s a l  f o r  a  D I R E C T I V E  O F  T H E  E U R O P E A N  P A R L I A M E N T  A N D  O F  T H E  C O U N C I L  o n  

a d a p t i n g  n o n - c o n t r a c t u a l  c i v i l  l i a b i l i t y  r u l e s  t o  a r t i f i c i a l  i n t e l l i g e n c e  ( A I  L i a b i l i t y  

D i r e c t i v e ) ‘  h t t p s : / / c o m m i s s i o n . e u r o p a . e u / s y s t e m / f i l e s / 2 0 2 2 - 0 9 / 1 _ 1 _ 1 9 7 6 0 5 _ p r o p _ d i r _ a i _ e n . p d f  

2 0 2 3 年 5 月 1 日閲覧  
7 1  ‘ P r o p o s a l  f o r  a  D I R E C T I V E  O F  T H E  E U R O P E A N  P A R L I A M E N T  A N D  O F  T H E  C O U N C I L ’  

o n  l i a b i l i t y  f o r  d e f e c t i v e  p r o d u c t s ’ h t t p s : / / s i n g l e - m a r k e t - e c o n o m y . e c . e u r o p a . e u / s y s t e m / f i l e s / 2 0 2 2 -

0 9 / C O M _ 2 0 2 2 _ 4 9 5 _ 1 _ E N _ A C T _ p a r t 1 _ v 6 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 日閲覧  
7 2  経済産業省 「 A I 関連政策の海外動向 」 （ 事 務局 、 2 0 2 3 年 3 月 ）  

h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / s h i n g i k a i / m o n o _ i n f o _ s e r v i c e / a i _ s h a k a i _ j i s s o / p d f / 2 0 2 2 _ 0 0 8 _ s 0 2 _ 0 0 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1

日閲覧  
7 3  消 費 者 庁 「 消 費 者 安 全 に 関 す る 事 業 」 （ 消 費 者 庁 新 未 来 創 造 戦 略 本 部 、 2 0 2 3 年 3 月 1 5 日 ）  

h t t p s : / / w w w . c a a . g o . j p / p o l i c i e s / f u t u r e / t o p i c s / m e e t i n g _ 0 1 3 / a s s e t s / c a a _ f u t u r e _ 1 0 1 _ 2 3 0 3 1 5 _ 0 0 6 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 日 閲 覧  
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•同案は、「製造物責任指令の改正案」と共に、 2 0 2 1 年 4 月に発表された A I 規則案を

補完するものとなる。  

• A I システムから生じる、契約外の過失に起因した損害賠償責任について、 E U 加盟各

国の法律と矛盾しない最低限の基準を A I システムの提供者に対して設定することで、

被害者を救済するとともに、A I システムの利用に対する安心感の向上と、A I システム

のさらなる利用促進が目的とされている。  

•証拠へのアクセス権と保全：高リスクの A I システム ( A I 規則案にて定義 )により損害

が生じた疑いがある場合、同案の適用により、被害者は裁判所に申し立てることが可

能。当該システムの提供者は、特定の条件下において関連性のある証拠の開示や保全

措置を講じるよう命じられる。  

•因果関係の推定：従来の製品と違い、A I においては、A I の出力と、A I システムの提

供者の過失との間の因果関係の立証が困難であった。しかし、同案の適用により、損害

が発生した際、特定の条件下において、A I システムの出力 (または出力できなかった事

象 )が、A I システムの提供者の過失によって生じたと推定することが可能となる。  

  

＜製造部責任指令の改正案＞  

• 1 9 8 5 年に施行された現行の製造物責任指令は、近年のデジタル化に即しておらず、

欠陥製品による被害者への救済措置に限界があった。同案の改正は、デジタル化の進

展や、循環型経済の発展に対応するものである。  

•同案の適用対象は、E U 域内で上市されたあらゆるソフトウェア製品、デジタルサービ

ス、及びそれらの販売後のアップデートや機械学習に起因する欠陥などであり、製造事

業者が損害賠償責任を負う。  

•製造物責任を負う事業者には、従来の製造事業者に加え、輸入事業者、 e コマースの

販売事業者も含まれる。  

•循環型経済志向の高まりにより、製品の長寿命化を目的とした改造・改変製品の増加

に対応するため、上市済みの製品に対して改変を加えた事業者も製造物責任を負うこと

になる。  

• 「A I 責任指令案」と同様、特定の条件下で被害者による証拠へのアクセス権や保全申

し立ての手続きが容易になり、被害者による因果関係の立証責任も軽減される (ただ

し、製造事業者は当該因果関係の推定に対して反証を行うことが可能 )。  

 

 以上見てきた通り、A I システムに対する E U の対応として、 4 分類のリスクベース・アプロー

チを規定しつつ、実際の運用面では製造責任のフレームを適用させ、A I システムを提供する企

業 /団体に対して報告とチェックを義務付ける P D C A サイクルを定義しているという特徴があ

る。また、この提案が実現した場合は、提供者は A I システムによって損害が生じた際に証拠の

開示や保全措置を求められるとともに、被害者側は A I システムによって生じた損害であること

を立証する責任が軽減されるようになる。  
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第三節  デジタルサービス法案（D S A ） /デジタル市場法案（D M A ）  

 E U ではまた、 2 0 2 2 年 1 1 月 1 6 日発効の「デジタルサービス法案（ T h e  D i g i t a l  S e r v i c e  

A c t、D S A ） 」 7 4および 2 0 2 2 年 9 月 1 4 日発効の「デジタル市場法案（ T h e  D i g i t a l  M a r k e t  

A c t、D M A ） 」 7 5の 2 つの規制によりデジタルサービスに対する法整備も進めている 7 6。E U に

は、 2 0 0 0 年 7 月 1 7 日発効の「 e - C o m m e r c e 指令（ 2 0 0 0 / 3 1 / e c ） 」 7 7が存在しているが、

2 0 年以上前の採択移行、社会にも多くの変化があり、それらに伴う課題、特にオンライン仲介

業者についての規制がない点などを受けて検討が始まった 7 8。  

この 2 つの規制によって「デジタルサービスを利用者すべての基本的権利が守られている、

より安全なデジタル空間の実現」「E U 全体及び世界におけるイノベーションや成長、競争力を

培う公正な競争の場の確立」の 2 点を最終目標としている。  

 ここにおける「デジタルサービス」について概要は下記の通り示されているが、D S A がウェブ

サイトやアプリなどのオンラインサービス全体についての規制であるのに対し、D M A はいわゆ

るプラットフォーマーを対象とした規制である 7 9。  

 

D i g i t a l  s e r v i c e s  i n c l u d e  a  l a r g e  c a t e g o r y  o f  o n l i n e  s e r v i c e s ,  f r o m  s i m p l e  

w e b s i t e s  t o  i n t e r n e t  i n f r a s t r u c t u r e  s e r v i c e s  a n d  o n l i n e  p l a t f o r m s .  

T h e  r u l e s  s p e c i f i e d  i n  t h e  D S A  p r i m a r i l y  c o n c e r n  o n l i n e  i n t e r m e d i a r i e s  a n d  

p l a t f o r m s .  F o r  e x a m p l e ,  o n l i n e  m a r k e t p l a c e s ,  s o c i a l  n e t w o r k s ,  c o n t e n t -

s h a r i n g  p l a t f o r m s ,  a p p  s t o r e s ,  a n d  o n l i n e  t r a v e l  a n d  a c c o m m o d a t i o n  

p l a t f o r m s .  

T h e  D i g i t a l  M a r k e t s  A c t  i n c l u d e s  r u l e s  t h a t  g o v e r n  g a t e k e e p e r  o n l i n e  

p l a t f o r m s .  G a t e k e e p e r  p l a t f o r m s  a r e  d i g i t a l  p l a t f o r m s  w i t h  a  s y s t e m i c  r o l e  

i n  t h e  i n t e r n a l  m a r k e t  t h a t  f u n c t i o n  a s  b o t t l e n e c k s  b e t w e e n  b u s i n e s s e s  a n d  

c o n s u m e r s  f o r  i m p o r t a n t  d i g i t a l  s e r v i c e s .  S o m e  o f  t h e s e  s e r v i c e s  a r e  a l s o  

c o v e r e d  i n  t h e  D i g i t a l  S e r v i c e s  A c t ,  b u t  f o r  d i f f e r e n t  r e a s o n s  a n d  w i t h  

d i f f e r e n t  t y p e s  o f  p r o v i s i o n s .  

デジタルサービスは、オンラインサービスの大きなカテゴリー、シンプルなウェブサイト

からインターネットのインフラサービスやオンラインプラットフォームまで、を意味する。

D S A で規定されたルールは、オンライン仲介サービスやプラットフォームに係るもので

 
7 4  ‘ T h e  D i g i t a l  S e r v i c e s  A c t ’ 概要ページ  h t t p s : / / c o m m i s s i o n . e u r o p a . e u / s t r a t e g y - a n d - p o l i c y / p r i o r i t i e s - 2 0 1 9 -

2 0 2 4 / e u r o p e - f i t - d i g i t a l - a g e / d i g i t a l - s e r v i c e s - a c t - e n s u r i n g - s a f e - a n d - a c c o u n t a b l e - o n l i n e - e n v i r o n m e n t _ e n  2 0 2 3

年 5 月 1 日閲覧 。  条文は h t t p s : / / e u r - l e x . e u r o p a . e u / l e g a l -

c o n t e n t / E N / T X T / ? u r i = C E L E X % 3 A 3 2 0 2 2 R 2 0 6 5 & q i d = 1 6 6 6 8 5 7 8 3 5 0 1 4  

7 5  ‘ T h e  D i g i t a l  M a r k e t  A c t ’ 概要 ページ  h t t p s : / / c o m m i s s i o n . e u r o p a . e u / s t r a t e g y - a n d - p o l i c y / p r i o r i t i e s - 2 0 1 9 -

2 0 2 4 / e u r o p e - f i t - d i g i t a l - a g e / d i g i t a l - m a r k e t s - a c t - e n s u r i n g - f a i r - a n d - o p e n - d i g i t a l - m a r k e t s _ e n  2 0 2 3 年 5 月 1 日閲

覧 。 条文は h t t p s : / / e u r - l e x . e u r o p a . e u / l e g a l - c o n t e n t / E N / T X T / ? u r i = C E L E X % 3 A 3 2 0 2 2 R 1 9 2 5  
7 6  E u r o p e a n  C o m m i s s i o n  ‘ T h e  D i g i t a l  S e r v i c e s  A c t  p a c k a g e ’  h t t p s : / / d i g i t a l -

s t r a t e g y . e c . e u r o p a . e u / e n / p o l i c i e s / d i g i t a l - s e r v i c e s - a c t - p a c k a g e  2 0 2 3 年 5 月 1 日閲覧  
7 7  ‘ D i r e c t i v e  2 0 0 0 / 3 1 / E C  o f  t h e  E u r o p e a n  P a r l i a m e n t  a n d  o f  t h e  C o u n c i l  o f  8  J u n e  2 0 0 0  o n  c e r t a i n  l e g a l  

a s p e c t s  o f  i n f o r m a t i o n  s o c i e t y  s e r v i c e s ,  i n  p a r t i c u l a r  e l e c t r o n i c  c o m m e r c e ,  i n  t h e  I n t e r n a l  M a r k e t  

( ' D i r e c t i v e  o n  e l e c t r o n i c  c o m m e r c e ' ) ’  h t t p s : / / e u r - l e x . e u r o p a . e u / l e g a l -

c o n t e n t / E N / T X T / H T M L / ? u r i = C E L E X : 3 2 0 0 0 L 0 0 3 1  2 0 2 3 年 5 月 1 日閲覧 。  
7 8  ‘ e - C o m m e r c e  D i r e c t i v e ’ ウ ェ ブ ペー ジ参照 。  h t t p s : / / d i g i t a l - s t r a t e g y . e c . e u r o p a . e u / e n / p o l i c i e s / e - c o m m e r c e -

r u l e s - e u  2 0 2 3 年 5 月 1 日閲覧  
7 9  前掲 7 4  
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ある。例えば、オンライン市場、ソーシャルネットワーク、コンテンツシェアリングプラッ

トフォーム、アップストア、オンサイン旅行宿泊プラットフォームなどである。  

D M A は、「ゲートキーパー」のオンラインプラットフォームを管理する規制も含む。ゲー

トキーパープラットフォームは、システム重要なデジタルサービスにおける企業・消費

間のボトルネックとして機能する内部市場において構造的な役割を果たすデジタルプ

ットフォームである。（筆者訳）  

 

 まず、D S A ではデジタルサービスを 4 つに分類し、それぞれの義務を区分している。 4 つの

分類すべてに対して、年 1 回以上の透明化報告が義務付けられている点（第 1 5 条）が特徴的

であり、この点について「E U 法において、透明性は確立した伝統であるといわれており」 8 0、

「透明性レポートは、D P F （デジタルプラットフォーム、筆者注）による取組を利用者以外にも明

らかにし、規制当局によるチェックがなされるものであり、客観的に透明性の確保が適切になさ

れているかを確認する手段として重要なものである」 8 1。  

 

図  9  デジタルサービスの 4 区分 8 2  

I n t e r m e d i a r y  s e r v i c e s ：仲介サービス  

ネットワーク環境を提供するもの、インターネットプロバイダーや

ドメイン名登録事業者、以下の範囲も含む。  

H o s t i n g  S e r v i c e s ：ホスティングサービス  

クラウドなどのウェブホスティングサービス、および以下の範囲も

含む。  

O n l i n e  p l a t f o r m s ：オンラインプラットフォーム  

売り手と買い手を結び付けるようなオンラインマーケットプレイス

やアップストア、ソーシャルメディアなど。  

V e r y  l a r g e  o n l i n e  p l a t f o r m s ：巨大オンラインプラットフォ

ーム  

欧州 4 . 5 億人の消費者の 1 0 %以上に達するプラットフォーム。

違法コンテンツの流布など特にリスクをもたらす可能性がある。

（筆者訳）  

 

表  1 2  区分別の累積義務 8 3  

新しい規則  仲介サ

ービス  

ホスティン

グサービ

ス  

オンライン

プラットフォ

ーム  

巨大オンラ

インプラット

フォーム  

透明性報告  有  有  有  有  

 
8 0  鈴木康平 「デジ タルプラ ッ ト フ ォーム規制における透明性に関する規定の検討  － E U  法と日本法の比較を通じて 」 （ 総務省  

学術雑誌 『情報通信政策研究 』  第５巻第１号 、 2 0 2 1 年 1 0 月 2 5 日 ） 1 4 7 頁  

h t t p s : / / w w w . j s t a g e . j s t . g o . j p / a r t i c l e / j i c p / 5 / 1 / 5 _ 1 4 5 / _ p d f / - c h a r / j a  2 0 2 3 年 5 月 1 日閲覧  
8 1  前掲 7 8  
8 2  前掲 7 4  
8 3  ‘ C u m u l a t i v e  o b l i g a t i o n s ’   
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基本的権利に配慮したサービス要件  有  有  有  有  

命令に従い国家機関への協力  有  有  有  有  

連絡先及び必要に応じて法定代理人  有  有  有  有  

利用者への情報提供についての通知と措置

義務  

 有  有  有  

刑事犯罪の報告   有  有  有  

苦情・救済の仕組みと法廷外の紛争処理    有  有  

信頼できる警告者    有  有  

濫用的な通知および反通知への対応    有  有  

市場に対する特別措置  

（例）第三者供給企業の資格審査など  

  有  有  

子供へのターゲティング広告や利用者の特

性に基づく広告の禁止  

  有  有  

レコメンド機能の透明性    有  有  

オンライン広告のユーザ視点での透明性    有  有  

リスクマネジメント義務と危機対応     有  

外部＆独立監査、内部コンプライアンス機と

公共的説明責任  

   有  

プロファイリングに基づくレコメンドを利用し

ないという利用者の選択余地  

   有  

行動規範     有  

危機対応協力     有  

出典 ：前掲 6 8  筆者訳。  

 

 サービスの影響範囲によって対応すべき規則は幅があるが、ここで「巨大オンラインプラット

フォーム」と定義された「E U の 1 0 %以上に達するプラットフォーム」は、より強力な規制を受け

る。また、これらは、違法な商品やサービス・コンテンツなどに企業側が対応できるようにする

ほか、透明性の確保、利用者からの異議申し立てを受け入れるセーフガード、子供を対象とし

たターゲティング広告の禁止やプロファイリングに基づくレコメンデーションを受けない選択肢の

提供、などが明示されている。また、罰則については、最大で前会計年度の全世界売上高 6 %

が課される（第 7 4 条）。  

 D S A はオンラインプラットフォームは 2 0 2 3 年 1 1 月 2 7 日までに自社のウェブサイトにおけ

る実行利用者数の報告を求め、報告をもとにどのオンラインプラットフォームが「巨大プラットフ

ォーム」に該当するかの評価を行うとしている（本論文執筆時点 2 0 2 3 年 5 月 1 日）。「巨大プ

ラットフォーム」と判断された事業者は、D S A に基づく義務を 4 か月以内に順守する必要があ

る（そのほかの事業者を含めた適用日は 2 0 2 4 年 2 月 1 7 日）。  

また、E U 加盟国はこれら仲介サービス事業者を管理監督する責任を負う「デジタルサービ

スコーディネーター（D i g i t a l  S e r v i c e s  C o o r d i n a t o r ）を、所轄当局のどれか一つに指名す

る必要がある。このデジタルサービスコーディネーターが加盟国内での調整役となって監督・執

行責任を負うものとしている（第 4 9 条）。  

 このように、D S A は E U におけるデジタルサービス全体を 4 つに分類したうえで、それぞれ

に適用される規則を明示する一方、運用については各国の「デジタルサービスコーディネータ

ー」が監督責任をもって行うこととしている。その意義として、「特定分野固有の規制が引き続き

有効であることを前提に、既存の規制のギャップに対処することで、既存の枠組みを補完する」
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ことにより、D S A に「規定のない形態の情報社会サービスには、引き続き電子商取引指令（ e -

C o m m e r c e 指令、筆者注）が適用される」ことになり、「特定分野に対する規制は特別法として

適用」され、D S A は「それら規制が有するギャップを埋めることができると期待」される（張

（ 2 0 2 1 ： 2 5 9 - 2 6 0 ） ） 8 4。  

 一方 D M A では、この「巨大プラットフォーム」を「ゲートキーパー」という言葉でさらに細かく

定義し規制している点が特徴だが、目的として下記の通り「公正公平な競争」（第 1 条）を挙げ

ている。これは、「巨大プラットフォーム」の特性として、そのサービスを利用してビジネスを行う

ビジネスユーザ（事業者）と実際のエンドユーザ（利用者）を結び付ける能力がある点から、「デ

ジタル経済におけるプラットフォーム・エコシステム全体を支配しており（ u n d e r t a k i n g s  

e x e r c i s e  c o n t r o l  o v e r  w h o l e  p l a t f o r m  e c o s y s t e m s  i n  t h e  d i g i t a l  e c o n o m y ） 」 （前

文 3 項）、それが交渉力の深刻な不均衡をもたらし、結果的にデジタル分野におけるイノベー

ションを阻害することになる、という考えに基づいている（前文 4 項）。概要ページでは、下記の

ように説明している 8 5。  

 

W h a t  a r e  t h e  b e n e f i t s  o f  t h e  D i g i t a l  M a r k e t s  A c t ?  

⚫  B u s i n e s s  u s e r s  w h o  d e p e n d  o n  g a t e k e e p e r s  t o  o f f e r  t h e i r  s e r v i c e s  i n  

t h e  s i n g l e  m a r k e t  w i l l  h a v e  a  f a i r e r  b u s i n e s s  e n v i r o n m e n t .  

⚫  I n n o v a t o r s  a n d  t e c h n o l o g y  s t a r t - u p s  w i l l  h a v e  n e w  o p p o r t u n i t i e s  t o  

c o m p e t e  a n d  i n n o v a t e  i n  t h e  o n l i n e  p l a t f o r m  e n v i r o n m e n t  w i t h o u t  

h a v i n g  t o  c o m p l y  w i t h  u n f a i r  t e r m s  a n d  c o n d i t i o n s  l i m i t i n g  t h e i r  

d e v e l o p m e n t .  

⚫  C o n s u m e r s  w i l l  h a v e  m o r e  a n d  b e t t e r  s e r v i c e s  t o  c h o o s e  f r o m ,  m o r e  

o p p o r t u n i t i e s  t o  s w i t c h  t h e i r  p r o v i d e r  i f  t h e y  w i s h  s o ,  d i r e c t  a c c e s s  

t o  s e r v i c e s ,  a n d  f a i r e r  p r i c e s .  

⚫  G a t e k e e p e r s  w i l l  k e e p  a l l  o p p o r t u n i t i e s  t o  i n n o v a t e  a n d  o f f e r  n e w  

s e r v i c e s .  T h e y  w i l l  s i m p l y  n o t  b e  a l l o w e d  t o  u s e  u n f a i r  p r a c t i c e s  

t o w a r d s  t h e  b u s i n e s s  u s e r s  a n d  c u s t o m e r s  t h a t  d e p e n d  o n  t h e m  t o  

g a i n  a n  u n d u e  a d v a n t a g e .  

⚫  単一市場でサービスを提供するためにゲートキーパーに依存している事業者がより公

正な商環境を得られる。  

⚫  イノベーターやテクノロジー創業家は、自身の開発を制限する不公平な条件に適応す

る必要がないオンラインプラットフォームの環境で競争し創造する新たな機会を得るこ

とができる。  

⚫  消費者は、よりよいサービスを選択でき、希望すればプロバイダーを変更できる機会

を得られ、直接サービスにアクセスでき、より適正な価格で入手できる。  

 
8 4  張睿暎 「 E U にお け る プ ラ ッ ト フ ォ ー ム規制 と 『 デ ジ タ ルサー ビ ス法 』 規 則 案の意義 」 （ 獨 協 法学 、 第 1 1 5 号 ） は 2 0 2 0 年 1 2 月に採択 され

た D S A 案 を も と に 執筆 され てい る が 、 該当部分 は 2 0 2 2 年 1 0 月の D S A と 内容に大 き な差が ないため 引用 し た 。  
8 5  前掲 7 5  
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⚫  ゲートキーパーは、新サービスを創造・提供するすべての機会を引き続き保持でき

る。ゲートキーパーは、単に、自身のプラットフォームに依存する事業者や消費者に付

け込んで不公正な慣行を行うことが許されないだけである。  （筆者訳）  

 

 対象となるゲートキーパーとは、「コア・プラットフォーム・サービス」の提供者でかつ指定基準

を満たす事業者とされているが、「コア・プラットフォーム・サービス」とは下記の通りである（第

2 条）。  

( a ) o n l i n e  i n t e r m e d i a t i o n  s e r v i c e s ;  

( b ) o n l i n e  s e a r c h  e n g i n e s ;  

( c ) o n l i n e  s o c i a l  n e t w o r k i n g  s e r v i c e s ;  

( d ) v i d e o - s h a r i n g  p l a t f o r m  s e r v i c e s ;  

( e ) n u m b e r - i n d e p e n d e n t  i n t e r p e r s o n a l  c o m m u n i c a t i o n s  s e r v i c e s ;  

( f ) o p e r a t i n g  s y s t e m s ;  

( g ) w e b  b r o w s e r s ;  

( h ) v i r t u a l  a s s i s t a n t s ;  

( i ) c l o u d  c o m p u t i n g  s e r v i c e s ;  

( j ) o n l i n e  a d v e r t i s i n g  s e r v i c e s ,  i n c l u d i n g  a n y  a d v e r t i s i n g  n e t w o r k s ,  

a d v e r t i s i n g  e x c h a n g e s  a n d  a n y  o t h e r  a d v e r t i s i n g  i n t e r m e d i a t i o n  

s e r v i c e s ,  p r o v i d e d  b y  a n  u n d e r t a k i n g  t h a t  p r o v i d e s  a n y  o f  t h e  c o r e  

p l a t f o r m  s e r v i c e s  l i s t e d  i n  p o i n t s  ( a )  t o  ( i ) ;   

( a )オンライン仲介サービス  

( b )オンライン検索エンジン  

( c )オンラインソーシャルネットワーキングサービス  

( d )動画共有プラットフォームサービス  

( e )番号独立個人間通信サービス（ n u m b e r - i n d e p e n d e n t  i n t e r p e r s o n a l  

c o m m u n i c a t i o n s  s e r v i c e s ） 8 6  

( f )オペレーティングシステム  

( g )ウェブブラウザ  

( h )仮想アシスタント v i r t u a l  a s s i s t a n t s ;  

( i )クラウドコンピューティングサービス  

( j ) ( a )から ( i )までに該当するサービスを提供するコア・プラットフォーム・サービスを提供

する事業者が提供するオンライン広告ネットワーキングやアドエクスチェンジ、その他広告

仲介サービスを含むオンライン広告  （筆者訳）  

 

 ここで、上記のサービス面での定義に加え、規模の側面からのゲートキーパーの定義では、

「直近 3 年間の会計年度売上高が年間 7 5 0 億ユーロ以上あるいは前会計年度の平均時価総

 
8 6  ‘ D i r e c t i v e  ( E U )  2 0 1 8 / 1 9 7 2 ’  A r t i c l e  2  での定義は、 ‘ n u m b e r - i n d e p e n d e n t  i n t e r p e r s o n a l  

c o m m u n i c a t i o n s  s e r v i c e ’  m e a n s  a n  i n t e r p e r s o n a l  c o m m u n i c a t i o n s  s e r v i c e  w h i c h  d o e s  n o t  c o n n e c t  

w i t h  p u b l i c l y  a s s i g n e d  n u m b e r i n g  r e s o u r c e s ,  n a m e l y ,  a  n u m b e r  o r  n u m b e r s  i n  n a t i o n a l  o r  

i n t e r n a t i o n a l  n u m b e r i n g  p l a n s ,  o r  w h i c h  d o e s  n o t  e n a b l e  c o m m u n i c a t i o n  w i t h  a  n u m b e r  o r  n u m b e r s  

i n  n a t i o n a l  o r  i n t e r n a t i o n a l  n u m b e r i n g  p l a n s ;  
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額（あるいはそれと同等の公正市場価格）が 7 5 0 億以上で、加盟国 3 か国以上において同じ

コア・プラットフォーム・サービスを提供」しており、かつ「前会計年度における月間アクティブエ

ンドユーザ（加盟国に設立あるいは存在する）が 4 5 0 0 万人以上あるいは年間アクティブ事業

者が 1 万人以上」のプラットフォームとしている（第 3 条）。  

 ここで、ゲートキーパーの禁止事項が第 5 条で定義されているが、特に利用者（エンドユー

ザ）に対するものとして下記 4 つがあげられている（第 1 項）。これは G D P R の「同意」に基づ

く限り適用外となる（G D P R 第 4 条 1 1 項および第 7 条）が、同意が利用者から拒否あるいは

撤回された場合は 1 年間で 2 回以上の要求をしてはならないとしている。  

 

( a ) p r o c e s s ,  f o r  t h e  p u r p o s e  o f  p r o v i d i n g  o n l i n e  a d v e r t i s i n g  s e r v i c e s ,  

p e r s o n a l  d a t a  o f  e n d  u s e r s  u s i n g  s e r v i c e s  o f  t h i r d  p a r t i e s  t h a t  m a k e  u s e  

o f  c o r e  p l a t f o r m  s e r v i c e s  o f  t h e  g a t e k e e p e r ;  

( b ) c o m b i n e  p e r s o n a l  d a t a  f r o m  t h e  r e l e v a n t  c o r e  p l a t f o r m  s e r v i c e  w i t h  

p e r s o n a l  d a t a  f r o m  a n y  f u r t h e r  c o r e  p l a t f o r m  s e r v i c e s  o r  f r o m  a n y  o t h e r  

s e r v i c e s  p r o v i d e d  b y  t h e  g a t e k e e p e r  o r  w i t h  p e r s o n a l  d a t a  f r o m  t h i r d -

p a r t y  s e r v i c e s ;  

( c ) c r o s s - u s e  p e r s o n a l  d a t a  f r o m  t h e  r e l e v a n t  c o r e  p l a t f o r m  s e r v i c e  i n  

o t h e r  s e r v i c e s  p r o v i d e d  s e p a r a t e l y  b y  t h e  g a t e k e e p e r ,  i n c l u d i n g  o t h e r  

c o r e  p l a t f o r m  s e r v i c e s ,  a n d  v i c e  v e r s a ;  a n d  

( d ) s i g n  i n  e n d  u s e r s  t o  o t h e r  s e r v i c e s  o f  t h e  g a t e k e e p e r  i n  o r d e r  t o  

c o m b i n e  p e r s o n a l  d a t a ,  

( a )オンライン広告への提供目的で、ゲートキーパーが提供するコア・プラットフォーム・サ

ービスを利用する第三者のエンドユーザの個人データの処理  

( b )当該コア・プラットフォーム・サービスの個人データを、それ以外のコアプラットフォーム

サービスまたはゲートキーパーが提供するそのほかのサービスの個人データ、または第三

者サービスの個人データとの結合  

( c )ゲートキーパーが別途提供しているそのほかのサービスにおいて当該コア・プラットフ

ォーム・サービスの個人データを相互利用すること（またその逆）  

( d )個人データを結合させるためにゲートキーパーが他のサービスをエンドユーザに登録

させる  

 

 ゲートキーパーと指定された事業者は、これらを含む義務の順守について年 1 回以上の報告

書提出が義務付けられているほか、ウェブサイト上での公開も求められる。そのほかも含め義

務順守違反となった場合、前会計年度の全世界売上高 1 0％以下の罰金（または過去 8 年間

に同一の違反をした場合には 2 0％以下）が課される（第 3 0 条）。  
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 以上のように、D M A は競争政策の視点から論じられる一方 8 7、利用者（エンドユーザ）の個

人データの取扱いについても「プラットフォーム」がその特性あるいは優位性を利用して目的外

利用あるいは拡大利用することについても明確に規制している。  

 これらはそれぞれ、D S A は 2 0 2 2 年 1 1 月 1 6 日、D M A は 2 0 2 2 年 1 1 月 1 日に発行し

た。  

 

図  1 0  D S A の進捗・スケジュール  

 

 

図  1 1  D M A の進捗・スケジュール  

 
出典 ： h t t p s : / / d i g i t a l - s t r a t e g y . e c . e u r o p a . e u / e n / p o l i c i e s / d i g i t a l - s e r v i c e s - a c t - p a c k a g e  2 0 2 3 年 5 月 1 日 閲 覧  

 

このように、E U は、G D P R で一般データ保護規則を定め、A I 規則案 / A I 責任指令案では玩

具や電子機器・車両など多岐に渡る影響を考慮した製造物責任の視点でＡＩの規制を試みる一

方、いわゆるオンラインサービスなどの電子商取引における規制については、 D S A / D M A の

「デジタルサービス法パッケージ（ T h e  D i g i t a l  S e r v i c e s  A c t  p a c k a g e ） 」で対応している。

デジタルサービス法パッケージは、D S A において中小企業から巨大プラットフォームまでを 4

つの区分に分け、それぞれの対応義務範囲を明確にしたうえで、D M A でその巨大プラットフォ

ームを「ゲートキーパー」と位置づけ、公平な競争市場のためのルールを定めた。  

こうした E U の取り組みについては、「プライバシー外交」「ブリュッセル効果」 8 8といった指摘

もあるが、「 『公正性・透明性・説明責任・消費者保護』という考え方は、 E U 一般データ保護規

則（G D P R ）や E U ビジネスユーザーのためのオンライン媒介サービスの公正性及び透明性の

 
8 7  佐々木勉 「 欧米に おけ る オ ン ラ イ ン ・ プ ラ ッ ト フ ォ ー ム市場の規制  ― 支配的プ ラ ッ ト フ ォ ー ム規制ア プ ロー チ ― 」 （ 総 務省  学術雑誌 『 情報通

信政策研究 』  第 ５巻第 １ 号 、 2 0 2 1 年 7 月 2 1 日 ）  h t t p s : / / w w w . j s t a g e . j s t . g o . j p / a r t i c l e / j i c p / 5 / 1 / 5 _ 1 6 7 / _ p d f / - c h a r / j a   、  

佐藤真紀 「 E U に おけ るデ ジ タ ル市場 法案の新たな競 争 ツール と分野特殊 的な規制 」 （ 『 慶 應法学 』 N o . 4 8 、 2 0 2 2 年 3 月 ）

h t t p s : / / k o a r a . l i b . k e i o . a c . j p / x o o n i p s /  を 参照 し た 、 2 0 2 3 年 5 月 1 日閲覧  
8 8  前掲 7 および 6 2 参照。 「 ブ リ ュ ッセル効果 」は 、 A n u  B r a d f o r d  ‘ T H E  B R U S S E L S  E F F E C T ’ 、  N o r t h w e s t e r n  

U n i v e r s i t y  S c h o o l  o f  L a w 、 v o l . 1 0 7 、 2 0 1 2 、 が E U がそ の域内のみな らず域外に も規制の影 響 を持つ背景につ いて論 じ た こ と

か ら使われ る よ う に な っ た と さ れ て い る （ 前 掲 5 6 ） 。  

h t t p s : / / s c h o l a r l y c o m m o n s . l a w . n o r t h w e s t e r n . e d u / c g i / v i e w c o n t e n t . c g i ? a r t i c l e = 1 0 8 1 & c o n t e x t = n u l r  

https://koara.lib.keio.ac.jp/xoonips/


56 

 

促進に関する規則、デジタル単一市場著作権指令など、最近の E U 立法に一貫して見られるも

の」 8 9であり、かつ過度な規制とならないように分類しつつ詳細は個別ルールで対応する、とい

う枠組みは、後述する日本の個人情報保護法制の導入期にも参照された。  

 

第五章  アメリカの個人情報保護法制  

 世界に影響を与える G D P R をはじめ、E U の個人情報保護法制は「民間部門と公的部門を

1 つの包括的な法律によって規制する形式」（石井（ 2 0 0 8 ： 4 1 9 ） ）のいわゆる「オムニバス方

式」と呼ばれるものであるが、それに対しアメリカにおける個人情報保護法制は「公的部門及び

民間部門を包括的に規制する連邦レベルでの制定法は存在せず」 9 0、「セクトラル方式」と呼ば

れ「公的部門と民間部門をそれぞれ別の法律で規制する立法方式」（石井（ 2 0 0 8 ： 4 1 9 ） ）であ

る。また、この連邦レベルでの個別の制定法が社会的に注目される事件を契機に制定される場

合が多くみられることから、「特定の問題に即して『アド・ホック』に制定されてきた」という点に

おいて「一貫性のなさ」がしばしば非難の対象とされる 9 1。加えて、アメリカにおける個人情報・

プライバシー保護法制は、「消費者保護としての側面を有する」 9 2という特徴がある。このことか

ら、連邦取引委員会（F e d e r a l  T r a d e  C o m m i s s i o n、以下「F T C 」 ）が F T C 法第 5 条「不公

正若しくは欺瞞的な行為又は慣行」に基づいて法執行を行うとともに、民間部門は自主規制及

び業界団体などが制定するガイドラインなど多様なルールによって個人情報の保護を図ってい

る 9 3。  

 本章では、世界の個人情報保護法制に影響を与える E U に対し、アメリカの消費者保護を起

点とした個人情報保護の取り組みについて論じる。  

 

第一節  1 9 7 4 年プライバシー法  

 公的部門の個人情報保護を目的とした法律が、 1 9 7 4 年成立の「プライバシー法（P r i v a c y  

A c t  o f  1 9 7 4 ） 9 4 」である。その成立の背景として、アメリカのコンピュータ化が進んだことがあ

げられる。前述したように、 1 9 6 0 年代後半以降、アメリカにおいて「現代的プライバシー権」に

ついての議論が高まったことに加え、民間調査機関によるプライバシー侵害が問題化し後述す

る「公正信用報告法（F a i r  C r e d i t  R e p o r t i n g  A c t ,  F C R A ） 」が 1 9 7 0 年に成立していた。

そのような社会状況の中、特に個人データのコンピュータ化が進んでいた社会福祉・医療保険

などの行政を所管している連邦保険教育福祉省（U n i t e d  S t a t e s  D e p a r t m e n t  o f  H e a l t h ,  

E d u c a t i o n ,  a n d  W e l f a r e ,  D H E W ） 9 5が自動個人データに関する報告書『記録、コンピュー

タおよび市民の権利』（R e c o r d s ,  C o m p u t e r s ,  a n d  t h e  R i g h t s  o f  C i t i z e n s ）を 1 9 7 3 年

6 月に提出し（堀部（ 1 9 8 0 ： 5 3 - 5 5 ） ） 、そのなかで連邦の「公正情報業務に関する法（ “ C o d e  

 
8 9  前掲 8 4  
9 0  松前恵環 「 米国個人情 報 ・ プ ラ イ バ シ ー保護法制 を つかむ  第 1 回  米国の法制度の概要 と近時の 議論動向 」 （ 『 N B L 』 N o . 1 1 8 5 、 2 0 2 1

年 1 月 、 商事法務 ）  8 0 頁  
9 1  前掲 9 0  8 0 頁  
9 2  前掲 9 0  8 0 頁  
9 3  前掲 9 0  8 0 - 8 1 頁  
9 4  P r i v a c y  A c t  o f  1 9 7 4 ,  P u b .  L .  N o .  9 3 - 5 7 9 ,  8 8  S t a t .  1 8 9 6  ( c o d i f i e d  a s  a m e n d e d  a t  5  U . S . C .  § 5 5 2 a ) .  
9 5  1 9 7 9 年に教育省が独立 し 、 合衆国 保険教育福祉省は 、 新 たに 合衆国保険社会福祉省 （ U n i t e  S t a t e s  D e p a r t m e n t  o f  H e a l t h  

a n d  H u m a n  S e r v i c e s ） に 改組 さ れ た 。 （ 石 井 （ 2 0 0 8 ： 4 6 2 ） ） 注 1 9  
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o f  F a i r  I n f o r m a t i o n  P r a c t i c e ” ）の制定を勧告」（石井（ 2 0 0 8 ： 4 2 1 ） ）した。これにより

1 9 7 4 年にプライバシー法が成立するが、この報告書内で上げた 5 つの基本原則は、プライバ

シー法の各規定の基本ともなっている。  

 

•  T h e r e  m u s t  b e  n o  p e r s o n a l  d a t a  r e c o r d - k e e p i n g  s y s t e m s  w h o s e  v e r y  

e x i s t e n c e  i s  s e c r e t .   

•  T h e r e  m u s t  b e  a  w a y  f o r  a n  i n d i v i d u a l  t o  f i n d  o u t  w h a t  i n f o r m a t i o n  

a b o u t  h i m  i s  i n  a  r e c o r d  a n d  h o w  i t  i s  u s e d .   

•  T h e r e  m u s t  b e  a  w a y  f o r  a n  i n d i v i d u a l  t o  p r e v e n t  i n f o r m a t i o n  a b o u t  

h i m  t h a t  w a s  o b t a i n e d  f o r  o n e  p u r p o s e  f r o m  b e i n g  u s e d  o r  m a d e  

a v a i l a b l e  f o r  o t h e r  p u r p o s e s  w i t h o u t  h i s  c o n s e n t .   

•  T h e r e  m u s t  b e  a  w a y  f o r  a n  i n d i v i d u a l  t o  c o r r e c t  o r  a m e n d  a  r e c o r d  

o f  i d e n t i f i a b l e  i n f o r m a t i o n  a b o u t  h i m .  

•  A n y  o r g a n i z a t i o n  c r e a t i n g ,  m a i n t a i n i n g ,  u s i n g ,  o r  d i s s e m i n a t i n g  

r e c o r d s  o f  i d e n t i f i a b l e  p e r s o n a l  d a t a  m u s t  a s s u r e  t h e  r e l i a b i l i t y  o f  t h e  

d a t a  f o r  t h e i r  i n t e n d e d  u s e  a n d  m u s t  t a k e  p r e c a u t i o n s  t o  p r e v e n t  

m i s u s e  o f  t h e  d a t a . 9 6  

（１ ）  その存在自体が秘密になっているいかなる個人データ記録保管システム

（ p e r s o n a l  d a t a  r e c o r d - k e e p i n g  s y s t e m s ）も存在してはならない。  

（２ ）  個人は、自己に関するいかなる情報が記録の中にあり、またそれがどのように

利用されているかを見出す方法がなければならない。  

（３ ）  個人がある 1 つの目的のために取得された自己に関する情報がその承諾なし

にその他の目的のために利用され、又は使用されることを防止する方法がなけ

ればならない。  

（４ ）  個人が自己に関する識別可能な情報の記録を訂正または修正する方法がなけ

ればならない。  

（５ ）  識別可能な個人データの記録を作り出し、保有し、利用し、又は頒布するいかな

る組織も、データの信頼性をその意図した用途のために確保しなければならず、

また、そのデータの誤用を防止するための合理的な予防措置を講じなければな

らない。（石井（ 2 0 0 8 ： 4 2 1 - 4 2 2 ） ）  

 

 この 5 原則のうち特に「第二および第三の原則は、直接的に、『自己に関する情報の流れを

コントロールする権利』としてのプライバシー権を承認したもの」（堀部（ 1 9 8 0 ： 5 5 ） ）として注目

される。  

 こうして 1 9 7 4 年プライバシー法は 1 9 7 4 年 1 2 月 3 1 日に成立し 1 9 7 5 年 9 月 2 7 日に全

面施行された。正式名称は「合衆国の記録の乱用から個人のプライバシーを保護し、個人が合

衆国の行政機関の保有する自己に関する記録へのアクセスを与えられることを定め、プライバ

 
9 6  アメ リカ合衆国司法省ホームページよ り引用  h t t p s : / / w w w . j u s t i c e . g o v / o p c l / d o c s / r e c - c o m - r i g h t s . p d f  2 0 2 3

年 5 月 1 日閲覧  
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シー保護調査委員会を設置する等のため、第 5 5 2 条の a を追加して合衆国法律集第 5 編を

改正するための法律」（A n  A c t  t o  a m e n d  t i t l e  5 ,  U n i t e d  S t a t e s  C o d e ,  b y  a d d i n g  a  

s e c t i o n  5 5 2 a  t o  s a f e g u a r d  i n d i v i d u a l  p r i v a c y  f r o m  t h e  m i s u s e  o f  F e d e r a l  

r e c o r d s ,  t o  p r o v i d e  t h a t  i n d i v i d u a l s  b e  g r a n t e d  a c c e s s  t o  r e c o r d s  c o n c e r n i n g  

t h e m  w h i c h  a r e  m a i n t a i n e d  b y  F e d e r a l  a g e n c i e s ,  t o  e s t a b l i s h  a  P r i v a c y  

S t u d y  C o m m i s s i o n ,  a n d  f o r  o t h e r  p u r p o s e s ） （石井（ 2 0 0 8 ： 4 2 3 ） ）であり、略称は

「 1 9 7 4 年プライバシー法」であるものの保護の対象はプライバシーではなく、「行政機関が管

理する『記録システム』に含まれる『記録』について適切な保護措置を講ずることが義務付けら

れている」 9 7。  

 1 9 7 4 年プライバシー法は、D H E W 報告書が提案した 5 原則を基本的な枠組みとしつつさら

に必要と考えられるほかの原則を含めた 8 原則を採用しており、これが後に O E C D ガイドライ

ンにも影響を与えたと言われる。実際は、 8 原則は法律内に明記されているものではなく、

1 9 7 4 年プライバシー法全体を通して「どのような諸原則で成り立っているかを整理した、プライ

バシー保護調査委員会（P r i v a c y  P r o t e c t i o n  S t u d y  C o m m i s s i o n ）の報告書『情報社会に

おける個人のプライバシー（P e r s o n a l  P r i v a c y  i n  a n  I n f o r m a t i o n  S o c i e t y ） 』のなかで、

適切に整理され」（堀部（ 1 9 8 0 ： 8 2 - 8 3 ） ）たものである。  

 

1 .  公開の原則（O p e n n e s s  P r i n c i p l e ）  

本法の主要目的であり、このような行政機関が保有する個人データ記録システムが

存在していることを公開し、公衆の監視・批判も受け入れる状態に置くことが求めら

れる。  

2 .  個人アクセスの原則（ I n d i v i d u a l  A c c e s s  P r i n c i p l e ）  

個人が自己の記録を閲覧・入手する権利を有する。  

3 .  個人参加の原則（ I n d i v i d u a l  P a r t i c i p a t i o n  P r i n c i p l e ）  

記録の訂正について個人参加を認めること。  

4 .  収集制限の原則（C o l l e c t i o n  L i m i t a t i o n  P r i n c i p l e ）  

収集する情報の種類・収集方法に一定の制限を課すること。  

5 .  使用制限の原則（U s e  L i m i t a t i o n  P r i n c i p l e ）  

行政機関が収集した個人情報の内部における使用に制限を設けなければならな

い。  

6 .  提供制限の原則（D i s c l o s u r e  L i m i t a t i o n  P r i n c i p l e ）  

行政機関が収集した情報を外部に提供することに制限を設ける。  

7 .  情報管理の原則（ I n f o r m a t i o n  M a n a g e m e n t  P r i n c i p l e ）  

記録の正確性・関連性・現在性・安全性をもって情報を保有しなければならない。  

8 .  責任の原則（A c c o u n t a b i l i t y  P r i n c i p l e ）  

行政機関がその個人データ記録保管の政策・業務に対して責任を負う。  

（堀部（ 1 9 8 0 ： 8 3 ） ）から一部省略して引用。  

 

 
9 7  前掲 9 0   
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 この報告書は、「現代的プライバシー権を具現化するものとして、非常に重要な意味を持つも

の」（石井（ 2 0 0 8 ： 4 2 8 ） ）であり、このようなプライバシー保護について 8 原則を掲げるというこ

の方式は、O E C D プライバシー・ガイドラインで採用されたこともあって、ポピュラーになった

（堀部（ 1 9 8 8 ： 3 4 ） ） 。 1 9 7 4 年プライバシー法成立のきっかけとなった報告書 5 原則、 1 9 7 4

年プライバシー法の 8 原則、O E C D 8 原則を比較すると下記のとおりである。  

 

表  1 3  報告書 5 原則、 1 9 7 4 年プライバシー法の 8 原則、O E C D 8 原則比較表  

報告書 5 原則  

1 9 7 3 年  

1 9 7 4 年プライバ

シー法 8 原則  

対応  O E C D 8 原則  

1 9 8 0 年  

対応  

（ １ ）その存在自体が秘密になっているいか

なる個人データ記録保管システム

（ p e r s o n a l  d a t a  r e c o r d - k e e p i n g  

s y s t e m s ） も存在してはならない。  

1 .  公開の原則
（O p e n n e s s  

P r i n c i p l e ）  

( 1 )  ①収集制限の原則
（C o l l e c t i o n  

L i m i t a t i o n  

P r i n c i p l e ）  

4  

（ ２ ）  個人は、自己に関するいかなる情報

が記録の中にあり、またそれがどのように

利用されているかを見出す方法がなければ

ならない。  

2 .  個人アクセスの

原則 （ I n d i v i d u a l  

A c c e s s  

P r i n c i p l e ）  

( 2 )  ②  データ内容の原

則 （D a t a  Q u a l i t y  

P r i n c i p l e ）  

7  

（ ３ ）個人がある 1 つの目的のために取得さ

れた自己に関する情報がその承諾なしにそ

の他の目的のために利用され、又は使用さ

れることを防止する方法がなければならな

い。  

3 .  個人参加の原

則 （ I n d i v i d u a l  

P a r t i c i p a t i o n  

P r i n c i p l e ）  

( 4 )  ③  目的明確化の原

則 （ P u r p o s e  

S p e c i f i c a t i o n  

P r i n c i p l e ）  

 

（ ４ ）個人が自己に関する識別可能な情報

の記録を訂正または修正する方法がなけれ

ばならない。  

4 .  収集制限の原

則 （C o l l e c t i o n  

L i m i t a t i o n  

P r i n c i p l e ）  

 ④  利用制限の原則
（U s e  L i m i t a t i o n  

P r i n c i p l e ）  

5  

（ ５ ）識別可能な個人データの記録を作り出

し、保有し、利用し、又は頒布するいかなる

組織も、データの信頼性をその意図した用

途のために確保しなければならず、また、そ

のデータの誤用を防止するための合理的な

予防措置を講じなければならない。  

5 .  使用制限の原

則 （U s e  

L i m i t a t i o n  

P r i n c i p l e ）  

( 3 )  ⑤  安全保護の原則
（ S e c u r i t y  

S a f e g u a r d s  

P r i n c i p l e ）  

7  

 
6 .  提供制限の原

則 （D i s c l o s u r e  

L i m i t a t i o n  

P r i n c i p l e ）  

( 3 )  ⑥  公開の原則

（O p e n e r s  

P r i n c i p l e ）  

1  

 
7 .  情報管理の原

則 （ I n f o r m a t i o n  

M a n a g e m e n t  

P r i n c i p l e ）  

( 5 )  ⑦  個人参加の原則
（ I n d i v i d u a l  

P a r t i c i p a t i o n  

P r i n c i p l e ）  

2  
3  

 
8 .  責任の原則
（ A c c o u n t a b i l i t y  

P r i n c i p l e ）  

 ⑧  責任の原則
（ A c c o u n t a b i l i t y  

P r i n c i p l e ）  

8  

筆者作成。 1 9 7 4 年プライバシー法と O E C D 8 原則との関係は（堀部（ 1 9 8 0 ： 2 0 6 ） ）及び（堀部（ 1 9 8 8 ： 7 1 -

7 6 ） 、 （石井 2 0 0 8 ： 4 1 7 - 4 3 4 ） ） を参照し、一部筆者により変更した。  

 

 前述したように 1 9 7 4 年プライバシー法の目的は、プライバシーや個人データではなく、記録

システム（ s y s t e m  o f  r e c o r d s ）であり、一方で O E C D 8 原則等を定めた O E C D 勧告の意図

である「情報の自由な流れと個人のプライバシー保護を調和」（石井（ 2 0 0 8 ： 3 0 1 ） ）であるた

め、その目的や背景、意図は異なるものの、個人情報、プライバシー保護に向けた取り組みの

土台となった点で比較言及すべきであるとともに、その後もこの原則は「公正情報実務諸原則

（F a i r  I n f o r m a t i o n  P r a c t i c e  P r i n c i p l e s ,  F I P P s ) ）として日本の個人情報保護法制にも
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大きな影響を与えた点で重要と言える。日本におけるこれらの原則の導入については後述す

る。  

 この後、 1 9 7 4 年プライバシー法は、「 1 9 8 8 年コンピュータ・マッチング及びプライバシー保

護法（C o m p u t e r  M a t c h i n g  a n d  P r i v a c y  P r o t e c t i o n  A c t  o f  1 9 8 8 ）によってマッチン

グ・プログラムに関する改正が行われた（ 1 9 8 8 年 1 0 月 1 8 日成立）」 （石井（ 2 0 0 8 ： 4 3 5 ） ） 。

これにより、合衆国の行政機関が 2 つ以上の自動記録システム（又は 1 つの記録システムと

連邦以外の記録）をコンピュータによって照合する「マッチング」を行う際、書面による取り決め

を国民に閲覧できるようにすることや、その後 1 9 9 0 年 1 1 月 5 日成立の改正によりマッチン

グ・プログラムによって作成された情報に基づく不利益処分の禁止等が追加された。  

 

第二節  公正信用報告法（F e d e r a l  C r e d i t  R e p o r t i n g  A c t ,  F C R A ) 9 8  

 1 9 7 4 年プライバシー法に先立つ 1 9 7 0 年 1 0 月 2 6 日に成立した「公正信用報告法

（F e d e r a l  C r e d i t  R e p o r t i n g  A c t ,  F C R A ） 」は、民間部門のプライバシー保護を謳った「現

代的プライバシー権立法化のはしり（堀部（ 1 9 8 8 ： 2 9 ） ）であり、「アメリカ初の連邦消費者情報

プライバシー法であり、世界初の情報プライバシー法の 1 つである」（フーフナグル（ 2 0 1 8 ：

1 8 2 ） ）と言われる。その内容は「消費者報告およびクレジット、雇用、賃貸、『消費者発端の』

取引、その他の機会のために評価することを目的に消費者に関するファイルを分類の実務を横

断的に規制するため」（フーフナグル（ 2 0 1 8 ： 1 8 2 ） ）のものであり、この後に成立した 1 9 7 8 年

金融プライバシー権利法（R i g h t  t o  F i n a n c i a l  P r i v a c y  A c t  o f  1 9 7 8 ） 9 9、 1 9 9 9 年金融サ

ービス近代化法 (グラムリーチブライリー法 ) （F i n a n c i a l  S e r v i c e s  M o d e r n i z a t i o n  A c t  o f  

1 9 9 9 ,  G r a m m - L e a c h  B l i l e y  A c t ） 1 0 0と同様に「信用・金融分野」における個人情報・プライ

バシー保護の法律である (石井（ 2 0 0 8 ： 4 1 6 - 4 1 7 ） )。一方、いわゆる「『ビッグデータ』をはじめ

に規制した法律である」 （フーフナグル（ 2 0 1 8 ： 2 0 1 ） ）とも言われるように、金融における個人

情報のみならず、前述の通り消費者発端の取引の横断的取引に関する規制である点が特徴で

あり、後述するように後に F T C がこの法律の解釈及び実施に関する規制を制定することにな

る（石井（ 2 0 1 8 ： 4 3 6 ） ） 。  

 ＦＣＲＡは、 1 9 6 8 年成立の消費者信用保護法（C o n s u m e r  C r e d i t  P r o t e c t i o n  A c t  o f  

1 9 6 8、C C P A ） 1 0 1を改正し第 6 編として追加される形で成立、 1 9 7 1 年に施行された。アメリ

カでは南北戦争のすぐ後から消費者報告が始まったとされているが、急速に消費者負債が増

えたのは 1 9 5 0 年以降である（フーフナグル（ 2 0 1 8 ： 1 8 2 ） ） 。消費者信用 1 0 2が安全に行われ

るためには、「消費者の信用性及び貸付承諾を書面化する何らかの仕組みが必要だった」が、

こうした消費者の情報を調査する機関として、消費者報告機関（C o n s u m e r  R e p o r t i n g  

a g e n c i e s ;  C R A s )が登場した。多くの C R A は地元・地域単位で運営された地域限定的な独

 
9 8  F e d e r a l  C r e d i t  R e p o r t i n g  A c t ,  P u b .  L . 9 1 - 5 0 8 ,  T i t l e  V I  6 0 1 ,  O c t o b e r  2 6 ,  1 9 7 0 ,  8 4  S t a t .  1 1 2 7  ( c o d i f i e d  a s  

a m e n d e d  a t  1 5  U . S . C .   § 1 6 8 1  e t  s e q . ) .  
9 9  R i g h t  t o  F i n a n c i a l  P r i v a c y  A c t  o f  1 9 7 8 ,  P u b .  L .  N o .  9 5 - 6 3 0 ,  9 2  S t a t .  3 6 9 7  ( c o d i f i e d  a s  a m e n d e d  a t  1 2  

U . S . C .  §§ 3 4 0 1 - 3 4 2 2 ) .  
1 0 0  F i n a n c i a l  S e r v i c e s  M o d e r n i z a t i o n  A c t  o f  1 9 9 9 ,  P u b .  L .  N o .  1 0 6 - 1 0 2 ,  1 1 3  S t a t .  1 3 3 8  ( c o d i f i e d  a s  

a m e n d e d  i n  s c a t t e r e d  s e c t i o n s  o f  1 2  U . S . C .  1 5  U . S . C . ,  1 6  U . S . C . ) .  
1 0 1  C o n s u m e r  C r e d i t  P r o t e c t i o n  A c t  o f  1 9 6 8  P u b .  L .  N o . 9 0 - 3 2 1 ,  8 2  S t a t .  1 4 6  ( 1 5  U . S . C .  1 6 0 1  e t  s e q . )  
1 0 2  アメ リカの消費者信用は、第三者が営利目的で経営するク レジ ッ ト ビュー ロ型、日本は、非営利を原則と して業者が業者の

ために運営するレンダース ・エ ク スチ ェンジ型 と言われている （ 長谷川 （ 2 0 0 5 ： 9 0 ） ） 。  
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占企業であった（長谷川（ 2 0 0 5 ： 9 0 ） ） 。こうした、「消費者報告期間が提供する情報が、個人

の財政状況や支払い記録などの信用情報に逮捕や訴訟歴等の公的記録を加えたものである。

また、雇用や保険調査の場合は、信用情報等に調査される人物の性格、習慣（性癖も含む）、

道徳性も加えられた」（長谷川（ 2 0 0 5 ： 9 1 ） ） 。これらの情報は、貸金業者、保険業者に加え、ス

ーパーマーケット業者、宝飾店、メディカルケアサービス提供業者、メール・オーダー業者、スポ

ーツ用品業者、など多岐に渡る業者から提供されていた（長谷川（ 2 0 0 5 ： 9 3 ） ）。こうした消費

者報告機関の制度は、消費者信用の与信調査として機能することに加え、雇用や保険に対す

る調査にも利用されることがあり、消費者が著しく不利な立場に置かれるという問題が指摘され

ていた。また、各 C R A が提示する「信用スコア」が貸し付けの判断に使われるものの下駄医的

なものではなく、かつたとえ虚偽や誤りなどの情報であってもその訂正が困難である、という点

も消費者の不利益として問題視されていた（フーフナグル（ 2 0 1 8 ： 1 8 6 - 1 8 8 ） ） 。こうしたことか

ら、 1 9 7 0 年に F C R A が成立、 1 9 7 1 年に施行された。以下がその立法目的（第 6 0 2 条）であ

る。  

 

( a )  A c c u r a c y  a n d  f a i r n e s s  o f  c r e d i t  r e p o r t i n g .  T h e  C o n g r e s s  m a k e s  t h e  

f o l l o w i n g  f i n d i n g s :  

( 1 )  T h e  b a n k i n g  s y s t e m  i s  d e p e n d e n t  u p o n  f a i r  a n d  a c c u r a t e  c r e d i t  

r e p o r t i n g .  I n a c c u r a t e  c r e d i t  r e p o r t s  d i r e c t l y  i m p a i r  t h e  e f f i c i e n c y  o f  t h e  

b a n k i n g  s y s t e m ,  a n d  u n f a i r  c r e d i t  r e p o r t i n g  m e t h o d s  u n d e r m i n e  t h e  

p u b l i c  c o n f i d e n c e  w h i c h  i s  e s s e n t i a l  t o  t h e  c o n t i n u e d  f u n c t i o n i n g  o f  t h e  

b a n k i n g  s y s t e m .  

( 2 )  A n  e l a b o r a t e  m e c h a n i s m  h a s  b e e n  d e v e l o p e d  f o r  i n v e s t i g a t i n g  a n d  

e v a l u a t i n g  t h e  c r e d i t  w o r t h i n e s s ,  c r e d i t  s t a n d i n g ,  c r e d i t  c a p a c i t y ,  

c h a r a c t e r ,  a n d  g e n e r a l  r e p u t a t i o n  o f  c o n s u m e r s .  

( 3 )  C o n s u m e r  r e p o r t i n g  a g e n c i e s  h a v e  a s s u m e d  a  v i t a l  r o l e  i n  

a s s e m b l i n g  a n d  e v a l u a t i n g  c o n s u m e r  c r e d i t  a n d  o t h e r  i n f o r m a t i o n  o n  

c o n s u m e r s .  

( 4 )  T h e r e  i s  a  n e e d  t o  i n s u r e  t h a t  c o n s u m e r  r e p o r t i n g  a g e n c i e s  e x e r c i s e  

t h e i r  g r a v e  r e s p o n s i b i l i t i e s  w i t h  f a i r n e s s ,  i m p a r t i a l i t y ,  a n d  a  r e s p e c t  f o r  

t h e  c o n s u m e r ' s  r i g h t  t o  p r i v a c y .  

( b )  R e a s o n a b l e  p r o c e d u r e s .  I t  i s  t h e  p u r p o s e  o f  t h i s  t i t l e  t o  r e q u i r e  t h a t  

c o n s u m e r  r e p o r t i n g  a g e n c i e s  a d o p t  r e a s o n a b l e  p r o c e d u r e s  f o r  m e e t i n g  

t h e  n e e d s  o f  c o m m e r c e  f o r  c o n s u m e r  c r e d i t ,  p e r s o n n e l ,  i n s u r a n c e ,  a n d  

o t h e r  i n f o r m a t i o n  i n  a  m a n n e r  w h i c h  i s  f a i r  a n d  e q u i t a b l e  t o  t h e  

c o n s u m e r ,  w i t h  r e g a r d  t o  t h e  c o n f i d e n t i a l i t y ,  a c c u r a c y ,  r e l e v a n c y ,  a n d  

p r o p e r  u t i l i z a t i o n  o f  s u c h  i n f o r m a t i o n  i n  a c c o r d a n c e  w i t h  t h e  

r e q u i r e m e n t s  o f  t h i s  t i t l e . 1 0 3  

a )  信用報告の正確性と公平性。議会は、以下の所見を行う：  

 
1 0 3  h t t p s : / / f a m g u a r d i a n . o r g / S u b j e c t s / M o n e y B a n k i n g / B a n k s / P u b l i c L a w - 9 1 - 5 0 8 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 日閲覧  
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( 1 )  銀行制度は、公正で正確な信用報告に依存している。不正確な信用報告は銀行制度

の効率を直接的に損ない、不公正な信用報告方法は銀行制度の継続的な機能に不可欠

な社会的信用を損なうものである。  

( 2 )  消費者の信用度、信用状態、信用能力、性格、一般的な評判を調査し評価するため

の精巧なメカニズムが開発されている。  

( 3 )消費者信用情報機関は、消費者の信用情報およびその他の情報を収集し評価する上

で、重要な役割を担っている。  

( 4 )  消費者報告機関が、公正、公平、および消費者のプライバシー権を尊重した上で、そ

の重大な責任を行使することを保証する必要性がある。  

( b )  合理的な手続き。本号の目的は、消費者情報機関が、消費者の信用、人事、保険お

よびその他の情報に対する商業のニーズに応えるために、本号の要件に従って、当該情

報の機密性、正確性、関連性、および適切な利用に関して、消費者にとって公平かつ公正

な方法で合理的な手続きを採用することを要求することである。  （筆者訳）  

 

 この F C R A には、正確性の義務、消費者への開示義務 1 0 4 （調査を行う前に本人に通知、要

望に応じて調査内容を本人に開示）に加え、消費者報告及び事前審査の許容できる利用目的

とその範囲（雇用目的、保険審査目的、専門家ライセンス付与、児童支援義務評価目的での新

しい信用取引および既存アカウントの見直し）を細かく規定している 1 0 5。さらに、F C R A は

2 0 0 3 年 1 2 月に改正法である「公正及び正確な信用取引法（ F a i r  a n d  A c c u r a t e  C r e d i t  

T r a n s a c t i o n s  A c t、F A C T A ） 」 1 0 6が成立し、さらに I D 窃盗（なりすまし）やオプト・アウト権

の付与が義務付けられた（田中（ 2 0 0 4 ： 3 ） ） 。前述の通り、この F C R A / F A C T A は F T C によ

り解釈及び実施に関する規則を制定している。  

 このほか、情報通信分野では、「 1 9 3 4 年通信法（C o m m u n i c a t i o n  A c t  o f  1 9 3 4 ） 」 1 0 7 /

「 1 9 9 1 年電話消費者保護法（ T e l e p h o n e  C o n s u m e r  P r o t e c t i o n  A c t  o f  1 9 9 1 ） 」 1 0 8 /

「 1 9 9 6 年電気通信法（ T e l e c o m m u n i c a t i o n  A c t  o f  1 9 9 6 ） 」 1 0 9 / 「 2 0 0 3 年スパム・メール

防止法」、児童保護・教育分野では「 1 9 9 8 年子どもオンライン・プライバシー保護法

（C h i l d r e n ’ s  O n l i n e  P r i v a c y  P r o t e c t i o n  A c t  o f  1 9 9 8 ,  C O P P A ） 」 1 1 0 / 「 1 9 7 4 年家族

の教育権及びプライバシー法（ F a m i l y  E d u c a t i o n  R i g h t s  a n d  P r i v a c y  A c t  o f  1 9 7 4 ） 」

1 1 1、医療分野では「 1 9 9 6 年健康保険の移動性及び責任制に関する法律（H e a l t h  

 
1 0 4  § 6 0 6 .  D i s c l o s u r e  o f  i n v e s t i g a t i v e  c o n s u m e r  r e p o r t s  [ 1 5  U . S . C .  § 1 6 8 1 d ]  
1 0 5  § 6 0 6 .  D i s c l o s u r e  o f  i n v e s t i g a t i v e  c o n s u m e r  r e p o r t s  [ 1 5  U . S . C .  § 1 6 8 1 b ]  
1 0 6  F a i r  a n d  A c c u r a t e  C r e d i t  T r a n s a c t i o n s  A c t  o f  2 0 0 3 ,  P u b .  L .  N o .  1 0 8 - 1 5 9 ,  1 1 7  S t a t .  1 9 5 2  

( c o d i f i e d  a s  a m e n d e d  a t  1 5  U . S . C .  § 1 6 8 1  e t  s e q .  
1 0 7  C o m m u n i c a t i o n  A c t  o f  1 9 3 4 ,  P u b .  L .  N o .  7 3 - 4 1 6 ,  4 8  S t a t .  1 0 6 4  ( c o n d i f i e d  a s  a m e n d e d  a t  4 7  

U . S . C .  § 1 5 1  e t  s e q ) .  
1 0 8  T e l e p h o n e  C o n s u m e r  P r o t e c t i o n  A c t  o f  1 9 9 1 ,  P u b .  L .  N o .  1 0 2 - 2 4 3 ,  1 0 5  S t a t .  2 3 9 4  ( c o d i f i e d  a s  

a m e n d e d  a t  4 7  U . S . C .  § 5 5 1  e t  s e q ) .  
1 0 9  T e l e c o m m u n i c a t i o n  A c t  o f  1 9 9 6 ,  P u b .  L .  N o . 1 0 4 - 1 0 4 ,  1 1 0  S t a t .  5 6  ( c o d i f i e d  a s  a m e n d e d  a t  4 7  

U . S . C .  § 2 2 2 ) .  
1 1 0  C h i l d r e n ’ s  O n l i n e  P r i v a c y  P r o t e c t i o n  A c t  o f  1 9 9 8 ,  P u b .  L .  N o . 4 0 5 - 2 2 7 ,  1 1 2  S t a t .  2 6 8 1 - 7 2 8  

( c o d i f i e d  a s  a m e n d e d  a t  1 5  U . S . C .  §§ 6 5 0 1 - 6 5 0 6 ) .  
1 1 1  F a m i l y  E d u c a t i o n  R i g h t s  a n d  P r i v a c y  A c t  o f  1 9 7 4 ,  P u b .  L .  N o . 9 3 - 3 8 0 ,  8 8  S t a t .  5 7 1  ( c o d i f i e d  a s  

a m e n d e d  a d  2 0  U . S . C .  § 1 2 3 2 g ) .  
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I n s u r a n c e  P o r t a b i l i t y  a n d  A c c o u n t a b i l i t y  A c t  o f  1 9 9 6 ,  H I P A A ） 」 1 1 2に基づくプライ

バシー・ルール（ 2 0 0 3 年）など各分野における個別法での規制がある。  

 

第三節  F T C 法（F e d e r a l  T r a d e  C o m m i s s i o n  A c t  o f  1 9 1 4 ） 1 1 3  

前節で述べた通り、アメリカにおける「民間部門のプライバシー保護は、金融、情報通信、医療

分野等の特定分野で個別法が制定されているが、それ以外の部分は原則で自主規制にゆだね

られている」が、これら「特定分社の個別法においても、民間事業者の自主規制においても、連

邦取引委員会（F T C ）が消費者保護の立場から法執行権限を行使している」（石井（ 2 0 1 7 ：

4 0 8 ） ）。  

 もともと、F T C は「米国の F T C （F e d e r a l  T r a d e  C o m m i s s i o n ：連邦取引委員会）は、

F T C 法（F e d e r a l  T r a d e  C o m m i s s i o n  A c t  o f  1 9 1 4 ）に基づいて、 1 9 1 4 年に商務省

（C o m m e r c e  D e p a r t m e n t ）の企業局（B u r e a u  o f  C o r p o r a t i o n s ）から独立する形で設置

された独立行政委員会である」（小向（ 2 0 1 4 ：E 1 0 0 ） ） 。下記、その組織概要と組織構成につい

て引用する。  

 

当初は、商取引における不公正な競争方法を防止する競争政策を担う機関として設立

されたが、消費者問題が顕在化してきた 1 9 3 0 年代から欺瞞的な商法への対応が事実

上行われるようになった。その後の 1 9 3 8 年の F T C 法改正により F T C における消費

者保護分野における権限が明確され、消費者保護機関としての位置付けが確立され

た。  

今日においては、F T C における競争政策と消費者保護は消費者の利益を守るための

車の両輪のような役割を果たすものと考えられている。具体的には、競争政策は市場に

おける公正な競争状態を確保するものであり、また消費者保護は不公正又は欺瞞的行

為により消費者の選択が阻害されることを阻止するものであると捉えられている。その

ような発想に基づき、競争政策及び消費者保護は共に、健全な市場の実現により、消費

者の利益を保護することを共通の最終目的とするものであると考えられている。 F T C の

組織は５人の委員（C o m m i s s i o n e r s、うち１名が委員長（C h a i r m a n  o r  

C h a i r w o m a n ） ）で構成される委員会（ F u l l  C o m m i s s i o n ）の下、３つの局

（B u r e a u ） 、 1 1 の室（O f f i c e ）及び８つの地域事務所（R e g i o n a l  O f f i c e ）が置かれ

ている。F T C の組織運営や意思決定は、米国大統領によって選ばれ、連邦議会上院

（S e n a t e ）によって承認された委員の合議により行われる（高橋（ 2 0 2 1 ： 4 1 - 4 2 ） ） 。  

 

 

 

 

 

 

 
1 1 2  H e a l t h  I n s u r a n c e  P o r t a b i l i t y  a n d  A c c o u n t a b i l i t y  A c t  o f  1 9 9 6 ,  P u b .  L .  N o . 1 0 4 - 1 9 1 ,  1 0 0  S t a t .  

1 9 3 6  ( c o d i f i e d  a s  a m e n d e d  i n  s c a t t e r e d  s e c t i o n s  o f  2 9  U . S . C . ,  4 2  U . S . C . ) .  
1 1 3  F e d e r a l  T r a d e  C o m m i s s i o n  A c t ,  1 5  U . S . C .  § 4 1 - 5 8  a s  a m e n d e d  e t  s e q .  
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図  1 2  F T C の組織図  

 
出典： （高橋（ 2 0 2 1 ： 4 2 ） ） より 。 F T C ウェブサイトから （高橋）が略図して作成したものを引用。

h t t p s : / / w w w . f t c . g o v / s y s t e m / f i l e s / a t t a c h m e n t s / a b o u t - f t c / f t c _ o r g _ c h a r t . p d f  

 

 この F T C 法において、消費者のプライバシー保護に関する部分に該当するのが、いわゆる

F T C 法第 5 条と言われる部分である。  

 

1 9 1 4 年の F T C 設立時には、当時の反競争的状況を防ぐ取組の一環として、不公正な方

法による取引を防ぐことが主な目的とされていた。その後、 F T C に反競争的行為を監督す

るより広い権限を与える法律が制定され、 1 9 3 8 年には第 5 条に「不公正または欺瞞的な

行為または慣行」の禁止規定が追加された。それ以降、 F T C はさまざまな分野の消費者

保護全般を所掌するようになり、 1 9 7 5 年には産業全体の取引規制に関するルール策定

権限が付与されている。  

F T C 法 5 条は、「商業活動に関わる不公正な競争手段と、商業活動に関わる不公正また

は欺瞞的な行為または慣行は、違法であることがここに宣言される（ 1 5  U . S . C .  

§ 4 5 ( a ) ( 1 ) . ） 」と規定しており、F T C が消費者プライバシー保護に関する規制を行う根拠

となっている。ここでいう「不公正」とは「実質的な損害を消費者に与えるか与えそうなもの

で、消費者自身が合理的には避けることができないものであり、消費者や競争上の観点か

らの利点によって正当化されないものをいう（ 1 5  U . S . C .  § .  4 5 ( n ) . ）。なお、F T C  法第

5 条の「不公正又は欺瞞的行為又は実務」には、海外の商業活動で米国内合理的に予測

しうる範囲の損害を米国内に生じるか、米国内に物理的影響を及ぼすものも含む。  

F T C が F T C 法 5 条に基づき消費者保護のために行う法執行には、行政的措置

（A d m i n i s t r a t i v e  E n f o r c e m e n t ）と司法的措置（ J u d i c i a l  E n f o r c e m e n t ）があり、行

政的措置にはさらに「審決」と「ルール策定」の 2 つの手続きがある（小向（ 2 0 1 4 ：

E 1 0 0 ） ） 。  
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 これに基づき、F T C は、消費者プライバシー保護への取り組みを行ってきたが、特に電子商

取引の登場に伴うオンライン行動ターゲティング広告などの調査、法執行、研究及びその他政

策展開への取組を行ってきた（石井（ 2 0 1 7 ： 4 2 1 ） ） 。  

 

表  1 4  主な F T C 報告書  

時期  報告書  概要  

1 9 9 8 年 6 月  プライバシー・オンライン：

議会への報告 1 1 4  

プライバシーについて「公正情報実務コード （ f a i r  

i n f o r m a t i o n  p r a c t i c e  c o d e s ） 」 として①通知 /認識②

選択 /同意③アクセス /参加④完全性 /安全性⑤執行 /補償、

の 5 つを提示。特にオンライン上の子供のデータについて

親の事前同意が必要と提言。  

2 0 0 0 年 5 月  オンライン上のプライバシ

ー：電子商取引における公

正情報実務：議会への報

告書 1 1 5  

1 9 9 9 年報告書で提言した 「自主規制（ S e l f -

R e g u l a t i o n ） 」が機能していない点から、 1 9 9 8 年報告書

で提示した 5 つを元にウェブサイトが順守すべき 4 つに再

定義。①通知②選択③アクセス④安全性   

2 0 0 0 年 6 月第

1 報  

→ 2 0 0 0 年 7 月  

オンライン・プロファイリン

グ：議会への報告書  第 2

報 1 1 6  

ネッ ト広告配信会社のオンラ インプロフ ァイ リングに関して 、 消費

者のプライバシー保護を法律で規制するよ う 、議会に対して勧告

（ 6 月 1 3 日に発表した 、 オンラ インプロフ ァ イ リ ングの実態や消費

者のプライバシー懸念などを記載した第 1 報の続報 ） 。 F T C は 、

広告会社が自主規制方針の策定を目指して設立した 「 N e t w o r k  

A d v e r t i s i n g  I n i t i a t i v e  ( N A I ) 」 に ついて 、全員一致で支持を

表明。  

また 、第 1 報で提示され日本の議論でも注目された 「 P I I

（ p e r s o n a l l y  i d e n t i f i a b l e  i n f o r m a t i o n ） と 「 n o n - P I I

（ n o n - p e r s o n a l l y  i d e n t i f i a b l e  i n f o r m a t i o n ） 」 に ついて 、

その区別の困難性を指摘した 。  

2 0 0 7 年 1 2 月  オンライン上の行動広告：

実行可能な自主規制諸原

則に向けた議論の動向 1 1 7  

行動ターゲティ ング広告に対し 、①透明性と消費者側でのコン ト ロ

ール②安全性と限定性③既存規約の変更に際する明示的同意の

必要性④センシテ ィブデー タの利用禁止⑤目的外利用についての

事前同意、を提示。  

2 0 0 9 年 2 月  オンライン上の行動広告の

ための自主規制諸原則トラ

ッキング、ターゲティング及

び技術 1 1 8  

2 0 0 0 年 6 月 ・ 7 月報告書、 2 0 0 7 年報告書に続き 、 オンラ イン広

告の視点から 、た とえ既存のいわゆる個人に結び付 く情報 （氏名 、

住所、生年月日、電話番号など ） ではない匿名 な行動デー タでも 、

結合、あ るいはその他の新技術により個人を特定でき得る危険性

を指摘。  

2 0 1 2 年 3 月  F T C 報告書「急変する時

代の消費者プライバシー保

護」  

通称「プライバシー・レポー

ト 」 1 1 9  

P b D の枠組みを用い 、 シンプルな選択を提供し 、透明性を確保す

るべき 、 とい う基本原則を示した 。また 、企業に対し 、 「 D o  N o t  

T r a c k 」 など自主規制を促す提言を行った 。 また 、 「 プ ロフ ァイ リ ン

グ 」の リス クについても指摘している 。  

なお 、本報告書内で取 り上げられた 、 P I I / n o n - P I I の保護責任の

適用範囲外と して例示された 3 つの要件は、 「 F T C 3 要件 」 と し て

日本における 2 0 1 5 年の個人情報保護法改正に影響を与えた 。  

 
1 1 4  ‘ P r i v a c y  O n l i n e :  A  R e p o r t  t o  C o n g r e s s ’  h t t p s : / / w w w . f t c . g o v / r e p o r t s / p r i v a c y - o n l i n e - r e p o r t - c o n g r e s s  2 0 2 3

年 5 月 1 日閲覧  
1 1 5  ‘ P r i v a c y  O n l i n e :  F a i r  I n f o r m a t i o n  P r a c t i c e s  i n  t h e  E l e c t r o n i c  M a r k e t p l a c e :  A  F e d e r a l  T r a d e  C o m m i s s i o n  

R e p o r t  t o  C o n g r e s s ’  h t t p s : / / w w w . f t c . g o v / r e p o r t s / p r i v a c y - o n l i n e - f a i r - i n f o r m a t i o n - p r a c t i c e s - e l e c t r o n i c -

m a r k e t p l a c e - f e d e r a l - t r a d e - c o m m i s s i o n - r e p o r t  2 0 2 3 年 5 月 1 日 閲 覧  
1 1 6  ‘ O n l i n e  P r o f i l i n g :  A  F e d e r a l  T r a d e  C o m m i s s i o n  R e p o r t  t o  C o n g r e s s ,  P a r t  2 ’  

h t t p s : / / w w w . f t c . g o v / r e p o r t s / o n l i n e - p r o f i l i n g - f e d e r a l - t r a d e - c o m m i s s i o n - r e p o r t - c o n g r e s s - p a r t - 2  2 0 2 3 年 5 月 1 日 閲

覧  
1 1 7  ‘ O n l i n e  B e h a v i o r a l  A d v e r t i s i n g :  M o v i n g  t h e  D i s c u s s i o n  F o r w a r d  t o  P o s s i b l e  S e l f - R e g u l a t o r y  P r i n c i p l e s :  

S t a t e m e n t  o f  t h e  B u r e a u  o f  C o n s u m e r  P r o t e c t i o n  P r o p o s i n g  G o v e r n i n g  P r i n c i p l e s  F o r  O n l i n e  B e h a v i o r a l  

A d v e r t i s i n g  a n d  R e q u e s t i n g  C o m m e n t ’  

h t t p s : / / w w w . f t c . g o v / s i t e s / d e f a u l t / f i l e s / d o c u m e n t s / p u b l i c _ s t a t e m e n t s / o n l i n e - b e h a v i o r a l - a d v e r t i s i n g - m o v i n g -

d i s c u s s i o n - f o r w a r d - p o s s i b l e - s e l f - r e g u l a t o r y - p r i n c i p l e s / p 8 5 9 9 0 0 s t m t . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 日閲覧  
1 1 8  ‘ F T C  S t a f f  R e p o r t :  S e l f - R e g u l a t o r y  P r i n c i p l e s  F o r  O n l i n e  B e h a v i o r a l  A d v e r t i s i n g ’  

h t t p s : / / w w w . f t c . g o v / s i t e s / d e f a u l t / f i l e s / d o c u m e n t s / r e p o r t s / f e d e r a l - t r a d e - c o m m i s s i o n - s t a f f - r e p o r t - s e l f -

r e g u l a t o r y - p r i n c i p l e s - o n l i n e - b e h a v i o r a l - a d v e r t i s i n g / p 0 8 5 4 0 0 b e h a v a d r e p o r t . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 日閲覧  
1 1 9  ‘ F T C ,  P r o t e c t i n g  C o n s u m e r  P r i v a c y  i s  a n  E R A  o f  R a p i d  C h a n g e ,  r e c o m m e n d a t i o n s  f o r  B u s i n e s s  a n d  

P o l i c y m a k e r s  ( M a r .  2 6 ,  2 0 1 2 )  h t t p s : / / w w w . f t c . g o v / r e p o r t s / p r o t e c t i n g - c o n s u m e r - p r i v a c y - e r a - r a p i d - c h a n g e -

r e c o m m e n d a t i o n s - b u s i n e s s e s - p o l i c y m a k e r s  2 0 2 3 年 5 月 6 日閲覧  
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2 0 1 4 年 5 月  F T C データブローカー報

告書 1 2 0  

2 0 1 2 年報告書後、 9 社のデー タブロー カー 1 2 1 に対する調査を行

い 、法規制を議会に勧告。  

ブロー カを 、マーケテ ィ ングを商品と して販売する 、あるいは信用

調査など リスク軽減のために情報を販売する 、また 、 検索結果情

報などを販売する 、の 3 つに分類し 、それぞれの特徴を分析した

うえで 、 P b D に即した活動を促すために法規制を提案した 。 この

背景には、 2 0 0 9 年報告書、 2 0 1 2 年報告書でも指摘されている

よ うに 、いわゆる行動デー タ等を結合するこ とで 、 F C R A で規制さ

れていない企業によって本来 F C R A で規制されているよ うな信用

情報に相当するよ う な情報を作成できてしま う とい う問題意識があ

る 。  

2 0 1 6 年 1 月  ビッグデータ・レポート 1 2 2  2 0 1 4 年報告書からさらに焦点をビッグデータに絞り、段階

を①収集②編集 /検討③分析④利用、のうち④利用に焦点

を当て、利用における効果の最大化とリスクの軽減を目指

した報告書。 （これまでの P b D の枠組みとは別の視点）。  

2 0 1 7 年 1 2 月  F T C スタッフ報告書  

「検索エンジン：広告と記事

のあいまいな境界線につい

て」 1 2 3  

オンラ イン広告の虚偽等については F T C 第 5 条で規制されてい

るものの、検索広告や 「 ネイ テ ィ ブ広告 」 と呼ばれる 「 記事のよ う な

広告 」 などが普及し何が 「虚偽 」 に当たるのかあいまいになってい

る点について、 F T C ス タッ フが行った調査報告 。 G o o g l e

（ P C / M B ） 、 B i n g （ P C / M B ） 、 G e a r  P a t r o l 、 T i m e 、 Y a h o o 、

C h i c a g o  T r i b u n e の 8 サービスが対象。  

2 0 2 0 年 7 月  S N S 上のボットおよび虚

偽広告」報告書 1 2 4  

イン ターネッ ト 上の少なからぬ割合 （報告書では 3 7％以上 ）の ト ラ

フ ィ ッ クがボッ トによる と推計 される状況と言われてお り 、自動応

答による対応やサポー トなどに使われる一方、悪意あるいは虚偽

の広告等にアッ供養されるリスクが高まっている点を調査 。 F T C

は世界的 S N S マーケテ ィング企業 「 D e v u m i 」 を 告訴 、 D e v u m i  

は 2 5 0 万米ドルの支払いを命じ られた 。  

2 0 2 1 年 6 月  A m a z o n に対する批判な

ど反トラスト法の限界を指

摘した論文で注目されたリ

ナ・カーン氏がバイデン大

統領の指名により F T C 委

員長に就任 = > A m a z o n と

F a c e b o o k がのちに調査

からの除外を求める異例

の嘆願書を提出。  

 

2 0 2 2 年 5 月  E d T e c h 企業に対する児

童監視についての方針 1 2 5  

1 9 9 8 年 C O P P A により児童のプライバシー保護に取り組

み、急速なデジタル化に合わせて 2 0 1 3 年に改正したが、

コロナ禍により在宅でのオンライン学習が急速に普及し、利

点とともに懸念も浮き彫りになった。教育を名目に児童のプ

ライバシー保護が後回しにならないよう、懸念を表明。  

2 0 2 2 年 6 月  A I によるオンライン上オ危

険性についての報告書 1 2 6  

2 0 2 1 年の包括歳出法案 1 2 7に基づき、A I が与えるオ

ンライン上有害な事象を調査し以下 9 点の提案をし

た。①過度な依存の回避②人間の介在③透明性と説

 
1 2 0  ‘ F T C ,  D A T A  B R O K E R S :  A  C a l l  f o r  T r a n s p a r e n c y  a n d  A c c o u n t a b i l i t y ’  h t t p s : / / w w w . f t c . g o v / r e p o r t s / d a t a -

b r o k e r s - c a l l - t r a n s p a r e n c y - a c c o u n t a b i l i t y - r e p o r t - f e d e r a l - t r a d e - c o m m i s s i o n - m a y - 2 0 1 4  2 0 2 3 年 5 月 6 日閲覧  
1 2 1  9 社は 、 1 )  A c x i o m ,  2 )  C o r e l o g i c ,  3 )  D a t a l o g i x ,  4 )  e B u r e a u ,  5 )  I D  A n a l y t i c s ,  6 )  I n t e l i u s ,  7 )  P e e k y o u ,  8 )  

R a p l e a f ,  a n d  9 )  R e c o r d e d  F u t u r e .  h t t p s : / / w w w . f t c . g o v / n e w s - e v e n t s / n e w s / p r e s s - r e l e a s e s / 2 0 1 2 / 1 2 / f t c - s t u d y -

d a t a - b r o k e r - i n d u s t r y s - c o l l e c t i o n - u s e - c o n s u m e r - d a t a   2 0 2 3 年 5 月 6 日閲覧  
1 2 2  ‘ B i g  D a t a :  A  T o o l  f o r  I n c l u s i o n  o r  e x c l u s i o n ?  U n d e r s t a n d i n g  t h e  I s s u e s  ( F T C  R e p o r t )  

h t t p s : / / w w w . f t c . g o v / r e p o r t s / b i g - d a t a - t o o l - i n c l u s i o n - o r - e x c l u s i o n - u n d e r s t a n d i n g - i s s u e s - f t c - r e p o r t  2 0 2 3 年 5 月

6 日閲覧  
1 2 3  ‘ A n  E x p l o r a t i o n  o f  C o n s u m e r s ’  A d v e r t i s i n g  R e c o g n i t i o n  i n  t h e  C o n t e x t s  o f  S e a r c h  E n g i n e s  a n d  N a t i v e  

A d v e r t i s i n g ’  h t t p s : / / w w w . f t c . g o v / r e p o r t s / b l u r r e d - l i n e s - e x p l o r a t i o n - c o n s u m e r s - a d v e r t i s i n g - r e c o g n i t i o n -

c o n t e x t s - s e a r c h - e n g i n e s - n a t i v e  2 0 2 3 年 5 月 6 日閲覧  
1 2 4  ‘ S o c i a l  M e d i a  B o t s  a n d  A d v e r t i s i n g :  F T C  R e p o r t  t o  C o n g r e s s ’  

h t t p s : / / w w w . f t c . g o v / r e p o r t s / s o c i a l - m e d i a - b o t s - a d v e r t i s i n g - f t c - r e p o r t - c o n g r e s s  2 0 2 3 年 5 月 6 日閲覧  
1 2 5  ‘ P o l i c y  S t a t e m e n t  o f  t h e  F e d e r a l  T r a d e  C o m m i s s i o n  o n  E d u c a t i o n  T e c h n o l o g y  a n d  t h e  C h i l d r e n ’ s  O n l i n e  

P r i v a c y  P r o t e c t i o n  A c t ’  h t t p s : / / w w w . f t c . g o v / l e g a l - l i b r a r y / b r o w s e / p o l i c y - s t a t e m e n t - f e d e r a l - t r a d e - c o m m i s s i o n -

e d u c a t i o n - t e c h n o l o g y - c h i l d r e n s - o n l i n e - p r i v a c y - p r o t e c t i o n   2 0 2 3 年 5 月 6 日閲覧  
1 2 6  ‘ C o m b a t t i n g  O n l i n e  H a r m s  T h r o u g h  I n n o v a t i o n ’  h t t p s : / / w w w . f t c . g o v / n e w s - e v e n t s / n e w s / p r e s s -

r e l e a s e s / 2 0 2 2 / 0 6 / f t c - r e p o r t - w a r n s - a b o u t - u s i n g - a r t i f i c i a l - i n t e l l i g e n c e - c o m b a t - o n l i n e - p r o b l e m s  

2 0 2 3 年 5 月 6 日閲覧 .  
1 2 7  C o n s o l i d a t e d  A p p r o p r i a t i o n s  A c t ,  2 0 2 1 ,  P u b .  L .  N o .  1 1 6 - 2 6 0 ,  T i t l e  X V ,  §  1 5 0 1  
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明責任④責任あるデータサイエンス⑤プラットフォー

ムへの A I 介入⑥ユーザーツール⑦利用可能性と計

測可能性⑧内容の信憑性と証明⑨立法  

出典 ： F T C ウェブサイ トおよび （ 石井 （ 2 0 1 7 ： 4 0 9 - 4 5 4 ） ） を 参照し筆者作成  

 

 このように、特に、「F T C 第 5 条が存在感を見せるのは、セクトラル方式の法律が適用されな

い分野において、民間事業者の自主的取組を担保する場面である」（石井（ 2 0 1 7 ： 4 1 8 ） ） 。各

分野の自主的な取組、個別法を尊重しながらも、それが順守されていない場合あるいは現実の

技術革新等の速さに対応できていない場合に、報告書等で勧告あるいは議会への立法提言を

行ってきた。また、 2 0 1 2 年報告書などのように日本の立法にも影響を与えている。さらに、アメ

リカにおけるこうした立ち位置から、E U とアメリカ商務省が交わしたセーフハーバー協定以降

は、E U が加盟国以外に求める「独立機関」として法執行を行ってきた。  

 

第四節  消費者プライバシー権利章典法案 (商務省 N T I A )  

 アメリカ商務省は、後述するＥＵとのセーフハーバー協定において、アメリカ側の交渉窓口を

行ってきた部門である。商務省が取りまとめ、 2 0 1 2 年に当時のオバマ大統領が署名したことで

注目を集めたのが、「消費者プライバシー権利章典法案（C o n s u m e r  P r i v a c y  B i l l  o f  

R i g h t s ） 」である。これは、「ネットワーク社会における消費者データプライバシー：グローバル

化したデジタル経済において、プライバシーを保護しイノベーションを促進するための枠組み

（C O N S U M E R  D A T A  P R I V A C Y  I N  A  N E T W O R K E D  W O R L D : A  F R A  M E W O R K  

F O R  P R O T E C T I N G  P R I V A C Y  A N D  P R O M O T I N G  I N N O V A T I O N  I N  T H E  

G L O B A L  D I G I T A L  E C O N O M Y ） 」 （以下「消費者データプライバシー」） 1 2 8において示され

た 7 原則を指す（石井（ 2 0 1 7 ： 3 8 1 ） ） 。  

 もともとこの「消費者データプライバシー」は、「商務省インターネット政策タスクフォースの

2 0 1 0 年 1 2 月 1 6 日付『インターネット経済における消費者データプライバシーとイノベーショ

ン：ダイナミックな政策枠組み』 1 2 9の提案に基づき策定されたものであると同時に、連邦取引委

員会（F T C ）の消費者プライバシー保護への各取組と連動する形で公表されたものである」（石

井（ 2 0 1 7 ： 3 8 1 ） ） 。この「消費者データプライバシー」は、「消費者プライバシー権利章典」「マ

ルチステークホルダープロセスと行動規範育成」「 F T C の法執行強化」「グローバルな相互運

用の向上」の 4 つで構成されている。  

  

A  C o n s u m e r  P r i v a c y  B i l l  o f  R i g h t s 1 3 0  

-  I n d i v i d u a l  C o n t r o l :  C o n s u m e r s  h a v e  a  r i g h t  t o  e x e r c i s e  c o n t r o l  o v e r  

w h a t  p e r s o n a l  d a t a  c o m p a n i e s  c o l l e c t  f r o m  t h e m  a n d  h o w  t h e y  u s e  i t .  

-  T r a n s p a r e n c y :  C o n s u m e r s  h a v e  a  r i g h t  t o  e a s i l y  u n d e r s t a n d a b l e  a n d  

a c c e s s i b l e  i n f o r m a t i o n  a b o u t  p r i v a c y  a n d  s e c u r i t y  p r a c t i c e s .  

 
1 2 8  h t t p s : / / o b a m a w h i t e h o u s e . a r c h i v e s . g o v / s i t e s / d e f a u l t / f i l e s / p r i v a c y - f i n a l . p d f  2 0 2 3 年 5 月 6 日閲覧 .  
1 2 9  ‘ C o m m e r c i a l  D a t a  P r i v a c y  a n d  I n n o v a t i o n  i n  t h e  I n t e r n e t  E c o n o m y :  A  D y n a m i c  P o l i c y  F r a m e w o r k ’  

h t t p s : / / n t i a . g o v / r e p o r t / 2 0 1 0 / c o m m e r c i a l - d a t a - p r i v a c y - a n d - i n n o v a t i o n - i n t e r n e t - e c o n o m y - d y n a m i c - p o l i c y -

f r a m e w o r k  2 0 2 3 年 5 月 6 日閲覧  
1 3 0  前掲 1 2 9  1 頁  
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-  R e s p e c t  f o r  C o n t e x t :  C o n s u m e r s  h a v e  a  r i g h t  t o  e x p e c t  t h a t  

c o m p a n i e s  w i l l  c o l l e c t ,  u s e ,  a n d  d i s c l o s e  p e r s o n a l  d a t a  i n  w a y s  t h a t  

a r e  c o n s i s t e n t  w i t h  t h e  c o n t e x t  i n  w h i c h  c o n s u m e r s  p r o v i d e  t h e  d a t a .  

-  S e c u r i t y :  C o n s u m e r s  h a v e  a  r i g h t  t o  s e c u r e  a n d  r e s p o n s i b l e  h a n d l i n g  

o f  p e r s o n a l  d a t a .  

-  A c c e s s  a n d  A c c u r a c y :  C o n s u m e r s  h a v e  a  r i g h t  t o  a c c e s s  a n d  c o r r e c t  

p e r s o n a l  d a t a  i n  u s a b l e  f o r m a t s ,  i n  a  m a n n e r  t h a t  i s  a p p r o p r i a t e  t o  

t h e  s e n s i t i v i t y  o f  t h e  d a t a  a n d  t h e  r i s k  o f  a d v e r s e  c o n s e q u e n c e s  t o  

c o n s u m e r s  i f  t h e  d a t a  i s  i n a c c u r a t e .  

-  F o c u s e d  C o l l e c t i o n :  C o n s u m e r s  h a v e  a  r i g h t  t o  r e a s o n a b l e  l i m i t s  o n  

t h e  p e r s o n a l  d a t a  t h a t  c o m p a n i e s  c o l l e c t  a n d  r e t a i n .  

-  A c c o u n t a b i l i t y :  C o n s u m e r s  h a v e  a  r i g h t  t o  h a v e  p e r s o n a l  d a t a  

h a n d l e d  b y  c o m p a n i e s  w i t h  a p p r o p r i a t e  m e a s u r e s  i n  p l a c e  t o  a s s u r e  

t h e y  a d h e r e  t o  t h e  C o n s u m e r  P r i v a c y  B i l l  o f  R i g h t s .  

消費者プライバシー権利章典  

-  個人のコントロール：消費者は企業が消費者からいかなる個人データを収集し、ど

のように利用するかについて、コントロールを行使する権利を有する。  

-  透明性：消費者は、プライバシー及びセキュリティの実務について、容易に理解で

き、アクセス可能な情報を得る権利を有する。  

-  状況の尊重：消費者は、企業において個人データを収集し、利用し、そして開示す

る際には、消費者がデータを提供する状況に適合した方法によることを期待する権

利を有する。  

-  安全性：消費者は、安全かつ責任をもって個人データが取り扱われる権利を有す

る。  

-  アクセス及び正確性：消費者は、データの機微性及びデータが不正確な場合に消

費者に不利な結果をもたらすリスクに適した態様において、利用可能な書式によっ

て、個人データにアクセスし、訂正する権利を有する。  

-  制限的収集：消費者は、個人データを収集及び保有する企業に適切な制限を課す

権利を有する。  

-  責任：消費者は、企業が個人データを取り扱う際に、消費者プライバシー権利章典

を確実に厳守する玉の適切な措置とともに行わせる権利を有する。 （訳は（石井

（ 2 0 1 7 ： 3 8 2 ） ）を参照。）  

 

 この原則は、前述した 1 9 7 3 年報告書 5 原則、および 1 9 7 4 年プライバシー法の 8 原則から

続くいわゆる F I P P s を引き継いでいると言える。  
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表  1 5  報告書 5 原則、 1 9 7 4 年プライバシー法の 8 原則、消費者プライバシー権利章典 7 原

則比較表  

報告書 5 原則  

1 9 7 3 年  

1 9 7 4 年プライバ

シー法 8 原則  

対

応  

消費者プライバシー権利章

典 2 0 1 2 年  

対

応  
（ １ ） その存在自体が秘密になっている

いかなる個人データ記録保管システム

（ p e r s o n a l  d a t a  r e c o r d - k e e p i n g  

s y s t e m s ） も存在してはならない 。  

1 .  公開の原則
（O p e n n e s s  

P r i n c i p l e ）  

( 1 )  個人のコントロール：消費者は企

業が消費者からいかなる個人デ

ータを収集し、どのように利用す

るかについて、コントロールを行

使する権利を有する。  

2  
3  

（ ２ ）  個人は、自己に関するいかなる

情報が記録の中にあり 、 またそれがど

のように利用されているかを見出す方

法がなければならない 。  

2 .  個人アクセスの

原則 （ I n d i v i d u a l  

A c c e s s  P r i n c i p l e ）  

( 2 )  透明性：消費者は、プライバシー

及びセキュリティの実務につい

て、容易に理解でき、アクセス可

能な情報を得る権利を有する  

1  

（ ３ ） 個人がある 1 つの目的のために

取得された自己に関する情報がその承

諾なしにその他の目的のために利用さ

れ、又は使用される こ とを防止する方

法がなければならない 。  

3 .  個人参加の原則
（ I n d i v i d u a l  

P a r t i c i p a t i o n  

P r i n c i p l e ）  

( 4 )  状況の尊重：消費者は、企業にお

いて個人データを収集し、利用

し、そして開示する際には、消費

者がデータを提供する状況に適合

した方法によることを期待する権

利を有する  

 

（ ４ ） 個人が自己に関する識別可能な

情報の記録を訂正または修正する方法

がなければならない 。  

4 .  収集制限の原則
（ C o l l e c t i o n  

L i m i t a t i o n  

P r i n c i p l e ）  

 安全性：消費者は、安全かつ責任

をもって個人データが取り扱われ

る権利を有する  

7  

（ ５ ） 識別可能な個人デー タの記録を作

り出 し 、保有 し 、利用 し 、又は頒布する

いかなる組織も 、データの信頼性をそ

の意図した用途のために確保しなけれ

ばならず 、また 、そのデータの誤用を防

止するための合理的な予防措置を講じ

なければならない 。  

5 .  使用制限の原則
（U s e  L i m i t a t i o n  

P r i n c i p l e ）  

( 3 )  アクセス及び正確性：消費者は、

データの機微性及びデータが不

正確な場合に消費者に不利な結

果をもたらすリスクに適した態様

において、利用可能な書式によっ

て、個人データにアクセスし、訂

正する権利を有する  

7  

 
6 .  提供制限の原則
（D i s c l o s u r e  

L i m i t a t i o n  

P r i n c i p l e ）  

( 3 )  制限的収集：消費者は、個人デー

タを収集及び保有する企業に適

切な制限を課す権利を有する  

4  

 
7 .  情報管理の原則
（ I n f o r m a t i o n  

M a n a g e m e n t  

P r i n c i p l e ）  

( 5 )  責任：消費者は、企業が個人デー

タを取り扱う際に、消費者プライ

バシー権利章典を確実に厳守す

る玉の適切な措置とともに行わせ

る権利を有する  

8  

 
8 .  責任の原則
（ A c c o u n t a b i l i t y  

P r i n c i p l e ）  

   

表 1 3 から筆者引用作成  

 

 この 7 原則のうち、特に「米国の考え方が最も顕著に表れているのは、第 1 原則及び第 2 原

則であると言える（石井（ 2 0 1 7 ： 3 8 4 ） ） 。  

 

1 .  I n d i v i d u a l  C o n t r o l :  （筆者略） 1 3 1  

C o m p a n i e s  s h o u l d  p r o v i d e  c o n s u m e r s  a p p r o p r i a t e  c o n t r o l  o v e r  t h e  

p e r s o n a l  d a t a  t h a t  c o n s u m e r s  s h a r e  w i t h  o t h e r s  a n d  o v e r  h o w  

c o m p a n i e s  c o l l e c t ,  u s e ,  o r  d i s c l o s e  p e r s o n a l  d a t a .  C o m p a n i e s  s h o u l d  

e n a b l e  t h e s e  c h o i c e s  b y  p r o v i d i n g  c o n s u m e r s  w i t h  e a s i l y  u s e d  a n d  

 
1 3 1  前掲 1 2 9  1 1 頁  
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a c c e s s i b l e  m e c h a n i s m s  t h a t  r e f l e c t  t h e  s c a l e ,  s c o p e ,  a n d  s e n s i t i v i t y  o f  

t h e  p e r s o n a l  d a t a  t h a t  t h e y  c o l l e c t ,  u s e ,  o r  d i s c l o s e ,  a s  w e l l  a s  t h e  

s e n s i t i v i t y  o f  t h e  u s e s  t h e y  m a k e  o f  p e r s o n a l  d a t a .  C o m p a n i e s  s h o u l d  

o f f e r  c o n s u m e r s  c l e a r  a n d  s i m p l e  c h o i c e s ,  p r e s e n t e d  a t  t i m e s  a n d  i n  

w a y s  t h a t  e n a b l e  c o n s u m e r s  t o  m a k e  m e a n i n g f u l  d e c i s i o n s  a b o u t  

p e r s o n a l  d a t a  c o l l e c t i o n ,  u s e ,  a n d  d i s c l o s u r e .  C o m p a n i e s  s h o u l d  o f f e r  

c o n s u m e r s  m e a n s  t o  w i t h d r a w  o r  l i m i t  c o n s e n t  t h a t  a r e  a s  a c c e s s i b l e  

a n d  e a s i l y  u s e d  a s  t h e  m e t h o d s  f o r  g r a n t i n g  c o n s e n t  i n  t h e  f i r s t  p l a c e .  

企業は、消費者が他者と共有する個人データ、および企業が個人データを収集、使用、ま

たは開示する方法について、消費者が適切に管理できるようにすべきである。企業は、企

業が収集、使用、または開示する個人データの規模、範囲、および機密性、ならびに企業

が個人データを使用する際の機微性を反映した、使いやすくアクセスしやすいメカニズムを

消費者に提供することにより、これらの選択を可能にしなければならない。企業は、消費者

が個人データの収集、使用、および開示について意味のある決定を行うことができるような

時間帯および方法で提示された、明確かつ単純な選択肢を提供すべきである。そもそも企

業は、消費者に対して、同意を与えた方法と同様にアクセス可能で容易に使用できる、同

意を撤回または制限する手段を提供すべきである。  （筆者訳）  

 

 この「個人のコントロール」には企業側及び消費者側の責任の 2 つの側面があるとしている。

企業側は、利用者の個人データを取得する際、取得範囲とその用途を明示したうえで、第三者

への提供などについて個人がそれを拒否できる選択肢として、「 D o  N o t  T r a c k 」のような仕組

みを導入するべきとしている。この「D o  N o t  T r a c k 」の提起は、前述の 2 0 1 2 年の F T C 「プラ

イバシー・レポート」でも指摘されている。また「プライバシー・レポート」内で指摘されていた「プ

ロファイリング」のリスクについてここでもデータブローカーを引き合いに出してそのリスクへの

懸念を表明し、ここで対応しきれないデータブローカーなどへの対策については、次の「透明性

の原則」と合わせて行うべきとしている。一方で、消費者側も、選択肢が提供されているツール

を利用する場合においては自身の選択に責任を持つべきとされている。  

 

2 .  T R A N S P A R E N C Y :  （筆者略） 1 3 2  

A t  t i m e s  a n d  i n  p l a c e s  t h a t  a r e  m o s t  u s e f u l  t o  e n a b l i n g  c o n s u m e r s  t o  

g a i n  a  m e a n i n g f u l  u n d e r s t a n d i n g  o f  p r i v a c y  r i s k s  a n d  t h e  a b i l i t y  t o  

e x e r c i s e  I n d i v i d u a l  C o n t r o l ,  c o m p a n i e s  s h o u l d  p r o v i d e  c l e a r  

d e s c r i p t i o n s  o f  w h a t  p e r s o n a l  d a t a  t h e y  c o l l e c t ,  w h y  t h e y  n e e d  t h e  

d a t a ,  h o w  t h e y  w i l l  u s e  i t ,  w h e n  t h e y  w i l l  d e l e t e  t h e  d a t a  o r  d e - i d e n t i f y  

i t  f r o m  c o n s u m e r s ,  a n d  w h e t h e r  a n d  f o r  w h a t  p u r p o s e s  t h e y  m a y  s h a r e  

p e r s o n a l  d a t a  w i t h  t h i r d  p a r t i e s .  

企業は、消費者がプライバシーリスクと個人のコントロールを行使する能力について有

意義な理解を得るために最も有用な時と場所において、収集する個人データの種類、デ

 
1 3 2  前掲 1 2 9  1 4 頁  
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ータを必要とする理由、データの使用方法、消費者からデータを削除または識別を解除

する時期、および個人データを第三者と共有するかどうかとその目的について明確に説

明する必要がある。  （筆者訳）  

 

 ここで想定されている状況は、個人データ取得の際における利用規約や同意初頭の適切な定

時である。スマートフォンやモバイルデバイスなどの小さい画面で表示されることを考慮した表

示方法やアクセスできる場所へ表示するべきであることなどが補足説明されている。また、第三

者にデータを提供する場合はその事実のみならず提供先の第三者の具体的な名称及びその第

三者がデータ尾を使う目的や範囲なども明示するべきとしている。これは、より安全なデータ環

境であればより革新的な技術開発を促進することにもつながるとしている。  

 また、この消費者権利章典における「個人データ」の定義については、下記の通り定義をして

いるが、この定義は、「適用範囲を柔軟にとらえた点でも注目される」（石井（ 2 0 1 7 ： 3 8 9 ） ） 。  

 

T h e  C o n s u m e r  P r i v a c y  B i l l  o f  R i g h t s  a p p l i e s  t o  c o m m e r c i a l  u s e s  o f  

p e r s o n a l  d a t a .  T h i s  t e r m  r e f e r s  t o  a n y  d a t a ,  i n c l u d i n g  a g g r e g a t i o n s  o f  

d a t a ,  w h i c h  i s  l i n k a b l e  t o  a  s p e c i f i c  i n d i v i d u a l . 1 2  P e r s o n a l  d a t a  m a y  

i n c l u d e  d a t a  t h a t  i s  l i n k e d  t o  a  s p e c i f i c  c o m p u t e r  o r  o t h e r  d e v i c e .  F o r  

e x a m p l e ,  a n  i d e n t i f i e r  o n  a  s m a r t p h o n e  o r  f a m i l y  c o m p u t e r  t h a t  i s  u s e d  

t o  b u i l d  a  u s a g e  p r o f i l e  i s  p e r s o n a l  d a t a .  T h i s  d e f i n i t i o n  p r o v i d e s  t h e  

f l e x i b i l i t y  t h a t  i s  n e c e s s a r y  t o  c a p t u r e  t h e  m a n y  k i n d s  o f  d a t a  a b o u t  

c o n s u m e r s  t h a t  c o m m e r c i a l  e n t i t i e s  c o l l e c t ,  u s e ,  a n d  d i s c l o s e .  1 3 3 .   

 消費者プライバシー権利章典では、「個人データ」とは、特定の個人に結び付くようなデ

ータの集合体を含むあらゆるデータを意味する。個人データは特定のコンピュータやそ

の他のデバイスに結び付くデータも含む。例えば、利用履歴プロファイルを構築するた

めに使用されるスマートフォンや家庭用コンピュータの識別子は個人データである。この

定義は、企業が収集 /仕様 /開示する消費者についての多様な種類のデータの取得に必

要な柔軟性を提供する。（筆者訳）  

 

 こうした「消費者プライバシー権利章典」を含んだ「消費者プライバシー」は、 2 0 1 2 年 2 月

2 3 日にオバマ大統領（当時）が政策大綱に署名し公表されたものの、 2 0 1 5 年に、「民主主義・

技術センター（C e n t e r  f o r  D e m o c r a c y  a n d  T e c h n o l o g y ）を含む 1 3 団体及び 1 名によっ

て修正を求める書簡が大統領あてに提出されたほか、事業者側からも規制によりイノベーショ

ンが阻害されるなど懸念が表明された（石井（ 2 0 1 7 ： 4 0 7 - 4 0 8 ） ） 。 2 0 1 7 年にトランプ大統領

（当時）に政権が変わったことも加わり立法は停滞したが、 2 0 1 8 年にパブリックコメントの募集

を行うなど、基本路線は変わらず進められた。本論文執筆時（ 2 0 2 3 年 5 月）段階でいまだ立

法化のめどはたっていないものの、これまでセクトラル方式として連邦法としての個人情報保護

法を持たなかったアメリカが、公的部門・民間部門にまたがる連邦法として個人情報保護法制

を見据える方向に舵を切った点は、注目に値すると言える。  

 
1 3 3  前掲 1 2 9  1 4 頁  
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 これまで見たように、アメリカの個人情報保護法制はセクトラル方式として、オムニバス方式

の E U の取り組みとは好対照であるとともに、「プライバシー」という視点での立法が特徴的で

ある。E U の法制度は「『基本権』（ f u n d a m e n t a l  r i g h t s ）としての『個人データの保護』という

考え方を一つの基礎として形成されてきた『データ保護法制』」であるのに対し、アメリカの「個

人情報・プライバシー保護のための制定法は、基本的にプライバシーの権利保護を目的に捉え

ているものと解される」 1 3 4。また、O E C D 8 原則に影響を与えた点、後述する E U との関係も含

め日本の個人情報保護法制にも影響を与えている。  

 

第六章  グレーゾーン：匿名加工情報とプロファイリング  

第一節  匿名加工情報をめぐる諸点  

第一項  定義と目的  

 「匿名加工情報」は、 2 0 1 5 年（平成 2 7 年）改正時に新たに追加された概念・用語の 1 つ

である。令和 3 年法第 2 条 6 項および、政令やガイドラインで定められた措置を講じて特定の

個人を識別することができないように個人情報を加工して得られる個人に関する情報であっ

て、当該個人情報を復元することができないようにしたものをいう、と定義されている。  

 

この法律において「匿名加工情報」とは、次の各号に掲げる個人情報の区分に応じて当

該各号に定める措置を講じて特定の個人を識別することができないように個人情報を加工

して得られる個人に関する情報であって、当該個人情報を復元することができないようにし

たものをいう。  

一  第一項第一号に該当する個人情報  当該個人情報に含まれる記述等の一部を削除す

ること（当該一部の記述等を復元することのできる規則性を有しない方法により他の記述

等に置き換えることを含む。）。  

二  第一項第二号に該当する個人情報  当該個人情報に含まれる個人識別符号の全部を

削除すること（当該個人識別符号を復元することのできる規則性を有しない方法により他

の記述等に置き換えることを含む。）。  

 

図  1 3  匿名加工情報の加工イメージ  

 

出典 ：個人情報保護委員会ホームページ （ h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / p e r s o n a l i n f o / t o k u m e i k a k o u I n f o / ）  

 

 
1 3 4  松前恵環 「米国個人情報 ・ プラ イバシー保護法制をつかむ  第 2 回  米国の法制度の基底をなす思想とプライバシーの権

利 」 （ 『 N B L 』 N o . 1 1 8 7 、 2 0 2 1 年 2 月、商事法務 ）  5 7 - 5 8 頁  

https://www.ppc.go.jp/personalinfo/tokumeikakouInfo/
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また、その前の第 4 項において、個人情報保護法において、個人情報の「本人」とは、「個人

情報によって識別される特定の個人をいう」とされている。このことから、「匿名加工情報」は、

個人情報には当たらない、と言える。  

個人情報を「匿名加工情報」に加工するにあたっては、個人情報保護委員会「個人情報の保護

に関する法律についてのガイドライン  （仮名加工情報・匿名加工情報編）」 （ 2 0 1 6 年 1 1 月

（ 2 0 2 1 年 1 0 部改正））等を参考に「適切な加工」が必要である。個人情報保護委員会ウェブ

サイトでは、下記のように概要を示している 1 3 5 。  

 

①  特定の個人を識別することができる記述等の全部又は一部を削除（置換を含む。以

下同じ。）すること。  

例⇒氏名は削除  

②  個人識別符号の全部を削除すること  

例⇒顔画像、指紋等  

③  個人情報と他の情報とを連結する符号を除すること  

例⇒事業者内で個人情報を分散管理してデータベース等を相互に連結するために

割り当てられている I D 等は削除する。  

④  特異な記述等を削除すること  

例⇒年齢 1 1 6 歳のように、国内で数名しかいない場合など。  

⑤  上記のほか、個人情報とデータベース内の他の個人情報との差異等の性質を勘案

し、適切な措置を講ずること  

 

このほか、経済産業省でも、「事業者が匿名加工情報の具体的な作成方法を検討するにあ

たっての参考資料（「匿名加工情報作成マニュアル」）V e r 1 . 0 」 （ 2 0 1 6 年 8 月） 1 3 6をウェブサ

イト上で公開したうえで、その資料の位置づけについて、「匿名加工情報を作成する際の加工

の程度は、個人データを取り扱う事業の内容や利用形態によって判断されるべきものであり、

一律の基準はありません。個人情報保護法においても、認定個人情報保護団体の指針等が定

められ、実用に供されることが想定されています」としている。  

匿名加工情報という規定を設けたその背景および目的は、「個人情報の保護に関する基本方

針」（平成 1 6 年閣議決定。以降一部変更）において下記のように示されている。  

 

（ 2 ）個人情報取扱事業者及び匿名加工情報取扱事業者が取り扱う匿名加工情報に関

する事項  

匿名加工情報に関する制度は、近年の情報通信技術の飛躍的な進展に対応したパーソ

ナルデータの適正かつ効果的な活用を推進するために導入された制度であり、事業者

において、この趣旨を踏まえた積極的な匿名加工情報の活用が期待される。  

 

 
1 3 5  個人情報保護委員会ウ ェブサイ トから引用 （ h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / p e r s o n a l i n f o / t o k u m e i k a k o u I n f o / ）  2 0 2 3

年 4 月 1 3 日閲覧  
1 3 6  h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / p o l i c y / i t _ p o l i c y / p r i v a c y / d o w n l o a d f i l e s / t o k u m e i k a k o u . p d f  
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2 0 1 5 年（平成 2 7 年）の大きな改正点のひとつに、個人情報の定義の明確化、がある。旧法

では、下記の通り、「特定の個人を識別することができるもの」と広く定義されており、曖昧であ

ることから利活用を阻害する懸念が指摘されていた（石井（ 2 0 1 7 ： 4 8 9 ） ） 。  

 

第 2 条  この法律において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、当該

情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することがで

きるもの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別すること

ができることとなるものを含む。）をいう。  

 

改正後は、上記の「特定の個人を識別することができるもの」について、「文書、図画若しくは

電磁的記録」など詳細な規定を設けたことに加え、「個人識別符号」を新たに定めた。  

 

第二条  この法律において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、次

の各号のいずれかに該当するものをいう。  

一  当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若しくは電磁的記

録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式をいう。次項第二号において同じ。）で作られる記録をいう。以下同じ。）に記

載され、若しくは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事項

（個人識別符号を除く。）をいう。以下同じ。）により特定の個人を識別することができる

もの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することが

できることとなるもの  含む。）  

二  個人識別符号が含まれるもの  

 

個人識別符号は、下記の通りに定められている。  

 

２  この法律において「個人識別符号」とは、次の各号のいずれかに該当する文字、番

号、記号その他の符号のうち、政令で定めるものをいう。  

一  特定の個人の身体の一部の特徴を電子計算機の用に供するために変換した文字、

番号、記号その他の符号であって、当該特定の個人を識別することができるもの  

二  個人に提供される役務の利用若しくは個人に販売される商品の購入に関し割り当て

られ、又は個人に発行されるカードその他の書類に記載され、若しくは電磁的方式によ

り記録された文字、番号、記号その他の符号であって、その利用者若しくは購入者又は

発行を受ける者ごとに異なるものとなるように割り当てられ、又は記載され、若しくは記

録されることにより、特定の利用者若しくは購入者又は発行を受ける者を識別すること

ができるもの  

 

個人識別符号は、「個人情報の保護に関する法律施行令（平成 1 5 年政令第 5 0 7 号）」第 1

条において、身体の一部の特徴を電子計算機のために変換した符号（ D N A、顔、虹彩、声紋、

歩行の態様、手指の静脈、指紋・掌紋）、及びサービス利用や書類において対象者ごとに割り
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振られる符号（旅券番号、基礎年金番号、免許証番号、住民票コード、マイナンバー等の番

号）、とされており、平成 1 5 年法と比較すると具体的かつ広範囲に定義されている。  

このように、平成 2 7 年法の改正により、個人情報の定義を以前に比べて明確に定める一

方、ガイドライン等に沿った加工をすることで、個人情報ではない「匿名加工情報」という概念が

追加された。匿名加工情報が個人情報に当たらない、ということは、第 1 7 条の（利用目的の特

定）をはじめ、第 1 8 条（利用目的による制限）など個人情報保護の対象とならないことを意味

する。つまり、匿名加工情報の利用目的の特定も不要であり、第三者に提供する場合にも本人

同意が不要になる。ただし、第 4 3 - 4 6 条において、匿名加工情報を作成する際の公表や再識

別禁止など、個人情報取扱事業者への義務が規定されている 1 3 7。  

 

表  1 6  匿名加工情報の加工に関わる手法例  

手法名  解説  

項目削除／レコード  
削除／セル削除  

加工対象となる個人情報データベース等に含まれる個人情報の記述等
を削除するもの。例えば、年齢のデータを全ての個人情報から削除す
ること（項目削除）、特定の個人の情報を全て削除すること（レコード削
除）、又は特定の個人の年齢のデータを削除すること（セル削除）。  

一般化  加工対象となる情報に含まれる記述等について、上位概念若しくは数
値に置き換えること又は数値を四捨五入などして丸めることとするも
の。例えば、購買履歴のデータで「きゅうり」を「野菜」に置き換えるこ
と。  

トップ（ボトム）コーデ
ィング  

加工対象となる個人情報データベース等に含まれる数値に対して、特
に大きい又は小さい数値をまとめることとするもの。例えば、年齢に関
するデータで、 8 0 歳以上の数値データを「 8 0 歳以上」というデータにま
とめること。  

ミクロアグリゲーション  加工対象となる個人情報データベース等を構成する個人情報をグルー
プ化した後、グループの代表的な記述等に置き換えることとするもの。  

データ交換（スワップ）  加工対象となる個人情報データベース等を構成する個人情報相互に含
まれる記述等を（確率的に）入れ替えることとするもの。  

ノイズ（誤差）付加  一定の分布に従った乱数的な数値を付加することにより、他の任意の
数値へと置き換えることとするもの。  

疑似データ生成  人工的な合成データを作成し、これを加工対象となる個人情報データベ
ース等に含ませることとするもの。  

「 個 人情報の保護 に関す る 法律につ いてのガ イ ド ラ イ ン  （ 仮 名加工情 報 ・ 匿名加工情報編 ） 」 （ 2 0 1 6 年 1 1 月 （ 2 0 2 1 年 1 0 部改正 ）  個人情

報保護委員会 ） h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 2 1 1 0 2 9 _ g u i d e l i n e s 0 4 . p d f  

 

第二項  「匿名加工情報」概念の登場  

「匿名加工情報」という言葉が最初に登場したのは、高度情報通信ネットワーク社会推進戦
略本部に設置された「パーソナルデータに関する検討会」第 1 3 回 ( 2 0 1 4 年 1 2 月 1 9 日 )にお
いて提出された「パーソナルデータの利活用に関する制度改正に係る法律案の骨子 (案 ) 」 (内
閣官房 I T 総合戦略室パーソナルデータ関連制度担当室 )においてである。この検討会は、高
度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部 ( I T 総合戦略本部 )のもとで「パーソナルデータに関
する利活用ルールの明確化等に関する調査及び検討を行うため」に設置され、第 1 3 回まで開
催された 1 3 8。  

第 1 1 回 ( 2 0 1 4 年 6 月 9 日 )で、事務局による「パーソナルデータの利活用に関する制度改
正大綱 (事務局案 ) 」が、第 1 2 回 ( 2 0 1 4 年 6 月 1 9 日 )で検討会の「大綱 (検討会案 ) 」が提出さ
れ、これらを取りまとめて最終的な大綱が 2 0 1 4 年 6 月 2 5 日～ 7 月 2 4 日までパブリックコメ

 
1 3 7  宇賀 （宇賀克也 （ 2 0 1 6 年 ） 「 個人情報 ・匿名加工情報 ・個人情報取扱事業者 」 『 ジ ュ リス ト 』 、 有斐閣、 2 月号 ）は 、改正前

の旧法と比較し下記のよ うに指摘している 。  

「 改正前個人情報保護法においても 、個人情報に該当しないよ うに加工措置を施せば、個人情報の取扱いに関する義務はかか

らない こ とになるが、具体的な加工の方法 ・程度が不明確であったために 、事業者が利活用に躊躇する傾向があった り 、逆に 、

十分な加工措置を施すこ とな く匿名化を行ったと考えて利活用するこ とも なかったとは言えない と思われる 。 」  
1 3 8   第 1 3 回パーソナルデータに関する検討会「 (参考資料 5 )宍戸委員意見書 (宍戸委員提出資料 ) 」  
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ントにかけられた。この大綱では「個人が特定される可能性を低減したデータ」と表現されてい
た概念が、法律案で「匿名加工情報」と命名されたといえる。  

 この点について、第 1 3 回では委員から様々な疑問や懸念が提議された。佐藤一郎委員 (国
立情報学研究所アーキテクチャ科学研究系教授 )は、「法律案骨子 (案 )における匿名加工デー
タに関する取り扱い規律は、大綱と齟齬がある」と指摘した 1 3 9。意見書の中で、個人が自身の
個人情報提供先を知ることができない状況は、大綱における「本人の同意の代わり」としての取
扱い規律を定めるという条件に合っていないとし、「匿名加工データによるデータ利活用が進む
か否かは、消費者が匿名加工データに関する制度を信頼するか否かにかかっている。その意
味でも同意を伴う第三者提供と同様の情報は個人に示されるべきである。逆に信頼を得られな
ければ、消費者は、同制度により、同意なしの第三者提供が許される国内事業者ではなく、第
三者提供では法的に同意が求められる海外事業者にパーソナルデータを渡すことになり、国内
事業者はデータが枯渇することになり、国内におけるデータ利活用は後退する可能性もある」
と、消費者が不安になる状況はかえって事業者にとって不利となり、データ利活用の阻害要因
となる懸念を挙げた 1 4 0。また、新保史生委員 (慶應義塾大学総合政策学部教授 )は、届出およ
び公表の義務付けでは形式的で個人の権利利益保護への効果が期待できない、と指摘してい
る 1 4 1。  

一方、根本勝則委員 (日本経済団体連合会常務理事 )は、届出義務事業者にとって負担であ
る点を指摘 1 4 2、宍戸常寿委員 (東京大学大学院法学政治学研究科准教授 )は、匿名加工情報
にも個人情報と同様のトレーサビリティを導入するのは酷 1 4 3、と意見を述べた。  

「匿名加工情報」という用語に関わらず、「匿名化」を鍵概念として、利活用できるデータの定
義については、パ検会および技術検討 W G で下記のように案が提示されていた。それぞれ、本
人同意を必要とせずに利活用できる情報を定義しようと試みているが、本人の同意がないとい
う状態でどのように安全性を担保するのか、再識別は許されるのか否か、など検討の余地を残
したままの状態だった。  

 

表  1 7  個人データに関して登場した用語とその定義  

用語  出典  定義 (一部筆者要約 )  

識別特定情報   技術検討 W G  報
告書 ( 2 0 1 3 年 1 2
月 1 0 日 )  

個人が (識別されかつ )特定される状態の情報  (それが誰
か一人の情報であることがわかり、さらに、その一人が誰
であるか  がわかる情報 )   
＝個人情報と同義 (下線部著者追記 )  

識別非特定情報  一人ひとりは識別されるが、個人が特定されない状態の
情報  (それが誰か一人の情報であることがわかるが、そ
の一人が誰であるかまで  はわからない情報 )   

非識別非特定情報   一人ひとりが識別されない (かつ個人が特定されない )状
態の情報 (それが誰の情報であるかがわからず、さらに、
それが誰か一人の情報であることが分からない情報  

法第 2 3 条 1 項適
用除外情報  
※ここでの「法」は
旧法を指す (筆者
注 )  

個人情報の第三者提供に関する同意原則の例外規定と
位置づけられる新たなカテゴリー。  
個人情報の第三者提供において、提供者・受領者 (第三
者 )による特定化・識別化が禁止されることを前提に、あ
る範囲で個人の特定性・識別性を低減している個人情報
を第三者に提供することを可能とする方法。  

準個人情報  「 「個人情報」等の
定義と「個人情報
取扱事業者」等の
義務について (事
務局案 ) 」 (第 7 回

個人情報に該当するものを除き、生存する個人に関する
情報であって、次に例示するもの及びこれに類するもの
を含む情報  
①  パスポート番号、免許証番号、 I P アドレス、携帯端末
I D 等の個人または個人の情報通信端末 (携帯電話端
末、P C 端末等 )等に付番され、継続して共用されるもの  

 
1 3 9  第 1 3 回パーソナルデータに関する検討会「 (参考資料 8 )佐藤委員意見書 (佐藤委員提出資料 )」  
1 4 0  同様の指摘は、森亮二委員 ( 英知法律事務所弁護士 ) 、長田三紀委員 (全国地域婦人団体連絡協議会事務局次長 ) も指摘

している 。  
1 4 1  第 1 3 回パーソナルデータに関する検討会「 (参考資料 6 )新保委員意見書 (新保委員提出資料 ) 」  
1 4 2  第 1 3 回パーソナルデータに関する検討会「 (参考資料 9 )根本委員意見書 (根本委員提出資料 ) 」  
1 4 3  第 1 3 回パーソナルデータに関する検討会「 (参考資料 5 )宍戸委員意見書 (宍戸委員提出資料 ) 」  
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パ検会 2 0 1 4 年 4
月 1 6 日 )  

②  顔認識データ、遺伝子情報、声紋並びに指紋等、個
人の生体的・身体的特性に関する情報で、普遍性を有す
るもの  
③  移動履歴、購買履歴等の特徴的な行動の履歴  

個人特定性低減デ
ータ  

①  個人データについて、当該データに含まれる氏名、生
年月日その他の記述等により特定の個人が識別できるも
のを削除する等政令で定める方法による加工を施し、個
人が特定される可能性を低減したもの  
②  「 (仮称 )準個人データ」について、当該データに含ま
れる法 ○条 ○項各号に掲げるもの注を削除する等政令で
定める方法による加工を施したもの  
③  ①又は②について、他の情報を加える等加工を施し
たもの  

(上記出典を元に筆者作成 )  

 

第 1 3 回での指摘を受けつつも、「匿名加工情報」という概念は改正法で採用され、前述した

とおり、本人の同意なく第三者提供を可能にするデータの定義が改正法に盛り込まれることと

なった。  

この、本人の同意がなくてもデータの利活用を可能とする枠組み、という概念は、匿名加工

情報という名称に関わらず常に模索されてきた。「パ検会」においてその概念の根拠として提案

されたのが、「F T C 3 要件」である。  

 「パ検会」第 1 回において提示された「パーソナルデータの取扱いルール整備に向けて検討

すべき論点」における「 ( 2 )パーソナルデータの利活用ルールの在り方」において、「②匿名化さ

れたパーソナルデータの扱い」として「合理的な水準まで匿名化を施されたパーソナルデータに

ついて、法的に通常の個人情報とは異なる取扱い (例：第三者提供に関する同意を不要とする

一方、提供先事業者に対して法的な責任を課す等 )とすることの可否について検討すべきでは

ないか」と提議している。これに対応するかたちで第 2 回において鈴木正朝委員 (新潟大学法

学部教授 )が提案したのは、「 F T C 3 条件を参考にした立法措置を講ずる」という方法であった

1 4 4。この提案をきっかけとし、検討会では個人情報利活用を模索する端緒として検討が進めら

れることになった (鈴木・高木・山本 ( 2 0 1 5 ： 1 1 7 ) ) 1 4 5、 1 4 6。  

 「匿名加工情報」の登場に影響を与えた「 F T C 3 要件」は、前述の通り「パ検会」第 2 回に提

示されているが、それ以前に開かれた「パ利流研会」 (総務省 )の報告書「パーソナルデータの

利用・流通に関する研究会報告書～パーソナルデータの適正な利用・流通の促進に向けた方

策～」 ( 2 0 1 3 年 6 月 1 2 日 )では、該当する「F T C 3 要件」が記載された F T C によるレポート

「急速に変化する時代における消費者プライバシーの保護」を既に取り上げており、下記のよう

に考えを示している。  

 

一方、他の情報との連結等により再識別化の可能性がある匿名化されたパーソナルデー

タについては、米国 F T C における考え方等を踏まえ、次のような条件をすべて満たす場

 
1 4 4  【 資料 1 - 2 】 「 パ ーソナルデー タの取扱いルール整備に向けて検討すべき論点 」について (私案 ) (鈴木委員提出資料 )  
1 4 5  鈴木正朝 ・ 高木浩光 ・ 山本一郎 『 ニ ッ ポ ンの個人情報  「 個 人 を 特定す る 情報が個人情報で あ る 」 と 信 じ て い る すべての方へ 』 翔泳社

( 2 0 1 5 年 ) 1 1 7 頁 。 こ こ で鈴木 委員 は 、 こ の提案の背景につ いて 次の よ う に回想 し て い る 。 「 S u i c a 履歴提供問題 を念頭に置い て 、 記名 式

S u i c a は現行法では 違法なん だ と 。 ビ ッ グ デー タ ビ ジ ネ ス と し て それ をや り た いの だ っ た ら 、 ガ イ ド ラ イ ン 改正 で個人情報の定義 を ち ょ っ と 修正

す る よ う な程度では 絶対に無理 。 も う 立法的解決のほか ないの だ と 。 た と えば 、 日本版 F T C 3 要件のよ う な考 え方 も あ る か ど う か と提案 し た 。 」  
1 4 6  「 座 談 会  個 人 情 報 保 護 法 ・ マ イ ナ ン バ ー 法 改 正 の 意 義 と 課 題 」 ( 『 ジ ュ リ ス ト 』 2 0 1 6 年 2 月 。 向 井 治 紀 発 言 よ り )  



78 

 

合は、実質的個人識別性はないといえるため、保護されるパーソナルデータには当たらな

いとして、本人の同意を得なくても、利活用を行うことが可能と整理できると考えられる。

(同報告書 3 3 頁。以下、後述の 3 点を列挙。筆者注 )  

 

この「パ利流研会」では、第 1 回 ( 2 0 1 2 年 1 1 月 1 日 )にこの F T C のレポートを参考資料と

して配布し参照してきた。また、本報告書及び「パーソナルデータワーキンググループ」 ( I T 融

合フォーラム・経済産業省 )の報告書をもとに 2 0 1 3 年 6 月 1 4 日に「世界最先端 I T 国家創造

宣言」 1 4 7が閣議決定され、高度情報通信ネットワーク社会形成推進戦略本部 ( I T 総合戦略本

部 )の下に新たな検討組織を設置した。「個人情報やプライバシー保護に配慮したパーソナルデ

ータの利活用のルールを明確化した上で、個人情報保護のガイドラインの見直し、同意手続き

の標準化等の取り組みを年内のできるだけ早期に着手するほか、新たな検討組織が、第三者

機関の設置を含む、新たな法的措置を視野に入れた制度見直し方針に示されたロードマップに

従って、国際的な連携にも配慮しつつ、順次パーソナルデータ利活用環境を整備し、利活用を

促進する」こととされ、これを受けて「パ検会」が設置された (宇賀 ( 2 0 1 8 ： 2 2 ) )。同時期には、

2 0 1 3 年 6 月 5 日に規制改革会議による報告書「規制改革に関する答申  ～経済再生への突

破口～」が出され、ビッグデータ利用のためのガイドライン作成として「ビッグデータの利用」と

合わせて「いわゆる匿名化された情報の個人情報保護法上の取扱いの明確化を行う」と提言し

たうえで、規制改革という観点から、個人情報の利活用において「匿名化」の重要性を指摘し、

ガイドライン等で明確化することを挙げている。この報告は同年 6 月 1 4 日に「規制改革実施計

画」として前述の「世界最先端 I T 国家創造宣言」と同日に閣議決定されている。  

 この「匿名加工情報」の登場については、E U とアメリカの「プライバシー外交」に大きな影

響を受けた点について、第 1 0 章において詳述する。  

 

第三項  「匿名化」導入を目指す検討経緯  

 これまで「匿名加工情報」についてその定義と登場までの検討経緯を述べてきた。一方、同様

の志向である「匿名化」という概念については、平成 2 7 年法で突如として登場したものではな

く、その考え方は平成 1 5 年法成立前後にさかのぼることができる。  

ここで鍵となるのは、「本人の同意」と「第三者提供」である。平成 1 5 年法では、第 2 3 条

（令和 3 年法第 2 7 条）において、下記の通り定めている。  

 

1 .  個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得な

いで、個人データを第三者に提供してはならない。（以下部分略）  

2 .  個人情報取扱事業者は、第三者に提供される個人データについて、本人の求めに応

じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止することとしている場

合であって、次に掲げる事項について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易

に知り得る状態に置いているときは、前項の規定にかかわらず、当該個人データを第

三者に提供することができる。  

 
1 4 7  高度情報通信ネッ トワー ク社会推進戦略本部 （ Ｉ Ｔ 戦略本部 ） 「 世界最先端 I T 国家創造宣言 」

h t t p s : / / c i o . g o . j p / n o d e / 1 5 2 1  
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 民間部門における個人情報保護法制化のための場として 1 9 9 9 年７月に最初に設置された

個人情報保護検討部会において、すでにその議論は含まれていた。会は第 1 回（ 1 9 9 9 年 7

月 2 3 日）～第 1 2 回（ 2 0 0 0 年 1 0 月 1 0 日） 1 4 8まで開催されたが、この中で、公開情報の利

用は本人の同意が不要、という見解が当部会座長堀部政男氏から示されたほか 1 4 9、ヒアリン

グ対象として参加したメディア関係者からは（第 6 回）、取材過程で入手する情報について個人

情報が含まれていた場合に本人同意を行うことの困難性と報道の自由との関係について訴え

ていた 1 5 0。一方、各省庁からのヒアリングでは（第 4 回）、金融・信用分野、行政（昭和 6 3 年

法）、運輸分野などから、各分野の指針・ガイドライン、および昭和 6 3 年法は O E C D 原則等

に基づき本人同意を原則としている旨が各所から説明された 1 5 1。下記はそのうち金融分野に

おける対応についての大蔵省（当時）の回答である 1 5 2。  

 

最初に「金融機関等における個人データ保護のための取扱指針」でございますが、これ

は金融情報システムセンターという財団法人が策定いたしまして、もともとは 1 9 8 7 年か

ら長い歴史を持っておりまして、この平成 1 1 年に４月に最近の動向を入れて改定された

ものでございます。ＯＥＣＤのガイドライン等にも沿いまして、個人情報を保護するための

重要な要素というものがかなりバランスよく含まれているのではないかと思いますが、例

えばざっと簡単に見ていただきますと６ページの第３条、これは一応条文の方式をとって

いるんですが、「金融機関等は、個人データの取扱いについて顧客へ周知するものとす

る」。それを受けまして更に第５条では個人データの収集に対して顧客の同意を得るとい

う原則、それからその次に政治的見解、宗教、労働組合への加盟、人種等のハイリーセ

ンシティブなデータについては収集してはならないという原則が入っております。更に 1 1

ページでございますが、個人データの利用を行う場合にはやはり顧客の同意が要るという

ふうなことが書かれております。  

 

 
1 4 8  個人情報検討部会概要 ウ ェ ブサ イ ト

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / p l a n n i n g / k o j i n / k e n t o u b u k a i / i n d e x . h t m l  2 0 2 3

年 8 月 1 日  
1 4 9  第 3 回議事録よ り ヒ ア リ ン グ対象の 東京都およ び神奈川県の取組につ い て保護対象は公開情報 も非 公開情報 も包含す るか との委員 か ら

の質問に対 し 「 一 般的には 収集の場合に公開の と こ ろか ら集 め るのは 本 人の同意はな く て も いい と い う 考 え方 を と り ま す 」 と 回答 。

（ h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / p l a n n i n g / k o j i n / k e n t o u b u k a i / d a i 3 / 9 9 1 1 1 6 g i j i r

o k u 3 . h t m l  2 0 2 3 年 8 月 1 日 ）  

ま た 、 第 7 回の座長試案につ いての 説明に際 し て 、 下記の よ う に 説明 し て い る 。 「 例 えば電話帳 に出て い る と い う のは公開情報 と見 る こ と が で

き ま すが 、 と 言 っ て住所 、 氏名 、 電話 番号は電話帳に出 てい る か ら ど こ か の金融機関にあ っ て 、 それは公開 情報か と な る と 、 電 話帳に出て い る

場合 と個別の企 業で保有 し て い る場 合 と では異 な る と思 い ま す 。 そ の辺 り を どの よ う に す るのか 。 こ れは収集 の問題で言 う と 、 電話 帳に出て い

る もの を 書 き 写 し て ダ イ レ ク ト メ ー ル を 出す と い う のは本人 の同意がな く て も で き る こ と だ と 思 い ま す 。 そ う い う 整理に な っ て い き ま す 。 」

（ h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / p l a n n i n g / k o j i n / k e n t o u b u k a i / d a i 7 / 1 2 5 g i j i r o k u

7 . h t m l  2 0 2 3 年 8 月 1 日 ）  
1 5 0  第 6 回議事録よ り朝日新 聞東京本社編集局次長鈴木規雄の発言が代表的 。 「 ま た 、 取 材の過程で 入手す る 情報には必然的 に個人情報が

含まれま すが 、 こ の個人情報の収集 につ いて直接収集や本人同意 、 セ ン シ テ ィ ブ 情報の収 集禁止な ど の原則 を適用 し たの で は取材は困難 にな

り ま す 。 情報の利 用につ いて 、 本人 同意の原則 を その ま ま 当 てはめ たの では報道がで き な い こ と は言 う を 待 ち ま せん 。 」

（ h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / p l a n n i n g / k o j i n / k e n t o u b u k a i / d a i 6 / 1 2 5 g i j i r o k u

6 . h t m l  2 0 2 3 年 8 月 1 日 ）  
1 5 1  第 4 回議事録よ り 。
h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / p l a n n i n g / k o j i n / k e n t o u b u k a i / d a i 4 / 9 9 1 1 2 4 g i j i r o

k u 4 . h t m l  2 0 2 3 年 8 月 1 日  
1 5 2  前掲 1 5 1  大蔵省金融企画局企画課調査室長  玉川雅之の発言よ り 。  
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 ただしこの運用については、グループ企業間における個人情報のやり取りについては情報を

共有している現状への指摘があり、第三者提供としては行っていない点を課題として捉える指

摘もあった 1 5 3。  

 この時期（平成 1 1 年頃）の議論において、個人情報に関連する法制では、昭和 6 3 年法の

ほか、 1 9 9 9 年成立の「行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成 1 1 年法律第 4 2

号）」 （以下、「情報公開法」）が成立したころであり、この二法の影響が議論および中間報告内

でも見られる。例えば、第 6 回のメディアからのヒアリングでは、「情報公開法は 2 0 0 1 年から

施行されますが、このままでは情報の公開を請求した場合に、個人情報であるという理由で不

開示になってしまい、それならば個人情報保護法で開示請求できるかというとそれもできないと

いう不合理な事態が多発するおそれがあります」 1 5 4との意見が述べられた。  

また、中間報告では、「 ( I I )個人情報保護システムの基本的考え方  １個人情報保護の目的

（ 2 ） 」 1 5 5の記述について、作成者の堀部は、第 7 回において下記のように背景を説明している

1 5 6。  

 

（２ ）で、一方で人権としての保護が図られる必要がありますが、他方でその適切な保護の

ルールの下で利用という側面もあることを指摘しました。これは先ほど触れましたＯＥＣＤ

の理事会勧告そのものが一方では保護という考え方に立っていますが、他方におきまして

保護措置を講ずる中で情報の自由な流通、フリーフロー・オブ・インフォメーションという概

念を使っていますけれども、これを図るということがうたわれています。当時の状況を思い

起こしてみますと、一方では保護を図る必要がある。しかし、他方で情報というものの有効

利用も必要であるという、そのバランスをとったものであります。そういうことを念頭に置き

ますと、（２）に書きましたように「適切な保護のルールの下、個人情報の利用、提供、流通

等を図っていくことは、現代のネットワーク社会の中において利便性の高い豊かな国民生

活を実現していくために必要となる社会的基盤である。また、その適切な利用等を通じて、

様々な社会システムの公正さを確保し、一層の公平性、透明性の向上を図っていくことも

必要である」ということになります。特に後段の部分は、今年の５月７日に成立しました情

報公開法などでもこういう考え方がとられているところでして、やはりこうした理念をうたう

必要があるのではないかということで入れておきました。  

 

 メディアからのヒアリングで述べられた意見では、情報公開法により行政機関への開示請求

で個人情報が開示されない当適用除外が多すぎる点への否定的な意見が述べられた一方、中

間報告ではむしろ情報公開法の理念と同様にという流れで、「適切な保護のルールの下、個人

情報の利用、提供、流通等を図っていくことは、現代のネットワーク社会の中において利便性の

 
1 5 3  前掲 1 5 1  加藤真代委員の発言よ り 。  
1 5 4  前掲 1 5 0  同じ く鈴木委員の発言よ り 。  
1 5 5  個人情報の保護について （ 中 間報告 案 ）

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / p l a n n i n g / k o j i n / k e n t o u b u k a i / 9 9 1 1 0 9 h o u k o k u a n

. h t m l  2 0 2 3 年 8 月 1 日  
1 5 6  第 7 回議事録よ り堀部の 発言 。

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / p l a n n i n g / k o j i n / k e n t o u b u k a i / d a i 7 / 1 2 5 g i j i r o k u 7

. h t m l  2 0 2 3 年 8 月 1 日  
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高い豊かな国民生活を実現していくために必要となる社会的基盤である 」と、今日でも使われる

「保護と活用のバランス」という考え方であるという方向性が述べられている。  

 さらにこの流れは、翌年 2 0 0 0 年の「法制化委員会」（第 1 回 2 0 0 0 年 2 月 4 日～第 2 8 回

2 0 0 0 年 1 0 月 1 1 日） 1 5 7でも検討された。第 3 回では前述の個人情報保護検討部会と同様

に各省庁ヒアリングがほぼ同じようなメンバーで実施されたが、引き続き現状でも対応済みであ

りその継続性は必要である点、一方で本人同意の取得が難しいと判断できる場合には適用除

外とするべきである点が述べられた 1 5 8。一方、第 6 回に行われたメディアからのヒアリングで

は、同じく前述の個人情報検討部会時と同様に、報道の自由等の視点から本人の同意を事前

に得ることの困難さが訴えられるとともに 1 5 9、日本雑誌協会からは意見書が出された 1 6 0。ま

た、同回に同じく出席した日本弁護士連合会からも「『我が国における個人情報保護システム

の在り方について』（中間報告）に対する意見書」 1 6 1が提出されたが、この意見書ではメディア

側の主張とは異なり、本人同意の概念があいまいであるとして下記のように訂正を求めてい

る。  

 

第６節  本人からの自己情報の利用・提供拒否の請求  

  中間報告は、「収集の際の本人同意がなくなった状態として他の原則を適用すること

が基本であると考えられる」としながら、他方で、「本人の同意がいつでも撤回できるこ

ととなるのは安定性を欠く結果ともなるので、個別の事情に応じて拒否できる場合があ

り得るとすることが適切であるとも考えられ、検討する必要がある」としているが、（中間

報告の趣旨が何処にあるのか、やや不明確であるが、）  

（１ ）第一に、本人の同意なくして収集され、あるいは目的外利用等された個人情報につ

いては、本人は、無条件で利用・提供拒否を求めうるのでなければならない。  

（２ ）第二に、本人がいったん利用・提供に同意した個人情報についても、将来に向かっ

ては無条件で撤回できるのでなければならない。  

  中間報告は、「個別の事情に応じて」これを拒否しうる場合があるように読めるが、も

しそうだとすれば、個人情報の自己決定の大原則を軽視するものであり、不当である。  

  自己についての情報を本人が管理しうるということが、個人情報保護の理念の根本で

あって、利用・提供の拒否が将来に向かってのものである限りにおいては、安定性云々

の問題は生じないはずである。  

 
1 5 7  法制化専門委員会検討概要ウ ェ ブ サ イ ト  

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / p l a n n i n g / k o j i n / h o u s e i k a / i n d e x . h t m l  2 0 2 3 年 8

月 1 日  
1 5 8  第 3 回議事録よ り宮島厚 生省大臣官房総務審議官の発言等 。
h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / p l a n n i n g / k o j i n / h o u s e i k a / d a i 3 / 3 g i j i r o k u . h t m l  

2 0 2 3 年 8 月 1 日  
1 5 9  第 6 回議事録よ り  日本雑誌協会取材副委員長講談社取締役杉本暁也の発言等 。

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / p l a n n i n g / k o j i n / h o u s e i k a / d a i 6 / 6 g i j i r o k u . h t m l  

2 0 2 3 年 8 月 1 日  
1 6 0  社団法人日本雑誌協会 、 編集委員 会 、 取材委員会編集倫理委員会 「 意 見書 」

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / p l a n n i n g / k o j i n / h o u s e i k a / d a i 6 / 6 s i r y o u 3 - 1 . h t m l  

2 0 2 3 年 8 月 1 日 。  

こ の意見書内では 「 公人の個人 情報 」 が取材 ・ 報道 で 必要にな る点につ い て訴え られ てい る 。 一方 、 第 6 回議事内で も その 懸念は本来意図 し て

い る 「 本 人の 同意 」 「 第 三 者提供 」 の 視点 とは異な る と回 答 され て い る もの の 、 議論はすれ 違 っ た ま ま だ っ た 。 一 方 、 学術利用や報道にお け る個

人に関す る情報 の取扱い につ いて明 確にす るべ き では と い う 新 た な検討 課題の発見 と し て捉 え る声 も あ っ た （ 新 美育文委員 ） 。  
1 6 1  日本弁護士連合会 「 『 我 が国に おけ る個人情報保護シ ス テムの 在 り方に つ いて 』 （ 中 間報 告 ） に 対す る意見書 」

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / p l a n n i n g / k o j i n / h o u s e i k a / d a i 6 / 6 s i r y o u 4 - 1 . h t m l  

2 0 2 3 年 8 月 1 日  
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 また、同じ第 6 回では、経済団体連合会（経団連）からも「個人情報保護法制化専門委員会

における意見陳述骨子」 1 6 2が提出され、同様に用語の定義を幅広く認めるべき、というものだ

った。  

 

【特に検討が求められる用語の定義について】  

（まる１） 「収集目的」の範囲：事前に明らかにできる「収集目的」の範囲をできるだけ幅広

く認めるべき（例えば将来的な商品・サービス・情報提供の充実やアフターサービスの提

供等包括的な目的記載を可能とする等）。  

（まる２） 「本人による確認」：明示の同意のみならず、「黙示の同意」によることも認める

べき（例えば、契約の申込をもって、商品・サービスの提供に必要な個人情報の収集への

同意とみなす等）。  

（まる３） 「開示、訂正、利用・提供拒否の求め」に対応すべき範囲：全ての個人情報につ

いて開示、訂正、利用・提供拒否の求めに対応することは困難であり、一定の線引きが必

要（例えば、「電子計算機処理され、容易に検索可能な個人情報」、「組織的に管理され

ており、容易に検索可能な個人情報」等）。  

（まる４） 「第三者」の定義：今後、企業の組織改編や業種・業態の融合が進むことが予想

され、ある程度幅をもたせた定義とすべき (例えば合併・統合時の事業承継者や連結決算

の対象企業を「第三者」から外す等 )。  

 

 これらのヒアリングを受けて、第 8 回から第 1 4 回まで中間整理に向けた委員によるディスカ

ッションが進められ、この「本人同意」「第三者提供」については特に第 1 0 回 1 6 3において議論

が進められた。その際 O E C D 8 原則を参照しながらその解釈および日本国内での適応につい

て議論が進められたが、ヒアリングでも意見が上がった、「同意取得方法」「同意取得が難しい

場合」「親会社・子会社間など企業構成が複数に及ぶ場合」などについて意見が交わされた

が、O E C D 原則に則ると、「収集制限の原則」、つまり個人情報取得に際して本人同意が原則

であるという点について、個人情報を利用する側から見ると「厳格化」となってしまうという板挟

みの状態を解消するとして、西谷剛委員 1 6 4から「作成加工情報」のアイデアが下記のように提

示された。  

 

しかし、これにやはり例外というのは当然ある。適用除外といい、例外と言ってもいいと思う

ので例外と言っておきます。１つは、収集するのではない情報があるのです。情報には今こ

こで収集するという情報と、私は作成加工情報と自分で呼んでいるのですけれども、評価

するようなものですね。（中略）  

 
1 6 2  経済団体連合会 （ 経団連 ） 「 個 人情 報保護法制化専門委員会に おけ る 意 見陳述骨子 」

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / p l a n n i n g / k o j i n / h o u s e i k a / d a i 6 / 6 s i r y o u 1 . h t m l  

2 0 2 3 年 8 月 1 日  
1 6 3  第 1 0 回議事録よ り 。

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / p l a n n i n g / k o j i n / h o u s e i k a / d a i 1 0 / 1 0 g i j i r o k u . h t m

l  2 0 2 3 年 8 月 1 日  
1 6 4横浜国立大学大学院国際社会科学研究科教授 （当時 ）  
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  それから、その作成加工情報はもう一つのタイプがあると思うのは、収集情報を加工す

る。さっきもちょっと出てきましたけれども、Ａの方から収集したものとＢの方から収集した

ものを加工するという情報は直接収集情報ではないわけですね。具体例で言えば、Ａ銀行

に 1 0 万円、Ｂ銀行に 1 0 万円というのはそれぞれは収集情報であるが、それを加工してト

ータルでこの人は 2 0 万円ということをだれかが作成したら、それは収集情報を結合した情

報ですから、さっきの原則の相手方に具体的に告げて同意を得るという物理的余地もない

し、その例外として考えていかなければならないのではないか。  

 

 このアイデアについては、堀部委員、藤井室長から加工していた場合でも個人に関する情報

として規制の対象になっていることは間違いないだろう、と否定されているものの、考え方の方

向性として後に平成 2 7 年法で登場する「匿名加工情報」と共通する部分が多い概念に見受け

られる 1 6 5。  

 その後第 1 7 回において「個人情報保護基本法制に関する大綱案（中間整理） 」 1 6 6を公表し

た。この中で第三者提供について、「 5 .事業者が遵守すべき事項」において規定されているが、

「 （ 2 ）第三者への提供」では、「事業者は、個人情報の第三者への提供が利用目的を超えるこ

ととなる場合は、個人の権利利益を侵害するおそれの無いことが明らかな場合等を除き、本人

の同意を得て行うこと」と提起している。さらに、「 （ 4 ）適正な方法による取得」では、「事業者

は、個人情報の取得に際しては、法令に違反してはならず、また、個人の権利利益を侵害する

おそれの無いことが明らかな場合その他個人情報の性質、取得の際の状況等に照らし第三者

から取得することが必要かつ合理的と認められる場合を除き、原則として本人から取得するな

ど、適正な方法で行うこと」とされているが、ここにおける「第三者から取得することが必要かつ

合理的と認められる場合」といういわば適用除外条件は、メディアに適用されること想定されて

いる旨が第 1 6 回の議論でも示されている 1 6 7。  

 この中間整理公表後、引き続き関係者からのヒアリングを行い（ 2 0 0 0 年 7 月 7 日の閣議決

定において情報通信技術（ Ｉ Ｔ ）戦略本部が発足し、法制化委員会はこの下に改組され継続され

た 1 6 8 ）、第 2 6 回に大綱案の素案 1 6 9が提示された。そのご第 2 7 回において、冒頭の「基本原

則」においては除外対象を設けず、個人情報取扱事業者の義務については、個別項目（利用目

的の制限、など）ではなく事業者の義務すべてを、報道分野の適用除外とする方がいいのでは

といった議論が重ねられ大綱案の修正が行われた 1 7 0。その後最終的に第 2 8 回に「個人情報

 
1 6 5  これ以降、法制化専門委員会ではこの件に触れられる こ とはなかったため 、直接の関係性は明らかではない 。  
1 6 6  
h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / p l a n n i n g / k o j i n / h o u s e i k a / t a i k o u a n / 0 6 0 2 t a i k o u

a n . h t m l  2 0 2 3 年 8 月 1 日  
1 6 7  第 1 6 回議事録よ り堀部委 員は じめ 、 各委員か ら の発言 よ り 。 「 「 第 三者 か ら取得す る こ と が合理 的 と認め ら れ る場合 」 と い う のは マ ス コ ミ

の取材で 、 第 三者か ら取 材す る場 合 は こ こ で読め るの ではな いか と見 る の で し ょ う ね 。 」

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / p l a n n i n g / k o j i n / h o u s e i k a / d a i 1 6 / 1 6 g i j i r o k u . h t m

l  2 0 2 3 年 8 月 1 日  
1 6 8 「 情 報通信技術 （ Ｉ Ｔ ） 戦 略本部の設 置について 」 （ 2 0 0 0 年 7 月 7 日 ）

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / c o l l e c t i o n s / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 1 5 1 9 / w w w . k a n t e i . g o . j p / j p / i t / 0 0 0 7 0 7 / s e t t i / 1 h o n b u s e t t i .

h t m l  2 0 2 3 年 8 月 1 日  
1 6 9  「 個 人情報保 護基本法制に 関す る大 綱案 （ 素案修正版 ） 」

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / p l a n n i n g / k o j i n / h o u s e i k a / d a i 2 6 / 2 6 t a i k o u a n . h t

m l  2 0 2 3 年 8 月 1 日  
1 7 0  第 2 7 回議事録よ り 。 園 部委員長 お よび各委員の発言よ り 。

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / p l a n n i n g / k o j i n / h o u s e i k a / d a i 2 7 / 2 7 g i j i r o k u . h t m

l  2 0 2 3 年 8 月 1 日  



84 

 

保護基本法制に関する大綱」 1 7 1が公表され、その中での表現は中間整理からさらに報道機関

を除外する旨が明記されることとなった。  

 

７．その他  

( 1 )適用除外について  

ア．報道分野等との調整について  

個人情報は、前記「２．基本原則」のとおり、個人の人格尊重の理念の下に慎重に取り扱

われるべきものである一方、報道分野における個人情報の取扱いは、報道の自由に密接

に関わるものである。  

このため報道分野における取材活動等に伴う個人情報の取扱いについては次のように措

置する必要がある。  

①  「３．個人情報取扱事業者の義務等」の諸規定は適用しないこと。  

②  報道分野においても「１．目的「２．基本原則」の諸規定に基づき、個人情報が適正に

取り扱われるための自主的な取組を行うよう努力すべきこと。また、報道分野以外の宗

教、学術、政治の分野における個人情報の取扱いの中には、信仰、学問、政党活動の

自由と密接に関係するものがあり得ると考えられ、これらについては、政府の立案過程

において、報道分野に準じて適切に調整する必要がある。  

なお、適用除外に関する具体的な規定方法については、政府の立案過程において、可能

な限り範囲を明確に画定する観点からの立法技術上の検討を行う必要がある。  

 

 この大綱を元に法案化が進められるが、その際メディアからの猛反発を受け「基本原則」を削

除することになった経緯及びその影響については、第 8 章で詳述する。  

 平成 1 5 年法が成立した後は、第７条で定められた基本方針策定および個別法等の格別の

措置の必要性について国民生活審議会個人情報保護部会で引き続き議論が行われた。なお、

個別法検討の経緯およびその影響については第 9 章で詳述する。  

 個人情報保護部会は、第 1 9 次（ 2 0 0 3 年 7 月～ 2 0 0 5 年 7 月）から第 2 0 次（ 2 0 0 5 年 9 月

～ 2 0 0 7 年 9 月）までの検討を経て、 2 0 0 7 年 6 月 2 9 日に「個人情報保護に関する取りまと

め（意見）」 1 7 2を公表した。ここで、平成 1 5 年法施行後に社会的な話題となっていた「過剰反

応」問題について「全般的事項」として取り上げ、その課題の一つに「本人の同意を得なくても

提供できる場合の追加を巡る議論」という項を設けて、本人の同意を得ずに第三者提供をでき

る場合について将来的に検討する可能性を示した。  

 

個人情報保護法第 2 3 条第１項において，事業者は個人データの第三者への提供に当た

って，原則としてあらかじめ本人の同意を得ることとされているが，法令に基づく場合や，

人の生命，身体又は財産の保護のために必要がある場合であって，本人の同意を得ること

 
1 7 1  情報通信技術 （ Ｉ Ｔ ） 戦 略本 部 、 個人 情報保護法制化専門委員会 「 個 人情 報保護基本法制に 関す る大 綱 」 （ 2 0 0 0 年 1 0 月 1 1 日 ）

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / p l a n n i n g / k o j i n / h o u s e i k a / t a i k o u a n / p d f s / 1 0 1 1 t

a i k o u . p d f  2 0 2 3 年 8 月 1 日  
1 7 2 国民生活審議会 「 個人情報保護 に関 す る取 り ま と め （ 意 見 ） 」 （ 2 0 0 7 年 6 月 2 9 日 ）

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 0 3 1 1 1 8 1 / w w w . c a a . g o . j p / s e i k a t s u / s h i n g i k a i 2 / 2 0 / p d f / t o r i m a t o m e . p d f  

2 0 2 3 年 8 月 1 日  
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が困難な場合等は，本人の同意を得なくても提供できることとされている。このため，個人

情報の有用性に配慮しつつ，個人の権利利益を保護するという個人情報保護法の目的に

かんがみ，現行の本人の同意を得なくても提供できるという規定を適切に運用していくこと

が求められる。  

 

 第 1 9 次においては、法制化委員会と同様、関係省庁や自治体、企業等からのヒアリングが

引き続き行われた。特に、個別法等の格別の措置について議論する必要性から、各分野での

ガイドラインの現状運用ヒアリングを中心に行われたが、医療分野における「匿名化」「連続可

能匿名化」「連続不可能匿名化」をガイドラインで定めており、個人情報に該当しないで運用し

たいとする文部科学省、厚生労働省、経済産業省からの主張があった 1 7 3。  

 提示された運用中（当時）の倫理指針では、「原則として、研究責任者からの依頼に基づき、

ヒトゲノム・遺伝子解析研究の実施前に試料等又は遺伝情報を匿名化しなければならない 」 1 7 4

としていた。この「匿名化」の定義は下記の通りである。  

 

（６ ）匿名化    

ある人の個人情報が法令、本指針又は研究計画に反して外部に漏洩しないように、その個

人情報から個人を識別する情報の全部又は一部を取り除き、代わりにその人と関わりのな

い符号又は番号を付すことをいう。試料等に付随する情報のうち、ある情報だけでは特定

の人を識別できない情報であっても、各種の名簿等の他で入手できる情報と組み合わせる

ことにより、その人を識別できる場合には、組合せに必要な情報の全部又は一部を取り除

いて、その人が識別できないようにすることをいう。匿名化には、次に掲げるものがある。  

ａ  連結可能匿名化：必要な場合に個人を識別できるように、その人と新たに付された符号

又は番号の対応表を残す方法による匿名化  

ｂ  連結不可能匿名化：個人を識別できないように、上記ａのような対応表を残さない方法に

よる匿名化  

 

 この 2 種類の匿名化についていずれも個人情報に該当しない、というのがここでの主張だっ

たが、検討においては委員からは異論が出るなど、継続検討が必要との指摘があった 1 7 5。ま

た、この「匿名化」とは別の文脈において、「過剰反応」における「実名・匿名」の基準について、

第 2 0 次第 5 回（ 2 0 0 6 年 4 月 7 日）などで啓発及び定義の明確化といった課題点がメディア

からのヒアリングで挙げられた 1 7 6。  

 
1 7 3  第 1 1 回資料 1 - 2 「 医 療 （ 研 究 ） 分 野の個人情報保護 に係 る検討  「 ヒ ト ゲ ノ ム ・ 遺 伝子 解析研究に 関す る倫 理指針 」 の  見直 しの方向性 に

つ いて 」 （ 2 0 0 4 年 9 月 1 3 日 ）

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 0 3 1 1 1 8 1 / w w w . c a a . g o . j p / s e i k a t s u / s h i n g i k a i 2 / 1 9 / p d f / 0 4 0 9 1 3 k o j i n 1 -

2 . p d f  2 0 2 3 年 8 月 1 日  
1 7 4  前掲 1 7 3  4 頁。  
1 7 5  第 1 1 回議事録よ り 、 三 宅委員等の発言が代表的 。

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 0 3 1 1 1 8 1 / w w w . c a a . g o . j p / s e i k a t s u / s h i n g i k a i 2 / 1 9 / p d f / 0 4 0 9 1 3 k o j i n -

g i j i r o k u . p d f  2 0 2 3 年 8 月 1 日  
1 7 6 第 5 回議事録よ り 、 五阿弥日本 新聞協会人権 ・ 個人情 報問題検討会幹事の発言よ り 。

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 0 3 1 1 1 8 1 / w w w . c a a . g o . j p / s e i k a t s u / s h i n g i k a i 2 / 2 0 / p d f / 0 6 0 4 0 7 g i j i r o k u . p

d f  2 0 2 3 年 8 月 1 日  
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 このように、平成 1 5 年法成立前からの議論、成立後に継続された議論のなかで、メディアの

強い要望に加え、成立後の「過剰範囲」により過剰な「匿名」対応への反発、などが加わり、「本

人の同意」を不要とした第三者提供が行える条件を要望する声があったことがわかる。  

 

第四項  「仮名加工情報」の導入  

 平成 2 7 年法改正時に匿名加工情報が登場し、さらに第 3 章第 4 節で言及したように、令和

2 年法改正時に新たに「仮名加工情報」が追加された。  

 

第二条  ５  この法律において「仮名加工情報」とは、次の各号に掲げる個人情報の区分に

応じて当該各号に定める措置を講じて他の情報と照合しない限り特定の個人を識別するこ

とができないように個人情報を加工して得られる個人に関する情報をいう。  

一  第一項第一号に該当する個人情報  当該個人情報に含まれる記述等の一部を削除す

ること（当該一部の記述等を復元することのできる規則性を有しない方法により他の記述

等に置き換えることを含む。）。  

二  第一項第二号に該当する個人情報  当該個人情報に含まれる個人識別符号の全部を

削除すること（当該個人識別符号を復元することのできる規則性を有しない方法により他

の記述等に置き換えることを含む。）。  

 

 ここで「他の情報と照合しない限り特定の個人を識別することができないように個人情報を加

工して得られる個人に関する情報」と規定されているように、「仮名加工情報」は「情報の単位と

しては一人ひとりに対応した情報であることが許容される」うえ、「当該加工後の情報とそれ以

外のほかの情報を組み合わせることによって特定の個人を識別することができる状態にあるこ

とを否定するものではない」 （園部・藤原（ 2 0 2 2 ： 9 9 - 1 0 0 ） ） 。  

 この導入の背景について、 2 0 1 9 年 1 2 月 1 3 日公表の「個人情報保護法  いわゆる３年ごと

見直し  制度改正大綱」（個人情報保護委員会） 1 7 7では下記のように説明されている。  

 

〇事業者の中には、自らの組織内部でパーソナルデータを取り扱うにあたり、安全管理措置

の一環として、データ内の氏名等特定の個人を直接識別できる記述を他の記述に置き換え

る又は削除することで、加工後のデータ単体からは特定の個人を識別できないようにすると

いった、いわゆる「仮名化」と呼ばれる加工を施した上で利活用を行う例がみられる。  

〇こうした実務の広がりや、情報技術の発展を背景として、個人情報取扱事業者において

は、仮名化された個人情報について、一定の安全性を確保しつつ、データとしての有用性

を、加工前の個人情報と同等程度に保つことにより、匿名加工情報よりも詳細な分析を比較

的簡便な加工方法で実施し得るものとして、利活用しようとするニーズが高まっている。  

〇ＥＵにおいても、個人情報としての取扱いを前提としつつ、若干緩やかな取扱いを認める

「仮名化」が規定され、国際的にもその活用が進みつつある。我が国においても、「仮名化」

のように、個人情報と匿名加工情報の中間的規律について、従前から経済界から要望があ

 
1 7 7  個人情報保護委員会ウ ェ ブサ イ ト  h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 2 0 0 1 1 0 _ s e i d o k a i s e i t a i k o . p d f  2 0 2 3 年 8 月 1 1 日  
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り、中間整理の意見募集でも、匿名加工情報等との関係を整理した上で、「仮名化」制度の

導入を支持する意見が多く寄せられた。  

〇特に、こうした、仮名化された個人情報について、加工前の個人情報を復元して特定の個

人を識別しないことを条件とすれば、本人と紐付いて利用されることはなく、個人の権利利益

が侵害されるリスクが相当程度低下することとなる。一方で、こうした情報を企業の内部で分

析・活用することは、我が国企業の競争力を確保する上でも重要である。  

 

 これは同年 4 月 2 5 日の「中間整理」 1 7 8でも「「仮名化」のような個人情報と匿名加工情報の

中間的規律の必要性については、従前から経済界からの要望もあるところであるが、具体的な

ニーズの有無、開示請求や利用停止等本人関与の在り方を含めた規律の在り方等について、

ＥＵの規律のレベルの実態、国際的な動向も踏まえ、具体的に検討していく必要がある 」と明言

されていたものである。  

 この中間整理及び大綱は、第 3 章第 4 節で述べた通り、個人情報保護委員会第 8 3 回

（ 2 0 1 8 年 1 2 月 1 7 日）から行われた「いわゆる 3 年ごと見直し」での議論を経て公表されたも

のであるが、この「仮名加工情報」について具体的には第 9 1 回（ 2 0 1 9 年 3 月 4 日）に事務局

から提示された資料においで、E U の事例として提示されたことが発端として挙げられる。  

 

図  1 4  G D P R における匿名化・仮名化との比較（暫定版）  

 
個人情報保護委員会ウ ェ ブ サ イ ト  第 9 1 回資料 2 「 個 人情報保護 を 巡 る国内外の動向 （ デ ー タ 利活用に関 す る施策の在 り方関係 ） 」 8 頁  

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 1 9 0 3 0 4 _ s h i r y o u 2 . p d f  2 0 2 3 年 8 月 1 1 日  

 

 この事務局資料に対し、藤原靜雄委員からは「匿名加工情報の利用については、関心の高い

事業者ほど悩んでおられるようだという実態があると聞いています。ＥＵにおける匿名化のハー

ドルがとても高いということがあります。どの程度参考にできるかという問題はありますけれど

も、ＥＵの仮名化についても検討を深掘りしてみてください。よろしくお願いいたします。 」 1 7 9と

前向きな意見が述べられた。そのほか、第 9 2 回（ 2 0 1 9 年 3 月 1 2 日）では事務局から、

 
1 7 8  個人情報保護法  い わゆ る ３ 年 ご と 見直 し に係 る  検討の中間整理 」 （個人情報保護委員会 ）

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 1 9 0 4 2 5 _ c h u k a n s e i r i . p d f  2 0 2 3 年 8 月 1 1 日  
1 7 9  第 9 1 回議事録 1 1 頁 。 h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 3 1 0 3 0 4 _ g i z i r o k u . p d f  2 0 2 3 年 8 月 1 1 日  
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2 0 1 9 年 3 月 7 日に実施した認定個人情報保護団体シンポジウムで寄せられた声について提

示した中で、「匿名加工情報制度等の現状」についての声として、下記を取り上げた 1 8 0。  

 

匿名加工情報は医療分野では利活用が進んでいるようだが、 I T 業界での活用は思うよ

うに進まない。E U ・G D P R の下では、匿名化の利用は現実的には難しいが、仮名化に

ついては、個人情報の保護を図りつつ利活用を進めていく方向が示されている。次の改

正にあたっては、仮名化といったものを、インセンティブをもった形で、法制度の中に盛

り込んで欲しい。  

 

 具体的にどの団体による意見なのか、また、「インセンティブ」が何を指し示しているのかにつ

いては、検討の議事内 1 8 1では明言されていなかった。  

 また、大綱で記載されている「「仮名化」のように、個人情報と匿名加工情報の中間的規律に

ついて、従前から経済界から要望があり」とされている点については、第 9 7 回（ 2 0 1 9 年 3 月

2 7 日） 1 8 2の日本経済団体連合会ヒアリングおよび第 9 9 回（ 2 0 1 9 年 4 月 1 日） 1 8 3の新経済

連盟ヒアリングが実施されたが、それぞれ具体的に「仮名化」等を要望する声は議事録内では

見られなかった。  

 しかしながら、第 9 7 回の経団連ヒアリングでは、冒頭で情報通信委員長篠原氏から下記の

ように意見書の全体的な方向性が述べられた 1 8 4。  

 

日本の場合には消費者の間でプライバシー侵害への懸念が強いことから、日本企業はい

まだに個人データの活用に十分に踏み切れていないのが現状でございます。したがいまし

て、今回の個人情報保護法の見直しにおいても、前改正のモメンタムを維持しながら、個

人の納得、信頼のもとにデータ活用を活性化させるという方向性で御検討を行っていただ

ければと、まず基本的に考えております。  

 

 これについては、「ガイドラインの充実が必要な事項（例）」の一つとして、「匿名加工情報」を

挙げており 1 8 5、この点について委員から具体的に要望を挙げるように求められたものの、背景

として「ガイドラインだけでは判断できない事項が多い」ことから、「ぜひガイドラインの充実や見

直しをお願いできれば」と説明するにとどまった 1 8 6。また、新経済連盟ヒアリングでは、新経済

連盟事務局長関氏から「個人情報保護法は日本経済に非常に大きな影響を与える法律だと考

えております」と発言があったうえで、要望の総論として、「１つ目は、「データの利活用」は日本

の産業力強化の最も重要なファクターのひとつであるということ。それから、「個人情報の保護

と利活用のバランスが重要」だということ。３点目に、制度設計に当たっては、民間企業の実態

 
1 8 0  第 9 2 回資料 2 「 報 告 ： 認 定個人 情 報保護団体か ら の声 （ 認定個 人情報保護団体シ ン ポ ジ ウム ） 」 2 頁

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 1 9 0 3 1 2 _ s h i r y o u 2 . p d f  2 0 2 3 年 8 月 1 1 日  
1 8 1  第 9 2 回議事録よ り 。 h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 3 1 0 3 1 2 _ g i z i r o k u . p d f  2 0 2 3 年 8 月 1 1 日  
1 8 2  第 9 7 回議事録 。 h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 3 1 0 3 2 7 _ g i z i r o k u . p d f  2 0 2 3 年 8 月 1 1 日  
1 8 3  第 9 9 回議事録 。 h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 3 1 0 4 0 1 _ g i z i r o k u . p d f  2 0 2 3 年 8 月 1 1 日  
1 8 4  前掲 1 8 2  1 頁  
1 8 5  第 9 7 回資料 1 「 個 人情報保護法の ３年 ご と見直 し に向 けて 」 （ 日 本 経済 団体連合会 ） 9 頁 。

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / s h i r y o u 1 . p d f  2 0 2 3 年 8 月 1 1 日  
1 8 6  前掲 1 8 2  3 頁  
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を十分に踏まえることが必要だということで、この３つを強くお願いしたいと思います 」 1 8 7と全体

感が述べられた。また意見の中心は提出された資料の通りプラットフォーマー規制に対する要

望が中心となっており、「仮名化」あるいは「匿名加工情報」への改善については具体的な意見

は見当たらない。  

 一方で、その後の第 1 0 3 回（ 2 0 1 9 年 4 月 2 5 日）で提示された「中間整理案」 1 8 8は、前述

の中間整理とほぼ同じ内容となっており、G D P R を参照した「仮名化」についての検討を挙げ

ていた。これについて、第 1 0 5 回（ 2 0 1 9 年 5 月 1 7 日）の有識者ヒアリングにおいて、賛成す

る意見反対意見があったものの、その後の委員会では議論の中心となることはなく、第 1 2 8 回

（ 2 0 1 9 年 1 2 月 1 3 日）の大綱骨子案を経て、そのまま同日に大綱として公表された。  

 この個人情報保護委員会での検討議事上では、事務局が提示した資料兄ですでに G D P R を

参照した「仮名化」が事業者からの要望を反映したものとして提示され、ヒアリングや一部賛

成・反対など意見が述べられたものの、議論の大きな中心となることなく既定路線としてそのま

ま大綱に盛り込まれ、法案化したとみることができる。  

 

第二節  プロファイリングをめぐる諸点  

第一項  定義  

 「プロファイリング」という言葉が個人情報と関連付けて広く一般的にも語られるようになった

ことに大きな影響を与えたのが、前述した 2 0 1 7 年 1 0 月に E U で採択された（のち一部修正

後 2 0 1 8 年 2 月に再度採択された）「G u i d e l i n e s  o n  A u t o m a t e d  i n d i v i d u a l  d e c i s i o n -

m a k i n g  a n d  P r o f i l i n g  f o r  t h e  p u r p o s e s  o f  R e g u l a t i o n  自動化された個人に対する意

思決定とプロファイリングに関するガイドライン」である。これは、文書中でも言及されている通

り、先立って採択された G D P R で指摘されたプロファイリングに焦点を当てたとして本ガイドラ

インの目的を下記の通り示している 1 8 9。  

 

T h e  G D P R  i n t r o d u c e s  n e w  p r o v i s i o n s  t o  a d d r e s s  t h e  r i s k s  a r i s i n g  f r o m  

p r o f i l i n g  a n d  a u t o m a t e d  d e c i s i o n - m a k i n g ,  n o t a b l y ,  b u t  n o t  l i m i t e d  t o ,  

p r i v a c y .  T h e  p u r p o s e  o f  t h e s e  g u i d e l i n e s  i s  t o  c l a r i f y  t h o s e  p r o v i s i o n s .  

G D P R  は、プロファイリング及び自動化された意思決定から生じるリスク、これに限定さ

れるわけではないが、特にプライバシーのリスクを解決するための新しい規定を導入し

た。このガイドラインの目的はその規定を明確にすることである。  

 

 本ガイドラインでも参照されている G D P R 第 4 条第 4 項では下記のように定義されている

1 9 0。  

( 4 )  ‘ p r o f i l i n g ’  m e a n s  a n y  f o r m  o f  a u t o m a t e d  p r o c e s s i n g  o f  p e r s o n a l  d a t a  

c o n s i s t i n g  o f  t h e  u s e  o f  p e r s o n a l  d a t a  t o  e v a l u a t e  c e r t a i n  p e r s o n a l  

 
1 8 7  前掲 1 8 3  1 頁  
1 8 8  第 1 0 3 回資料 1 「 個 人情報保護法  いわゆ る ３ 年 ご と 見直 し に 係 る検討 の中間整理 （ 案 ） 」 （ 2 0 1 9 年 4 月 2 5 日 ）

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 0 4 2 5 _ s h i r y o u 1 . p d f  2 0 2 3 年 8 月 1 2 日  
1 8 9  前掲 4  7 - 8 頁  
1 9 0  前掲 4 、 7 頁  
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a s p e c t s  r e l a t i n g  t o  a  n a t u r a l  p e r s o n ,  i n  p a r t i c u l a r  t o  a n a l y s e  o r  p r e d i c t  

a s p e c t s  c o n c e r n i n g  t h a t  n a t u r a l  p e r s o n ’ s  p e r f o r m a n c e  a t  w o r k ,  e c o n o m i c  

s i t u a t i o n ,  h e a l t h ,  p e r s o n a l  p r e f e r e n c e s ,  i n t e r e s t s ,  r e l i a b i l i t y ,  b e h a v i o u r ,  

l o c a t i o n  o r  m o v e m e n t s ;  

( 4 )  「プロファイリング」とは、自然人と関連する一定の個人的側面を評価するための、特

に、当該自然人の業務遂行能力、経済状態、健康、個人的嗜好、興味関心、信頼性、行

動、位置及び移動に関する側面を分析又は予測するための、個人データの利用によって

構成される、あらゆる形式の、個人データの自動的な取扱いを意味する。  

 

同じく G D P R 第 2 2 条「プロファイリングを含む個人に対する自動化された意思決定」におい

ては下記の通り自動化された意思決定に対して対象とされない権利を有する、とされている

1 9 1。  

1 .  T h e  d a t a  s u b j e c t  s h a l l  h a v e  t h e  r i g h t  n o t  t o  b e  s u b j e c t  t o  a  d e c i s i o n  

b a s e d  s o l e l y  o n  a u t o m a t e d  p r o c e s s i n g ,  i n c l u d i n g  p r o f i l i n g ,  w h i c h  

p r o d u c e s  l e g a l  e f f e c t s  c o n c e r n i n g  h i m  o r  h e r  o r  s i m i l a r l y  s i g n i f i c a n t l y  

a f f e c t s  h i m  o r  h e r .  

1 .  データ主体は、当該データ主体に関する法的効果を発生させる、又は、当該データ主

体に対して同様の重大な影響を及ぼすプロファイリングを含むもっぱら自動化された取扱

いに基づいた決定の対象とされない権利を有する 1 9 2。  

 

 上記 G D P R での定義を参照しながら本ガイドラインでは下記のよう前提しかつ次段の通り広

義の定義をしている。  

T h e  G D P R  d o e s  n o t  j u s t  f o c u s  o n  t h e  d e c i s i o n s  m a d e  a s  a  r e s u l t  o f  

a u t o m a t e d  p r o c e s s i n g  o r  p r o f i l i n g .  I t  a p p l i e s  t o  t h e  c o l l e c t i o n  o f  d a t a  f o r  

t h e  c r e a t i o n  o f  p r o f i l e s ,  a s  w e l l  a s  t h e  a p p l i c a t i o n  o f  t h o s e  p r o f i l e s  t o  

i n d i v i d u a l s .   

G D P R  は自動化された取扱い又はプロファイリングの結果としての意思決定にだけ焦点

を当てているわけではない。それはプロファイル作成のためのデータ収集、それらのプロフ

ァイルを個人に当てはめることにも適用される。  

 

B r o a d l y  s p e a k i n g ,  p r o f i l i n g  m e a n s  g a t h e r i n g  i n f o r m a t i o n  a b o u t  a n  

i n d i v i d u a l  ( o r  g r o u p  o f  i n d i v i d u a l s )  a n d  e v a l u a t i n g  t h e i r  c h a r a c t e r i s t i c s  

o r  b e h a v i o u r  p a t t e r n s  i n  o r d e r  t o  p l a c e  t h e m  i n t o  a  c e r t a i n  c a t e g o r y  o r  

g r o u p ,  i n  p a r t i c u l a r  t o  a n a l y s e  a n d / o r  m a k e  p r e d i c t i o n s  a b o u t ,  f o r  

e x a m p l e ,  t h e i r :   

・ a b i l i t y  t o  p e r f o r m  a  t a s k ;   

 
1 9 1  前掲 4 、 3 1 頁  
1 9 2  こ の定義におけ る 「 取 扱 い （ P r o c e s s i n g ） 」 、 「 自 動的 （ A u t o m a t e d ） 」 の 訳 つ いては情 報処理用語規格 J I S  X  0 0 0 1 等に照 らす と齟

齬があ り 、 そ れが日本 におけ る法解 釈に影響 を与え て い る と い う 高木浩 光の指摘 もあ る 。  h t t p s : / / c a f e . j i l i s . o r g / 2 0 2 2 / 0 3 / 1 8 / 1 6 0  

2 0 2 2 年 1 2 月 7 日閲覧  
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・ i n t e r e s t s ;  o r   

・ l i k e l y  b e h a v i o u r .  

広義に言えば、プロファイリングは、特に、例えば以下のような分析及び／又は予測を行  

うために、あるカテゴリー又はグループに分けることを目的として個人（又は個人のグルー

プ）について情報を集め、当該個人又は個人のグループの特性又は行動パターンを評価  

することを意味している。   

・業務遂行能力  

・関心、又は   

・起こりうる行動  

 

  加えて、プロファイリングの構成要素として下記 3 点を挙げている。  

P r o f i l i n g  i s  c o m p o s e d  o f  t h r e e  e l e m e n t s :  

⚫  i t  h a s  t o  b e  a n  a u t o m a t e d  f o r m  o f  p r o c e s s i n g ;  

⚫  i t  h a s  t o  b e  c a r r i e d  o u t  o n  p e r s o n a l  d a t a ;  a n d  

⚫  t h e  o b j e c t i v e  o f  t h e  p r o f i l i n g  m u s t  b e  t o  e v a l u a t e  p e r s o n a l  a s p e c t s  

a b o u t  a  n a t u r a l  p e r s o n .  

プロファイリングは、三つの要素で構成されている。  

⚫  自動化された取扱いの形式でなければならない  

⚫  個人データについて実施されなければならない  

⚫  プロファイリングの目標は、自然人についての個人的側面を評価するためのもので

なければならない。  

 

 このように、G D P R 第 4 条では「自動的な取扱い」、第 2 2 条では「自動化された取扱い」と

言及しており、プロファイリングの前提として「自動化された」という点が特徴である。  

 ここで、G D P R 及び上記ガイドラインではさらにプロファイリングと関連した概念として「自動

化された意思決定（A u t o m a t e d  d e c i s i o n - m a k i n g ） 」についても定義している。  

 

A u t o m a t e d  d e c i s i o n - m a k i n g  h a s  a  d i f f e r e n t  s c o p e  a n d  m a y  p a r t i a l l y  

o v e r l a p  w i t h  o r  r e s u l t  f r o m  p r o f i l i n g .  S o l e l y  a u t o m a t e d  d e c i s i o n - m a k i n g  

i s  t h e  a b i l i t y  t o  m a k e  d e c i s i o n s  b y  t e c h n o l o g i c a l  m e a n s  w i t h o u t  h u m a n  

i n v o l v e m e n t .  A u t o m a t e d  d e c i s i o n s  c a n  b e  b a s e d  o n  a n y  t y p e  o f  d a t a ,  f o r  

e x a m p l e :  

⚫  d a t a  p r o v i d e d  d i r e c t l y  b y  t h e  i n d i v i d u a l s  c o n c e r n e d  ( s u c h  a s  

r e s p o n s e s  t o  a  q u e s t i o n n a i r e ) ;  

⚫  d a t a  o b s e r v e d  a b o u t  t h e  i n d i v i d u a l s  ( s u c h  a s  l o c a t i o n  d a t a  

c o l l e c t e d  v i a  a n  a p p l i c a t i o n ) ;  

⚫  d e r i v e d  o r  i n f e r r e d  d a t a  s u c h  a s  a  p r o f i l e  o f  t h e  i n d i v i d u a l  t h a t  h a s  

a l r e a d y  b e e n  c r e a t e d  ( e . g .  a  c r e d i t  s c o r e ) .  
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自動化された意思決定は、プロファイリングと異なった範囲を持ち、また、部分的にはプロ

ファイリングと重なっているか、又はプロファイリングによって生じているかもしれない。もっ

ぱら自動化された意思決定とは、人的介在なしに技術的方法によって意思決定を行う能力

である。自動化された意思決定はどのようなタイプのデータも基礎にすることができる。例

えば、  

⚫  関係する個人により直接提供されたデータ（アンケートに対する回答など）  

⚫  個人について観察されたデータ（アプリケーションを通じて集めた位置データなど）  

⚫  すでに作成されている個人のプロファイルのような派生データ（ d e r i v e d  d a t a ）又

は推定データ（ i n f e r r e d  d a t a ） 。 （例えば、クレジット・スコア）  

 

 二つは一部重なる点はあるものの別の概念としており、その例として自動車等運転の速度制

限違反に対する罰金対応を例にとっている 1 9 3。  

 

表  1 8 自動化された意思決定とプロファイリングの違い（速度制限違反の場合）  

 プロファイリングに

基づく意思決定  

自動化された意思

決定  

スピード・カメラの証拠にだけ基づき制限速度違反の

罰金を科す  

該当しない  該当  

個人の運転習慣が経過的にモニターされ（例えば、過

去に繰り返し速度違反があるかどうか又はそのドライ

バーが他に最近の交通違反があったかなど）、その他

の要素を含めた評価結果に基づき罰金を科す  

該当  該当  

筆者作成  

 

 またその補足として、すべて自動化されているわけではない意思決定にもプロファイリングが

含まれうるとし、例として「例えば、融資を行う前に銀行は、何らかの決定を個人に対して適用

することに先立って、借り手のクレジット・スコアを、人により行われる追加的な意味のある介在

と共に、考慮するかもしれない」としている 1 9 4。  

さらに、プロファイリングの利用の潜在的な方法として G D P R の下記 3 つをあげている。  

 

T h e r e  a r e  p o t e n t i a l l y  t h r e e  w a y s  i n  w h i c h  p r o f i l i n g  m a y  b e  u s e d :  

（ i ）  g e n e r a l  p r o f i l i n g ;  

（ i i ）  d e c i s i o n - m a k i n g  b a s e d  o n  p r o f i l i n g ;  a n d  

（ i i i ）  s o l e l y  a u t o m a t e d  d e c i s i o n - m a k i n g ,  i n c l u d i n g  p r o f i l i n g ,  w h i c h  

p r o d u c e s  l e g a l  e f f e c t s  o r  s i m i l a r l y  s i g n i f i c a n t l y  a f f e c t s  t h e  d a t a  

s u b j e c t  ( A r t i c l e  2 2 [ 1 ] ) .  

 プロファイリングの利用には、潜在的に三つの方法がある。  

（ i ）  一般的なプロファイリング  

（ i i ）  プロファイリングに基づく意思決定、及び  

 
1 9 3  前掲 4  1 2 - 1 3 頁  
1 9 4  前掲 4  1 3 頁  
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（ i i i ）  データ主体に対して法的効果又は同様の大きな影響を与える、プロファイリングを

含む、もっぱら自動化された意思決定（第  2 2  条（ 1 ） ）  

 

 この（ i i ）と （ i i i ）の相違について、個人がオンラインで借り入れ申し込みを行う際を例に、「純

粋に自動化された手段によって作成されたプロファイルに基づいて貸し付けに同意するかどう

かを人間が決定する場合は ( i i ) 」 、 「事前の人間による意味のある評価なしに、アルゴリズムが

貸付けに同意するかどうかを決定し、その決定が個人に対して自動的に通知される場合は

( i i i ) 」と解説している 1 9 5。  

 これら E U における問題提起とそれに伴う定義は、日本においても参照されている。例えば、

研究者、企業などの有志から構成される「パーソナルデータ＋ α 研究会」がプロファイリングの

適切な規律を目指して公表した「プロファイリングに関する最終提言」 1 9 6では、G D P R の定義

などを参照したうえで下記の通り定義している。この定義は、総務省「情報信託機能の認定ス

キームの在り方に関する検討会」においても採用されている 1 9 7。  

 

パーソナルデータとアルゴリズムを用いて、特定個人の趣味嗜好、能力、信用力、知

性、振舞いなどを分析又は予測すること  

 

 そのほか、総務省「A I ネットワーク社会推進会議」の「報告書 2 0 1 8－ＡＩの利活用の促進及

びＡＩネットワーク化の健全な進展に向けて－」 1 9 8で A I を利用したプロファイリングについて言

及があったほか、その前年 2 0 1 7 年に改訂された「放送受信者等の個人情報保護に関するガ

イドライン」 1 9 9は、日本初のプロファイリング規制 2 0 0ともいわれているが、本論文執筆時点で、

日本における公的に公表された「プロファイリング」の定義については上記のみであり、個人情

報保護委員会でも日本固有の定義は未発表であることから、おおむね上記定義を日本におけ

る「プロファイリング」が意味するものとして考えてよいと言える。  

 

第二項  データ、A I を取り巻く環境  

 前述のガイドライン「 I．はじめに」で言及されているように、このようなプロファイリングや自動

意思決定などが取り立てて問題提起された背景には、個人情報やそれに関するデータを取り巻

く環境が急速に変化しているからである。  

 

P r o f i l i n g  a n d  a u t o m a t e d  d e c i s i o n - m a k i n g  a r e  u s e d  i n  a n  i n c r e a s i n g  

n u m b e r  o f  s e c t o r s ,  b o t h  p r i v a t e  a n d  p u b l i c .  B a n k i n g  a n d  f i n a n c e ,  

h e a l t h c a r e ,  t a x a t i o n ,  i n s u r a n c e ,  m a r k e t i n g  a n d  a d v e r t i s i n g  a r e  j u s t  a  f e w  

 
1 9 5  前掲 4  1 3 - 1 4 頁  
1 9 6  「 プ ロ フ ァ イ リ ン グ に 関す る最終 提言 」 （ 「 N B L 」 1 2 1 1 号 、 2 0 2 2 年 2 月号 ） 株式会社商事法務 。  

h t t p s : / / w p . s h o j i h o m u . c o . j p / s h o j i h o m u _ n b l 1 2 1 1  2 0 2 2 年 1 2 月 7 日閲覧  
1 9 7  h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 8 2 2 8 3 8 . p d f  2 0 2 2 年 1 2 月 7 日閲覧  
1 9 8  h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m e n u _ n e w s / s - n e w s / 0 1 i i c p 0 1 _ 0 2 0 0 0 0 7 2 . h t m l  2 0 2 2 年 1 2 月 8 日閲覧  
1 9 9  h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 8 0 6 1 8 9 . p d f  2 0 2 2 年 1 2 月 7 日閲覧  
2 0 0  山本龍彦 「 A I  時代のプ ラ イバ シ ー と デー タ 保護  ― プ ロ フ ァ イ リ ン グ を 中 心に ― 」 （ A I  ネ ッ ト ワ ー ク社会推進 会議第 5 回資料 1 、 2 0 1 9 年

2 月 2 7 日 ）  h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 6 0 4 9 6 8 . p d f  2 0 2 2 年 1 2 月 8 日閲覧  
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e x a m p l e s  o f  t h e  f i e l d s  w h e r e  p r o f i l i n g  i s  b e i n g  c a r r i e d  o u t  m o r e  r e g u l a r l y  

t o  a i d  d e c i s i o n - m a k i n g .  

A d v a n c e s  i n  t e c h n o l o g y  a n d  t h e  c a p a b i l i t i e s  o f  b i g  d a t a  a n a l y t i c s ,  

a r t i f i c i a l  i n t e l l i g e n c e  a n d  m a c h i n e  l e a r n i n g  h a v e  m a d e  i t  e a s i e r  t o  c r e a t e  

p r o f i l e s  a n d  m a k e  a u t o m a t e d  d e c i s i o n s  w i t h  t h e  p o t e n t i a l  t o  s i g n i f i c a n t l y  

i m p a c t  i n d i v i d u a l s ’  r i g h t s  a n d  f r e e d o m s .  

T h e  w i d e s p r e a d  a v a i l a b i l i t y  o f  p e r s o n a l  d a t a  o n  t h e  i n t e r n e t  a n d  f r o m  

I n t e r n e t  o f  T h i n g s  ( I o T )  d e v i c e s ,  a n d  t h e  a b i l i t y  t o  f i n d  c o r r e l a t i o n s  a n d  

c r e a t e  l i n k s ,  c a n  a l l o w  a s p e c t s  o f  a n  i n d i v i d u a l ’ s  p e r s o n a l i t y  o r  

b e h a v i o u r ,  i n t e r e s t s  a n d  h a b i t s  t o  b e  d e t e r m i n e d ,  a n a l y s e d  a n d  

p r e d i c t e d . 2 0 1  

プロファイリング及び自動化された意思決定は、官民両方の多くの分野で利用されるように

なっている。銀行と金融、ヘルスケア、租税、保険、マーケティングと広告は、意思決定を

助けるためにプロファイリングをより定期的に実施している分野のわずかな例にすぎない。  

ビッグデータ解析、人工知能、機械学習の技術と能力の進歩は、プロファイルの作成と自

動化された意思決定を容易にし、個人の権利と自由に大きな影響を与える可能性を有して

いる。  

インターネットにおける、また、 I o T （モノのインターネット）デバイスからの個人データの広

範な利用可能性と、相関性を見いだしリンクを作成する能力は、個人のパーソナリティ又は

行動、関心そして習慣のあらゆる側面を決定し、分析し、予測することを可能としている。  

 

 総務省「情報通信白書」（令和 4 年版） 2 0 2では、過去 5 0 年間の I C T （ I n f o r m a t i o n  a n d  

C o m m u n i c a t i o n  T e c h n o l o g y ）環境変化として下記のように図化している。  

 

図  1 5  過去 5 0 年間の情報通信分野の動向 2 0 3  

 

 
2 0 1  前掲 4  5 - 6 頁  
2 0 2  総務省 「 情報通信白書 」 令和四年 版 h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / j o h o t s u s i n t o k e i / w h i t e p a p e r / r 0 4 . h t m l  2 0 2 2 年 1 2 月 9

日閲覧  
2 0 3  前掲 2 0 2   「 第 1 章  過去 5 0 年間での変化 を時系列 で振 り 返 る 」

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / j o h o t s u s i n t o k e i / w h i t e p a p e r / j a / r 0 4 / h t m l / n d 1 1 0 0 0 0 . h t m l  2 0 2 2 年 1 2 月 9 日閲覧  
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 本図で概観されているように、固定電話中心でパソコンは限られた企業で一部使われていた

5 0 年前に比べ、携帯電話が普及しスマートフォンが一般化、通信速度が 5 G になった現在で

はやり取りされるデータの量も格段に増えていることは想像に難くない。  

 実際、国内外のデータ通信量は飛躍で気に増加していることが下記からも明らかである。  

 

図  1 6  インターネットトラヒック（日本）の推移 2 0 4  

 

 

図  1 7  越境データ流通量の推移 2 0 5  

 

 

 
2 0 4

 前掲 2 0 2   「 1 部  特集  情報通信白書刊行か ら 5 0 年～ I C T と デ ジ タ ル経済の変遷～ 」

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / j o h o t s u s i n t o k e i / w h i t e p a p e r / j a / r 0 4 / h t m l / n d 1 2 1 1 5 0 . h t m l  2 0 2 2 年 1 2 月 9 日閲覧  
2 0 5  総務省 「 情報通信白書 」 令和 2 年版  「 第 1 部  5 G が促すデジ タル変革 と新 た な日 常の構築 」  

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / j o h o t s u s i n t o k e i / w h i t e p a p e r / j a / r 0 2 / h t m l / n d 1 3 1 4 1 0 . h t m l  2 0 2 2 年 1 2 月 9 日閲覧  
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 また、このようなデータ「量」の急増には、「質」の変化が相互に影響している。例えば前述し

たように、携帯電話やスマートフォンなどデバイス（端末）の形態・価格が変化し普及するに伴

い、そこから得られる情報や内容（コンテンツ）も変化し、さらにデータ量に影響する、という相

互の関係がある。一人がスマートフォンとパソコン、など複数のデジタル端末を保有する環境が

一般的になり、加えて、ブラウザからウェブサイトを見たりメールを送ったりという行動からさら

に、アプリと呼ばれるソフトウェアから情報にアクセスする、 S N S で知り合いとコミュニケーショ

ンをとる、など多様な利用方法へと変化が続いている。  

 

図  1 8  地域別 1 人あたり I C T 装備量の推移 2 0 6  

 

 

図  1 9  世界におけるスマートフォン普及の推移 2 0 7  

 

 

これは下記のような現在市場構造からも読み取ることができる。  

 

図  2 0  I C T を取り巻くレイヤー別市場構造 2 0 8  

 
2 0 6  前掲 2 0 2   「 第 1 部  特集  情報通信白書刊行か ら 5 0 年～ I C T と デ ジ タル経済の変遷～ 」

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / j o h o t s u s i n t o k e i / w h i t e p a p e r / j a / r 0 4 / h t m l / n d 1 1 4 1 0 0 . h t m l  2 0 2 2 年 1 2 月 9 日閲覧  
2 0 7  前掲 2 0 2   「 第 1 部  特集  情報通信白書刊行か ら 5 0 年～ I C T と デ ジ タル経済の変遷～ 」

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / j o h o t s u s i n t o k e i / w h i t e p a p e r / j a / r 0 4 / h t m l / n d 1 1 4 1 0 0 . h t m l  2 0 2 2 年 1 2 月 9 日閲覧  
2 0 8  前掲 2 0 2   「 第 2 部  情報通信分野の現状 と課題 」

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / j o h o t s u s i n t o k e i / w h i t e p a p e r / j a / r 0 4 / h t m l / n d 2 3 1 1 0 0 . h t m l  2 0 2 2 年 1 2 月 9 日閲覧  
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 ここで特に世界に影響を与えている存在が、「プラットフォーマー」と呼ばれる企業であり、そ

の代表が通称 G A F A と呼ばれる 4 企業である 2 0 9。すなわち、G o o g l e、A m a z o n、

F a c e b o o k （現「M e t a 」 ）、A p p l e の 4 社である。これらの企業は、従来のデジタル産業のよう

に分野に特化しているのではなく、複数のサービスを一社で横断的に提供し、結果的に市場を

寡占している点が特徴である。「具体的には、グローバル・プラットフォーマーがエンドユーザー

の属性情報、位置情報、電子商取引に係る購入履歴、動画・音楽配信に係る視聴履歴などの

個人データを収集・分析し、各エンドユーザーの嗜好に応じた広告などの情報を提示するような

付加価値サービスの提供が行われるようになっている」。 2 1 0  

 

図  2 1  G A F A の売上高の推移 2 1 1  

 

 

 日本においても、「クラウドサービスの進展が著し」 2 1 2く、 2 0 2 0 年 5 月に「特定デジタルプラ

ットフォームの透明性及び公正性の向上に関する法律（以下、「取引透明化法」）が成立したも

 
2 0 9  M i c r o s o f t を加えて G A F A M と称 される こ ともある 。 ビ ッグ ・ テ ッ ク 、 ビ ッグ ・ フ ォーなどの呼ばれ方をする こ ともあ る 。  
2 1 0  前掲 2 0 2   「 第 1 部  特集  情報通信白書刊行か ら 5 0 年～ I C T と デ ジ タル経済の変遷～ 」  

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / j o h o t s u s i n t o k e i / w h i t e p a p e r / j a / r 0 4 / h t m l / n d 1 1 5 1 0 0 . h t m l  2 0 2 2 年 1 2 月 9 日閲覧  
2 1 1  前掲 2 1 0  
2 1 2  前掲 2 0 2   「 第 1 部  特集  情報通信白書刊行か ら 5 0 年～ I C T と デ ジ タル経済の変遷～ 」  

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / j o h o t s u s i n t o k e i / w h i t e p a p e r / j a / r 0 4 / h t m l / n d 1 2 2 1 0 0 . h t m l  2 0 2 2 年 1 2 月 9 日閲覧  
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のの、「米国などの海外企業が我が国のクラウドサービス市場を席巻しており、過度な海外依

存を懸念する声もある」 2 1 3。  

 

図  2 2  日本のパブリッククラウドサービス市場規模（売上高）の推移及び予測  

 

 このグローバル・プラットフォーマーの台頭は、プロファイリングが現実的に市民、消費者の生

活に直接影響を与える一因となっている。前述した取引透明化法では、本法対象となる「デジタ

ルプラットフォーム」について下記の通り定義している。  

 

多数の者が利用することを予定して電子計算機を用いた情報処理により構築した場で

あって、当該場において商品、役務又は権利（以下「商品等」という。）を提供しようとす

る者の当該商品等に係る情報を表示することを常態とするもの（次の各号のいずれかに

掲げる関係を利用したものに限る。）を、多数の者にインターネットその他の高度情報通

信ネットワーク（放送法（昭和二十五年法律第百三十二号）第二条第一号に規定する放

送に用いられるものを除く。）を通じて提供する役務をいう。 2 1 4  

 

このように、グローバル・プラットフォーマーは多種多様な個人に係る行動や嗜好のデータを

自社のデータとして直接取得管理でき、その大量かつ多岐分野にわたるデータを基に分析し、

自社商品・サービスをより利用・購入させるためのマーケティングに活用する。その大量データ

の分析に、現在では A I の活用が重要となっている。同じく総務省「情報通信白書」令和四年版

では「第 2 部  情報通信分野の現状と課題  第 7 節  I C T 技術政策の推進」のなかで「 4  A I

技術」の項を設け下記のように言及している。  

 

A I は、近年、深層学習（ディープラーニング）による機械学習技術に代表されるように加速

度的に発展しており、世界の至る所でその応用が進み、広範な産業領域や社会インフラな

どにも大きな影響を与えるなど社会の根本機能維持のための必須技術となっている。  

 

 
2 1 3  前掲 2 1 2  
2 1 4  特定デジタルプラ ッ ト フ ォームの透明性及び公正性の向上に関する法律  第二条  
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 A I については、経済産業省でも、「我が国の A I ガバナンスの在り方 v e r . 1 . 1 （A I 原則の実

践の在り方に関する検討会  報告書）」を 2 0 2 1 年 7 月に発表している 2 1 5。これは 2 0 2 1 年 1

月に出された「我が国の A I ガバナンスの在り方 v e r . 1 . 0 （A I 社会実装アーキテクチャー検討

会  中間報告書）」 2 1 6に、パブリックコメントの意見をもとに修正を加えたものである。  

 以上、このように、通信速度が速くなり、やり取りできるデータ量が増えるとともに、利用者が

利用する端末の種類が増え、利用するサービスもウェブサイト /メールなどに加えアプリや S N S

など多様になってきている中、それらを横断的に提供するグローバル・プラットフォーマーが出

現し、利用者のデータを直接取得管理できるようになった 2 1 7。これにより、大量かつ多様なデ

ータを瞬時に分析手出来る A I が進化しマーケティングに利用されるような環境が実現し、 E U

をはじめ日本でもそれらに対する可能性と課題が出現してきているというのが今日の状況であ

る。  

 

第三項  プラットフォーム型と突合型  

 一方、プロファイリングが、グローバル・プラットフォーマーや A I が登場する場合のみに限定

されるわけではない。プロファイリングはもともと、グローバル・プラットフォーマーあるいはデジ

タルプラットフォームが登場する以前から個人情報と関連した意味でも存在した概念である。例

えば、日本においては「行政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する

法律」（以下、「昭和 6 3 年法」）検討時の 1 9 8 8 年第 1 1 3 回国会における田口健二議員（社会

民主党）が下記の発言をしている 2 1 8。  

 

アメリカにおける状況、ＯＴＡ報告というのがあるのですが、これを見ますと、いわゆるコ

ンピューターのマッチングそれからコンピューターのプロファイリング、これは、マッチン

グは一応結合というふうに言われていますけれども、プロファイリングはどういうふう

に、正確な訳があるのかどうか私もわかりませんが、こういうのが自在に行われて非常

に国民のプライバシーが侵害されておる、こういう点も報告をされておるわけですね。  

  

 昭和 6 3 年法は、「個人情報の保護に関する法律（平成 1 5 年 5 月 3 0 日法律第 6 1 号）」

（以下、「平成 1 5 年法」）成立の基礎となった法律であるが、その当時すでにプロファイリング

についての懸念が国会審議において指摘されていた。  

 ここで、プロファイリングと合わせて「マッチング」 「結合」について言及されている。当該国会

ではこれ以上の定義などが無いが、文脈等から判断するに、いわゆるデータの突合等によりデ

ータ規模を増やすことができる状態を指していると言える。これは、「ある人物を表すデータが

 
2 1 5  A I  原則の実践の在 り方に 関す る検 討会 「 我が国の  A I  ガバ ナ ン スの 在 り方  v e r .  1 . 1 」  
h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / s h i n g i k a i / m o n o _ i n f o _ s e r v i c e / a i _ s h a k a i _ j i s s o / p d f / 2 0 2 1 0 7 0 9 _ 1 . p d f  2 0 2 2 年 1 2 月 1 2 日 閲 覧  
2 1 6  A I  社会実装アー キ テ ク チ ャ ー検討 会 「 我が国の  A I  ガバナ ン スの在 り 方  v e r .  1 . 0 」  
h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / s h i n g i k a i / m o n o _ i n f o _ s e r v i c e / a i _ s h a k a i _ j i s s o / p d f / 2 0 2 1 0 7 0 9 _ 2 . p d f  2 0 2 2 年 1 2 月 1 2 日 閲 覧  
2 1 7  G A F A の企業概観については下記を参照した 。 スコ ッ ト ・ ギ ャ ロウ ェイ 、渡会圭子訳 「 t h e  f o u r  G A F A  四騎士が創り変え

た世界 」 （ 2 0 1 8 年、東洋経済新報社 ）  
2 1 8  第 1 1 3 回国会  衆議院  内閣委員会  第 6 号  昭和 6 3 年 1 0 月 1 1 日

h t t p s : / / k o k k a i . n d l . g o . j p / s i m p l e / d e t a i l ? m i n I d = 1 1 1 3 0 4 8 8 9 X 0 0 6 1 9 8 8 1 0 1 1  2 0 2 2 年 1 2 月 1 2 日閲覧  
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同一人物の別のデータと結び付けられるリスク」である「連結」とも表現され 2 1 9、また「個人の

特定がされている・いないにかかわらず起こりえ」ると指摘されている（佐久間（ 2 0 1 6 ： 1 , 8 ） ） 。  

 例えば、あるデータテーブル 1 の「年齢」「市区町村」の組み合わせと、データテーブル 2 の

「年齢」「市区町村」の組み合わせと照合することでそれぞれのデータテーブルの種類を増やす

ことができる。さらにその人物について特定することも可能となる場合がある。  

 

図  2 3  データの連結イメージ  

 

佐久間 （ 2 0 1 6 ） よ り一部修正し筆者作成  

 

 前節でみた通り、G A F A のようないわゆるグローバル・プラットフォーマーが出現したのは

2 0 0 2 年以降であり急速にそのシェアを拡大したのは 2 0 1 0 年代以降である。それ以前のデー

タを取り巻く環境、また今日においてもこれらプラットフォーマー以外の、自社で取得したデータ

量・種類が限定的で他の情報が必要な場合は、他社・他団体が保有するデータと連結すること

で補完する。このような方法は特にオンライン広告技術の進歩に伴い知られるようになり、同時

にそのリスクなどが取りざたされるようになった。  

2 0 0 0 年にはアメリカでネット広告配信会社によるオンラインプロファイリングについての報

告書「O N L I N E  P R O F I L I N G : A  R E P O R T  T O  C O N G R E S S 」 2 2 0が発表され、オンラインプ

ロファイリングに関して、消費者のプライバシー保護を法律で規制するよう議会に対して勧告が

なされたが、そこで想定されている状況はこのデータの連結により可能となるプロファイリング

とそのリスクである。  

 

T h e  i n f o r m a t i o n  g a t h e r e d  b y  n e t w o r k  a d v e r t i s e r s  i s  o f t e n ,  b u t  n o t  a l w a y s ,  

a n o n y m o u s ,  i . e . ,  t h e  p r o f i l e s  a r e  f r e q u e n t l y  l i n k e d  t o  t h e  i d e n t i f i c a t i o n  

n u m b e r  o f  t h e  a d v e r t i s i n g  n e t w o r k ’ s  c o o k i e  o n  t h e  c o n s u m e r ’ s  c o m p u t e r  

r a t h e r  t h a n  t h e  n a m e  o f  a  s p e c i f i c  p e r s o n .  T h i s  d a t a  i s  g e n e r a l l y  r e f e r r e d  

t o  a s  n o n - p e r s o n a l l y  i d e n t i f i a b l e  i n f o r m a t i o n  ( “ n o n - P I I ” ) .  I n  s o m e  

c i r c u m s t a n c e s ,  h o w e v e r ,  t h e  p r o f i l e s  d e r i v e d  f r o m  t r a c k i n g  c o n s u m e r s ’  

 
2 1 9  本書内の定義は 「連結 （ l i n k a g e ） 」 。 マ ッ チ ング 、突合 と同 じ意味で使用されている と解釈できるため本論文で引用した 。

また 、田口議員の 「 マ ッチング 」 が 「結合 」 を意味する とい う発言については 、本論文内では元の英語の意味 「 m a t c h i n g 」 を 優

先し 、 連結や突合と同意味と して解釈する 。 また 、 「 l i n k a g e 」 「m e r g e 」 などについても同様に同意味と解釈する 。  
2 2 0  F E D E R A L  T R A D E  C O M M I S S I O N  ‘ O N L I N E  P R O F I L I N G :  A  R E P O R T  T O  C O N G R E S S ’  2 0 0 0 年 6 月  

h t t p s : / / w w w . f t c . g o v / s i t e s / d e f a u l t / f i l e s / d o c u m e n t s / r e p o r t s / o n l i n e - p r o f i l i n g - f e d e r a l - t r a d e - c o m m i s s i o n - r e p o r t -

c o n g r e s s - p a r t - 2 / o n l i n e p r o f i l i n g r e p o r t j u n e 2 0 0 0 . p d f  2 0 2 2 年 1 2 月 1 2 日閲覧  
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a c t i v i t i e s  o n  t h e  W e b  a r e  l i n k e d  o r  m e r g e d  w i t h  p e r s o n a l l y  i d e n t i f i a b l e  

i n f o r m a t i o n  ( “ P I I ” ) .  2 2 1  

ネットワーク広告主が収集する情報は、多くの場合、常にではないが、匿名である。例えば、

プロファイルは、ある特定人物の名前ではなく、消費者のコンピュータ上の広告ネットワーク

の C o o k i e （クッキー、端末識別子）にリンクされていることがしばしばある。このデータは、

一般に、個人を特定できない情報（「 n o n - P I I 」 ）と呼ばれる。しかし、状況によっては、ウェ

ブ上での消費者の活動を追跡して得られたプロファイルが、個人を特定できる情報（「 P I I 」 ）

に連結または統合されることがある。  

 

O n c e  c o l l e c t e d ,  c o n s u m e r  d a t a  c a n  b e  a n a l y z e d  a n d  c o m b i n e d  w i t h  

d e m o g r a p h i c  a n d  “ p s y c h o g r a p h i c ”  d a t a  f r o m  t h i r d - p a r t y  s o u r c e s ,  d a t a  o n  

t h e  c o n s u m e r ’ s  o f f l i n e  p u r c h a s e s ,  o r  i n f o r m a t i o n  c o l l e c t e d  d i r e c t l y  f r o m  

c o n s u m e r s  t h r o u g h  s u r v e y s  a n d  r e g i s t r a t i o n  f o r m s .  T h i s  e n h a n c e d  d a t a  

a l l o w s  t h e  a d v e r t i s i n g  n e t w o r k s  t o  m a k e  a  v a r i e t y  o f  i n f e r e n c e s  a b o u t  

e a c h  c o n s u m e r ’ s  i n t e r e s t s  a n d  p r e f e r e n c e s .  T h e  r e s u l t  i s  a  d e t a i l e d  

p r o f i l e  t h a t  a t t e m p t s  t o  p r e d i c t  t h e  i n d i v i d u a l  c o n s u m e r ’ s  t a s t e s ,  n e e d s ,  

a n d  p u r c h a s i n g  h a b i t s  a n d  e n a b l e s  t h e  a d v e r t i s i n g  c o m p a n i e s ’  c o m p u t e r s  

t o  m a k e  s p l i t - s e c o n d  d e c i s i o n s  a b o u t  h o w  t o  d e l i v e r  a d s  d i r e c t l y  t a r g e t e d  

t o  t h e  c o n s u m e r ’ s  s p e c i f i c  i n t e r e s t s 2 2 2 .  

消費者データはひとたび収集されると、分析され、第三者の情報源からの人口統計学的デ

ータおよび「サイコグラフィック」データ、消費者のオフライン購入に関するデータ、またはア

ンケートや登録フォームを通じて消費者から直接収集した情報と組み合わせることができ

る。この拡張されたデータにより、広告ネットワークは、各消費者の興味や嗜好について

様々な推論を行うことができる。その結果、個々の消費者の嗜好、ニーズ、購買習慣を予測

しようとする詳細なプロファイルができ、広告会社のコンピュータが消費者の特定の興味に

直接ターゲットを絞った広告の配信方法について瞬時に判断することができるようになる。  

 

 このように、プラットフォーマーの出現によってより顕在化したプロファイリングではあるもの

の、そのリスクなどの課題についてはそれ以前から指摘されており、その場合のデータ状況とし

ては、連結あるいは突合によって拡張されたデータを基にしたプロファイリングであった。前者

のプロファイリングを「プラットフォーマー型」、後者のプロファイリングを「突合（連結）型」とした

場合、「突合（連結）型」の登場、そののち 2 0 0 0 年以降に「プラットフォーマー型」が加わり、現

在は両者のケースがともに混在してプロファイリングと呼ばれていると言える。  

 

 
2 2 1  前掲 2 2 0  7 頁。以下日本語訳は筆者。  
2 2 2  前掲 2 2 0  8 頁  
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第三節  先行研究  

第一項  日本における議論（堀部政男、石井夏生利、山本龍彦など）  

個人情報保護委員会初代委員長であり、個人情報保護法成立に尽力した堀部政男は、日本

における個人情報保護法制における第一人者の一人である。堀部は 1 9 8 0 年に出版された

『現代のプライバシー』（岩波新書、 1 9 8 0 ）において、個人情報を取り巻く課題を包括的に論じ

ているが、そこで下記のようにデータが持つ連結による拡張性、およびそのリスクの可能性を指

摘している。  

 

個人の情報は、その部分、部分のみをとり出しても、ある特定の個人の全体像を浮かび上が

らせることは困難である。しかし、部分的な情報が個人に付せられた統一的な番号で集めら

れ、組み合わせられるならば、バラバラでは意味がないが、多数の部分の合成によって意味

を持つようになるモンタージュ写真のように、個人を識別することが可能になってくる。ところ

が、個別的な情報の中に誤っているものがある場合には、本人の真の姿をとらえることがで

きなくなる。それは、あたかもいびつな金魚ばちに入れられて、ゆがんで見える金魚のような

ものである（堀部（ 1 9 8 0 ： 5 8 ） ） 。  

 

 上記引用部分では直接「プロファイリング」等の用語を用いていないものの、想定されている

状況は前節での「突合（連結）型」プロファイリングと近しい。その後、堀部を指導教授とする石

井夏生利により「プライバシー・個人情報の「財産権論」－ライフログをめぐる問題状況を踏ま

えて－」（ 『情報通信政策レビュー』 2 0 1 2 年 4 巻、総務省）において、「ライフログ」という用語

により、多種多様なデータの拡張が及ぼす影響について考察している。  

 

近年、個人の生活履歴を用いたサービスに注目が集まっており、「ライフログビジネス」と

いわれている。「ライフログ」とは、一般的に、人間の行動記録をデジタル化し、集積したも

のを意味し、ウェブサイトの閲覧履歴、携帯端末による位置情報、 I C 乗車券による乗車履

歴など、われわれの身の回りには様々なライフログが記録されている。事業者は、ライフロ

グを用いれば、個人の好みに応じた便利なサービスを提供できるが、一方で、誰が、いつ、

どこで、何に興味を持ち、誰と一緒にいるか、何をしたかといった情報を蓄積することとなる

2 2 3。  

 

 「ライフログ」については、新保史生も石井論文等を参照しながら下記のように定義するととも

に、ウェブサイトなどオンライン上で行われる「行動ターゲティング広告」との関係から、それの

みでは個人情報と言えない情報も個人情報に該当してしまう可能性について指摘している 2 2 4。  

 

 
2 2 3  「 プ ラ イ バ シ ー ・ 個 人情報 の 「 財産権 論 」 － ラ イ フ ロ グ を め ぐ る 問題状 況 を 踏 ま え て－ 」 （ 『 情 報 通信政策 レ ビ ュ ー 』 2 0 1 2 年 4 巻 、 総務省 ）  

h t t p s : / / d l . n d l . g o . j p / v i e w / d o w n l o a d / d i g i d e p o _ 9 9 9 7 0 0 4 _ p o _ i s h i i 2 0 1 2 . p d f ? c o n t e n t N o = 1 & a l t e r n a t i v e N o =  2 0 2 2 年

1 2 月 1 3 日閲覧  
2 2 4  新保史生 「 ラ イ フログの定義と法的責任個人の行動履歴を営利目的で利用するこ との妥当性 」 （ 『 情報管理 』   国立研究開

発法人科学技術振興機構、 5 3 号、 2 0 1 0 ）  
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「ライフログ（ l i f e l o g ） 」とは，「人間の活動（ l i f e ） 」の「記録（ l o g ） 」のことである。コンピュ

ーターを装着するなどしてセンサーなどで個人の活動に関するログを取得する行為が，元

来のライフログの語源と考えられる。そのような行為を行う者のことを，ライフ・ロガー

（ l i f e l o g g e r s， l i f e b l o g g e r s， l i f e g l o g g e r s ）と呼ぶこともある。つまり，ライフログと

は，個人の活動に関する情報を自動的かつ包括的に記録したログを念頭に置いた呼称と

いえよう。  

  中略  

「ライフ」の範囲と「ログ」の個人識別性など，この用語の意味するところは法令用語として

の「個人情報」との関係において明確な解釈の整理がなされたことはない。ライフログは，

特定の個人の活動に関するさまざまな情報を収集した結果であることから，その多くは単

なる「ログ」として直ちに特定の個人を識別できない情報も多い。よって，ライフログは，⑧

特定の個人に関する個人情報（個人識別情報）および⑨個人に関連する個人情報に該当

しない情報（非個人識別情報）の両者から構成されるものである。しかし，個人識別情報と

非個人識別情報を明確に区別することは困難な場合が多い。両者の違いは，取得主体，

取得情報，当該情報単独での個人識別性，他の情報との照合による個人識別性，容易照

合性の程度など，さまざまな要素が相対的に関係するからである。  

 

 これら 2 0 1 0 年前後のライフログという切り口での議論から、さらにプロファイリングとしての

論を展開しているのが、山本達彦によるものである。また、山本は G D P R におけるプロファイ

リングを「現代的プロファイリング」として下記のように従前の「古典的なプロファイリング」と比

較し特徴を挙げている 2 2 5。  

 

現代的プロファイリングの特徴  

1 .  データ量  

2 .  自動性  

3 .  科学的信憑性  

4 .  意外性（予見困難性）  

5 .  項目の広範性・細目性  

  

 そのうえで、下記のように懸念を示したうえで、現代的プロファイリングの法的問題として、

（ 1 ）プライバシー権の侵害（ 2 ）内心の自由の侵害（ 3 ）選挙権の侵害、選挙の公正の揺らぎ、民

主主義の弱体化（ 4 ）平等原則、個人の尊重原理との抵触、の 4 点を挙げている。  

 

ここで改めて注意を要するのは、プロファイリング結果は「真実らしく受け取られる」とし

ても、あくまで確率的
・ ・ ・

な
・

判断であって、その
・ ・

人
・

そのもの
・ ・ ・ ・

を確定的に記述するものではな

い、ということである。しかし、先述した科学的信憑性や外見的客観性から、プロファイリ

ング結果があたかもその人の実像であるかのように扱われる可能性、あるいは、実像そ

 
2 2 5  山本龍彦 「 ビ ッグデー タ社会とプロフ ァイ リング 」 （ 『 論究ジュ リス ト 』 1 8 号、 2 0 1 6 ） 3 4 - 4 4 頁  
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のものでないと理解されても、経済的合理性や効率性お観点から、人生の重要場面で

当該結果がその人に関する最終的評価として扱われる可能性は否定できない。当人と

しても、その科学的信憑性から、プロファイリング結果に対して「それは本当の自分とは

違う！」と容易には反論し難い状況に置かれよう。また、アルゴリズムの高度の専門性・

複雑性や不透明性から、個人がプロファイリング結果の妥当性を自ら検証し、これに異

議をさしはさむことは現実に困難となろう。かくして個人が、自らの努力野心の能力、自

らを取り巻く個別的・部隊的状況にかかわらず、人工知能がはじき出した「確率」によっ

て概括的・抽象的・事前的に判断され、人生の重要な機会を奪われ、自律的な生き方を

妨げられることは十分に考えられる 2 2 6 （傍点はそのまま引用）。  

 

 山本はここでも指摘しているようにこの現代的プロファイリングにおける A I の影響の大きさを

憲法の視点からも論じている 2 2 7。A I により、現代的プロファイリングの特徴である「 1 .データ

量」が従来では実現できなかった膨大な規模となるとともに、古典的プロファイリングでは「人間

が経験則や自らの勘」 2 2 8に頼っていたがアルゴリズムなどの「 2 .自動性」をもって処理できるよ

うになり、その結果「 3 .科学的信憑性」が高いと一般的に判断され、時には古典的プロファイリ

ングでは発見できなかった「 4 .意外性（予見困難性）」のある結果を、「 5 .  項目の広範性・細目

性」のある幅広さとともに導き出すことができる。  

 また、加えて A I の急速な発展など予測速度・制度が精緻になっていく状況を踏まえて下記の

ように日本の状況に懸念を評している 2 2 9。  

 

しかし、そもそも我が国で情報プライバシー権論が盛り上がった際に最も懸念されたの

は、高度情報化社会において、我々の情報が集積・連結・結合・分析され、それにより

我々の個人的側面が知らぬ間に暴かれることだったのではないか。それは、要するに、

プロファイリングである。そして、このことを回避するために、第三者提供を制限するな

ど、一所懸命、外堀を固めたという側面があったのではないか。そうすると、プロファイ

リングの規制を書いた現行法制は、外堀は頑張って固めているが、肝心の本丸の守り

が空っぽ、という極めて奇怪なーそもそも何のために外堀を固めたのかさえわからない

ミステリアスなー建付けになっているともいえる 2 3 0。  

 

高木浩光は、これらのプロファイリングに関する検討・議論について、前述の石井（（ 2 0 1 4 ：

7 5 ）を参照しながら欧州評議会でのプロファイリングの定義から、山本の論考を補足したうえ

で、山本が定義した、推論などを含む「現代的プロファイリング」について高木の論考も問題意

識と同じ認識であるとしている 2 3 1。  

 
2 2 6  前掲 2 2 5  4 1 頁  
2 2 7  前掲 2 2 5  3 6 頁 「 （ 前 略 ） ビ ッ グ デ ー タ社会に おいて プ ロ フ ァ イ リ ン グは 、 使用 され るデー タ量の増加や人工知能の発達等に よ る自動処 理

の高度化な ど に よ っ て科学的信憑性 を高め 、 その利用 範囲 を急速に 拡大 させ て き て い る と い え る 。 」  
2 2 8  前掲 2 2 5  3 5 頁  
2 2 9  前掲 2 2 5  執筆時に おけ る 日本の 状況 とい う 意味だ が 、 本論文 の展開 も第一章で述 べた通 り 、 2 0 2 3 年時点におい て も 「 プ ロ フ ァ イ リ ン

グ 」 を 明確に規制 し て い ない状 況 と い う 前提 を共有 し て い る 。  
2 3 0  前提 2 2 5   4 4 頁  
2 3 1  「 個 人情報保護か ら 個人デー タ保護 へ―民間部門 と 公的部門の規定統合 に向けた検討  ⑵ 」 （ 『 情 報法制研究 』 第 2 号 （ 2 0 1 7 .  1 1 ） 、 有

斐閣 ）  9 5 頁 h t t p s : / / w w w . a l i s . o r . j p / j o u r n a l / d a t a / v o l 2 / i s s n 2 4 3 2 - 9 6 4 9 _ v o l 2 _ p 0 7 5 . p d f  2 0 2 2 年 1 2 月 2 0 日閲覧  



105 

 

さらに、歴史的経緯を検証したうえで、「いわゆる「プロファイリング」への対応の必要性は，

今日始まったことではなく、ましてや「将来的に検討すべき課題」でなく、 1 9 7 0 年代の世界の個

人データ保護法制の黎明期から想定されていたことであり、日本法においても、昭和 6 3 年法

の段階では辛うじてそれが法目的の一部として組み込まれていたのであったが、平成 1 5 年法

の立案過程で、情報公開法との混同が生じ、かつての電子計算機処理に特有の法目的が忘却

されてしまった」と総括している 2 3 2。  

 一方、大島義則の指摘のように、「平成 2 7 年改正後、プロファイリングに関して 1 7 条 2 項

適用説が提唱されるとともに特定分野の規律や自主規制ルールの中において多様な規律が目

指され」、「令和 2 年改正により一定のプロファイリング規制に至った」とする見解もある 2 3 3。こ

の「 1 7 条 2 項」とは「適正な取得」としている条項で、本人の同意を得ないで要配慮個人情報

を取得してはならない、としている。大島は、この指摘をもってプロファイリングに適用できるの

ではないかとする山本の説 2 3 4に一定の「プロファイリング規制」効果を期待している 2 3 5。また、

ここで「令和 2 年改正により」至ったとしているのは、当該改正における国会審議での議論 2 3 6

を参照したうえで下記の見解によるものである。  

 

まず、利用停止・消去の要件緩和（ 3 0 条 1 項、 5 項、 6 項）については「取得時における同

意至上主義から脱却し、取得後の自己情報コントロールの仕組みを強化する改正と評価」

することができ、リクナビ事件で問題となった取得時の形式的同意のみでプロファイリング

を正当化しうるのかという問題に対応するものと評しうる。第三者提供記録の開示義務化

（ 2 8 条 5 項）は 3 0 条に基づく請求権を実質的に行使するために本人が第三者提供記録

の確認手段を設けるものである。さらに、提供先で個人データとなる個人関連情報の規制

（ 2 6 条の 2 ）は、リクナビ事件で問題が顕在化した提供先での個人識別に関する問題を背

景に導入されたものであり、プロファイリングにも関連する規制である。国会答弁を踏まえ

ると、不適正利用禁止義務以外の改正条項においてもプロファイリングの規律は意図され

ているようである 2 3 7。  

 

 そのうえで、大島は「自己決定・同意のコンセプトは依然として有用である」 2 3 8としている。  

 

 
2 3 2  前掲 2 3 1  9 9 頁  2 0 2 2 年 1 2 月 1 5 日閲覧  
2 3 3  大島義則 「 個人情報保 護法にお け る プ ロ フ ァ イ リ ン グ規制の展開 」 （ 『 I n f o r m a t i o n  N e t w o r k  L a w  R e v i e w 』 V o l .  2 0  ( 2 0 2 1 ) ）  

h t t p s : / / w w w . j s t a g e . j s t . g o . j p / a r t i c l e / i n l a w / 2 0 / 0 / 2 0 _ 2 0 0 0 0 4 / _ p d f / - c h a r / j a  2 0 2 2 年 1 2 月 2 0 日閲覧  
2 3 4  山本龍彦 「 イ ン ターネッ ト 上の個人情報保護 」松井茂記 = 鈴木秀美 =山口いつ子編 『 イ ン ターネッ ト法 』 （ 有斐閣、 2 0 1 5 年 ）

2 8 8 頁、山本 ・前掲注  2 ）  2 6 6 頁。宇賀克也 『個人情報保護法の逐条解説 〔第  6  版 〕 』 （ 有斐閣 、 2 0 1 8  年 ） 1 4 3 頁  
2 3 5  一方 、 「 法 律実務上 の対応 と し ては 1 7 条 2 項非適用説 を基調に処理 さ れ てい く こ と に な る 」 と し て 、 「 1 7 条 2 項適用説はなお特定 分野に

おけ る規 律や自主規制論にお いて影 響 を も つ こ と に な る 」 と 限 定的な適用 であ る点 を明記 し て い る 。  
2 3 6   前掲 2 3 3  4 2 頁 2 0 1 回国会参議院 ・ 内閣委員会会議録  1 3  号其田真理政府参考人答弁 （ 令和  2 年 6 月 4  日 ） か ら 、 下 記発言 を引

用 し た う え での分析 に よ る 。 「 「 い わ ゆ る プ ロ フ ァ イ リ ン グ につ き ま し ては 、 今回の改正 で 、 利用停 止 、 消去の 要件の緩和 、 不 適正利用の禁止 、

第三者提供の開示 、 提供先に おい て 個人デー タ と な る こ と が想定 され る情 報の本人同意 と い っ た規律 を導入 し た 」 。  
2 3 7  前掲 2 3 3  4 2 頁  
2 3 8  前掲 2 3 3  4 9 頁  
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第二項  海外における議論（レッシグ、ソロヴ、サンスティーン）  

 ローレンス・レッシグの「コード」は、プロファイリングにおいて重要な概念である。『 C O D E 』

（レッシグ・ 2 0 0 7 ） 2 3 9においてレッシグは、人々の行動を制約する要因（つまり「規制要因」）は

「法」「規範」「市場」「アーキテクチャー」の四つであるとしたうえで 2 4 0、規範や法（国家）、市場

を超えた規制手段として「コード」 （社会生活の「物理的に作られた環境」、つまりそのアーキテ

クチャ 2 4 1 ）を位置づけている。  

ここでレッシグは例の一つとして政府が市民にシートベルトをしてほしい場合をあげ、義務付

ける法律を作る（法）、あるいはキャンペーンによりシートベルトをしない人が恥ずかしく思うよう

にする（規範）、保険会社に補助金を出してシートベルト着用者の保険料を下げる（市場）など

に加え、自動シートベルトやイグニッションロックシステムの義務化（コード）、といった規制の種

類を説明している 2 4 2。これを踏まえて、法や規範は「主観化されるほど有効」であるのに対し、

コードは「主観化が全くなくても制約できる」 2 4 3として、コード（アーキテクチャ）が行動に与える

影響の大きさを論じてる。  

そのうえで、サイバー空間がプライバシーという価値に対してもたらすと考えられる脅威につ

いて、政府等組織による「監視」と、民間組織による「累積データの増大」の２つを挙げた 2 4 4。

デジタル技術により「インターネットのアクセスからメール、電話、街歩きまで、デジタル技術は

ますます完全で負担のない捜索の機会を実現しつつ」ある。加えて、インターネット以前は物理

的に収集蓄積の負担やコストが高かった個人の行動履歴等のプライバシーに関するデータが、

デジタル世界では大規模に蓄積できるようになり、商業的価値を生むものとなった。その状況に

おいて、プロファイリングは「操作」と「平等」においての懸念を生み出すとしている。「操作」と

「平等」について以下それぞれ下記のように示している。  

 

プロファイルは、その規範を導き出した人口グループを規範化するようになる。観察は、

観察されるものに影響を与える。システムはあなたのすることを見ている。あなたのパター

ンに適応する。パターンは、そのパターンが設定した選択肢という形で、あなたにフィード

バックされる。その選択は、パターンを強化する。そしてサイクルがまた一から始まる 2 4 5。  

 

公共空間では、個人は対等とされていた。売買も平等。お互いに、対等な条件で交渉

ができた。＜中略＞時が経つにつれて、この平等空間は、分離を狙った経済ゾーニング

に取って代わられた。＜中略＞すべての社会階層構造は、階級差別をする前に情報を

必要とする。人々について十分な情報を持つには、歴史的にはかなり安定した社会秩

序が必要だった。細かい階級的な区別をするにはーたとえば、身なりのいい若者が自称

通りの紳士なのか、それとも馬子にも衣裳の下々の者なのかを判断するにはーその地

 
2 3 9  ローレンス ・ レ ッ シグ 『 C O D E  V E R S I O N  2 . 0 』 （ 山形浩生訳、翔泳社、 2 0 0 7 ） 。 初版は 1 9 9 9 年刊行 （日本語訳は

2 0 0 1 年 『 C O D E―イン ターネッ トの合法 ・違法 ・ プライバシー 』 翔泳社、山形浩生 /柏木亮二訳 ）だが 、本論文では新版を参照。  

2 4 0  前掲 2 3 9 、 1 7 4 頁  

2 4 1  前掲 2 3 9 、 1 7 1 頁  

2 4 2  前掲 2 3 9 、 1 8 4 頁  

2 4 3  前掲 2 3 9 、 4 8 1 頁  
2 4 4  前掲 2 3 9 、 3 1 1 - 3 1 2 頁  
2 4 5  前掲 2 3 9 、 3 0 7 - 3 0 8 頁  
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域のファッション、口調、習慣、作法の知識が必要だ。＜中略＞その後、社会の移動性

が増すと、こうした階層システムは揺らぐことになる。大金持ちとものすごい貧乏人とい

う両極端を除けば、社会の異動と流動性が増して追跡がむずかしくなりすぎ、階級の細

かい区別はできなくなってしまった。  

プロファイリングはこれをひっくり返す。効率の良い効果的なモニタリング・監視のシ

ステムは、こうした階級の細かい区別をつけるのを再び可能にする。データを安く効果

的に集めると、われわれは過去に連れ戻される。飛行機のマイレージを考えてほしい。

みんなマイレージの目に見える特徴は気がつくーよく飛行機に乗る人には、無料の旅行

がつく。このリベート方式は、それだけならまったく人畜無害。もっとおもしろいのは、航

空会社がそれを使って、サービスを差別化する力を持つということだ。 2 4 6  

 

 このような、プロファイリングにより個人の選択はパターン化され、また本人が気づかぬうち

に選択肢が限られることによって不平等が生じる懸念について、レッシグは解決策として、法に

よる規制と、選択を可能にする能力を組み込んだコードが重要としている。ここでは、「データ利

用をもっとコントロールしやすくする」技術（プライバシー強化層、ＰＥＴ）として「Ｐ３Ｐ（プライバ

シー選好プラットフォーム）」をあげたうえで、こうした技術を補うためには三種類の法規制が必

要としている。  

①  プライバシー保護の限界を設定する法律（実体的・本質的）  

②  プライバシー慣行と対処する公平な手続きを義務付ける法（手続き面）  

③  プライバシーをどう尊重すべきかに関する、個人と企業間の強制可能な合意を作

る法律（①②を可能にするもの） 2 4 7  

 

 この解決策は、「人によってプライバシーの価値がちがうということ」 2 4 8を考慮したうえで、プ

ライバシーを「財産権」としてとらえることを提唱している。その際、条件として、個人がどんな情

報を売買できるかについて完全なコントロールを与えるものではない、また、何を「私的」情報と

するかの判別基準がない、という点を考慮すべきとしている。また、これらの実現はあくまでも

法とアーキテクチャ（コード）によって実現されるものであり、市場・商業の力ではない、としてい

る 2 4 9。  

一方、キャス・サンスティーンは、リチャード・セイラー 2 5 0との共著『実践行動経済学  ―検

討、富、幸福への聡明な選択』（遠藤真美訳、日経 B P 社、 2 0 0 9 年）において、「選択アーキテ

クチャー」と「デフォルト（初期設定）」というキーワードを用いてリバタリアン・パターナリズムを

提唱し、その後『選択しないという選択  ビッグデータで変わる「自由」のかたち』（伊達尚美訳、

勁草書房、 2 0 1 7 年）でさらにこの 2 つのキーワード軸にビッグデータ自体における選択につい

て論じた。  

 
2 4 6  前掲 2 3 9 、 3 0 8 頁  
2 4 7  前掲 2 3 9 、 3 1 7 頁 - 3 1 9 頁よ り筆者作成  
2 4 8  前掲 2 3 9 、 3 2 3 - 3 2 4 頁  
2 4 9  前掲 2 3 9 、 3 2 4 頁  
2 5 0本書の原文タイ トルである 『 N u d g e 』 （ ナ ッ ジ 。肘などで軽 くつつ く 、 とい う意味の英語 ）は本書で提唱する概念であ り 、 これ

らの功績から リチャー ド ・ セイ ラーは 2 0 1 7 年 ノーベル経済学賞を受賞した 。  
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ここでサンスティーンは、「選択アーキテクチャー」とは、「人々が意思決定する文脈を体系化

して整理」 2 5 1した状況・環境を意味するが、あくまでも選択の自由や選択肢を制限せず、「利用

者にやさしい環境を設計することによって、人々の生活を目覚ましく向上させられる」 2 5 2として

いる。そして、その「選択アーキテクチャー」が、政府や民間企業などによる強制あるいは恣意

的な選択アーキテクチャーとならずに「良い選択アーキテクチャー」を作るための六原則として

下記を挙げ、その頭文字を本書の原文タイトル『N u d g e 』 （ナッジ。肘などで軽くつつく、という

意味の英語）と絡めて解説した 2 5 3。  

 

i N c e n t i v e s （インセンティブ）  

U n d e r s t a n d  m a p p i n g s （マッピングを理解する）  

D e f a u l t s （デフォルト）  

G i v e  f e e d b a c k （フィードバックを与える）  

E x p e c t  e r r o r （エラーを予測する）  

S t r u c t u r e  c o m p l e x  c h o i c e s （複雑な選択を体系化する）  

 

 このうち特に「デフォルト」 （初期設定）は、選択アーキテクチャーと対になる条件である。つま

り、大勢が、最初に与えられたデフォルト・オプションの選択肢を惰性で選ぶ可能性が高いこと

から、「デフォルトの選択肢をどのようなものにするのかを決めることが非常に重要になる」

2 5 4。例えば、コンピューターが一定時間操作されない場合に自動ロックとしてスクリーンセーバ

ーが起動する時間はあらかじめ設定されており、変更するためには能動的に利用者が変更を

する必要があるが、何らかの理由がない限りはデフォルトのままにしておく場合が多いと想定さ

れる、と例示している 2 5 5。また、この「選択アーキテクチャー」はすでに社会状況として存在して

おり、同時にデフォルトも能動的選択（とそれによるデフォルトの回避）も同時に存在している

（サンスティーン（ 2 0 1 7 ： 9 - 1 0 ） ） 。  

 この「選択アーキテクチャー」と「デフォルト」の概念はまたビッグデータ社会においても同様で

あり、それぞれ個別のデフォルト・ルールを持つことも可能になっている。  

 

 性格の特徴を突き止めるためにスマートフォンのデータを取得することができ（また実際

にデータは取得されており）、今度は突き止めた特徴を利用して、スマートフォンのサービ

スを個人に合わせてカスタマイズすることができる。数多くの組織がウェブサイトの閲覧履

歴を使って幅広いサービス、提案、デフォルト・オプションを個別化している。グーグル、ネ

ットフリックス、フェイスブックはひときわ目につく少数の例に過ぎない。大量のデータセッ

ト、人口統計上の特徴、過去に何を能動的に選んできたかについての情報の組み合わせ

 
2 5 1  キャス ・ サンステ ィー ン ・ リチ ャー ド ・ セ イ ラー 『実践  行動経済学  ―検討、富 、幸福への聡明な選択 』 （遠藤真美訳、日経

B P 社、 2 0 0 9 年 ）  1 3 頁、 1 7 頁 。  
2 5 2  前掲 2 5 1 、 2 6 頁  
2 5 3  前掲 2 5 1 、 1 6 4 頁  
2 5 4  前掲 2 5 1 、 2 7 頁  
2 5 5  前掲 2 5 1 、 1 4 2 頁  
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にもとづいて、選択アーキテクトが個々人のためのデフォルトを構築することで、能動的選

択から個別化したデフォルト・ルールへと移行することは、多くの場面で可能である 2 5 6。  

  

 サンスティーンは「個別化したデフォルトは判断のコストと同時に誤りのコストも削減するの

で、大変魅力的である」 2 5 7としているものの、短所として以下を挙げている 2 5 8。  

⚫  学習機会の喪失  

過去の選択に基づいた選択肢が反映され続ければ、便利ではある一方で偶然の出会い

（センディピティ）が奪われ、過去の選択に依拠しない新しい出会いや成長の機会を失う。  

「共鳴室」（エコーチェンバー）は自分がすでに賛同した意見や考えとだけ出合うため、文化

や政治がかかわる範囲においては特に社会的害生じる可能性がある。  

⚫  楽しみの喪失  

受動的にデフォルトにとどまる人は能動的に選択する人よりも公開しやすく、また結果に対

して感じる一体感は薄れる。たとえデフォルト・ルールが当人に対して最適な選択肢（例え

ば健康に気を使った食品を手に入りやすいようにするなど）だったとしても、自己監視の強

化や人の内発的動機の強化のような能動的選択に特有の利益はもたらさないかもしれな

い。これは、尊厳・行為主体性・自己管理の点からも問題がある。  

 

 また、サンスティーンは、個別化したデフォルトは、その履歴や推定によって精度が高まること

ができ、ビッグデータ社会においては新しい情報を直ちに取り込みデフォルト・ルールを変化さ

せることできる、としたうえで「こうしたデフォルトは生活をより単純に、より便利にしてくれる」

2 5 9と短所がありながらもデフォルト・ルールによる長所を支持している。  

  

 たとえデフォルト・ルールのおかげでほかの問題にあてる時間ができるからという理由

に過ぎなくても、重要な点として、デフォルト・ルールはわれわれを自由にしてくれる。官民

の組織にとって主な疑問は、人が何もしない場合にどうなるかである。というのは人は何も

しないことが多いからだ。デフォルト・ルールがきちんと選定されるなら、それはわれわれ

の生活をよくしてくれるので、福祉は向上する。また、より差し迫った、あるいは重要な問題

に取り組む時間ができるので、自由も促進される。デフォルト・ルールがなければ、われわ

れが自主性を行使するのはかなり難しくなるだろう。 2 6 0  

 

プライバシーの有害な四類型で知られるダニエル・Ｊ・ソローヴは、政府によるデータマイニン

グについて懸念を指摘している。『プライバシーの新理論』（みすず書房、 2 0 1 3 年）において、

ソローヴは、有害なプライバシーの類型について下記 4 類型及び 1 6 の下位概念にまとめた。

2 6 1  

1 .  情報収集（ i n f o r m a t i o n  c o l l e c t i o n ）  

 
2 5 6  キ ャ ス ・ サ ン ス テ ィ ー ン 『 選 択 し な い と い う 選択  ビ ッ グ デー タ で変わ る 「 自 由 」 の か た ち 』 伊 達尚美訳 、 勁草書 房 、 2 0 1 7 年  1 6 7 - 1 6 8 頁  
2 5 7  前掲 2 5 6 、 1 8 4 頁  
2 5 8  前掲 2 5 6 、 1 6 6 - 1 8 4 頁  
2 5 9  前掲 2 5 6 、 1 7 9 頁  
2 6 0  前掲 2 5 6 、 2 1 9 頁  
2 6 1  ダニエル ・ Ｊ ・ ソ ローヴ 『 プラ イバシーの新理論 』 （大谷卓史訳、みすず書房、 2 0 1 3 ）  1 4 4 - 1 4 7 頁  
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監視、尋問  

2 .  情報処理（ i n f o r m a t i o n  p r o c e s s i n g ）  

集約、同定、非セキュリティ状態、二次利用、排除  

3 .  情報拡散（ i n f o r m a t i o n  d i s s e m i n a t i o n ）  

守秘義務関係破壊、開示、暴露、アクセス可能性の増大、脅迫、盗用、歪曲  

4 .  侵襲（ i n v a s i o n ）  

侵入、意思決定への介入  

 

 

 

 

 

 

 

※同書 1 4 5 頁から筆者引用  

 ここで、プライバシー問題を理解するための事例の一つとして、「政府のデータマイニング」

2 6 2をあげ、米国防総省によるデータマイニング・プロジェクトをはじめ、 2 0 0 4 年の米政府報告

書では約 2 0 0 のデータマイニング計画があると紹介した 2 6 3。そうした状況について、リチャー

ド・ポズナー 2 6 4に代表されるような「データマイニングはプライバシーに対する顕著な脅威は提

起しない」という論について、下記のように指摘している。  

 

ポズナーは、情報拡散の問題のみに注目している（開示と脅迫）ものの、データマイニ

ングは、情報収集と情報処理の複数の問題にも関係している。データマイニングは個人

情報の収集から始まることが多く、これは人びとのデータを所有するさまざまな第三者機

関から入手することが多い。現在の米国連邦最高裁の合衆国憲法修正第 4 条の法理の

もとでは、政府がデータを第三者機関から入手した場合、他社に情報が暴露されたことに

よって、人びとは「合理的なプライバシーの期待」をもたないがゆえに、合衆国憲法修正

第 4 条による保護を受けられない 2 6 5。  

 

ソローヴは前述の 4 類型・ 1 6 の下位概念を用いて、データマイニングの問題は、情報拡散

における開示、脅威にとどまらず、情報収集における監視に加え、情報処理における排除の問

 
2 6 2  前掲 2 6 1 、 2 6 7 頁  
2 6 3  前掲 2 6 1 、 2 6 8 頁  
2 6 4  リチャー ド ・ ポズナーは、法 と経済学研究の第一人者であ り 、 米国シカゴ第 7 連邦巡回控訴裁判所判事を務めた 。

h t t p s : / / w w w . l a w . u c h i c a g o . e d u / f a c u l t y / p o s n e r - r  
2 6 5  前掲 2 6 1 、 2 6 8 頁  
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題、透明性の欠如、並びに二次利用の問題も関係するとした 2 6 6。これは『プライバシーなんて

いらない ! ?  ―情報社会における自由と安全― 』 （勁草書房、 2 0 1 7 年）で引き続き「やましいこ

とは何もない論」 2 6 7への反論として「近視眼的に、秘匿の一形態としてプライバシーを見るこ

と」を問題視している。これは、ソローヴの定義による「情報収集（監視、尋問）」のみをプライバ

シーに関連する問題と位置付けてしまっていることによるものであり、「多様な関連性を有する

問題としてプライバシーを理解する」べきとしている。ここで、「情報処理」における、「集約」す

なわち情報が組み合わさることにより推論が可能になる点、「排除」すなわち自身の情報の用

いられ方について知ることができない、あるいは修正することができない点、「二次的利用」す

なわち特定の目的のために得られたデータを。本人の同意なくして無関係な目的のために活用

される点、をプライバシー問題としてみるべきとしている 2 6 8。  

そのうえで、政府によるデータ・マイニングの問題、として、「不正確性」 「修正第一条に関す

る懸念 2 6 9 」 「平等性」「適正手続」「透明性」をあげ 2 7 0、下記のように懐疑を示している。  

 

政府は現在データ・マイニングに誘惑されている。しかしながら、データ・マイニングが現

在与えられている注目と資源にふさわしいかは不明である。我々がプライバシーと安全を

衡量する時、その目的は最も効果的な安全保障対策を探し、それらが適切に規制され、監

督されることを保証することとされるべきである。データ・マイニングが効果的とはまだ論証

されていない。それを規制し監視する適切な方法は提案されていない。その透明性のなさ

は、安全の便益とプライバシーの費用の間で意味あるバランスを行う際の大きな阻害要因

として働く。  

ある日データ・マイニングは効果的な安全ツールになるかもしれない。しかし、今のとこ

ろ、データ・マイニングの賛同者は、どのようにその問題が解消され得るのか、そしてなぜ

それが他の選択肢よりも優れて、トラブルの少ない安全保障対策なのかについて正当化し

なければならない。しかしまだそれを行ってはいないのだ。  

 

第七章  個人情報の活用の動き  

第一節  日本の監督権限  

 日本における個人情報保護法制は、平成 1 5 年法の成立により、「個人情報保護法」を中心

として令和 3 年改正まで続いてきた。以来、平成 1 5 年法成立時の監督権限は各所管の主務

大臣であったものが、平成 1 5 年法の一部改正（平成 2 1 （ 2 0 0 9 ）年 6 月） 2 7 1により消費者庁

に監督権限が移り、平成 2 7 年法以降は、個人情報保護委員会（P P C ）にその権限を一元化し

た。  

 
2 6 6  前掲 2 6 1 、 2 7 0 頁  
2 6 7  『 プ ラ イバシーなんていらない ! ?  ―情報社会における自由と安全― 』 （勁草書房、 2 0 1 7 年 ）  3 0 頁  
2 6 8  前掲 2 6 7 、 3 1 - 3 2 頁  
2 6 9  前掲 2 6 7 、 2 1 3 頁 。 米 国憲法修正第 1 条は 、 信教 ・ 言論 ・ 出 版 ・ 集 会 ・ 請 願の自由 を保障す る内容だが 、 本 書第 1 5 章 「 刑事手続法 と し

ての修正一条 」 に おい て 、 こ れ ら に関 す る情報 を政府が 収集 し て い る場 合 に修正第一条で 保障 され た権利の行使 を抑制 されかね ない懸念 を 論

じ て る 。  
2 7 0  前掲 2 6 7 、 2 0 9 - 2 1 9 頁  
2 7 1  平成 2 1 年 6 月 5 日法律第 4 9 号 「 消費者庁設置法の施行に伴 う関係 法律の整備に関す る法律第 2 6 条に よ る改正 」  
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 平成 1 5 年法の立法過程において、 2 0 0 3 年 4 月 2 5 日の衆議院個人情報の保護に関する

特別委員会および同年 5 月 2 1 日の参議院個人情報の保護に関する特別委員会において決

議された附帯決議で、「第三者機関の意義や死者に関する個人情報の保護の在り方等につい

て交わされた論議等これまでの国会における論議を踏まえ、全面施行後三年を目途として、本

法の施行状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずること」とされた。

また、これ伴い 2 0 0 4 年 4 月 2 日に閣議決定された「個人情報の保護に関する基本方針」で

は、この 3 年ごとの見直しについて、国民生活審議会を中心に行うこととした。  

 

内閣府は、経済・社会事情の変化に応じた基本方針の見直しに当たり、国民生活審議会の

意見を聴くほか、法の施行状況について、法の全面施行後３年を目途として検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずることとし、このため、２の ( 2 )の⑤ 2 7 2に基づき、法

の施行状況について国民生活審議会に報告を行うとともに、同審議会は、法の施行状況の

フォローアップを行う。 2 7 3  

 

図  2 4  国民生活局（旧）の業務イメージ 2 7 4  

 
旧国民生活局ウ ェブサイ ト よ り 2 0 2 3 年 5 月 1 2 日閲覧

（ h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 0 3 1 1 1 8 1 / w w w . c a a . g o . j p / s e i k a t s u / i n f o / i n f o . h t m l ）   

 

 この 3 年ごとの見直しの背景としては、平成 1 5 年法成立時に盛り込まれなかった「第三者機

関」の設置について検討することおよび、最も重要な点 2 7 5として、衆参両議院での特別委員会

における付帯決議において示されている通り、 「五、医療（遺伝子治療等先端的医療技術の確

立のため国民の協力が不可欠な分野についての研究・開発・利用を含む）、金融・信用、情報

通信等、国民から高いレベルでの個人情報の保護が求められている分野について、特に適正

 
2 7 2  ⑤  法の施行の状況の内閣府への報告 と公表  関係行政機関は 、 法第 ５ ３ 条第 １ 項の規定 に基づ き 、 毎年度の 法の施行状況 と  し て 、 法第

４ 章 に基づ く 報告の徴収 、 助言等 の 規定の実施の状況のほか 、 事 業等  分野におけ る ガ イ ド ラ イ ン 等 の策定及 び実施の状況 、 認定個人情報保

護団体にお  け る苦情 の処理等の取組状況等について 内閣府に報 告す る もの と す る 。  内閣府は 、 関係 行政機関か らの報告 を取 り ま と め 、 その

概要 を公表す る と と も に 、 国民 生活審 議会に報告す る もの と す る 。  
2 7 3  個人情報の保護に関 す る基本方 針 （ 新旧対照表 ） よ り 引用  

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / p l a n n i n g / k o j i n / k i h o n t a i s h o h y o u 2 0 0 8 . p d f  

2 0 2 3 年 5 月 1 0 日閲覧  
2 7 4  国民生活局旧ウ ェ ブサ イ ト よ り 引用 2 0 2 3 年 5 月 1 0 日閲覧

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 0 3 1 1 1 8 1 / w w w . c a a . g o . j p / s e i k a t s u / i n f o / i n f o . h t m l   
2 7 5宇賀 ・藤原 ・藤井 （ 2 0 0 3 ： 1 6 ） の藤井発言より  
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な取扱いの厳格な実施を確保する必要がある個人情報を保護するための個別法を早急に検討

し、本法の全面施行時には少なくとも一定の具体的結論を得ること」 2 7 6があった。  

この基本方針では、各省庁が所管事業分野を監督し内閣府に報告、内閣府は個人情報保護

関係省庁連絡会議を活用しつつ、その報告を国民生活審議会に報告する、という流れとなって

いる。国民生活審議会は、内閣府の国民生活局（当時）に設置されていた機関で、個人情報に

関する検討部会は「個人情報保護部会」として第 1 9 次国民生活審議会（ 2 0 0 3 年 7 月 3 0 日

～ 2 0 0 5 年 7 月 1 4 日） 2 7 7、第 2 0 次国民生活審議会（ 2 0 0 5 年 1 1 月 3 0 日〜 2 0 0 6 年 6 月

1 1 日） 2 7 8に開催された。また、並行して、国の保護施策施行状況について各年度で調査を取

りまとめ報告を行っている（ 2 0 0 5 年～ 2 0 1 4 年度） 2 7 9。その後、個人情報保護部会は第二次

第 1 8 回（ 2 0 0 7 年 6 月 1 1 日）実施後の 2 0 0 7 年 6 月 2 9 日に「個人情報保護に関する取り

まとめ（意見）」を公表した 2 8 0。  

 この「個人情報保護に関する取りまとめ（意見） 」では、いわゆる過剰反応について調査を元

に「やや多めに」 2 8 1言及しているほか、基本方針の見直しなどが盛り込まれたほか、「今後の

検討方向」として、本人同意の取得不要な個人データの提供や事業等分野ごとのガイドライン

策定の徹底、名簿屋対策、第三者機関設置についてなどが挙げられた。  

 その後、第 2 1 次国民生活審議会（ 2 0 0 7 年 1 2 月 1 2 日～ 2 0 0 9 年 6 月 2 9 日） 2 8 2まで個

人情報保護部会まで続いたのち、 2 0 0 9 年 6 月 5 日の「消費者庁及び消費者委員会設置法

（平成二十一年法律第四十八号）」の公布に伴い 2 0 0 9 年 9 月 1 日に発足した消費者庁が個

人情報保護法を所管がすることとなった 2 8 3。同年 1 2 月 1 8 日の第 9 回消費者委員会におい

て、その配下に個人情報保護専門調査会を設置し 2 8 4、翌年 2 0 1 0 年 8 月 5 日に第 1 回個人

情報保護専門調査会が開催された 2 8 5。  

 

 
2 7 6  第 1 9 次  国民生活審議会個人情報保護部会第 1 回 「 資 料 ２ － １ 個人情 報保護部会の役割等について （ 参 考 資料 ） 」 （ 2 0 0 3 年 7 月 3 0

日 ） 1 0 頁 。

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / s e i k a t s u / s h i n g i k a i / k o j i n / 2 0 0 3 0 7 3 0 k o j i n 2 . p d f  

2 0 2 3 年 5 月 1 0 日閲覧  
2 7 7  国民生活局旧ウ ェ ブサ イ ト

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / s e i k a t s u / s h i n g i k a i / k o j i n / k o j i n j y o u h o u h o g o b u k

a i - i n d e x . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 1 0 日閲覧  
2 7 8  国民生活局旧ウ ェ ブサ イ ト

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 0 3 1 1 1 8 1 / w w w . c a a . g o . j p / s e i k a t s u / s h i n g i k a i 2 / 2 0 / 2 0 j i _ k o j i n j o h o . h t m l  

2 0 2 3 年 5 月 1 0 日閲覧  
2 7 9

 国民生活局旧ウ ェ ブサ イ ト よ り 施行 状況引用

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / p l a n n i n g / k o j i n / i n d e x _ s u b 0 0 1 . h t m l  

2 0 2 3 年 5 月 1 0 日閲覧  
2 8 0  内閣府国民生活審議会 「 個人情報 保護に関す る取 り ま と め  （  意  見  ） 」 （ 2 0 0 7 年 6 月 2 9 日 ）

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 0 3 1 1 1 8 1 / w w w . c a a . g o . j p / s e i k a t s u / s h i n g i k a i 2 / 2 0 / p d f / t o r i m a t o m e . p d f  

2 0 2 3 年 5 月 1 0 日閲覧  
2 8 1  藤原靜雄 「 『 個人情報保護に関する取 りま とめ （意見 ） 』 に ついて 」 （ 季 報情報公 開 ・ 個人情報 保護 2 5 号 、 2 0 0 7 v o l . 2 6 ） 2 頁  
2 8 2  国民生活局旧ウ ェ ブサ イ ト

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 0 3 1 1 1 8 1 / w w w . c a a . g o . j p / s e i k a t s u / s h i n g i k a i 2 / 2 1 / 2 1 j i _ k o j i n j

o h o . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 1 0 日閲覧  
2 8 3  国民生活審議会はこれに伴い廃止された 。  
2 8 4  第 9 回  消費者委員会 h t t p s : / / w w w . c a o . g o . j p / c o n s u m e r / i i n k a i / 2 0 0 9 / 0 0 9 / s h i r y o u / i n d e x . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 1 0 日 閲 覧  
2 8 5 設置決定か ら第 1 回開催ま でに半年 以上の時間が経過 し た点につ いて 、 第 1 回の議事録内で 、 「 任 命 な どの 所要の手続 」 の関 係上 、 遅れ

て開催 と な っ た と 消費者委員会事務局長原氏が背景 を説明 し て い る 。

h t t p s : / / w w w . c a o . g o . j p / c o n s u m e r / h i s t o r y / 0 1 / k a b u s o s h i k i / k o j i n / 0 0 1 / g i j i r o k u / _ _ i c s F i l e s / a f i e l d f i l e / 2 0 1 0 / 1 1 / 2 4 / 1 0

0 8 0 5 _ g i j i r o k u . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 0 日閲覧 。  

ま た 、 2 0 1 1 年 8 月 3 0 日の 6 8 回消費者委員会での 報告に おいて 、 「 消 費者委員会の これ ま で の活動 と 今 後につ いて  （ 消 費者委員会各委員

よ り ） 」 6 頁に おいて消 費者庁発足か ら 2 年間の活動の問題点の一つ と し て 、 同様の指 摘が され て い る 。

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 7 8 2 / w w w . c a o . g o . j p / c o n s u m e r / i i n k a i / 2 0 1 1 / 0 6 8 / d o c / 0 6 8 _ 1 1 0 8 3 0 _ s

h i r y o u 2 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 0 日閲覧  
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図  2 5  消費者庁における主な消費者関連法担当部局  （当時） 2 8 6  

 

消費者庁 「消費者行政推進基本計画 」 （ 2 0 0 8 年 6 月 2 7 日閣議決定 ）参考資料よ り抜粋  

 

また、 2 0 1 0 年 3 月 3 0 日に閣議決定された「消費者基本計画」 2 8 7において、消費者庁での

管理監督の継続、および「法改正も視野に入れた問題点についての審議を踏まえ検討」する、

とした 2 8 8。個人情報保護専門調査会は、 8 回の検討を重ねたのち 2 8 9、第 9 回 2 0 1 1 年 7 月

2 6 日に「個人情報保護専門調査会報告書～個人情報保護法及びその運用に関する主な検討

課題～」 2 9 0を最終検討し、その後第 6 7 回消費者委員会において最終報告を行った。また、そ

の後も消費者委員会において継続して検討することが望ましい 2 9 1、とされ、年 1 回の「施行状

況報告」が 2 0 1 5 年 1 0 月まで継続された。苦情相談等は引き続き消費生活センターにおいて

継続され、平成 2 7 年法施行により個人情報保護委員会の所管になった。  

 

 

 

 
2 8 6  消費者庁 「 消費者行政 推進基本計画 」 （ 2 0 0 8 年 6 月 2 7 日閣議決定 ） 本文

（ h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 0 3 1 7 6 4 4 / w w w . k a n t e i . g o . j p / j p / s i n g i / s h o u h i s h a / k a k u g i / 0 8 0 6 2 7 h o n b u n

. p d f ） 、 概 要

（ h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 0 3 1 7 6 4 4 / w w w . k a n t e i . g o . j p / j p / s i n g i / s h o u h i s h a / k a k u g i / 0 8 0 6 2 7 h o n b u n

. p d f ） 、 参 考資料

（ h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 0 3 1 7 6 4 4 / w w w . k a n t e i . g o . j p / j p / s i n g i / s h o u h i s h a / k a k u g i / 0 8 0 6 2 7 s a n k o u

. p d f ）  2 0 2 3 年 5 月 1 0 日 閲 覧  
2 8 7  消費者庁 「 第 2 期消費者基本計画 」 （ 2 0 1 0 年 3 月 3 1 日 ）

h t t p s : / / w w w . c a a . g o . j p / p o l i c i e s / p o l i c y / c o n s u m e r _ p o l i c y / b a s i c _ p l a n / 2 0 1 0 _ 2 0 1 4 / p d f / 2 2 - 1 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲

覧  
2 8 8  消費者庁 「 第 1 期消費者基本計画 」 （ 2 0 0 5 年 4 月 1 日 ） に おい て も 、 「 個 人情報保護の推進 」 が掲げ られ て い た 。

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 1 0 1 0 1 8 0 / w w w . c o n s u m e r . g o . j p / s e i s a k u / k e i k a k u / f i l e / k e i k a k u . p d f  2 0 2 3

年 5 月 1 4 日閲覧  
2 8 9  個人情報保護専門調査会開催状況  

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / c o l l e c t i o n s / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 7 8 2 / w w w . c a o . g o . j p / c o n s u m e r / h i s t o r y / 0 1 / k a b u s o s h i k i /

k o j i n / i n d e x . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  
2 9 0  消費者委員会  個人情報保護専門調査会 「 個人情報保 護専門調査会報告書～個人情報保護法及びその 運用に 関す る主な検 討課題～ 」

（ 2 0 1 0 年 3 月 3 1 日 ）  
2 9 1  消費者庁 「 【 追 加資料 】  個人情報保護制度 について （ 案 ） 」  

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 7 8 2 / w w w . c a o . g o . j p / c o n s u m e r / i i n k a i / 2 0 1 1 / 0 6 7 / d o c / 0 6 7 _ 1 1 0 8 2 6 _ t s

u i k a 2 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  
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表  1 9  監督部署の変遷（平成 2 7 年法施行まで）  

2 0 0 3 年 5 月 3 0 日   平成 1 5 年法成立  

2 0 0 3 年 7 月 3 0 日   第 1 9 次国民生活審議会  個人情報保護部会  

2 0 0 4 年 4 月 2 日「個人情報の保護に関する基本方針」閣議

決定  

          ｜  

2 0 0 5 年 7 月 1 4 日   
  

2 0 0 5 年 1 1 月 3 0 日   

第 2 0 次国民生活審議会  個人情報保護部会            ｜  

2 0 0 6 年 6 月 1 1 日   

2 0 0 7 年 6 月 2 9 日   「個人情報保護に関する取りまとめ （意見） 」  

2 0 0 7 年 1 2 月 1 2 日   

第 2 1 次国民生活審議会  個人情報保護部会            ｜  

2 0 0 9 年 6 月 2 9 日   
  

2 0 0 9 年 9 月 1 日   消費者庁発足  

2 0 0 9 年 1 2 月 8 日   
第 9 回  消費者委員会   

消費者委員会  個人情報保護専門調査会  設置・運営規程  

    ↓任命手続きなど  

2 0 1 0 年 8 月 5 日   

消費者委員会個人情報保護専門調査会            ｜  

2 0 1 1 年 7 月 2 6 日   

2 0 1 1 年 7 月 2 6 日   
個人情報保護専門調査会報告書  

～個人情報保護法及びその運用に関する主な検討課題～   

 

 前述したように、平成 2 7 年法改正前の 2 0 1 2 年「パーソナルデータの利用・流通に関する研

究会」（ 2 0 1 2 年 1 1 月～ 2 0 1 3 年 6 月）、その後の「パーソナルデータに関する検討会」

（ 2 0 1 3 年 9 月～ 2 0 1 4 年 1 2 月）において、改正に向けた検討が行われており、消費者からの

相談事項は消費生活センター、改正に向けた審議は上記各検討会、と並行しての管理監督運

用状況だった。  

 その後、個人情報保護委員会（初代委員長：堀部政男）の所管になって以降は、市民・事業者

からの問い合わせ対応窓口を設置するほか、令和 2 年法改正時に追加された第 2 7 条 2 項の

いわゆる「オプトアウト規定」 2 9 2に伴い、第三者提供の届出受付窓口も設置された 2 9 3。また、

委員会は 2 0 1 6 年 1 月 2 6 日の第 1 回から始まり、 2 0 2 3 年 3 月 2 9 日まで 2 3 8 回開催され

ているほか、年次報告・上半期報告、年 1 回の政策評価実施（平成 2 5～ 2 9 年度までは隔

年）、規制の事前評価など活動を行っている。  

 

個人情報保護委員会の組織理念～人と社会の信頼の基礎を築くために～ 2 9 4  

１  個人情報等をめぐる国内外の状況変化等に対する制度的な取組   

２  個人情報の取扱状況等を的確に把握し機動的に対応する監視・監督   

３  信頼性が確保された自由なデータ流通（ＤＦＦＴ）の推進をはじめとする戦略的取組  

４  特定個人情報の安心・安全の確保に向けた取組   

５  多様な主体に対する分かりやすい情報発信   

 
2 9 2  個人情報保護法相談ダ イヤル （ 個人 情報保護委員会ウ ェ ブサ イ ト よ り ） h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / p e r s o n a l i n f o / p i p l d i a l /  2 0 2 3 年

5 月 1 4 日 閲 覧  
2 9 3  オ プ ト ア ウ ト 規定に よ る第三者提供の届出 （ 個 人 情 報 保 護 委 員 会 ウ ェ ブ サ イ ト よ り ）

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / p e r s o n a l i n f o / l e g a l / o p t o u t /  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  
2 9 4  「 個 人情報保護委員会の組織理念 」 （ 2 0 2 2 年 3 月 3 0 日 、 個 人 情 報 保 護 委 員 会 ウ ェ ブ サ イ ト よ り ）

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / s o s h i k i r i n e n _ 4 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  
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６  個人情報保護制度の司令塔としてふさわしい組織体制の整備   

 

図  2 6  個人情報保護委員会の任務 2 9 5  

 

 

第二節  各省庁における活用の動き  

 平成 1 5 年法が成立した際の「基本方針」で重要項目に挙げられた「金融・信用、情報通信

等、国民から高いレベルでの個人情報の保護が求められている分野について、特に適正な取

扱いの厳格な実施を確保する必要がある個人情報を保護するための個別法を早急に検討」す

べきとの指摘に従って、個人情報保護法の所管が個人情報保護委員会になる 2 0 1 5 年までの

間、各省庁でのガイドライン策定・見直し状況の報告をまとめている 2 9 6。  

 

表  2 0  策定・見直しを行ったガイドライン  

所管府省  対象事業分野  ガイドラインの名称  策定・見直し年月

日  

総務省  電気通信事業分野  電気通信事業における個人情報保護に関す

るガイドライン （告示）   

平成 1 7 年 1 0 月

1 7 日  

電気通信事業分野  電気通信事業における個人情報保護に関す

るガイドライン （告示）   

平成 2 1 年 1 2 月

1 日  

電気通信事業分野  電気通信事業における個人情報保護に関す

るガイドライン （告示）   

平成 2 2 年 7 月

2 9 日  

電気通信事業分野  電気通信事業における個人情報保護に関す

るガイドライン （告示）   

平成 2 3 年 1 1 月

2 日  

電気通信事業分野  電気通信事業における個人情報保護に関す

るガイドライン （告示）   

平成 2 5 年 9 月 9

日  

事業全般  個人情報の保護に関する法律についての経

済産業分野を対象とするガイドライン （告示）   

平成 1 9 年 3 月

3 0 日  

情報通信 [信書便 ]  信書便事業分野における個人情報保護に関

するガイドライン （告示）  

平成 2 0 年 3 月

2 5 日  

 
2 9 5  個人情報保護委員会ウ ェブサイ ト よ り ） h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / a b o u t u s / c o m m i s s i o n /  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  
2 9 6  前掲 2 4 3  



117 

 

放送  放送受信者等の個人情報の保護に関する指

針（告示）   

平成 2 1 年 9 月

1 6 日  

放送  放送受信者等の個人情報の保護に関する指

針（告示）   

平成 2 3 年 6 月

2 9 日  

郵便  郵便事業分野における個人情報保護に関す

るガイドライン （告示）  

平成 2 4 年 1 0 月

1 日  

法務省  債権管理回収業分

野  

債権管理回収業分野における個人情報の保

護に関するガイドライン  

平成 1 8 年 1 月

1 1 日（通知）  

厚生労働省  医療 [研究 ]   ヒト幹細胞を用いる臨床研究に関する指針

（告示）  

平成 1 8 年 7 月 3

日  

医療 [一般 ]   医療・介護関係事業者における個人情報の適

切な取扱いのためのガイドライン （局長通達）   

平成 1 8 年 4 月

2 1 日  

医療 [一般 ]   医療・介護関係事業者における個人情報の適

切な取扱いのためのガイドライン （局長通達）   

平成 2 2 年 9 月

1 7 日  

医療 [一般 ]   医療情報システムの安全管理に関するガイド

ライン （局長通達）  

平成 1 9 年 3 月

3 0 日  

医療 [一般 ]   医療情報システムの安全管理に関するガイド

ライン （局長通達）   

平成 2 0 年 3 月

3 1 日  

医療 [一般 ]   医療情報システムの安全管理に関するガイド

ライン （局長通達）  

平成 2 1 年 3 月

3 1 日  

医療 [一般 ]   医療情報システムの安全管理に関するガイド

ライン （局長通達）  

平成 2 2 年 2 月 1

日  

医療 [一般 ]   医療情報システムの安全管理に関するガイド

ライン （局長通達）  

平成 2 5 年 1 0 月

1 0 日  

福祉（注 ）  福祉分野における個人情報保護に関するガイ

ドライン （告示）  

平成 2 5 年 3 月

2 9 日  

雇用管理 [一般 ]  雇用管理分野における個人情報保護に関す

るガイドライン （告示）  

平成 2 4 年 6 月

1 1 日  

雇用管理 [一般 ]  雇用管理に関する個人情報のうち健康情報を

取り扱うに当たっての留意事項について（局

長通達）  

平成 2 5 年 3 月

2 9 日  

職業紹介等 [一般 ]   職業紹介事業者、労働者の募集を行う者、募

集受託者、労働者供給事業者等が均等待遇、

労働条件等の明示、求職者等の個人情報の

取扱い、職業紹介事業者の責務、募集内容の

的確な表示等に関して適切に対処するための

指針（告示）  

平成 2 4 年 9 月

1 0 日  

労働者派遣 [一般 ]   派遣元事業主が講ずべき措置に関する指針

（告示）  

平成 2 4 年 8 月

1 0 日  

労働組合  労働組合が講ずべき個人情報保護措置に関

するガイドライン （告示）  

平成 2 4 年 8 月

2 3 日  

経済産業省  金融・信用 [信用 ]   経済産業分野のうち信用分野における個人情

報保護ガイドライン （告示）   

平成 1 8 年 1 0 月

1 6 日  

信用  経済産業分野のうち信用分野における個人情

報保護ガイドライン （告示）   

平成 2 1 年 1 0 月

9 日  

事業全般  個人情報の保護に関する法律についての経

済産業分野を対象とするガイドライン （告示）  

平成 1 9 年 3 月

3 0 日  

事業全般  個人情報の保護に関する法律についての経

済産業分野を対象とするガイドライン （告示）  

平成 2 1 年 1 0 月

9 日  

事業全般  個人情報の保護に関する法律についての経

済産業分野を対象とするガイドライン （告示）  

平成 2 0 年 2 月

2 9 日  

事業全般  医療情報を受託管理する情報処理事業者向

けガイドライン （告示  

平成 2 0 年 7 月

2 4 日  

経済産業  医療情報を受託管理する情報処理事業者に

おける安全管理ガイドライン （告示）  

平成 2 4 年 1 0 月

1 5 日  



118 

 

金融庁  金融・信用 [金融 ]   金融分野における個人情報保護に関するガイ

ドライン （告示）   

平成 2 0 年 2 月

2 6 日  

金融・信用 [金融 ]   金融分野における個人情報保護に関するガイ

ドライン （告示）   

平成 2 1 年 1 1 月

2 0 日  

国家公安委

員会   

警察  国家公安委員会が所管する事業分野におけ

る個人情報保護に関する指針（告示）   

平成 2 2 年 2 月 5

日  

  国家公安委員会が所管する事業分野におけ

る個人情報保護に関する指針（告示）   

平成 2 4 年 6 月

1 8 日  

農林水産省  農林水産  農林水産分野における個人情報保護に関す

るガイドライン （告示）   

平成 2 1 年 7 月

1 0 日  

環境省  環境  環境省所管事業分野における個人情報保護

に関するガイドライン (告示 )   

平成 2 1 年 1 2 月

1 0 日  

法務省  法務  法務省所管事業分野における個人情報保護

に関するガイドライン （告示）   

平成 2 1 年 9 月

3 0 日  

  債権管理回収業分野における個人情報保護

に関するガイドライン （告示）  

平成 2 2 年 3 月

1 5 日  

財務省  財務  財務省所管分野における個人情報保護に関

するガイドライン （告示）   

平成 2 2 年 3 月

1 9 日  

文部科学省  文部科学  文部科学省所管事業分野における個人情報

保護に関するガイドライン （告示）  

平成 2 4 年 3 月

2 9 日  

文部科学省  

厚生労働省  

経済産業省  

医療 [研究 ]   ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指

針（告示）  

平成 2 5 年 2 月 8

日  

文部科学省  

厚生労働省  

医療 [研究 ]   ヒト幹細胞を用いる臨床研究に関する指針

(告示 )  

平成 2 5 年 1 0 月

1 日  

国土交通省  国土交通  国土交通省所管分野における個人情報保護

に関するガイドライン （告示）  

平成 2 4 年 3 月

3 0 日  

職業紹介等（船員）  無料船員職業紹介事業者、船員の募集を行う

者及び無料船員労務供給事業者が均等待

遇、労働条件等の明示、求職者等の個人情報

の取扱い、募集内容の的確な表示に関して適

切に対処するための指針（告示）  

平成 2 5 年 1 2 月

1 2 日  

労働者派遣（船員）  船員派遣元事業主が講ずべき措置に関する

指針（告示）  

平成 2 5 年 1 2 月

1 2 日  

外務省  外務（注 ）  外務省所管事業分野における個人情報保護

に関するガイドライン （告示）  

平成 2 4 年 4 月 2

日  

消費者庁 「施行状況の概要 」ウ ェ ブサイ ト よ り筆者作成

（ h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / p l a n n i n g / k o j i n / i n d e x _ s u b 0 0 1 . h t m l ）  2 0 2 3 年

5 月 1 5 日閲覧  

 

 これら省庁でのガイドライン見直しが行われてきた一方、個人情報保護委員会が所管するよ

うになった平成 2 7 年法施行以降も、各省庁では引き続き個人情報が関連する「活用」施策の

検討が行われている。本章では、これら各省庁での「活用」について概観する。  

 

 

 

第一項  総務省  

 総務省に設置された各種研究会のうち、 2 0 2 2 年 1 2 月時点まで継続されていた研究会は、

2 1 5 のうち 4 5、そのうち個人情報保護委員会が参加者に含まれているのは 8 つあった 2 9 7。  

 

 
2 9 7  総務省ウ ェブサイ ト よ り筆者調査。開催目的、議事内容から 「 個人情報 」に関する と筆者が判断したものを算入した 。

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m e n u _ s o s i k i / k e n k y u / k e n k y u . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  
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表  2 1  「個人情報」が関連する研究会（総務省）  

カテゴリ  研究会名  開催開始年月日  担当  

郵政行政  郵便局データの活用とプライバシー保護

の在り方に関する検討会  

令和 3 年 1 0 月 1 5

日～  

情報流通行政局郵政行政

部郵便課  

情報通信  情報信託機能の認定スキームの在り方

に関する検討会  

平成 2 9 年 1 1 月 7

日～  

情報流通行政局情報通信

政策課  

情報通信  プラットフォームサービスに関する研究会  平成 3 0 年 1 0 月 1 8

日～  

総務省総合通信基盤局電

気通信事業部消費者行政

第二課  

情報通信  デジタル・プラットフォーマーを巡る取引

環境整備に関する検討会  

平成 3 0 年 1 1 月 1 6

日～  

情報流通行政局情報通信

政策課  

情報通信  放送分野の視聴データの活用とプライバ

シー保護の在り方に関する検討会  

令和 3 年 4 月 2 7 日

～  

情報流通行政局情報通信

作品振興課  

地方行政  個人番号を活用した今後の行政サービス

のあり方に関する研究会  

平成 2 6 年 7 月 1 4

日～  

自治行政局  住民制度課  

地方行政  地方公共団体が保有するパーソナルデ

ータの効果的な活用のための仕組みの

在り方に関する検討会  

平成 2 9 年 7 月 6 日

～  

自治行政局  地域政策課  

地域情報政策室  

地方行政  地方公共団体が保有するパーソナルデ

ータに関する検討会  

平成 2 8 年 9 月 2 3

日～  

自治行政局  地域情報政

策室  

注 2 6 0 参照。カテゴリ別に開催開始年月日の早い順。  

  

 このうち、民間部門における「活用」にかかわるものは、「郵便局データの活用とプライバシー

保護の在り方に関する検討会」「情報信託機能の認定スキームの在り方に関する検討会」「プ

ラットフォームサービスに関する研究会」「デジタル・プラットフォーマーを巡る取引環境整備に

関する検討会」の 4 つである。  

 「郵便局データの活用とプライバシー保護の在り方に関する検討会」は、第 1 回 2 0 2 1 年 1 0

月 1 5 日から第 5 回 2 0 2 2 年 7 月 2 5 日まで開催され、また「データの取扱い W G 」 （ 2 0 2 1 年

1 1 月 8 日～ 2 0 2 2 年 5 月 1 1 日）、「データ活用推進 W G 」 （ 2 0 2 1 年 1 1 月 1 0 日～ 2 0 2 2 年

5 月 1 3 日）が実施されたのち、 2 0 2 2 年 7 月 2 9 日に最終報告書が公表された。会の目的・背

景として、郵便物数の減少に代わる新たな商機の創出として、配達ネットワークを活用したデー

タ活用を検討する、としている。  

 

○  我が国においては、少子高齢化の進展、都市への人口集中、地域経済の疲弊、デジタ

ル化の進展など社会環境の変化が進展している。新型コロナウイルス感染症の影響を受

け、環境変化が加速し、利用者ニーズも変化が見られる。  

○  これらの変化に伴い、郵便事業については、郵便物数は 2 0 0 1 年度（ピーク時）の約

2 6 3 億通から 2 0 2 1 年度には約 1 4 9 億通へと４割以上減少している。  

○  日本郵政グループは、全国津々浦々に張り巡らされた、直営郵便局及び簡易郵便局あ

わせて約２万４千の郵便局及び配達ネットワーク、全体で約 4 0 万人に上る社員数等の強

みを生かして、郵政事業のユニバーサルサービスを引き続き提供していく必要があり、社

会環境や利用者ニーズの変化に対応して、データ活用やデジタル対応を進めることが求め

られるが、日本郵政グループにおいては、データ活用やデジタル対応が進んでいるとは必

ずしも言いがたい。  

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/postaldata_privacy/index.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/postaldata_privacy/index.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/information_trust_function/index.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/information_trust_function/index.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/platform_service/index.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/digital_platformer/index.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/digital_platformer/index.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/viewership_data/index.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/viewership_data/index.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/mynumber/index.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/mynumber/index.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/chihoukoukyou_personal_katuyou/index.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/chihoukoukyou_personal_katuyou/index.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/chihoukoukyou_personal_katuyou/index.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/chihoukoukyou_personal/index.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/chihoukoukyou_personal/index.html
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○  国民生活に必要不可欠なユニバーサルサービスを担う郵便局の公共性・重要性に鑑

み、全国約２万４千の郵便局ネットワークとそのデータを社会として有効活用するとともに、

デジタル化の進展による国民のニーズの変化に即した新たなビジネスモデルを構築するこ

とは、今後の郵政事業の持続的な成長・発展に欠かせない。一方で、郵便局が保有・取得

するデータ（以下「郵便局データ」という。）を有効活用し、地域の課題解決や新規ビジネス

創出につなげるためには、利用可能なデータの範囲や活用に当たっての留意点について、

整理することが必要と考えられる。  

○  このため、信書の秘密や個人情報の適正な取扱いを確保しつつ郵便局データの有効活

用を促進するため、本検討会において、「郵便事業分野における個人情報保護に関するガ

イドライン」（平成 2 9 年総務省告示第 1 6 7 号。以下「郵便分野ガイドライン」という。）等の

改定、郵便局データの活用と個人情報保護法及び郵便法等との関係性の整理、郵便局デ

ータの活用に向けた関係者の役割、実施すべき施策等の整理等、郵便局データの活用と

プライバシー保護の両立を目指した検討を行う 2 9 8。  

 

 この検討会は、開催発表（ 2 0 2 1 年 1 0 月 1 2 日）の前日に、産経新聞によりスクープの形で

記事が公開された。  

 

＜独自＞郵便局の顧客データ活用へ  総務省が来夏まで指針  

転居や居住者情報など郵便局の顧客データを活用した日本郵政の新事業に向けて、総

務省がデータの活用範囲の留意点などを示す個人情報保護のガイドラインを来夏まで

に見直すことが１１日、分かった。デジタル庁など関係省庁や個人情報保護の有識者が

参加する専門会議を新たに設置し１５日から議論を開始する。郵政グループは、郵便物

の配達時の状況からリアルタイムの居住者情報や自動車の保有状況、商店の開店・閉

店情報などを把握している。今後、居住者情報を災害が発生した自治体に提供すること

で安否確認に利用してもらうことや、自動車保有状況などをデータベース化して自動車

販売の営業に利用してもらうなどの新規事業が想定される。しかし、こうした個人情報は

「どこまで郵政グループ以外で使っていいデータなのかなどをしっかり線引する必要が

ある」（総務省幹部）。このため、総務省は関係省庁と専門家による有識者会議を設置。

データ活用が、郵便法で義務付けられた「信書の秘密」を侵害する恐れや、来年４月に

施行される改正個人情報保護法に抵触する可能性がないかなどを検証し、来年７月ま

でに既存の「郵便事業分野における個人情報保護に関するガイドライン」を改正するほ

か、データ活用の新規事業の具体的な方向性を示すロードマップを作成する方針だ。

（産経新聞  2 0 2 1 年 1 0 月 1 1 日）  

 

 記事中で「郵便物の配達時の状況からリアルタイムの居住者情報や自動車の保有状況、商

店の開店・閉店情報などを把握している。今後、居住者情報を災害が発生した自治体に提供す

ることで安否確認に利用してもらうことや、自動車保有状況などをデータベース化して自動車販

売の営業に利用してもらうなどの新規事業が想定される」と書かれたことから、これらの情報を

「データベース化」することの是非、本人の同意の有無、通信の秘密に該当するのでは、などの

 
2 9 8  総務省 「 郵便局デー タの活用 と プ ラ イバ シ ー保護の  在 り方に 関す る検 討 会  報告書 」 （ 2 0 2 2 年 7 月 2 9 日 ）

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 8 2 7 7 3 1 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  
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世論が出た 2 9 9。また、W G での全国郵便局調査などから、適切ではないデータの取り扱いなど

が散見される点について各委員から指摘があり、データ活用の前提としてまずガバナンスの確

立を第一に行うべきであるとの方向性が示された 3 0 0。こうした検討会での議論を受け、最終報

告書において「郵便局データ活用推進ロードマップ」が示されたが、「信頼の回復」を最優先に、

データガバナンスの体制強化など、基本的な体制作りへの取り組みを中心に示された。また、

報告書の公表と同時に、「郵便事業分野における個人情報保護に関するガイドライン（令和４年

個人情報保護委員会・総務省告示第２号）の解説」 3 0 1の改正および「信書便事業分野における

個人情報保護に関するガイドライン（令和４年個人情報保護委員会・総務省告示第３号）の解

説」 3 0 2が改正された。この「郵便事業分野における個人情報保護に関するガイドライン（令和４

年個人情報保護委員会・総務省告示第２号）の解説」の改正概要は下記のとおりである 3 0 3。  

 

➢  「郵便物に関して知り得た他人の秘密」に該当する情報であっても、情報を用いる利益が

秘密を守る利益を上回る場合として、以下 3 つを提供可能な事例として追記する。  

⚫  大規模災害等の緊急時に、被災者情報等を地方公共団体等に提供する場合  

⚫  国税又は地方税に関する調査協力要請に対して、滞納者の転居先情報を提供する場合  

⚫  弁護士会からの照会に対応する場合（弁護士会が D V ・ストーカー・児童虐待と関連無し

と認めた紹介に限る。）  

➢  地方公共団体等から委託を受けて街路地図調査・空き家調査業務を行うに当たって留意

すべき事項を追記する。  （下線引用元）  

 

図  2 7  郵便局データ活用推進ロードマップ  

 
「 郵 便局デー タの活用 と プ ラ イバ シ ー 保護の在 り方 に関す る検 討会  報告書  概要 」 2 2 頁

h t t p s : / / w w w . y u s e i m i n e i k a . g o . j p / i i n k a i / d a i 2 5 2 / s i r y o u 2 5 2 - 2 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  

 
2 9 9  A B E M A  P r i m e 「 生 活が便利に な る な ら O K ?  郵便局が持つ顧客デー タ 、 事業外 の利用はど こ ま で 認め る べ きか 」 （ 2 0 2 1 年 1 0 月 1 4

日 、 h t t p s : / / t i m e s . a b e m a . t v / a r t i c l e s / - / 1 0 0 0 2 7 9 3 ） 、 朝 日新聞 「 郵便局員が顧客デ ー タ を 収集 ？  総務省 、 ビ ジ ネ ス化の 線引 き検討 」

（ 2 0 2 1 年 1 0 月 1 6 日  h t t p s : / / w w w . a s a h i . c o m / a r t i c l e s / A S P B H 6 4 P 5 P B H U L F A 0 0 8 . h t m l ）  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  
3 0 0  第 2 回 2 0 2 2 年 1 月 2 5 日議事要旨 （ h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 7 9 8 5 4 9 . p d f ） 2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  
3 0 1  個人情報保護委員会 、 総務省 「 郵 便 事業分野にお け る個人 情報保護に 関 す る ガ イ ド ラ イ ン （ 令 和 ４ 年個人 情報保護委員会 ・ 総務 省告示第

２号 ） の 解説 」 （ 2 0 2 2 年 7 月 ） h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 8 2 7 7 3 3 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  
3 0 2  個人情報保護委員会 、 総務省 「 信 書 便事業分野に おけ る個 人情報保護 に 関す る ガ イ ド ラ イ ン （ 令 和 ４ 年個 人情 報保護委員会 ・ 総 務省告示

第 ３号 ） の 解説 」 （ 2 0 2 2 年 7 月 ） h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 8 2 7 7 3 4 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  
3 0 3  総務省郵便局デー タ活用 ア ド バ イザ リ ー ボ ー ド （ 第 1 回 ） 配布資料 「 資料 1 - 2  郵便局デー タ活用の今後の取組につ いて 」

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m e n u _ s o s i k i / k e n k y u / 0 2 r y u t s u 1 4 _ 0 4 0 0 0 1 6 0 . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  
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 一方、総務省全体としての取組として引き続き「郵便局データ活用アドバイザリーボード」の

創設が掲げられ、 2 0 2 2 年 1 2 月 1 日に第 1 回が開催された 3 0 4。このアドバイザリーボードで

は、報告書で掲げられた信頼回復やデータガバナンスについて考慮しつつ、解説の改正で加え

られた提供可能なケースについて（地方税、空き家対策など）について議論が続けられている

（第 2 回 2 0 2 3 年 3 月 3 0 日開催、以降継続予定）。  

 

 2 つ目の「情報信託機能の認定スキームの在り方に関する検討会」 3 0 5は、個人のデータ活用

を第三者が本人に代わって代行する「情報銀行」等について検討する検討会であり、内閣官房

I T 総合戦略本部「データ流通環境整備検討会」 3 0 6が公表した「A I、 I o T 時代におけるデータ

活用ＷＧ  中間とりまとめ」（ 2 0 1 7 年 3 月） 3 0 7、総務省「情報通信審議会」の「「 I o T／ビッグデ

ータ時代に向けた新たな情報通信政策の在り方」第四次中間答申」（ 2 0 1 7 年 7 月） 3 0 8を背景

に、引き続き検討を行ってきた。  

 

図  2 8   情報銀行のイメージ  

 

デー タ流通環 境整備検討会 「 A I 、 I o T  時代におけ るデー タ 活用ワーキ ン ググルー プ  中間 と り ま と め 」 （ 2 0 1 7 年 3 月 ）

h t t p s : / / w a r p . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 2 1 8 7 3 8 8 / w w w . k a n t e i . g o . j p / j p / s i n g i / i t 2 / s e n m o n _ b u n k a / d a t a _ r y u t s u s e i b i /

d a i 2 / s i r y o u 2 . p d f  7 頁  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  

 

第 1 回（ 2 0 1 7 年 1 1 月 7 日）から本論文執筆時の直近第 2 4 回（ 2 0 2 2 年 4 月 2 5 日）まで

本会議実施、金融データ W G （第 1 回 2 0 1 8 年 9 月 2 0 日～第 4 回 2 0 1 9 年 2 月 4 日）、健

康・医療データ W G （第 1 回 2 0 1 8 年 1 0 月 1 2 日）、認定・運用 W G （第 1 回 2 0 2 0 年 1 1 月

 
3 0 4  前掲 2 6 6  
3 0 5  総務省 「情報信託機能の認定スキームの在り方に関する検討会 」概要  
h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ s o s i k i / k e n k y u / i n f o r m a t i o n _ t r u s t _ f u n c t i o n / i n d e x . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日

閲覧  
3 0 6  内閣官房 I T 総合戦略本部 「データ流通環境整備検討会 」検討会概要  h t t p s : / / c i o . g o . j p / d a t a - c i r c u l a t i o n /  2 0 2 3

年 5 月 1 4 日閲覧  
3 0 7  データ流通環境整備検討会 「 A I 、 I o T  時代におけるデー タ活用ワーキンググループ  中間と りま とめ 」 （ 2 0 1 7 年 3 月 ）

h t t p s : / / w a r p . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 2 1 8 7 3 8 8 / w w w . k a n t e i . g o . j p / j p / s i n g i / i t 2 / s e n m o n _ b u n k a / d a t a _ r y

u t s u s e i b i / d a i 2 / s i r y o u 2 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  
3 0 8  「 「 I o T ／ビッグデー タ時代に向けた新たな情報通信政策の在り方 」第四次中間答申 」概要  

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m e n u _ n e w s / s - n e w s / 0 1 t s u s h i n 0 1 _ 0 2 0 0 0 2 2 7 . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  
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3 0 日～第 3 回 2 0 2 1 年 3 月 1 5 日）、要配慮個人情報 W G （第 1 回 2 0 2 2 年 1 1 月 7 日～

第 3 回 2 0 2 3 年 3 月 1 5 日）がそれぞれ実施され、指針が 4 つ公表されている。  

-  「情報信託機能の認定に係る指針 v e r 1 . 0 」 （ 2 0 1 8 年 6 月） 3 0 9 ：第 6 回（ 2 0 1 8 年

4 月 2 4 日）にて取りまとめたのち公表  

-  「情報信託機能の認定に係る指針 v e r 2 . 0 」 （ 2 0 1 9 年 1 0 月） 3 1 0 ：第 1 4 回 2 0 1 9

年 8 月 2 3 日にて取りまとめたのち公表  

-  「情報信託機能の認定に係る指針 V e r 2 . 1 」 （ 2 0 2 1 年 8 月） 3 1 1 ：第 1 9 回 2 0 2 1

年 8 月 2 日にて取りまとめたのち公表  

-  「情報信託機能の認定に係る指針  V e r 2 . 2 」 （ 2 0 2 2 年 6 月） 3 1 2 ：第 2 1 回 2 0 2 2

年 3 月 2 3 日にて取りまとめたのち公表  

 

 情報銀行を「情報銀行（情報利用信用銀行）とは、個人とのデータ活用に関する契約等に基

づき、P D S 等のシステムを活用して個人のデータを管理するとともに、個人の指示又は予め指

定した条件に基づき個人に代わり妥当性を判断の上、データを第三者（他の事業者）に提供す

る事業」 3 1 3と定義したうえで、その認定は「一定の要件を満たした者を社会的に認知するた

め、民間の団体等による任意の認定の仕組みが望ましいとの提言がなされている」 3 1 4。また、

認定自体は任意であり、「当該認定によって消費者が安心してサービスを利用するための判断

基準を示すもの」であり「レベル分けは想定しない」という基本方針である。  

こうした基本方針に加え、各 W G で検討された要配慮個人情報やプロファイリング等につい

て指針に追加され V e r . 2 . 2 （ 2 0 2 3 年 5 月時点最新版）にアップデートされた。要配慮個人情

報は情報銀行で取り扱いを禁止する一方、プロファイリングについては、下記の通り、注意を促

しつつ取り扱いを認めている。  

 

（プロファイリングに関する情報銀行の対応） 3 1 5  

いわゆるプロファイリング（パーソナルデータとアルゴリズムを用いて、特定個人の趣  

味嗜好、能力、信用力、知性、振舞いなどを分析又は予測すること）については、情報  

銀行が自らこれを行う場合のほか、プロファイリング結果を受け取る場合、提供先第三

者へ元データを提供する等の形で関与する場合を含め、関係する各主体において利用

目的の特定、透明性、データの最小化等の点で必要な配慮がなされるよう、情報銀行に

おいて対応すべきである。また、データの処理過程、結果の利用方法等の適切性をデ

ータ倫理審査会において審査することが推奨される。  

 

 
3 0 9  h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 6 0 7 5 4 6 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日 閲 覧  
3 1 0  h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 6 4 9 1 5 2 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日 閲 覧  
3 1 1  h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 8 2 5 9 7 2 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日 閲 覧  
3 1 2  h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 8 2 5 9 7 6 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日 閲 覧  
3 1 3  前掲 2 7 2  4 頁  
3 1 4  前掲 2 7 2  2 頁  
3 1 5  前掲 2 7 5  1 8 頁  
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また、この「情報銀行」の認定は V e r 1 . 0 内で示された通り、一般社団法人日本 I T 団体連

盟が団体内に設置した情報銀行推進委員会が実施し 3 1 6、 2 0 1 8 年の開始以来合計 7 社が認

定（通常認定・P 認定） 3 1 7を受けている 3 1 8。  

 

図  2 9  情報銀行の認定スキーム  

 

「 情 報信託機能の認定に係 る 指針 v e r 2 . 0 」 （ 2 0 1 9 年 1 0 月 ） 2 7 頁  2 0 2 3 年 5 月 1 6 日閲覧  

 

表  2 2  通常認定企業一覧  

認定番号  サービス名  事業者名  最新認定日  認定の有効期間  初回認定日  

1 9 0 1 A E 0 1 1 1 0 ( 1 )  p a s p i t  
株式会社
D a t a S i g n  

2 0 2 0 . 2 . 2 6  
2 0 2 0 . 3 . 2 -

2 0 2 2 . 3 . 1☆  
2 0 2 0 . 2 . 2 6  

※ 「最新認定日」及び「初回認定日」は、情報銀行推進委員会にて承認された日  

 

表  2 3  P 認定企業一覧  

認定番号  サービス名  事業者名  最新認定日  認定の有効期間  初回認定日  

2 0 0 1 A G 0 1 1

1 0 （ P ）  

保険データバンク

サービス（仮称）  

株式会社
M I L I Z E  

2 0 2 1 . 3 . 1 1  
2 0 2 1 . 3 . 2 9 -

2 0 2 3 . 3 . 2 8☆  
2 0 2 1 . 3 . 1 1  

1 9 0 1 A D 0 1 1

1 0 （ P ）  

地域型情報銀行サ

ービス（仮称）  

中部電力株式会

社  
2 0 2 0 . 2 . 4  

2 0 2 0 . 2 . 7 -  

2 0 2 2 . 2 . 6☆  
2 0 2 0 . 2 . 4  

1 9 0 1 A A 0 1 1

1 0 （ P ）  

「データ信託」サー

ビス（仮称）  

三井住友信託銀

行株式会社  
2 0 1 9 . 6 . 2 1  

2 0 1 9 . 7 . 8 -  

2 0 2 1 . 7 . 7☆  
2 0 1 9 . 6 . 2 1  

※ 「最新認定日」及び「初回認定日」は、情報銀行推進委員会にて承認された日  

 

 

 
3 1 6  一般社団法人日本 I T 団体連盟 「 「 情 報銀行 」 に 関す る  取組み について 」 （ 2 0 1 8 年 1 0 月 1 9 日 ）

h t t p s : / / i t r e n m e i . j p / f i l e s / f i l e s 2 0 1 8 1 0 1 8 1 8 3 6 2 0 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日 閲 覧  
3 1 7  通常認定 、 P 認定の定義は下記の通 り 。  

通常認定 「 「 情 報 銀行 」 サ ー ビ ス実施 中の事業 を対象に 、 計画 、 運 営 ・ 実 行 体制が認定基準に 適合 し 、 か つ見直 し を 継続 し て 行 う こ と で 、 安 心 ・

安 全 なサー ビ ス を 提供 し て い る サー ビ ス で あ る こ と を 認定す る もの です 。 当該事業運営の中 で 、 P D C A を 廻 し て継続的改善 を図 る 「 マ ネ ジ メ ン

ト 運営 」 を 審査 ・ 認定 し ま す 。 」  

「 Ｐ 認 定 」 「 情 報銀行 」 サ ー ビ ス 開始 に先立 っ て立 案 し た 計画 、 運営 ・ 実行 体制が認定基準に 適合 し て い るサ ー ビ ス で あ る こ と を 認定す る もの で

す 。 サー ビ ス開始後に おい て運営 ・ 実 行 、 改善 を図 り 、 『 通 常 認定 』 の取得 が条件 と な り ま す （ P 認定の更新は不可 ） 。 P 認定の詳細は本資料参

照 （ h t t p s : / / t p d m s . j p / w p - c o n t e n t / u p l o a d s / 2 0 2 2 / 1 0 / 2 0 1 9 0 3 2 0 - 1 N e w s . p d f ）  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日 閲 覧  
3 1 8  認定事業者一覧ウ ェ ブサ イ ト  h t t p s : / / t p d m s . j p / c e r t i f i e d /  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日 閲 覧  

https://tpdms.jp/wp-content/uploads/2022/10/20200226-1Certification.pdf
https://datasign.jp/
https://datasign.jp/
https://tpdms.jp/wp-content/uploads/2022/10/20210311-1Certification.pdf
https://tpdms.jp/wp-content/uploads/2022/10/20210311-1Certification.pdf
https://milize.co.jp/
https://milize.co.jp/
https://tpdms.jp/wp-content/uploads/2022/10/20200204-1Certification.pdf
https://tpdms.jp/wp-content/uploads/2022/10/20200204-1Certification.pdf
https://www.chuden.co.jp/
https://www.chuden.co.jp/
https://tpdms.jp/wp-content/uploads/2022/10/20190625-1Certification.pdf
https://tpdms.jp/wp-content/uploads/2022/10/20190625-1Certification.pdf
https://www.smtb.jp/
https://www.smtb.jp/
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表  2 4  過去の認定事業者一覧  

認定番号  サービス名  事業者名  最新認定日  認定の有効期間  初回認定日  

1 9 0 1 A C 0 1 1

1 0 （ P ）  

情報提供サービス

（仮称）  

株式会社
J . S c o r e  

2 0 1 9 . 1 2 . 2 4  
2 0 2 0 . 1 . 2 4 -
2 0 2 2 . 1 . 2 3  

2 0 1 9 . 1 2 . 2 4  

2 0 0 1 A F 0 1 1
1 0 ( 1 )  

マイデータ ・バンク

「M E Y 」  

株式会社マイデ

ータ・インテリジ

ェンス  

2 0 2 0 . 1 1 . 2 6  
2 0 2 1 . 1 . 1 8 -
2 0 2 1 . 9 . 3 0  

2 0 2 0 . 1 1 . 2 6  

1 9 0 1 A B 0 1 1

1 0 （ P ）  

地域振興プラット

フォーム（仮称）  

フェリカポケット

マーケティング株

式会社  

2 0 1 9 . 6 . 2 1  
2 0 1 9 . 7 . 7 -  
2 0 2 1 . 7 . 6  

2 0 1 9 . 6 . 2 1  

※ 「最新認定日」及び「初回認定日」は、情報銀行推進委員会にて承認された日  

 

 2 0 2 3 年 1 月時点で認定有効期限が残っている企業は株式会社 M I L I Z E 1 社のみだが事業

実施において認定はあくまでも任意である。一方で、 「認定を受けない方が自由に事業展開で

きる」などの指摘 3 1 9や、消費者の消費者側の不安や懸念解消および情報銀行についての認知

や受容、といった課題があげられている 3 2 0 3 2 1。  

 

3 つ目の「プラットフォームサービスに関する研究会」 3 2 2は、「プラットフォーム事業者が大量

の利用者情報を活用してサービスを提供していることを踏まえ、利用者情報の適切な取扱いの

確保の在り方等について検討」 3 2 3することを目的に設置され、第 1 回（ 2 0 1 8 年 1 0 月 1 8 日）

～第 2 2 回（ 2 0 2 3 年 5 月 2 5 日）まで継続されており、また、プラットフォームサービスに係る

利用者情報の取扱いに関する W G （第 1 回 2 0 2 1 年 3 月 1 8 日～第 1 5 回 2 0 2 2 年 1 2 月

2 3 日）、トラストサービス検討 W G （第 1 回 2 0 1 9 年 1 月 3 1 日～第 1 5 回 2 0 1 9 年 1 1 月

2 8 日）、誹謗中傷等の違法・有害情報への対策に関する W G （第 1 回 2 0 2 2 年 1 2 月 2 6 日

～ 2 0 2 3 年 4 月 2 5 日）が実施された。検討事項は（ 1 ）電気通信事業者と国内外のプラットフォ

ーム事業者における、利用者情報（通信の秘密やプライバシー情報等）の取扱状況及びそれら

に対するルール等の差異に関する事項（ 2 ）国内外におけるプラットフォームを活用した円滑な

データ流通を促す観点から、国内トラストサービスの在り方及び海外諸国との相互運用を確保

する方策等に関する事項（ 3 ）その他、とされた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
3 1 9  日本経済新聞 「 官製 ビ ジ ネ ス 「 情 報 銀行 」 暗雲  認定 7 社のみ  期待 とサ ー ビ ス乖離 」 （ 2 0 2 2 年 1 0 月 1 7 日 ）  
3 2 0  田原静 ,  張婧 ,  梁庭昌 ,  村松潤一 「 情報信託に対す る消費者の認知 ・ 受 容 と制度的課題  ―  企業 との価値共 創経験に着目 し て  ― 」 （ 「 マ

ー ケ テ ィ ン グ レ ビ ュ ー 、 日 本 マーケ テ ィ ン グ学会 、 2 0 2 2 年 2 月 2 8 日 」

h t t p s : / / w w w . j s t a g e . j s t . g o . j p / a r t i c l e / m a r k e t i n g r e v i e w / a d v p u b / 0 / a d v p u b _ 2 0 2 2 . 0 0 2 / _ p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  
3 2 1  日本 I T 団体連盟情報銀行推進員会におい て 、 大日本 印刷株式会社の影響 を指摘す る声 も あ る 。 ニ ュ ー ス イ ッ チ 「 「 情 報銀行 」 の “ 裏 のボ

ス ” 大 日本印刷 を突 き動か し た C R M の限界 」 （ 2 0 2 0 年 4 月 2 1 日 ） h t t p s : / / n e w s w i t c h . j p / p / 2 1 9 4 7  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  
3 2 2  総務省 「 プ ラ ッ ト フ ォ ー ムサー ビ スに 関す る研究会 」 概要  

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ s o s i k i / k e n k y u / p l a t f o r m _ s e r v i c e / i n d e x . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  
3 2 3  「 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム サー ビ ス に関す る 研究会 」 開催要項 （ 2 0 1 8 年 1 0 月 1 2 日 ） h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m e n u _ n e w s / s -

n e w s / 0 1 k i b a n 1 8 _ 0 1 0 0 0 0 5 0 . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  

https://tpdms.jp/wp-content/uploads/2022/10/20191224-1Certification.pdf
https://tpdms.jp/wp-content/uploads/2022/10/20191224-1Certification.pdf
https://www.jscore.co.jp/
https://www.jscore.co.jp/
https://tpdms.jp/wp-content/uploads/2022/10/20201126-1Certification.pdf
https://tpdms.jp/wp-content/uploads/2022/10/20201126-1Certification.pdf
https://tpdms.jp/wp-content/uploads/2022/10/20190625-2Certification.pdf
https://tpdms.jp/wp-content/uploads/2022/10/20190625-2Certification.pdf
https://felicapocketmk.co.jp/
https://felicapocketmk.co.jp/
https://felicapocketmk.co.jp/


126 

 

図  3 0  プラットフォームサービスを巡る課題  

 
第 1 回 「 資料 2 － 1  プ ラ ッ ト フ ォ ー ム サー ビ ス を 巡 る 現状 と課 題 P D F 」 1 1 頁

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 5 7 9 8 0 4 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 9 日閲覧  

 

また、これまで、下記報告書が公表されている。  

 

-  プラットフォームサービスに関する研究会中間報告書：  2 0 1 9 年 3 月 2 2 日 3 2 4  

-  プラットフォームサービスに関する研究会最終報告書：  2 0 2 0 年 2 月 5 日 3 2 5  

-  プラットフォームサービスに関する研究会インターネット上の誹謗中傷への対応の在り

方に関する緊急提言：  2 0 2 0 年 8 月 3 日 3 2 6  

-  プラットフォームサービスに関する研究会  中間とりまとめ 3 2 7 ：  2 0 2 1 年 9 月 1 4 日  

-  プラットフォームサービスに関する研究会  第二次とりまとめ 3 2 8 ：  2 0 2 2 年 8 月 2 3 日  

 

2 0 1 9 年の中間報告書では、電気通信分野における利用者情報の保護およびトラストサービ

スの実現に向けた検討が主に記載されていた。利用者情報の保護においては、憲法第 2 1 条

第 2 項「通信の秘密の保護」および電気通信事業法を参照しながらプラットフォーマーが多岐

に渡る情報を保有する状況を鑑みつつ、またプラットフォーマーが国外事業者である場合が多

いことも考慮しながら国内企業のイノベーションを阻害しないよう、国際的な調和（ハーモナイ

ゼーション）を図っていくべきとしている 3 2 9。また、トラストサービスについては、E U の e I D A S

（ e l e c t r o n i c  I d e n t i f i c a t i o n  a n d  A u t h e n t i c a t i o n  S e r v i c e s 、E U 内での電子署名につい

てセキュリティや認証レベルを統一し信頼性を向上させる目的で制定された規制） 3 3 0を参照し

ながら日本への導入可能性について「電子署名及び認証業務に関する法律」（電子署名法）に

基づく電子証明書認定認証事業者、総務省「タイムビジネスに係る指針」（平成 1 6 年 1 1 月公

 
3 2 4  h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m e n u _ n e w s / s - n e w s / 0 1 k i b a n 1 8 _ 0 1 0 0 0 0 6 1 . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日 閲 覧  
3 2 5  h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m e n u _ n e w s / s - n e w s / 0 1 k i b a n 1 8 _ 0 1 0 0 0 0 7 5 . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  
3 2 6  h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m e n u _ n e w s / s - n e w s / 0 1 k i b a n 1 8 _ 0 1 0 0 0 0 9 2 . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  
3 2 7  h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m e n u _ n e w s / s - n e w s / 0 1 k i b a n 1 8 _ 0 1 0 0 0 1 2 8 . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  
3 2 8  h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m e n u _ n e w s / s - n e w s / 0 1 k i b a n 1 8 _ 0 1 0 0 0 1 7 3 . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  
3 2 9  前掲 2 8 7  4 - 3 2 頁参照。  
3 3 0  R E G U L A T I O N  ( E U )  N o  9 1 0 / 2 0 1 4  O F  T H E  E U R O P E A N  P A R L I A M E N T  A N D  O F  T H E  C O U N C I L  o f  2 3  J u l y  2 0 1 4  

o n  e l e c t r o n i c  i d e n t i f i c a t i o n  a n d  t r u s t  s e r v i c e s  f o r  e l e c t r o n i c  t r a n s a c t i o n s  i n  t h e  i n t e r n a l  m a r k e t  a n d  

r e p e a l i n g  D i r e c t i v e  1 9 9 9 / 9 3 / E C  
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表）に基づくタイムスタンプに関する認証制度「タイムビジネス信頼・安心認定制度」をが既に存

在しているが、さらに加えて組織やウェブサイトの認証などを提言している。なおこの電子証明

書認定認証事業者は法務省およびデジタル庁が実施しているが認証に当たって調査を行うの

は一般財団法人日本情報経済社会推進協会（ J I P D E C。 1 9 9 8 年 4 月創設の「財団法人日本

情報処理開発協会」から 2 0 1 1 年 4 月 1 日に名称変更。プライバシーマーク制度なども運

用）、タイムビジネス信頼・安心認定制度は一般財団法人日本データ通信協会（ 1 9 7 3 年 1 2 月

創設「財団法人日本データ通信協会」から 2 0 1 2 年 4 月一般社団法人へ移行。電気通信主任

技術者及び工事担任者の国家試験の指定試験機関）で行っている 3 3 1。  

2 0 2 0 年の最終報告書では、中間報告を踏まえつつ、中間報告では 2 頁半にとどまったフェ

イクニュース対応について 3 0 頁以上が割かれた。  

 

図  3 1  最終報告書（案）概要  

 
「 プ ラ ッ ト フ ォームサービスに関する研究会  最終報告書 （案 ）の概要 」 （ 2 0 1 9 年 1 2 月 ） 2 頁  

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 6 6 0 8 5 8 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 0 日閲覧  

 

 その後、「インターネット、特にソーシャル・ネットワーキング・サービス（ S N S ）を始めとするプ

ラットフォームサービス上における誹謗中傷に関する問題が深刻化していることを踏まえ」 3 3 2、

第 1 9 回会合（ 2 0 2 0 年 7 月 2 日）において行った議論を元に「インターネット上の誹謗中傷へ

の対応の在り方に関する緊急提言」を公表した。この報告はその後の「中間とりまとめ」「第二

次とりまとめ」にも引き継がれ、ファクトチェックの必要性とプラットフォーム事業者の役割・責任

の重要性について E U やアメリカの例を踏まえつつ、「透明性」「アカウンタビリティ」の重要性

を指摘するとともに、電気通信事業法・個人情報保護法・電気通信事業  ガイドラインを踏まえ

ながらモニタリングなどの取組を行うことが重要と提言された。  

 一方、こうした流れに対し、新経済連盟をはじめ一部企業からは「二重規制である」など反対

の声が上がった。ここで新経済連盟は、「これらの場において総務省が示している、特に電気通

信事業法の改正の方向性には次のような懸念があり、デジタルビジネスのみならず日本社会

のデジタル化全体にとって深刻な負担や阻害要因となるおそれが高い」うえ、「半年間の非公

開の会合で行われた拙速な議論に基づきこのような重大な改正を行おうとしていること自体に

も大きな瑕疵があると言える」と、内容及び検討方法についても反論を示している。  

 
3 3 1  第 2 回 「 資料 1 ト ラ ス ト サ ー ビ ス に 関す る現状 」 h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 5 8 3 3 7 1 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 0

日閲覧  
3 3 2  「 イ ン タ ー ネ ッ ト 上の誹謗中傷への対応の在 り方 に関す る緊 急提言 」 及 び意見募集の結果の公表 」 内の 「 経 緯 」 よ り 引用 。

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m e n u _ n e w s / s - n e w s / 0 1 k i b a n 1 8 _ 0 1 0 0 0 0 9 2 . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 2 0 日 閲 覧  



128 

 

 

図  3 2  電気通信事業法の改正の方向性に対する懸念について  

 

新経済連盟ウェブサイ ト 「電気通信事業法の改正の方向性に対する懸念について 」
h t t p s : / / j a n e . o r . j p / p r o p o s a l / p r e s s r e l e a s e / 1 5 9 8 7 . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 2 0 日閲覧  

 

4 つ目の「デジタル・プラットフォーマーを巡る取引環境整備に関する検討会」は、経産省、公

正取引委員会、総務省が合同で行った検討会で、 2 0 1 8 年 7 月 1 0 日から 1 2 月にかけて 9

回の会合が行われたとされているが 3 3 3、公開されている議事は 2 0 1 8 年 1 1 月 1 6 日～ 2 0 1 9

年 4 月 2 4 日までの 4 回分である。また、データの移転・開放等の在り方に関する W G （第 1

回 2 0 1 9 年 3 月 2 5 日～第 3 回 2 0 1 9 年 4 月 1 9 日）が W G として行われた。検討の経緯と

して、「未来投資戦略 2 0 1 8 」 （ 2 0 1 8 年 6 月 1 5 日） 3 3 4において、「経済構造革新への基盤づ

くり」の一つとして「プラットフォーマー型ビジネスの台頭に対応したルール整備」があげられた

ことが発端である。  

 

②プラットフォーマー型ビジネスの台頭に対応したルール整備 3 3 5  

・プラットフォームの寡占化が進む中で、新たなプラットフォーム型ビジネスが次々と創

出され、活発な競争が行われる環境を整備するため、特定のプラットフォームからいつ

でもユーザーが移籍できるデータポータビリティやオープンに接続されることが可能な  

A P I  開放等を含め、中小企業やベンチャーを含めた公正かつ自由で透明な競争環境

の整備、イノベーション促進のための規制緩和（参入要件の緩和等）、デジタルプラット

フォーマーの社会的責任、利用者への公正性の確保など、本年中に基本原則を定め、

これに沿った具体的措置を早急に進める。  

 

 

 

 
3 3 3  デジ タル ・ プ ラ ッ ト フ ォ ー マー を 巡 る 取引環境整備に関 す る検討 会 「 デ ジ タル ・ プ ラ ッ ト フ ォ ー マー を 巡 る 取引 環境整備に関す る中間論点整

理 」 （ 2 0 1 8 年 1 2 月 1 2 日 ）  1 頁 h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 5 8 9 1 0 3 . p d f   2 0 2 3 年 5 月 2 0 日 閲 覧  
3 3 4  「 未 来投資戦略  2 0 1 8 ― 「 S o c i e t y  5 . 0 」 「 デ ー タ 駆 動型社会 」 へ の変革 ― 」 （ 2 0 1 8 年 6 月 1 5 日 ）

h t t p s : / / w w w . k a n t e i . g o . j p / j p / s i n g i / k e i z a i s a i s e i / p d f / m i r a i t o u s i 2 0 1 8 _ z e n t a i . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 0 日閲覧  
3 3 5  前掲 2 9 6  3 0 頁  
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図  3 3  検討経緯概要まとめ  

 
公正取引委員会 「 デ ジ タ ル ・ プ ラ ッ ト フ ォ ー ム事 業者 と個 人情報等 を提供 す る消費者 との取引に おけ る 優越的 地位の濫用に関す る独占禁 止法

上の考え方 」 の ポ イ ン ト 」 （ 2 0 1 9 年 1 2 月 ） h t t p s : / / w w w . j f t c . g o . j p / h o u d o u / p r e s s r e l e a s e / 2 0 1 9 / d e c / 1 9 1 2 1 7 _ d p f g l _ 2 1 . p d f  

2 0 2 3 年 5 月 2 0 日閲覧  

 

 主な検討課題と進め方、としては「デジタル・プラットフォーマーの取引慣行に関する実態調査

の実施」を主軸とし、並行して「 1 .  取引慣行の透明性や公正性確保に向けたルール整備」「２．

データ等の独占による競争阻害への対応」「３．専門的知見によるスピーディーな対応に向けた

新しい体制の整備」「４．データの移転・開放等の在り方に関する検討」を行うとした。  

 2 0 1 8 年 1 2 月 1 2 日に「デジタル・プラットフォーマーを巡る取引環境整備に関する中間論点

整理」を公表したが 3 3 6、これを踏まえて基本原則の策定や具体的措置の実施を進めると方向

性を示した。  

 

図  3 4  中間論点整理概要  

 
経済産業省  /  公正取引委員会  /  総務省 「デジ タル ・ プ ラ ッ ト フ ォーマーを巡る取引環境整備に関する検討会  中間論点整理の

概要 」 h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 5 8 9 1 0 4 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 0 日閲覧  

 
3 3 6  h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m e n u _ n e w s / s - n e w s / 0 1 t s u s h i n 0 1 _ 0 2 0 0 0 2 7 0 . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 2 0 日閲覧  
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これに対し、一般社団法人ソフトウェア協会からは検討の進め方・公開について下記の意見

を含む意見書を提出した。  

 

・意見内容：  透明性及び公平性の確保 3 3 7  

「デジタル・プラットフォーマーを巡る取引環境整備に関する検討会」（以下「検討会」と

いう）についての情報公開、事業者・業界団体の参画を求める。平成 3 0 年 7 月 1 0 日

に検討会が設置されて以降、中間論点整理（案）が公表されるまで、非公表で審議が進

められてきた。中間論点整理（案）に掲げられている各論点は、事業者・業界団体にとっ

て非常に影響の大きな問題であることから、後述する各論の意見を踏まえ、継続して事

業者・業界団体を含めた関係者の参画の元、社会経済への影響（産業育成、投資促

進、中小企業への影響、日本の競争力の向上）などの幅広く、かつ、中長期的な観点か

ら議論を行っていただきたい。  

 

 また、新経済連盟、全国銀行協会 3 3 8等からも、プラットフォーマーの定義についてなど意見

書が提出された。一方中間論点整理公表の 6 日後である 2 0 1 8 年 1 2 月 1 8 日には、「プラッ

トフォーマー型ビジネスの台頭に対応したルール整備の基本原則」 3 3 9を公表したのち、これと

並行して 2 0 1 9 年 2 月 1 3 日に実施された未来投資会議（第 2 3 回） 3 4 0での指摘を受けて「デ

ジタル市場のルール整備」を踏まえ W G を設置し検討を進めたのち、 2 0 1 9 年 4 月 2 4 日会合

において、「取引環境の透明性・公正性確保に向けたルール整備の在り方に関するオプション」
3 4 1 「データの移転・開放等の在り方に関するオプション」 3 4 2を公表した。  

 2 0 1 8 年公表の基本原則では、下記 7 点を設定した。  

 

（１ ）デジタル・プラットフォーマーに関する法的評価の視点  

（２ ）プラットフォーム・ビジネスの適切な発展の促進  

（３ ）デジタル・プラットフォーマーに関する公正性確保のための透明性の実現  

（４ ）デジタル・プラットフォーマーに関する公正かつ自由な競争の実現  

（５ ）データの移転・開放ルールの検討  

（６ ）バランスのとれた柔軟で実効的なルールの構築  

（７ ）国際的な法適用の在り方とハーモナイゼーション  

 

 
3 3 7  「 デ ジ タ ル ・ プ ラ ッ ト フ ォ ー マー を 巡 る取引環境整備 に関す る検 討会 」 中 間論点整理 （ 案 ） に 対す る 意見 を提出 （ 2 0 1 8 年 1 2 月 1 8 日 ）

h t t p s : / / w w w . s a j . o r . j p / N E W S / c o m m i t t e e / l e g a l / 1 8 1 2 0 4 _ i k e n . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 2 0 日 閲 覧  
3 3 8  一般社団法人新経済連盟 「 「 デ ジ タ ル ・ プ ラ ッ ト フ ォ ー マー を 巡 る取引環 境整備に関す る 検討会 」 （ 2 0 1 8 年 1 2 月 5 日 ）

h t t p s : / / j a n e . o r . j p / p r o p o s a l / p r e s s r e l e a s e / 6 1 1 5 . h t m l 、 中 間 論点整理 （ 案 ） に 対す る意 見 」 一般社 団法人全国銀行協会 「 「 『 デ ジ タ

ル ・ プ ラ ッ ト フ ォ ー マー を 巡 る取引環 境整備に関す る 検討会 』  中間論点整理 （ 案 ） 」 に 対 す る意見につ いて 」 （ 2 0 1 8 年 1 2 月 3 日 ）

h t t p s : / / w w w . z e n g i n k y o . o r . j p / f i l e a d m i n / r e s / a b s t r a c t / o p i n i o n / o p i n i o n 3 0 1 2 0 3 . p d f 、 一 般社 団法人電子情報技術産業協会

「 「 デ ジ タ ル ・ プ ラ ッ ト フ ォ ー マ ー を 巡 る取引環境整備 に関す る検 討会 」 中 間論点整理 （ 案 ）  に対す る 意見 」 （ 2 0 1 8 年 1 2 月 5 日 ）

h t t p s : / / h o m e . j e i t a . o r . j p / p r e s s _ f i l e / 2 0 1 8 1 2 0 5 1 5 1 6 2 9 _ Q L 6 T V m E e C r . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 0 日閲覧  
3 3 9  「 プ ラ ッ ト フ ォ ー マー型 ビ ジ ネ スの台 頭に対応 し た ルール整備の基本原則 」 （ 2 0 1 8 年 1 2 月 1 8 日 ）

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 5 9 0 2 5 3 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 0 日閲覧  
3 4 0  h t t p s : / / w w w . k a n t e i . g o . j p / j p / s i n g i / k e i z a i s a i s e i / m i r a i t o s h i k a i g i / i n d e x . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 2 0 日閲覧  
3 4 1  h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 6 2 0 2 8 1 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 0 日閲覧  
3 4 2  h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 6 2 0 2 8 2 . p d f 、公表についての概要は総務省ウ ェブサイ ト参照。

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m e n u _ n e w s / s - n e w s / 0 1 t s u s h i n 0 1 _ 0 2 0 0 0 2 8 0 . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 2 0 日閲覧  
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 その後、公正取引委員会は、 2 0 2 0 年 4 月にデジタル分野に対応するための体制強化とし

て、「デジタル市場企画調査室」「上席審査専門官」を設置し、事件審査や企業結合審査など行

っている 3 4 3 3 4 4。  

 

第二項  経済産業省  

 経産省に設置された各種研究会のうち、 2 0 2 2 年 1 2 月時点まで継続されていた研究会は、

2 6 9 のうち 3 2、そのうち個人情報保護委員会が参加者に含まれているのは 4 つあった 3 4 5  

 

表  2 5  「個人情報」が関連する研究会（経産省）  

カテゴリ  研究会名  開催開始年月日  担当  
ものづ く り /情報 /

流通 ・サービス  
未来イノベーションワーキンググルー

プ  

2 0 1 9 年 1 月 2 5 日  商務 ・サービスグループ  ヘ

ルスケア産業課  医療 ・福

祉機器産業室  

ものづ く り /情報 /

流通 ・サービス  
A I 人材育成のための企業間データ提

供促進検討会  

2 0 2 0 年 8 月 2 0 日  

第 1 回  

商務情報政策局  情報技術

利用促進課  

ものづ く り /情報 /

流通 ・サービス  
データの越境移転に関する研究会  2 0 2 1 年 1 1 月 1 日  商務情報政策局  総務課  

国際室  

ものづ く り /情報 /

流通 ・サービス  
デジタルプラットフォームの透明性・公

正性に関するモニタリング会合会  

2 0 2 1 年 1 2 月 2 4 日  商務情報政策局  情報経

済課  デジタル取引環境

整備室  

経産省ウェブサイ ト よ り筆者作成 。議事概要等から個人情報に関連する と筆者が判断し 、 かつ個人情報保護委員会が参加して

いる検討会のみ抽出。 開催開始年月日順。

h t t p s : / / w w w s . m e t i . g o . j p / i n t e r f a c e / h o n s h o / c o m m i t t e e / i n d e x . c g i / c o m m i t t e e ） 2 0 2 3 年 5 月 2 0 日閲覧  

 

「未来イノベーションワーキンググループ」は、次世代ヘルスケア産業協議会・次世代医療機

器開発推進協議会・次世代医療  I C T  協議会の下に設置され、第 1 回（ 2 0 1 9 年 1 月 2 5 日）

～第 3 回（ 2 0 1 9 年 3 月 4 日）まで開催され（原則非公開） 3 4 6、 2 0 1 9 年 3 月 1 9 日に中間取

りまとめ「未来イノベーション W G からのメッセージ  人と先端技術が共生し、一人ひとりの生き

方を共に支える次世代ケアの実現に向けて」 3 4 7を公表した。  

 

検討事項 3 4 8  

⚫  2 0 4 0  年の将来における日常生活を含めた国民の暮らしの中に、 I C T、A I、ロボット等が

溶け込んでいる社会システムという目標・将来像の作成  

⚫  その中で、変容していく医療介護サービスを想定した場合に、必要になる技術・サービス

の抽出  

⚫  上記を実現するためのムーンショット型プロジェクトの立ち上げ・ロードマップの策定、イ

ンテリジェンス機能の実現、民間投資・イノベーション活性化、政府の研究開発戦略の在

り方の検討  

 

 
3 4 3  公正取引委員会 「 公正 取引委員会のデジ タル分野 の取組 」 （ 2 0 2 2 年 7 月 ）

h t t p s : / / w w w . j f t c . g o . j p / d k / d i g i t a l / i n d e x _ f i l e s / d i g i t a l _ t o r i k u m i . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 0 日閲覧  
3 4 4  日本経済新聞 「 巨大 I T 調査へ新組織発足 、 公取委  デー タ寡占 を警戒 」 （ 2 0 2 0 年 4 月 1 日 ）

h t t p s : / / w w w . n i k k e i . c o m / a r t i c l e / D G X M Z O 5 7 5 4 1 2 6 0 R 0 0 C 2 0 A 4 E E 8 0 0 0 /  2 0 2 3 年 5 月 2 0 日閲覧  
3 4 5  経 産 省 ウ ェ ブ サ イ ト よ り 筆 者 作 成 。 議 事 概 要 等 か ら 個 人 情 報 に 関 連 す る と 筆 者 が 判 断 し 、 か つ 個 人 情 報 保 護 委 員 会 が 参 加 し て い る 検 討 会 の み 抽 出 。 開 催 開 始

年 月 日 順 。 t t p s : / / w w w s . m e t i . g o . j p / i n t e r f a c e / h o n s h o / c o m m i t t e e / i n d e x . c g i / c o m m i t t e e ） 2 0 2 3 年 5 月 2 0 日 閲 覧  
3 4 6  経済産業省 「 未来 イ ノ ベ ー シ ョ ン ワ ーキ ング グル ー プ 」 概 要 。 経産省 ウ ェ ブサ イ ト よ り 。

h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / s h i n g i k a i / m o n o _ i n f o _ s e r v i c e / m i r a i _ i n n o v a t i o n / i n d e x . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 2 0 日閲覧  
3 4 7  h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / s h i n g i k a i / m o n o _ i n f o _ s e r v i c e / m i r a i _ i n n o v a t i o n / p d f / c t _ z e n t a i _ 2 0 1 9 0 3 . p d f  
2 0 2 3 年 5 月 2 0 日閲覧  
3 4 8  第 1 回 「 資料 2  ワ ーキ ング ・ グ ル ー プ （ W G ） の 設置につ い て 」 1 頁

h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / s h i n g i k a i / m o n o _ i n f o _ s e r v i c e / m i r a i _ i n n o v a t i o n / p d f / 0 0 1 _ 0 2 _ 0 0 . p d f  2 0 2 3 年 5

月 2 0 日閲覧  
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 高齢化する社会 3 4 9において、健康・医療・介護が抱えるリスクを勘案し A I などの先端技術や

サービスの創造により対応できる社会を目指す方向性が示された。個人情報に関連する点で

は、医療・健康データ等を紐づけ・蓄積し予防に生かすといった具体例が挙げられた 3 5 0。  

 

図  3 5  将来像・対応の方向性とりまとめ  

 
「 中間取 りま とめ 」 3 3 頁。 2 0 2 3 年 5 月 2 0 日閲覧  

 

 この中間とりまとめについて委員からは、網羅的ではあるが実現性に乏しいなど指摘があっ

たものの 3 5 1、その後次世代医療機器開発推進協議会第 6 回（ 2 0 1 9 年 3 月 2 6 日）でも議題

に挙がり、「具体的な取組について検討を加速する」 3 5 2とされた。また、これに対し、一般社団

法人日本医療機器産業連合会からは、「医療機器は大きな転換期を迎えており」「デジタル化 /

データ利用を加速するために下記の取組みが重要」としたうえで、「 1 .  データ利活用における

協調領域としての基盤の整備加速」「 2 .  サイバーセキュリティへの対応」「 3 .  A I  人材の育成」

の 3 点を挙げた 3 5 3。  

 2 つ目の「A I  人材育成のための企業間データ提供促進検討会」は、第 1 回（ 2 0 2 0 年 8 月

2 0 日）～第 3 回（ 1 1 月 1 9 日）まで開催された。検討の背景として、 2 0 1 8 年 3 月に経産省が

発表した「A I ・データの利用に関する契約ガイドライン  1 . 1 版」 3 5 4が公表されたが、それを踏ま

え「企業から円滑に課題・データを提供してもらう環境を整えるためには、  A I ・データの利用に

関する契約ガイドラインも参考にしつつ、実務において課題となる論点を整理し解決の方向性

 
3 4 9  前掲 3 1 0  9 - 2 7 頁。 2 0 2 3 年 5 月 2 0 日閲覧  
3 5 0  前掲 3 1 0  4 2 頁。 2 0 2 3 年 5 月 2 0 日閲覧  
3 5 1  第 3 回議事要旨よ り 。
h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / s h i n g i k a i / m o n o _ i n f o _ s e r v i c e / m i r a i _ i n n o v a t i o n / p d f / 0 0 3 _ g i j i y o s h i . p d f  2 0 2 3 年
5 月 2 0 日閲覧  
3 5 2  次世代医療機器開発推進協議会 （ 第 ６ 回 ） 「 資 料 １ １ ： 今 後の取組 （ 修 正 版 ） 」 4 頁 。

h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / p o l i c y / m o n o _ i n f o _ s e r v i c e / s e r v i c e / i r y o u k i k i _ k a i h a t s u _ c o n f e r e n c e / d a i 6 g i j i s i d a i . h t m l  

2 0 2 3 年 5 月 2 0 日閲覧  
3 5 3

 「 第  6  回次世代医療機器開発推進協議会意見 」

h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / p o l i c y / m o n o _ i n f o _ s e r v i c e / s e r v i c e / i r y o u k i k i _ k a i h a t s u _ c o n f e r e n c e / p d f / 6 _ 1 5 _ i k i r e n _ i k e n

s y o . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 0 日閲覧  
3 5 4  「 「 A I ・ デ ー タの利用に関する契約ガイ ドラ イン  1 . 1 版 」
h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / p o l i c y / m o n o _ i n f o _ s e r v i c e / c o n n e c t e d _ i n d u s t r i e s / s h a r i n g _ a n d _ u t i l i z a t i o n / 2 0 1
8 0 6 1 5 0 0 1 - 1 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 0 日閲覧  
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を示していくことが有効ではないか」 3 5 5との課題感から A I 人材の育成に対応するため「企業

の実課題・データ提供ガイドライン (仮 ) 」策定に向けた議論を行う 3 5 6こととして設定された。  

 

図  3 6  本ガイドラインの位置づけ  

 
第 1 回 「資料 5  事務局説明資料 」 1 2 頁。  2 0 2 3 年 5 月 2 1 日閲覧。  

 

 これらの検討ののち、 2 0 2 1 年 3 月 1 日に「A I ・データサイエンス人材育成に向けたデータ提

供に関する実務ガイドブック」 3 5 7を公表した 3 5 8。ここで前提としているのは、「人材育成事業と

は、A I 人材の育成に資する取組みであって、（データ提供者とデータ利用者を含む）三者以上

の関係者間でのデータの授受を伴うもの」であり、「A I 人材の育成を直接の目的とする人材育

成事業では、このデータ、特に A I の開発の前提として必要な処理を行う前のデータとそれによ

って解くべき課題のセットを「教材」と呼ぶことができる」としている 3 5 9。  

 

図  3 7  教材作成において想定する前提と議論の焦点  

 

「 A I ・データサイエンス人材育成に向けたデータ提供に関する実務ガイドブック 」 1 6 頁  

 

 
3 5 5  第 1 回 「 資料 5  事務局説明資料 」 3 頁 。

h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / s h i n g i k a i / m o n o _ i n f o _ s e r v i c e / k i g y o _ d a t a / p d f / 0 0 1 _ 0 5 _ 0 0 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 0 日 閲 覧  
3 5 6  前掲 3 1 8  1 4 頁アジェ ンダ 。  2 0 2 3 年 5 月 2 1 日閲覧  
3 5 7  h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / p r e s s / 2 0 2 0 / 0 3 / 2 0 2 1 0 3 0 1 0 0 4 / 2 0 2 1 0 3 0 1 0 0 4 - 1 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 1 日閲覧  
3 5 8  経産省ニュース リリース h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / p r e s s / 2 0 2 0 / 0 3 / 2 0 2 1 0 3 0 1 0 0 4 / 2 0 2 1 0 3 0 1 0 0 4 . h t m l  2 0 2 3

年 5 月 2 1 日閲覧  
3 5 9  前掲 3 2 0  1 3 頁  
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 そのうえで人材育成事業の枠組を、「ハッカソン型」「有償コンサル型」「共同研究型」「データ

提供型」の四つに分類し、それぞれの論点を開設したうえで契約書類の抑えるポイントなどを定

義した。  

 

図  3 8  データ提供型を含む四つの枠組の概要  

 

「 A I ・ デ ー タサイエンス人材育成に向けたデー タ提供に関する実務ガイ ド ブ ッ ク 」 2 0 頁  

 

 なお、以下の通り前提を設定している。  

-  データの提供は、国内において行われるもののみを想定し、例えば、国外に拠点を置く

事業者への提供は検討の対象外とする。データ利用者が、国内で受領したデータを国

外に移転して利用する場合も想定しない  

-  データ利用者としては、主として、人材育成事業を営む事業者や大学等の教育機関を想

定している。  

-  人材育成事業に向けてデータ提供者が提供するデータは、その実際の課題の解決につ

ながるものであり、A I を開発するために必要かつ十分なデータが確保されていることを

前提とする。このデータには、顧客情報等のデータ提供者にとっての機微に触れるデー

タ、個人情報保護法の規律が及ぶ個人情報や匿名加工情報等が含まれないことを想定

している  

 

 第 1 回のユースケースでは、小売業 X が保有する仕入れ先企業や顧客データ、あるいはサ

ービス業 X が保有する個人・法人顧客データも検討に挙がっていたが 3 6 0、最終的なガイドライ

ンでは、個人情報および匿名加工情報も含まれないデータに限定された。このガイドブックに対

して、パブリックコメントが実施されたが 7 件の意見のうち、ガイドブックの内容に関連する具体

的な声はなかった 3 6 1。  

 
3 6 0  前掲 3 1 8  2 5 頁  
3 6 1  「 A I ・ デ ー タ サ イ エ ン ス 人材育成に 向けたデー タ提供に 関す る実務 ガ イ ド ブ ッ ク （ 案 ） に 対 す る意見公募の 結 果につ いて 」
h t t p s : / / p u b l i c - c o m m e n t . e - g o v . g o . j p / s e r v l e t / P u b l i c ? C L A S S N A M E = P C M 1 0 4 0 & i d = 5 9 5 2 2 1 0 0 1 & M o d e = 1  2 0 2 3 年 5 月

2 1 日 閲 覧  
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 3 つ目の「データの越境移転に関する研究会」は第 1 回（ 2 0 2 1 年 1 1 月 1 日）～第 8 回

（ 2 0 2 2 年 1 2 月 6 日）まで開催され 3 6 2、 2 0 2 2 年 2 月 2 8 日および 2 0 2 3 年 1 月 3 1 日に報

告書をそれぞれ公表した。  

 

図  3 9  研究会のスケジュール  

 

第 1 回 「資料 3  事務局説明資料 （一部非公開 ） 」
h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / s h i n g i k a i / m o n o _ i n f o _ s e r v i c e / d a t a _ e k k y o _ i t e n / p d f / 0 0 1 _ 0 3 _ 0 0 . p d f  4 頁  

 

開催の背景として、 2 0 2 3 年の G 7 に向けて越境データにおける D F F T （D a t a  F r e e  F l o w  

w i t h  T r u s t ）を実現する仕組みの構築を目指すとした。  

 

＜研究会での検討内容＞  

（１ ）各国における規制状況の把握（ 2 0 2 1 年度）  

各国においてデジタル技術の重要性がさらに認識される中、それぞれが独自のデータ関連

規制を導入。データ自体の定義も曖昧であり企業のコンプライアンスコストが膨れあがると

ともに、企業の取り組みにネガティヴな影響を与える可能性があることから、まずはその現

状を把握する。  

（２ ）相互運用可能な枠組みに向けた検討（ 2 0 2 2 年度）  

O E C D 等の取組とも協力の上、各国制度を相互接続するための考え方を整理する。  

 

 D F F T は、「プライバシー保護やサイバーセキュリティ確保（トラスト）により、データの自由な

流通が一層促進されるという考え方」であり。 「 2 0 1 9 年 1 月、ダボス会議において日本が

D F F T を提唱し、同年 6 月の G 2 0 貿易・デジタル閣僚会合で D F F T を盛り込んだ閣僚宣言に

合意」した 3 6 3。「コロナ禍を契機として信頼性のある自由なデータ流通の重要性が増す一方、

『デジタル覇権主義』のような動きが見られ、基本的価値観を共有する国との連携が必要」とし

た 3 6 4。  

 2 0 2 2 年 2 月公表の報告書では、「国際的なデータの利活用の実態と、データのライフサイク

ルにおける具体的な越境移転の状況を類型化し、現在あるいは潜在的に生じ得る障壁を特定」

 
3 6 2  開催概要 h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / s h i n g i k a i / m o n o _ i n f o _ s e r v i c e / d a t a _ e k k y o _ i t e n / 0 0 1 . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 2 1 日 閲 覧  
3 6 3  第 1 回 「 資料 3  事務局説明資料 （ 一部非公開 ） 」

h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / s h i n g i k a i / m o n o _ i n f o _ s e r v i c e / d a t a _ e k k y o _ i t e n / p d f / 0 0 1 _ 0 3 _ 0 0 . p d f  6 頁  2 0 2 3 年 5 月 2 1 日閲覧  
3 6 4  前掲 3 6 3  5 頁  
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し「各国におけるデータの越境移転に制限的効果を持つ法令を概説」したのち「データの越境

移転を実現するための、「信頼」を担保する仕組みについて、今後の方向性や残された課題を

考察」した 3 6 5。そのうえで、D F F T 具体化に向けて核となる 5 つの領域を下記のように設定し

た。  

 

➢  透明性の確保  –  T r a n s p a r e n c y  

データの越境移転に関する規制について、透明性確保に関する課題を共有するととも

に、その改善に向けた国際協力の内容（例えば、情報共有、通報制度、ガイドラインや

ベストプラクティスの共有など）の検討を行う。  

➢  技術と標準化  -  T e c h n o l o g y  a n d  S t a n d a r d i z a t i o n  

第三国へデータを移転する際にプライバシーやセキュリティ等を確保する上で、目安と

なるような技術や、その技術の実装に係る標準について、国際的な理解と議論を喚起

し、産業界等のステイクホルダーに対して連携・関与を求める。  

➢  相互運用性  –  I n t e r o p e r a b i l i t y  

データの越境移転に係る各国国国内制度が異なることを前提に、既存の認証制度を含

め、「相互運用性」を確保するための政策オプションの調査・検討を行う。  

➢  関連する制度との補完性  –  C o m p l e m e n t a r i t y  

データの越境流通に係る既存の通商ルールや一般原則に加え、プライバシーやセキュ

リティ分野におけるデータ取扱いに係る議論などとの相互補完的かつ調和した形で検討

を進める。  

➢  D F F T 具体化の履行枠組みの実装  –  I m p l e m e n t a t i o n  

D F F T のビジョンに賛同が得られた国との間で、例えば、透明性確保のため各国の法

改正に関する通報制度や関連する取り組みに係るレビューなど、D F F T に親和的な政

策を推進するための協力枠組みのあり方を検討する。  

 

その後、 2 0 2 3 年 1 月 3 1 日の報告書 3 6 6では、上記 5 点に沿って問題の所在とそれに対

する検討、研究会としての解決策（結論）を示した。 2 点目の「技術と標準化」においては、個人

情報の同意取得における時間的範囲が明確でないケースがあること等について、 3 点目「相互

運用性」においては各国のデータ越境移転にかかわる制度の違いにおいて E U の十分性認定

等の共通ルール活用の可能性について、 4 点目「関連する制度との補完性」においては非経済

的協定としては、O E C D プライバシーガイドライン、A P E C プライバシーフレームワーク、欧州  

1 0 8  号条約（ 2 0 1 8 ）を分析し、 5 点目の「実装」においては、「①N o n - e x c l u s i v e n e s s 」 「②

I n c l u s i v e n e s s 」 「③N o n - c o n t e x t u a l i z a t i o n 」 「④N o n - p o l i t i c i z a t i o n 」の 4 点が重要とし

たうえで、参加国の負担軽減、成果文書の公開が重要とした 3 6 7。  

 2 0 1 9 年 1 月のダボス会議において安倍晋三首相（当時）が D F F T を提言した際、データの

保管場所に関わらず企業に管理責任を負わせるべきであり、暗号化などセキュリティは担保し

つつも同意した国家間でのデータアクセスは自由に行えるようにすべき、といった積極的な意

 
3 6 5  経済産業省 「 デ ー タの越境移転 に関 す る研究会  報告書 」 （ 2 0 2 2 年 2 月 2 8 日 ） 6 頁

h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / s h i n g i k a i / m o n o _ i n f o _ s e r v i c e / d a t a _ e k k y o _ i t e n / p d f / 2 0 2 2 0 2 2 8 _ 2 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 1 日閲覧  
3 6 6  経済産業省デー タ の越境移転 に関 す る研究会  報告書 」 （ 2 0 2 3 年 1 月 3 1 日 ）

h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / s h i n g i k a i / m o n o _ i n f o _ s e r v i c e / d a t a _ e k k y o _ i t e n / p d f / 2 0 2 3 0 1 3 1 _ 1 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 1 日 閲 覧  
3 6 7  前掲 3 6 6  4 6 - 4 8 頁  
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見も見られた 3 6 8。一方、日本の法整備が追い付かない結果として日本の競争力が阻害されて

しまうのでは、という指摘もされている 3 6 9。  

 

 4 つ目の「デジタルプラットフォームの透明性・公正性に関するモニタリング会合」は、第 1 回

（ 2 0 2 1 年 1 2 月 2 4 日）～第 8 回（ 2 0 2 2 年 1 1 月 8 日） 3 7 0の検討後、 2 0 2 2 年 1 1 月 1 1 日

に「意見取りまとめ」 3 7 1を公表した。これは、 2 0 2 1 年 2 月 1 日施行「特定デジタルプラットフォ

ームの透明性及び公正性の向上に関する法律」（令和二年法律第三十八号）第 9 条におい

て、「規制対象となる『特定デジタルプラットフォーム提供者』に対し、取引条件等の情報の開示

及び自主的な手続・体制の整備を行い、実施した措置や事業の概要について、毎年度、自己評

価を付した報告書を提出することを義務付けて」おり、「経済産業大臣は、特定デジタルプラット

フォームの透明性及び公正性について評価を行い、当該評価の結果を公表することとされてい

る」ことから、「上記の評価に向けて、関係者や有識者等の意見を聴取するため」に開催された
3 7 2。ここでは、行政庁に期待される役割として、「報告書等をもとにプラットフォームの運営状

況のレビューを行い、報告書の概要とともに評価の結果を公表」し「その際、利用事業者や消費

者、学識経験者等の意見も聴取し、関係者間での課題共有や相互理解を促す」こと、また「独

占禁止法違反のおそれがあると認められる事案を把握した場合、経済産業大臣は公取委に対

し、同法に基づく対処を要請」することであり 3 7 3、その評価を行うために学識経験者や関係者

の意見を聴取するために開催された。対象となった企業は、下記 5 件である 3 7 4。  

 

⚫  アマゾンジャパン合同会社  

⚫  楽天グループ株式会社  

⚫  ヤフー株式会社  

⚫  A p p l e  I n c .及び  i T u n e s  株式会社  

⚫  G o o g l e  L L C  

 

 定期報告書は各社とも既定項目に沿って行われた。項目は下記のとおりである 3 7 5。  

 

１ .事業の概要に関する事項  

（１ ）事業概要  

（２ ）事業に関する数値  

 
3 6 8  I n f o r m a t i o n  T e c h n o l o g y  &  I n n o v a t i o n  F o u n d a t i o n ,  ‘ P r i n c i p l e s  a n d  P o l i c i e s  f o r  “ D a t a  F r e e  F l o w  

W i t h  T r u s t ” ’ （ 2 0 1 9 年 5 月 2 7 日 ） h t t p s : / / i t i f . o r g / p u b l i c a t i o n s / 2 0 1 9 / 0 5 / 2 7 / p r i n c i p l e s - a n d - p o l i c i e s - d a t a -

f r e e - f l o w - t r u s t /  2 0 2 3 年 5 月 2 1 日閲覧  
3 6 9  I T メ デ ィ ア ニ ュ ー ス 「 「 昨 今 ま れに 見 る最悪の意見 」 ──デ ジ タル庁の 議論 「 デ ー タ 共同利用権 」 に 専門家が 異議  “ プ ラ イ バ シ ー フ リ ー

ク ” 鈴 木教授 に論点 を聞 く 」 （ 2 0 2 0 年 1 1 月 2 7 日 ） 内 、 鈴木正朝発言 よ り引用 。

h t t p s : / / w w w . i t m e d i a . c o . j p / n e w s / a r t i c l e s / 2 0 1 1 / 2 7 / n e w s 1 3 0 _ 3 . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 2 1 日閲覧  
3 7 0  開催概要  2 0 2 3 年 5 月 2 1 日閲覧

h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / s h i n g i k a i / m o n o _ i n f o _ s e r v i c e / d i g i t a l _ p l a t f o r m _ m o n i t o r i n g / i n d e x . h t m l   
3 7 1  「 デ ジ タルプラ ッ ト フ ォームの透明性 ・公正性に関するモニ タ リング会合意見と りま とめ 」 （ 2 0 2 2 年 1 1 月 1 1 日 ）

h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / s h i n g i k a i / m o n o _ i n f o _ s e r v i c e / d i g i t a l _ p l a t f o r m _ m o n i t o r i n g / p d f / 2 0 2 2 1 1 1 1 _ 1 . p

d f  2 0 2 3 年 5 月 2 2 日閲覧  
3 7 2  第 1 回 「資料 1  デジタルプラ ッ ト フ ォームの透明性 ・公正性に関するモニタ リ ング会合の開催について 」 1 頁。

h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / s h i n g i k a i / m o n o _ i n f o _ s e r v i c e / d i g i t a l _ p l a t f o r m _ m o n i t o r i n g / p d f / 0 0 1 _ 0 1 _ 0 0 . p d f  

2 0 2 3 年 5 月 2 1 日閲覧  
3 7 3  前掲 3 7 2  5 頁  
3 7 4  報告書に従い、 A p p l e  I n c . 及び  i T u n e s  株式会社は 1 件と した 。  
3 7 5  第 3 回開催資料 「資料 2  特定デジ タルプラ ッ ト フ ォーム提供者による報告書 （抜粋 ） 」各社資料目次より引用。

h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / s h i n g i k a i / m o n o _ i n f o _ s e r v i c e / d i g i t a l _ p l a t f o r m _ m o n i t o r i n g / 0 0 3 . h t m l  2 0 2 3 年 5

月 2 2 日閲覧  
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２ .苦情の処理及び紛争の解決に関する事項  

（１ ）利用事業者からの苦情及び紛争の件数  

（２ ）当該苦情及び紛争の主な類型  

（３ ）当該苦情及び紛争の処理期間の平均期間  

（４ ）当該苦情及び紛争の結果の概要  

（５ ）その他苦情の処理及び紛争の解決に関する事項  

３ .  取引条件等の開示の状況に関する事項  

（１ ）開示した提供条件の内容  

（２ ）省令に定める開示の方法に沿って開示されたこと  

４ .  利用事業者との間の取引関係における相互理解の促進を図るために必要な措置に

関する事項  

（具体的な内容及び及び当該措置が適切かつ有効なものと考える理由）  

（１ ）公正性を確保するために必要な体制及び手続の整備に関する事項  

（２ ）苦情の処理及び紛争の解決のために必要な体制及び手続の整備に関する事項  

（３ ）関係者と緊密に連絡を行うために国内において必要な業務の管理を行う者の選任

に関する事項  

（４ ）商品等提供利用者の意見その他の事情を十分に考慮するために必要な措置に関

する事項（上記項目以外）  

（５ ）その他利用事業者との相互理解の促進を図るために講じた事項  

５ .  自ら行った評価に関する事項  

（１ ）苦情の処理及び紛争の解決に関する事項について自ら行った評価に関する事項  

（２ ）取引条件等の開示の状況に関する事項について自ら行った評価に関する事項  

（３ ）利用事業者との間の取引関係における相互理解の促進を図るために必要な措置に

関する事項について自ら行った評価に関する事項  

（４ ）特定デジタルプラットフォームの事業の運営実態を踏まえ、透明性及び公正性の観

点から特に留意して講じた措置に関する事項がある場合は、当該事項及びその評価  

（５ ）その他５．（１）から５．（３）の自己評価に関する事項  

 

図  4 0  特定デジタルプラットフォーム提供者による改善サイクルと「会合意見とりまとめ」の  

位置づけ（イメージ）  

 
「 デ ジ タルプラ ッ ト フ ォームの透明性 ・公正性に関するモニ タ リング会合意見と りま とめ 」 （ 2 0 2 2 年 1 1 月 1 1 日 ） 4 頁  
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 取りまとめでは、会合内で行ったヒアリングを元に総括が行われ、全般的な評価として、「透

明化法の施行により、特定デジタルプラットフォーム提供者による取引条件の開示は総じて改

善しているものと評価できる」、「苦情紛争処理などの体制整備についても、前向きに取り組ん

でいる姿勢が伺えた」、「ヒアリングでは、口頭でのコミュニケーションを通じて、特定デジタルプ

ラットフォーム提供者の考えや取組姿勢を確認することができた。ビジネスモデルに応じた創意

工夫も伺えた点も含め、有益であった」などその実施の意義について好意的に評価したもの

の、個別事項においては改善や今後の取組が重要とされた。例えば、利用規約など取引条件

等の開示においては、「膨大な規約情報の中に重要情報が埋もれているようでは問題がある。

利用事業者からみてわかりやすいかたちで開示・説明する取組・工夫が求められる」としたうえ

で、取引条件変更時の事前通知や利用説明において、「価格変更が変更通知の 1 5 日後に行

われるという事案もあり、利用事業者に与える影響を考慮した期間であったかは疑問が残る。

取引条件変更時の対話プロセスをより実効あるものとすることが必要である」と今後の対応を

注視するとした 3 7 6。また、「データ管理などの体制については、客観的に評価可能になるほど

の情報が提供されたとは言えなかった。来年以降も、当該体制整備の状況や改善点を確認して

いく」としたうえで「ガバナンス体制の整備が肝要」と指摘された 3 7 7。苦情紛争処理について

も、「各社の取組を客観的に評価できるようになったことは、改善状況を外部から検証すること

を可能とし、利用事業者からの納得感・信頼感を獲得していく上で大きな前進である」としたう

えで、「定型文対応のみで泣き寝入りしてしまう利用事業者が存在することも踏まえ、継続的に

対応の改善を図っていくべき」とした 3 7 8。そのうえで、「現行の透明化法の枠組みや既存法令で

の課題解決が難しいものについては、強制力ある介入方策を検討していくことが求められる」と

まとめで提言している 3 7 9。  

 この取り組みおよび取りまとめに対し、デジタルプラットフォームへの規制として、プラットフォ

ームを利用する事業者（オンラインショッピングモールへの出展企業など）からは、好意的な評

価があった一方 3 8 0、強制力が弱くプラットフォーム側に対応を丸投げしているとの指摘もあった
3 8 1。  

 

 

 

第三項  厚生労働省  

 厚生労働省では、 2 0 2 3 年 5 月時点で確認できる審議会・研究会は 1 0 7 4 3 8 2、そのうち個人

情報保護委員会が参加者に含まれているのは 4 つであった 3 8 3  

 

 
3 7 6  前掲 3 7 5  8 頁  
3 7 7  前掲 3 7 5  9 頁  
3 7 8  前掲 3 7 5  1 0 頁  
3 7 9  前掲 3 7 5  2 4 頁  
3 8 0  日経流通新聞電子版日流ウ ェ ブ 「 〈 Ｄ Ｐ Ｆ 取 引透明化法 〉  施行 １年 、 問 われ る真価／事業者か らは 好影響の 声 も 」 （ 2 0 2 2 年 4 月 2 1 日 ）

h t t p s : / / w w w . b c i . c o . j p / n i c h i r y u / a r t i c l e / 1 0 6 3 4  2 0 2 3 年 5 月 2 2 日 閲 覧  
3 8 1  A s c i 倶楽部 「 経産 省 ： ア ッ プ ル 、 ア マ ゾ ン 、 グ ー グルへ の 「 強制力 」 強化 も視野？ 」 （ 2 0 2 2 年 1 2 月 5 日 ）

h t t p s : / / a s c i i . j p / l i m i t / g r o u p / i d a / e l e m / 0 0 0 / 0 0 4 / 1 1 5 / 4 1 1 5 9 7 0 /  2 0 2 3 年 5 月 2 2 日閲覧  
3 8 2  厚生労働省ウ ェ ブ サ イ ト 「 審 議会 ・ 研究会等 」 （ h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / s t f / s h i n g i / i n d e x s h i n g i . h t m l ） 内 の う ち 、 専門分 野の

審議会 ・ 研究会 を対象 と し て い る もの を 除 く 以下のみ対象 と し た 。 社会保障 審議会 、 厚生科 学審議会 、 労働政策 審議会総務課 、 会計課 、 地 方

課 、 国際課 、 厚生科学課 、 医政局 、 健康局 、 医薬 ・ 生活衛生局 、 医薬 ・ 生 活衛生局 （ 生活衛 生 ・ 食品安全 ） 、 労 働基準局 、 職業 安定局 、 人 材開発

統括官 、 雇用環 境 ・ 均等局 、 社会 ・ 援 護局 （ 社会 ） 、 社 会 ・ 援 護局 （ 援護 ） 、 障 害保健福祉部 、 老健局 、 保険局年 金局 、 政策統括 官 （ 総合政策 担

当 ） 、 情 報化担 当参事官室 、 政策統 括官 （ 統計 ・ 情 報 政策 、 労使 関係担当 ） 。 2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧 。  
3 8 3  厚生労働省ウ ェ ブ サ イ ト よ り 筆者作 成 。 議事概要等か ら個人情 報に関連 す る と筆者 が判断 し 、 か つ個人情報保護委員会が参加 し て い る検

討会のみ抽出 。 開催開始年月日順 。 2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧 。  
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表  2 6  「個人情報」が関連する研究会（厚労省）  

カテゴリ  研究会名  開催開始年月日  

医政局  未来イノベーションワーキンググループ（割愛・第二

項参照）  

2 0 1 9 年 3 月 4 日  

厚生科学審議会  遺伝子治療等臨床研究における個人情報の取扱い

の在り方に関する専門委員会（再設置）  

2 0 2 1 年 5 月 7 日   

厚生科学審議会  医学研究における個人情報の取扱いの在り方に関

する専門委員会（再々設置）  

2 0 2 1 年 5 月 7 日   

医政局  医療分野における仮名加工情報の保護と利活用に

関する検討会  

2 0 2 2 年 3 月 2 3 日  

厚労省ウ ェ ブ サ イ ト よ り 筆 者作成 。 議 事概要等か ら個 人情報に関 連す る と 筆者が判断 し 、 か つ個人情報保護委員会が参加 し て い る 検討会のみ

抽出 。 開催開始 年月日順 。 h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / s t f / s h i n g i / i n d e x s h i n g i . h t m l ） 2 0 2 3 年 5 月 2 0 日閲覧  

 

 1 つ目の「遺伝子治療等臨床研究における個人情報の取扱いの在り方に関する専門委員会

（再設置）」は、第 1 回（ 2 0 2 1 年 5 月 7 日）～第 1 1 回（ 2 0 2 3 年 1 月 2 6 日） 3 8 4まで開催され

た専門委員会で、「遺伝子治療等臨床研究における個人情報の取扱いの在り方に関する専門

委員会」（ 2 0 1 6 年 4 月 8 日～ 2 0 1 6 年 1 2 月 7 日） 3 8 5に継続するものとして再設置された。

主な検討の背景として、令和 2 ・ 3 年法の施行に伴い、遺伝子治療等臨床研究における遺伝情

報を含む個人情報の取扱いの在り方等について検討を行い、必要な指針の見直しを行うとした
3 8 6。また、並行して、タスクフォース第 1 回（ 2 0 2 1 年 6 月 1 0 日）～第 7 回（ 2 0 2 2 年 8 月 1 8

日）まで実施された。  

 これは 2 つ目の「医学研究における個人情報の取扱いの在り方に関する専門委員会（再々

設置）」 3 8 7を含む文部科学省、厚生労働省及び経済産業省による「生命・医学系研究に係る倫

理指針に関する合同会議」として開催された。  

 

【現状】  

○個人情報保護法第７６条第１項の「適用除外」であっても、適切な取扱いを確保するために

必要な措置を自ら講じる等の努力義務（法第７６条第３項）が課せられている。  

○なお、医学系研究やゲノム研究の実施に当たっては、機関間における個人情報の保護レ

ベルの整合や本人の権利利益保護等の観点から、個人情報保護法等の例外規定等が適用

される場合でも、必要な措置を講じることを指針で求めてきたことから、生命・医学系指針に

おいても引き続き同様のことを求めている。  

【指針見直しの基本的考え方（案）】  

○研究活動における試料・情報のやり取りに支障が出ないよう、引き続き、統一的なルール

が必要である。  

○令和３年改正による個人情報保護法制の一元化や学術例外の精緻化に伴い、個人情報保

護に係る規律レベルは平準化される。  

 
3 8 4  厚労省ウ ェ ブサ イ ト 内 概要 h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / s t f / n e w p a g e _ 1 8 3 9 8 . h t m l 2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧 。  
3 8 5  厚労省ウ ェ ブサ イ ト 内 概要 h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / s t f / s h i n g i / s h i n g i - k o u s e i _ 3 4 7 8 9 0 . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧 。  
3 8 6  第 1 回 「資料３－ ３  今後の見直し検討における主な論点について （ 案 ） 」 4 頁

h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / c o n t e n t / 1 0 6 0 1 0 0 0 / 0 0 0 7 7 6 3 6 8 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧 。  
3 8 7  「 医学研究における個人情報の取扱いの在り方に関する専門委員会 」 （ 2 0 0 4 年 7 月 1 4 日～ 2 0 0 5 年 7 月 1 4 日 ）  、

「 医学研究における個人情報の取扱いの在り方に関する専門委員会 （再設置 ） 」 （ 2 0 1 6 年 4 月 1 5 日～ 2 0 1 6 年 1 2 月 7 日 ）  

に継続するもの と して再々設置された 。  

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_18398.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_18398.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_18395.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_18395.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_24270.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_24270.html
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○改正個人情報保護法における個人情報の取得、提供等に当たっての同意取得の例外規定

等の適用の考え方を整理した上で、同法の令和３年改正により医療分野・学術分野の規制

が統一されることを踏まえて、必要な指針の見直しを行う。  

○改正個人情報保護法の施行後においても、個人情報の保護のみならず、研究対象者の権

利利益保護等のため必要な措置を指針にて引き続き求める。  

 

図  4 1  第１１期科学技術・学術審議会生命倫理・安全部会  組織図 3 8 8  

 

第 1 回 「資料１  生命科学 ・医学系研究等における個人情報の取扱い等に関する合同会議の開催について （ 案 ） 」 4 頁

h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / c o n t e n t / 1 0 6 0 1 0 0 0 / 0 0 0 7 7 6 3 6 4 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧 。  

 

下記対象となった 2 つの指針ともに、インフォームドコンセントのあり方を見直し、用語定義

の統一（「適切な同意」）やオプトアウトの適正な手続きの徹底（ウェブサイトやモバイルアプリ

などでの適正な法事など）などが改正案に盛り込まれた。  

⚫  「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針」一部改正案  

⚫  「遺伝子治療等臨床研究に関する指針」一部改正案  

  

 
3 8 8  第 1 回 「資料１  生命科学 ・医学系研究等における個人情報の取扱い等に関する合同会議の開催について （案 ） 」 4 頁

h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / c o n t e n t / 1 0 6 0 1 0 0 0 / 0 0 0 7 7 6 3 6 4 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧 。  
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その後 2 0 2 2 年年 1 1 月 2 8 日から 1 2 月 2 7 日のパブリックコメントを経たのち、第 1 1 回

に指針の仮案を決定し 3 8 9、 2 0 2 3 年 7 月ごろに指針の施行を目指すとして会は閉会された。  

 

2 つ目の「医学研究における個人情報の取扱いの在り方に関する専門委員会（再々設置）」

は、医学研究における個人情報の取扱いの在り方に関する専門委員会」（ 2 0 0 4 年 7 月 1 4 日

～ 2 0 0 5 年 7 月 1 4 日） 3 9 0、「医学研究における個人情報の取扱いの在り方に関する専門委

員会（再設置）」 （ 2 0 1 6 年 4 月 1 5 日～ 2 0 1 6 年 1 2 月 7 日） 3 9 1に継続するものとして再々設

置された。  

 

 3 つ目の「医療分野における仮名加工情報の保護と利活用に関する検討会」は第 1 回

（ 2 0 2 2 年 3 月 2 3 日）～第 7 回（ 2 0 2 2 年 8 月 1 9 日）まで開催され 3 9 2、 2 0 2 2 年 9 月 3 0 日

に「これまでの議論の整理」 3 9 3が公表された。検討の背景として令和 2 年法「仮名加工情報」

および令和 3 年法のいわゆる「官民一元化」により、「医療情報の利活用と保護という観点から

個人情報保護法上の課題はどの程度解消され、また、依然として残っている課題はどのような

ものか」、特に「『仮名加工情報』を活用することで、内部分析目的であれば、当初の利用目的

には該当しない場合であっても、データとしての有用性を保持しつつ、匿名加工情報よりも詳細

な分析が可能とされているが、これにより、創薬等の場面でどのような効果が見込まれるか」を

検討により期待する効果とした 3 9 4。またそのうえで、「患者本人の理解・納得を得た上での情

報利活用の仕組みづくり」が前提であるとしたうえで、下記 4 点を検討事項として挙げた 3 9 5。  

 

●  個人情報の目的外利用、個人データの第三者提供等を行うに当たっては、公衆衛生

に係る例外規定等に該当する場合を除き、原則として、あらかじめ本人の同意を得る必

要がある。また、医療情報の多くは「要配慮個人情報」に当たるが、「要配慮個人情報」

は取得に際し、原則として、あらかじめ本人の同意を得る必要がある。  

●  「同意取得」に関しては、同意取得手続の煩雑さや、患者本人がどの範囲・目的で同

意を与えたかが明確でないケースがあり、患者本人はもとより、情報を利活用する主体

にとっても使いにくい等の指摘がある。  

●  一方で、そもそも、医師と患者が対等な関係にあるとは限らず、患者自身が真に理

解・納得した上での同意となっているか、また、医療情報の「意味合い」や「価値」の理

解度に関して、「情報利活用者（医療関係者、研究者等）」と「患者本人」との間にはギャ

ップが存在するという実態とを踏まえる必要があるのではないか、という指摘もある。  

●  以上の点なども踏まえつつ、患者本人の立場や意向に十分配慮した、より透明で客

観性の高いルールの在り方（同意の在り方を含む。）について、どのように考えるか。  

 

 
3 8 9  第 1 1 回検討概要 h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / s t f / n e w p a g e _ 3 0 4 9 0 . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧。  
3 9 0  厚労省ウ ェブサイ ト 内概要 h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / s t f / s h i n g i / s h i n g i - k o u s e i _ 1 2 7 7 2 9 . h t m l  2 0 2 3 年 5 月

2 6 日閲覧。  
3 9 1  厚労省ウ ェ ブサ イ ト 内 概 h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / s t f / s h i n g i / s h i n g i - k o u s e i _ 3 4 7 8 9 0 . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日

閲覧 。  
3 9 2  医療分野におけ る仮名加 工情報の保護 と利活用 に関す る検 討会  開催概要

h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / s t f / n e w p a g e _ 2 4 2 7 0 . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧。  
3 9 3  医療分野における仮名加工情報の保護と利活用に関する検討会 「 これまでの議論の整理 」 （ 2 0 2 2 年 9 月 3 0 日 ）

h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / c o n t e n t / 1 0 8 0 0 0 0 0 / 0 0 0 9 9 5 8 3 5 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧。  
3 9 4  第 1 回 「資料３  本日御議論いただきたい主な事項 」 2 頁。

h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / c o n t e n t / 1 0 8 0 8 0 0 0 / 0 0 0 9 1 6 8 8 2 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧。  
3 9 5  前掲 3 9 4  3 頁  
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また、同意と二次利用について、個人情報保護法に加え、がん登録推進法（「がん登録等の

推進に関する法律）平成二十五年法律第百十一号）、高齢者医療確保法（「高齢者の医療の確

保に関する法律」昭和五十七年法律第八十号）、次世代医療基盤法（「医療分野の研究開発に

資するための匿名加工医療情報に関する法律」平成二十九年法律第二十八号）など、関連す

る法律も含めて検討するとした。  

 

図  4 2  医療情報に適用される法令の全体像（概念図）  

 

第 1 回 「資料３  本日御議論いただきたい主な事項 」 4 頁。

h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / c o n t e n t / 1 0 8 0 8 0 0 0 / 0 0 0 9 1 6 8 8 2 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧。  

 

 「これまでの議論の整理」では、「仮名化された医療情報の二次利用の在り方」 3 9 6として「仮

名化された医療情報の二次利用に係る『本人関与』と『客観的な審査』を適切に組み合わせる

ことで、利用目的や第三者提供先に関する個別具体的な明示がない場合であっても、本人の

再同意を得ることなく当該情報を二次利用できるようにすることが適当であるが、併せて、新た

なルールに基づく医療情報の二次利用に関しては、二次利用を本人が事後的にも拒否すること

ができる旨を法令上明確化することで、本人が安心して新たなルールに基づく医療情報の二次

利用に参加できる環境の整備、また、利活用のルールの透明性の確保を図ることも重要であ

る」とした。これを実現するために、国が定めた「審査基準」を元に客観的な審査を行う「審査

体」の役割が重要だとした 3 9 7。またそのうえで、「本人・国民の理解促進に向けた取組」が重要

とし、「本人・国民及び医療情報の利活用に係る関係者の理解促進に向けた取組として、まず、

行政においては、仮名化された医療情報の利活用の全体像とともに具体例を例示し、その意義

等に関する分かりやすい広報や情報発信等を行うことが必要である」 3 9 8とした。  

 

 
3 9 6  前掲 3 9 4  4 頁 。  
3 9 7  前掲 3 5 6  3 - 6 頁  
3 9 8  前掲 3 5 6  7 頁  
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第四項  その他省庁（文部科学省 /国土交通省 /消費者庁）  

 その他、文部科学省、国土交通省、消費者庁に設置された各種研究会のうち、 2 0 2 2 年 1 2

月時点まで継続されていた研究会のうち、個人情報保護委員会が参加者に含まれているのは

4 つあった 3 9 9。  

 

カテゴリ  研究会名  開催開始年月日  担当  

文部科学省  教育データの利活用に関する有

識者会議  

2 0 2 0 年 7 月 7 日  初等中等教育局初等中

等教育企画課  

文部科学省  生命科学 ・ 医学系研究等におけ

る個人情報の取扱い等に関する

合同会議（割愛・第三項参照）  

2 0 2 1 年 4 月 3 0 日  研究振興局ライフサイエ

ンス課生命倫理・安全対

策室  

国土交通省  O n e  I D 導入に向けた個人データ

の取扱検討会  

2 0 1 9 年 1 0 月 3 0 日  航空局総務課政策企画

調査室  

消費者庁  デジタル・プラットフォーム企業が

介在する消費者取引における環

境整備等に関する検討会  

2 0 1 9 年 1 2 月 5 日   デジタル ・ プ ラ ッ ト フ ォー

ム 企 業 が 介在 す る 消 費

者 取 引 に お け る 環 境 整

備等に関するプロ ジ ェ ク

トチーム  
各省庁ウェブサイ ト よ り筆者作成 。議事概要等から個人情報に関連する と筆者が判断し 、 かつ個人情報保護委員会が参加して

いる検討会のみ抽出。開催開始年月日順。 2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧  

 

 文部科学省の「教育データの利活用に関する有識者会議」は、第 1 回（ 2 0 2 0 年 7 月 7 日）

～第 1 7 回（ 2 0 2 3 年 3 月 2 2 日）まで実施されており 4 0 0、その間、 2 0 2 1 年 3 月 3 1 日に「教

育データの利活用に係る論点整理（中間まとめ）」 4 0 1が公表されている。背景として、 1 人 1 台

端末環境の実現を目指す「G I G A スクール構想」の中で、「教育データの標準化」「学習履歴

（スタディ・ログ）の利活用」「教育ビッグデータの効果的な分析・利活用」を検討するとした 4 0 2。  

G I G A スクール構想とは、「 『安心と成長の未来を拓く総合経済対策』（令和元年 1 2 月 5 日

閣議決定）において、「学校における高速大容量のネットワーク環境（校内 L A N ）の整備を推進

するとともに、特に、義務教育段階において、令和５年度までに、全学年の児童生徒一人ひとり

がそれぞれ端末を持ち、十分に活用できる環境の実現を目指すこととし、事業を実施する地方

公共団体に対し、国として継続的に財源を確保し、必要な支援を講ずることとする。あわせて、

教育人材や教育内容といったソフト面でも対応を行う」とされたことを踏まえて設置された

「G I G A スクール実現推進本部」によって進められた構想 4 0 3であり、下記 6 つを推進項目とし

て掲げた 4 0 4。  

 

 
3 9 9  文部科学省 （ h t t p s : / / w w w . m e x t . g o . j p / b _ m e n u / b 0 0 4 . h t m ） 、 国 土交 通省

（ h t t p s : / / w w w . m l i t . g o . j p / p o l i c y / s h i n g i k a i / i n d e x . h t m l ） 、消費 者庁 （ h t t p s : / / w w w . c a a . g o . j p / p o l i c i e s / c o u n c i l / c a t e g o r y / ）の各ウ ェ

ブサ イ ト で 公表 され てい る研究会 ・ 審 議会の議事概要等 か ら個人情 報に関 連す る と 筆 者が判断 し 、 か つ個人情 報保護委員会が参 加 し て い る会

のみ抽出 。  
4 0 0  消費者庁ウ ェ ブサ イ ト 「 教 育デー タ の利活用に関す る有識者会議  議事要旨 ・ 議事録 ・ 配 付資料 」 か ら 2 0 2 3 年 5 月時点での開催状況 。

h t t p s : / / w w w . m e x t . g o . j p / b _ m e n u / s h i n g i / c h o u s a / s h o t o u / 1 5 8 / g i j i _ l i s t / i n d e x . h t m  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧 。  
4 0 1  「 教 育 デー タの利 活用に係 る論点整 理 （ 中間 ま と め ） 」

h t t p s : / / w w w . m e x t . g o . j p / b _ m e n u / s h i n g i / c h o u s a / s h o t o u / 1 5 8 / m e x t _ 0 0 0 0 1 . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧 。  
4 0 2  第 1 回 「 【資料 １ 】教育デー タの利活用に関する有識者会議の設置について 」
h t t p s : / / w w w . m e x t . g o . j p / k a i g i s i r y o / c o n t e n t / 2 0 2 0 0 7 0 6 - m x t _ s y o t o 0 1 - 0 0 0 0 0 8 4 6 8 - 0 2 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 6

日閲覧 。  
4 0 3  文部科学省ウ ェブサイ ト 「 G I G A スクール実現推進本部について 」
h t t p s : / / w w w . m e x t . g o . j p / a _ m e n u / o t h e r / 1 4 1 3 1 4 4 _ 0 0 0 0 1 . h t m 。 「 【 資料 １ 】 G I G A スクール実現推進本部の設置に
ついて 」 h t t p s : / / w w w . m e x t . g o . j p / c o n t e n t / 2 0 1 9 1 2 1 9 - m x t _ s y o t o 0 1 _ 0 0 0 0 0 3 3 6 3 _ 0 8 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲

覧 。 G I G A は 「 G l o b a l  a n d  I n n o v a t i o n  G a t e w a y  f o r  A l l 」 の略 。 2 0 1 9 年度補正予算額 2 3 1 8 億円。 2 0 2 0 年度一次補
正予算 2 2 9 2 億円。  
4 0 4  前掲 3 6 6  

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/158/giji_list/index.htm
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/158/giji_list/index.htm
https://www.mlit.go.jp/koku/koku_tk19_000033.html
https://www.mlit.go.jp/koku/koku_tk19_000033.html
https://www.caa.go.jp/about_us/about/plans_and_status/digital_platform/
https://www.caa.go.jp/about_us/about/plans_and_status/digital_platform/
https://www.caa.go.jp/about_us/about/plans_and_status/digital_platform/
https://www.mext.go.jp/a_menu/other/1413144_00001.htm
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( 1 )  児童生徒１人ひとりが端末を持つための予算の適正な執行・管理  

( 2 )  児童生徒１人ひとりが端末を持った際の教科書や教材の在り方検討  

( 3 )  教師や児童生徒が使いやすい学習コンテンツの調査等や利活用に係る研修  

( 4 )  地方公共団体が円滑に事業を実施するための国との連携・普及促進  

( 5 )  新たな教育環境を前提とした教育の企画立案や、情報の収集・利活用の在り方検討  

( 6 )  その他「令和の学校」にふさわしい教育内容を実現するために必要な事項  

 

図  4 3  G I G A スクール構想の実現  ロードマップ  

 
文部科学省 「 G I G A スクール実現推進本部について 」 「 【 資料 ３－ ２ 】 G I G A スクール構想の実現 」

h t t p s : / / w w w . m e x t . g o . j p / c o n t e n t / 2 0 1 9 1 2 1 9 - m x t _ s y o t o 0 1 _ 0 0 0 0 0 3 3 6 3 _ 1 1 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧  

 

 また、 2 0 1 9 年 6 月 2 8 日に「学校教育の情報化の推進に関する法律（令和元年法律第 4 7

号）」の施行、同年 6 月 2 5 日の「新時代の学びを支える先端技術活用推進方策（最終まと

め）」 4 0 5の公表など、教育現場における I C T 環境の整備と教育ビッグデータの活用に向けた

鳥喰を行う方向が示された問流れがあり、ここで示された「『誰一人取り残すことのない，公正

に個別最適化された学び』の実現」という表現は、この「教育データの利活用に関する有識者会

議」の設置主旨としても使われている 4 0 6。 2 0 2 0 年からは、児童が学校や家庭において、学習

やアセスメントができる環境の整備を目指し「M E X C B T （メクビット） 」と称する文科省が管理す

 
4 0 5  「 新 時代の学び を支 え る先端技術活用推進方策 （ 最終 ま と め ） 」 h t t p s : / / w w w . m e x t . g o . j p / a _ m e n u / o t h e r / 1 4 1 1 3 3 2 . h t m 。 2 0 1 8

年 1 1 月に公表 された 「 新 時代の学 び を支 え る先端技 術の フル 活用に向 けて  ～柴山 ・ 学 びの革新 プ ラ ン～ 」

（ h t t p s : / / w w w . m e x t . g o . j p / a _ m e n u / o t h e r / 1 4 1 1 3 3 2 . h t m # 1 4 1 1 3 3 2 ） を 踏 ま え た 「 「 新 時代の 学び を支 え る先端技術活用推進方策

（ 中間 ま とめ ） 」 （ h t t p s : / / w w w . m e x t . g o . j p / a _ m e n u / o t h e r / 1 4 1 1 3 3 2 . h t m # 1 4 1 1 3 3 2 c ） を 経 て最終 的に公表 され た 。 「 誰 一人取 り 残

す こ と の な い ， 公正 に個別最適化 さ れた学び 」 の実 現 、 を 目指す と し た 。 2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧 。  
4 0 6  前掲 3 6 5  
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る公的 C B T （C o m p u t e r  B a s e d  T e s t i n g ）が導入され、 2 0 2 3 年 3 月時点で約 2 . 5 万校、

約 8 4 0 万人が登録しているとされている 4 0 7。  

 こうした背景のなかで検討会が行われ、 2 0 2 1 年 3 月 3 1 日に「教育データの利活用に係る

論点整理（中間まとめ）」が公表された。ここでは、教育データの定義として、「 （２ ）主体」を「①

児童生徒（学習者）に関するデータ（学習面：学習履歴 /スタディ・ログ、生活・健康面：ライフ・ロ

グ）」 「②教師の指導・支援等に関するデータ（アシスト・ログ）」 「③学校・学校設置者（地方自

治体等）に関するデータ（運営・行政データ」 、「 （３ ）対象」を「個々の子供の学びによる変容を

記録し、活用していく観点から、定量的データ（テストの点数等）だけではなく、定性的データ

（成果物、主体的に学習に取り組む態度、教師の見取り等）も対象とする」 「なお、定量的デー

タ、定性的データの両面において、それぞれデータの内容、粒度、利活用の目的等によって議

論すべき点を区分することが必要である」とした。  

 そのうえで、「 「教育データの利活用の視点」として大きく、「 （１ ）教育データの一次利用（現場

実践目的）と二次利用（政策・研究目的）」 「 （２ ）公教育データと個人活用データ」の 2 点に分け

られるとし、そのかけ合わせの一つである「公教育データの二次利用」を「ビッグデータの利活

用」と位置付けた。この「ビッグデータの利活用（公教育データの二次利用）」では、総論とし

て、「我が国全体の教育水準の向上のためには、現場の実践の向上や国・地方自治体等の政

策立案に資する、大規模な教育データ（ビッグデータ）の分析に基づいた評価・改善等を行うこ

とが必要」であり、「その際、全体の状況や傾向等を把握することが目的であり、具体的な個人

等を特定できるような情報は用いない」とした 4 0 8。  

 

図  4 4  一次利用と二次利用、公教育データと個人活用データのイメージ  

 

文部科学省 「教育デー タの利活用に係る論点整理 （中間ま とめ ） 」 7 頁  

 

 
4 0 7  文部科学省 C B T システム （ M E X C B T : メ ク ビ ッ ト ） に ついて  

h t t p s : / / w w w . m e x t . g o . j p / a _ m e n u / s h o t o u / z y o u h o u / m e x t _ 0 0 0 0 1 . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧 。  
4 0 8  前掲 3 6 4  2 0 頁  
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 一方、「生涯を通じたデータ利活用（個人活用データ）」においては、「在学中だけではなく、生

涯にわたる学びの記録ができるようにする」という案が検討されたうえで、「本人の望まない形

でデータが流通・利用され、就職や入試等で不利益を受けることを懸念する声もある」として慎

重な検討が期待されるとしながらも、下記のように前向きな検討を提起した 4 0 9。  

 

なお、希望する者が、公教育データだけではなく、学校外の学習データや教育以外のデ

ータ（医療データや生活データなど）なども含め、自身の様々な個人活用データを集約

することにより、データの価値が高まるとともに、本人が自由に使えるようにすることで

利便性が高まる。また、これらのデータを一次利用と二次利用に供することにより、民間

事業者等による学習者本人へのサービスが振興されていくことも考えられる。自身の

様々なデータを管理・活用できるような仕組み（例：個人ごとのデータストア： P e r s o n a l  

D a t a  S t o r e ）を考えるに当たっては、多様な分野の事業者等との間でデータを安全に

やり取りする必要があるため、政府全体において検討を深める必要があると考える。  

 

 この後、第 6 回 2 0 2 1 年 1 2 月 2 3 日に配布された「【資料 1 - 2 】教育データ利活用ロードマ

ップの検討状況」 4 1 0は、 2 0 2 1 年 1 0 月 2 5 日にデジタル庁が総務省、文科省、経産省と合同

名義で提出したものであり、同日にデジタル庁ウェブサイト上でアイデアボックス 4 1 1を通じた意

見募集が行われた。その後 2 0 2 2 年 1 月 7 日にデジタル庁ウェブサイトにおいて策定版の「教

育データ利活用ロードマップ」 4 1 2が公表されると、メディア、S N S で異論が上がり話題となった

4 1 3。  

 特に大きな声としてデジタル庁が受け止めた批判の一つが「国がデータを一元管理する」こと

への危惧であり、 2 0 2 3 年 5 月時点ではデジタル庁ウェブサイトに「一元管理は考えていない」

と追記されている 4 1 4。また、牧島かれんデジタル担当大臣（当時） 4 1 5やデジタル庁デジタルエ

デュケーション統括中室牧子（当時） 4 1 6が相次いでインタビューやネット記事で「意図していた

のはデータ連携やデータの標準化であり、国が一元化するというのは誤解である」として、国は

一元管理を行わない旨を説明した。  

 一方、概要資料からは、データ格納方法いかんにかかわらず、データ連携できる共通キーを

保持し（プラットフォーム）、個人を生涯にわたってトラッキングすることを視野に入れている。批

判や危惧の根本は、「利用目的が不明確」かつ「管理者が不明」という点であり、とにかくビッグ

データを保有して「何か」に利活用したい、という然とした計画への懸念を示した声である。ま

 
4 0 9  前掲 3 6 4  2 5 頁  
4 1 0  第 6 回 「 【資料 1 - 2 】 教育デー タ利活用ロー ドマ ップの検討状況 」 （ 2 0 2 1 年 1 2 月 2 3 日 ）

h t t p s : / / w w w . m e x t . g o . j p / k a i g i s i r y o / c o n t e n t / 2 0 2 1 1 2 2 2 - m x t _ s y o t o 0 1 - 0 0 0 0 1 9 6 9 3 _ 0 0 2 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧 。  
4 1 1  h t t p s : / / w w w . d i g i t a l . g o . j p / n e w s / t G Z m s u P h /  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧 。  
4 1 2  「 教 育 デー タ利活 用 ロー ド マ ッ プ 」 （ 2 0 2 2 年 1 月 7 日 ） h t t p s : / / w w w . m e x t . g o . j p / k a i g i s i r y o / c o n t e n t / 0 0 0 1 5 9 6 2 1 . p d f  

2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧 。  
4 1 3  プレジデン トオンライ ン 「 まだ始まってもいないのに…デジ タル庁の ｢教育デー タ利活用 ｣ が大炎上してしまったワケ 」

（ 2 0 2 2 年 1 月 2 8 日 ） h t t p s : / / p r e s i d e n t . j p / a r t i c l e s / - / 5 4 1 5 7 ? p a g e = 1  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧 。  
4 1 4  h t t p s : / / w w w . d i g i t a l . g o . j p / n e w s / a 5 F _ D V W d /  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧 。  
4 1 5  F N N プ ラ イ ム オ ン ラ イ ン 「 「 政 府が 教育デー タ を 一 元管理す る こ と は な い 」 牧 島デ ジ タル相が語 る教育デ ー タ のすがた 」 （ 2 0 2 2 年 2 月 8

日 ） h t t p s : / / w w w . f n n . j p / a r t i c l e s / - / 3 1 2 1 0 9  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧 。  
4 1 6  ダイヤモン ド ・ オン ライン 「 「 教育データ利活用 」は本当に 「地獄への道 」 なのか？ 」 （ 2 0 2 2 年 2 月 2 8 日 ）

h t t p s : / / d i a m o n d . j p / a r t i c l e s / - / 2 9 7 3 2 9  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧 。  
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た、「本人同意」についても、児童という年齢かつ学校という拒否できない状況における本人同

意を前提としており、懸念の一つであった 4 1 7。  

 

図  4 5  教育データの蓄積と流通の将来イメージ（アーキテクチャ：初中教育）  

 

文部科学省「教育データ利活用ロードマップ 」 1 0 頁  

 

 これらの世論を受けて 4 1 8、安全・安心に教育データの利活用を行える方法についての議論が

行われ 4 1 9、第 1 0 回（ 2 0 2 2 年 6 月 2 4 日）において、「教育データの利活用にあたっての安

全・安心の確保に向けた検討」 4 2 0が事務局から提出された。このなかで、教育データの定義を

下記の 3 種類に改めて定義したうえで、「目的」 「取扱主体」を議論すべきとした。  

 

表  2 7  教育データ種類  

①行政系データ  

（統計・調査）  

②校務系データ  

（指導要領・健康診断票等）  

③学習系データ  

（スタディ・ログ等）  

⚫  国や自治体が統計 ・調査な

どにより収集 ・蓄積している

データ  

⚫  行政職員・教職員が入力  

 

⚫  学校運営に必要な児童生徒

の学籍情報等のデータ  

⚫  教職員が入力 ・ 知 活 用 （ 公

務支援システムなど）  

 

⚫  ワークシー トや学習ド リル 、

ア ン ケ ー ト な ど の 学習に関

するデータ  

⚫  児 童 生 徒 ・ 教 職 員 が 活 用

（端末・デジタル教材等）  

 
4 1 7  「教育データ利活用ロードマップ 」検討の際に参照された「G I G A スクール構想に関する教育関係者へのアン

ケートの結果及び今後の方向性について 」 （ 2 0 2 1 年 9 月 3 日）では、同年 7 月に行った大規模アンケート （こども

（児童生徒）約 2 1 . 7 万件、大人（教職員、保護者等）約 4 . 2 万件）を公開しており、課題として「端末取扱いルー

ルの明確化」 「回線速度の改善」 「教員の I C T サポート 」が多く挙げられていた。また、利用できる教材コンテンツ

の充実などへの要望が上がった一方、個人に沿った個別学習等への期待や要望は見られなかった。  
4 1 8  教育データの利活用に関する有識者会議 (第 7 回 )議事（ 2 0 2 2 年 2 月 2 1 日）要旨参照。

h t t p s : / / w w w . m e x t . g o . j p / b _ m e n u / s h i n g i / c h o u s a / s h o t o u / 1 5 8 / g i j i r o k u / m e x t _ 0 0 0 1 0 . h t m l  2 0 2 3 年

5 月 2 6 日閲覧 。  
4 1 9  教育デー タの利活用に関する有識者会議 (第 8 回 )会議資料 「 【 資料 2 - 1 】 教育デー タの利活用にあたっての安全 ・安心の

確保に向けた論点 」 （ 2 0 2 2 年 4 月 1 1 日 ）  
4 2 0  第 1 0 回 「 【 資料 2 - 2 】 教育デー タの利活用にあたっての安全 ・安心の確保に向けた検討 」 （ 2 0 2 2 年 6 月 2 4 日 ）  2 0 2 3

年 5 月 2 6 日閲覧 。  
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（例）  

  児童生徒数、教員数等の基礎

情報  

  端末整備の状況  

  学力・学習状況調査や体力調

査の結果等  

（例）  

  学籍情報（学年、組、番号等）  

  出欠情報  

  成績情報（評定等）  

  健康診断情報（身長・体重・視

力等）  

  進路指導情報（進学先等）  

 

（例）  

  端末の利用ログ  

  学習の記録 （確認テス ト結果

等）  

  アンケートの回答結果  

  活動の記録（動画・写真等）  

教育データの利活用にあたっての安全・安心の確保に向けた検討」 2 頁  

 

 これを踏まえて検討を重ね、第 1 7 回（ 2 0 2 3 年 3 月 2 2 日）に「教育データの利活用に係る

留意事項（第１版）」 4 2 1が公表された。この中で、利用目的を「全ての子供一人一人の力を最大

限に引き出すためのきめ細かい支援を可能にすること」としたうえで、取得の際には利用目的

を特定・明示したうえで利用する原則が明記された。これは、 2 0 2 2 年 5 月 2 5 日に個人情報

保護委員会から公表され、同検討会第 1 0 回等でも参考資料として提示された「個人情報等の

適正な取扱いに関係する政策の基本原則」も参照されている 4 2 2。  

 

図  4 6  教育データの利活用に係る留意事項（第１版）  概要  

 

教育データの利活用に係る留意事項（第１版） 」 1 頁  

 

 2 つ目の国土交通省「O n e  I D 導入に向けた個人データの取扱検討会」 4 2 3は、第 1 回

（ 2 0 1 9 年 2 月 1 2 日）～第 4 回（ 2 0 1 9 年 1 0 月 3 0 日）まで開催され、 2 0 2 0 年 3 月 1 3 日に

「空港での顔認証技術を活用した O n e  I D  サービスにおける個人データの取扱いに関するガ

 
4 2 1  「 教育デー タの利活用に係る留意事項 （第 １版 ） 」 h t t p s : / / w w w . m e x t . g o . j p / k a i g i s i r y o / c o n t e n t / 2 0 2 3 0 3 2 2 -

m x t _ s y o t o 0 1 - 1 9 5 2 4 6 _ 2 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧 。  
4 2 2  h t t p s : / / w w w . m e x t . g o . j p / k a i g i s i r y o / c o n t e n t / 2 0 2 3 0 3 2 2 - m x t _ s y o t o 0 1 - 1 9 5 2 4 6 _ 2 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日

閲覧 。  
4 2 3  国交省ウ ェブサイ ト 「 O n e  I D 導入に向けた個人デー タの取扱検討会概要 」

h t t p s : / / w w w . m l i t . g o . j p / k o k u / k o k u _ t k 1 9 _ 0 0 0 0 3 3 . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧 。  
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イドブック」 4 2 4を公表した。設置の背景として、「O n e  I D のシステムでは、旅客の顔画像やパ

スポート情報、搭乗情報等の個人データを取得、使用することから、旅客の個人データの取扱

について個人情報保護の観点からの検討が必要である。そのため、O n e  I D  システムにおけ

る個人データの取扱いを整理したガイドラインを策定すること」 4 2 5とした。  

 O n e  I D とは、 I A T A （ I n t e r n a t i o n a l  A i r  T r a n s p o r t  A s s o c i a t i o n 、国際航空運送協会）

が 2 0 1 7 年から検討し提唱している、空港における非接触の生態認証で、事前に情報を登録し

ておくことで空港での搭乗手続きなどを効率的医行うことができる仕組みである 4 2 6。シンガポ

ールのチャンギ空港など世界のいくつかの空港ですでに導入されていた（当時）が、日本でもそ

の導入に向けて検討を始めたのがこの会議の背景である。  

  

図  4 7  O n e  I D を活用した旅客手続き  

 

第 1 回「O n e  I D 導入の背景と必要性について【資料２ 】 」 4 頁  

 

 I A T A が公表している Q & A 4 2 7では、取得した個人情報（パスポート情報、搭乗券情報、顔写

真など）は搭乗手続き完了後に削除することが推奨されているほか、仕様はオプトインで行い

利用停止や不服申し立ての手段を提供すること、通常のパスポートでの搭乗手段を提供するこ

となどが提起されている。  

 これらについて検討会では、「 2 4 時間で取得情報を削除すること」 「空港会社と航空会社双

方に役割分担がある一方、委託なのか第三者提供なのかを明確にしたうえで利用目的の責任

 
4 2 4  h t t p s : / / w w w . m l i t . g o . j p / k o k u / c o n t e n t / 0 0 1 3 3 2 9 6 6 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧 。  
4 2 5  第 1 回 「資料 1  O n e  I D  導入に向けた個人デー タの取扱検討会設置要領 」  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧 。  
4 2 6  I A T A ウェブサイトより （ h t t p s : / / w w w . i a t a . o r g / e n / p r o g r a m s / p a s s e n g e r / o n e - i d /  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲

覧 。 I A T A も本検討会の出席者である 。また 、 I A T A では、 O n e  I D 導入を希望する空港 ・航空会社向けに ト レーニング コース

や資料を提供している 。  
4 2 7  ‘ O n e  I D  F A Q s  o n  P R I V A C Y ’ ,  

h t t p s : / / w w w . i a t a . o r g / c o n t e n t a s s e t s / 1 f 2 b 0 b c e 4 d b 4 4 6 6 b 9 1 4 5 0 c 4 7 8 9 2 8 c f 8 3 / o n e 2 0 i d 2 0 p r i v a c y 2 0 f a q s 2 0 f i n a l 2 0 v 1 .

1 2 0 n o v e m b e r 2 0 2 0 1 9 . p d f  5 頁 。  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧  
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主体を明確にすべき」といった意見があげられた 4 2 8。こうした検討ののちガイドブックが 2 0 2 0

年 3 月に公表された。また、この O n e  I D 顔認証技術は、日本では、日本電気株式会社

（N E C ）が受託し、成田空港では 2 0 2 1 年 4 月実証実験を開始 4 2 9し同年 7 月本格稼働 4 3 0、

羽田空港でも同時期に同様に開始した 4 3 1。  

 3 つ目の「デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引における環境整備等に関  

する検討会」は、第 1 回（ 2 0 1 9 年 1 2 月 5 日 )～第 1 2 回（ 2 0 2 1 年 1 月 2 5 日 )まで開催され

4 3 2、 2 0 2 1 年 1 月 2 5 日に「デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引における環

境整備等に関する検討会  報告書」 4 3 3が公表された。  

この開催趣旨として、「デジタル・プラットフォーム企業が取引の場を提供することで、消費者

の利便性の向上、ニーズの掘り起こし等により、C t o C 取引も含めた消費者取引の市場が拡大

している」一方で、「取引に不慣れな個人が売主になった場合のトラブルが増加するものの、未

解決のまま放置されたり、B t o C や C t o C を問わずデジタル・プラットフォーム企業が介在する

消費者取引での新たなトラブルが出現している」状況を鑑み、「デジタル市場における消費者利

益の確保の観点から、場の提供者としてのデジタル・プラットフォーム企業の役割を踏まえて、

消費者被害の実態を把握し、デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引における

環境整備等について、産業界の自主的な取組や共同規制等も含め、政策面・制度面の観点か

ら検討する」とした。また、検討の方向性として、事務局提出の資料 4 3 4では以下 6 点が挙げら

れた。  

1 .  デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者トラブルとして、どういうものを想

定するか。資料４－１ 4 3 5で紹介したものの他、どのようなものがあるか。  

2 - 1 消費者取引（消費者が一方当事者となっている取引をいうものとする。）を介在する

デジタル・プラットフォームの特徴として、どの点に着目するか。  

2 - 2 .   これまでの消費者取引との比較において、デジタル・プラットフォーム企業が介

在する消費者取引の問題の本質をどう捉えるか。  

3 - 1 .   「取引の場の提供者」としての役割をどう考えるか。  

3 - 2 .   誰がどこまで消費者トラブルの責任を負うべきか。  

3 - 3 .   現行法では、原則、当事者間での解決に委ねられている C t o C 取引の環境整

備について、どう考えるか（B t o C 取引と C t o C 取引に違いはあるか）。  

 
4 2 8  第 4 回議事概要 h t t p s : / / w w w . m l i t . g o . j p / k o k u / c o n t e n t / 0 0 1 3 3 3 1 6 5 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧  
4 2 9  インプレス ・ウ ォ ッチ 「 空港の搭乗プロセスをすべて非接触にする 「 O n e  I D 」 とは なにか 」 （ 2 0 2 1 年 4 月 1 6 日 ）

h t t p s : / / w w w . w a t c h . i m p r e s s . c o . j p / d o c s / s e r i e s / s u z u k i j / 1 3 1 9 1 1 7 . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧  
4 3 0  成田国際空港株式会社プレス リ リース （ h t t p s : / / w w w . n a a . j p / j p / 2 0 1 9 0 2 2 8 - O n e I D . p d f ） 、 成田空港 ・羽田空港共同

プレス リ リース （ h t t p s : / / w w w . n a a . j p / j p / d o c s / 2 0 2 1 0 3 2 5 - F a c e E x p r e s s . p d f ） 、 成田空港 「 F a c e  E x p r e s s 」 ウ ェ ブペ

ージ （ h t t p s : / / w w w . n a r i t a - a i r p o r t . j p / j p / f a c e e x p r e s s / h o w t o / ）  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧  
4 3 1  東京国際空港ター ミナル株式会社 「羽田空港における O n e  I D の導入状況について 」 （ 2 0 2 1 年 4 月 1 2 日 ）

h t t p s : / / w w w . m l i t . g o . j p / k o k u / c o n t e n t / 0 0 1 4 0 3 2 2 4 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧  
4 3 2  消費者庁ウェブサイ ト概要 h t t p s : / / w w w . c a a . g o . j p / a b o u t _ u s / a b o u t / p l a n s _ a n d _ s t a t u s / d i g i t a l _ p l a t f o r m /  

2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧  
4 3 3  
h t t p s : / / w w w . c a a . g o . j p / a b o u t _ u s / a b o u t / p l a n s _ a n d _ s t a t u s / d i g i t a l _ p l a t f o r m / a s s e t s / c o n s u m e r _ s y s t e m _

c m s 1 0 1 _ 2 1 0 2 0 1 _ 0 1 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧 。  
4 3 4  第 1 回 「 【 資 料 4 - 1 】 現 状 と今後 の 課題 ( 事務局資料 ) 」

h t t p s : / / w w w . c a a . g o . j p / a b o u t _ u s / a b o u t / p l a n s _ a n d _ s t a t u s / d i g i t a l _ p l a t f o r m / p d f / c o n s u m e r _ s y s t e m _ c m s 1 0 1 _ 1 9 1 2

0 6 _ 0 6 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 3 1 日閲覧  
4 3 5  第 1 回 「 【 資 料 4 - 1 】 現 状 と今後 の 課題 ( 事務局資料 ) 」

h t t p s : / / w w w . c a a . g o . j p / a b o u t _ u s / a b o u t / p l a n s _ a n d _ s t a t u s / d i g i t a l _ p l a t f o r m / p d f / c o n s u m e r _ s y s t e m _ c m s 1 0 1 _ 1 9 1 2

0 6 _ 0 5 . p d f  1 8 頁 。  2 0 2 3 年 5 月 2 6 日閲覧  

https://www.caa.go.jp/about_us/about/plans_and_status/digital_platform/pdf/consumer_system_cms101_191206_05.pdf　18
https://www.caa.go.jp/about_us/about/plans_and_status/digital_platform/pdf/consumer_system_cms101_191206_05.pdf　18


152 

 

 

 この開催趣旨で述べられている通り、取引環境整備の手段として、「産業界の自主的な取組

や共同規制等も含め、政策面・制度面の観点から検討する」としているが、これは第 2 回の事

務局からの提案の通り 4 3 6、新規立法を含めての検討であった。最終報告書では「第４章新規

立法の必要性」「第５章  新規立法において対応すべき課題」「第６章  新規立法の具体的内容

等」としてその立法意義と課題、また具体的な対応として官民で協力して環境整備を行うための

官民協議会設置等を提言した。これはその後「取引デジタルプラットフォームを利用する消費者

の利益の保護に関する法律」（令和三年法律第三十二号、以下「D P F 法」）として施行され、

「共同規制」という新たな規制の形を提言したとされている（長谷川（ 2 0 2 2 ： 3 5 - 1 0 6 ） ） 。  

 

第三節  日本における企業の「活用」事案  

 本章では企業が個人情報の「活用」の代表的な事例を日本、E U /アメリカ、に分け、第四節で

提示した「突合型」「プラットフォーム型」の 2 つの視点からその概要及び世論、課題点を分析

する。事例の対象は、個人情報保護委員会成立後の 2 0 1 8 年から 2 0 2 2 年 1 2 月末までとし、

新聞等のメディアで報じられた中で本論文の主旨である「グレーゾーン」に起因又は影響を与え

た代表的な事例を筆者の判断で抽出した。  

個人情報保護法において、個人情報取扱事業者に対して課されている禁止事項は下記の通

りである。  

•  目的外利用（第 1 5 条、第 1 6 条、第 1 8 条）  

•  不適正取得（第 1 7 条）  

•  漏えい、減失又は毀損（第 2 0 条）  

•  第三者提供（第 2 3 条）  

 

また、上記の違反事項に加え、個人情報保護委員会は下記のように個人情報取扱事業者の監

督を行っている 4 3 7。  

 

（１ ）個人情報取扱事業者等の監督  

①  報告及び立入検査（個人情報保護法第 1 4 3 条）  

委員会は、個人情報保護法の規定の施行に必要な限度において、個人情報取扱事業

者、仮名加工情報取扱事業者、匿名加工情報取扱事業者又は個人関連情報取扱事業

者（以下この節において「個人情報取扱事業者等」という。）その他の関係者に対し、個

人情報等の取扱いに関し、必要な報告若しくは資料の提出を求め、又はその職員に、

当該個人情報取扱事業者等その他の関係者の事務所その他必要な場所に立ち入ら

 
4 3 6  第 2 回 「議事要旨 」

h t t p s : / / w w w . c a a . g o . j p / a b o u t _ u s / a b o u t / p l a n s _ a n d _ s t a t u s / d i g i t a l _ p l a t f o r m / p d f / c o n s u m e r _ s y s t e m _ c m

s 1 0 1 _ 2 0 0 2 1 7 _ 0 1 . p d f  7 頁  2 0 2 3 年 5 月 3 0 日閲覧。  
4 3 7  個人情報保護委員会 「令和 3 年度年次報告 」 2 - 3 頁。

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 0 4 0 6 1 0 _ a n n u a l _ r e p o r t . p d f  2 0 2 3 年 5 月 3 0 日閲覧。  
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せ、個人情報等の取扱いに関し質問させ、若しくは帳簿書類その他の物件を検査させる

ことができる。  

②  指導及び助言（個人情報保護法第 1 4 4 条）  

委員会は、個人情報保護法の規定の施行に必要な限度において、個人情報取扱事業

者等に対し、個人情報等の取扱いに関し必要な指導及び助言をすることができる。  

③  勧告及び命令（個人情報保護法第 1 4 5 条）  

ア  委員会は、個人情報取扱事業者等が個人情報保護法の規定に違反した場合におい

て個人の権利利益を保護するため必要があると認めるときは、当該個人情報取扱事業

者等に対し、当該違反行為の中止その他違反を是正するために必要な措置をとるべき

旨を勧告することができる。  

イ  委員会は、上記アによる勧告を受けた個人情報取扱事業者等が正当な理由がなくて

その勧告に係る措置をとらなかった場合において個人の重大な権利利益の侵害が切迫

していると認めるときは、当該個人情報取扱事業者等に対し、その勧告に係る措置をと

るべきことを命ずることができる。  

ウ  委員会は、上記ア又はイにかかわらず、個人情報取扱事業者等が個人情報保護法

の規定に違反した場合において個人の重大な権利利益を害する事実があるため緊急に

措置をとる必要があると認めるときは、当該個人情報取扱事業者等に対し、当該違反行

為の中止その他違反を是正するために必要な措置をとるべきことを命ずることができ

る。  

 

 これらの監督の中で対象範囲で行われた活動報告件数は下記のとおりである個人情報保護

委員会が直接実施したもののみ。委託先省庁実施分は件数に含まない）。 4 3 8  

 個人データの漏えい

等事案の報告の受付

件数  

報告徴収  立入検査  勧告  命令  
指導・助

言  

あっせん

申出受付

件数  

令和 4 年度  1 5 8 7  6 2  1  1   3 0   

令和 3 年度  1 0 4 2  3 2 8   3  1  2 1 7  3  

令和 2 年度  1 0 2 7  3 5 4  2    2  1 9 8    

令和元年度  1 0 6 6  2 9 4  6  5    1 3 1  3 8  

平成 3 0 年度  1 2 1 6  3 9 1        2 3 8  3 1  

平成 2 9 年度  6 9 4  3 0 5        2 7 0  3 5  

個人情報保護委員会ウェブサイト 「年次報告・上半期報告」各年度別報告から引用し筆者作成  

 

 このうち、立入検査、勧告、命令を受けたのは下記のとおりである（※は委託先が実施し報告

書内で述べられている事案。なお報告書内に企業名が記載されていない場合は、上記件数と

下記件数が一致しない）。  

令和 4 年度   

●立入検査  

B I P R O G Y 株式会社  

●勧告  

破産者マップ  

令和 3 年度  

●立入検査  

Ｌ Ｉ Ｎ Ｅ株式会社（※ ）  

●勧告  

 
4 3 8  個人情報保護委員会ウ ェブサイ ト 「年次報告 ・上半期報告 」各年度別報告 h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / a b o u t u s / r e p o r t /  

2 0 2 3 年 5 月 3 0 日閲覧。  
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破産者マップ  

●命令  

破産者マップ  

令和 2 年度  

●立入検査  

企業名明記せず（ Ｌ Ｉ Ｎ Ｅ株式会社）令和 3 年度報告書から筆者推測  

●命令  

企業名明記せず（破産者マップ ）令和 3 年度報告書から筆者推測  

令和元年度  

●勧告  

企業名明記せず（株式会社リクルートキャリア ）令和 3 年度報告書から筆者推測  

企業名明記せず（破産者マップ ）令和 3 年度報告書から筆者推測  

個人情報保護委員会ウェブサイト 「年次報告・上半期報告」各年度別報告から引用し筆者作成  

 

 2 0 1 9 年度の年次報告書「令和元年度個人情報保護委員会年次報告」 4 3 9でも述べられてい

るように、これら勧告・命令等は、「個人情報保護法の規定に照らして直ちに違法とまでは言え

ないとしても、個人情報保護法の目的である個人の権利利益の保護に照らして看過できないよ

うな方法で個人情報が利用されている事例が一部にみられる」 4 4 0状態であり、本論文の対象

である「グレーゾーン」の課題意識と共通していると言える。以下、ここで上げられた事案のう

ち、勧告を受けた「破産者マップ事案」「リクルート D M P フォロー事案」の詳細を取り上げる。  

 

第一項  破産者マップ事案  

「破産者マップ事案」の事案概要は、官報に掲載された破産者らの氏名や住所などの個人情

報を、インターネット上の地図「G o o g l e マップ」にまとめで公開したという「破産者マップ」につ

いて、名誉やプライバシーを侵害するという批判が相次ぎ、またサイト運営者の掲載者であるウ

ェブサイトの運営者の氏名や法人等の名称が判明しておらず、かつ所在不明であったため、

「名あて人の特定が必要となる行政行為について、民法上の公示送達により行政行為を行うこ

とができると整理し」 4 4 1、 2 0 2 0 年 3 月に個人情報保護委員会がサイト停止の勧告を出したも

のである。勧告が出た後も運営側が停止を行わなかったため、 2 0 2 0 年 7 月に勧告に係る措

置をとるべきことの命令を行った 4 4 2。これは、個人情報保護委員会が設立されて以降初めての

命令となった。  

この「破産者マップ」サイトは、掲載された個人が削除を望んだ場合、削除申請フォームから

削除を希望する理由等の項目入力に加え、本人確認書類の提出を求めるなどの点が問題視さ

れていた 4 4 3。 2 0 1 9 年 3 月には、集団訴訟の可能性があることが新聞で報じられるなどその違

法性が指摘されていたが 4 4 4、 2 0 1 9 年 3 月 1 9 日、運営者と名乗る T w i t t e r アカウント上でマ

ップの閉鎖を発表したが 4 4 5、当該サイト閉鎖以降も類似のサイトが出現し、前述の通り運営者

不明のまま個人情報保護委員会が勧告・命令を行ってきた。さらに 2 0 1 9 年 4 月の第 1 9 8 回

 
4 3 9  h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / a b o u t u s / r e p o r t /  2 0 2 3 年 5 月 3 0 日閲覧。  
4 4 0  前掲 4 0 2  2 1 頁  
4 4 1  前掲 4 0 2  2 0 頁  
4 4 2  「 令和元年度個人情報保護委員会年次報告 」 h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 0 3 0 6 1 1 _ a n n u a l _ r e p o r t . p d f  

2 1 頁。 2 0 2 3 年 5 月 3 0 日閲覧 。  
4 4 3  ビジネスジャーナル 「 「 破産者マ ップ 」 は違法…高圧的な削除申請手順に 「消 してほしかったらカネ払え 」 の匂い 」 （ 2 0 1 9 年

3 月 1 8 日 ） h t t p s : / / b i z - j o u r n a l . j p / 2 0 1 9 / 0 3 / p o s t _ 2 7 1 9 0 . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 3 0 日閲覧。  
4 4 4  弁護士 ド ッ ト コム 「 「 破産者マッ プを な くそ う 」法的対策の動き広がる…クラウ ド フ ァ ンデ ィングなど開始 」 （ 2 0 1 9 年 3 月 1 8

日 ） h t t p s : / / w w w . b e n g o 4 . c o m / c _ 1 / n _ 9 3 8 4 /  2 0 2 3 年 5 月 3 0 日閲覧。  
4 4 5  弁護士 ド ッ ト コム 「破産者マッ プ閉鎖、運営者謝罪 「申 し訳ございませんでした 」 」 （ 2 0 1 9 年 3 月 1 9 日 ）

h t t p s : / / w w w . b e n g o 4 . c o m / c _ 2 3 / n _ 9 3 8 5 /  2 0 2 3 年 5 月 3 0 日閲覧。  

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/030611_annual_report.pdf　21
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/030611_annual_report.pdf　21
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国会参議院法務委員会等でも言及されるなど、社会的な議論となっていた 4 4 6。また、 2 0 2 1 年

8 月 5 日、情報を公開された過去の破産者 2 人が、サイト運営者に対して、慰謝料など 2 2 万

円の損害賠償を求めて東京地裁に提訴原告は名誉・プライバシーの侵害を主張する訴訟を起

こした 4 4 7。  

 

図  4 8  破産者マップサイト（イメージ）  

 

「 破産者マップ 」サイ ト よ り筆者引用 （現在は閉鎖 ） 2 0 2 1 年 1 0 月 2 日閲覧  

 

こうしたなか 2 0 2 0 年 7 月 2 9 日、個人情報保護委員会は前述の通り運営者不明のまま公

示送達によりサイト停止命令を行った 4 4 8。この根拠となったのは、第 1 8 条（利用目的による制

限）、および第 2 3 条第 1 項（第三者提供の制限）（令和 3 年法第 2 7 条第 1 項）に基づくもの

である。  

 

１  命令の原因となる事実 4 4 9  

当該２事業者は、破産手続開始決定の公告として官報に掲載された破産者等の個人情報

を取得するにあたり、利用目的の通知・公表を行わず（同法第 1 8 条）、当該個人情報をデ

ータベース化した上、第三者に提供することの同意を得ないまま、これをウェブサイトに掲

載していたものである（同法第 2 3 条第１項）  

 

その後もこの命令に応じなかったことから再び 2 0 2 1 年命令、 2 0 2 2 年勧告を行ったが「正

当な理由なく」措置を講じなかった 4 5 0。また、 2 0 2 2 年 6 月には「新・破産者マップ」と表したサ

イトが公開され、海外運営のため日本の法令に従う必要がない、削除を求める場合は一定金

 
4 4 6  国会議事録 「第 1 9 8 回国会  衆議院  法務委員会  第 1 1 号  平成 3 1 年 4 月 1 7 日 」

h t t p s : / / k o k k a i . n d l . g o . j p / # / d e t a i l ? m i n I d = 1 1 9 8 0 5 2 0 6 X 0 1 1 2 0 1 9 0 4 1 7 & c u r r e n t = 5  2 0 2 3 年 5 月 3 0 日閲覧。  
4 4 7  朝日新聞デジタル 「 「破産者マッ プ 」 で氏名や住所公開  2 人がサイ ト運営者を提訴 」 （ 2 0 2 1 年 9 月 2 4 日 ）

h t t p s : / / w w w . a s a h i . c o m / a r t i c l e s / A S P 9 S 5 6 H W P 9 R U T I L 0 0 Y . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 3 0 日閲覧。  
4 4 8  個人情報保護委員会 「個人情報の保護に関する法律に基づ く行政上の対応について 」 （ 2 0 2 0 年 7 月 2 9 日 ）

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 2 0 0 7 2 9 _ m e i r e i . p d f  2 0 2 3 年 5 月 3 0 日閲覧。  
4 4 9  前掲 4 4 8  2 頁  
4 5 0  個人情報保護委員会 「個人情報の保護に関する法律に基づ く行政上の対応について （破産者等の個人デー タを違法に提

供している事業者に対する命令について ） 」 （ 2 0 2 2 年 3 月 2 3 日 ）

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 2 2 0 3 2 3 _ h o u d o u . p d f  2 0 2 3 年 5 月 3 0 日閲覧。  
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額を支払うように、という主張を行った 4 5 1。こうした経緯から、 2 0 2 3 年 1 月 1 1 日、運営者不

明のまま個人情報保護委員会として初めての刑事告発が行われた 4 5 2。  

ここで根拠となった条項は、個人情報保護委員会による命令違反（第 1 7 3 条）および個人情

報保護委員会による報告徴収への違反（第 1 7 7 条第 1 号）、に加え、下記 3 つの条項「不適

正な利用の禁止（第 1 9 条）」 「取得に際しての利用目的の通知等（第 2 1 条）」 「第三者提供の

制限（第 2 7 条）」である。  

 

（不適正な利用の禁止）  

第十九条  個人情報取扱事業者は、違法又は不当な行為を助長し、又は誘発するおそ

れがある方法により個人情報を利用してはならない。  

 

（取得に際しての利用目的の通知等）  

第二十一条  個人情報取扱事業者は、個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用

目的を公表している場合を除き、速やかに、その利用目的を、本人に通知し、又は公表

しなければならない。（後略）  

 

（第三者提供の制限）  

第二十七条  個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同

意を得ないで、個人データを第三者に提供してはならない。  

一  法令に基づく場合  

二  人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を

得ることが困難であるとき。  

三  公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であっ

て、本人の同意を得ることが困難であるとき。  

四  国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂

行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当

該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。  

五  当該個人情報取扱事業者が学術研究機関等である場合であって、当該個人データ

の提供が学術研究の成果の公表又は教授のためやむを得ないとき（個人の権利利益を

不当に侵害するおそれがある場合を除く。）。  

六  当該個人情報取扱事業者が学術研究機関等である場合であって、当該個人データ

を学術研究目的で提供する必要があるとき（当該個人データを提供する目的の一部が

学術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合

を除く。） （当該個人情報取扱事業者と当該第三者が共同して学術研究を行う場合に限

る。）。  

 
4 5 1  I T メデ ィアニ ュース 「 「新 ・ 破産者マッ プ 」 が出現  掲載取り下げにビッ ト コ インの支払い要求 【修正あり 】 」 （ 2 0 2 2 年 6 月

2 0 日 ） h t t p s : / / w w w . i t m e d i a . c o . j p / n e w s / a r t i c l e s / 2 2 0 6 / 2 0 / n e w s 1 8 5 . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 3 0 日閲覧。  
4 5 2  個人情報保護委員会 「破産者等の個人情報を違法に取り扱っている事業者に対する  

個人情報の保護に関する法律に基づ く対応について 」 （ 2 0 2 3 年 1 月 1 1 日 ）

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 2 3 0 1 1 1 _ h o u d o u . p d f  2 0 2 3 年 5 月 3 0 日閲覧。  
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七  当該第三者が学術研究機関等である場合であって、当該第三者が当該個人データ

を学術研究目的で取り扱う必要があるとき（当該個人データを取り扱う目的の一部が学

術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を

除く。）。  

（後略）  

 

 一方運営者側の当初からのサイト運営の正当性の主張についても、線引きが難しいとの声は

当初から指摘をされていた。つまり、破産者の氏名や住所などの個人情報は、インターネット版

官報で公開されており誰でも無料で閲覧可能である。これは破産法に基づいて公開されている

ものだが（破産法第 3 2 条（破産手続き開始の公告等））、この「破産者マップ」はこの官報で公

開された情報をプログラム等で自動収集しマップ化したものと推察されている。こうした誰でも

入手可能な公開情報を地図という形でデータベース化して公開した、という「破産者マップ」の

行為について、個人情報保護委員会からの命令などが「乱発すれば弊害もある」といった慎重

な意見もみられた 4 5 3。  

 このように、この「破産者マップ事案」では、公表されたデータの転載およびデータベース化が

個人情報保護法のどういった部分に抵触するのかという「グレーゾーン」が議論の俎上に上っ

てきたが、 2 0 1 9 年から 2 0 2 3 年まで個人情報保護委員会による勧告・命令を経て刑事告訴に

至ったことで、その「違法性」が一定の認識に至った 4 5 4。  

  

第二項  リクナビ D M P フォロー事案  

もう一つの事例である「リクルート D M P フォロー事案」 4 5 5は、新卒大学生向け就職オンライ

ンエントリーサイト「リクナビ」 4 5 6 （運営企業：株式会社リクルートキャリア 4 5 7。以下運営側「リク

ルート」 ）が、 2 0 1 9 年 3 月 1 日に提供を開始した新機能「リクナビ D M P フォロー」が、学生に

不利な情報を本人に明示しないまま提供したとして S N S やメディアなどで問題であるとの声が

上がり、その結果個人情報保護委員会による初の勧告が行われた事案である 4 5 8。また、 2 0 1 9

年 1 2 月 4 日には、追加で改めて勧告が行われた 4 5 9。  

 「リクナビ」は、 1 9 9 6 年 2 月に原点となるサイトを開始し（豊田（ 2 0 0 7 ： 1 ） ） 、大学生・大学院

生のいわゆる新卒就職活動において、競合である「マイナビ」と合わせて、企業就職を望む多く

の学生が利用する巨大プラットフォームであり 4 6 0、事案当時から現在までその利用率に増減は

 
4 5 3  日本経済新聞 「破産者情報サイ トに停止命令  違法性の判断、線引き課題 」 （ 2 0 2 0 年 7 月 3 0 日 ）
h t t p s : / / w w w . n i k k e i . c o m / a r t i c l e / D G X M Z O 6 2 0 5 9 9 1 0 Z 2 0 C 2 0 A 7 E E 8 0 0 0 /  2 0 2 3 年 5 月 3 0 日閲覧。  
4 5 4  本論文執筆中 2 0 2 3 年 5 月時点で判決は出ていないものの、個人情報保護法の所管である個人情報保護委員会が違法
性を訴えている 、 とい う事実は、その違法性を指摘する根拠として一定程度参照できると言える 。  
4 5 5  株式会社リ クルー トウ ェブサイ ト 「 『 リ ク ナビ D M P フ ォ ロー 』に関するお詫び とご説明 」 h t t p s : / / w w w . r e c r u i t . c o . j p / r -

d m p f /  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧 。  

なお 、本事案には、提供 ・契約料企業側の問題に加え、新卒一括採用とい う日本における就職活動の背景や 2 0 2 0 年前後の

新卒大学生内定率が高止まり し採用企業が学生の内定辞退を危惧していた時代背景なども指摘されるが、本論文では取り扱

わない 。  
4 5 6  ウェブサイ ト h t t p s : / / j o b . r i k u n a b i . c o m /  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧。  
4 5 7  事案発生当時。 2 0 2 1 年 4 月 1 日よ り連結親会社である株式会社 リクルー トに吸収合併され消滅した 。  
4 5 8  個人情報保護委員会 「 個人 情報の 保護に関す る法 律第  4 2  条第 １項の 規定に基づ く 勧告等につ い て 」 （ 2 0 1 9 年 8 月 2 6 日 ）

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 1 9 0 8 2 6 _ h o u d o u . p d f  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧 。  
4 5 9  個人情報保護委員会 「 個人情報の 保護に関す る法 律に基づ く 行政上の 対応につ い て 」 （ 2 0 1 9 年 1 2 月 4 日 ）  
h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 1 9 1 2 0 4 _ h o u d o u . p d f  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧 。  
4 6 0  「 リ クナビ 」は掲載企業向けサイ ト上 （ h t t p s : / / s a i y o u - k n o w h o w . r e c r u i t . c o . j p / p r o d u c t s / r i k u n a b i  2 0 2 3 年 6
月 2 日閲覧 ）で 「多 くの学生が利用 」 と し 、画像 a l t タグ （ 画像内容を文字に置換した h t m l 上のしる し 。 読み上げブラウザへの
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あるものの企業就職に欠かせない就職手段であり、 2 0 1 9 年時には訳 7 5 万人が登録していた

とされる 4 6 1。   

 問題となった「リクナビ D M P フォロー」とは、 2 0 1 8 年 3 月 1 日から提供されていた採用企業

向けのサービス 4 6 2で、「学生の方の選考離脱や内定辞退の「可能性」を示すサービス」として

「当該契約企業が指定する当年度の応募学生について、「業界ごとの閲覧履歴」などから当該

契約企業における選考離脱や内定辞退の可能性をスコア化し、当該契約企業に対して提供し

て」いた事案である 4 6 3。  

2 0 1 9 年 2 月までの仕組みでは、ウェブアンケートを通じて直接取得した、「契約企業固有の

応募者管理 I D （契約企業が付与していた応募者の管理 I D ） 」 「C o o k i e 情報」「選考プロセス

における辞退・承諾情報」を「リクナビ」の C o o k i e 情報をキーに利用者ごとに閲覧履歴等と紐

づけて独自のアルゴリズムでスコア化し、その情報を契約企業に提供していた。  

この仕組みについてリクルート側は「なお、同社では、これらの情報だけで特定の個人を識

別することはできません」としているが、契約企業が学生を識別するために利用する管理 I D

と、リクルート側がスコア化したは紐づいている。また、スコアはあくまでもリクルートが独自に

開発したアルゴリズムであり実際の学生の将来の行動は確定できないにもかかわらず、実質的

に「どの学生が内定を辞退する確率が高そうか」を契約企業に想起させる情報と言える。  

 

図  4 9  アンケートスキームにおけるデータの流れ（ 2 0 1 9 年 2 月まで）  

 

『 リ クナ ビ D M P フ ォロー 』 とは 」 h t t p s : / / w w w . r e c r u i t . c o . j p / r - d m p f / 0 3 /  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧  

 

 しかしながら、この「リクナビ D M P フォロー」が世間の耳目を集めたきっかけは、 2 0 1 9 年 3

月に 2 0 2 0 年度卒業学生向けサイト「リクナビ 2 0 2 0 」の公開とともにこの仕組みを変更した時

 
対応や、 G o o g l e 等の検索エンジンでク ロールの対象になるなどに利用される ） では 、 「就職活動をしている学生の 9 割以上が
リクナビを利用 」 と利用率を強調している 。  
4 6 1  H R  N o t e 「 2 0 2 1 年度新卒採用サイ ト徹底比較｜リ クナビ ・ マ イナビ ・キ ャ リ タスのグ ラン ドオープン状況ま とめ 」 （ 2 0 2 3

年 1 月 1 8 日 ） h t t p s : / / h r n o t e . j p / c o n t e n t s / s a i y o - 2 0 2 1 s i t e o p e n - 2 1 0 3 2 3 /  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧。  
4 6 2  前掲 4 5 5  「 これまでの経緯およびプレス リ リース 」 h t t p s : / / w w w . r e c r u i t . c o . j p / r - d m p f / 0 1 /  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧 。  
4 6 3  前掲 4 5 5  「 『 リ クナ ビ D M P フ ォロー 』 とは 」 h t t p s : / / w w w . r e c r u i t . c o . j p / r - d m p f / 0 3 /  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧。  
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点であった（「リクナビ」は卒業年度ごとに年度別サイトが新設される）。それまでは、アンケート

で直接取得した C o o k i e 情報をキーとして紐づける方法だったが、この「リクナビ 2 0 2 0 」では、

契約企業から管理 I D と、姓名などの個人情報（ハッシュ化した状態）を受領し、管理 I D とリク

ナビの会員 I D を紐づけてスコア化し、企業側に提供する、という仕組みに変わった。  

 

図  5 0 アンケートスキームにおけるデータの流れ（ 2 0 1 9 年 3 月以降）  

 

『 リ クナ ビ D M P フ ォロー 』 とは 」 h t t p s : / / w w w . r e c r u i t . c o . j p / r - d m p f / 0 3 /  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧  

 

このハッシュ化とは、元のデータを不規則な文字列に置き換えて不可逆的に保護する方法だ

が、ここで契約企業から提供された利用学生に関する情報は下記のとおりである 4 6 4。  

 

●  姓名、メールアドレス  

●  大学、学部、学科  

●  選考プロセスにおける辞退・承諾情報  

（以下は、企業独自管理情報として一部企業が上記に加えて提供していた情報の例）  

●  契約企業の説明会予約有無  

●  エントリーシートの記述内容  

●  契約企業が利用していた適性検査の項目の値  

●  応募職種  

 

 この仕組みの変更について、リクルート側は、利用学生は「プライバシーポリシーにて第三者

提供に同意」していたとしていたが、実際の利用規約上では下記のように「クライアントへの情

報提供を行うことがあります」と記載されているものの、「選考に利用されることはありません」

と明記されているにもかかわらず実際は採用に直接かかわる「内定辞退率」のスコアとして契

約企業に提供されていた。さらに下記の利用規約は、 2 0 1 9 年 3 月以降のものであり、それ以

 
4 6 4  前掲 4 6 3  
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前に登録した学生には第三者提供の同意に関する意思表示を行う機会は提供されていなかっ

た 4 6 5。  

 

【実際に会員登録画面に掲載されていたプライバシーポリシー】 4 6 6   

当社は、本サービスまたは当社と提携するサイトが取得した  c o o k i e  情報を分析・集計

し、ユーザーへの最適な情報提供および採用活動のためのクライアントへの情報提供

を行うことがあります（選考に利用されることはありません）。（中略）当社は、ユーザー

自ら個人情報を開示した場合には、個人を特定したうえで、ユーザーの当該情報開示以

前からの行動履歴等を用いて、広告・コンテンツ等の配信・表示、採用補助および本サ

ービスの提供をする場合があります。  

 

 これに対し個人情報保護委員会は、 2 0 1 9 年 7 月から調査を開始 4 6 7、リクルート側が 7 月

3 1 日にサービス休止の決定をすると、日本経済新聞がスクープとして報じ 4 6 8、その後社会的

な耳目を集めることとなった（工藤・荒井・江間（ 2 0 2 0 ： 2 ） ） 、以降の流れについても参照し

た）。前述の通り個人情報保護委員会は、同年 8 月 2 6 日の勧告後、同年 1 2 月 4 日に再び勧

告を行っているが、 1 2 月に行われた 2 回目の勧告では、「リクナビ 2 0 1 9 」、つまりアンケート

で直接取得した C o o k i e 情報をキーに紐づけていた際の「リクナビ D M P フォロー」にさかのぼ

ってその不適切性を指摘した。また、併せて、リクルートのみならず、サービスを利用した契約

企業 3 4 社を公表したうえで勧告した 4 6 9。  

一方、同年 8 月 8 日に根本匠厚労相（当時）が記者会見において、「就職活動を行う学生に

不安な気持ちを抱かせることとなっており、大変遺憾」と述べたうえで、職業安定法に基づく指

針に違反する可能性について都道府県労働局が調査を行う可能性を示唆した 4 7 0。実際、東京

労働局が調査を開始し、同年 9 月 6 日にリクルートに対しが職業安定法（昭和 2 2 年法律第

1 4 1 号）及び同法に基づく指針に違反したとして行政指導を行った 4 7 1 4 7 2 4 7 3。また、同年 1 2

月 1 1 日にリクルートキャリアおよびリクルート、 1 2 月 1 3 日に「契約企業 3 7 社に対して行政

指導」をするとともに「経団連、日本商工会議所、全国中小企業団体中央会の 3 団体に採用活

動の際に個人情報を適切に取り扱うよう要請」も行った（工藤・荒井・江間（ 2 0 2 0 ： 2 ） 。  

 このように、「リクナビ D M P フォロー」は、個人情報保護法に加え職業安定法にも抵触する問

題を抱えたサービスとして新聞等で報じられた。これに対し、 2 0 1 9 年 1 2 月 4 日リクルートは

 
4 6 5  前掲 4 5 8  1 頁  
4 6 6  株式会社リ クルー トキ ャ リア 「 『 リ クナビ  D M P  フ ォロー 』に係る当社に対する勧告等について 」 （ 2 0 1 9 年 8 月 2 6 日 ） 5 頁

h t t p s : / / w w w . r e c r u i t . c o . j p / n e w s r o o m / r e c r u i t c a r e e r / n e w s / 2 0 1 9 0 8 2 6 . p d f  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧。  
4 6 7  前掲 4 5 8  1 頁  
4 6 8  日本経済新聞 「就活生の 「辞退予測 」情報 、説明な く提供  リ ク ナビ 【 イ ブニ ングスクープ 】 」 （ 2 0 1 9 年 8 月 1 日 ）

h t t p s : / / w w w . n i k k e i . c o m / a r t i c l e / D G X M Z O 4 8 0 7 6 1 9 0 R 0 0 C 1 9 A 8 M M 8 0 0 0 /  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧。  
4 6 9  前掲 4 5 9  
4 7 0  厚労省ウ ェブサイ ト 「根本大臣会見概要 」 （ 2 0 1 9 年 8 月 8 日 ）

h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / s t f / k a i k e n / d a i j i n / 0 0 0 0 1 9 4 7 0 8 _ 0 0 1 4 3 . h t m l  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧。  
4 7 1  株式会社リ クルー トキ ャ リア 「 『 リ クナビ  D M P  フ ォロー 』に係る当社に対する東京労働局による指導について 」 （ 2 0 1 9 年

9 月 6 日 ） h t t p s : / / w w w . r e c r u i t . c o . j p / n e w s r o o m / r e c r u i t c a r e e r / n e w s / 2 0 1 9 0 9 0 6 . p d f  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧。  
4 7 2  厚労省ウ ェブサイ ト 「根本大臣会見概要 」 （ 2 0 1 9 年 9 月 6 日 ）

h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / s t f / k a i k e n / d a i j i n / 0 0 0 0 1 9 4 7 0 8 _ 0 0 1 4 8 . h t m l  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧。  
4 7 3  同日、公益社団法人全国求人情報協会および一般社団法人人材サービス産業協議会に対し 「 募集情報等提供事業等の適

正な運営について 」 （ 2 0 1 9 年 9 月 6 日 ） とする書面を提出している 。

h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / c o n t e n t / 0 0 0 5 7 6 5 8 8 . p d f  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧。  
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自社内でもガバナンス強化の取組を行うとして検証を行い公表し、今後の取組として社内組織

の見直しおよび社内啓発プログラムの実施を行うとした 4 7 4。  

 この「リクナビ D M P フォロー事案」で個人情報保護法の側面から問題となったのは、利用目

的の明確化および本人同意取得の有無とその方法、また C o o k i e や識別番号の取扱いという

点である。具体的に該当する条項として下記 3 つを根拠とした。  

 

⚫  平成 2 7 年法第 2 0 条：安全管理措置（令和 3 年法第 2 3 条）  

個人情報取扱事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又は毀損の防止その

他の個人データの安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。  

⚫  平成 2 7 年法第 2 3 条：第三者提供の制限（令和 3 年法第 2 7 条）  

個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ない

で、個人データを第三者に提供してはならない。  

⚫  平成 2 7 年法第 2 2 条：委託先の監督（令和 3 年法第 2 5 条）  

個人情報取扱事業者は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合は、その

取扱いを委託された個人データの安全管理が図られるよう、委託を受けた者に対する

必要かつ適切な監督を行わなければならない。  

 

 当初 2 0 1 9 年 8 月の時点では、リクルート側の主張としてはあくまでも「利用規約（プライバ

シーポリシー）」の同意取得の不備であった 4 7 5、という主張だったが 4 7 6、ここで個人情報保護

委員会からの 1 2 月勧告では下記を問題視し指摘している（以下筆者要約）。  

 

✓  C o o k i e で突合し特定の個人を識別しないとする方式だという主張は、あくまでも

提供側のリクルートから見たものであり、受領側の契約企業は個人を特定できるう

え、リクルート側でもそれが可能であることを知っていた。これは意図的に第三者提

供の同意取得を回避したものであり法の趣旨を潜脱した極めて不適切な行為。  

✓  ハッシュ化すれば個人情報に該当しない、という認識が誤り。管理 I D を元に受領

側は特定の個人を識別できる。  

 

 ウェブサービスを利用する際、利用規約やプライバシーポリシーなどが掲示されており、利用

に際して登録が必要な際はそれらに同意（オプトイン）するという手順が一般的である。一方、

その規約文言は長文である場合、内容がわかりにくい場合もあり、サービス利用の必要性や魅

力と天秤にかけた結果、「読まずに（理解せずに）同意」する利用者も少なくない （野村・前川・

水谷・荒井（ 2 0 1 6 ： 1 ） ） 。 「リクナビ D M P フォロー」が主張する「本人同意の不備」は、まさにそ

 
4 7 4  前掲 4 5 5 「 本件の根本問題と今後のガバナンス強化に向けた取組み 」 h t t p s : / / w w w . r e c r u i t . c o . j p / r - d m p f / 0 6 /  

2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧。  
4 7 5  前掲 4 5 5  「 『 リ ク ナ ビ D M P フ ォ ロ ー 』 の 法的な不 備 と その 影響範囲 」 h t t p s : / / w w w . r e c r u i t . c o . j p / r - d m p f / 0 5 /  2 0 2 3 年 6 月 2

日閲覧 。  
4 7 6  石渡嶺司 「 リ クナビに 「不信任案 」が直撃か～内定辞退予測に大学、学生が猛反発 」 （ Y a h o o！個人記事、 2 0 1 9 年 8 月

1 3 日 ） h t t p s : / / n e w s . y a h o o . c o . j p / b y l i n e / i s h i w a t a r i r e i j i / 2 0 1 9 0 8 1 3 - 0 0 1 3 8 2 5 0  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧 。  
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うした「きちんと読まれないだろうが後日批判された際に言い訳できるように提示しておくべきだ

った」と捉えられる主張である 4 7 7。  

 一方、個人情報保護委員会が指摘したのは、そうした本人同意取得の手続き不備に加え、仕

組みそのものの潜脱性であり、この点が個人情報保護委員会初めての勧告に至る重要性をは

らんでいたという認識であると言える。また、提供側のみならず受領側企業も勧告の対象とした

点でも個人情報保護委員会が本事案に対し踏み込んだ姿勢を見せたと言える。  

 一方、「本人の同意」を得るためには、その前に「利用目的」に関する措置（第 1 5 条利用目

的の特定、第 1 6 条利用目的による制限、第 1 7 条適正な取得、第 1 8 条取得に際しての使用

目的の通知等。条番号は平成 2 7 年法時）を個人情報取扱事業者が行うべきであるが個人情

報保護委員会の勧告ではその点は含まれていなかった。  

この点が重要と言えるのは、（工藤・荒井・江間（ 2 0 2 0 ： 2 ） ）でも指摘されているように、この

「リクナビ D M P フォロー」が内定辞退率を予測スコア化した「プロファイリング」だからである。

個人情報保護委員会の 2 回の勧告は、同意取得のみならずそもそもの仕組み自体の違法性

に踏み込んでいたが、それは契約企業側で個人を識別できるからである、というものだった。こ

れを裏返すと、第三者に提供せずにスコア化した情報で利用者を選別することは問題ない、と

なってしまう可能性が残る。  

また、厚労省東京労働局からの指導でも指摘されているように、本人同意は完全な正当性の

担保とは言い切れない。前述の 2 0 1 9 年 9 月 6 日文書内で下記のように指摘している 4 7 8。  

 

 本人同意なく、あるいは仮に同意があったとしても同意を余儀なくされた状態で、学生等

の他者を含めた就職活動や情報収集、関心の持ち方などに関する状況を、本人があず

かり知らない形で合否決定前に募集企業に提供することは、募集企業に対する学生等

の立場を弱め、学生等の不安を惹起し、就職活動を委縮させるなど学生等の就職活動

に不利に働くおそれが高い。このことは本人同意があったとしても直ちに解消する問題

ではなく、職業安定法第 5 1 条に違反するおそれもあるため、今後、募集情報等提供事

業や職業紹介事業等の本旨に立ち返り、このような事業を行わないようにすること。  

 

就職を求める労働者側は学生に限らず採用する企業側より一般的に弱い立場であると言え

る。学生は自身にとって初めての就職活動である場合が多く、その手段として「リクナビ」「マイ

ナビ」のシェアが高い状態で、たとえ利用規約等に懸念があっても同意せずには利用ができな

いのであれば、利用者側が我慢する不利な条件に同意せざるを得ない。この体験について、実

際の体験を下記のように証言している 4 7 9。  

 

「 4 日後までに他社の選考を全て放棄してほしい。従ってもらえない場合、内定は取り消し

ます」  

 
4 7 7  ダイヤモン ドオンラ イン 「 リ クナ ビ内定辞退率問題で厚労省激怒 、 「デー タ購入企業 」に も鉄拳 」 （ 2 0 1 9 年 9 月 2 0 日 ）

h t t p s : / / d i a m o n d . j p / a r t i c l e s / - / 2 1 5 3 1 2  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧 。  
4 7 8  前掲 4 7 1  2 頁  
4 7 9  慶應塾生新聞 「 《 違法サービスはなぜ生まれたか  ルポ ・内定辞退予測 》 （ 上 ） 合否 ・ 「 オワハラ 」 への影響は  リ クナ ビ と行

政、食い違う説明 」 （ 2 0 2 0 年 2 月 2 9 日 ） h t t p s : / / w w w . j u k u s h i n . c o m / a r c h i v e s / 4 0 6 7 5  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧 。  
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慶大 4 年の男子学生（ 2 3 ）は 2 0 1 9 年 5 月下旬、内定先の企業に突然こう告げられた。  

内定を言い渡されたのは 4 月下旬。「人事面談では、『悔いの残らないように就活をやりき

って』と温かい言葉をもらった」。ところが 5 月を境に採用担当者の態度が一変。就職活動

を終えるよう迫られた。近年、学生の囲い込みを図る企業の間で横行する「オワハラ（就活

終われハラスメント） 」だ。  

 

 その後当学生がリクルートに自身の情報を問い合わせたところ実際に販売された自身のスコ

アが開示された 4 8 0。日を追うごとにスコアが L o w （低）から M i d d l e （中）、H i g h （高）と上がっ

ている。  

 

図  5 1  ある学生のスコア  

 
リ クルー トキャ リアが同一企業に実際に販売していた学生のスコア 。 （上から ） 1 9 年 5 月 2 0 日、 6 月 3 日、同 1 4 日時点のも

の （画像は一部加工 ）  

 

 また、個人情報保護委員会勧告および東京労働局指導では触れられていないが、「リクナビ

D M P フォロー」には、「リクナビ」以外の外部サイトから取得した閲覧履歴等のデータ 4 8 1、およ

び採用選考に使われた適性検査を利用していた 4 8 2。この外部サイトは就職情報サイト「外資就

活ドットコム（ h t t p s : / / g a i s h i s h u k a t s u . c o m / 。株式会社ハウテレビジョン運営）」であるが、

リクルートと外資就活ドットコムでやり取りされていた情報は C o o k i e である。この点について、

慶應塾生新聞では下記の山本達彦のコメントを掲載している 4 8 3。  

 

個人情報保護に詳しい慶大法科大学院の山本龍彦教授は「リクルートキャリアが自社の情

報と外部サイトのクッキーを照合すれば個人を特定できることは、外就にも容易に想定でき

た可能性が高い」との見方を示す。  

 
4 8 0  前掲 4 7 9  
4 8 1  日経 ｘ T E C H 「 ［ 独 自記事 ］ リ ク ナ ビ が提携サ イ ト の閲覧履 歴 も取得 し て いた事実が判明 」 （ 2 0 1 9 年 8 月 6 日 ）

h t t p s : / / x t e c h . n i k k e i . c o m / a t c l / n x t / c o l u m n / 1 8 / 0 0 0 0 1 / 0 2 7 1 0 /  2 0 2 3 年 6 月 2 日 閲 覧 。  
4 8 2  I T メ デ ィ ア ニ ュ ー ス 「 詳 報 ・ リ ク ナ ビ 問題  「 内 定辞 退予測 」 な ぜ始めた？  運営元社長が経緯 を告白 」 （ 2 0 1 9 年 8 月 2 7 日 ）

h t t p s : / / w w w . i t m e d i a . c o . j p / n e w s / a r t i c l e s / 1 9 0 8 / 2 7 / n e w s 0 6 2 . h t m l  2 0 2 3 年 6 月 2 日 閲 覧 。  
4 8 3  慶應塾生新聞 「 《 違 法 サー ビ ス は な ぜ生まれたか  ルポ ・ 内 定辞退予測 》 （ 中 ） 外 就 、 み ん就 、 Ｓ Ｐ Ｉ  吸い取 ら れ るデー タ 」 （ 2 0 2 0 年 3 月

2 日 ） h t t p s : / / w w w . j u k u s h i n . c o m / a r c h i v e s / 4 0 6 9 0  2 0 2 3 年 6 月 2 日 閲 覧 。  

https://gaishishukatsu.com/
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しかし、その法的扱いは複雑だ。クッキーを第三者に提供する際にも、それが規制の対象

となるのかは、現行法では明確にされていない。今回の問題で、外就のような提携サイトが

取り締まられていないのはそのためだ。  

 

 また、このような「評価情報の生成が個人情報の取得に当たらない」という解釈は「通説」とさ

れていた 4 8 4。この問題は、同時期に公表された「個人情報保護法いわゆる３年ごと見直し制度

改正大綱」（ 2 0 1 9 年 1 2 月 1 3 日）において「端末識別子等の取扱い」 4 8 5として本人同意の取

得義務付けが強化されることが明示され、令和 2 年法から新設された第 2 6 条第 2 項「個人関

連情報の第三者提供の制限等」（令和 3 年法第 3 1 条）として追加された。以下は令和 3 年法

における条文である。  

 

第三十一条  個人関連情報取扱事業者は、第三者が個人関連情報（個人関連情報データ

ベース等を構成するものに限る。以下この章及び第六章において同じ。）を個人データとし

て取得することが想定されるときは、第二十七条第一項各号に掲げる場合を除くほか、次

に掲げる事項について、あらかじめ個人情報保護委員会規則で定めるところにより確認す

ることをしないで、当該個人関連情報を当該第三者に提供してはならない。  

一  当該第三者が個人関連情報取扱事業者から個人関連情報の提供を受けて本人が識

別される個人データとして取得することを認める旨の当該本人の同意が得られていること。  

 

 「リクナビ D M P フォロー事案」発生時の平成 2 7 年法では対象外となった点について上記で

補足できる可能性もあるが、一方本条文はあくまでも「第三者提供」の際の「本人同意取得」を

義務付けるものである。本事案で問題となった「スコア化」による「プロファイリング」の懸念は、

利用者よりも強い立場にある企業等が、利用者本人が知らない間に利用者を選別する、という

点であった。その背後に、違法な同意取得、データのやり取りなどがあった点は前述の通り勧

告・指導で指摘されたものの、裏返すと、利用規約に明示し同意取得を行ったうえで第三者に

提供した場合、あるいは第三者提供を行わないが別のサービスを主目的として取得した情報を

元に自社内でスコア化した情報で利用者を選別することは問題ない、となる可能性が残る。  

  

第三項  その他の事案（Y a h o o !スコア、T カード）  

例として、本事案がメディア等で取り上げられる直前の 2 0 1 9 年 6 月に発表後批判が起きた

「Y a h o o !スコア」 4 8 6事案 4 8 7は、個人情報保護委員会からの勧告等を受けなかったものの利用

者からの批判の声を受けて一部同意方法を変更し 4 8 8、その後サービスを再開した。  

 
4 8 4  高木浩光 「第 ２回情報法セミナー  i n  東京  講演録  提言 ：就活サイ ト 「 内定辞退予測 」問題 と 「 信用スコア問題 」  個人情報

保護法上の検討と法改正に向けての提言 」 （ 2 0 1 9 年、一般財団法人  情報法制研究所 ）

h t t p s : / / w w w . j i l i s . o r g / r e p o r t / 2 0 1 9 / j i l i s r e p o r t - v o l 2 n o 9 . p d f  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧 。  
4 8 5  「 個人情報保護法いわゆる３年ごと見直し制度改正大綱 」 （ 2 0 1 9 年 1 2 月 1 3 日 ） 2 4 頁

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 2 0 0 1 1 0 _ s e i d o k a i s e i t a i k o . p d f  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧 。  
4 8 6  ヤ フー株式会社 「 ヤ フ ーが 保有す る ビ ッ グ デー タ か ら開発 し た 「 Y a h o o ! ス コ ア 」  7 月 1 日よ り ビ ジ ネ ス ソ リ ュ ー シ ョ ン サ ー ビ スの 提供 を開

始 」 （ 2 0 1 9 年 6 月 3 日 ） h t t p s : / / a b o u t . y a h o o . c o . j p / p r / r e l e a s e / 2 0 1 9 / 0 6 / 0 3 a /  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧 。  
4 8 7  ヤ フー株式会社 「 プ ラ イ バ シ ーに 関 す る新た な取 組みや 「 Y a h o o ! ス コ ア 」 の 一部仕様変更のお知 らせ 」 （ 2 0 1 9 年 9 月 9 日 ）

h t t p s : / / a b o u t . y a h o o . c o . j p / p r / r e l e a s e / 2 0 1 9 / 0 9 / 0 9 a /  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧 。  
4 8 8  ヤ フー株式会社 「 「 Y a h o o ! ス コ ア 」 に 関す る ソ ー シ ャル メ デ ィ ア での一部 投稿につ いて 」 （ 2 0 1 9 年 6 月 2 1 日 ）

h t t p s : / / a b o u t . y a h o o . c o . j p / p r / r e l e a s e / 2 0 1 9 / 0 6 / 2 1 b /  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧 。  
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 ここで批判を受けた一つ目の問題として、Y a h o o ! I D を保有している利用者はこの「Y a h o o !

スコア」の作成・利用における初期設定が「オン」の状態となっているいわゆる「オプトアウト」の

状態であった点がある。Y a h o o !は検索エンジンをはじめ、ニュースや無料メールアドレス、ショ

ッピングなど多岐に渡るオンラインサービスを提供するプラットフォームだが、新規サービスで

ある「Y a h o o !スコア」が追加された際に、事前に利用者にサービス追加の告知及びそれに伴う

利用規約の変更などがないまま、初期設定が「オン」すなわち「同意」の状態であった点で、「本

人同意」が適切に取得されていなかった。これはいわゆる「同意の抱き合わせ」と呼ばれ E U の

G D P R 第 7 条で禁止されている 4 8 9。また、このサービスはパートナー企業への第三者提供も

行われていたため、利用者がこのサービスに同意していることに気づかないまま第三者に情報

を提供する可能性があった。加えて、本人はこのスコアを自身で確認することができない状態

であり、訂正を行う手段も確保されていなかった 4 9 0。  

 

図  5 2  Y a h o o !スコアの概要  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヤ フー株式会 社 「 ヤ フ ー が保有す る ビ ッ グ デー タ か ら開発 し た 「 Y a h o o ! ス コ ア 」  7 月 1 日よ り ビ ジ ネ ス ソ リ ュ ー シ ョ ン サ ー ビ スの 提供 を開始 」

（ 2 0 1 9 年 6 月 3 日 ） h t t p s : / / a b o u t . y a h o o . c o . j p / p r / r e l e a s e / 2 0 1 9 / 0 6 / 0 3 a /  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧 。  

 

この「Y a h o o !スコア」は 2 0 2 0 年 8 月 3 1 日をもってサービスは終了したものの 4 9 1、あくま

でも「同スコアを使った特典を提供できない」などビジネス上の不振によるものであり、「リクナ

ビ D M P フォロー」とは異なる 4 9 2。また、総務省「情報通信白書」令和 2 年版第 3 章において、

「スコアリングサービスの広がり」 4 9 3として掲載もされておいる。ここから、問題点とされている

のは同意取得のわかりづらさやオプトアウト方式で合ったという点であり、サービスそのものに

ついての懸念はないということが受け取れる。  

 

 

 
4 8 9  弁護士ニ ュ ー ス ド ッ ト コ ム 「 批 判が噴 出 し た 「 Y a h o o ! ス コ ア 」 問 題 、 板倉 陽一郎弁護士が考 え る論点 」 （ 2 0 1 9 年 6 月 1 5 日 ）

h t t p s : / / w w w . b e n g o 4 . c o m / c _ 2 3 / n _ 9 7 6 4 /  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧 。  
4 9 0  藤代裕之 「 ユ ーザー が自分の信用 ス コ ア す ら確認 で き な い 「 Y a h o o ! ス コ ア 」 提 供が浮 き彫 り に し た問題点 」 （ Y a h o o ！個人記事 、 2 0 1 9

年 8 月 1 3 日 ） h t t p s : / / n e w s . y a h o o . c o . j p / b y l i n e / f u j i s i r o / 2 0 1 9 0 6 1 0 - 0 0 1 2 9 4 0 3  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧 。  
4 9 1  ヤ フー株式会社 「 「 Y a h o o ! ス コ ア 」 終 了のお知 らせ 」 （ 2 0 2 0 年 6 月 2 9 日 ）

h t t p s : / / a b o u t . y a h o o . c o . j p / p r / r e l e a s e / 2 0 2 0 / 0 6 / 2 9 a /  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧 。  
4 9 2  日経クロステッ ク 「ヤフーが 「 Y a h o o ! スコア 」終了へ、事実上サービス開始できず 」 （ 2 0 1 9 年 6 月 2 9 日 ）

h t t p s : / / x t e c h . n i k k e i . c o m / a t c l / n x t / n e w s / 1 8 / 0 8 2 4 1 /  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧 。  
4 9 3  総務省 「情報通信白書 」令和 2 年版 「第 3 節  パーソナルデー タ活用の今後 」 3 頁

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / j o h o t s u s i n t o k e i / w h i t e p a p e r / j a / r 0 2 / p d f / n 3 3 0 0 0 0 0 . p d f  2 0 2 3 年 6 月 2 日閲覧 。  
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図  5 3  総務省「情報通信白書」令和 2 年版  

 
総務省 「情報通信白書 」令和 2 年版 「第 3 節  パーソナルデー タ活用の今後 」 3 頁  

 

 別の事例として、 2 0 2 2 年 7 月 2 8 日、カルチュア・コンビニエンス・クラブ（以下、「C C C 」 ）が

発表した「C D P  f o r  L I F E S T Y L E  I n s i g h t s 」 4 9 4は、プラットフォーム上に蓄積された複数分

野にまたがるサービス・購買行動をつなぎ合わせたうえで顧客を分類し、そのデータを第三者

に販売する、という事業があげられる。  

 この事業は C C C グループ傘下の C C C マーケティング株式会社 4 9 5とトレジャーデータ株式

会社が業務提携を行い提供するサービスである。C C C が提供する「T カード」の登録会員デー

タ（約 7 0 0 0 万 I D。当時）とその会員の購入・行動履歴データ、またそれらを元に C C C が独自

に分類した「顧客 D N A のペルソナデータ」と C C C が命名した顧客特性を、第三者である企業

に販売するというものである。「T カード」は、実店舗及びオンラインサービスを運営する参加企

業（約 1 5 万店舗） 4 9 6が T カード保有者に対し購入・利用に応じてポイントを付与、会員はポイ

ントを購入金額の一部に充てられる仕組みである。  

このように蓄積された C C C のいわゆるビッグデータ」を購入した企業は、個人識別子（C C C

側はメールアドレスか電話番号としている）を元に、自社で保有しているデータと紐づけて個人

を特定し、自社のマーケティング等に利用することができるとしている。C C C 側は、「氏名や住

所など直接個人が特定されるデータは取り扱いを行いません」としているが 4 9 7、メールアドレス

や電話番号などはそのほかと紐づけることで容易に個人を特定できる。  

 

 

 
4 9 4  カ ル チ ュ ア ・ コ ン ビ ニ エ ン ス ・ ク ラ ブ 株式会社 「 C C C マーケ テ ィ ン グ と ト レ ジ ャ ーデー タ 、 生活者 の ラ イ フ ス タ イ ル を 基点 と し た情報 プ ラ ッ ト

フ ォ ー ム構 築に向け C D P 領域 で提 携～ 「 C D P  f o r  L I F E S T Y L E  I n s i g h t s 」 を 8 月よ り開始 予定～ 」 （ 2 0 2 2 年 7 月 2 8 日 ）

h t t p s : / / w w w . c c c . c o . j p / n e w s / 2 0 2 2 / 2 0 2 2 0 7 2 8 _ 0 0 2 3 7 7 . h t m l  2 0 2 3 年 6 月 4 日閲覧 。  
4 9 5  2 0 2 2 年 1 0 月 1 日に 「 株式会社 T ポ イ ン ト ・ ジ ャ パ ン 」 と 吸 収合併に よ り統合 し C C C M K ホ ールデ ィ ン グ ス 株式会社に社名変更 し た 。 本

論文では プ レ ス リ リ ー ス発表の 2 0 2 2 年 7 月 2 8 日時点の旧社名 を使用 し た 。

h t t p s : / / w w w . c c c . c o . j p / n e w s / 2 0 2 2 / 2 0 2 2 1 0 0 1 _ 0 0 2 4 0 8 . h t m l  2 0 2 3 年 6 月 4 日閲覧 。  
4 9 6  前掲 4 8 6  
4 9 7  C C C マーケテ ィング株式会社 「情報プラ ッ ト フ ォームにおけるデータ とプライバシーの保護の考え方 」

h t t p s : / / w w w . c c c m k h d . c o . j p / p r i v a c y p o l i c y /  2 0 2 3 年 6 月 4 日閲覧 。  
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図  5 4  サービスにおけるデータ提供イメージ（上下 2 画像ともに）  

 

 
マイナ ビニ ュース 「 C C C 、 T ポイン トデー タをオープン化  -  7 0 0 0 万人の会員デー タが利用可能に 」

h t t p s : / / n e w s . m y n a v i . j p / t e c h p l u s / a r t i c l e / 2 0 2 2 0 7 2 8 - 2 4 1 0 3 6 9 /  2 0 2 3 年 6 月 4 日 閲 覧 。  

 

 この点について、C C C 側は「利用規約で説明し同意をとっている」と取材に対し回答している

が、これもいくつかの指摘すべき点がある。  

 

T  サイト［T  ポイント / T  カード］サービス利用規約（ 2 0 2 2  年  4  月  1  日改訂版） 4 9 8  

第  1 2  条  行動ターゲティング広告事業者への情報の提供  

1 .当社および  C C C  は、本サイトその他のオンラインサービス上で、ネット会員の興味・

嗜好にあった広告を配信することを目的として、ネット会員の本サイトの閲覧および行動

履歴や当社および  C C C  が保有するネット会員の個人情報（C o o k i e  情報その他広告

配信のために必要な番号、記号その他の符号を含みます。以下同じです）を、行動ター

ゲティング広告サービスを運営する事業者（行動ターゲティング広告（識別子等を用い

た適切な対象への広告配信をいいます）を自社の媒体で行う事業者を含み、以下「行動

ターゲティング広告事業者」といいます）に対して第三者提供する場合があり、ネット会

 
4 9 8  C C C  マーケテ ィング株式会社  カルチ ュア ・ コ ンビニエンス ・ ク ラ ブ株式会社 「 T  サイ ト ［ T  ポイン ト / T  カー ド ］サービス利

用規約 」 （ 2 0 2 2 年 4 月 1 日 ） h t t p s : / / w e b . t s i t e . j p / t o p i c / 2 0 2 2 0 4 0 1 / p d f / 2 0 2 2 0 4 0 1 _ t s i t e k i y a k u . p d f  2 0 2 3 年 6

月 4 日閲覧 。  
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員は、当該第三者提供についてあらかじめ同意するものとします。  

（中略）  

4．当社および  C C C  が行動ターゲティング広告事業者に対して第三者提供するネット

会員の情報は、ネット会員の氏名や住所等、行動ターゲティング広告事業者側で個人を

特定できる情報は含まれておらず、ネット会員の情報は匿名のままに保たれ、個人を特

定できる情報は一切取得できない仕組みとなっています。  

 

 この「行動ターゲティング広告事業者」に「自社の媒体で行う事業者を含み」とあるが、自社の

メールマガジン等を行っている企業も含まれると解釈することができる。また、 「個人を特定でき

る情報は一切取得できない」としているが、このサービスではメールアドレスや電話番号をその

まま提供するとしており、これらをキーにして紐づけることで「個人を特定」できる。前述の「リク

ナビ D M P フォロー」では、企業特有の「会員 I D 」 「管理 I D 」をキーにして紐づけることで個人

を特定できるとして指摘されていたが、このサービスではさらに識別性が高いメールアドレスや

電話番号をそのまま提供するとしていた。  さらに、この利用規約の改定は 2 0 2 1 年 7 月時点

であったが、改定前に登録者に対しメール等で変更点を通知していなかった 4 9 9。加えて、独自

の「顧客 D N A 」 5 0 0とする分類も提供するデータに含まれていたが、自身が知り得ないあるいは

訂正変更することができない「プロファイリング」を事前に通知されることなく第三者に提供され

る仕組みだった。  

 

図  5 5  志向性フラグ「顧客 D N A 」  

 
マイナビニュース「 C C C 、 T ポイントデータをオープン化  -  7 0 0 0 万人の会員データが利用可能に」

h t t p s : / / n e w s . m y n a v i . j p / t e c h p l u s / a r t i c l e / 2 0 2 2 0 7 2 8 - 2 4 1 0 3 6 9 /  2 0 2 3 年 6 月 4 日閲覧 。  

 

 「利用規約」の変更を事前に通知されなかったうえ、利用規約はこのような第三者提供と読み

取れる内容になっていない。「リクナビ D M P フォロー」でも問題になった「同意取得」があいま

いであるとしてメディアや S N S 等で懸念の声が上がった。なお、個人情報保護委員会の指摘、

およびサービスの進捗は 2 0 2 3 年 5 月末時点では見られない。  

 
4 9 9  読売新聞 「 Ｔ カ ー ド 会社 、 ４ 千万人分 の顧客デー タ を 販売へ… 「 同 意 」 は 有 効か 」 （ 2 0 2 2 年 9 月 3 日 ）

h t t p s : / / w w w . y o m i u r i . c o . j p / s c i e n c e / 2 0 2 2 0 9 0 3 - O Y T 1 T 5 0 0 9 2 /  2 0 2 3 年 6 月 4 日閲覧 。  
5 0 0  「 顧 客 D N A 」 は 、 2 0 1 6 年ご ろか ら C C C 内でで取 り組 ま れ て いた顧客 分析であ る 。 日経 ク ロ ス テ ッ ク 「 購 入 履歴か ら 3 0 0 項目の顧客属

性 を予測 、 T カ ー ド の C C C が 「 顧 客 D N A 」 を 解 説 」 （ 2 0 1 6 年 1 0 月 2 0 日 ）

h t t p s : / / x t e c h . n i k k e i . c o m / i t / a t c l / n e w s / 1 6 / 1 0 1 8 0 3 0 3 1 / 1 0 2 0 0 0 0 8 5 /  2 0 2 3 年 6 月 4 日閲覧 。  
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 このように、「リクナビ D M P フォロー」では、個人情報保護委員会のほか厚生労働省東京労

働局の指摘など雇用・労働など複数の視点にわたる点から、サービスの停止に至った。一方

で、「Y a h o o !スコア」や「C D P  f o r  L I F E S T Y L E  I n s i g h t s 」のように、マーケティングなどへ

の利用といった場合、個人情報保護法に則って本人の同意を取得すれば問題がない、という可

能性がある。  

 これに対し、前述の大島が指摘するように令和 2 年法の改正における「利用停止権」の強化

により（第 3 0 条第 5 ・ 6 項）、利用者側の異議申し立ておよび停止・消去を請求できるよう立場

が強化されたとみることもできる。しかしながら、「リクナビ D M P フォロー」事案の後も、類似の

構想による仕組みが発表されるたびに世論による批判が起き、企業側が自主的にサービスを

見直す、という展開が繰り返されている。  

 

第八章  自説の展開 1：日本の個人情報保護法における「活用」  

第一節  第一条「活用」  

個人情報保護法が語られる際、「保護」と「活用」がセットとして言及されるが、これは、第一

条にある文言が根拠とされていると推測できる。  

 

第一条   

この法律は、デジタル社会の進展に伴い個人情報の利用が著しく拡大していることに鑑

み、個人情報の適正な取扱いに関し、基本理念及び政府による基本方針の作成その他

の個人情報の保護に関する施策の基本となる事項を定め、国及び地方公共団体の責

務等を明らかにし、個人情報を取り扱う事業者及び行政機関等についてこれらの特性

に応じて遵守すべき義務等を定めるとともに、個人情報保護委員会を設置することによ

り、行政機関等の事務及び事業の適正かつ円滑な運営を図り、並びに個人情報の適正

かつ効果的な活用が新たな産業の創出並びに活力ある経済社会及び豊かな国民生活

の実現に資するものであることその他の個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利

利益を保護することを目的とする。（下線は筆者）。  

 

また、令和 2 年改正時の概要にも、「自身の個人情報に対する意識の高まり、技術革新を踏

まえた保護と利活用のバランス、越境データの流通増大に伴う新たなリスクへの対応等の観点

から、今般、個人情報保護法の改正を行い、以下の措置を講ずることとしたもの」という前置き

で改正法の内容を解説している 5 0 1。しかし平成 1 5 年法には、この「活用」という文言は入って

いない 5 0 2。  

 

 （平成 1 5 年法の第 1 条）  

 
5 0 1  個人情報保護保護委員会 、 個人情 報の保護に関す る法律等の一部 を改 正す る法律 （概要 ） 、

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 2 0 0 6 1 2 _ g a i y o u . p d f 、 2 0 2 2 年 1 0 月 1 3 日閲覧  
5 0 2  園部逸夫 ・ 藤原靜雄編 集  個人情報保護法制研究会 、 『 個 人情報 保護法の解説 《 第二次改 訂版 》 』 （ 株 式会社 ぎ ょ う せ い 、 初 版 、 2 0 1 8

年 ） 、 5 4 頁  
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この法律は、高度情報通信社会の進展に伴い個人情報の利用が著しく拡大しているこ

とにかんがみ、個人情報の適正な取扱いに関し、基本理念及び政府による基本方針の

作成その他の個人情報の保護に関する施策の基本となる事項を定め、国及び地方公共

団体の責務等を明らかにするとともに、個人情報を取り扱う事業者の遵守すべき義務等

を定めることにより、個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護すること

を目的とする。  

 

この「活用」という文言は、 1 2 年ぶりに行われた最初の改正である平成 2 7 年法から使われ

るようになり、その後令和 3 年改正まで引き継がれている。法律改正の背景として、「個人情報

の保護に関する基本方針 5 0 3 」  では、急速なデジタル化やグローバル化、データ活用需要の高

まりなど社会的な変化の影響が説明されている。しかしながら、個人情報の「保護」を謳った法

律内で「活用」が明示される根拠として、社会的状況の変化にあるという説明だけでは不十分で

はないだろうか。  

本章では、個人情報保護法に「活用」という側面が付与された背景に、国会提出時にメディア

の猛反発を受けたことにより「基本原則」を削ったことが、その後の「基本法」の側面を薄め、

「活用」の側面を強くする素地となったのではないかという点、また同法の成立のもう一つの側

面として、「規制改革」に対するアクションとして位置づけられた点が素地としてその後に影響し

ているといえる点、について、当時の議事録および資料等から分析を行い、その過程を明らか

にする。  

 

第二節  平成 1 5 年法成立の検討過程  

第一項  O E C D 8 原則と個人情報保護検討部会設立、高度情報通信社会推進本部  

 前述したように、昭和 5 5 年（ 1 9 8 0 年） 9 月の O E C D 勧告の採択を踏まえ、日本では国の

行政機関について昭和 6 3 年法が制定された。同法は、国の行政機関を対象とするもので、民

間分野を対象とする法整備の必要性についても論点となったものの、衆参両院の内閣委員会

の附帯決議で重要課題として指摘され、将来への課題として残された。民間分野においては、

「ごく一部の事業法等（割賦販売法、貸金業の規制に関する法律、職業安定法、労働者派遣事

業法等）」に個人情報保護に係る規定が置かれている程度で、それ以外は、各府省が定める事

業分野ごとのガイドラインやそれらに準拠した業界団体等のガイドラインを中心に取組が進め

られてきた  。  

その後、情報通信技術の急速な発展を背景として、平成 6 年（ 1 9 9 4 年） 8 月、「高度情報通

信社会推進本部」が閣議決定に基づいて設置された際、電子商取引等の推進にむけて、取引

の安全性・信頼性確保との関わりからプライバシー保護の必要性が指摘された。これを受け

て、高度情報通信社会推進本部の下に個人情報保護検討部会（座長：堀部政男）が設置され、

「我が国における個人情報保護システムの在り方について（中間報告）」を平成 1 1 年（ 1 9 9 9

年） 1 1 月に取りまとめた 5 0 4。  

 
5 0 3  個人情報保護保護委員会 、 個人情 報の保護に関す る基本方針 （  平成 1 6 年 ４月 ２ 日閣議決定 、 令和 ４ 年 ４ 月 １ 日一部変更 ） 、

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 2 0 2 2 0 4 0 1 _ p e r s o n a l _ b a s i c p o l i c y . p d f  2 0 2 3 年 1 月 5 日閲覧  
5 0 4  前掲 9  
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この中間報告では、「個人情報保護システムは、保護と利用が調和すべき関係にあることを

念頭に、個人情報の保護の必要性とその利用の有用性の双方に配慮した、バランスのとれたも

のとして構築する必要があると考えられる」としたうえで、伝統的プライバシーと自己情報コント

ロールとしての現代的プライバシーについて、法の適用範囲として自動処理およびマニュアル

情報も対象にすべきか否か、など検討すべき視点を概観しながらその後の法制化について次

のように提言している。  

 

我が国において、既に社会一般に広く個人情報の利用が進んでいる現状にかんがみる

と、民間部門をも対象とした個人情報保護システムの整備は喫緊の課題である。  

しかし、民間における個人情報の利用の形態やその程度は分野によって様々であるの

で、個別法による公的関与や民間における自主規制など、個別分野ごとの利用の特性

に応じた保護を図っていく手法の利点を十分生かしていくことが不可欠である。  

また、個人情報利用の分野の拡大及び高度化など今後起こり得る様々な状況の変化に

的確に対応し得るような全体として柔軟なシステムの構築を目指す必要もある。  

したがって、我が国の個人情報保護システムの在り方としては、まず、官民を通じた基

本原則の確立を図ることとし、あわせて保護の必要性が高い分野については個別法の

整備を図るとともに、民間における業界や事業者等の自主規制等の自主的な取組みを

促進し、これらを全体として組み合わせて最適なシステムとして構築することを基本とす

ることが適当である。  

このような観点から、我が国の個人情報保護システムの中核となる基本原則等を確立

するため、全分野を包括する基本法を制定することが必要である。  

 

また、、前述の O E C D 8 原則を下敷きとして参照した「個人情報保護のために確立すべき原

則」として、 5 つの原則  5 0 5が提示されているなど、当初の方向性としては、個人情報保護法は

「個人情報保護システムの中核となる基本原則を確立するため」の「基本法」としてまず立法

し、各分野については追って個別法を制定する、という目論見であったことがわかる。  

さらに、この後平成 1 2 年（ 2 0 0 0 年） 1 月に情報通信技術（ Ｉ Ｔ ）戦略本部 5 0 6の下に個人情報

保護法制化専門委員会（委員長：園部逸夫）が設けられ、同年 1 0 月に「個人情報保護基本法

制に関する大綱」を取りまとめた。この大綱は先の中間報告を踏襲し、O E C D 8 原則を下敷き

とした基本原則に加え、個人情報取扱事業者の義務、政府や地方公共団体の措置などを盛り

込んだ基本法制の提言となっている。  

この中間報告から大綱への取りまとめの変遷について、当時内閣官房個人情報保護担当室

長、総務省官房審議官（行政管理局担当）として個人情報保護法立案の事務局責任者だった

藤井昭夫「個人情報保護法制定過程に関する考察」 5 0 7によると、次のような経緯であったこと

がわかる。  

 
5 0 5  前掲 5 0 4 より 、 以下 5 つの原則とそれに対応するＯ Ｅ Ｃ Ｄ ８ 原則 （ カ ギ括弧内に示す ） であ る 。 （ １ ） 個人情報の収集 （目的

明確化の原則、収集制限の原則 ） 、 （ ２ ） 個人情報の利用等 （利用制限の原則 ） 、 （ ３ ） 個人情報の管理等 （デー タ内容の原則 、

安全保護の原則 ） 、 （ ４ ） 本人情報の開示等 （公開の原  則個人参加の原則 ） 、 （ ５ ） 管理責任及び苦情処理 （ 責任の原則 ） 。  
5 0 6  1 9 9 4 年に内閣に設置された高度情報通信社会推進本部は、 2 0 0 0 年に情報通信技術本部 （ I T 戦略本部 ） に改組され

た 。  
5 0 7  藤井昭夫 「個人情報保護法制定過程に関す る考察 」 （政経研究、第 5 0 巻第 2 号、 2 0 1 3 年 ） 、 1 0 2 頁  
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中間整理までの基本法構想から基本法・民間一般法構想へと進化できたのは、中間整

理後の各省庁、経済界等のヒアリングにおいて、厳しい状況認識の共有があり、積極的

対応の方向でコンセンサスができそうなことが判明したことが大きい。また、基本法構想

では個別法の整備が不可欠であるが、個別法担当省庁において、一般法があった方が

進めやすいと考えている状況が窺えたこともある。そこで、まず、一般的な規制システム

を整備し、その上で、分野等別に必要な法整備又は自主規律を上乗せするという体系

になった。   

 

これは、ヨーロッパのような公民一体型のオムニバス方式（統合方式）と、アメリカのように特

定の分野でそれぞれ保護措置を講じるセクトラル方式（個別分野別方式）、のそれぞれの特徴

を併せ持った特色のある制度である、と藤井は別の機会でも回答している 5 0 8。  

これを基に政府は立案作業を進め平成 1 3 年（ 2 0 0 1 年） 3 月第 1 5 1 回国会に法案（閣法第

9 0 号）を提出した。  

 

第二項  国会提出と国民・メディアの反発  

 政府が最初の法案（第 1 5 1 回国会閣法第 9 0 号 5 0 9 ）を提出すると、新聞や放送各社などメ

ディアによる批判が一斉に起きた。個人情報保護法の成立については、「難産」といわれること

があるが、それは、平成 1 3 年（ 2 0 0 1 年） 3 月の第 1 5 1 回国会に提出され、その後四回の継

続審議を繰り返したのちに平成 1 4 年（ 2 0 0 2 年）の第 1 5 5 回国会で廃案となり、修正法案を

平成 1 5 年（ 2 0 0 3 年） 3 月の第 1 5 6 回通常国会に修正法案（第 1 5 6 回国会閣法第 7 1 号

5 1 0 ）提出してついに成立に至ったという経緯がある。特に大きな要因となったのは、メディアか

らの反発である。これは第 3 章で述べたように、平成 1 1 年（ 1 9 9 9 年）の住民基本台帳法の一

部改正に対して国民から不安が起こったことから、個人情報を取り巻く課題についての議論が

活発となり、個人情報保護に関する法制度の整備の必要性が認識されるようになったことに加

え、メディアの言論規制につながるのでは、とメディア各社からの批判が高まったことによる。  

この点について、藤井昭夫は、法案成立後の、宇賀克也、藤原静雄との鼎談において、「立

案の担当者としては、もともとこの法律によってメディアをどうこうするという意思は全くなかっ

たわけです。… …＜中略＞… …最初からメディアを不当に規制することのないよう、二重にも三

重にも適用除外や努力義務にする、ということで工夫をこらしてきました。その辺りでメディアや

ジャーナリズムの方々と立案段階のみならず、法案提出後も意見交換はしていたのですが、な

かなか理解が浸透しませんでした」と、政府側が意図しない方向でメディアから受け止められた

戸惑いと理解を得られなかった苦労を語っている 5 1 1。当初に出された法案では、「一般事業者

 
5 0 8  法律文化、個人情報保護法案の法制的検討課題と立法趣旨、 h t t p s : / / w w w . l e c - j p . c o m / h -

b u n k a / i t e m / v 2 2 1 / p d f / 0 5 _ s p 2 . p d f 、 2 0 2 3 年 1 0 月 1 3 日閲覧  
5 0 9  個人情報の保護に関する法律案 （第 1 5 1 回国会閣法第 9 0 号 ）

h t t p s : / / w w w . s h u g i i n . g o . j p / i n t e r n e t / i t d b _ g i a n . n s f / h t m l / g i a n / h o n b u n / h o u a n / g 1 5 1 0 5 0 9 0 . h t m 、 2 0 2 3 年 1

月 1 5 日閲覧  
5 1 0  個人情報の保護に関する法律案 （第 1 5 6 回国会閣法第 7 1 号 ）

h t t p s : / / w w w . s h u g i i n . g o . j p / i n t e r n e t / i t d b _ g i a n . n s f / h t m l / g i a n / h o n b u n / h o u a n / g 1 5 6 0 9 0 7 1 . h t m 、 2 0 2 3 年 1

月 1 5 日閲覧  
5 1 1  宇賀克也、藤原静雄、藤井昭夫「鼎談  個人情報保護法の立案過程を振り返って」 （ジュリス ト 、 1 2 5 3 号、 2 0 0 3
年） 、 8 - 9 頁  
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による個人情報のＩＴ処理を適正に行わせるためのものであり、メディア等を規制するものでな

いこと、メディア等への適用除外、配慮規定も十分盛り込まれている」 5 1 2点についてメディア側

の理解を得ることができず、廃案となった。  

 

メディア関係団体等による意見表明（主なもの。談話等を除く） 5 1 3※当初の法案に対する

もの   

㈳日本新聞協会「個人情報保護立法化に当たっての意見書」 2 0 0 1 年 3 月 6 日、「個人情

報保護法案と人権擁護法案に対する緊急声明」 2 0 0 2 年 4 月 2 4 日  

㈳日本民間放送連盟「「個人情報の保護に関する法律案」に対する見解」 2 0 0 1 年 3 月 9

日  

日本放送協会「個人情報の保護に関する法律案に対する N H K 見解」同 3 月 2 7 日  

㈳日本雑誌協会「「個人情報の保護に関する法律案」に対する意見書」同 3 月 1 4 日  

㈳日本書籍出版協会「個人情報保護法の法制化に関する意見」同 3 月 1 3 日  

 

図  5 6  「個人情報」という単語が主要三新聞で出現した回数推移  

 
検索対象 ：  朝日新聞、朝日新聞デジ タル 、読売新聞 （全国版、地方版 ） 、 日本経済新聞朝刊、日本経済新聞夕刊、日経産業新
聞日経 M J 、日経金融新聞、日経地方経済面。見出し ・ 本文に該当単語が使用されている記事を集計。 イ ン タビ ュー 、書評、 コ
ラムでの使用も含む。筆者作成。出現回数の検索には以下検索専用ウェブサイ ト を使用 （朝日新聞 ：聞蔵Ⅱビジュアル、読売新

聞 ： ヨ ミ ダス歴史館、日本経済新聞 ：日経テレコン 2 1 、 検索日 2 0 1 9 年 8 月 3 日 ）  

 

例えば、㈳日本新聞協会「個人情報保護立法化に当たっての意見書」では、次の通り「報道

目的の個人情報が基本原則を含め基本法の適用対象から全面的に除外される」ようにと「強く

要請」した。  

先にまとめられた「個人情報保護基本法制に関する大綱」では、「なお、基本原則は、公益

上必要な活動や正当な事業活動等を制限するものではない。この趣旨は、報道分野におけ

 
5 1 2  前掲 5 0 2 、 1 0 6 頁  
5 1 3  前掲 5 0 2 、 3 1 頁  
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る取材活動に伴う個人情報の取扱い等に関しても同様である」との「なお書き」が付され、報

道分野に特に言及して取材活動を阻害するものではない旨が明記された。  

これは大綱をまとめた専門委員会の一致した意見であり、立法化に当たり、報道目的の個

人情報は、基本原則を含め法の全面的な適用除外とするよう条文に明記しなければならな

いと考える。  

また、行政など公的機関が保有する個人情報については、民間部門と同列に扱うのでは

なく、情報主体である本人への開示等の実現に向け、現行の法制度を早期かつ抜本的に改

正するよう求める。 5 1 4  

 

ここで指摘されている「基本原則」は、次に引用する前述第 1 5 1 回国会閣法第 9 0 号の「第

二章  基本原則（第 3 条―第 8 条）」を指している。  

 

第三条  個人情報が個人の人格尊重の理念の下に慎重に取り扱われるべきものであるこ

とにかんがみ、個人情報を取り扱う者は、次条から第八条までに規定する基本原則にのっ

とり、個人情報の適正な取扱いに努めなければならない。  

 （利用目的による制限）  

第四条  個人情報は、その利用の目的が明確にされるとともに、当該目的の達成に必要な

範囲内で取り扱われなければならない。  

 （適正な取得）  

第五条  個人情報は、適法かつ適正な方法で取得されなければならない。  

 （正確性の確保）  

第六条  個人情報は、その利用の目的の達成に必要な範囲内で正確かつ最新の内容に保

たれなければならない。  

 （安全性の確保）  

第七条  個人情報の取扱いに当たっては、漏えい、滅失又はき損の防止その他の安全管

理のために必要かつ適切な措置が講じられるよう配慮されなければならない。  

 （透明性の確保）  

第八条  個人情報の取扱いに当たっては、本人が適切に関与し得るよう配慮されなければ

ならない。  

 

 その後、この基本原則を「基本理念」として修正した第条のみを残し第四条から第八条までを

削除するなど与党三党修正要綱を踏まえた修正を加えて 2 0 0 3 年 3 月に新案として「個人情

報の保護に関する法律案」（閣法第 7 1 号）、「行政機関の保有する個人情報の保護に関する

法律案」（閣法第 7 2 号）、「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律案」（閣

法第 7 3 号）、「情報公開・個人情報保護審査会設置法案」（閣法第 7 4 号）、「行政機関の保有

する個人情報の保護に関する法律等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律案」（閣法

 
5 1 4  一般社団法人日本新聞協会、 「 個人情報保護立法化に当たっての意見書 」 、 2 0 0 1 年 3 月、

h t t p s : / / w w w . p r e s s n e t . o r . j p / s t a t e m e n t / p r i v a c y / 0 1 0 3 0 6 _ 7 7  . h t m l （ 2 0 2 3 年 1 月 1 5 日閲覧 ）  
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第 7 5 号）の関係五法案が提出され、同年 4 月開始の第 1 5 6 回国会にて審議を通過し、同年

5 月に成立、公布となった。  

ここで「基本原則」が削除されたことの持つ意味について、前述の鼎談において藤原は「基本

原則は削除された「基本理念」という言葉だけが残って、基本原則がより抽象化されたという見

方もできるでしょうし、三条が残っている以上はあまり変わらないのだという見方もできる」と述

べ、「裁判の基準との関係でいえば、プラスにもマイナスにもなっていない」と見立てている

5 1 5。これについて、藤井から当初法案に基本原則を作った背景として、「一つは、わが国では

個人情報の取扱いに対するルールの意識が低いということで、基本原則を法律で位置づけた

ほうがいいのではないか」「二つ目は、その当時は行政機関等法制の見直しが始まっていなか

ったものですから、その指導理念になればいいということ」と意図を説明したうえで、「立法者の

意図としては、基本原則も基本理念も、あくまで基本法の内容となっている各条文、あるいは基

本法に基づいて作られる個別法の指導理念としての精神規定という趣旨」と解説している。  

一方藤原はその後、平成 2 7 年法成立後の 2 0 1 6 年に別の論文において、「 「個人情報の適

正かつ効果的な活用が新たな産業の創出並びに活力ある経済社会及び豊かな国民生活の実

現に資するものであること」が挿入されたわが国個人情報保護法の目的規定（一条）と、ＥＵ規

則全文（一）とを調和させるのは骨の折れる作業であろう。人格尊重の理念規定（同三条）の下

どのような進路を取るか、日本における個人情報保護がトピック以上のものであることの論証

は、個人情報保護委員会に課せられた宿題といえようか」と述べ、平成 2 7 年法で一条に追加

された「活用」などを含む文言と、個人情報保護を世界的に主導する E U が個人情報保護を基

本的人権として位置づける態度との協調との難しさを示唆している 5 1 6。  

立法化に関わった藤井らの発言などをこのように並べると、平成 1 5 年法が成立した当時

は、その後の改正および個別法の制定などを念頭に置いてたことから、基本原則がたとえ削除

されても大きな影響はない、としていたものの、十二年後に行われた最初の改正においては、

O E C D 8 原則などＥＵが持っていた「基本的人権」としての個人情報保護という側面が薄れてい

ったといえよう。  

こうして成立した個人情報保護法は、「基本理念や国・地方公共団体の責務を明らかにする

部分などの『基本法』に当たる部分と、民間部門の一般法、つまり民間部門の規制である第四

章以下の部分」で構成された「比較法的に見てもユニークな構造」となっている 5 1 7  

 

 

第三節  総合規制改革会議の検討過程  

第一項  総合規制改革会議の発足と「個人情報」  

 内閣府で令和 3 年（ 2 0 2 2 年）以降も開催されている規制改革推進会議は、「内閣総理大臣

の諮問に応じ、経済社会の構造改革を進める上で必要な規制の在り方の改革に関する基本的

事項を総合的に調査・審議することを主要な任務」とした「内閣府設置法第三七条第二項に基

 
5 1 5  前掲 5 0 8 、 8 - 9 頁  
5 1 6  藤原靜雄「個人情報保護に関する国際的ハーモナイゼーション 」 （論究ジュリスト 、 1 8 号、 2 0 1 6 ） 、 6 6 頁  
5 1 7  前掲 5 1 1 、 8 - 9 頁  
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づき設置された審議会」 5 1 8であるが、元々は 2 0 0 1 年 4 月、小泉純一郎内閣により設置され

た総合規制改革会議を皮切りに続いている規制改革に関する検討会議である。  

 

 （参考）これまでの規制改革に関する会議  

総合規制改革会議（ 2 0 0 1 年 4 月 1 日～ 2 0 0 4 年 3 月 3 1 日）  

規制改革・民間開放推進会議（ 2 0 0 4 年 4 月 1 日～ 2 0 0 7 年 1 月 2 5 日）  

規制改革会議（ 2 0 0 7 年 1 月 2 6 日～ 2 0 1 0 年 3 月 3 1 日）  

行政刷新会議規制・制度改革委員会（ 2 0 1 0 年 3 月 1 1 日～ 2 0 1 2 年 1 2 月 2 6 日）  

規制改革会議（ 2 0 1 3 年 1 月 2 3 日～ 2 0 1 6 年 7 月 3 1 日）  

規制改革推進会議（ 2 0 1 6 年 9 月 7 日～ 2 0 1 9 年 7 月 3 1 日）  

規制改革推進会議（ 2 0 1 9 年 1 0 月～ 2 0 2 0 年 1 0 月）  

規制改革推進会議（ 2 0 2 0 年 1 0 月～）  

 

 最初の「総合規制改革会議」が実施された 2 0 0 1 年は、第二章で見た通り個人情報保護法が

最初に国会審議にかけられたタイミングと重なっている。 2 0 0 1 年 5 月 1 1 日に行われた第一

回総合規制改革会議では、石原伸晃規制改革担当大臣（当時）から、「小泉内閣の最大の目玉

は構造改革」との発言があり、また小泉内閣総理大臣（当時）からも「規制改革に今まで最も意

欲的な内閣だということを、この会議でも実績を積んで見せていただきたい」との発言があり、

意欲を持って取り組んでいたことがうかがえる。  

開催に先立って同年 3 月 3 0 日に閣議決定された「規制改革推進三か年計画」では、横断的

措置事項として、 Ｉ Ｔ /環境 /競争政策 /基準認証 /資格制度、の五項、分野別措置事項として、法

務 /金融 /教育・研究 /医療 /福祉 /雇用・労働 /農林水産業 /流通 /エネルギー /住宅・土地、公共工

事 /運輸 /危険物・保安、の一二項にまとめられた。この横断的措置で挙げられている「 I T 関係」

内に、「ウ  電子商取引ルールと新たな環境整備」として「⑫個人情報の保護」が取り上げられて

いる。これに対する対応策として内閣官房、総務省及び関係府省から次に示す措置内容が回

答されている 5 1 9。  

 

（内閣官房）  ａ  平成 1 3 （ 2 0 0 1 ）年中に、個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利

益を保護することを目的とし、  個人情報の適正な取扱いに関し基本となる原則を定めると

ともに、個人情報データベース等を事業の用に供している一定の事業者が遵守するべき義

務、政府が講ずべき措置等に関する基本事項を内容とする個人情報の保護に関する法律

案を国会に提出するなど、所要の制度整備を行う。（第 1 5 1 回国会に関係法案提出）  

（総務省及び関係府省）  ｂ  個人情報の保護に関する法律の成立を受け、電気通信分野に

おける個人情報保護に関する個別法案を平成 1 4 （ 2 0 0 2 ）年度までに国会に提出するな

ど、個別分野における個人情報の保護のために必要な措置を講ずる。  

 

 
5 1 8  内閣府、規制改革、 h t t p s : / / w w w 8 . c a o . g o . j p / k i s e i - k a i k a k u / i n d e x . h t m l 、 2 0 2 2 年 1 0 月 1 4 日閲覧  
5 1 9  内閣府、規制改革推進３か年計画、 h t t p s : / / w w w 8 . c a o . g o . j p / k i s e i / s i r y o / 0 1 0 3 3  0 / 0 4 . p d f （ 2 0 2 2 年 1 0 月 1 4

閲覧 ）  
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 ここでは、電子商取引を安全安心に行うための環境整備として、上記の通りすでに国会提出

に向けて検討が進んでいた個人情報保護法案を措置内容として挙げている。また、各府省にお

いてその後個別法等の制度整備を行う予定であったこともわかることから、当初の個人情報保

護法が想定していた方向性と同じだったことが伺える。また、個人情報保護が「電子商取引ル

ールと新たな環境整備」の一環として取り上げられている背景としては、 2 0 0 2 年 6 月にまとめ

られた「各府省等における規制改革に関する内外からの意見・要望等に係る対応状況」 5 2 0内で

言及されているように、米国および欧州評議会からの要請があったことがわかる。次に示す引

用は、内閣府に対して米国政府が要望した内容だが、同様の要望が厚生労働省、経済産業

省、に対しても出されている 5 2 1。  

 

①  分野： Ｉ Ｔ関係  

②  意見・要望提出者：米国  

③  項目：消費者の保護  

④  意見・要望等の内容：オンライン取引において高水準の消費者の信用を維持す

るため、日本政府が、民間企業による消費者保護と、消費者の論争を解決するための

自主規制的制度（裁判外紛争解決などのさらなる利用を含む）の開発を促進する手段を

取るよう、米国政府は提案する。  

（説明）①電子契約法等の民事ルールを中心とした法整備を図るとともに、②消費者

トラブルを防止する措置として民間団体等とも連携しつつ消費者教育などの消費者

への情報提供や啓発活動を促進する、③専門性の高い紛争や国際的な消費者紛争

の増加に対応して民間型ＡＤＲも含む簡便で多様なＡＤＲの整備に向けての環境整

備を行う、など消費者が安心して電子商取引を利用することができる環境を整備して

いるところ。  

 

「消費者の保護」という項目の通り、米国政府からの要望は電子商取引において消費者が安

心してやり取りを行えるよう、民間企業への自主規制的制度等を導入することであり、方向性と

しては、平成 1 5 年法の第一条にある「個人情報を取り扱う事業者の遵守すべき義務等を定め

ることにより、個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護することを目的とする」

という目的と沿っている要望と言える。  

その後「規制改革・民間開放推進会議」では、引き続き個別分野においては個別法等の整備

による環境整備を示唆しているほか、「規制改革・民間開放の推進に関する第 1 次答申（追加

答申）」 （ 2 0 0 5 年 3 月 2 3 日）、またその後の「規制改革会議」での「規制改革推進のための 3

か年計画等のフォローアップ結果について」（ 2 0 1 0 年 1 2 月 1 0 日 )  において「個人情報の漏

洩」について対策の必要性が追加されたのみでその後「個人情報」自体に言及している記載は

なかった。  

 
5 2 0  内閣府、各府省等における規制改革に関する内外からの意見 ・要望等に係る対応状況、

h t t p s : / / w w w 8 . c a o . g o . j p / k i s e i / s i r y o / 0 2 0 6 / i n d e x . h t m l （ 2 0 2 2 年 1 0 月 1 4 閲覧 ）  
5 2 1前掲  5 1 6 、 h t t p s : / / w w w 8 . c a o . g o . j p / k i s e i / s i r y o / 0 2 0 6 / 0 2 . p d f 、

h t t p s : / / w w w 8 . c a o . g o . j p / k i s e i / s i r y o / 0 2 0 6 / 0 5 - 1 . p d f 、 h t t p s : / / w w w 8 .  

c a o . g o . j p / k i s e i / s i r y o / 0 2 0 6 / 1 0 - 1 . p d f 、 h t t p s : / / w w w 8 . c a o . g o . j p / k i s e i / s i r y o / 0 2 0 6 / 1 2  - 1 . p d f （ 2 0 2 2 年 1 0 月

1 4 閲覧 ）  



178 

 

 

第二項  行政刷新会議規制・制度改革委員会と「個人情報」  

 規制改革の審議会において再び個人情報が議題の一つとして登場するのは、 2 0 1 0 年から

行われている行政刷新会議規制・制度改革委員会の経済活性化ワーキンググループ（以下、

ワーキンググループは「ＷＧ」 ）第一回（ 2 0 1 2 年 1 0 月 2 4 日）である。行政刷新会議規制・制

度改革委員会では、 2 0 1 0 年、 1 1 年ともに個人情報についての言及はなかったものの、 2 0 1 2

年の当ＷＧ第一回で、「 （ 2 0 1 2 年） 1 0 月 2 3 日の時点で国民の声等々で寄せられました要望

事項などの一覧表」 5 2 2として配布された一覧表の中に個人情報保護法に関する項目が次の通

り四つある。  

 

表  2 8  経済活性化に係る規制・制度改革に関する要望事項等一覧表 （ 2 0 1 2 年 1 0 月 2 3 日時点）  

事項名  内容  

個人情報漏えい

事故時の事後報  

告義務の緩和  

個人情報の漏えい事故が発生した場合、事後報告の義務がある。この義務  につ

いて、委託先の宅配業者が誤配事故を起こした場合など、軽微な漏えい  事故に

ついては報告の意味があるのか疑問であるとの指摘がある。  個人情報の漏えい

事故の事後報告制度について、軽微な事故については  報告の対象外とするな

ど、報告の範囲を明確化すべきではないか。  

住民サービスの

向上に資するワ

ンストップサービ

ス等に係る本人

承諾のオプトアウ

ト化の容認  

個人情報の取扱には利用目的の特定と本人の事前同意（オプトイン）が必要であ

るため、行政および民間事業者による住民等に対する高度なサービスの提供（ワ

ンストップサービス等）が実現できない。個人情報の保護と有用性のバランスを

実現するため、情報の活用を前提とした見直しを行うべきではないか。  

・行政機関による目的外利用を可能とするための包括的同意の制度化  

・同一組織内での個人情報共有の容認  

・住民サービスの向上に資するもののオプトアウト化  

個人を特定でき

ない状態にした

情報の利用の自

由化  

個人情報の収集には、あらかじめ利用目的や提供先を特定する必要があるた

め、個人を特定できない状態であっても、それを超えた第三者提供ができない。

このため、ＰＯＳの購入履歴等、新たな価値の創出が期待できる情報であって

も、情報所有者以外が活用することができない。収集した個人情報について個人

を特定できない状態にした場合には、法の制限対象とはせず、第三者への提供

や自由な目的での利用を可能にすべきではないか。  

民間サービスを

含めた本人承諾

のオプトアウト化

の容認  

ＳＮＳなどの自己発信情報や、様々なデバイス、センサー、インタフェースを通じ

て、リアルタイムに取得可能なビッグデータが日々蓄積されている。米国発のプラ

ットフォームが次々と個人の利用履歴や一条法等を活用したビジネスモデル展開

を行っている一方で、日本の企業が積極的にビジネス展開できるような判断基準

が明確化されていない。収集した個人情報について個人を特定でいない状態にし

た場合、またはオプトアウト方式により本人が同意しない旨を意思表示できる状

態にした場合には、個人情報保護法の規制対象とせず、自由な目的での利用を

可能とすべきではないか。  

議事次第資料から筆者抜粋。傍線は筆者。  

内閣府、経済活性化に係る規制・制度改革に関する要望事項等一覧表、
h t t p s : / / w w w . c a o . g o . j p / s a s s h i n / k i s e i - s e i d o / m e e t i n g / 2 0 1 2 / w g 1 / 1 2 1 0 2 6 / i t e m 3 . p d f （ 2 0 2 2 年 1 0

月 1 4 閲覧）  

 

 「規制改革・民間開放推進会議」および「規制改革会議」で言及されている「漏洩」に加え、

「本人承諾のオプトアウト化の容認」「個人を特定できない状態にした情報の利用の自由化」

 
5 2 2  内閣府、経済活性化Ｗ  Ｇ （  第 １  回 ）  議事概要、 h t t p s : / / w w w . c a o . g o . j p / s a s s h i n / k i s e i -

s e i d o / m e e t i n g / 2 0 1 2 / w g 1 / 1 2 1 0 2 6 / s u m m a r y 1 0 2 6  . p d f （ 2 0 2 2 年 1 0 月 1 4 閲覧 ）  
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「民間サービスを含めた本人承諾のオプトアウト化の容認」という、個人情報の「利用」を促進

する要望が加わっている。 5 2 3   

第一回議事録内では「国民の声等々で寄せられ」たと紹介されているが、内容から考えるにこ

の三つに関してはむしろ事業者側からの要望と考えてよいだろう。同時期である 2 0 1 2 年 9 月

1 8 日に一般社団法人日本経済団体連合会（以下、「経団連」）は「 2 0 1 2 年度経団連規制改革

要望」と題した提言を公開している 5 2 4。その中で個人情報に関して次の要望を提示している

5 2 5。  

 

表  2 9   「二〇一二年度経団連規制改革要望」における個人情報関連項目  

要望の視点  要望の具体的内容  

個人情報の利用

制限に関する見

直し①  

個人情報保護法について、保護と有用性のバランスを実現するた

め、情報の活用を前提とした見直しを行うべきである。・医療や行政

ワンストップサービスのように住民サービスの向上に資するものであ

れば、オプトアウト方式を可能とする。  

・情報取扱について一定の措置を施していれば、同一組織内では共

有可能とする。  

・住民サービスの向上に資するものであれば、行政機関による目的

外利用を可能とする、包括的同意を得る仕組みとする。  

個人情報の利用

制限に関する見

直し②  

個人情報の利用制限について見直しを行い、収集した個人情報に

ついて個人を特定できない状態にした場合には、法の制限対象とは

せず、第三者への提供や自由な目的での利用を可能にすべきであ

る。  

当該引用個所から筆者抜粋。傍線は筆者。  

 

この二つは、それぞれ前述の「住民サービスの向上に資するワンストップサービス等に係る

本人承諾のオプトアウト化の容認」および「個人を特定できない状態にした情報の利用の自由

化」と文言・内容が酷似していることから、この経団連の要望が上記に反映されていると考えら

れる。  

 実際、第 4 回（ 2 0 1 2 年 1 1 月 2 6 日）には経団連が会議に参加し、代表として富士通株式会

社が提示した資料内 5 2 6において「データ利活用ビジネスについて（要望）」としたページにおい

て、「より厳格なデータ管理の実施を条件に、「個人を特定できる情報を削除する」「 （一定の基

準を設けて）匿名化を行う」ことで、『個人情報』とされる対象から除外していただきたい」として

 
5 2 3  オプ ト アウ ト とは 、第三者提供時に本人の同意を得る方法のう ちの一つで、本人の事前同意明示を意味する 「オプ ト イ ン 」

に対し 、 事業者側が同意を前提と した状態 （同意を意味する欄にあらか じめ合意を意味するマークなどが入力されているなど ）

を提供 し不同意の場合には利用者の拒否とい う行為が発生する方法を指す 。個人情報保護法およびガイ ド ライン内で 「 オプ ト ア

ウ ト 」 についての明確な定義はないが、令和三年現行法ではオプ ト イン方式が原則であ り 、オプ ト アウ ト方式による第三者提供

の場合は第 2 7 条第二項に基づき事前の届け出が必要である 。

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / o p t o u t _ e x p l a n a t i o n . p d f （ 2 0 2 3 年 1 月 5 閲覧 ）  
5 2 4  一般社団法人  日本経済団体連合会、 「 2 0 1 2 年度経団連規制改革要望 」

h t t p s : / / w w w . k e i d a n r e n . o r . j p / p o l i c y / 2 0 1 2  / 0 6 5 . h t m l （ 2 0 2 2 年 1 0 月 1 4 閲覧 ）  
5 2 5前掲 5 2 4  
5 2 6  内閣府  経済活性化ＷＧ （第 ４回 ）  議事次第、一般社団法人日本経済団体連合会提出資料、

h t t p s : / / w w w . c a o . g o . j p / s a s s h i n / k i s e i s e i d o / m e e t i n g / 2 0 1 2  / w g 1 / 1 2 1 1 2 6  / i t e m 3 - 2 . p d f （ 2 0 2 2 年 1 0 月 1 4

閲覧 ）  
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いる。またこれにより、「ビッグデータ市場においてイノベーションを起こし、海外企業に対抗、

日本経済の成長に繋げる」と掲げている。  

 この要望では、オプトアウト化の背景として「保護と有用性のバランスを実現するため、情報

の活用を前提とした見直しを行うべき」と説明されている。ここで再度平成一五年法の第一条を

みると、「個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護することを目的とする」とし

ており、あくまでも有用性は「配慮」するものであり、保護するのは「個人の権利利益」であっ

て、「 （個人情報の）保護と有用性のバランス」はそもそも目的ではなく、すなわち当該法におい

て「実現する」べきものでもない。また、 2 0 0 1 年当初の総合規制改革会議においても、安全安

心な電子商取引環境を作るため、としていわば “適切なルール（規制）づくり ”としての個人情報

保護法制整備が掲げられていたものが、 2 0 1 2 年の「行政刷新会議規制・制度改革委員会」に

おいては、個人情報保護法が “規制 ”として “改革 ”されるもの（阻害要因） 5 2 7、という位置づけに

すり替わっている。  

 この議論は、その後、上記のうち「個人を特定できない状態にした情報の利用の自由化」が

「日本再生加速プログラム」（ 2 0 1 2 年 1 1 月 3 0 日閣議決定）として公表された中にも盛り込ま

れる結果となった 5 2 8。  

 

第四節  平成 2 7 年法改正の検討  

 この「日本再生加速プログラム」が閣議決定された同時期、 2 0 1 2 年 1 1 月 1 日総務省で「パ

ーソナルデータの利用・流通に関する研究会」、の 2 0 1 2 年 1 月 2 9 日に経済産業省で「 Ｉ Ｔ融

合フォーラム  パーソナルデータＷＧ」が発足した。それぞれが提出した報告書は後に高度情報

通信ネットワーク社会推進戦略本部に設置された「パーソナルデータに関する検討会」および

その下部に設置された「技術検討ＷＧ」においてさらなる検討を重ね、最終的に「パーソナルデ

ータの利活用に関する制度改正大綱」（以下、「大綱」）が作成され、個人情報保護法の改正法

案化へと進んだ 5 2 9。また一方で、これらの総務省、経済産業省の報告書は、「世界最先端ＩＴ国

家創造宣言」の基礎にもなった。  

平成 1 5 年法では言及されなかった個人情報の「活用」が平成 2 7 年法に加わった発端とし

て、第三章では行政刷新会議規制・制度改革委員会での検討の影響を指摘した。一方、個人

情報保護法改正に向けた検討会ではどのような検討だったのか、結果として最初のきっかけと

なった総務省「パーソナルデータの利用・流通に関する研究会」の報告書、およびその影響を

受けたとされる「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」およびその後の規制改革会議を分析する。  

 

 
5 2 7  前掲 5 2 2 、 1 1 頁 （ 2 0 2 2 年 1 0 月 1 4 閲覧 ）  
5 2 8  内閣府、 「 日本再生加速プログ ラム 」 （ 平成 2 4 年 1 1 月 3 0 日閣議決定 ） よ り抜粋、

h t t p s : / / w w w . c a o . g o . j p / s a s s h i n / k i s e i - s e i d o / p d f / k i s e i - k a i k a k u - 2 4 1 1 3  0 . p d f （ 2 0 2 2 年 1 0 月 1 4 閲覧 ）  
5 2 9  経済産業省の 「 Ｉ Ｔ 融合フ ォーラム  パーソナルデー タＷＧ 」は 、 第五回議事要旨にも記載されている通 り 、当該Ｗ Ｇでは、

法改正は議論のスコープ外であ り 、 「パーソナルデー タの安全な利活用のための課題の議論 」 とい う位置づけであった 。そのた

め 、個人情報保護法との関連については、検討の範囲が 「デー タ収集、管理、利活用 」であ り 、 個人情報保護法とは異なる と し

ている 。実際に 、報告書ではその検討範囲と して 、 「パー ソナルデータから実際のサービスが生み出されるまでのプロセスに注

目し 、 消費者から様々なイン ター フ ェースを通 じてデー タを集め る 「取得 」 、 これを適切に管理しながら有益な情報を抽出する

「管理 ・解析 」 、具体的なサービスを創出する 「利活用 」  とい う三つのフ ェーズに整理 」 した 、 と し ている 。

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / c o l l e c t i o n s / i n f o : n d l j p / p i d / 8 2 6 2 5 3 9 w w w . m e t i . g o . j p / c o m m i t t e e / k e n k y u k a i / s

h o u j o / i t _ y u g o _ f o r u m _ d a t a _ w g 2 / 0 0 5 _ g i j i . h t m l （ 2 0 2 2 年 1 0 月 1 6 閲覧 ）  
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第一項  パーソナルデータの利用・流通に関する研究会  

2 0 1 2 年 1 0 月 3 0 日、総務省は、「プライバシー保護等に配慮したパーソナルデータ（個人

に関する情報）のネットワーク上での利用・流通の促進に向けた方策について検討するため、

「パーソナルデータの利用・流通に関する研究会」を開催することを発表した。その背景として、

次の通り開催概要に記している 5 3 0。  

 

I C T の普及発達により、ライフログなど多種多様な大量の情報（いわゆるビッグデータ）が

ネットワークを通じ流通する社会を迎えている。これにより、新ビジネスの創出、国民の利便

性の増大、より安心安全な社会の実現などが期待されている一方、個人に関する大量の情

報が集積・利用されることによる個人情報・プライバシー等についての不安も生じている。  ま

た、 ＩＣＴ  の普及発達は、クラウドサービスなど国境を越えた情報の流通を極めて容易として

おり、国際的な調和の取れた、自由な流通とプライバシー保護等の双方を確保する必要性が

高まっている  。海外でもＥＵでデータ保護規則案の提案、米国でプライバシー権利章典の公

表がなされるなど活発な議論が行われている。これらを踏まえ、プライバシー保護等に配慮

したパーソナルデータ（個人に関する情報）のネットワーク上での利用・流通の促進に向けた

方策について検討するため、本研究会を開催することとする。  

 

第一回は、 2 0 1 2 年 1 1 月 1 日に開催され、その後 2 0 1 3 年 6 月 1 1 日の第 9 回まで開催

されたのち、同年 6 月 1 2 日に「パーソナルデータの利用  ・流通に関する研究会報告書  ～パ

ーソナルデータの適正な利用・流通の促進に向けた方策～」を公表した。ここで根拠とされてい

る I C T の普及については、「世界のデータ量は二年毎に倍増する状況」で 2 0 1 1 年の「世界の

データ量 1 . 8 ゼッタバイト（ 1 . 8 兆 G B ） 」であり、Y o u T u b e や F a c e b o o k 等ソーシャルメディ

アの利用数を提示している（第 2 回安岡寛道（株式会社野村総合研究所）配布資料） 5 3 1。な

お、この会は、平成 1 5 年法検討時の中間報告をおこない、後に初代個人情報保護委員会会

長にもなる堀部政男が座長を務めた。  

この開催要項では、「主な検討事項」として、（一）適切な流通に向けた、パーソナルデータの

取扱いについての基本的な考え方、（二）適切な流通に向けた、パーソナルデータの具体的な

取扱いの在り方、（三）適切な流通に向けた、安心安全なパーソナルデータの取扱いの確保に

向けた方策、（四）その他、となっているように、当初から会の名称の通り「利用・流通に関す

る」研究会としての位置づけだったことがわかる。第一回では、「パーソナルデータが国境を越

えている現状を踏まえ、新規ビジネスの支援、先行者利益の確保に向けて、素早く柔軟に対応

するべき。プライバシー保護をあまりに意識することによって、国際競争の観点で影響が出ない

 
5 3 0  総務省、 「 パーソナルデー タの利用 ・流通に関する研究会 」第一回配布資料 「資料 1 パーソナルデータの利用 ・流通に関す

る研究会 」開催要綱 」 、 h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ s o s i k i / k e n k y u / p a r s o n a l d a t a / 6 4 8 8 2 . h t m l （ 2 0 2 2 年 1 0

月 1 6 閲覧 ）  
5 3 1  総務省、パーソナルデー タの利用 ・流通に関する研究会 （第 2 回 ） 、 「 資料 ３  ビッグデー タ時代のパーソナルデー タ （ ラ イ

フログ ） の利用 ・流通に関するビジネスについて （ 安岡構成員プレゼンテーシ ョ ン資料 ） 」

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 1 9 0 6 8 9 . p d f （ 2 0 2 3 年 1 月 1 1 閲覧 ）  

ここで数値の根拠と して ） I D C  D i g i t a l  U n i v e r s e  S t u d y ,  s p o n s o r e d  b y  E M C ,  J u n e  2  0 1 1  があげられている

（ 2 0 2 3 年 1 月 1 1 日時点では 2 0 1 2 年更新版のみ閲覧可能 。 h t t p s : / / w w w . d e l l . c o m / e n -

u s / d t / c o r p o r a t e / n e w s r o o m / a n n o u n c e m e n t s / 2 0 1 1 / 0 6 / 2 0 1 1 0 6 2 8 - 0 1 . h t m ）  
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ようにしないといけない」という意見が上がっていることからもその方向性を窺える 5 3 2。その

後、六回まで会が実施されたのち、そこまでの検討を踏まえて第七回にて事務局が論点整理案

を提出、その後のパブリックコメントを経て、最終的な報告書として 2 0 1 3 年 6 月 1 2 日「パー

ソナルデータの利用・流通に関する研究会  報告書  ～パーソナルデータの適正な利用・流通の

促進に向けた方策～」が公表された 5 3 3。この報告書における主な要旨は次の通りである。  

 

⚫  パーソナルデータの利用・流通による可能性とその課題  

➢  パーソナルデータの利用・流通の現状と可能性  

➢  パーソナルデータの利用・流通に関する制度とこれまでの取組  

⚫  パーソナルデータの適正な利用・流通の促進に向けた方策  

➢  パーソナルデータの利活用の枠組みとその実現に向けて先行的に実施すべき方向性  

➢  パーソナルデータの利活用の枠組みの本格的な実施のための方向性  

 

 ここで、「日本の個人情報保護法を含むプライバシー保護・個人情報保護のルールは、パーソ

ナルデータの利活用を禁止することを目的とするものではなく、パーソナルデータを適正に利活

用するため、プライバシー保護等とパーソナルデータの利活用の調和を図ることを目的とするも

のである」としその注釈で「個人情報保護法第一条は「個人情報の有用性に配慮しつつ、個人

の権利利益を保護することを目的とする」とされている」、と当時の現行法である平成 1 5 年法

の第一条の解釈に利活用の意図があるとしている。そしてその具体的な方法として、同意原則

や匿名化技術について指摘している。  

この研究会の第二回から第六回までの議論においては、「米国においては、特に 9 ・ 1 1 以

降、プライバシーは事実上、安全保障、犯罪捜査、テロ対策との関係において制約される傾向

にある。なお、G P S を利用した被疑者の追跡については「U n i t e d  S t a t e s  v .  J o n e s 」 （本年

1 月 2 3 日米国連邦最高裁判決）において、捜索・差し押さえの令状があれば行ってよいという

判断がなされている（第二回）」、「日本の個人情報保護法では、個人情報かどうかを生存性の

要件と個人識別性の要件のみで判断しているが、ライフログの取扱いをめぐっては、ある程度

いろんな情報が収集されると、個人識別性のなかった情報でも、識別性が生じ個人情報に該当

する可能性があるということで、難しい問題を孕んでいる（第二回）」、「一方で、米国では  P I I

と  n o n - P I I について、非常に詳細な議論を行っており、事実上、ＦＴＣは、その区別をすること

についての重要性はないという判断をしている。また、ＥＵ個人データ保護規則案においても、

個人情報の範囲の拡大を示唆する方向がある（第二回）」など、ＥＵやアメリカなどと国際的な

データのやり取りを行うにあたっての法的・技術的課題が検討された様子がうかがえる。  

 一方、報告書で大きく取り上げられている匿名化については 5 3 4、第二回で「個人識別性に関

し、ｋ -匿名化については、ｋ人に絞られるわけだが、そういう絞り方はアナログ的であり、どこか

ら識別性があるのかというのは難しい」 5 3 5とその技術的困難さが言及されているほか、第四回

 
5 3 2  総務省、 「 パーソナルデー タの利用 ・流通に関する研究会 」各議事録、

t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ s o s i k i / k e n k y u / p a r s o n a l d a t a / i n d e x . h t m l （ 2 0 2 2 年 1 0 月 1 6 閲覧 ）  
5 3 3  総務省、 「 パーソナルデー タの利用 ・流通に関する研究会報告書～パーソナルデー タの適正な利用 ・流通の促進に向けた

方策～ 」 、 h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 2 3 1 3 5 7 . p d f （ 2 0 2 2 年 1 0 月 1 6 閲覧 ）  
5 3 4  前掲 5 3 0 報告書での 「匿名化 」の出現回数は 2 0 回。  
5 3 5  前掲 5 2 9 、 第 4 回議事要旨、 h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 2 1 8 5 6 7 . p d f （ 2 0 2 3 年 1 月 1 2 閲

覧 ）  
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鈴木正明提示資料において「医療データ利活用モデル」の三分類の一つとして「連結可能匿名

化」に言及しかつそれらを実現するための課題の検討として「①法制度上の課題（それぞれの

定義と法的要件・効果等の立法論）②技術的課題③マネジメントシステム上の課題」を挙げて

いるが 5 3 6、それ以外では匿名化について報告書で言及されているような課題の解決などにつ

いて議論された様子はうかがえない  5 3 7。  

 

第二項  世界最先端  Ｉ Ｔ国家創造宣言とその後の規制改革会議  

 この「パーソナルデータの利用・流通に関する研究会」報告書及び「 Ｉ Ｔ融合フォーラム  パーソ

ナルデータＷＧ」報告書などの検討が基礎になり、 2 0 1 3 年 6 月 1 4 日に「世界最先端ＩＴ国家

創造宣言」（以下、「宣言」）が閣議決定された 5 3 8。  

 そもそも「宣言」のような  Ｉ Ｔ関連の取組は、次の通りこれまでにも行われてきた 5 3 9。  

 

2 0 0 1 年 1 月 2 2 日  e - J a p a n  戦略  

2 0 0 3 年 7 月 2 日  e - J a p a n  戦略  

2 0 0 4 年 2 月 6 日   e - J a p a n  戦略  加速化パッケージ  

2 0 0 5 年 2 月 2 4 日   Ｉ Ｔ政策パッケージ  

2 0 0 6 年 1 月 1 9 日   Ｉ Ｔ新改革戦略  

 

宣言冒頭の「基本理念」において、これら過去の取り組みについて「従来の戦略は、 ＩＴ利活

用を強調しつつも、 I T 化・ Ｉ Ｔ活用という名目だけで、利用者ニーズを十分把握せず、組織を超

えた業務改革（B P R ）を行わなかったことで、 Ｉ Ｔの利便性や効率性が発揮できないものとなっ

た。また、各省がバラバラにＩ Ｔ投資、施策を推進し、重複投資や施策効果が発揮できない状況

を生み出してきたなどの面もあったと考えられ、こうした点について真摯に反省するところから

出発することが求められている」としたうえで、「国際的にみても、我が国は、世界最先端のＩＴ

国家としての地位を失い、 ＩＣＴ世界競争力ランキングにおいて、多くの国の後じんを拝してい

る」ことに「危機感を持って、取組を開始した」、としている 5 4 0。  

この流れを継ぎながら、成長戦略の柱としてＩ Ｔ戦略に取り組むとし、これまでの取り組みに

対する反省を踏まえたとしている。また、発表された 2 0 1 3 年は政府 C I O 制度が設置された年

でもあり、「長年の懸案であった政府 C I O が、新たに内閣官房に置かれる内閣情報通信政策

監として法的に位置付けられ、 Ｉ Ｔ総合戦略本部にも参画することで、政府全体のＩＴ政策の司令

塔として機能することが大いに期待され」た 5 4 1。  

 
5 3 6  前掲 5 2 9 、第四回 「資料三  わが国の個人情報保護法制の立法課題 （鈴木新潟大学教授プレゼンテーシ ョ ン資料 ） 」 、

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 1 9 6 1 0 7 . p d f （ 2 0 2 3 年 1 月 1 2 閲覧 ）  
5 3 7  いずれも 「議事要旨」のみの公開のため発言者不明。  
5 3 8  宇賀克也 『個人情報保護法の逐条解説 』 ［ 第六版 ］ 』 2 2 頁 （有斐閣、第六班、 2 0 1 8 年 ）  
5 3 9  総務省、 「 e - J a p a n  戦略 」の今後の展開への貢献、 h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m e n u _ s e i s a k u / i c t / u -

j a p a n / n e w _ o u t l i n e 0 1 . h t m l （ 2 0 2 2 年 1 0 月 1 6 閲覧 ）  
5 4 0  高度情報通信ネッ トワー ク社会推進戦略本部 「世界最先端 I T  国家創造宣言 」 、 6 頁、

h t t p s : / / w a r p . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 2 1 8 7 3 8 8 / w w w . k a n t e i . g o . j p / j p / s i n g i / i t 2 / k e t t e i / p d f / 2 0 1 3 0 6 1 4  

/ s i r y o u 1 . p d f （ 2 0 2 2 年 1 0 月 1 6 閲覧 ）  
5 4 1  前掲 5 3 0 、 3 頁 （ 2 0 2 2 年 1 0 月 1 6 閲覧 ）  



184 

 

2 0 0 9 年 9 月に自由民主党から政権が交代し民主党政権となって以降は、事業仕分けによ

るスーパーコンピューター事業の見直しなどがあったものの、 ＩＴ戦略としてはそれまでの方向

性を維持するにとどまった 5 4 2。 2 0 1 2 年 1 2 月 2 6 日に自由民主党が再び政権政党となり第二

次安倍晋三内閣が発足。 2 0 1 2 年 1 1 月 3 日に第五九回高度情報通信ネットワーク社会推進

戦略本部会合において、政府 C I O の権限強化について議論されていたが、政権が代わって初

めて開催された第 6 0 回会合（ 2 0 1 3 年 3 月 2 8 日）では引き続き「政府 C I O 法案」について

の検討がなされた。また、同会合では、「 Ｉ Ｔ戦略起草委員会」が設置され、次の第 6 1 回

（ 2 0 1 3 年 5 月 2 4 日）において、「 『世界最先端ＩＴ国家創造』宣言～第二次安倍内閣の新たな

ＩＴ戦略～（案）」が資料として提出された。この案とほぼ変わらない内容で閣議決定されたのが

この宣言である。  

 そして、この宣言と同日に同じく閣議決定された「規制改革実施計画」は同年 6 月 5 日に「規

制改革に関する答申～経済再生への突破口～」 5 4 3を発表しており、「エネルギー・環境分野」

「保育分野」「健康・医療分野」「雇用分野」「創業等分野」の五つで具体的な規制改革項目をあ

げている。この「創業等分野」における「国民の利便性の確保や事業の効率化・低コスト化によ

る最適なビジネス環境の整備」の一つとして「ビッグデータ利用のためのガイドラインの作成」を

挙げており、個人情報について次のように記述している 5 4 4。  

 

遊休・無形の資産たるビッグデータの利用を促進する観点から、国際先端テストの視点

も踏まえ、どの程度データの加工等を実施すれば個人情報に当たらず、個人情報保護

法の制限を受けることがなくなるのかを明確化するためのガイドラインを策定する等、い

わゆる匿名化された情報の個人情報保護法上の取扱いの明確化を行う。  

 

この答申は 2 0 1 3 年 1 月開始の「規制改革会議」の検討内容を反映したものであり、個人情

報については、「創業等ＷＧ」（ 2 0 1 3 年 3 月 2 7 日～ 5 月 2 7 日全 5 回）で取り上げられた。こ

のＷＧでは、 1 0 の課題について検討することとなったが、主にに「ベンチャ―企業の育成その

他の成長支援のための資金供給の促進」と「容積率の緩和・区分所有法における決議要件の

緩和」が優先的検討事項とされた 5 4 5。個人情報については、「ビッグデータビジネスの普及（個

人情報の利用制限の見直し）」として、 2 0 1 3 年 4 月 1 1 日の第二回および同年 5 月 8 日の第

五回で議題に挙げられた。  

第二回会合では、消費者庁から、個人情報保護法の概要について体系や概念・定義などの

説明及び第三者提供の制限について平成 1 5 年法第 2 3 条への言及があり、経済産業省から

は、データ利活用をめぐる状況について事例やデータなどの紹介があった。加えて「連結可能

匿名化情報の第三者提供に係る論点」 5 4 6とした資料の中で、「連結可能匿名化情報を、本人

 
5 4 2  W e b C o m p u t e r R e p o r t 、根本忠明 「 I T 新時代とパラダイム ・シ フ ト  第 4 9 回 「世界最先端 I T  国家創造 」宣言は誰のた

め 」  2 0 1 3 年 1 1 月、 h t t p : / / w w w . j m s i . c o . j p / n e m o t o / n e m o t o 2 0 1 3  - 1 1 . p d f （ （ 2 0 2 2 年 1 0 月 1 6 閲覧 ）  
5 4 3  規制改革会議、 「規制改革に関する答申～経済再生への突破口～ 」 、 h t t p s : / / w w w 8 . c a o . g o . j p / k i s e i -

k a i k a k u / k a i g i / p u b l i c a t i o n / 1 3 0 6 0 5 / i t e m 1 . p d f （ 2 0 2 2 年 1 0 月 1 7 閲覧 ）  
5 4 4  前掲 5 2 9 、 8 2 頁  
5 4 5  内閣府、第一回創業等ＷＧ議事次第 「 ワーキング ・グループの検討項目 」 、 h t t p s : / / w w w 8 . c a o . g o . j p / k i s e i -

k a i k a k u / k a i g i / m e e t i n g / 2 0 1 3 / w g / s o g y o / 1 3 0 3 2 7 / a g e n d a . h t m l （ 2 0 2 2 年 1 0 月 1 7 閲覧 ）  
5 4 6  内閣府、第二回創業等ＷＧ議事次第、 h t t p s : / / w w w 8 . c a o . g o . j p / k i s e i -

k a i k a k u / k a i g i / m e e t i n g / 2 0 1 3 / w g / s o g y o / 1 3 0 4 1 1 / a g e n d a . h t m l （ 2 0 2 2 年 1 0 月 1 7 閲覧 ）  



185 

 

の同意なく第三者に提供できるようにするという政策を検討する場合には、それによって高まる

再識別化のリスクを低める措置を併せて講じることの要否など、多面的な検討を行うことが不

可欠」とし、「特定の条項に関する解釈変更という点に全てを還元して論じることには慎重であ

るべき。立法論を排除せず検討していくことが本筋」と意見を述べた。  

また、経団連から「ビッグデータのビジネス普及に関する規制改革要望について」とした資料も

提示され、要望事項の具体例として、「例えば P O S とかスイカのような交通系ＩＣカードの乗降

履歴は、収集時に何か目的を持って集めるというものではなく、様々な想定していなかった新サ

ービスが生まれる可能性があるということとか、他社とデータをかけ合せることで新しいサービ

スが生まれる可能性があるということ」として「情報を適切に利活用するための制度の整備・見

直しをお願いしたい（例えば、個人情報を「匿名化」する際の基準明確化・最適化など」と結ん

だ 5 4 7。ここで提示された資料は、前述した行政刷新会議規制・制度改革委員会の経済活性化

ＷＧ第 4 回（ 2 0 1 2 年 1 1 月 2 6 日）で経団連の代表として富士通株式会社が提示した資料の

いわばアップデート版であり、当時から引き続き「データ利活用ビジネス（要望）」を提示してい

る。  

これらの検討を踏まえ提出された「規制改革会議創業等ＷＧ報告書」では、ビッグデータに係

る項目について、次のように報告された 5 4 8。  

 

３．国民の利便性の確保や事業の効率化・低コスト化による最適なビジネス環境の整備  

… …＜中略＞… …  

（１ ）ビッグデータ利用のためのガイドラインの作成  

現在、いわゆるビッグデータの利用は、消費者に対するターゲット広告等極めて限定さ

れた範囲にとどまっているが、ビッグデータ市場は  2 0 1 1 年度で 1 9 0 0 億円、 2 0 2 0 年

度には 1 兆円規模と試算されており（民間試算）、今後、ビッグ D a t a の利用による経

済活性化が見込まれている。ビッグデータの利用を阻害する理由の一つとして個人情報

保護法に起因する問題が指摘されており、例えば、事業者にとって、個人情報の利用の

ルールが明確でないため、どのような利用であれば適正といえるかの判断が困難であ

る、事業者が消費者の反発によるリスクを感じ個人情報の利用を躊躇しているといった

旨の指摘がある。遊休・無形の資産たるビッグデータの利用を促進する観点から、国際

先端テストの視点も踏まえ、どの程度データの加工等を実施すれば個人情報に当たら

ず、個人情報保護法の制限を受けることがなくなるのかを明確化するためのガイドライ

ンを策定する等、いわゆる匿名化された情報の個人情報保護法上の取扱いの明確化を

行う。  

【問題意識】  

米国 F T C は、事業者が、①データに合理的な非識別化措置を講じること、②非識別化

されたデータを再識別化しないことを公に約束すること、③非識別化されたデータを第

三者に提供する場合、提供先が再識別化することを契約で禁止すること、の三要件を満

 
5 4 7  内閣府、第二回創業等ＷＧ議事概要、 h t t p s : / / w w w 8 . c a o . g o . j p / k i s e i -

k a i k a k u / k a i g i / m e e t i n g / 2 0 1 3 / w g / s o g y o / 1 3 0 4 1 1 / s u m m a r y 0 4 1 1 . p d f （ 2 0 2 2 年 1 0 月 1 7 閲覧 ）  
5 4 8  内閣府、規制改革会議創業等ＷＧ報告、 h t t p s : / / w w w 8 . c a o . g o . j p / k i s e i -

k a i k a k u / k a i g i / p u b l i c a t i o n / 1 3 0 6 0 5 / i t e m 5 . p d f （ 2 0 2 2 年 1 0 月 1 7 閲覧 ）  
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たせば、合理的に連結可能なデータには当たらないとしている 5 4 9。我が国でも、ある事

業者（Ｘ）が、もともと保有するデータ（元データ）と、加工等により特定の個人を識別で

きなくなったデータ（新データ）の両方のデータを保有し、新データのみを第三者（Ｙ）に

提供する場合において、Ｘ・Ｙ間の契約でＹによる再識別化が禁止されているときは、個

人の権利利益の侵害のおそれはないのであるから、新データは「個人情報」には該当し

ない旨を明確化すべきではないか。 5 5 0  

  

 また、これに対する「具体的な規制改革項目」としては、ガイドラインの策定などでの対応とし

ていたが、こうしてこのＷＧ報告書が前述の答申に反映された。  

平成 2 7 年法検討時の平成 2 6 年（ 2 0 1 4 年）に板倉陽一郎が「パーソナルデータ法制の行方

― 「パーソナルデータの利活用に関する制度改正大綱」から「個人情報の保護に関する法律の

一部を改正する法律案（仮称）の骨子（案）」に至る時期のスナップショット 」で指摘しているよう

に、これら規制改革部局（内閣府行政刷新会議及び規制改革会議）が一貫して主張してきた

「個人情報を匿名化することで自由に使えることを示すべきであり，それによって産業が活性化

する」との見解が大綱と同時並行で検討されていたことの意味について相互の影響の可能性を

示唆している 5 5 1。この板倉の指摘は示唆にとどまるものの、具体的にわかる部分について前

述の宣言に振り返って検証すると、「目指すべき社会・姿」として次に示す三項目を柱としてまと

めている点があげられる 5 5 2。  

 

一．革新的な新産業・新サービスの創出と全産業の成長を促進する社会の実現   

二．健康で安心して快適に生活できる、世界一安全で災害に強い社会    

三．公共サービスがワンストップで誰でもどこでもいつでも受けられる社会の実現  

 

 このうち一つ目において、「パーソナルデータ利活用」がＫＰ Ｉの一つとして明記されている。そ

の理由については、「個人や機器・インフラの行動・状態等が日々刻々と  Ｉ Ｔにより流通・蓄積さ

れており、この「ビッグデータ」の利活用による、付加価値を生み出す新事業・新サービス創出

を強力に推進する。このため、「ビッグデータ」のうち、特に利用価値が高いと期待されている、

個人の行動・状態等に関するデータである「パーソナルデータ」の取扱いについては、その利活

用を円滑に進めるため、個人情報及びプライバシーの保護との両立を可能とする事業環境整

備を進める」としている。また、その実現の目途として「個人情報保護ガイドラインの見直し、同

意取得手続の標準化等の取組を年内できるだけ早期に着手するほか、新たな検討組織が、第

 
5 4 9  F e d e r a l  T r a d e  C o m m i s s i o n 、 P r o t e c t i n g  C o n s u m e r  P r i v a c y  i n  a n  E r a  o f  R a p i d  C h a n g e 、

h t t p : / / w w w . f t c . g o v / o s / 2 0 1 2 / 0 3 / 1 2 0 3 2 6 p r i v a c y r e p o r t . p d f （ 2 0 2 2 年 1 0 月 1 7 閲覧 ）  
5 5 0  匿名化と米国Ｆ Ｔ Ｃ との関係については、本論文第 1 0 章および関口栄子 「 「匿名加工情報 」の登場及び概念化と外的要

因 ： E U  と ア メ リカ との関係が与えた影響についての考察 」 （公共政策志林、第九号、 2 0 2 1 年 ） 。  
5 5 1  板倉陽一郎 「パーソナルデー タ法制の行方― 「パーソナルデー タの利活用に関する制度改正大綱 」から 「 個人情報の保護

に関する法律の一部を改正する法律案 （仮称 ） の骨子 （案 ） 」 に 至る時期のスナッ プシ ョ ッ ト 」 （ 社会情報学、 2 0 1 5 2 0 1 4 年総会

シンポジウム 「 ビ ッグデー タの可能性と課題─監視 ・シ ミ ュ レーシ ョ ン ・ プ ラ  イバシー 」 ・ 論文 、 1 0 3 頁、 2 0 1 5 年 ）

h t t p s : / / w w w . j s t a g e . j s t . g o . j p / a r t i c l e / s s i / 3 / 3 / 3 _ 9 9  / _ p d f / - c h a r / j a  （ 2 0 2 3 年 1 月 1 2 閲覧 ）  
5 5 2  高度情報通信ネッ トワー ク社会推進戦略本部 「世界最先端 I T  国家創造宣言 」

h t t p s : / / w a r p . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 2 1 8 7 3 8 8 / w w w . k a n t e i . g o . j p / j p / s i n g i / i t 2 / k e t t e i / p d f / 2 0 1 3 0 6 1 4 / s i

r y o u 1 . p d f （ 2 0 2 2 年 1 0 月 1 7 閲覧 ）  
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三者機関の設置を含む、新たな法的措置も視野に入れた制度見直し方針（ロードマップを含

む）を年内（ 2 0 1 3 年内、筆者注）に策定する」としている。  

 この文言からは、パーソナルデータ（個人データ）を「ビッグデータ」の一つとして「活用」でき

る環境を作る方向で個人情報保護法制を見直していくことが示されており、前述の「パーソナル

データの利用・流通に関する研究会」報告書の方向性に沿っていることがわかる。この宣言の

閣議決定を受け、 2 0 1 3 年 6 月 1 4 日同日に「パーソナルデータに関する検討会」が設置され

（ 2 0 1 3 年 9 月 2 日に第一回会合開催）、この検討会がまとめた大綱が平成 2 7 年法案の元と

なる。その検討会の設置経緯となった宣言と、同時期に閣議決定された規制改革の答申とが同

様に個人情報あるいはパーソナルデータの活用という方針を共有していたことになる。  

 

 これまで見てきたように、平成 1 5 年法の成立背景や意図からは、有用性に考慮しつつどの

ように保護の効力を発揮していくか、を中心としながらさらなる改善や改正に向けた検討の必要

性を念頭に置いた議論が主軸であったことが読み取れる。しかしながら、個人情報保護法制に

おいて、個人情報（個人データあるいはパーソナルデータ）を「活用（利活用）」するための法律

として個人情報保護法を改正する、という現在までに続く流れになったのは、おおもとの土台と

して、国会審議で四回の継続審議、廃案を経ることになる「難産」だった過程の影響により、理

念を表す「基本原則」が平成一五年法から削除されたという素地があったと考えられる。その

後、個人情報保護法についての検討会として設置されたのは、「利用・流通に関する研究会」で

あり、平成 1 5 年法成立に尽力した堀部政男が座長ではあったものの、個人情報保護法をより

よく改正するためには、といった議論というよりは、個人情報をなんとか「活用」できる筋道はな

いか、という方向だった。  

加えて、規制改革会議という側面での検討においては、規制改革に関する会議が始まった

2 0 0 1 年当初はアメリカからの指摘も含め、平成 1 5 年法が法目的への言及はなかったもの

の、 2 0 1 2 年時に企業団体等の要望に端を発して以降は企業活動を阻む規制としての「阻害要

因」という文脈で語られるようになり「日本再生加速プログラム」にも盛り込まれる結果となっ

た。また、その流れは、 Ｉ Ｔ化を目指す政府による「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」に影響を与

え、後に平成 2 7 年法の下となる大綱に影響を及ぼし、ここから平成 2 7 年法の原案につなが

っていった。  

三回の改正を経て令和 3 年法が部分施行（ 2 0 2 2 年 1 0 月 1 7 日時点） 5 5 3されている現在

では、個人情報保護について語るとき、「保護」と「活用」のバランス、という文脈に大きな違和

感はないかもしれない。しかしながら、この状況を踏まえて現在の日本の個人情報保護法制を

考えるとき、平成 1 5 年法成立時の中間報告や大綱に立ち返ってみると、今日的課題を見据え

た議論がすでに俎上に載って検討されている、あるいは今後の検討を期待していたことがわか

る。平成 1 5 年法検討時の中間報告では、個人情報の保護に関しては憲法 1 3 条への目配り

 
5 5 3  個人情報保護委員会、 「 公的部門 （国の行政機関等 ・地方公共団体等 ）における個人情報保護の規律の考え方 （令和３年

個人情報保護法改正関係 ） 」 、 2 0 2 1 年。本資料の通り 、 「 デ ジ タル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律 」

（令和 3 年 5 月 1 9 日公布 ）に よる 「個人情報保護法の改正によ り 、従来、国の行政機関、独立行政法人等、地方公共団体、

特定地方独立行法人人についてそれぞれ分かれていた規律を 、個人情報保護法に一覧的に規定し 、かつ、個人情報保護委員

会が一元的に当該規律を解釈運用するこ と とな った 」 。 h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 2 1 0 6 2 3  

_ k o u t e k i _ k i r i t s u n o k a n g a e k a t a . p d f （ 2 0 2 3  . 0 1 . 1 5 ）  
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が必要であり 5 5 4、一方で法的な範囲や手続きなどについては民間事業者への考慮もしながら

情報の利用形態や程度が分野によって異なるため個別の法整備が必要であるということ、苦情

相談等の窓口となりえる監督機関を設けて救済制度を整え、並行して自主規制などを促すガイ

ドラインを充実させること、など、基礎的な議論から具体的な対策の見通しまで包括的に提言さ

れており、個人情報を取り巻く環境が当時から変わった現在でもなお重要な指摘としてとらえる

ことができる。  

翻って、国際的な社会状況を見渡すと、ＥＵによる個人情報保護に向けて規制を強化する流

れはますます強まっている。第 4 章で論述した通り、G D P R をはじめ、プロファイリングガイド

ラインや A I 規則案、D S A、D M A など次々と他国にも影響を与える法案を提案している。  

さらに、独立した個人情報保護法を持たず、ＥＵとも一定の距離を保っていた米国でさえも、

第 5 章でみた通り、近年は消費者保護を強化する動きに舵を切っている様子がうかがえる。こ

のように世界的な流れとしては、急速なデジタル化やデータ活用の状況を健全に持続していく

ために、個人情報の「保護」を強化していく方向であるといっていいだろう。  

今後これまで以上にデータの重要性が高まることが予想されていく中、個人情報の取り扱いに

ついてもより詳細で丁寧な議論検討が必要となってくるだろう。その際の拠り所として、ＯＥＣＤ

八原則を踏まえつつ日本の事情を考慮して議論が重ねられた、成立当初の課題に立ち戻るこ

とが重要であると考える  

  

第九章  自説の展開 2：  個人情報保護法における「個別法」検討の経緯  

第一節  平成 1 5 年法での「個別法」に向けた議論  

 前述したように、平成 1 5 年法は「基本法」としての意味合いが強かった。このため、その後の

具体的な対応策について、継続的な議論が進められるべきという共通認識があった。実際の条

文にも今後の検討課題として、「法制上の措置」および「基本方針の策定」が定められていた。  

 

第 6 条（法制上の措置等） 5 5 5  

政府は、個人情報の性質及び利用方法にかんがみ、個人の権利利益の一層の保護を

図るため特にその適正な取扱いの厳格な実施を確保する必要がある個人情報につい

て、保護のための格別の措置が講じられるよう必要な法制上の措置その他の措置を講

ずるものとする。  

 

第 7 条（個人情報の保護に関する基本方針）  

政府は、個人情報の保護に関する施策の総合的かつ一体的な推進を図るため、個人情

報の保護に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。  

 
5 5 4  憲法 1 3 条は 「幸福追求権 」 と し て解釈されるが、そ こから導き出 される人権の一つと してプライバシーの権利があげられ

る 。 2 0 2 3 年 1 月現在では、プ ラ イバシー権は法的な規定はな く 、 最高裁判所判例では肖像権にフ ォーカスした ものが一部ある

のみである 。 （衆議院憲法審査会事務局 「 「 新 しい人権等 」に関する資料 」衆憲資第 9 4 号。 2 0 1 7 年 ）

h t t p s : / / w w w . s h u g i i n . g o . j p / i n t e r n e t / i t d b _ k e n p o u . n s f / h t m l / k e n p o u / s h u k e n s h i 0 9 4 . p d f / $ F i l e / s h u k e n s h i

0 9 4 . p d f （ 2 0 2 3  . 0 1 . 1 7  ） 。 一方 、音無知展 『プ ライバシー権の再構成 』 （ 有斐閣、 2 0 2 1 年 ） で論じられているよ うに 、国内外

で 「 自己情報コン ト ロール権 」 と し てのプラ イバシー権についての議論が行われいる 。  
5 5 5  全面施行の 2 0 1 5 年 4 月 1 日施行時のもの、前日までの効力ある規定は省略する 。  
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２  基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

一  個人情報の保護に関する施策の推進に関する基本的な方向  

二  国が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する事項  

三  地方公共団体が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項  

四  独立行政法人等が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項  

五  地方独立行政法人が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項  

六  個人情報取扱事業者及び匿名加工情報取扱事業者並びに第 5 0 条第１項に規定す

る認定個人情報保護団体が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な

事項  

七  個人情報の取扱いに関する苦情の円滑な処理に関する事項  

八  その他個人情報の保護に関する施策の推進に関する重要事項  

３  内閣総理大臣は、個人情報保護委員会が作成した基本方針の案について閣議の決

定を求めなければならない。  

４  内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針

を公表しなければならない。  

５  前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。  

 

 この第 6 条は、「個別法」として解釈することができる。「個人情報保護検討部会中間報告も、

個人情報保護法制化専門委員会大綱も、個人情報保護に関する基本法制と個別法の双方が

備わってはじめて個人情報保護の法制が完全なものになるという認識を示している 」（宇賀

（ 2 0 0 5 ： 5 4 ） ） 。ただし、「個人情報保護検討部会においては、民間部門の個人情報保護の一

般法が存在しない状態におけるセクトラル方式の個別法を念頭に置いていたのに対して、本法

には、一般法の性格を有する四章以下の規定」があることから、にもかからず、「一般的に対す

る特別法を設ける必要があるかという観点からの検討が必要となる」（宇賀（ 2 0 0 5 ： 5 5 ） ）とい

う指摘もあった。この点については、後述するように国民生活審議会、各省庁の会合でも意見

が分かれながら検討がなされた。  

また、法案決議時の、衆議院、参議院で議決された附帯決議では、下記のように「個別法」に

ついて明言されている。以下は参議院特別委員会における附帯決議であるが、 5 点目に示され

ているように、医療、金融・信用、情報通信等において個別法を早急に検討し、全面施行の

2 0 1 5 年 4 月までに「一定の具体的結論を得ること」とされている。  

 

個人情報の保護に関する法律案に対する附帯決議  

（平成 1 5 年 5 月 2 1 日  参議院個人情報の保護に関する特別委員会）  

高度情報通信社会の進展に伴い個人情報の利用が著しく拡大していることにかんが

み、政府は、本法の施行に当たっては、表現の自由等の基本的人権を尊重し、個人情

報の有用性に配慮しつつ個人の権利利益の保護に万全を期するよう、特に次の諸点に

つき適切な措置を講ずべきである。  
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一、取り扱う個人情報の量及び利用方法からみて個人の権利利益を害するおそれの少

ないものとして、個人情報取扱事業者から除かれる者を政令で定めるに当たっては、国

民生活への過剰な規制やＩＴ社会の発展の妨げとならないよう十分に配慮すること。  

二、利用目的による制限、利用目的の通知、第三者提供の制限、保有個人データに関

する事項の公表、開示等に係る義務規定の例外事由の解釈に当たっては、個人の権利

利益の適切な保護の観点から十分に配慮すること。  

三、主務大臣の権限行使に当たっては、「表現の自由、学問の自由、信教の自由及び

政治活動の自由を妨げてはならない」とする本法の規定の趣旨を徹底すること。  

四、出版社が報道又は著述の用に供する目的で個人情報を取り扱う場合は、個人情報

取扱事業者に係る義務規定の適用除外となることを明確にすること。  

五、医療（遺伝子治療等先端的医療技術の確立のため国民の協力が不可欠な分野に

ついての研究・開発・利用を含む）、金融・信用、情報通信等、国民から高いレベルでの

個人情報の保護が求められている分野について、特に適正な取扱いの厳格な実施を確

保する必要がある個人情報を保護するための個別法を早急に検討し、本法の全面施行

時には少なくとも一定の具体的結論を得ること。  

六、第三者機関の意義や死者に関する個人情報の保護の在り方等について交わされた

論議等これまでの国会における論議を踏まえ、全面施行後三年を目途として、本法の施

行状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずること。  

七、国民が苦情窓口を利用しやすく、また円滑かつ的確な苦情処理を確保するため、認

定個人情報保護団体の整備、国・地方公共団体の窓口の明確化、国民生活センター機

能の充実強化とその活用、各窓口の連携体制の整備を図るとともに、国民に対する情

報提供、担当職員の教育、研修を推進すること。  

八、本法の適正な運用を確保するため、国民生活審議会は、法の施行状況の把握に努

め、必要な意見を述べること。  

 

 これを受けて、前述の通り、内閣府は国民生活審議会内に個人情報保護部会を設置（第 1 9

次国民生活審議会）し、これらの対応について検討を主導するとともに取りまとめを行うことと

なった。  

 しかしながら、結論として平成 1 5 年法施行後、検討は行われたものの個別法は立法されず、

その後も令和３年法に至るまで、「個別法」として各分野で個人情報保護に関連した法整備を

行ってはいない。これについて、後述する特定３分野の一つである「医療」分野の個別法が立

法に至らなかった点において、 2 0 0 5 年 3 月 2 0 日の「日医ニュース」（日本医師会） 5 5 6では、

下記のように記されている。  

 

個別法制定の動きについては、同検討会 5 5 7の委員は法学者が多く、当初は個別法を

制定する意見が優勢であったが、 ( 1 )医療分野には、すでに刑法、各資格法の守秘義務

規定があること ( 2 )開示については、すでに「診療情報の提供に関する指針」に基づい

 
5 5 6  h t t p s : / / w w w . m e d . o r . j p / n i c h i n e w s / n 1 7 0 3 2 0 a . h t m l  2 0 2 3 年 7 月 1 0 日閲覧  
5 5 7  「医療機関における個人情報保護のあり方に関する検討会 」を指す。  
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て実施されていること等を日医 5 5 8が一貫して主張し、今回は見送りになったことが説明

された。 5 5 9  

 

 この医療分野における個別法の見送りについて、「医療機関における個人情報保護のあり方

に関する検討会」委員でもあった宇賀克也は下記のように論じている。  

 

医療分野における個人情報保護のための個別法の制定は当面見送られ、その必要性

については、個人情報保護法や医療・介護個人情報保護ガイドラインの施工状況をみ

て判断することとされた 5 6 0。  

 

 これは医療分野に限らず、同じく特定 3 分野とされた「金融・信用」「情報通信」でも同様に個

別法の制定は見送られて現在に至っている。この背景と経緯について、当時の議事資料等から

調査分析を行った。  

 

第二節  国民審議会での検討  -基本方針決定まで -  

 前述の通り、国民生活審議会に設置された「個人情報保護部会」（第 1 9 次国民生活審議会

（ 2 0 0 3 年 7 月 3 0 日～ 2 0 0 5 年 7 月 1 4 日））から検討が開始された。  

 

表  3 0  個人情報保護部会 （第 1 9 次国民生活審議会（ 2 0 0 3 年 7 月 3 0 日～ 2 0 0 5 年 7 月 1 4 日）  

 開催日  

第１回  2 0 0 3 年 7 月 3 0 日  

第２回  2 0 0 3 年 1 0 月 2 2 日  

第３回  2 0 0 3 年 1 2 月 1 日  

第４回  2 0 0 3 年 1 2 月 1 9 日  

第５回  2 0 0 4 年 1 月 2 0 日  

第６回  2 0 0 4 年 2 月 1 6 日  

第７回  2 0 0 4 年 3 月 1 6 日  

第８回  2 0 0 4 年 3 月 2 5 日  

第９回  2 0 0 4 年 6 月 1 0 日  

第 1 0 回  2 0 0 4 年 7 月 2 3 日  

第 1 1 回  2 0 0 4 年 9 月 1 3 日  

第 1 2 回  2 0 0 4 年 1 0 月 2 5 日  

第 1 3 回  2 0 0 5 年 1 月 2 7 日  

第 1 4 回  2 0 0 5 年 7 月 1 4 日  

 

 第 1 回 2 0 0 3 年 7 月 3 0 日の会合では、部会の主題である「基本方針」の策定に向けての期

待が細田博之  個人情報保護特命担当大臣（当時）から述べられるとともに、検討の要点などが

 
5 5 8  当委員であった松原謙二日本医師会常任理事を指す 。  
5 5 9  前掲 5 5 6  
5 6 0  宇賀克也 「 個人情報保 護法の医療分野への影響 」 （ 『 病 院 』 6 4 巻 4 号 、 2 0 0 5 年 4 月 ） 、 「 個 人情報保護法の個別法の研究 」  
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事務局から説明された。その際、第 6 条及び附帯決議でも検討課題に挙がった「個別法」につ

いても「基本方針」に含めるべきではないかとの声が上がった 5 6 1。  

 

図  5 7  個人情報保護法に係る政府の実施体制について  

 
第 1 9 次  国民生活審議会  個人情報保護部会第 １ 回 「 資 料 ２ － ２ 個人情 報保護部会の役割等について （ 参 考 資料 ） 」 5 頁  

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 0 3 1 1 1 8 1 / w w w . c a a . g o . j p / s e i k a t s u / s h i n g i k a i / k o j i n / 2 0 0 3 0 7 3 0 k o j i n 2 -

2 . p d f  2 0 2 3 年 6 月 1 3 日閲覧  

 

 これに対し事務局の河審議官からは、「関係省庁連絡会議みたいなものを局長レベルで発足

しておりますので、その中でも議論をしていかなければいけない課題」としたうえで、「個別業界

がこうあるべきだというものについてはまさに各省の主務大臣が中心となって、あるいはその分

野を進めていらっしゃる業界団体が中心となって検討されるべきものだ」 5 6 2として、各省庁によ

る議論を進めながら、「関係省庁連絡会議」を利用した協調という進め方を示唆した。   

 具体的には、第 2 回の藤原靜雄部会長代理から、個人情報保護法制モデルとしてオムニバ

ス方式、セグメント方式、セクトラル方式があり日本は「オムニバス的でもあり、セグメント的で

も」あり、「個人情報保護法の中に基本法的な部分と民間部門の一般法が入っているという比

較法的に見てもユニークなものになっている」 5 6 3と解説がなされた。また、規制の方法として、

「アメリカ型、カナダ型、日本型、ヨーロッパ型」と分類し、日本と比較してヨーロッパ型は「我が

国ならばガイドラインで書くところを法律で書くと、そういう仕組みがあります」 5 6 4と同じく藤原

委員から説明された。  

 
5 6 1  第 1 回議事録 2 3 頁 。 神田敏子委 員 （ 全国消費者団体連絡会事務局長 ） の発言 よ り 。  

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 0 3 1 1 1 8 1 / w w w . c a a . g o . j p / s e i k a t s u / s h i n g i k a i / k o j i n / 0 3 0 7 3 0 k o

j i n - g i j i r o k u 1 . p d f  2 0 2 3 年 6 月 1 0 日閲覧  
5 6 2  前掲 5 6 1  2 3 頁 。 河審議官の発言 よ り 。  
5 6 3  第 2 回議事録 5 頁 。

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 0 3 1 1 1 8 1 / w w w . c a a . g o . j p / s e i k a t s u / s h i n g i k a i / k o j i n / 0 3 1 0 2 2 k o j i n -

g i j i r o k u 2 . p d f  2 0 2 3 年 6 月 1 0 日閲覧  
5 6 4  前掲 5 6 3  6 頁  
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 その後、国民生活センターなどでの消費者からの相談事例や、神奈川県、三鷹市の取組見事

例などのヒアリングを経たのち、第 6 回 2 0 0 4 年 2 月 1 6 日に事務局から基本方針の骨子素

案とイメージ図に提示された。そのうち、個別法に関する部分は下記のように示された 5 6 5。  

 

( 3 )  分野ごとの個人情報の保護の推進に関する方針  

①  各省庁が所管する分野において講ずべき施策  

・  各事業等所管省庁は、各分野の実情に応じて、ガイドラインの策定・見直しの必要性に

ついて検討する。  

・  本法の規律は各分野共通の必要最小限のものであることから、ガイドラインは各分野の

実情を十分に踏まえたものとする必要がある。  

②  特に適正な取扱いを確保すべき個別分野において講ずべき施策  

・  個人情報の性質や利用方法等から特に適正な取扱いを確保すべき分野（医療、金融・

信用、情報通信）については、平成１７年３月までに格別の措置について検討し、一定の

結論を得る。  

 

図  5 8  個人情報の保護に関する基本方針のイメージ  

 
第 1 9 次  国民生活審議会  個人情報保護部会第 6 回 「 資 1 事務局提出資料 （ 個人情報の 保護に関す る基本 方針の イ メ ー ジ ） 」 1 頁  

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 0 3 1 1 1 8 1 / w w w . c a a . g o . j p / s e i k a t s u / s h i n g i k a i / k o j i n / 2 0 0 4 0 2 1 6 k o j i n 1 . p d f  

2 0 2 3 年 6 月 1 3 日閲覧  

 

 この骨子素案では、「個別法」の文言は使用されておらず、「ガイドライン」の策定・見直しを

「講ずべき施策」としたうえで、附帯決議で指摘された「医療、金融・信用、情報通信」について

は引き続き 2 0 0 5 年 3 月までに「格別の措置」について検討し一定の結論を得ること、と附帯

決議をそのまま引き継ぐものとなった。  

 
5 6 5  第 6 回 （ 2 0 0 4 年 2 月 1 6 日 ） 「 資料 ２ 事務局提出資料 （ 個人情 報 の保 護に関す る基本 方針 （ 骨子 素案 ） ） 」

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 0 3 1 1 1 8 1 / w w w . c a a . g o . j p / s e i k a t s u / s h i n g i k a i / k o j i n / 2 0 0 4 0 2 1 6 k o j i n 2 . p d f  
2 0 2 3 年 6 月 1 0 日 閲 覧  
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 これに対し複数の委員から、「個人情報保護というのは、基本法と民間事業者に対する個別

法という二重構造になっていますので、基本的な考え方というのは、ここでしっかりと言う必要

があるのではないか」 5 6 6、「当初法律を制定したときには、このような分野について特に重要だ

から個別法を作るのだという理解が主流であったという印象を持っております」 5 6 7、「法律でい

くべきか、ガイドラインでいくべきか、これは最終的には各省庁が考えられることだと言われれ

ばそうですけれども、やはり法の実施の責任を負っているわけですから、内閣府としてどういう

方向で行くべきかといった見解があってしかるべきではないか」 5 6 8など、個別法への言及がな

い点への指摘があった。その後、「ガイドライン等」など一部文言を修正した基本方針が 2 0 0 4

年 4 月 2 日閣議決定された 5 6 9。  

 

( 3 )分野ごとの個人情報の保護の推進に関する方針  

①各省庁が所管する分野において講ずべき施策個人情報の保護については、これまで

も、事業者の取り扱う個人情報の性質や利用方法等の実態を踏まえつつ、事業等分野ご

とのガイドライン等に基づく自主的な取組が進められてきたところである。このような自主

的な取組は、法の施行後においても、法の定めるルールの遵守と相まって、個人情報保護

の実効を上げる上で、引き続き期待されるところであり、尊重され、また、促進される必要

がある。このため、各省庁は、法の個人情報の取扱いに関するルールが各分野に共通す

る必要最小限のものであること等を踏まえ、それぞれの事業等の分野の実情に応じたガイ

ドライン等の策定・見直しを早急に検討するとともに、事業者団体等が主体的に行うガイド

ラインの策定等に対しても、情報の提供、助言等の支援を行うものとする。  

②特に適正な取扱いを確保すべき個別分野において講ずべき施策個人情報の性質や利

用方法等から特に適正な取扱いの厳格な実施を確保する必要がある分野については、各

省庁において、個人情報を保護するための格別の措置を各分野（医療、金融・信用、情報

通信等）ごとに早急に検討し、法の全面施行までに、一定の結論を得るものとする。  

 

 この基本方針公表後の第 9 回 2 0 0 4 年 6 月 1 0 日には、金融庁、総務省、厚労省、経産省

から出席があり、総務省と厚労省からは個別法を含めた検討をするとの名言があった。金融庁

からも、個別法という名言はなかったものの、個人情報保護法成立以前から信用分野について

法整備に向けた検討を 1 9 9 7 年から議論を開始していた点を挙げ、ガイドライン等の法整備に

ついて結論を得る、と説明した 5 7 0。  

 また、関係省庁連絡会議（ 2 0 0 4 年 4 月 7 日）において、茂木敏充内閣特命担当大臣（当時）

から、「限られた時間の中で、法律の施行に向けた準備を心配する事業者等の声を踏まえて、

個別分野における格別の措置及びガイドラインの検討を早急に進めるよう指示」があったことを

 
5 6 6  第 6 回 2 0 0 4 年 2 月 1 6 日議事録  6 頁 。 小田尚委員 （ 読売新聞社 論説委員 ） の発言 よ り 。

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 0 3 1 1 1 8 1 / w w w . c a a . g o . j p / s e i k a t s u / s h i n g i k a i / k o j i n / 0 4 0 2 1 6 k o j i n -

g i j i r o k u 6 . p d f  2 0 2 3 年 6 月 1 0 日閲覧  
5 6 7  前掲 5 6 6  1 1 頁 。 高橋和之委員 （ 東京大学大学院法学政治学研究科教授 ） の発言 よ り 。  
5 6 8  前掲 5 6 6  
5 6 9  前掲 5 6 6  7 頁 。  
5 7 0  第 9 回議事録 。 金融庁総務企画局企画課居戸課長 、 総務省総合通信基盤局電気通信事業部消費者行政課奥課長 、 厚生労 働省医政局総

務課榮畑総務課長 それぞれの 発言よ り 。

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / s e i k a t s u / s h i n g i k a i / k o j i n / 0 4 0 6 1 0 k o j i n -

g i j i r o k u 9 . p d f  2 0 2 3 年 6 月 1 0 日閲覧  



195 

 

受け、同年 6 月 1 日の関係省庁連絡会議幹事会において、関係省庁に対して今後の件渡欧

の具体的な進め方について要請があった 5 7 1。これを受けて、各省庁において省庁内の連携の

ための体制が強化された 5 7 2。  

 

図  5 9  個別分野における格別の措置及びガイドラインの検討状況について  

 

第 9 回 「資料２－ １個人情報の保護に関する基本方針の推進状況について 」  1 頁  

 

 また、基本方針作為定時の内閣府国民生活局個人情報保護推進室長であった鶴巻浩は、基

本方針閣議決定後のインタビューにおいて個別法の可能性について示唆したものの、基本はガ

イドラインを前提とし、医療、金融・信用、情報通信の 3 分野についてはその後にさらに検討す

る、という段階を踏む見通しであることを下記の通り回答している 5 7 3。  

 

個別法制定の可能性  

― ―  事業の分野ごとのガイドラインづくりについてお聞きしたいと思います。  

鶴巻  この法律 5 7 4は、多様な事業者、多様な利用方法についてルールをつくるため、必要

最小限のことだけを書いたもので、ガイドラインなり関係者の自主的取り組みが相まっ

て、初めて個人情報保護の万全を期すことができる。そのような思想を閣議決定のかたち

で明文化したもので、現在それに基づいて、各省が各分野の実情や特性を踏まえたガイ

ドラインづくりを進めています。医療、金融・信用、情報通信の 3 分野については特に、国

会の附帯決議でも提起され、基本方針でも「格別の措置」を求める、分野ごとに検討して

「法の全面施行までに、一定の結論を得るものとする」としています。  

 
5 7 1  第 9 回 「 資料 ２ － １ 個人 情報の保護 に関す る基本方 針の推進状況につい て 」  1 頁

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / s e i k a t s u / s h i n g i k a i / k o j i n / 2 0 0 4 0 6 1 0 k o j i n 2 -

1 . p d f  2 0 2 3 年 6 月 1 0 日閲覧  
5 7 2  第 9 回 「 資料 ２ － ２ 個人 情報の保護 に関す る基本方 針の推進状況につい て 」  1 頁

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / s e i k a t s u / s h i n g i k a i / k o j i n / 2 0 0 4 0 6 1 0 k o j i n 2 -

2 . p d f  2 0 2 3 年 6 月 1 0 日閲覧  
5 7 3  鶴巻浩 「個人情報保護法制定までの  経緯、論点、展望 」 1 1 頁、 （ 『 法律文化 』 、東京 リーガルマイ ン ド 、 2 0 0 4 年 8 月 ）

h t t p s : / / w w w . l e c - j p . c o m / h - b u n k a / i t e m / v 2 4 2 / p d f / 2 0 0 4 0 8 _ 0 8 . p d f  2 0 2 3 年 6 月 2 0 日閲覧  
5 7 4  平成 1 5 年法。筆者注。  
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― ―  個別法を立法する可能性は。  

鶴巻  全面施行までの時間が限られている中で、事業者の方々の準備期間を踏まえる必

要があります。したがって、今年の夏か秋口までに 3 分野、さらに他の分野についても、

事業分野ごとに網羅的な取り組みの内容を洗い出してもらう。以降、法律をつくる必要が

あるか否かはそれを踏まえて精査していく。そのようなプロセスを考えています。  

 

 また、同紙で併せて行われたインタビューでは、医療、金融・信用、情報通信それぞれについ

ていずれも個別法が必要である点が指摘された他方で 5 7 5、 2 0 0 5 年 4 月の施行までに個別法

を立法することの困難についての指摘もあった。このように、附帯決議を引き継ぐ形あるいは先

送りする形で、「格別の措置」について基本方針では引き続きの検討をする方向性が示され

た。  

 

第三節  各省庁での検討  -基本方針決定以降 -  

 第 1 9 次  国民生活審議会個人情報保護部会第 9 回（ 2 0 0 4 年 6 月 1 0 日）であげられた関

係省庁の検討状況は下記のとおりである。  

 

表  3 1   個人情報の保護に係る関係省庁の検討状況  

分野  所管省庁  現行のガイ ドラ イン  検討の手段  具体的スケジュール  

医

療  

医療

一般  

厚生労働省  診療情報の提供等に

関する指針 （平成 1 5

年 9 月 ）  

「 医療機関等における個人情報保

護のあ り方に関する検討会 （仮称 ）

と開催 して検討  

6 月  検討会設置  

秋口  ガイ ド ライ ン又はその

案等の取りま とめ  

年内  個別法の必要性の議

論を含めて一定の結論を得

る 。  

研究  文部科学省  

厚生労働省  

経済産業省  

・ ヒ ト ゲ ノム ・ 遺伝子

解析研究に関する倫

理指針 （平成 1 3 年 3

月 ）  

・ 遺伝子治療臨床研

究に関する指針 （平

成 1 4 年 3 月 ）  

・ 遺伝子治療臨床研

究に関する指針 （平

成 1 4 年 6 月 ）  

・ 臨床研究に関する

倫理指針 （平成 1 5

年 7 月 ）  

以下の委員会が必要に応じて合同

で検討  

・ （ 文部科学省 ）科学技術 ・学術審

議会  

生命倫理 ・安全部会ライフサイエン

ス研究における ヒ ト遺伝情報の取

扱い等に関する小委員会  

・ （ 厚生労働省 ）厚生科学審議会科

学技術部会  

医学研究における個人情報の取扱

いの在り方に関する専門委員会  

・ （ 経済産業省 ）産業構造審議会  

化学 ・バイオ部会個人遺伝情報保

護小委員会  

秋口  研究者及び事業者等

が遵守すべき事項等をできる

限り具体的に明らかにする 。  

年内  個別法の必要性の議

論を含めて一定の結論を得

る 。  

金融 ・信用  金融庁  

経済産業省  

―  

以下の部会及び委員会が合同で検

討  

・ （ 金融庁 ）金融審議会金融分科会

特別部会  

・ （ 経済産業省 ）産業構造審議会割

賦販売分科会個人信用情報小委員

会  

秋口  事業者等が遵守すべ

き事項等をできる限 り具体的

に明らかにする 。  

年内  個別法の必要性の議

論を含めて一定の結論を得

る 。  

 

5 7 5  前掲 5 7 3 と 同紙掲載 。 医療 につ い ては 、 開原成 允 「 医療分野 におけ る 自己情報 コ ン ト ロ ール 権の意味 」 2 2 頁 、 （ 『 法 律文化 』 、 東 京 リ ー ガ

ル マ イ ン ド 、 2 0 0 4 年 8 月 ） h t t p s : / / w w w . l e c - j p . c o m / h - b u n k a / i t e m / v 2 4 2 / p d f / 2 0 0 4 0 8 _ 2 0 . p d f  に お い て 、 以 下 の 通 り の 発 言 が あ っ

た 。 「 私 は 、 医療に関す る個別法が必要だ と考 え ま すが 、 来年 4 月ま でに 立法す るのはま ず不可 能で し ょ う 。 次 善の策 と し て 、 少 な く と も ガ イ ド ラ

イ ン を 用意 し な けれ ばな り ま せん 。 」  

ま た 、 金融 ・ 信用分 野では 、 池本誠司 「 金融 ・ 消 費者信 用の分野で 個別法が求め られ る 理由 」 1 7 頁にお いて 「 私 はかねがね分野別に個別法 を

つ く っ て 対処すべ き であ る 、 と 主張 し て き ま し た 。 」 と の 発 言があ っ た 。 ま た 、 情報通信 では 、 堀部 政男 「 電気 通信分野の個人情報保護に見 る世

界の潮流 とわが 国の取 り 組み 」 に お い て 、 「 I T の分野は技術の発展が著 し く 、 新 し い事象が次々 と出 て き ま す 。 それには柔 軟な対応が必要で 、

ガ イ ド ラ イ ン と い う 形態は 適 し て い ま す 。 し か し 、 そ れ だけで な く 、 同 時に 、 個別法の軸 と な る よ う な 哲学 も大切 です 。 」 と や や遠回 し な視差が さ

れ てい る 。 すべ て 2 0 2 3 年 6 月 2 0 日 閲 覧 。  

ま た 、 こ の ほ か 、 金 融 ・ 信 用 分 野 に お い て 個 別 法 の 必 要 性 を 論 じ た も の に 、 平 野 征 人 「 「 個 人 信 用 情 報 」 に か か わ る 個 別 法 の 必 要 性 」 （ 『 ジ ュ リ ス ト 』 、 2 0 0 3 . 1 0 . 1 、

N o . 1 2 5 3 ） が あ る 。  
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情

報

通

信  

電気

通信  

総務省  電気通信事業におけ

る個人情報保護に関

するガイ ド ライン （平

成 1 0 年 1 2 月 ）  

「 電気通信事業分野におけるプラ イ

バシー情報に関する懇談会 」 を開

催して検討  

6 月下旬  懇談会で改定案と

りま とめ  

6 月下旬パブリッ ク コ メ ン ト募

集開始  

～ 7 月上旬   

8 月中  懇談会で最終と りま

とめ公表  

年内  個別法の必要性につ

いて一定の結論を得る 。  

放送  総務省  ・ 放送における視聴

者の加入者個人情報

の保護に関するガイ

ド ライ ン （平成 8 年 9

月 ）  

・ 通信衛星によるデジ

タル放送に係る有料

放送役務標準契約約

款 （平成 9 年 1 1 月 ）  

・ 衛星放送におけるプ

ラ ッ ト フ ォーム事業者

の業務に係るガイ ド ラ

インに関する指針 （平

成 1 5 年 4 月 ）  

「 放送分野における個人情報保護

及び I T 時代の衛星放送に関する

検討会 」 を開催 して検討  

7 月  検討会の報告書草案

審議  

パブ リッ ク コ メ ン ト 募集  

秋  ガイ ド ラ イン策定  

年内  個別法の必要性につ

いて一定の結論を得る 。  

事業全般  経済産業省  民間部門における電

子計算機処理に係る

個人情報の保護に関

するガイ ド ライン （平

成 9 年 3 月 ）  

「 ガ イ ド ラ イン検討委員会 」 （ 委員

長 ：堀部政男  中央大学法科大学

院教授 ）の意見を聴取しつつ、経済

産業省が作成  

来週にも全文公表  

雇用管理  厚生労働省  労働者の  

個人情報保護に関す

る行動指針 （平成 1 2

年 1 2 月 ）  

内部で検討  6 月上旬  パブリッ ク コ メ ン ト

募集  

7 月  パブリッ ク コ メ ン ト募集

締切  

ガイ ド ライ ン策定  

農林水産  農林水産省  ―  内部で検討   

国土交通  国土交通省  ―  内部で検討   

塩  財務省  ―  内部で検討   

たばこ  財務省  ―  内部で検討   

酒類  国税庁  ―  内部で検討   

福祉  厚生労働省  

―  

内部で検討  8 月以降  ガイ ド ラ イン （案 ）

の確定  

パブ リッ ク コ メ ン ト 募集 、締切  

秋口  ガイ ド ライ ン策定  

自動車教習  警察庁  ―  内部で検討  1 0 月  ガイ ド ライ ン策定  

教育  文部科学省  ―  内部で検討  秋口  ガイ ド ライ ン策定  

警備  警察庁  ―  内部で検討  1 0 月  ガイ ド ライ ン策定  

暴力追放運動

推進  

警察庁  
―  

内部で検討  1 0 月ガイ ドライ ン策定  

法務  法務省  

―  

内部で検討  8 月下旬  ガイ ド ラ イン （案 ）

の確定  

パブ リッ ク コ メ ン ト 募集  

9 月下旬  パブリッ ク コ メ ン ト

募集締切  

1 0 月ガイ ドライ ン策定  

通関  財務省  
―  

（ 社 ） 日本通関業連合会の協力を

得ながら内部で検討  

秋口  ガイ ド ライ ン又はその

案を策定  

税理士  国税庁  
―  

日本税理士会連合会と協議を行い

つつ内部で検討  

秋口  ガイ ド ライ ン又はその

案を策定  

職業紹介 ・派

遣  

厚生労働省  ・ 職 業 紹 介 事 業 者 等

指針 （平成 1 1 年 ）  

・ 派 遣 元 指 針 （ 平 成

1 1 年 ）  

未定  8 月  パブリッ ク コ メ ン ト募集  

9 月  パブリッ ク コ メ ン ト募集

締切  

指針の改訂  

第 1 9 次  国民生活審議会  個人情報保護部会第 9 回 （ 2 0 0 4 年 6 月 1 0 日 ） 「 資料 ２－ １個人情報の保護に関する基本方針

の推進状況について 」 3－ 4 頁  
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 本章では、「個別法」が成立しなかった過程を取り扱うため、「格別の措置」の対象に挙げられ

た医療、金融・信用、情報通信の 3 つに係る会を分析する。  

 

第一項  医療分野  

 医療は、「医療一般」と「研究」の 2 領域にわかれてそれぞれ検討会を設置し議論が進められ

た。  

 

-  医療一般 :  医療機関等における個人情報保護のあり方に関する検討会（厚生労働省）

5 7 6 ： 2 0 0 4 年 6 月 2 3 日～ 2 0 0 4 年 1 2 月 2 4 日  

-  研究：  

➢  科学技術・学術審議会  生命倫理・安全部会ライフサイエンス研究におけるヒト遺伝情

報の取扱い等に関する小委員会（文部科学省） 5 7 7 ： 2 0 0 4 年 7 月 1 日～ 2 0 0 4 年 1 2

月 1 5 日  

➢  厚生科学審議会科学技術部会医学研究における個人情報の取扱いの在り方に関する

専門委員会（厚生労働省） 5 7 8 ： 2 0 0 4 年 7 月 1 4 日～ 2 0 0 4 年 1 2 月 1 5 日  

➢  産業構造審議会科学バイオ部会個人遺伝情報保護小委員会（経済産業省） 5 7 9 ： 2 0 0 4

年 6 月 2 5 日～ 2 0 0 4 年 1 1 月 2 6 日  

 

 「医療機関等における個人情報保護のあり方に関する検討会」では、ガイドラインの取りまと

めおよび個別法の必要性の結論の 2 つの軸で議論が進められた。  

 

表  3 2  医療機関等における個人情報保護のあり方に関する検討会実施状況  

回数  開催日  

第１回  2 0 0 4 年 6 月 2 3 日   

第２回  2 0 0 4 年 7 月 2 1 日   

第３回  2 0 0 4 年 7 月 3 0 日   

第４回  2 0 0 4 年 9 月 9 日   

第５回  2 0 0 4 年 9 月 1 6 日   

第６回  2 0 0 4 年 9 月 3 0 日   

第７回  2 0 0 4 年 1 0 月 2 7 日   

第８回  2 0 0 4 年 1 1 月 1 9 日   

第９回  2 0 0 4 年 1 2 月 9 日   

ガイドライン公表  2 0 0 4 年 1 2 月 2 4 日   

厚生労働省ウェブサイ ト概要よ り筆者作成 （ h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / s t f / s h i n g i / o t h e r - i s e i _ 1 2 7 2 4 8 . h t m l ）   

2 0 2 3 年 6 月 2 0 日閲覧  

 

 
5 7 6  医療機関等における個人情報保護のあり方に関する検討会概要  h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / s t f / s h i n g i / o t h e r -
i s e i _ 1 2 7 2 4 8 . h t m l  2 0 2 3 年 6 月 2 0 日閲覧  
5 7 7  文部科学省ライフサイエンス研究における ヒ ト遺伝情報の取扱い等に関する小委員会概要
h t t p s : / / w w w . l i f e s c i e n c e . m e x t . g o . j p / c o u n c i l / c o u n c i l 0 0 6 . h t m l  2 0 2 3 年 6 月 2 3 日閲覧  
5 7 8  厚生労働省医学研究における個人情報の取扱いの在り方に関する専門委員会概要
h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / s t f / s h i n g i / s h i n g i - k o u s e i _ 1 2 7 7 2 9 . h t m l  2 0 2 3 年 6 月 2 3 日閲覧  
5 7 9  経済産業省化学 ・バイオ部会個人遺伝情報保護小委員会概要
h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 2 8 5 4 0 3 / w w w . m e t i . g o . j p / c o m m i t t e e / g i z i _ 0 0 0 0 0 0 1 . h t m l  2 0 2 3

年 6 月 2 3 日閲覧  



199 

 

第 1 回（ 2 0 0 4 年 6 月 2 3 日）では、 2 0 0 3 年 6 月に提出された「「診療に関する情報提供等

の在り方関する検討会」報告書」 5 8 0を参照しながら、必要性を求める声と一方で必要性に乏し

いとする両意見について議論の必要があると樋口範雄座長 5 8 1より言及された。第 2 回から第

7 回までガイドライン「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイド

ライン」を中心に議論が行われ、第 7 回終了後の 2 0 0 4 年 1０月 2 9 日にガイドラインはパブリ

ックコメントにかけられることとなった。また、その議論の中で第 5 回（ 2 0 0 4 年 9 月 1 6 日）、

附帯決議における個別法の必要性の意味や強制力について議論となった際、宇賀克也委員か

ら下記の概説がなされた。これは、平成 1 5 年法では施行令第二条において「個人情報データ

ベース等を構成する個人情報によって識別される特定の個人の数の合計が過去６月以内のい

ずれの日においても５千を超えない」場合は個人情報取扱事業者から除外されたため、個別法

によってこの除外条件に該当する小規模医療機関が規制の対象になるのでは、という意図の

高橋委員からの質問に対する回答としてなされたものである。  

 

附帯決議は個別法を早急に検討することとしています。個別法を制定せよとまでは言っ

ていませんから、深読みすれば、おそらく２つのことを念頭に置いていると思います。１

つは医療の分野については、ガイドラインで法律で義務づけられていない部分も含め

て、より高い努力義務を課する、あるいは法律で対象になっていないものについてもそ

のような努力義務を課すことです。もう１つは、この個人情報保護法というのは一般法で

すから、医療の分野では特別法もあり得るべきということです。一般法ではミニマムスタ

ンダードを決めているにすぎないので、医療、情報通信、金融・信用の情報の分野では

個別法によってより強い法的な義務を課することもあり得るから、その点も検討しなさい

というメッセージがあると思います。  

＜質問者省略＞  

附帯決議では、そこの部分を努力義務に留めるか、それとも特別法でその部分まで拡張

するかはオープンで検討に委ねられているわけですが、そういう可能性も念頭には置い

ていると思います。それから、そもそも高度情報通信法社会推進本部の個人情報保護

検討部会では、最初は基本法プラス個別法という案が出ていました。そのときは医療と

電気通信と個人信用が例に挙げられていました。そこはやはり特別の法的な規律が必

要だとあの時点では考えられていました。その後に個人情報保護法制化専門委員会

で、一般法を制定するという方針を出して、医療、金融・信用、情報通信の分野は、先ほ

どおっしゃられたように附帯決議で特に厳格な個人情報保護措置が必要とされたわけで

す。附帯決議では個別法で個人情報保護法より強い法的な義務を課すことも念頭に置

いています。ただ、附帯決義で必ず個別法を制定しろとまで言っているわけではないの

で、そこは検討しなさいという趣旨です。それは基本方針も同じだと思います。  

 

第 8 回（ 2 0 0 4 年 1 1 月 1 9 日）では、パブリックコメントの募集状況に加え、これまでの議論

を事務局がまとめた資料を基に個別法の必要性についての議論が行われた。ここで、第 5 回

 
5 8 0  第 1 回資料 「 資料 1 2  「 診 療 に関 す る情報提供等の在 り方 に関す る 検 討会 」 報告書 」

h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / s h i n g i / 2 0 0 4 / 0 6 / s 0 6 2 3 - 1 5 l . h t m l  2 0 2 3 年 6 月 2 3 日閲覧  
5 8 1  委員は第 1 回資料。 h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / s h i n g i / 2 0 0 4 / 0 6 / s 0 6 2 3 - 1 5 . h t m l # b e t s u  2 0 2 3 年 6 月 2 3 日閲覧  
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の議論と同様に、小規模医療機関が規制の対象となる点を主な懸念としながら議論が進み、ガ

イドラインで十分なのではないかという意見が複数の委員から上がった。一方、先にガイドライ

ンについて議論すればおのずとガイドラインで済むという結論になるため個別法について先に

議論すべきだったのでは、という意見も出たものの、第 1 回でも参照した「「診療に関する情報

提供等の在り方関する検討会」報告書」における「個別法のメリット・デメリット」について議論

が行われ、その結果ガイドラインにおいて小規模医療機関も注意義務の対象になると明示して

いる点で、個別法の必要性は薄いのではないかと結論に達した。次の第 9 回（ 2 0 0 4 年 1 2 月

9 日）では、ガイドラインと同時に公表予定の「医療機関等における個人情報の保護に係る当

面の取組について」が事務局から提示され、個別法への言及について文言の確認が行われそ

の後 2 0 0 4 年 1 2 月 2 4 日に「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのた

めのガイドライン」および「医療機関等における個人情報の保護に係る当面の取組について」が

公表された 5 8 2。この「医療機関等における個人情報の保護に係る当面の取組について」の「ま

とめ」において下記の通り、個別法は見送るとの説明がなされつつ、 3 年ごとの見直しにおいて

今後検討の可能性があることが示唆された。  

 

医療機関等における個人情報保護のための措置としては、個人情報保護法、同法第６第３

項措置の内容も含んで作成されたガイドライン（案）、刑法及び各資格法等に定められた守

秘義務規定並びに「診療情報の提供等に関する指針」が適用されることとなり、医療分野

の個人情報については、他の分野に比べ手厚い保護のための格別の措置が講じられるこ

とになることから、現段階においては、個人情報保護法の全面施行に際し、これらの措置

に加えて個別法がなければ十分な保護を図ることができないという状況には必ずしもない

と思われる。  

＜中略＞  

なお、個人情報保護法附帯決議において、政府は、法の全面施行後３年を目途として、法

の施行状況等について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずることとされて

いることを踏まえ、厚生労働省においては、政府全体の検討に合わせ、医療機関等の法施

行後の取組について、個人情報の適正な取扱いの厳格な実施が確保されているかについ

て評価・検討を行い、その結果に基づいて必要な措置を講ずることが必要である。   

 

 また、研究領域の 3 つの会は、ほぼ合同で実施された。下記は 3 会の実施日時一覧だが、

同日に行われたものは合同開催である（回数はそれぞれ異なるが合同で開催された会）。  

 

 

 

 

 

 

 
5 8 2  厚生労働省ウ ェ ブ サ イ ト  「 「 医 療 ・ 介 護関係事業者に おけ る個人情報の適切な取扱いのためのガ イ ド ラ イ ン 」 ・ 「 医 療機関等に おけ る個人

情報の保護に係 る当面の取組 につ い て 」 h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / s h i n g i / 2 0 0 4 / 1 2 / s 1 2 2 4 - 1 1 . h t m l  2 0 2 3 年 6 月 2 3 日閲覧  
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表  3 3  医療研究領域の個人情報に関する検討会実施日程一覧  

 科学技術・学術審議会  生命倫

理・安全部会ライフサイエンス

研究におけるヒト遺伝情報の取

扱い等に関する小委員会 5 8 3  

厚生科学審議会科学技術部

会医学研究における個人情

報の取扱いの在り方に関す

る専門委員会 5 8 4  

産業構造審議会化

学・バイオ部会個人

遺伝情報保護小委員

会 5 8 5  

 文部科学省  厚生労働省  経済産業省  

2 0 0 4 年 6 月 2 5 日  ―  ―  第 1 回  

2 0 0 4 年 7 月 1 日  第 1 回  ―  ―  

2 0 0 4 年 7 月 1 4 日   第 2 回  第 1 回  ―  
2 0 0 4 年 8 月 2 0 日   第 3 回  第 2 回  第 2 回  
2 0 0 4 年 9 月 8 日   第 4 回  第 3 回  第 3 回  
2 0 0 4 年 9 月 2 1 日   第 5 回  第 4 回  第 4 回  

2 0 0 4 年 1 0 月 1 日  ―  ―  第 5 回  

2 0 0 4 年 1 0 月 1 3 日   第 6 回  第 5 回  第 6 回  

2 0 0 4 年 1 0 月 1 5 日   第 7 回  第 6 回  ―  
2 0 0 4 年 1 0 月 2 2 日   第 8 回  第 7 回  第 7 回  
2 0 0 4 年 1 1 月 2 日   第 9 回  第 8 回  第 8 回  
2 0 0 4 年 1 1 月 2 5 日   第 1 0 回  第 9 回  第 9 回  

2 0 0 4 年 1 1 月 2 6 日   ―  ―  第 1 0 回  

2 0 0 4 年 1 2 月 1 5 日   第 1 1 回  第 1 0 回  ―  
各会開催概要より筆者作成  

 

 合同開催は持ち回りで合ったものの、中心となった「ライフサイエンス研究におけるヒト遺伝情

報の取扱い等に関する小委員会」の第 1 回で会の進め方が確認され、「まず研究者側が遵守

すべき事項を討論して、その上で個別法の必要性を議論する」 5 8 6という、医療機関等における

個人情報保護のあり方に関する検討会と同様の進め方で合意された。また、 「医学研究におけ

る個人情報の取扱いの在り方に関する専門委員会」どの合同となった第 2 回では、堀部政男

委員から「参考資料２－１個人情報保護の考え方」 5 8 7を提出し、個人情報保護の概念や他国

法との比較、日本における個人情報保護検討の歴史や堀部氏が中心となって進めてきた日本

における立法の過程などを解説した。  

 

図  6 0  堀部委員提出資料より「日本における個人情報保護法制の構想」 5 8 8  

 

 
5 8 3  文部科学省ウ ェ ブ サ イ ト 概要 h t t p s : / / w w w . l i f e s c i e n c e . m e x t . g o . j p / c o u n c i l / c o u n c i l 0 0 6 . h t m l  2 0 2 3 年 6 月 2 3 日 閲 覧  
5 8 4  厚生労働省ウ ェ ブ サ イ ト 概要 h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / s t f / s h i n g i / s h i n g i - k o u s e i _ 1 2 7 7 2 9 . h t m l  2 0 2 3 年 6 月 2 3 日 閲 覧  
5 8 5  経済産業省ウ ェブサイ ト 概要  2 0 2 3 年 6 月 2 3 日閲覧

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 2 8 5 4 0 3 / w w w . m e t i . g o . j p / c o m m i t t e e / g i z i _ 0 0 0 0 0 0 1 . h t m l  
5 8 6  第１回議事録７頁 。黒木登志夫主査の発言よ り 。
h t t p s : / / w w w . l i f e s c i e n c e . m e x t . g o . j p / f i l e s / p d f / n 1 4 8 8 _ r 0 1 . p d f  2 0 2 3 年 6 月 2 3 日閲覧  
5 8 7  第２回 「 参考資料２－１個人情報保護の考え方 」 h t t p s : / / w w w . l i f e s c i e n c e . m e x t . g o . j p / f i l e s / p d f / n 1 4 8 8 _ 0 2 -
3 . p d f  2 0 2 3 年 6 月 2 3 日閲覧  
5 8 8  前掲 5 8 7  1 7 頁  
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 ここで堀部委員は、医療分野研究と平成 1 5 年法との関係について、第 5 0 条適用除外にお

いて学術研究の目的において学術研究機関（公的機関、民間企業含む）が個人情報を取り扱う

場合は除外される解釈を例示し、ある程度の研究の自由が担保されながらも、第５０条３項で

指摘されている「必要な措置を自ら講じ」る努力義務について指針・ガイドラインなどの検討に

ついては、「法律を１つの基礎にして個人情報の取扱いいかんによっては法律違反という問題

も今度起こりますので、そこをぜひ検討いただければと思います」 5 8 9と述べた。また、まずは倫

理指針やガイドラインについて議論を始めながら、個別法については「もう少し議論をしていく

段階でまた考えていただければと思います」と、第１回黒木委員と同様に、倫理指針・ガイドラ

インを優先事項として検討し、その検討のなかで個別法の必要性が出た場合に改めて議論す

るという進め方を示唆した。  

 この後第 6 回の中心議題の一つとして個別法が議論された。位田隆一座長代理から、「諸外

国、特に欧米の先進国を見てみますと、個人情報、特にここでは個人遺伝情報ですが、それに

関連する個別法をつくるか、もしくは一般の個人情報保護法の中で遺伝情報に関する規定があ

る、もしくはそういうふうに読んで適用している。それが多分、先進国としては普通の状態だと

思うので、私自身は、今すぐできるかどうかは別として、原則は個別法をつくるべきだと思って

います」と個別法に肯定的な意見が出た。そのうえで、「＜中略＞法を離れて、こういう倫理指

針の議論をするというのは、なかなか本来は難しい話なので、本来はきちんとした法の基盤が

できて、それに乗っかって指針をつくっていくという話だと思います」と、「医療機関等における

個人情報保護のあり方に関する検討会」でも指摘された、検討の順序として個別法が後回しに

なった点の弊害を指摘する一方、「私は個別法をつくることには賛成ですが、それが今すぐにで

きるかどうかというのは、これからきちんと議論しないといけません」と時間的制約について現

実的な課題を指摘した 5 9 0。これは、第 6 回の締めくくりに垣添忠生座長（医学研究における個

人情報の取扱いの在り方に関する専門委員会）からも同じく時間的制約について委員に背景が

説明された 5 9 1。  

 

本日は、何としても資料３ 5 9 2をひととおりごらんいただいて、パブリックコメントに回すと

ころまでたどり着かなくてはけないという、事務局として、内閣府から強い要請がありま

すので、その線に沿って、皆さん方にも、非常に不消化な議論で誠に申しわけなかった

ですけれども、協力をいただきまして、ありがとうございました。  

 

 また、第 9 回（ 2 0 0 4 年 1 1 月 2 日）では改めて堀部委員から歴史的な経緯を踏まえた個別

法立法の法的根拠の説明がなされた 5 9 3。ここで議論の中心となったのは、「遺伝情報」に係る

差別禁止と研究の自由との両立をどのように行うか、という点だったが、ガイドラインや指針で

十分であり法制化することで研究者が委縮するのではないかといった意見があったものの 5 9 4、

 
5 8 9  第 2 回議事録 9 頁。 h t t p s : / / w w w . l i f e s c i e n c e . m e x t . g o . j p / f i l e s / p d f / n 1 4 8 8 _ r 0 2 . p d f  2 0 2 3 年 6 月 2 3 日閲覧  
5 9 0  第 6 回議事録 4 7 頁 。 h t t p s : / / w w w . l i f e s c i e n c e . m e x t . g o . j p / f i l e s / p d f / n 1 4 8 8 _ r 0 6 . p d f  2 0 2 3 年 6 月 2 3 日閲覧  
5 9 1  第 6 回議事録 5 1 頁 。 h t t p s : / / w w w . l i f e s c i e n c e . m e x t . g o . j p / f i l e s / p d f / n 1 4 8 8 _ r 0 6 . p d f  2 0 2 3 年 6 月 2 3 日閲覧  
5 9 2  第 6 回 「 資料 ３ 「 ヒ ト ゲ ノ ム ・ 遺 伝子 解析研究に関す る倫理指針 」 新旧対 照表 （ 案 ） 」

h t t p s : / / w w w . l i f e s c i e n c e . m e x t . g o . j p / f i l e s / p d f / n 1 4 8 8 _ 0 6 - 5 . p d f  2 0 2 3 年 6 月 2 3 日閲覧  
5 9 3  第 9 回議事録 2 9 - 3 0 頁 。 h t t p s : / / w w w . l i f e s c i e n c e . m e x t . g o . j p / f i l e s / p d f / n 1 4 8 8 _ r 0 9 . p d f  2 0 2 3 年 6 月 2 7 日閲覧  
5 9 4  前掲 5 9 3 。 具 嶋委員の発言が代表的 。  
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個別法として基本法のようなものを作り省庁横断で取り組むことでむしろ安全性が増すのでは

ないかという意見が主流であった 5 9 5。一方、時間的制約があるという点が個々でも指摘される

と同時に、医療一般の検討会である「医療機関等における個人情報保護のあり方に関する検

討会」でもまずはガイドラインを主軸に検討している点が参照されつつ、パブリックコメントへの

準備に向けて閉会された。  

 その後の第 1 0 回（ 2 0 0 4 年 1 2 月 1 5 日）では、事務局から最終案「医学研究等における個

人情報の取扱いの在り方等について（案）」 5 9 6が提示され議論が行われた。報告書では下記 4

つの視点で項目立てされているが、主な論点等は「 I .ヒトゲノム・遺伝子解析研究における個人

情報の取扱いの在り方及び研究の進展に対応した倫理指針の見直しについて」で検討の経緯

と結論が説明されている 5 9 7。  

 

I .  ヒトゲノム・遺伝子解析研究における個人情報の取扱いの在り方及び研究の進展

に対応した倫理指針の見直しについて  

I I .  遺伝子治療臨床研究における個人情報の取扱いの在り方について  

I I I .  疫学研究における個人情報の取扱いの在り方について  

I V .  臨床研究における個人情報の取扱いの在り方について  

 

ここで個別法の必要性については「法制化に関する委員会の議論のまとめ」として下記の通

り述べられた 5 9 8。  

 

法制化に関する委員会の議論のまとめ  

○  本委員会としては、個人情報保護の視点からの現行指針の見直しを行うとともに、そ

の実効性を確保するための各種の対策、改正後の指針の遵守状況のフォローアップ等

を実施することで、個人情報を保護するための格別の措置が講じられるものと考えら

れ、現段階において、個人情報保護法の全面施行に際し、ヒトゲノム・遺伝子解析研究

において別途個別法を創設するなど個人情報保護の観点から別途の法制化の必要性

はうすいものと考える。なお、既述のように中長期的には法制化の課題も含めて検討す

る必要があることも忘れてはならない。  

 

 また、前述の「医療機関等における個人情報保護のあり方に関する検討会」第 9 回（ 2 0 0 4

年 1 2 月 9 日）で案として事務局から提示された「医療機関等における個人情報の保護に係る

当面の取組について（案）」 5 9 9内の「まとめ」が下記のように個別法の必要性がうすい根拠の一

つとして参照・引用された。  

 

 
5 9 5  前掲 5 9 3 。 宇 津木委員 、 佐々委員 、 江口委員 、 黒木 座長代理の発言が代表的 。  
5 9 6  第 1 0 回資料 1 「 医学研究等における個人情報の取扱いの在り方等について （ 案 ） 」
h t t p s : / / w w w . l i f e s c i e n c e . m e x t . g o . j p / f i l e s / p d f / n 1 4 8 9 _ 1 1 - 3 - 1 . p d f  2 0 2 3 年 6 月 2 9 日閲覧  
5 9 7  前掲 5 9 6  2 頁  
5 9 8  前掲 5 9 6  9 頁  
5 9 9  医療機関等における個人情報保護のあり方に関する検討会 」第 9 回資料 3 「 医療機関等における個人情報の保護に係る

当面の取組について （案 ） 」 6 頁 h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / s h i n g i / 2 0 0 4 / 1 2 / d l / s 1 2 0 9 - 6 c . p d f  2 0 2 3 年 6 月 2 9 日閲覧  
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さらに、今般、厚生労働省における「医療機関等における個人情報保護のあり方に関す

る検討会」において、医療機関等における個人情報の保護に係る当面の取組方針につ

いて意見が取りまとめられたが、この中でも、「現段階においては、個人情報保護法の

全面施行に際し、これらの措置に加えて個別法がなければ十分な保護を図ることができ

ないという状況には必ずしもないと思われる」とされている。  

 

参照された「医療機関等における個人情報の保護に係る当面の取組について（案）」は、

2 0 0 4 年 1 2 月 2 4 日公表だったが、案の段階ですでにこの 2 0 0 4 年 1 2 月 1 5 日開催の三省

合同検討会のまとめに引用されており、相互の足並みが揃えられていることが伺える 6 0 0。  

 

第二項  金融・信用  

金融・信用分野は、金融庁と経産省が合同で検討を行い、２００４年 1 2 月 2 0 日に「個人情

報の保護に関する法律の全面施行に向けて」 6 0 1を公表した。検討を行ったのは下記２つであ

る。  

 

➢  金融審議会金融分科会特別部会（金融庁）： 2 0 0 4 年 1 月 2 0 日～ 2 0 0 4 年 1 2

月 2 0 日 6 0 2  

➢  産業構造審議会割賦販売分科会個人信用情報小委員会（経済産業省）： 2 0 0 4 年

1 月 2 0 日～ 2 0 0 4 年 6 月 1 5 日 6 0 3  

 

図  6 1  金融・信用分野検討会日程一覧  

 金融審議会金融分科会特別

部会  

産業構造審議会割賦販売分

科会個人信用情報小委員会  

 金融庁  経済産業省  
2 0 0 4 年 1 月 2 0 日  第 7 回  第 1 回  

2 0 0 4 年 4 月 2 6 日  第 8 回  第 2 回  

2 0 0 4 年 5 月 1 9 日  第 9 回  ―  
2 0 0 4 年 6 月 1 5 日  第 1 0 回  第 3 回  

2 0 0 4 年 6 月 2 1 日  第 1 1 回    
2 0 0 4 年 8 月 3 日  第 1 2 回    
2 0 0 4 年 9 月 6 日  第 1 3 回    

2 0 0 4 年 9 月 2 9 日  第 1 4 回    
2 0 0 4 年 1 0 月 1 5 日  第 1 5 回    
2 0 0 4 年 1 1 月 1 9 日  第 1 6 回    

 
6 0 0  本章の 「 個別法 」 と は別の議題 では あ るが 、 事務 局提出の方針 にお け る 「 匿 名化 」 の 扱 いにつ いて 、 検討会や パブ リ ッ ク コ メ ン ト の 方向性 と

違 う点が指摘 され 、 検討会や指針作成の進め糧につ い て 複数の委員か ら 批判がな され た 。 「 内 閣府あ る いは総 務省が この委員会の合意 を ま っ

た く 無視す る形 で それ を逆転 さ せ る と い う や り方 につ い ては 、 本委 員会 と し ては看過すべ き では な い （ 辻 委員 ） 」 「 日 本の国家 と い う のは民主主

義はど う な っ て い るか （ 中 略 ） １ 度 も 議論の場に加わ ら なか っ た と こ ろ か ら 、 いや 、 こ う で す と い う ふ う に押 し つ け られ て ） 福 嶋委員 ） 」 「 こ の 委員

会のなすべ き 役割 と い う か 、 参考意 見 を出す会だ っ たのかな と今感想 と し て思 っ た （ 栗 山委員 ） 」 。 こ れ に対 し 、 依田座長代理か らは 「 こ の委員

会の位置づけ と い う のは審議会の一機関であ る と す る と 、 審議 会は決定機関ではな い と い う 基本的 な性格が あ る以上は 、 我々がで き る限界 と

い う のが あ る 」 と 補足があ る と と も に 、 事務局か ら も 「 意 見 書の中に書 き込 む と い う こ と は可 能です 」 と 説明があ っ た 。 し か し な が ら こ の補 足説明

はむ し ろ 、 批判が指 し示す通 り事務 局の既定路線はあ らか じ め決め ら れ ていた も の で 、 会 の議論は 「 参 考 」 で あ り 「 意 見 と し て 書 き込む こ とが で

き る 」 程 度に と ど ま る こ と で あ る こ と を 示唆 し て い る と言 え る 。  
第 1 1 回議事録 （三省 ） h t t p s : / / w w w . l i f e s c i e n c e . m e x t . g o . j p / f i l e s / p d f / n 1 4 8 8 _ r 1 1 - 3 . p d f  2 0 2 3 年 6 月 3 0 日閲覧  
6 0 1  金融審議会金融分科会特別部会 「個人情報の保護に関する法律の全面施行に向けて 」

h t t p s : / / w w w . f s a . g o . j p / s i n g i / s i n g i _ k i n y u / t o s i n / 2 0 0 4 1 2 2 0 . p d f  2 0 2 3 年 6 月 3 0 日閲覧  
6 0 2  金融庁ウ ェ ブサ イ ト 金 融審議会  金融分科会  特別部会概要

h t t p s : / / w w w . f s a . g o . j p / s i n g i / s i n g i _ k i n y u / s i r y o u / k i n y u / t o k u b e t u / t o k u b e t u _ i n d e x . h t m l  2 0 2 3 年 6 月 2 9 日 閲 覧  
6 0 3  経済産業省ウ ェブサイ ト 産業構造審議会割賦販売分科会個人信用情報小委員会概要
h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 1 6 3 1 3 / w w w . m e t i . g o . j p / c o m m i t t e e / g i z i _ 1 / 1 0 . h t m l  2 0 2 3 年 6 月 2 9 日 閲 覧  
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2 0 0 4 年 1 2 月 7 日  第 1 7 回    
2 0 0 4 年 1 2 月 2 0 日  第 1 8 回    

 

 第 7 回（ 2 0 0 4 年 1 月 2 0 日）では、この合同会で検討すべき論点について、金融・信用分野

における個人情報の取扱いについて、これまで行われてきた議論を振り返るなどしながら 6 0 4、

個別法検討の位置づけについても事務局から説明がなされた、その際、個別法について「個別

法を早急に検討すること」とした衆参両議院の附帯決議について、「あくまで検討を附帯決議で

いわれております」と解説し、「検討」を早急に行うことが求められているのであり「個別法」を早

急に求められているわけではないと示唆した 6 0 5。  

また、この「個別法」についての要請の強制力についてはその次時開催された第 8 回（ 2 0 0 4

年 4 月 2 6 日）にも再び言及された。まず、「個別法」という言葉について、「格別の措置」「一

定の結論」などの示す結論として「個別法」となるのか、といった委員からの質問に対し 6 0 6、鶴

巻内閣府個人情報保護推進室長から下記のように回答がなされた。ここでは、ガイドラインで

足りる場合個別法は不要であるがその結論は事前には分らないため、それらも含めて議論して

ほしい、という旨が回答されている。  

 

格別の措置という意味と、個別の法律ということの点でございますけれども、確かに、附

帯決議の方では個別法という法律で、ということが書かれておるわけでございますけれ

ども、まさにこちらの金融審あるいは産構審の方でご議論いただいておりますとおり、ま

だ格別の措置の中身が政府として決まっていない。格別の措置の中身に応じて、それ

が法制的な法律の措置であるべきなのか、それともガイドラインで足りるのかというが、

結局そこまで行かなければ判断できないわけでございまして、政府の出す表現といたし

まして、法律ということを今の時点で判断できないという意味で、「個別法」という言葉は

使っておりません。ただ、格別の措置というものの中身に応じて、当然、法的な措置、法

的の制定あるいは改正とか、そういったものが必要であれば、それも含めてやっていた

だくという中身の意味でございます。  

 

 続いて、附帯決議と基本方針のどちらが優先されるのかという点について、同じく委員から質

問がなされ、それに対して、基本方針は政府の閣議決定であり行政側は直接的に「拘束され

る」一方、附帯決議は立法府により決められた「尊重すべきもの」であるとの回答が同じく内閣

府個人情報保護推進室長からなされた 6 0 7。  

 

どちらが優位というものでもないんだと思うんですけれども、附帯決議の方は、あくまで

も国会から政府に対していただいたものでございまして、今回の基本方針は、政府は政

府として自分自らが決めたということでございます。我々、各役所といたしましては、直

 
6 0 4  第 1 回参考資料 ３ 「 個 人信 用情報保護 ・ 利用の在 り方に関す る懇談会 報告書 」 お よ び参考資料 ４ 「 個 人信 用 情報保護 ・ 利用の 在 り方に 関

す る論点 ・ 意見 の中間的な 整理 」 h t t p s : / / w w w . f s a . g o . j p / s i n g i / s i n g i _ k i n y u / s i r y o u / k i n y u / t o k u b e t u / f - 2 0 0 4 0 1 2 0 - 1 . h t m l  

2 0 2 3 年 6 月 2 9 日 閲 覧  
6 0 5  第 7 回議事録 h t t p s : / / w w w . f s a . g o . j p / s i n g i / s i n g i _ k i n y u / g i j i r o k u / k i n y u / t o k u b e t u / 2 0 0 4 0 1 2 0 . h t m l  2 0 2 3 年

7 月 1 日 閲 覧  
6 0 6  第 8 回議事録 h t t p s : / / w w w . f s a . g o . j p / s i n g i / s i n g i _ k i n y u / g i j i r o k u / k i n y u / t o k u b e t u / 2 0 0 4 0 4 2 6 . h t m l  2 0 2 3

年 7 月 1 日 閲 覧  
6 0 7  前掲 6 0 6  
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接的には閣議決定には拘束されますし、附帯決議はあえて言葉で言えば、尊重しなけ

ればならないものという整理だと思います。ただ、附帯決議も、当然、行政府と立法府の

関係でございますので、優先するとか、しないとかという問題ではないのかなと、我々は

受けとめております。  

 

 これについて補足として事務局の居戸企画課長から、「ガイドライン等の策定、見直しを早急

に検討」および「格別の措置を医療、金融・信用、情報通信等の各分野ごとに早急に検討し、法

の全面施行までに一定の結論」の 2 点が議論のポイントであるという説明がなされた 6 0 8。この

ように個別法については、第 7 回および第 8 回で議論の方向性としてガイドライン策定・見直し

が必須であり、議論の内容に応じてさらに格別の措置が必要かどうかの議論を行うとする方向

性が示された。  

 第 1 2 回（ 2 0 0 4 年 8 月 3 日）では、センシティブ情報である点から人権問題として捉えること

ができると考えた場合、ガイドラインにとどまるのではなく法制化を視野に検討すべきという委

員からの意見があった一方で 6 0 9、法制化イコール罰則、という視点から個別法に反対する意

見もあった 6 1 0。第 1 3 回（ 2 0 0 4 年 9 月 6 日）に議論されたように、クレジットカードにおける信

用情報機関やクレジット業界団体が自主ルールに基づいて運営している実態を踏まえつつ、こ

れら割賦販売法や貸金業法に基づくものであるため第三者提供時の同意提供は不要、あるい

は共同利用として考えることができるのではないかといった意見が出る点を懸念し、やはり個別

法の必要性が委員から指摘された。  

 第 1 6 回（ 2 0 0 4 年 1 1 月 1 9 日）では、パブリックコメントの意見を検討したうえで、個別法に

ついて改めて必要・不要の両論を議論したが、事務局からはパブリックコメントでの否定的な意

見を参照したうえで不要の方向でガイドライン案を作成している旨が説明された 6 1 1。その際、

立法を求める声もあった点を考慮し、第 1 7 回で引き続き議論されることとなった。その第 1 7

回（ 2 0 0 4 年 1 2 月 7 日）では、個別法について再度議論がなされた。ここでは、個別法すなわ

ち罰則、という点に議論の焦点が当たり、その場合議論の影響範囲は広くあるべきでありかつ

熟慮する時間が必要だという結論に達した 6 1 2。  

 

第三項  情報通信（電気通信・放送）  

情報通信分野は、「電気通信」と「放送」の 2 領域において金融庁と経産省が合同で検討を

行い、２００４年 1 2 月 2 0 日に「個人情報の保護に関する法律の全面施行に向けて」 6 1 3を公表

した。検討を行ったのは下記２つである。  

 
6 0 8  前期 6 0 6  
6 0 9  第 1 2 回議事録 、 原委員の発言よ り 。 そ のほか高橋委員 も個 別法の必要性 を指摘 し た 。

h t t p s : / / w w w . f s a . g o . j p / s i n g i / s i n g i _ k i n y u / g i j i r o k u / k i n y u / t o k u b e t u / 2 0 0 4 0 8 0 3 . h t m l  2 0 2 3 年 7 月 1 日 閲 覧  
6 1 0  前期 6 0 9 、 松 本委員の発言よ り 。  
6 1 1  第 1 6 回議事録 、 寺田企画課調査室用発言よ り 。

h t t p s : / / w w w . f s a . g o . j p / s i n g i / s i n g i _ k i n y u / g i j i r o k u / k i n y u / t o k u b e t u / 2 0 0 4 1 1 1 9 . h t m l  2 0 2 3 年 7 月 1 日 閲 覧 。  

パ ブ リ ッ ク コ メ ン ト の 意 見 で は 、 「 資 料 １ 「 金 融 分 野 に お け る 個 人 情 報 保 護 に 関 す る ガ イ ド ラ イ ン 」 に 関 す る 意 見 募 集 の 結 果 に つ い て 」 「 資 料 ２ 「 金 融 分 野 に お け る 個 人

情 報 保 護 に 関 す る ガ イ ド ラ イ ン 」 に 対 す る 主 な 意 見 」 で ま と め ら れ て い る よ う に 必 要 ・ 不 要 の 両 意 見 が 寄 せ ら れ て い る 。 第 1 6 回 資 料 概 要 よ り 。

h t t p s : / / w w w . f s a . g o . j p / s i n g i / s i n g i _ k i n y u / s i r y o u / k i n y u / t o k u b e t u / f - 2 0 0 4 1 1 1 9 - 5 . h t m l  2 0 2 3 年 7 月 1 日 閲 覧  
6 1 2  第 1 7 回議事録 。 h t t p s : / / w w w . f s a . g o . j p / s i n g i / s i n g i _ k i n y u / g i j i r o k u / k i n y u / t o k u b e t u / 2 0 0 4 1 2 0 7 . h t m l  2 0 2 3 年 7 月 1

日 閲 覧  
6 1 3  金融審議会金融分科会特別部会 「 個人情報の保護に 関す る法 律の全面施行に向けて 」

h t t p s : / / w w w . f s a . g o . j p / s i n g i / s i n g i _ k i n y u / t o s i n / 2 0 0 4 1 2 2 0 . p d f  2 0 2 3 年 6 月 3 0 日 閲 覧  
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-  電気通信事業分野におけるプライバシー情報に関する懇談会（ 2 0 0 4 年 4 月 1 9

日～ 2 0 0 4 年 1 2 月 1 6 日） 6 1 4  

-  放送分野における個人情報保護及び I T 時代の衛星放送に関する検討会（ 2 0 0 4

年 5 月 1 0 日～ 2 0 0 5 年 2 月 2 2 日） 6 1 5  

 

 「電気通信事業分野におけるプライバシー情報に関する懇談会」は議事要旨のみの公開のた

め議論の詳細は確認できないが、第 1 0 回（ 2 0 0 4 年 4 月 1 9 ）に、下記意見が示された。  

  個別法を定める場合、個人情報の所持を規制するという考え方と個人情報の流通を規

制するという考え方があり得る。  

  規制によっては、事業者にとって負担が重くなり、規制に対応できない小規模事業者が

淘汰され、業界の健全な発達が阻害されるおそれもある。  

 

その後第 1 5 回（ 2 0 0 4 年 1 2 月 1 6 日）では、下記のように個別法は不要という方向性にま

とまっていたことが伺える。  

  医療分野でも個別法は必ずしも必要ないという結論に達しているようだ。  

  他の各分野でも似たような議論がされているところを見ると、やはり分野横断的な議論

が必要とされると言えるのだろう。  

  電気通信事業分野の結論として、個別法が必要ない理由をもう少し強調してはどうか。  

  関係機関の連携により早急な検討を行う、という意味をもっと強めて書いてもいいので

はないか。  

 

 一方、「放送分野における個人情報保護及び I T 時代の衛星放送に関する検討会」では、第

1 回（ 2 0 0 4 年 5 月 1 0 日）に検討会の方針や進め方などが事務局から説明され、その際個別

法についても検討することが示された 6 1 6。議事録は第 4 回（ 2 0 0 4 年 6 月 7 日）までの公開で

第 5 回（ 2 0 0 4 年 6 月 1 0 日）から第 1 1 回（ 2 0 0 5 年 2 月 2 2 日）までは議事要旨を参照し

た。第 2 回（ 2 0 0 4 年 5 月 1 9 日）から第 4 回（ 2 0 0 4 年 6 月 7 日）までは放送業界団体や放

送事業者を招いてのヒアリングを行い、各団体がガイドラインを設けて事業運営をしている旨の

説明がされた 6 1 7。その後第 5 回で「放送分野における個人情報保護の基本的な在り方につい

 
6 1 4  総務部ウ ェ ブサ イ ト 電 気通信事業分野におけ る プ ラ イバ シ ー 情報に関す る懇談会概要 。本会は第 1 回 （ 2 0 0 3 年 2 月 2 4 日 ） 開始 だが 、

本省主題であ る 、 個人情 報保護法基本方針に従 っ た内容の検討 に係 る 第 1 0 回 （ 2 0 0 4 年 4 月 1 9 日 ） 以降の期間のみ対象 と し た 。

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ s o s i k i / j o h o _ t s u s i n / p o l i c y r e p o r t s / c h o u s a / p r i v a c y / i n d e x . h t m l  2 0 2 3 年 7 月 1 日 閲 覧  
6 1 5  総 務 部 ウ ェ ブ サ イ ト 放 送 分 野 に お け る 個 人 情 報 保 護 及 び I T 時 代 の 衛 星 放 送 に 関 す る 検 討 会 概 要 。

h t t p s : / / w a r p . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 2 8 3 5 2 0 / w w w . s o u m u . g o . j p / j o h o _ t s u s i n / p o l i c y r e p o r t s / c h o u s a / h o s o _ i t _ e i s e

i / i n d e x . h t m l  2 0 2 3 年 7 月 1 日 閲 覧  
6 1 6  第 1 回 議 事 録 。

h t t p s : / / w a r p . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 2 8 3 5 2 0 / w w w . s o u m u . g o . j p / j o h o _ t s u s i n / p o l i c y r e p o r t s / c h o u s a / h o s o _ i t _ e i s e

i / 0 4 0 5 1 0 _ 4 . h t m l  2 0 2 3 年 7 月 1 日 閲 覧  
6 1 7  第 2 回議事要旨

h t t p s : / / w a r p . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 2 8 3 5 2 0 / w w w . s o u m u . g o . j p / j o h o _ t s u s i n / p o l i c y r e p o r t s / c h o u s a / h o s o _ i t _ e i s e

i / 0 4 0 5 1 9 _ 3 . h t m l 、 第 3 回議事要旨

h t t p s : / / w a r p . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 2 8 3 5 2 0 / w w w . s o u m u . g o . j p / j o h o _ t s u s i n / p o l i c y r e p o r t s / c h o u s a / h o s o _ i t _ e i s e

i / 0 4 0 5 2 1 _ 3 . h t m l 、 第 4 回議事要旨

h t t p s : / / w a r p . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 2 8 3 5 2 0 / w w w . s o u m u . g o . j p / j o h o _ t s u s i n / p o l i c y r e p o r t s / c h o u s a / h o s o _ i t _ e i s e

i / 0 4 0 6 0 7 _ 3 . h t m l 。 2 0 2 3 年 7 月 1 日 閲 覧  
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て（草案）」が審議され 2 0 0 4 年 7 月 2 日にパブリックコメントの募集が公表された 6 1 8。この草

案概要は下記の通りである 6 1 9。  

 

２  「放送分野における個人情報保護の基本的な在り方について（草案）」の概要  

1 .  放送分野の特性や実情を踏まえ、放送分野における個人情報の有用性にも配慮し

た個人情報保護の在り方に関する基本的な考え方を提示。  

2 .  放送受信者等の個人情報の適切な取扱いに関しての基本原則や、受信者情報取

扱事業者の義務等を盛り込んだ「放送受信者等の個人情報の保護に関する指針

（案）」を策定し、本指針（案）及びその規定の趣旨等を解説。  

3 .  安全管理措置及び本人関与・苦情処理手続、事業者団体等に期待される役割、そ

して放送関連法令等による対応については引き続き検討。  

 

 この指針では、この概要の通り、検討の経緯として基本方針及び衆参両議院の附帯決議につ

いて説明され、またそのほか引き続き検討する方向性である旨も示唆されているものの、個別

法立法の有無への明言を避け、「指針」の策定をもって対応することが説明されている。  

 その後、パブリックコメントの意見や審議会での議論を受けて一部修正され、 2 0 0 4 年 8 月

1 3 日に「放送分野における個人情報保護の基本的な在り方について」 6 2 0が公表された。  

審議会の議論はその後も継続されたが、第 9 回（ 2 0 0 4 年 1 1 月 1 1 日）において、「個人情

報保護に関する個別法の制定については、放送分野のみならず慎重な見方をしている事業者

等が比較的多いと考えられるが、引き続き情報通信分野において取り扱っている個人情報の特

性を踏まえ検討することが必要ではないか。他方、分野横断的な議論は今後も続いていくので

はないか」 6 2 1、第 1 0 回（ 2 0 0 4 年 1 2 月 2 7 日）において「分野個別の法制化については、放

送分野において、その特性は認められるとしても、他の分野と特別に異なるわけでもないため、

個別法が不要との結論には賛成できるのではないか」 6 2 2と記録されており、方向性は変わらな

いままだったことがわかる。  

 

第四節  国民生活審議会  ―基本方針以降―  

 基本方針策定後の国民生活審議会では、基本方針及び衆参両議院の附帯決議で特定分野

とされた「医療」「金融・信用」「情報通信」の 3 分野での個々の検討について、その進捗報告等

が行われた 6 2 3。  

 
6 1 8 6 1 8

 「 「 放 送分野に おけ る個人情報保護の基本的な在 り方につ い て （ 草 案 ） 」 に 対 す る意見募 集の実施 」

h t t p s : / / w a r p . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 2 8 3 5 2 0 / w w w . s o u m u . g o . j p / s - n e w s / 2 0 0 4 / 0 4 0 7 0 2 _ 3 . h t m l  2 0 2 3 年 7 月 3 日 閲 覧  
6 1 9  前掲 6 1 8  
6 2 0  h t t p s : / / w a r p . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 2 8 3 5 2 0 / w w w . s o u m u . g o . j p / s - n e w s / 2 0 0 4 / 0 4 0 8 1 3 _ 2 . h t m l  2 0 2 3 年 7 月 3 日 閲 覧  
6 2 1  第 9 回議事要旨

h t t p s : / / w a r p . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 2 8 3 5 2 0 / w w w . s o u m u . g o . j p / j o h o _ t s u s i n / p o l i c y r e p o r t s / c h o u s a / h o s o _ i t _ e i s e

i / 0 4 1 1 1 1 _ 3 . h t m l  2 0 2 3 年 7 月 3 日 閲 覧  
6 2 2  第 1 0 回議事要旨

h t t p s : / / w a r p . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 2 8 3 5 2 0 / w w w . s o u m u . g o . j p / j o h o _ t s u s i n / p o l i c y r e p o r t s / c h o u s a / h o s o _ i t _ e i s e

i / 0 4 1 2 2 7 _ 3 . h t m l  2 0 2 3 年 7 月 3 日 閲 覧  
6 2 3  前掲 2 4 3  
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 基本方針策定後として最初に行われた第 9 回（ 2 0 0 4 年 6 月 1 0 日）では、「医療」「金融・信

用」「情報通信」それぞれの会から事務局が出席し、ガイドライン及び個別法を視野に入れた措

置についての検討を開始した旨の報告が行われた 6 2 4。  

 「医療」においては、個別法も含めた検討を行うと明言があった一方、「金融・信用」において

は、ガイドライン内閣府が進める政府全体の方針に足並みを揃えてガイドライン及び「法制上の

問題」を含めて検討する、という姿勢が示唆された 6 2 5。また、野村豊弘部会長からは、「いろい

ろなガイドラインが事業者の側から見ると、重畳的に適用されるようなことになるとどういうふう

に対応するのか」 6 2 6という問いに対し、堀部政男委員からも国と地方公共団体の関係でも同じ

課題が生じる 6 2 7、と補足されたうえで、「特定の事業者にとってみると２つ以上の分野にまたが

るものも出てくる可能があると思うのです。その場合にどういうふうにするのか」「恐らく、今の

段階では内閣府で何らかの調整をしていただけるのかどうかということになると思うのですけれ

ども、それぞれの省庁で検討していますし、しかも先ほどもありましたように秋口までには大

体、出そろうようですので、それらを見てというふうにするのか、その辺りは一つの重要な検討

課題だと思います」と全体を通した調整を内閣府などが主導する必要性が指摘された 6 2 8。  

 その後第 1 1 回（ 2 0 0 4 年 9 月 1 3 日）で再び各検討会の進捗報告が行われ、医療分野の報

告に対し、三宅弘委員から「このガイドラインでいいんだとか、もしくは既にある診療情報の提

供等に関する指針でいいんだというような御説明がない限り、やはりもう少し個別法の検討に

ついて我々が判断できるような資料の提供をしていただきたい」 6 2 9との指摘があった。また、同

じく三宅委員から「果たしてこのガイドラインだけで十分なのかどうかという点について、今日の

ところはガイドラインの要綱だけで、個別法、これも国会の附帯決議等で検討するようにという

ことで、特に明示された分野だと思いますけれども、その辺についての対応なり検討をもう少し

詰めていただく必要があるのではないかなと思います」 6 3 0と同様の指摘がなされ、どちらも、検

討会で引き続き検討を行うという事務局からの回答であった。  

 第 1 2 回（ 2 0 0 4 年 1 0 月 2 5 日）では、警察、法務分野など 3 分野以外のガイドラインについ

て検討を行われ、以降 2 0 0 4 年 1 1 月から、ガイドライン及び格別の措置への報告制限級の目

途である 2 0 0 4 年 1 2 月中までの間に国民生活審議会は開催されず、 3 分野の個別法につい

て国民生活審議会で取り上げたのは 3 分野がガイドラインを公表した翌年 2 0 0 5 年 1 月 2 7

日の第 1 3 回であった。堀部委員はそれぞれの報告を受けて下記のようにその結論に理解を

示した 6 3 1。  

 

 
6 2 4  第 9 回議事録 。

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / s e i k a t s u / s h i n g i k a i / k o j i n / 0 4 0 6 1 0 k o j i n -

g i j i r o k u 9 . p d f  2 0 2 3 年 7 月 3 日 閲 覧  
6 2 5  前掲 6 2 4  1 1 - 1 2 頁 。 居戸金融庁総務企画局企画課長発言よ り 。  
6 2 6  前掲 6 2 4  1 6 頁  
6 2 7  前掲 6 2 4  1 6 頁  
6 2 8  前掲 6 2 4  1 6 頁  
6 2 9  第 1 1 回議事録  1 4 頁 。

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / s e i k a t s u / s h i n g i k a i / k o j i n / 0 4 0 9 1 3 k o j i n -

g i j i r o k u 1 1 . p d f  2 0 2 3 年 7 月 4 日 閲 覧  
6 3 0  前掲 6 2 9  2 6 頁  
6 3 1  第 1 3 回議事録  2 6 - 2 7 頁 。

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / s e i k a t s u / s h i n g i k a i / k o j i n / 0 5 0 1 2 7 k o j i n -

g i j i r o k u 1 3 . p d f  2 0 2 3 年 7 月 4 日 閲 覧  
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特に今日の議題としますと、個別分野で個別法をどうするかということが中心でもある

わけですけれども、この個別法をどうするのかというのは、さかのぼるといろいろ議論が

あって、それを提案もしてまいりましたが、個人情報保護法が制定され、一般法的な規

定もできたなかで、更に個別法を検討する根拠規定も設けたわけでありますけれども、

関係省庁で、審議会等々で検討した結果が、今日のところでは個別法の必要性は当面

はないと、こういうふうにまとめることができるのではないかと思います。それぞれガイド

ラインもつくり、いろいろな措置で個人情報の保護に取り組むという中で、そういう結論

になったかと思います。  

 

第五節  まとめ  

 以上の通り、国民生活審議会では、平成 1 5 年法に明文化され期限が迫っていた基本方針の

策定が優先となって注力された。基本方針は附帯決議がそのままほぼ引用される形で関係省

庁に検討がゆだねられ、「格別の措置」の必要性を名指しされた 3 分野もそれは同様だった。  

 3 分野に設置された各検討会は、 2 0 0 4 年内という迫った期限を勘案し、ガイドラインを優先

に検討する方針で議論が進められた。議論が進むにつれて、ガイドラインありきの議論進行自

体が既定路線すぎたのではと振り返る指摘も一部で見られたものの、迫る期限に対して方針転

換は難しい状況だったと言える。  

 また、個別法すなわち罰則規定、というガイドラインとの比較で検討されることで、その影響範

囲の大きさから個別法を躊躇する議論となった点も 3 分野共通で見られる。業界団体からのヒ

アリングでも、既存のガイドラインに加え独自ルールでの規律を行っているという声もあった。こ

うしたことからまずはガイドラインを設置・改訂しその後の状況を見て必要に応じて個別法につ

いて改めて議論する、という議論の進め方となったのは、自然な流れと言える。  

加えてこうした検討結果に対し、平成 1 5 年法設置時の立役者でもあり、個別法成立につい

ても提言を行っていた堀部委員からは各検討会の結論に理解を示す発言があった。  

 こうして、平成 1 5 年法検討時及び成立時に構想された、基本法と個別法、というセクトラル

方式様の法制は実現しないこととなった。  

 

第十章  自説の展開 3：  E U のプライバシー外交とアメリカの協定が日本に

与えた影響  

2 0 1 5 年 (平成 2 7 年 ) 9 月 3 日に、平成 2 7 年法が成立し、同月 9 日に交付された。これ

は、平成 1 5 年法が成立して以来、大きな改正としては 1 2 年ぶりであり、監督機関として個人

情報保護委員会が設置されたほか、個人情報の定義の明確化や、匿名加工情報、名簿屋対

策、罰則の規定など、平成 1 5 年法からの課題に対応するとともに、平成 1 5 年法制定時には

想定されていなかった課題に対峙した改正である。ここで登場した「匿名加工情報」は、個人情

報ではない概念として大きな関心を集め、改正案の検討時期に発生した「 S u i c a ・日立事案」の

影響などをきっかけに導入されたと解釈されることが一般的である。  
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本章では、個人情報の保護と利活用を政策として実現する中で登場し概念化された「匿名加

工情報」が、以下に挙げる外的要因が影響していたことを検討会等の議事録等から明らかにす

る。すなわち、① 2 0 1 2 年に可決し日本のみならず世界に影響を与えた E U による E U 一般デ

ータ保護規則 ( G D P R )は、第三国に対し商取引における多くの条件を提示しており、特に第三

者機関を必須とする点は日本において改正を必然のものとするに十分であったこと、②その際

例外的に行われた E U とアメリカのセーフハーバー協定は日本における検討の参考となったこ

と、③ 2 0 1 3 年の検討段階で既にアメリカ合衆国 (以下、「アメリカ」 )の米国連邦取引委員会

( F e d e r a l  T r a d e  C o m m i s s i o n。以下、「F T C 」 )が発行したレポートに記載された 3 つの条

件が参照先として参考となっていたこと、である。これら外的要因が 2 0 1 5 年改正に影響を与

え、定義上個人情報ではない「匿名加工情報」が登場し概念化したのである。  

 

第一節  E U での G D P R の成立とアメリカの対応  

日本のみならず、アメリカ等の個人情報保護に影響を与えたのが、 E U の「G D P R 」である。

2 0 1 2 年 1 月 2 5 日、欧州委員会は、「個人データの取扱いに係る個人の保護と当該データの

自由な移動に関する欧州議会及び理事会の規則 (一般データ保護規則 )提案」を欧州議会及び

理事会に提出し、 2 0 1 3 年 1 0 月 2 1 日に可決された。これは、 1 9 9 5 年 E U データ保護指令

(指令 9 5 / 4 6 / E C )が元になっている。その後、同規則案は、「個人データの取扱いに係る自然

人の保護と当該データの自由な移動に関する、また、指令 9 5 / 9 6 / E C を廃止する、 2 0 1 6 年 4

月 2 7 日の欧州議会及び理事会の 2 0 1 6 / 6 7 9 ( E U )規則 (一般データ保護規則 ) 」

( R e g u l a t i o n ( E U ) 2 0 1 6 / 6 7 9  o f  t h e  E u r o p e a n  P a r l i a m e n t  a n d  o f  t h e  C o u n c i l  o f  

2 7  A p r i l  2 0 1 6  o n  t h e  p r o t e c t i o n  o f  n a t u r a l  p e r s o n s  w i t h  r e g a r d  t o  t h e  

p r o c e s s i n g  o f  p e r s o n a l  d a t a  a n d  o n  t h e  f r e e  m o v e m e n t  o f  s u c h  d a t a ,  a n d  

r e p e a l i n g  D i r e c t i v e  9 5 / 4 6 / E C  ( G e n e r a l  D a t a  P r o t e c t i o n  R e g u l a t i o n ) ) として

2 0 1 6 年 4 月 2 7 日に成立し、同 5 月 4 日、E U 官報に掲載された。いわゆる「G D P R 」と呼ば

れ、世界の個人情報保護法制に影響を与えたものである (石井 ( 2 0 1 7 ： 4 2 9 ) )。  

 提案の背景として、①急速な技術の発展によるデータ共有やデータ収集の規模の劇的拡大、

②オンライン環境における信頼構築の必要性、③指令の各国での実施の細分化 (の弊害 )、④

基本的人権としての個人情報保護の枠組みの強化等、があげられており (園部・藤原 ( 2 0 1 8 ：

4 5 3 ) )、大きな特徴の一つとして、「第三国への個人データの移転について第三国が十分なレ

ベルの保護装置をとっていることを前提にしているところ」にある  。加えて、多額の制裁金措置

があることから、アメリカ、日本など E U 域外においても個人情報保護において E U と対峙でき

る体制を整えざるを得なくなった。  

アメリカは、E U にとって商取引先として大きなシェアを占める一方で、公的機関に対するプ

ライバシー法（P r i v a c y  A c t  o f  1 9 7 4。 1 9 7 4 年成立）はあるもの、民間については  E U のよ

うな横断的な個人情報保護法は存在せず、「プライバシーは、分野別に規制されている」 (フー

フナグル ( 2 0 1 8 ： 2 ) )。これは、「特定の種類の事業者だけが情報プライバシーに関する制定法

の対象であることを意味する。その結果、同じ情報を保有している別々の事業者においては、

F T C 法だけが適用される場合と、何らかの特定分野の法令、例えば公正信用報告法 ( F C R A )
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が適用されることがある」 (フーフナグル ( 2 0 1 8 ： 2 ) ) 6 3 2。この「アメリカのアプローチは、特定の

規則が禁止しない限り、データの取扱いが適法とされるのに対し、ヨーロッパでは、データの取

扱いが適法とされるためには、いくつかの原則に適合しなければならない」 (フーフナグル

( 2 0 1 8 ： 2 ) )という点でアプローチの仕方が異なっている。 E U のデータ保護指令 ( 1 9 9 5 年 )で

は、十分なほどレベルに達していない第三国への個人データ移転を原則禁止しているため、そ

の十分性認定の基準に達していないアメリカは「セーフハーバー協定」を結ぶことで、商取引を

継続する合意に達した。セーフハーバーとは、「税制や規則などで、企業の行動が違法や違反

とされない範囲を示したルール」をいう (石井 ( 2 0 1 7 ： 2 8 8 ) )。E U とアメリカは、その通商取引

額は大きく、この第三国移転制限条項が適用された場合の取引障壁を取り除くため、 1 9 9 7 年

から交渉を開始し、長い交渉の末 2 0 0 0 年 1 1 月に施行された。このように、アメリカは個人情

報に関する独立法を持たない代わりに、 F T C が監督機関として位置することで、E U との商取

引継続に成功した。 6 3 3  

 

図  6 2 アメリカの個人情報保護体制  

出典 ：パーソナルデー タの利用 ・流通に関する研究会第  1  回資料 「資料  3  E U  、米国における個人情報 ・ プラ イバシー保護等

に関する制度の概要  」  7  頁  

 しかしこの後、  P R I S M 問題 6 3 4により、「E U 市民の個人データ保護レベルに関する懸念が

高」まったことを受け、  E U 側はアメリカに対し見直しを求める勧告を行った（石井（ 2 0 1 7 ：

3 0 0 ） ） 。F T C はアメリカ国内でグーグルやフェイスブックなど対象企業に法執行を行うなど、国

内でのセーフハーバー諸原則順守を図る取組を行ったが、欧州司法裁判所大法廷は、 2 0 1 5

年 1 0 月、セーフハーバーを無効とする判断を下し、アメリカに衝撃を与えた（石井（ 2 0 1 7 ：

 
6 3 2  ク リス ・ フナーグル 『ア メ リカ プ ライバシー法  連邦取引委員会の法と政策 』 ( 2 0 1 8 、 勁草書房 ) 2 頁  
6 3 3 しか し この後、 P R I S M 問題によ り 、 「 E U 市民の個人デー タ保護レベルに関する懸念が高 」ま った こと を受け 、 E U 側はアメ

リカに対し見直しを求める勧告を行った (石井 ( 2 0 1 7 ： 3 0 0 ) ) 。 F T C はアメ リカ国内でグーグルやフ ェイ スブッ ク など対象企業に

法執行を行 うなど 、国内でのセーフハーバー諸原則順守を図る取組を行ったが、欧州司法裁判所大法廷は、 2 0 1 5 年 1 0 月、

セーフハーバーを無効とする判断を下し 、ア メ リカ に衝撃を与えた (石井 ( 2 0 1 7 ： 3 0 5 ) ) 。 その後 、欧州委員会とアメ リカ側は新

たな安全枠組みに関する交渉を行い 、 2 0 1 6 年 7 月、 「 E U - U . S .  プ ライバシーシールドに より提供される保護の十分性に関す

る欧州議会及び理事会の指令 9 5 / 4 6 / E C に基づ く 2 0 1 6 年 7 月 1 2 日の委員会実施決定 」を採択 した (石井 ( 2 0 1 7 ： 3 1 3 ) ) 。  
6 3 4  2 0 1 3 年 6 月 、 ワ シ ン ト ン ・ ポ ス ト 紙 や ガーデ ィ ア ン紙に よ り報 じ ら れ た ア メ リ カ の国家 安全保障局 と連邦捜査 局に よ る情報 収集計画 。 テ ロ

対策の名の もの と 、 マ イ ク ロ ソ フ ト や グーグルな ど 大手 I T 企業が協力 し 、 海外か らの電子 メ ールや音声 デー タ な ど を 国家安全保障局 と連 邦捜

査局に提供 し た と さ れ る 。 元中央情 報局職員のエ ド ワ ー ド ・ ス ノ ー デ ンが 暴露 し た こ と に よ り 極秘だ っ た プ ロ ジ ェ ク ト が 明 るみに 出た 。 （ 参 考 ：

h t t p s : / / w w w . t h e g u a r d i a n . c o m / w o r l d / 2 0 1 3 / j u n / 0 9 / e d w a r d - s n o w d e n - n s a - w h i s t l e b l o w e r - s u r v e i l l a n c e  2 0 2 3 年 3 月

2 8 日閲覧 ）  
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3 0 5 ） ）。その後、欧州委員会とアメリカ側は新たな安全枠組みに関する交渉を行い、 2 0 1 6 年

7 月、「E U - U . S .  プライバシーシールドにより提供される保護の十分性に関する欧州議会及び

理事会の指令 9 5 / 4 6 / E C に基づく 2 0 1 6 年 7 月 1 2 日の委員会実施決定」を採択した（石井

（ 2 0 1 7 ： 3 1 3 ） ） 。  

さらなる展開となったのは、 2 0 2 0 年 7 月に欧州司法裁判所が、プライバシーシールドの「十分

性認定」を無効とした判断により、E U とアメリカの関係が再び宙に浮いた格好となったことであ

る 6 3 5。この判決の概要は下記のとおりである（須田（ 2 0 2 1 ： 4 4 ） ） 。  

 

プライバシーシールドでも「国家安全保障、公共の安全、法執行」の要件がデータ保護に優

越し、アメリカに自己に関するデータが移転された個人の基本的権利への干渉が認められ

るが、アメリカ政府機関のサーベイランスは、厳格に必要な範囲に限定されず、また実施す

るのに無制限の権限が与えられている点で「均衡性」の原則に反する。くわえて、オンブズ

パーソンがデータ主体の権利を保障することになっているものの、データ主体にはオンブズ

パーソンに行動をとるように請求する権利が提供されていない上に、オンブズパーソンの

独立性が確保されておらず、さらにオンブズパーソンに情報機関を拘束する決定を採択す

る権限が与えられていないことが指摘された。  

 

 これに対し、アメリカ側からは失望の声もあったものの（須田（ 2 0 2 1 ： 4 5 ） ）、改めて E U トン

協議をおこなうとし交渉が続けられた。 2 0 2 2 年 3 月 2 5 日に、その代替的枠組みとして、

「T r a n s - A t l a n t i c  D a t a  P r i v a c y  F r a m e w o r k （大西洋横断データプライバシー枠組み）」を

設けることで合意 6 3 6し、その後同年 1 0 月 7 日にジョー・バイデン大統領（当時）がその実施に

関する大統領令に署名した 6 3 7。これをうけて E U は同年 1 2 月 1 5 日、この枠組みの「十分

性」を認定する決定案を公表後翌 2 0 2 3 年 7 月 1 0 日に正式に認定した 6 3 8。これにより、E U

とアメリカの商取引に伴うデータ移転等については一定の合意がなされた環境下で継続される

こととなった 6 3 9。  

 

 
6 3 5  C o u r t  o f  J u s t i c e  o f  t h e  E u r o p e a n  U n i o n ,  ‘ T h e  C o u r t  o f  J u s t i c e  i n v a l i d a t e s  D e c i s i o n  2 0 1 6 / 1 2 5 0  o n  t h e  

a d e q u a c y  o f  t h e  p r o t e c t i o n  p r o v i d e d  b y  t h e  E U - U S  D a t a  P r o t e c t i o n  S h i e l d ’ ,  1 6  J u l y  2 0 2 0 .  

h t t p s : / / c u r i a . e u r o p a . e u / j c m s / u p l o a d / d o c s / a p p l i c a t i o n / p d f / 2 0 2 0 - 0 7 / c p 2 0 0 0 9 1 e n . p d f  2 0 2 3 年 8 月 1 4 日閲覧  
6 3 6  T h e  W h i t e  H o u s e ,  ‘ F A C T  S H E E T :  U n i t e d  S t a t e s  a n d  E u r o p e a n  C o m m i s s i o n  A n n o u n c e  T r a n s - A t l a n t i c  D a t a  

P r i v a c y  F r a m e w o r k ’ ( 2 0 2 2 年 3 月 2 5 日 ) 、 h t t p s : / / w w w . w h i t e h o u s e . g o v / b r i e f i n g - r o o m / s t a t e m e n t s -

r e l e a s e s / 2 0 2 2 / 0 3 / 2 5 / f a c t - s h e e t - u n i t e d - s t a t e s - a n d - e u r o p e a n - c o m m i s s i o n - a n n o u n c e - t r a n s - a t l a n t i c - d a t a -

p r i v a c y - f r a m e w o r k /  2 0 2 3 年 8 月 1 4 日閲覧 。 ま た 、 概要は日本 貿易振興機構 （ ジ ェ ト ロ ） ウ ェ ブ サ イ ト を 参照 し た

（ h t t p s : / / w w w . j e t r o . g o . j p / w o r l d / e u r o p e / e u / g d p r / g d p r _ n e w s . h t m l ） 2 0 2 3 年 8 月 1 4 日閲覧  
6 3 7  T h e  W h i t e  H o u s e ,  ‘ E x e c u t i v e  O r d e r  O n  E n h a n c i n g  S a f e g u a r d s  F o r  U n i t e d  S t a t e s  S i g n a l s  I n t e l l i g e n c e  

A c t i v i t i e s ’ ( 2 0 2 2 年 1 0 月 7 日 ) 、 h t t p s : / / w w w . w h i t e h o u s e . g o v / b r i e f i n g - r o o m / p r e s i d e n t i a l -

a c t i o n s / 2 0 2 2 / 1 0 / 0 7 / e x e c u t i v e - o r d e r - o n - e n h a n c i n g - s a f e g u a r d s - f o r - u n i t e d - s t a t e s - s i g n a l s - i n t e l l i g e n c e -

a c t i v i t i e s /  2 0 2 3 年 8 月 1 4 日閲覧 。  
6 3 8  E u r o p e a n  C o m m i s s i o n ,  ‘ E u r o p e a n  C o m m i s s i o n  a d o p t s  n e w  a d e q u a c y  d e c i s i o n  f o r  s a f e  a n d  

t r u s t e d  E U - U S  d a t a  f l o w s ’ , ( 2 0 2 3 年 7 月 1 0 日 ) 、

h t t p s : / / e c . e u r o p a . e u / c o m m i s s i o n / p r e s s c o r n e r / d e t a i l / e n / i p _ 2 3 _ 3 7 2 1  2 0 2 3 年 8 月 1 4 日閲覧  
6 3 9  これについては、一方で、セー フハーバー協定及びプラ イバシーシールド 双方に懸念を評して申し立てを行った シュレムス

氏 （ M a x  S c h r e m s ） が引き続き申し立て準備している と自身が運営するウェブサイ ト 「 n o y b 」 （ h t t p s : / / n o y b . e u / ） で可能性

を示唆してお り 、今後について事態の展開が注目される 。 h t t p s : / / n o y b . e u / e n / e u r o p e a n - c o m m i s s i o n - g i v e s - e u - u s -

d a t a - t r a n s f e r s - t h i r d - r o u n d - c j e u  2 0 2 3 年 8 月 1 4 日閲覧  
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第二節  日本に対する十分性認定  

 日本の個人情報保護体制については、平成 2 7 年法成立により第三者機関として個人情報

保護委員会が主管となったことから E U との対話を開始した 6 4 0。 2 0 1 7 年 1 2 月 1 4 日に個人

情報保護委員会委員と欧州委員会委員との間で会談が行われ、以下のように日 E U における

個人データ移転についての方向性が合意された 6 4 1。  

 

平成 2 9 年 1 2 月 1 4 日には、当委員会委員と欧州委員会委員との間で会談を行い、双方

の制度間の関連する相違点に対処するための、法令改正を行わない形での解決策につい

て確認するとともに、今後、その詳細について作業すること、また、平成 3 0 年第１四半期

に最終合意することを想定し、委員レベルで会談を持つことで一致したところでございま

す。  

 

 その後委員会第 5 3 回（ 2 0 1 8 年 2 月 9 日）、第 5 4 回（ 2 0 1 8 年 2 月 1 4 日）において「E U

域内から十分性認定により移転を受けた個人データの取扱いに関するガイドラインの方向性に

ついて」 6 4 2や「『個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（ＥＵ域内から十分性認

定により移転を受けた個人データの取扱い編）（案） 』の概要」 6 4 3の内容検討が行われ、「双方

の制度間の関連する相違点に対処するための、法令改正を行わない形での解決策」 6 4 4につい

て下記のように方向性および具体的にガイドラインの策定で対応することとなった。  

 

１．  策定の趣旨  

（略）  

この解決策として、各国政府との協力の実施等に関する個人情報保護法上の規定等

（個人情報保護法第４条、第６条、第８条、第 2 4 条、第 6 0 条及び第 7 8 条、並びに平

成 3 0 年春頃に公布・施行予定の改正後の個人情報保護法施行規則第 1 1 条）に基づ

き、欧州委員会から日本への十分性が認められた際、ＥＵ域内から十分性認定により移

転を受ける個人データの取扱いに関して最低限遵守すべき規律を示すものである。  

 

２．概要  

①  要配慮個人情報の範囲  

ＥＵから移転された個人データについて、「性生活」・ 「性的指向」・ 「労働組合」に関する

情報に関しては要配慮個人情報と同様の取扱いを行うこととする。  

②  保有個人データの範囲  

 
6 4 0  第 4 0 回 （ 2 0 1 7 年 6 月 3 0 日 ） 委員会 、 E U 加盟国のデー タ保護機関 （ D P A ） 等 と 面談 を 行 っ た調 査結果な ど で検討 を行 っ て い る様子が

わか る 。 概要 ウ ェ ブ ペー ジ h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / a b o u t u s / m i n u t e s / 2 0 1 7 / 2 0 1 7 0 6 3 0 /  2 0 2 3 年 8 月 1 4 日閲覧  
6 4 1  報道資料 「 個人情報保 護委員会熊澤委員 と欧州委 員会 ヨ ウ ロバー委 員 との会談 」 （ 2 0 1 7 年 1 2 月 1 5 日 ）

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / e n f o r c e m e n t / c o o p e r a t i o n / c o o p e r a t i o n / 2 9 1 2 1 4 _ E U /  2 0 2 3 年 8 月 1 4 日閲覧  

また 、第 5 3 回 （ 2 0 1 8 年 2 月 9 日 ） 委員会議事録 よ り事務 局の説明か ら 。 議事録

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 3 0 0 2 0 9 _ g i j i r o k u . p d f  2 0 2 3 年 8 月 1 4 日閲覧  
6 4 2  第 5 3 回資料 １ 「 Ｅ Ｕ 域内か ら十分 性認定に よ り移転 を受け た個人デ ー タの取扱い に関す る ガ イ ド ラ イ ン の方 向性につ いて 」

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 3 0 0 2 0 9 _ s i r y o u 1 . p d f  2 0 2 3 年 8 月 1 4 日閲覧  
6 4 3  第 5 4 回資料 2 - 2  「 個 人情報の保 護に関す る法律 につ いての ガ イ ド ラ イ ン （ E U 域内か ら十分性認定に よ り 移 転 を 受けた個人 デー タの 取

扱い編 ） （ 案 ） 」 h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 3 0 0 2 1 4 _ s i r y o u 2 . p d f  2 0 2 3 年 8 月 1 4 日閲覧  
6 4 4  前掲 6 4 1  第 5 3 回議事録 1 頁よ り事務局の発言から 。  
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ＥＵから移転された個人データについて、６か月以内に消去することとなる個人データに

ついても保有個人データとして扱うこととする。  

③  利用目的の特定  

ＥＵから移転された個人データについて、確認記録義務を通じて確認した利用目的の範

囲内で利用目的を特定し、その範囲内で当該個人データを利用することとする。  

 ④  日本から外国への個人データの再移転  

ＥＵから移転された個人データについて、本人同意に基づき再移転する場合は、本人が

同意するために必要な移転先の状況についての情報を提供し、提供先の体制整備をも

って再移転する場合は、契約等により、個人情報保護法と同水準の保護措置を実施す

ることとする。  

⑤  匿名加工情報  

ＥＵから移転された個人情報について、個人情報保護法上の匿名加工情報として扱おう

とする場合は、加工方法に関する情報を削除し、再識別を不可能なものとすることとす

る。  

 

 これを受けて 2 0 1 8 年５月 3 1 日、個人情報保護委員会熊澤委員と欧州委員会ヨウロバー委

員は再び会談を行い方向性について合意 6 4 5、その後第 8 5 回委員会（ 2 0 1 9 年 1 月 1 8 日）で

報告書及びガイドライン改訂案が検討され 6 4 6、 2 0 1 9 年 1 月 2 3 日に日 E U 間の相互の円滑

な個人データ移転を図る枠組みが発効された 6 4 7。  

 これは、E U が日本に対して「十分性認定」を行ったのみならず、日本も E U に対し相互に十

分性認定を行った、「世界で初めての相互の十分性決定」 6 4 8である。その意義について堀部は

下記のように述べている 6 4 9。  

 

2 0 1 9 年 1 月 2 3 日、日本と E U の間で、個人データの安全・円滑な越境移転が実現し

た。これは、日本の個人情報保護委員会と欧州委員会との間で、対話を重ね、十分性認定

（ a d e q u a c y  f i n d i n g ）を相互に行った結果である。相互の十分性決定（m u t u a l  

a d e q u a c y  d e c i s i o n ）は、世界で初めてであり、また、 2 0 1 8 年 5 月 2 5 日に適用が開始

された E U 一般データ保護規則（E U  G e n e r a l  D a t a  P r o t e c t i o n  R e g u l a t i o n ,  

G D P R ）第 4 5 条（十分性認定に基づく移転）による認定も、日本の 2 0 1 7 年 5 月 3 0 日に

全面施行された改正個人情報保護法第 2 4 条（外国にある第三者への提供の制限）による

認定も、世界で初めてである。その歴史的・現代的意義は、どのように強調してもし過ぎる

ことはない。  

 

 
6 4 5  報道資料 「個人情報保護委員会熊澤委員と欧州委員会ヨウ ロバー委員との会談 」 （ 2 0 1 8 年 5 月 3 1 日 ）

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / e n f o r c e m e n t / c o o p e r a t i o n / c o o p e r a t i o n / 3 0 0 5 3 1 /  2 0 2 3 年 8 月 1 4 日閲覧  
6 4 6  第 8 5 回資料 h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / a b o u t u s / m i n u t e s / 2 0 1 8 / 2 0 1 9 0 1 1 8 /  2 0 2 3 年 8 月 1 4 日閲覧  
6 4 7  報道資料 「日 E U 間の相互の円滑な個人デー タの移転  ～ボーダレスな越境移転が実現～ 」 （ 2 0 1 9 年 1 月 2 2 日 ）

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 3 1 0 1 2 2 _ h o u d o u . p d f  2 0 2 3 年 8 月 1 4 日閲覧  
6 4 8  堀部政男 「 日 E U 間の十分性相互認定 と  地球規模の自由な 個人デー タ 流通論 」 （ 総 務省  学術雑誌 『 情 報通 信政策研究 』  第 ４巻第 ２ 号 、

2 0 2 1 年 ） 3 頁  
6 4 9  前掲 6 4 8  3 頁  
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 このように平成 1 5 年法成立時よりに課題の一つとして挙げられていた第三者機関設置が平

成 2 7 年法改正で実現し、その後 E U との会談を重ねて世界で初めての日 E U 相互の十分性

認定となった。  

 

第三節  成立および平成 2 7 年法改正の経緯  

日本における個人情報保護法の成立は、 1 9 8 8 年公布の「行政機関の保有する電子計算機

処理に係る個人情報の保護に関する法律」にさかのぼる。 1 9 8 0 年 9 月に O E C D (経済協力

開発機構 )が「プライバシー保護と個人データの国際流通についてのガイドラインに関する理事

会勧告」を採択したが、これがいわゆる O E C D ガイドラインと呼ばれるもので、プライバシー諸

原則に関する初めての国際的合意であり、その中で挙げられている「O E C D 8 原則」は、加盟

国のみならず各国の個人情報保護法制度の基礎となっているものである (石井 ( 2 0 1 7 ： 1 0 ) )。  

この採択を踏まえ、日本では国の行政機関について前述の「行政機関の保有する電子計算機

処理に係る個人情報の保護に関する法律」が制定された。これに先駆け、地方公共団体では、

1 9 7 3 年 6 月の徳島市「電子計算組織運営審議会条例」を皮切りに相次いで個人情報保護条

例が公布されており、こうしたプライバシーへの取り組みが住民基本台帳の電算化に伴う市町

村の電算条例から出発している点は、日本の特徴である (石井 ( 2 0 0 8 ： 4 7 3 ) )。民間分野にお

いては、「ごく一部の事業法等 (割賦販売法、貸金業の規制に関する法律、職業安定法、労働

者派遣事業法等 )に個人情報保護に係る規定が置かれている程度で、それ以外は、各府省が

定める事業分野ごとのガイドラインやそれらに準拠した業界団体等のガイドラインを中心に取り

組みが進められてきた (藤原・園部 ( 2 0 1 8 ： 1 6 ) )。その後、情報通信技術の急速な発展を背景

として、 1 9 9 4 年 8 月、「高度情報通信社会推進本部」が閣議決定に基づいて設置された際、

電子商取引等の推進にむけて、取引の安全性・信頼性確保との関わりからプライバシー保護の

必要性が指摘された (園部・藤原 ( 2 0 1 8 ： 1 7 ) )。  

 また、同時期の住民基本台帳にネットワークシステムを導入しようとする住民基本台帳法の

一部改正に対して、国内での議論が起こった。国民の中で、「プライバシーに対する漠然とした

不安」 (園部・藤原 ( 2 0 1 8 ： 1 8 ) )もあるなど社会関心の高まりなどもあり、 1 9 9 9 年 7 月から高

度情報通信社会推進本部 ( I T 本部長：内閣総理大臣 )の下に個人情報保護検討部会 (座長：堀

部政男中央大学教授 )を開催し、「我が国における個人情報保護システムの在り方について (中

間報告 ) 」を取りまとめ、「個人情報保護システムの中核となる基本法の制定を急ぐべきである」

と提言した  。その後、 2 0 0 0 年 1 月に同本部の下に、個人情報保護法制化専門委員会 (委員

長：園部逸夫前最高裁判事 )が設けられ、同年 1 0 月に「個人情報保護基本法制に関する大

綱」を取りまとめた。この大綱を基に政府は立案作業を進め 2 0 0 1 年 3 月第 1 5 1 回国会に提

出した。  

この成立については、「難産」といわれることがあるが、それは、 2 0 0 1 年 3 月の第 1 5 1 回

国会に提出後、 4 回の継続審議を繰り返したのちに 2 0 0 2 年の第 1 5 5 回国会で廃案となり、

修正法案を 2 0 0 3 年 3 月の第 1 5 6 回通常国会に提出されてついに成立に至ったという経緯

がある。これは、 1 9 9 9 年の住民基本台帳法の一部改正に対して国民から不安が起こったこと

から、個人情報を取り巻く課題についての議論が活発となり、個人情報保護に関する法制度の

整備の必要性が認識されるようになったと前述した通りだが、一方で、メディアの言論規制につ
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ながるのでは、とメディアからの懸念が同時に見られるようになったことも影響している。こうし

て成立した個人情報保護法は、「基本理念や国・地方公共団体の責務を明らかにする部分など

の『基本法』に当たる部分と、民間部門の一般法、つまり民間部門の規制である第 4 章以下の

部分」で構成された「比較法的に見てもユニークな構造」となっている。  

2 0 0 3 年の平成 1 5 年法制定時には、「国会における議論を踏まえ、全面施行後 3 年を目途

として、本法の施行状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずること」

が附帯決議されており、その後国民生活会議による見直しや検討などが行われたが、 2 0 0 9 年

の「消費者庁設置に伴う改正を除いて大幅な改正は行われなかった」 (園部・藤原 ( 2 0 1 5 ：

4 1 ) )。その後、情報通信技術の急速な発展やいわゆるビッグデータの収集・分析によりイノベ

ーション等を生み出す新たな産業構造が生まれ、個人情報を取り巻く環境が大きく変化したこと

に加えて、後述するいわゆる「G D P R (一般データ保護規則 ) 」 ( 2 0 1 2 年 1 月提出 )の影響が大

きい。G D P R の大きな特徴の一つとして、「第三国への個人データの移転について第三国が十

分なレベルの保護装置をとっていることを前提にしているところ」にある  。この E U による第三

国への「十分制認定」は、平成 1 5 年法成立時には、第三者監督機関の不在により受けること

ができなかったものであるが、この点について、平成 1 5 年法成立時に個人情報保護検討部会

座長を務め、その後も日本における個人情報保護法制に影響を与えた堀部政男は、自身が主

宰する「堀部政男情報法研究会」 ( 2 0 1 0 年 8 月～ 2 0 1 3 年 1 2 月 )第 1 回シンポジウムにおい

て、 1 9 9 5 年 E U データ保護指令 (指令 9 5 / 4 6 / E C )における十分制認定を日本が受けられな

かった点に言及し、「国際的な整合性」及び「第三者機関の意義」として E U が第三国へのデー

タ移転条件として挙げている「独立性の強い」監督機関が日本には存在しない点を指摘してい

る。  

政府における検討会は、 2 0 1 2 年 1 1 月 1 日に総務省で「パーソナルデータの利用・流通に

関する研究会（以下、「パ利流研会」） 」、 2 0 1 2 年 1 1 月 2 9 日に経済産業省で「 I T 融合フォー

ラム  パーソナルデータワーキンググループ」が発足し、それぞれ検討を重ねたのち報告書を

提出、それらをもとに高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部に設置された「パーソナル

データに関する検討会 (以下、「パ検会」 ) 」及びその下部に設置された「技術検討ワーキンググ

ループ (以下「技術検討 W G 」 ) 」においてさらなる検討を重ねて最終的に「大綱」が作成され、

法案化へと進んだ。また、総務省、経済産業省の報告書は、「世界最先端 I T 国家創造宣言」

の基礎にもなった。  

 

第四節  F T C 3 要件とは  

商業活動における不公正・欺瞞的な行為や習慣を監視・監督する F T C は、 2 0 1 2 年 3 月

2 6 日に「急速に変化する時代における消費者プライバシーの保護」と題する報告書を公表し

た  。このレポートは、事業者が「消費者の私的情報を保護するための最良の実務を提案」し、

「議会がプライバシー法を検討する際の助けとなることも意図している」 (石井 ( 2 0 1 7 : 4 2 9 -

4 3 0 ) )。また、「米国の個人情報保護に関する考え方を示した重要な報告書」 (石井

( 2 0 1 7 : 4 3 0 )であり、日本の個人情報保護に関する議論において「 F T C 3 要件」と呼ばれる解

釈基準が記された報告書である。  
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本報告書では、最終的に適用される「プライバシー枠組み ( P r i v a c y  F r a m e w o r k ) 」として

適用範囲を次のように定義している。  

 

最終枠組み：この枠組みは、ある特定の個人、コンピューター、その他機器に合理的に結

合可能な消費者データを収集若しくは利用するすべての商業的事業体に適用される。ただ

し、当該事業者の収集対象が年間 5 , 0 0 0 人未満の非機微情報であり、第三者に共有しな

い場合は、この限りではない。 (同報告書 2 2 頁。訳は引用者による。 )  

 

この最終枠組みの適用範囲については 2 0 1 0 年 1 2 月の中間報告の際に寄せられた意見を

元に最終的に決められた、として寄せられた質問に対する回答として 4 つの補足を説明してい

る。  

 

1 . C O M P A N I E S  S H O U L D  C O M P L Y  W I T H  T H E  F R A M E W O R K  U N L E S S  

T H E Y  H A N D L E  O N L Y  L I M I T E D  A M O U N T S  O F  N O N - S E N S I T I V E  D A T A  

T H A T  I S  N O T  S H A R E D  W I T H  T H I R D  P A R T I E S .  

（企業は、第三者と共有しない限られた量の非機微情報のみを扱う場合以外は、この枠

組みに準拠しなければならない。 1 5 頁。）  

2 . T H E  F R A M E W O R K  S E T S  F O R T H  B E S T  P R A C T I C E S  A N D  C A N  W O R K  

I N  T A N D E M  W I T H  E X I S T I N G  P R I V A C Y  A N D  S E C U R I T Y  S T A T U T E S .  

（この枠組みは成功事例を規定し、既存のプライバシーおよびセキュリティに関する法令

と同時に適用できるようにするものである。 1 6 頁。）  

3 . T H E  F R A M E W O R K  A P P L I E S  T O  O F F L I N E  A S  W E L L  A S  O N L I N E  

D A T A .  

（この枠組みは、オンライン及びオフラインデータに適用される。 1 7 頁）  

4 . T H E  F R A M E W O R K  A P P L I E S  T O  D A T A  T H A T  I S  R E A S O N A B L Y  

L I N K A B L E  T O  A  S P E C I F I C  C O N S U M E R ,  C O M P U T E R ,  O R  D E V I C E .  

（この枠組みは、ある特定の個人、コンピューター、その他機器に合理的に結合可能な

データに適用される。 1 8 頁。）  

上記 4 項目はすべて引用者訳。  

 

このうち、 4 つ目について特に多くの意見が寄せられた、としてその意見を紹介し、それに回

答する形で 3 つの要点を挙げた  

 

「第一に、企業は、当該データが匿名化 ( d e - i d e n t i f i e d )されているのは確実であるという

合理的対策を取らねばならない。これは、当該企業は、そのデータが、特定の個人やコン

ピューター、その他機器に関する情報についての類推やリンクに使われない、という正当

な信頼における合理的レベルに達せねばならないことを意味する。委員会の一貫したデー

タ保護事例は、正当な信頼における合理的レベルを満たしており、利用可能な方法や技

術を含むある特定の状況をもとにしている。さらに、当該データの特性やその利用目的も
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関連する。つまり例えば、ある企業が外部に影響するデータを提供するかどうかや、その

手順がデータの匿名化として合理的かどうか、などである。この基準は一つではなく、むし

ろ企業はデータが匿名化されていることを確実にする合理的な手順を取らねばならない。

状況に応じて、多様な匿名化の技術的方法が合理的といえよう。例えば、データ項目の削

除や加工、効果的な「ノイズ」をデータに加える、統計サンプリング、総計または合成デー

タの使用等である。委員会は、企業や研究者が新たでより良い匿名化の方法を創造し続

けることを奨励する。F T C スタッフは、匿名化技術の状態を監視および注視し続ける。  

第二に、企業は、匿名化されたかたちのデータを使用すると公的に約束せねばならない、

また再識別化を試みてはならない。つまり、もし企業がこのようなデータの再識別化の手

順を踏んだ場合、連邦取引委員会法第 5 条 ( F T C 第 5 条 )  に基づき提訴対象となる。  

第三に、もし企業がこのような匿名化データを他の企業、サービスプロバイダやその他第

三者などに利用可能にする場合は、そのデータの再識別化を試みる行為を契約上禁じね

ばならない。データを第三者に移転もしくは利用可能にする企業は、契約上の禁止に従っ

た規則の遵守や契約違反に対応するための適切な手順をとっているのかを合理的に監

視・監督せねばならない。 ( 2 1 - 2 2 頁。引用者訳 ) 6 5 0 」  

 

 この 3 つの要点は、日本において「 F T C 3 要件」等といわれている箇所であり、個人情報保

護法改正に当たって、その適用範囲などの解釈は匿名加工情報という概念の登場及びその内

容に影響を与えたとされている (石井 ( 2 0 1 7 ： 4 3 5 - 4 3 6 ) )。  

 上記の文脈では、「匿名化 ( d e - i d e n t i f i e d ) 」 「再識別化の禁止を公言する」「匿名化された

データを第三者提供する場合に、相手側が再識別化しないよう契約で禁ずる」という 3 点を「プ

ライバシー枠組み ( P r i v a c y  F r a m e w o r k ) 」の考え方として示している。そしてこの条件に当て

はまらなければ、その適用の範囲外であるといえる、として「不必要な適用範囲の拡大を防止

するための配慮を示している」 (石井 ( 2 0 1 7 ： 4 3 6 ) )。  

 なお、この条件のきっかけは、オンライン映画レンタルサービスを手掛けるアメリカ企業

N e t f l i x ,  I n c . (以下「N e t f l i x 」 )が 2 0 0 6 年から行っている利用者参加型コンテスト「N e t f l i x  

P r i z e 」 6 5 1をめぐって、利用者から懸念の声が上がるとともに訴訟問題にまで発展した事案で

ある。利用者は個別の I D やニックネームなどを使い映画に対するコメントを投稿・公開する

が、これら N e t f l i x 上でのコメントを、別の映画レビューサイト 6 5 2のコメントを結びつけること

で、時期や映画タイトル、コメント内容等から個人が推測できてしまう、という点が問題となった

6 5 3。F T C は本事案に関して N e t f l i x の調査を行うとともに今後再識別化を行う行為について

は認めない、とし、この事案を踏まえ、「匿名化 ( d e - i d e n t i f i e d ) 」 「再識別化の禁止を公言す

る」「匿名化されたデータを第三者提供する場合に、相手側が再識別化しないよう契約で禁ず

 
6 5 0  F T C ,  P r o t e c t i n g  C o n s u m e r  P r i v a c y  i n  a n  E r a  o f  R a p i d  C h a n g e :  R e c o m m e n d a t i o n s  F o r  

B u s i n e s s e s  a n d  P o l i c y m a k e r s ( 2 0 1 2 年 3 月 2 6 日 )  h t t p s : / / w w w . f t c . g o v / r e p o r t s / p r o t e c t i n g -

c o n s u m e r - p r i v a c y - e r a - r a p i d - c h a n g e - r e c o m m e n d a t i o n s - b u s i n e s s e s - p o l i c y m a k e r s  2 1 頁  
6 5 1  「 N e t f l i x  P r i z e 」 とは 、 「 1 0 0 万人分の映画レーティ ングを提供し ， 同システムの精度を 1 0％以上向上した人に賞金を

出す 」 とい う もので 、 「 1 8 6 カ国の 5 1 6 9 チームが挑んだ同コンテス トは 、 2 0 0 9 年 7 月 2 6 日に優勝者が決定し 、終了 した 」 。  
6 5 2  インターネット ・ムービー・データベース ( h t t p s : / / w w w . i m d b . c o m / )  
6 5 3  M a r k e Z i n e  「 匿名デー タのはずが…日米の事件を振 り返り 、 プ ライバシー対策を考える 【 パーソナルデー タをめぐる状況 ・

3 】 」 ( 2 0 1 4 年 3 月 2 日 )  h t t p s : / / m a r k e z i n e . j p / a r t i c l e / d e t a i l / 1 9 3 7 3  2 0 1 9 年 1 2 月 1 2 日閲覧  
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る」とした提言を行った。これらの条件に当てはまらない限りは個人情報保護の範囲外、とした

補足事項が上記「F T C 3 要件」と呼ばれているものである。  

 

第五節  匿名加工情報に対する賛否  

匿名加工情報は、「立法過程の中で最も関心を集めた論点」（石井（ 2 0 1 7 ： 4 5 7 ） ）であり、

「パーソナルデータの利活用を重要なテーマとする改正法の目玉」（森（ 2 0 1 7 ： 1 ） ）であった  。

「ビッグデータの時代を迎えて、個人情報保護の壁により個人情報・パーソナルデータの利用

が阻害されることのないようにという角度から考案されたのが、我が国の匿名加工情報」であ

り、「思い切った試み」（園部・藤原（ 2 0 1 8 ： 7 ） ）  として注目された。また、その結果、「個人情

報保護」を謳う改正案の中で、その適用を受けない概念を創設した点は、賛否を生んだ。  

第一項  事業者側の利活用への期待と懸念  

経済界からは、改正法案が提出された際、「匿名加工情報などの利活用を促進するための

法的な枠組みが盛り込まれたことは、方向性として評価する」（一般社団法人日本経済団体連

合会「データ利活用推進のための環境整備を求める～ S o c i e t y  5 . 0 の実現に向けて～」 2 0 1 6

年 7 月 1 9 日） 6 5 4など好意的に評価する声が上がった。一方、前述のとおり、第 1 3 回パーソ

ナルデータ検討会において、根本勝則委員（日本経済団体連合会常務理事）から、届出義務事

業者にとって負担である点が指摘されていた通り、事業者側の負担を懸念する声があった。  

また、平成 1 5 年法および平成 2 7 年法では、個人識別性を除外した「統計情報」との線引き

が曖昧であるため、かえって過剰規制になるのではないか、という指摘もある。統計情報とは、

「複数人の情報から共通要素に係る項目を抽出して同じ分類ごとに集計して得られるデータで

あり、集団の傾向又は性質などを数量的に把握するもの」であり、「特定の個人との対応関係

が排斥されている限りにおいては、法における「個人に関する情報」に該当するものではないた

め、規制の対象外」 6 5 5と整理されている  。しかしながら、今回の「匿名加工情報」が追加され

たことにより、「個人情報」を加工して統計情報を作成した場合、匿名加工情報の定義に該当す

ると読めるのではないか、との指摘もされていた 6 5 6。  

実際、改正法施行後に行われた調査では、事業者から「個々の顧客やターゲットに直接リー

チできないため匿名加工情報の用途が考えにくい」「重要な顧客のデータはすでに保有してい

る一方、それらのデータについては、匿名加工するとしても他社に提供するということは経営戦

略上の観点から考えにくい」「匿名加工情報の提供は適法であるとしても、レピュテーションリス

クが懸念される」など、利活用のメリットが見えていない、という報告があった 6 5 7。  

その後、 2 0 1 9 年に行われた調査では、 3 7 1 社が匿名加工情報の利用を公表しており

（ 2 0 1 9 年 2 月時点）、 2 0 1 8 年に実施された調査での報告数約 3 0 0 社に比べて利用企業は

増加している  。前年に対して伸び率 2 7 . 5 %という数値に対し「想定以上」と報告書内では表現

している。しかしながら、もともと、パーソナルデータの利活用を促進する、という背景から創設

 
6 5 4    h t t p s : / / w w w . k e i d a n r e n . o r . j p / p o l i c y / 2 0 1 6 / 0 5 4 _ h o n b u n . h t m l  2 0 2 3 年 4 月 1 9 日閲覧  
6 5 5  「 個人情報の保護に関する法律についてのガ イ ドラ イン  （ 仮名加工情報 ・匿名加工情報編 ） 」 （ 2 0 1 6 年 1 1 月 （ 2 0 2 1 年

1 0 部改正 ）  個人情報保護委員会 ） h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 2 1 1 0 2 9 _ g u i d e l i n e s 0 4 . p d f   3 0 頁  
6 5 6  「 座談会  個人情報保護法 ・ マ イナンバー法改正の意義と課題 」 （ 『 ジ ュ リス ト 』 2 0 1 6 年 2 月。宇賀克也発言よ り ）  
6 5 7  株式会社三菱総合研究所社会  I C T  イ ノベーシ ョ ン本部 「匿名加工情報 ・個人情報の適正な利活用の在り方に関する動向

調査  調査報告書 」 （ 2 0 1 8 年 3 月 ） 9 頁  
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された「匿名加工情報」だが、その定義の曖昧さや加工及び報告義務等の負荷などから、依然

として事業者側の不安の声が報告されていた 6 5 8。  

 

第二項  技術的不可能性への指摘  

 「匿名加工情報」の加工方法については、前述の経済産業省ガイドライン等が示されてい

るものの、具体的な技術については各企業の判断にゆだねられている。パーソナルデータに関

する検討会からの依頼にも続いて報告された技術検討ワーキンググループでの報告書では、

匿名化の技術の限界について下記のように記されている。（この報告書で行った技術的な検証

例として、購買履歴、視聴履歴による考察、統計データにおける考察、画像、映像、音声、文章

などのデータとインターネットの考察が行われた。）  

 

いわゆる匿名化と考えられていたもの（本ＷＧでは識別特定情報（個人情報）を識別

非特定情報または非識別非特定情報への加工すること）の技法は多種多様である。例

えば、個人を特定し得る情報の削除（属性削除）、氏名等のユニークな番号への変換

（仮名化）、住所などを広いエリアに置き換える（あいまい化）、希少な情報の削除等が

あり、通常は、それらを組み合わせて用いる。ただし、一般的には、個人情報を匿名化

することにより情報の利活用における有用性は低下することになる。  

さらには、一般的にインターネット等に公開されている外部情報との突き合わせによ

って識別非特定情報から個人を特定できることや、非識別非特定情報からは当初想定

できなかった特定の個人の情報が抽出される可能性が排除できない。すなわち、いかな

る個人情報に対しても、識別非特定情報や非識別非特定情報となるように加工できる汎

用的な方法は存在しない。従って、検討事項 ( 1 ) 6 5 9に対しては、第三者提供を念頭に一

定の匿名化措置（個人情報をある定められた手順で加工）を行っても、必ず識別性また

は特定性を無くせるわけではなく、また、そうした匿名化の措置に対して一般的な水準

を作ることもできない。  

 

また、「ケースバイケース、つまり個人情報の種類・特性や利用の目的等に応じて技術・対象

を適切に選ぶことにより、識別非特定情報や非識別非特定情報に加工することは不可能では

ない」「インターネットの発展により外部情報は増えると共に、情報を突き合わせるための技術

が進展している」という点についても併せて検討結果としている。つまり、技術的にはあらゆる

データに対応できる汎用的な匿名加工技術は存在せず、ケースに応じて適切な加工方法は模

 
6 5 8  前掲 「 パ ー ソ ナル デー タの 適正な利 活用の在 り方 に関す る動 向調査 （ 平 成 ３ ０ 年度 ） 報 告書 」 （ 2 0 1 9 年 3 月 ） 3 4 頁では 、 「 ど の よ う に すれ

ば適切な加工 と言 え る のか （ 加工基 準が不明確 ） 」 が 3 9 . 0 ％ と最 も多か っ た 。 次 い で 、 「 ど の よ う な 取 り扱い が識別行為に該当 す るのか 」 が

2 9 . 5 ％ 、 「 匿 名加工 情報の作成 ・ 第 三者提供につ いて の公表内容はど こ ま で記載すべ きか 」 が 2 7 . 6 ％ と な っ た 」 と あ り 、 実際 に匿名加工情報

の利活用 を し て い る事業 者が 、 そ の 根拠があいま い な ま ま 実施 し て い る と い う 点が うかが え る 。  
6 5 9  技術検討ワ ーキン ググル ープ「 技術検討 ワーキ ンググ ループ 報 告書」（ 2 0 1 3 年 1 2 月 1 0 日） 1 頁、「は じめに 」より 以下

抜粋。  

「 合 理的 な水準ま で匿 名化 され たパ ー ソ ナルデー タは 、 第三者提供 にお け る本人同意原則の例外 と し て 、 通 常の個人情報 と は異な る 取扱いが

で き るの で はない か 、 と の問題提起 に よ り 、 ( 1 )  個人情報保護法 （ 以 下 「 現 行法 」 と い う 。 ） に お い て導入 可能 な 「 再識別不可能 デー タ 」 化 （ 提 供

事業者にお いて容易照 合性のな い技 術的匿名化 ） 措置 の内容 、 及 び ( 2 )  新たな立法 措置を前提 と し た 「 合 理 的な技術的匿名化措置 」 の内 容

の検討 を 、 米国 F T C が公表 し た F T C ス タ ッ フ レ ポ ー ト 「 急 速 な変化 の時代におけ る消費者プ ラ イ バ シ ーの保 護 」 匿名化に関す る三要件 （ いわ

ゆ る 「 F T C 3 要件 」 ） 他 を 念頭に おい て行 っ た 。 」  
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索できるものの、再識別化は技術的には可能である点を留意すべき、としている。その前提に

立ったうえで、制度的枠組みによる個人情報の保護が必要とし、前述の「（仮称）法第 2 3 条第

1 項適用除外情報」という「新たな類型」を提示した。この点に対し、親会であるパーソナルデー

タに関する検討会第 1 1 回では、「匿名技術的にはかなり低いレベルになるかもしれないが、そ

こは法制度でフォローするという組み合わせだろうと思う」 （鈴木委員） 6 6 0などの発言があった

ように、技術的な限界を前提として、法体制としてどのように対応できるか、という視点から検

討を行っていた。  

 

第三項  F T C 3 要件の非該当性  

「匿名加工情報」の根拠となった「 F T C 3 要件」だが、「本人の同意なしに利活用できるデー

タ」の根拠とする点について、パーソナルデータに関する検討会第 5 回において、新保委員よ

り、その取扱いに注意すべきであると指摘された。まず、レポートの位置づけとして、「あくまで

スタッフ・レポートという形で出ているわけであって、例えば消費者プライバシー権利章典である

とか、その他規則であるとか、そういった位置づけのものとして、例えばガイドラインとして定め

られた基準ではないという点に留意する必要がある」ということである 6 6 1。また、「 3 要件」につ

いても、前述したように「適用範囲」についての質問に回答する形で要点を挙げているというレ

ポートの前提を指摘したうえで 6 6 2、「F T C 3 要件というものについては、参照できる資料として

は有用であると考えられるけれども、一方でこれに依拠してそれが国際的な基準であるという

わけではない」と指摘した。  

また、新保委員は、その適用環境についても、日本とアメリカの法制度及び環境が異なる点

を指摘し、F T C 第 5 条によって公正な取引を行えるように監督されているという前提に立った

レポートでの「適応範囲」という点を踏まえるべきだとの指摘がなされた。同様の指摘は、技術

検討ワーキンググループ第 3 回（ 2 0 1 3 年 1 1 月 1 日）の森亮二委員提出の資料においてもな

されている  。これらはいずれも、F T C 3 要件をそのまま日本に当てはめることは適切ではなく、

匿名化の技術的困難さを考慮したうえで、法規制や監督機関など、合理的な公正さを確保でき

る環境と合わせることが導入に当たって重要であるとの指摘であった。  

平成 2 7 年法では、第 2 節第 3 6 条から第 3 9 条において、匿名加工情報取扱事業者等の

義務、を定めている。  

 

（匿名加工情報の作成等）   

第 3 6 条  個人情報取扱事業者は、匿名加工情報（匿名加工情報データベース等を構成す

るものに限る。以下同じ。）を作成するときは、特定の個人を識別すること  

及びその作成に用いる個人情報を復元することができないようにするために必要  

 
6 6 0   2 0 1 4 年 6 月 9 日第 1 1 回議事要旨  1 5 頁  
6 6 1  パーソナルデー タ検討会第 5 回議事録  新保委員の発言よ り  
6 6 2  2 0 1 3 年 1 2 月 1 0 日第 5 回議事要旨  2 頁 「 さ らに 、 いわゆる F T C ３ 要件 と呼ばれる ものの位置づけは 、原文の レポー トに おいて

は 、 F T C がみずか ら 「 こ のよ う な 状況であれば 、 匿名化 された情報 と して提供が可能である 」 と い う こ と を積極的に示 した と い う よ りは 、

む し ろ法律事務所か らの問い合わせに対し て 、 F T C 側が 、 どのよ うな 措置を講じた場合に適法な利用に なるのかとい う こ と を回答 した

とい う 内容にな って いる 。 」  
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なものとして個人情報保護委員会規則で定める基準に従い、当該個人情報を加工しなけ

ればならない。   

２  個人情報取扱事業者は、匿名加工情報を作成したときは、その作成に用いた個人情報

から削除した記述等及び個人識別符号並びに前項の規定により行った加工の方法に関す

る情報の漏えいを防止するために必要なものとして個人情報保護委員会規則で定める基

準に従い、これらの情報の安全管理のための措置を講じなければならない。  

３  個人情報取扱事業者は、匿名加工情報を作成したときは、個人情報保護委員会規則で

定めるところにより、当該匿名加工情報に含まれる個人に関する情報の項目を公表しなけ

ればならない。   

４  個人情報取扱事業者は、匿名加工情報を作成して当該匿名加工情報を第三者に提供

するときは、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、あらかじめ、第三者に提供さ

れる匿名加工情報に含まれる個人に関する情報の項目及びその提供の方法について公

表するとともに、当該第三者に対して、当該提供に係る情報が匿名加工情報である旨を明

示しなければならない。   

５  個人情報取扱事業者は、匿名加工情報を作成して自ら当該匿名加工情報を取り扱う  

に当たっては、当該匿名加工情報の作成に用いられた個人情報に係る本人を識別するた

めに、当該匿名加工情報を他の情報と照合してはならない。   

６  個人情報取扱事業者は、匿名加工情報を作成したときは、当該匿名加工情報の安全管

理のために必要かつ適切な措置、当該匿名加工情報の作成その他の取扱いに関する苦

情の処理その他の当該匿名加工情報の適正な取扱いを確保するために必要な措置を自

ら講じ、かつ、当該措置の内容を公表するよう努めなければならない。   

（匿名加工情報の提供）   

第 3 7 条  匿名加工情報取扱事業者は、匿名加工情報（自ら個人情報を加工して作成した

ものを除く。以下この節において同じ。）を第三者に提供するときは、個人情報保護委員会

規則で定めるところにより、あらかじめ、第三者に提供される匿名加工情報に含まれる個

人に関する情報の項目及びその提供の方法について公表するとともに、当該第三者に対

して、当該提供に係る情報が匿名加工情報である旨を明示しなければならない。  

（識別行為の禁止）   

第 3 8 条  匿名加工情報取扱事業者は、匿名加工情報を取り扱うに当たっては、当該匿名

加工情報の作成に用いられた個人情報に係る本人を識別するために、当該個人情報から

削除された記述等若しくは個人識別符号若しくは第 3 6 条第１項の規定により行われた加

工の方法に関する情報を取得し、又は当該匿名加工情報を他の情報と照合してはならな

い。  

（安全管理措置等）  

 第 3 9 条  匿名加工情報取扱事業者は、匿名加工情報の安全管理のために必要かつ適

切な措置、匿名加工情報の取扱いに関する苦情の処理その他の匿名加工情報の適正な

取扱いを確保するために必要な措置を自ら講じ、かつ、当該措置の内容を公表するよう努

めなければならない。  
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ここでは、匿名加工情報を提供する側に対し、適切な加工を施す義務および当該加工情報に

含まれる個人情報に関する項目の公表が求められている。加えて、改正法にて新たに設けら

れ、個人情報保護法の主管となった個人情報保護委員会の監督が第 3 節にて明示されてい

る。また、匿名加工情報を受領する側も受け取った時点で「匿名加工情報取扱事業者」となり、

その識別行為を禁止されている。ただし、 F T C レポートでは、提供側が受領側を契約等で監

視・監督することが求められていたのに対し、改正法では、受領側が法的措置を講ずることが

求められている（宇賀（ 2 0 1 8 ： 2 4 8 ） ） 6 6 3という点においても、責任の所在が異なり、解釈として

異論が出る一因となった。  

このように、F T C 3 要件を基点として検討が重ねられ、「匿名加工情報」は平成 2 7 年法から

登場した。さらに、この「匿名加工情報」の類似かつ異なる概念として令和 2 年法から「仮名加

工情報」が登場した。その登場の背景として、P P C 事務局レポートでは下記の通りに説明して

いる 6 6 4。  

 

事務局レポートで示した手法等を用いて加工することにより、少なくとも、一般人及び一

般的な事業者の能力、手法等を基準として加工前の個人情報を事業者が通常の方法によ

り特定の個人を識別することができず、かつ、個人情報を復元できないような状態にするこ

とが求められるところ、そのような加工によってもデータとしての有用性を一定の水準以上

に保つためには、相当程度に高度な技術や判断が必要とされている。  

他方、事業者の中には、自らの組織内部で個人情報を取り扱うに当たり、安全管理措置

の一環として、データ内の氏名等特定の個人を識別できる記述を他の記述に置き換える又

は削除することで、加工後のデータそれ自体からは特定の個人を識別できないようにする

といった、いわゆる「仮名化」と呼ばれる加工を施した上で利活用を行う例がみられる  

仮名化された個人情報は、匿名加工情報と比べて、加工による抽象化の程度が低く、加

工に要する技術も高度なものではない。他方、仮名化された個人情報は、本人と紐付いて

利用されることがない限りは、個人の権利利益が侵害されるリスクが相当程度低下するこ

ととなる。こうした実務の広がりや、情報技術の発展を背景として、個人情報取扱事業者に

おいては、仮名化された個人情報について、一定の安全性を確保しつつ、データとしての

有用性を、加工前の個人情報と同等程度に保つことにより、匿名加工情報よりも詳細な分

析を比較的簡便な加工方法で実施し得るものとして、利活用しようとするニーズが高まっ

ていた。しかしながら、令和 2 年改正前の個人情報保護法においては、仮名化された個人

情報であっても、通常の個人情報としての取扱いに係る義務が一律に事業者に課されるこ

ととなっていた。  

上記の経緯を踏まえ、令和 2 年（ 2 0 2 0 年） 6 月に成立した「個人情報の保護に関する

法律の一部を改正する法律」（令和 2 年法律第 4 4 号。以下「令和 2 年改正法」という。）

 
6 6 3  「 匿 名加工情 報 を提供す る ものに と っ て 、 匿名 加工情報 を受領 す る者が いかな る情 報 を保有 し て い る か を常 に予見す る こ と は で き ず 、 匿名

加工情報が個人情報 と な る リ ス ク を 完全に排除す る こ と は不可 能 を強い る こ と に な る 。 そ こ で 、 本法 では 、 個 人情報取扱事業者は一定の加工方

法 を とれば よ い こ こ と し 、 匿名加 工情 報の提供 を受け た匿名加工情報取扱事業者は 、 匿名 加工情報 を取 り扱 う に当た っ て は 、 当該匿 名加工情

報の作成に用 い られた 個人情報に係 る本人 を識別す る ために 、 当該個人 情報か ら削除 され た記述 も し く は 個 人識別符号 も し く は 匿名加工情報

を他の情報 と照合 す る こ と を 禁 じ ら れ てい る 。 」  
6 6 4  「 個 人情報保護委員会事務局 レ ポ ー ト︓仮名加工情報 ・ 匿名加 工情報信頼あ る個人情報の利活用に 向けて ― 制度編 ― 」 （ 個 人 情報保護

委員会 、 初版 2 0 1 7 年 2 月 （ 2 0 2 2 年 ５月更新 ） ）  h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / r e p o r t _ o f f i c e _ s e i d o 2 2 0 5 . p d f  4 頁  

2 0 2 3 年 4 月 1 3 日閲覧  
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において、改正項目の一つとして「仮名加工情報」制度が新設された。なお、改正法案に

関する国会審議を踏まえた附帯決議において、「匿名加工情報及び仮名加工情報の規定

の趣旨が個人の権利利益の保護を図りながら個人情報の利活用を行うものであることに

鑑み、個人情報取扱事業者が匿名加工情報及び仮名加工情報を作成する際に必要となる

基準を個人情報保護委員会規則で定めるに当たっては、個人の権利利益の保護と個人情

報の利活用との均衡について十分に配慮すること。」 （衆議院内閣委員会、参議院内閣委

員会）が表明された。  

 

この背景でも言及されているように、「匿名加工情報」「仮名加工情報」は、個人情報の「利

活用」という側面を期待されて設置された概念定義である。  

 

第六節  まとめ  

これまで見てきた通り、「匿名加工情報」は単に一事案に対応するために突発的に登場した

概念というよりは、個人情報の保護と利活用を目指しながらも、 E U の外圧により第三者機関設

置が急務となり否応なしに改正を迫られる中で、別の形で E U に対峙していたアメリカを参照先

とした際に、その対応の一つとして「 F T C 3 要件」が浮上した、といえる。本論文で明らかにした

これらの要因に加え、平成 1 5 年法成立時からの規制改革としての個人情報保護法制という側

面の影響、国内での事案 ( S u i c a ・日立事案、ベネッセ名簿流出事件 )など複数の要素が影響

し、「匿名加工情報」の制度化に至った。  

 

第十一章  おわりに  

 これまで見てきたように、日本の個人情報保護法制は、O E C D 勧告の直接の影響による昭

和 6 3 年法成立から始まり、その後もその方向性は E U 及び E U とアメリカの関係に影響を受

けてきた。また、O E C D や、現代の「プライバシー外交」を主導する E U もまた、アメリカの個人

情報保護法制の影響を受けており、それら E U とアメリカの関係がまた、日本の個人情報保護

法制にさらに影響を与えている。具体的には「匿名加工情報」の登場が特徴的であり、これにつ

いては第 1 0 章で論証した。  

 E U 及びアメリカでもその規制対象として検討されている「プロファイリング」については、日本

では検討対象として一時は俎上に挙がったものの、その後は立ち消えとなりむしろその「活用」

を後押しするとも見える政策案が各省庁で行われてきた。個人情報保護保護委員会は、企業に

よる個人情報の乱用について立入や監査を行ってきたが、そこには現行法では規制することが

できない点もある。その背景には、急速に進展するデジタル技術やその利用方法の多様化によ

り、「何が個人情報なのか」といった定義による「保護」や「規制」に限界が生じていることも一

因と言える。  

 平成 1 5 年法成立時の検討では、そういった当時にとっての「将来像」はすでに織り込まれた

うえで、個人情報保護法を基本法としたうえで各分野については個別法によって具体的に規律

を保つという方向性であったものの、第 8 章および第 9 章で論証したようにその断念により現

在のような「保護」と「活用」のちぐはぐと言える状態が生まれる土台となったと言える。  
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 一方、本論文執筆時の 2 0 2 3 年 6 月 1 6 日に改正電気通信事業者法（昭和 5 9 年法律第 8 6

号）を改正する「電気通信事業法の一部を改正する法律（令和 4 年法律第 7 0 号）」の施行によ

り、外部送信に関する規律が導入された 6 6 5。これは「いわゆるクッキー規制」とよばれるもの

で、ウェブサイト運営者など対象事業者が、利用者の端末に外部送信を指示するプログラムを

送る際は、あらかじめ、送信される利用者に関する情報の内容等を、通知・公表（利用者が容

易に知り得る状態に置く）などの対策を講じることが義務付けられたものである 6 6 6。本論文で

はこの改正過程は射程外であったものの、第 9 章で論述した特定三分野のひとつである「情報

通信」における、「個別法」と捉えられる可能性があるものとして今後の研究の課題としたい。  

 また、「何が個人情報なのか」の定義が難しい例の一つに、「位置情報」があげられる。本論

文でも、「S u i c a ・日立事案」で取り上げたように、位置情報は「活用」することができる情報とし

て企業からも注目されている。裏返すと、個人に紐づく可能性が高い、もしくは個人に関する有

用な情報となり得ることができるともいえる。 2 0 2 3 年 5 月 1 2 日 6 6 7および 3 1 日 6 6 8、トヨタ自

動車株式会社は、「トヨタコネクティッド株式会社（以下、 T C ）に管理を委託するデータの一部

が、クラウド環境の誤設定により、公開状態となっていた」 6 6 9ことを公表した。その際、漏洩し

た情報は下記であるとしたうえで、「今回、外部より閲覧された可能性のあるお客様情報は、外

部からアクセスした場合であっても、これらのデータのみでは、お客様が特定されるものではあ

りません」 6 7 0とした。  

 

表  3 4  漏洩した顧客情報（ 2 0 2 3 年 5 月 1 2 日時点）  

外部より閲覧された可能性

があるお客様情報  

車載端末 I D＊ 1、車台番号＊ 2、車両の位置情報、時刻  

＊ 1 車載機（ナビ端末）ごとの識別番号  

＊ 2 車両一台ずつに割り当てられた識別番号  

対象となるお客様  2 0 1 2 年 1 月 2 日～ 2 0 2 3 年 4 月 1 7 日の期間内に T - C o n n e c t

／G - L i n k／G - L i n k  L i t e／G - B O O K をご契約いただいたお客様

（約 2 1 5 万人）  

外部からアクセスできる状

態にあった期間  

2 0 1 3 年 1 1 月 6 日～ 2 0 2 3 年 4 月 1 7 日  

出典 ： h t t p s : / / g l o b a l . t o y o t a / j p / n e w s r o o m / c o r p o r a t e / 3 9 1 7 4 3 8 0 . h t m l  2 0 2 3 年 8 月 1 6 日閲覧  

 

 これに対し、個人情報保護委員会から同年 7 月 1 2 日に指導を行った旨が公表された

6 7 1 6 7 2。同日に行われた第 2 4 8 回委員会において委員からも指摘されたように、 I D ・車台番

号・位置・時刻が一致する可能性は一意であり、個人が特定される可能性は十分にあり得る。  

 
6 6 5  電気通信事業法 （昭和 5 9 年法律第 8 6 号 ）  第 2 7 条の 1 2  
6 6 6  総務省ウ ェ ブサ イ ト 「 外 部送信規律 」

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ s o s i k i / j o h o _ t s u s i n / d _ s y o h i / g a i b u s o u s h i n _ k i r i t s u . h t m l  2 0 2 3 年 8 月 1 6 日閲覧  
6 6 7  報道資料 「 ク ラウ ド環境の誤設定によるお客様情報の漏洩可能性に関するお詫び とお知らせについて 」 （ 2 0 2 3 年 5 月 1 2

日 ） h t t p s : / / g l o b a l . t o y o t a / j p / n e w s r o o m / c o r p o r a t e / 3 9 1 7 4 3 8 0 . h t m l  2 0 2 3 年 8 月 1 6 日閲覧  
6 6 8  報道資料 「 ク ラウ ド設定によるお客様情報の漏洩可能性に関するお詫びとお知らせについて 」 （ 2 0 2 3 年 5 月 3 1 日 ）

h t t p s : / / g l o b a l . t o y o t a / j p / n e w s r o o m / c o r p o r a t e / 3 9 2 4 1 5 7 1 . h t m l  2 0 2 3 年 8 月 1 6 日閲覧  
6 6 9  前掲 6 6 7  
6 7 0  前掲 6 6 7  
6 7 1  個人情報保護委員会 「 ト ヨ タ 自動車 株式会社に よ る  個人デー タの漏 えい 等事案に対す る  個人情報の保護に 関す る法律に基 づ く 行政上の

対応につ いて 」 （ 2 0 2 3 年 7 月 1 2 日 ） h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 2 3 0 7 1 2 _ 0 1 _ h o u d o u . p d f  2 0 2 3 年 8 月 1 6 日閲覧  
6 7 2  個人情報保護委員会が立入や監査 を行 っ た タ イ ミ ン グは公表 され て いな いが 、 時期か ら勘案す る と第 2 4 3 回議題 （ 2 ） 「 監 視 ・ 監 督につ い

て 」 （ 非 公表 ） が 該当す る 可能性が考 え られ る 。 第 2 4 3 回議事録 h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 2 3 0 5 2 4 _ g i j i r o k u . p d f  

2 0 2 3 年 8 月 1 6 日閲覧  
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個人の位置情報については、一般的に、ある個人の位置情報のみでは個人情報に該当

しないのですけれども、当委員会のガイドラインに記載されているとおり、個人に関する

位置情報を時系列で蓄積する等で、特定の個人を識別することができる場合には、個

人情報に該当するため、適切な取扱いが求められます。   位置情報は、本人にとって利

便性があるだけでなくて、蓄積された場合にはマーケティングデータとしても有益である

ことから、利活用の促進が期待されているところであります。しかし、個人の行動履歴等

が把握されることでプライバシー等の問題が生じてしまうことがあります。   そのため、

このようなデータを取り扱う事業者に対し、情報の取扱いについて改めて注意喚起を行

うことを検討していただきたいと思います 6 7 3。  

 

 その後、トヨタ自動車からも再発防止に努める発表 6 7 4が行われたが、個人情報保護委員会

が指導を行うまでの 2 回の報道発表では、繰り返し「お客様が特定されるものではありません」

としていた。個人情報保護委員会の第 2 4 8 回議事でも言及されているように、「トヨタ自動車は

日本を代表するグローバル企業」であるにもかかわらず、「個人情報の適切な安全管理が行わ

れていなかった」 6 7 5ことに加え、事態が明らかになった後でも、個人情報が漏洩したという認識

がなかった。  

ここから、個人情報すなわち基礎四情報、という従来型の認識の弊害と、「個人情報とは何

か」という問いではそれに対応できない現在の状況があぶりだされていると言える。加えて、

「個人情報」の概念を広げて規制を強めることでは、将来的に本来の「保護」目的に対応しきれ

ないのではないかという課題も同時に浮き上がる。つまり、法目的である「個人の権利利益」を

保護するための政策として、「個人情報」の定義あるいは「本人の同意」「自己情報コントロール

権」といった使用許可の定義では、意図するか否かに関わらず技術や環境の変化と法制のい

たちごっこになるのではないかという懸念である。  

こうした懸念に対応する方向性として、第 6 章で論述した E U における「自動決定」に対する

対応が参照先となりうる可能性を検討できる。すなわち、データ主体についての評価や決定を、

データ主体以外が行うことに対する規制、という考え方である。そしてこの源となるのが、

O E C D 8 原則であり、たとえば「 3 .目的明確化の原則」などである。個人情報を収集する際はそ

の目的を明確化し、「 6 .公開の原則」に従ってその目的をデータ主体に明らかにする。O E C D 8

原則は本来、円滑で安全な国際間取引を目指して制定されたものであり、むしろ過度な規制を

制限できるように予めルールを設けた、という位置づけである。これを「規制」と捉えてその「規

制の枠外」を新たに設けることはかえって個人情報の「活用」を妨げる要因となりかねない。  

E U では、G D P R に基づき罰金や罰則が科されたケースが多くあり、特に G A F A M への制

裁は巨額な制裁金に加えその事例が他のケースに与える参照例としても世間の耳目を集めて

いる。 2 0 1 9 年 9 月にフランスのデータ保護機関「情報処理と自由に関する国家委員会」

（C N I L ：C o m m i s s i o n  n a t i o n a l e d e  l ‘ i n f o r m a t i q u e  e t  d e s  l i b e r t e s ）による G o o g l e

 
6 7 3  第 2 4 8 回議事録よ り小川委員音発言。 h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 2 3 0 7 1 2 _ g i j i r o k u . p d f  2 0 2 3 年 8 月

1 6 日閲覧  
6 7 4  報道資料 「お客様情報の漏洩可能性に関するお詫び とお知らせについて （ 再発防止策のご報告 ） 」 （ 2 0 2 3 年 7 月 1 2 日 ）

h t t p s : / / g l o b a l . t o y o t a / j p / n e w s r o o m / c o r p o r a t e / 3 9 5 2 9 1 9 8 . h t m l  2 0 2 3 年 8 月 1 6 日閲覧  
6 7 5  前掲 6 7 3  
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に対する訴えが認められたケースが G D P R における初の制裁事例であり、その金額は 5 0 0 0

万ユーロに上った 6 7 6。またその後もさらに制裁金が上回るケースが出るなど訴訟が続いている

6 7 7。  

 

表  3 5  E U 一般データ保護規則（G D P R ,  D S G V O ）に基づいて E U 内のデータ保護当局が

課した罰金や罰則の概要（ 2 0 2 1 / 1 0 / 1 8 時点）  

 1  ２  ３  ４  5  6  7  8  9  総計  

2 0 1 8   1  1  2  1  4  2    1 2  

2 0 1 9  5  1  6  1 9  1 1  5 6  3 5  2  2 7  1 6 2  

2 0 2 0  2 0   8  3 1  1 8  1 3 5  7 6  3  6 5  3 5 6  

2 0 2 1  8  3  5  2 6  3 2  1 0 0  6 0  3  8 6  3 2 6  

U n k n o w n     2   8  6   1  1 7  

合計  3 3  5  2 0  8 0  6 2  3 0 3  1 7 9  8  1 7 9  8 7 3  

1 .  I n s u f f i c i e n t  c o o p e r a t i o n  w i t h  s u p e r v i s o r y  a u t h o r i t y ：  監督官庁との協力体制の不備  
2 .  I n s u f f i c i e n t  d a t a  p r o c e s s i n g  a g r e e m e n t ：  デー タ処理契約の不備  
3 .  I n s u f f i c i e n t  f u l f i l m e n t  o f  d a t a  b r e a c h  n o t i f i c a t i o n  o b l i g a t i o n s ：  デー タ違反通知義務の不十分な履行  
4 .  I n s u f f i c i e n t  f u l f i l m e n t  o f  d a t a  s u b j e c t s  r i g h t s ：  デー タ対象者の権利の不十分な履行  
5 .  I n s u f f i c i e n t  f u l f i l m e n t  o f  i n f o r m a t i o n  o b l i g a t i o n s ：  情報提供義務の不履行  
6 .  I n s u f f i c i e n t  l e g a l  b a s i s  f o r  d a t a  p r o c e s s i n g ：  デー タ処理の法的根拠の不備  
7 .  I n s u f f i c i e n t  t e c h n i c a l  a n d  o r g a n i s a t i o n a l  m e a s u r e s  t o  e n s u r e  i n f o r m a t i o n  s e c u r i t y ：  情報セキュリ

テ ィ を確保するための技術的および組織的措置の不備  
8 .  L a c k  o f  a p p o i n t m e n t  o f  d a t a  p r o t e c t i o n  o f f i c e r ：  データ保護責任者の任命の不備  
9 .  N o n - c o m p l i a n c e  w i t h  g e n e r a l  d a t a  p r o c e s s i n g  p r i n c i p l e s ：  デー タ処理の一般原則の不遵守  

（ h t t p s : / / w w w . e n f o r c e m e n t t r a c k e r . c o m / に基づき筆者分類 ）  

 

 こうしたなか、第 7 章第三節の事例でも取り上げた Y a h o o !  J A P A N は、 2 0 2 2 年 4 月をも

ってヨーロッパ（欧州経済領域 E E A ）から事業を撤退している 6 7 8。運営するヤフー株式会社及

び Z ホールディングス株式会社は具体的な理由を公開していないもの、この背景として、

G D P R を順守するコストが事業採算と見合わなくなったのではという見方も出た 6 7 9。その前提

に立った場合、日本のプラットフォーム企業を代表する Y a h o o !  J A P A N がヨーロッパの個人

情報保護体制に適応できずに撤退を余儀なくされたというこのケースは、国内における「活用」

の声とは裏腹に、「プライバシー外交」の厳しさを現実に突き付けているとみることができる。  

なお、本論文では民間における個人情報の保護法制について論じたが、令和 3 年法施行に

より、個人情報保護法、行政機関個人情報保護法、独立行政法人等個人情報保護法の 3 本の

法律が 1 本の法律に統合され、全体の所管は個人情報保護委員会に一元化された 6 8 0。前述

の通り、これは「デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律」に伴う改正

であり、これまで各自治体で管理していた個人情報保護条例も、同一の基準のもと運用される

こととなった。また、本法では併せてマイナンバー法（行政手続における特定の個人を識別する

 
6 7 6  h t t p s : / / e u r - l e x . e u r o p a . e u / l e g a l - c o n t e n t / e n / T X T / ? u r i = C E L E X : 6 2 0 1 7 C J 0 5 0 7  2 0 2 4 年 3 月 5 日閲覧  
6 7 7  2 0 2 1 年には、 A m a z o n ヨーロ ッパに対して億 4 6 0 0 万ユーロ 、 2 0 2 3 年には M e t a 社 （旧 F a c e b o o k ） に 対 して 1 2 億

ユーロの制裁金が下された 。 h t t p s : / / w w w . d a t a p r o t e c t i o n . i e / e n / n e w s - m e d i a / p r e s s - r e l e a s e s / D a t a -

P r o t e c t i o n - C o m m i s s i o n - a n n o u n c e s - c o n c l u s i o n - o f - i n q u i r y - i n t o - M e t a - I r e l a n d  2 0 2 4 年 3 月 5 日閲覧  
6 7 8  h t t p s : / / p r i v a c y . y a h o o . c o . j p / n o t i c e / g l o b a l a c c e s s . h t m l  2 0 2 4 年 3 月 5 日閲覧  
6 7 9  日本経済新聞 2 0 2 2 年 2 月 1 日 「 ヤ フ ー 、 欧 州 でサー ビ ス提供中 止  法令順守の採算合わず 」

h t t p s : / / w w w . n i k k e i . c o m / a r t i c l e / D G X Z Q O U C 0 1 5 N P 0 R 0 0 C 2 2 A 2 0 0 0 0 0 0 /  2 0 2 4 年 3 月 5 日閲覧  
6 8 0  個人情報保護委員会ウ ェブサイ ト 「 デジ タル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律案の概要 」

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / s e i b i h o u a n _ g a i y o u . p d f  2 0 2 3 年 8 月 1 6 日閲覧  
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ための番号の利用等に関する法律（平成二十五年法律第二十七号） ）が改正されたがその目

的のひとつとして「マイナンバーカードの利便性の抜本的向上」があげられている 6 8 1。  

しかしながら、 2 0 2 3 年 7 月 1 9 日、個人情報保護委員会は、「コンビニでの住民票等の誤

交付、マイナ保険証の紐付け誤り、公金受取口座の誤登録などの一連の事案について、マイナ

ンバー及びマイナンバーカードを活用したサービスを利用する国民が不安を抱くきっかけになり

得るといった影響範囲の大きさに鑑み、詳細な事実関係を把握するとともに、確認された問題

点に応じて、指導等の権限行使の要否を検討する対応方針を決定」 6 8 2しデジタル庁等に立入

を行うとともにその対応状況を公表した。  

平成 1 5 年法の土台である昭和 6 3 年法が行政機関を対象としていることに加え、その立法

化に大きな影響を与えたのが、 1 9 9 9 年の住民基本台帳法の一部改正である。この改正は、全

国市区町村の住民基本台帳をネットワーク化し、都道府県・指定情報処理機関において本人確

認情報（氏名、性別、住所、生年月日、住民票コード及びこれらの変更情報）を保有し、全国共

通の本人確認を行うことを可能とする住民基本台帳ネットワークシステムを導入しようとするも

のであった（園部・藤原（ 2 0 1 8 ： 1 8 ） ）。これがいわゆる住基ネットであるが、当時、「住民基本

台帳事務の電算化自体はすでに一般化していた」ものの、住基ネット構想は「個人情報のオン

ライン結合を原則禁止としていた地方公共団体にも大きな方向転換を迫るもの」（宇賀（ 2 0 1 9 ：

7 2 ） ）であったことから議論を呼び議論は膠着状態となった。この打開策として、国民のプライ

バシーに対する漠然とした不安を解消する必要があるとの認識のもと、 1 9 9 9 年 6 月 4 日に下

記の合意が交わされ、その後の民間を対象とした個人情報保護法立法化に向けた議論を行う

土台ができた 6 8 3。  

 

自由民主党、公明党・改革クラブ及び自由党は、個人情報の保護に関する法律につい

て、今国会中に検討会を設置の上、法制化の検討に着手し、年内に基本的枠組みの取

りまとめを行い、三年以内に法制化を図ることで合意いたしました。そして、今後三党で

十分連携をとりながら、できる限り早急に法制化を図るよう、強く政府に働きかけてまい

りたいと考えております。  

 

このように、令和 3 年法による官民一元化やマイナンバー法（およびマイナンバーカードの

利用とそれに伴う課題）のみならず、立法化のきっかけの一つに住民基本台帳法改正（住基ネ

ット）があることも含め、個人情報保護において行政機関と民間の区別や垣根を超えた議論が

必要となる。加えて、本論文冒頭でも述べたように、「個人情報保護法」という法律を中心としな

がらも、政策決定をめぐる議論の背景や意思決定者間の各検討状況およびそれらに与える外

的要因など公共政策学視点での分析により、法解釈や用語の定義等にとどまらない「個人情報

政策」の議論が可能になると考える。こうした今後の課題については、本論文での検証を含め、

日本の個人情報保護法制の検討過程及び検討に与える E U /アメリカ等の外部要因、法目的を

見据えながら、引き続き研究を進めていきたい。  

 
6 8 1  前掲 6 8 0  
6 8 2個人情報保護委員会第 2 4 9 回議事資料 「 マイナンバーカー ド等に係る各種事案に対する個人情報保護委員会の対応状

況 」 h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 2 3 0 7 1 9 _ s h i r y o u - 2 . p d f  2 0 2 3 年 8 月 1 6 日閲覧  
6 8 3  第 1 4 5 回国会衆議院本会議  宮路和明議員の発言よ り 。

h t t p s : / / k o k k a i . n d l . g o . j p / s i m p l e / t x t / 1 1 4 5 0 5 2 5 4 X 0 3 8 1 9 9 9 0 6 1 5 / 1 5  2 0 2 3 年 8 月 1 6 日閲覧  
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2 0 2 3 年 5 月 3 0 日閲覧  

  藤井昭夫「個人情報保護法制定過程に関する考察」（ 『政経研究』日本大学法学会、 2 0 1 3 年

9 月）  

  藤原靜雄「『個人情報保護に関する取りまとめ（意見）』について」（季報情報公開・個人情報

保護 2 5 号、 2 0 0 7  v o l . 2 6 ）  

  藤原靜雄 「個人情報保護に関する国際的ハーモナイゼーション」 （論究ジュリスト、 1 8 号、

2 0 1 6 ）  

  堀部政男「日 E U 間の十分性相互認定と  地球規模の自由な個人データ流通論」総務省（『情

報通信政策研究』第４巻第２号、 2 0 2 1 年）  

  堀部政男 ( 2 0 1 7 ) 「E U 一般データ保護規則と日本」『ビジネス法務』 2 0 1 7 年 8 月号  

  松前恵環「米国個人情報・プライバシー保護法制をつかむ」（第 1 回～第 1 2 回）（ 『N B L 』

N o . 1 1 8 5、 2 0 2 1 年 1 月、商事法務）  

  森亮二「「個人識別性」の概念」（ 『現代  消費者法』、日本評論社、 2 0 1 7 年 6 月  N o . 3 5 ）  

  山本龍彦「ライフログをめぐる法的諸問題の検討」（ 『情報ネットワーク・ローレビュー』第９巻

第１号  2 0 1 0 年 6 月、商事法務）  

  山本龍彦「プライバシー・個人情報の「財産権論」－ライフログをめぐる問題状況を踏まえて

－」（ 『情報通信政策レビュー』 2 0 1 2 年 4 巻、総務省）  

  山本龍彦「ビッグデータ社会とプロファイリング」 （ 『論究ジュリスト』 1 8 号、 2 0 1 6 ）  
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  山本龍彦「A I  時代のプライバシーとデータ保護  ―プロファイリングを中心に― 」 （A I  ネットワ

ーク社会推進会議第 5 回資料 1、 2 0 1 9 年 2 月 2 7 日）  

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 6 0 4 9 6 8 . p d f  2 0 2 2 年 1 2 月 8 日閲覧  

 

●資料  

  G e n e r a l  D a t a  P r o t e c t i o n  R e g u l a t i o n :  一般データ保護規則。本論文の日本語訳は個

人情報保護委員会ウェブサイト掲載の仮日本語訳を元にする。

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / g d p r - p r o v i s i o n s - j a . p d f  2 0 2 2 年 1 2 月 1 日閲覧  

    本論文の日本語訳は個人情報保護委員会ウェブサイト掲載の仮日本語訳を元にする。

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / p r o f i l i n g _ g u i d e l i n e . p d f  2 0 2 2 年 1 2 月 1 日閲覧  

  C o u n c i l  o f  E u r o p e .  T h e  p r o t e c t i o n  o f  i n d i v i d u a l s  w i t h  r e g a r d  t o  a u t o m a t i c  

p r o c e s s i n g  o f  p e r s o n a l  d a t a  i n  t h e  c o n t e x t  o f  p r o f i l i n g . ’  R e c o m m e n d a t i o n  

C M / R e c  ( 2 0 1 0 ) 1 3  a n d  e x p l a n a t o r y  m e m o r a n d u m .  

h t t p s : / / r m . c o e . i n t / 1 6 8 0 7 0 9 6 c 3  2 0 2 2 年 1 2 月 1 5 日閲覧  

  総務省「情報通信白書」令和四年版  

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / j o h o t s u s i n t o k e i / w h i t e p a p e r / r 0 4 . h t m l  2 0 2 2 年 1 2 月

9 日閲覧  

  F E D E R A L  T R A D E  C O M M I S S I O N  ‘ O N L I N E  P R O F I L I N G :  A  R E P O R T  T O  

C O N G R E S S ’  2 0 0 0 年 6 月  

h t t p s : / / w w w . f t c . g o v / s i t e s / d e f a u l t / f i l e s / d o c u m e n t s / r e p o r t s / o n l i n e - p r o f i l i n g -

f e d e r a l - t r a d e - c o m m i s s i o n - r e p o r t - c o n g r e s s - p a r t -

2 / o n l i n e p r o f i l i n g r e p o r t j u n e 2 0 0 0 . p d f  2 0 2 2 年 1 2 月 1 2 日閲覧  

  ‘ P r o p o s a l  f o r  a  D I R E C T I V E  O F  T H E  E U R O P E A N  P A R L I A M E N T  A N D  O F  T H E  

C O U N C I L  o n  a d a p t i n g  n o n - c o n t r a c t u a l  c i v i l  l i a b i l i t y  r u l e s  t o  a r t i f i c i a l  

i n t e l l i g e n c e  ( A I  L i a b i l i t y  D i r e c t i v e )  

h t t p s : / / c o m m i s s i o n . e u r o p a . e u / s y s t e m / f i l e s / 2 0 2 2 -

0 9 / 1 _ 1 _ 1 9 7 6 0 5 _ p r o p _ d i r _ a i _ e n . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 日閲覧  

    ‘ P r o p o s a l  f o r  a  D I R E C T I V E  O F  T H E  E U R O P E A N  P A R L I A M E N T  A N D  O F  

T H E  C O U N C I L  o n  l i a b i l i t y  f o r  d e f e c t i v e  p r o d u c t s ’ h t t p s : / / s i n g l e - m a r k e t -

e c o n o m y . e c . e u r o p a . e u / s y s t e m / f i l e s / 2 0 2 2 -

0 9 / C O M _ 2 0 2 2 _ 4 9 5 _ 1 _ E N _ A C T _ p a r t 1 _ v 6 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 日閲覧  

  総務省「情報通信白書」令和 2 年版「第 1 部  5 G が促すデジタル変革と新たな日常の構築」  

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / j o h o t s u s i n t o k e i / w h i t e p a p e r / j a / r 0 2 / h t m l / n d 1 3 1 4 1 0 . h

t m l  2 0 2 2 年 1 2 月 9 日閲覧  

  個人情報保護委員会、個人情報の保護に関する基本方針（平成 1 6 年４月２日閣議決定、令

和４年４月１日一部変更）、 2 0 2 3 年 3 月 3 0 日閲覧

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 2 0 2 2 0 4 0 1 _ p e r s o n a l _ b a s i c p o l i c y . p d f  

  「高度情報通信社会推進に向けた基本方針」（ 1 9 9 8 年 1 1 月 9 日、高度情報通信社会推進

本部決定）

h t t p s : / / w a r p . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 2 0 1 9 9 7 1 / w w w . k a n t e i . g o . j p / j p / i t / 9 8 1 1 1 0

k i h o n . h t m l  2 0 2 3 年 3 月 3 0 日閲覧  

    高度情報通信社会推進本部、個人情報保護検討部会「我が国における個人情報保護シス

テムの在り方について（中間報告）」 1 9 9 9 年。

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / p e r s o n a l _ k e n t o b u k a i _ 1 1 1 1 1 9 c h u k a n h o k o k u . p d f  

2 0 2 3 年 3 月 3 0 日閲覧  

  高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部「パーソナルデータの利活用に関する制度見直

し方針」
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h t t p s : / / w a r p . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 2 1 8 7 3 8 8 / w w w . k a n t e i . g o . j p / j p / s i n g i / i t 2 / k e t t e i / p d f / d e

c 1 3 1 2 2 0 - 1 . p d f  2 0 2 3 年 4 月 3 日閲覧  

  高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（ Ｉ Ｔ戦略本部）「世界最先端 I T 国家創造宣言」

（ 2 0 1 3 年 6 月 1 4 日） h t t p s : / / c i o . g o . j p / n o d e / 1 5 2 1 、  2 0 2 3 年 8 月 1 3 日閲覧  

  A I  原則の実践の在り方に関する検討会「我が国の  A I  ガバナンスの在り方  v e r .  1 . 1 」  

h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / s h i n g i k a i / m o n o _ i n f o _ s e r v i c e / a i _ s h a k a i _ j i s s o / p d f / 2 0 2

1 0 7 0 9 _ 1 . p d f  2 0 2 2 年 1 2 月 1 2 日閲覧  

  A I  社会実装アーキテクチャー検討会「我が国の  A I  ガバナンスの在り方  v e r .  1 . 0 」  

h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / s h i n g i k a i / m o n o _ i n f o _ s e r v i c e / a i _ s h a k a i _ j i s s o / p d f / 2 0 2

1 0 7 0 9 _ 2 . p d f  2 0 2 2 年 1 2 月 1 2 日閲覧  

  総務省「A I ネットワーク社会推進会議  報告書 2 0 1 8－ＡＩの利活用の促進及びＡＩネットワー

ク化の健全な進展に向けて－」 h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m e n u _ n e w s / s -

n e w s / 0 1 i i c p 0 1 _ 0 2 0 0 0 0 7 2 . h t m l  2 0 2 2 年 1 2 月 8 日閲覧  

  「放送受信者等の個人情報保護に関するガイドライン」

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 8 0 6 1 8 9 . p d f  2 0 2 2 年 1 2 月 7 日閲覧  

  株式会社三菱総合研究所社会  I C T  イノベーション本部「匿名加工情報・個人情報の適正な

利活用の在り方に関する動向調査  調査報告書」（ 2 0 1 8 年 3 月）  

  経済産業省「A I 関連政策の海外動向」（事務局、 2 0 2 3 年 3 月）  

h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / s h i n g i k a i / m o n o _ i n f o _ s e r v i c e / a i _ s h a k a i _ j i s s o / p d f / 2 0 2

2 _ 0 0 8 _ s 0 2 _ 0 0 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 日閲覧  

  消費者庁「消費者安全に関する事業」（消費者庁新未来創造戦略本部、 2 0 2 3 年 3 月 1 5 日）  

h t t p s : / / w w w . c a a . g o . j p / p o l i c i e s / f u t u r e / t o p i c s / m e e t i n g _ 0 1 3 / a s s e t s / c a a _ f u t u r e _ 1 0 1 _

2 3 0 3 1 5 _ 0 0 6 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 日閲覧  

  消費者庁「消費者基本計画」、 2 0 1 0 年 3 月 3 0 日閣議決定、

h t t p s : / / w w w . c a a . g o . j p / p o l i c i e s / p o l i c y / c o n s u m e r _ p o l i c y / b a s i c _ p l a n / 2 0 1 0 _ 2 0 1

4 / p d f / 2 2 - 1 . p d f （ 2 0 2 3 年 4 月 3 日閲覧）  

  三菱 U F J リサーチ＆コンサルティング「海外における消費者安全に関する法的規制等の調

査  最終報告書（概要版）」 （消費者庁委託事業、 2 0 2 3 年 2 月）  

h t t p s : / / w w w . c a a . g o . j p / p o l i c i e s / f u t u r e / p r o j e c t / p r o j e c t _ 0 1 1 / a s s e t s / f u t u r e _ c m s

2 0 1 _ 2 3 0 3 2 4 _ 0 1 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 日閲覧  

  「個人情報の保護に関する法律案に対する附帯決議」（平成１５年４月２５日  衆議院個人情

報の保護に関する特別委員会）  h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / s h i n g i / 2 0 0 4 / 1 0 / s 1 0 1 3 -

5 e . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 1 日閲覧  

  「個人情報の保護に関する法律案に対する附帯決議」（平成１５年５月２１日  参議院個人情

報の保護に関する特別委員会）  h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / s h i n g i / 2 0 0 4 / 1 0 / s 1 0 1 3 -

5 e . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 1 日閲覧  

  個人情報の保護に関する基本方針（新旧対照表）

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 9 5 3 0 3 8 4 / w w w . c a a . g o . j p / p l a n n i n g / k o j

i n / k i h o n t a i s h o h y o u 2 0 0 8 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 0 日閲覧  

  国民生活審議会「個人情報部会」議事資料（第 1 回～第 1 8 回）  

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 0 3 1 1 1 8 1 / w w w . c a a . g o . j p / s e i k a t s u / s h

i n g i k a i 2 / 2 0 / 2 0 j i _ k o j i n j o h o . h t m l  

  内閣府国民生活審議会「個人情報保護に関する取りまとめ  （意見）」 （ 2 0 0 7 年 6 月 2 9 日）

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 0 3 1 1 1 8 1 / w w w . c a a . g o . j p / s e i k a t s u / s h

i n g i k a i 2 / 2 0 / p d f / t o r i m a t o m e . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 0 日閲覧  

  個人情報保護委員会「個人情報保護法  いわゆる３年ごと見直し  制度改正大綱（骨子案）」

h t t p s : / / w w w . p p c . g o . j p / f i l e s / p d f / 1 9 1 1 2 9 _ s h i r y o u 1 . p d f  2 0 2 3 年 4 月 3 日閲覧  
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  内閣府「規制改革会議」（ 2 0 1 3 年、第 1 回～第 1 2 回）議事録、議事概要

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 1 3 7 0 2 6 9 / w w w 8 . c a o . g o . j p / k i s e i -

k a i k a k u / k a i g i / m e e t i n g / m e e t i n g . h t m l # k a i g i 1  2 0 2 3 年 5 月 1 0 日閲覧  

  内閣府「創業等ワーキング・グループ」規制改革会議（ 2 0 1 3 年、第 1 回～第 7 回）議事録、

議事概要）

h t t p s : / / w a r p . d a . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 1 3 7 0 2 6 9 / w w w 8 . c a o . g o . j p / k i s e i -

k a i k a k u / k a i g i / m e e t i n g / m e e t i n g . h t m l # k a i g i 1  2 0 2 3 年 5 月 1 0 日閲覧  

  内閣府「規制改革に関する答申～経済再生への突破口～」（ 2 0 1 3 年 6 月 5 日）  

  「規制改革推進 3 か年計画」内閣府（ 2 0 1 3 年 6 月 5 日） h t t p s : / / w w w 8 . c a o . g o . j p / k i s e i -

k a i k a k u / k a i g i / p u b l i c a t i o n / p _ i n d e x . h t m l  2 0 2 3 年 5 月 1 0 日閲覧  

  総務省「パーソナルデータの利用・流通に関する研究会」（ 2 0 1 2 年～ 2 0 1 3 年 ,第 1 回～第 9

回）議事録、議事概要

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ s o s i k i / k e n k y u / p a r s o n a l d a t a / i n d e x . h t m l  2 0 2 3

年 8 月 1 0 日閲覧  

  パーソナルデータの利用・流通に関する研究会  （総務省）「パーソナルデータの利用・流通に

関する研究会  報告書  ～パーソナルデータの適正な利用・流通の促進に向けた方策～」

（ 2 0 1 3 年 6 月 1 2 日公表） h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m e n u _ n e w s / s -

n e w s / 0 1 r y u t s u 0 2 _ 0 2 0 0 0 0 7 1 . h t m l  2 0 2 3 年 8 月 1 0 日閲覧  

  経済産業省「 I T 融合フォーラム  パーソナルデータワーキンググループ」（ 2 0 1 2 年～ 2 0 1 3

年 ,第 1 回～第 5 回）議事録、議事概要  

  「パーソナルデータ利活用の基盤となる消費者と事業者の信頼関係の構築に向けて」 Ｉ Ｔ融合

フォーラムパーソナルデータワーキンググループ  （経済産業省）（ 2 0 1 3  年  5  月  1 0  日）

h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / c o m m i t t e e / k e n k y u k a i / m o n o _ i n f o _ s e r v i c e . h t m l # i t _ y u g

o _ f o r u m _ d a t a _ w g  2 0 2 3 年 8 月 1 0 日閲覧  

  内閣官房「パーソナルデータに関する検討会」（ 2 0 1 3 年～ 2 0 1 4 年、第 1 回～第 1 3 回）議

事録、議事概要

h t t p s : / / w a r p . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 2 2 5 1 7 2 1 / w w w . k a n t e i . g o . j p / j p / s i n g i / i t 2 /

p d / i n d e x . h t m l  2 0 2 3 年 8 月 1 0 日閲覧  

  パーソナルデータに関する検討会「技術検討ワーキンググループ」（ 2 0 1 3 年～ 2 0 1 4 年、第

1 回～第 6 回）議事録、議事概要

h t t p s : / / w a r p . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 2 2 5 1 7 2 1 / w w w . k a n t e i . g o . j p / j p / s i n g i / i t 2 /

p d / i n d e x . h t m l  2 0 2 3 年 8 月 1 0 日閲覧  

  高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部「パーソナルデータの利活用に関する  制度改

正大綱」（ 2 0 1 4 年 6 月 2 4 日）

h t t p s : / / w a r p . n d l . g o . j p / i n f o : n d l j p / p i d / 1 2 2 5 1 7 2 1 / w w w . k a n t e i . g o . j p / j p / s i n g i / i t 2 /

k e t t e i / p d f / 2 0 1 4 0 6 2 4 / s i r y o u 5 . p d f  2 0 2 3 年 8 月 1 0 日閲覧  

  東日本旅客鉄道株式会社「S u i c a  に関するデータの社外への提供についての有識者会議」

（ 2 0 1 3 年～ 2 0 1 5 年、第 1 回～第 8 回）概要

h t t p s : / / w w w . j r e a s t . c o . j p / p r e s s / 2 0 1 3 / 2 0 1 4 0 3 1 1 . p d f  

  S u i c a  に関するデータの社外への提供についての有識者会議「S u i c a  に関するデータの社

外への提供について  とりまとめ」（ 2 0 1 5 年 1 0 月）

h t t p s : / / w w w . j r e a s t . c o . j p / i n f o r m a t i o n / a a s / 2 0 1 5 1 1 2 6 _ t o r i m a t o m e . p d f  2 0 2 3 年 9 月 1 0

日閲覧  

  堀部政男情報法研究会「堀部政男情報法研究会」 2 0 1 0 年～ 2 0 1 3 年、第 1 回～第 6 回）講

演記録  

  個人情報保護委員会、総務省「郵便事業分野における個人情報保護に関するガイドライン

（令和４年個人情報保護委員会・総務省告示第２号）の解説」（ 2 0 2 2 年 7 月）

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 8 2 7 7 3 3 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  
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  個人情報保護委員会、総務省「信書便事業分野における個人情報保護に関するガイドライン

（令和４年個人情報保護委員会・総務省告示第３号）の解説」（ 2 0 2 2 年 7 月）

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 8 2 7 7 3 4 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  

  総務省「郵便局データの活用とプライバシー保護の  在り方に関する検討会  報告書」 （ 2 0 2 2

年 7 月 2 9 日） h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 8 2 7 7 3 1 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  

  内閣官房 I T 総合戦略本部「データ流通環境整備検討会」検討会概要  

h t t p s : / / c i o . g o . j p / d a t a - c i r c u l a t i o n /  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  

  総務省「情報信託機能の認定スキームの在り方に関する検討会」概要  

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ s o s i k i / k e n k y u / i n f o r m a t i o n _ t r u s t _ f u n c t i o n / i n d e x . h t m

l  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  

  データ流通環境整備検討会「A I、 I o T  時代におけるデータ活用ワーキンググループ  中間とり

まとめ」（ 2 0 1 7 年 3 月）  

  「 「 I o T／ビッグデータ時代に向けた新たな情報通信政策の在り方」第四次中間答申」概要  

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m e n u _ n e w s / s - n e w s / 0 1 t s u s h i n 0 1 _ 0 2 0 0 0 2 2 7 . h t m l  

2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  

  データ流通環境整備検討会「A I、 I o T 時代におけるデータ活用ワーキンググループ  中間とり

まとめ」（ 2 0 1 7 年 3 月）

h t t p s : / / w a r p . n d l . g o . j p / c o l l e c t i o n s / c o n t e n t / i n f o : n d l j p / p i d / 1 2 2 5 1 7 2 1 / w w w . k a n t e i . g o . j p / j p / s i

n g i / i t 2 / s e n m o n _ b u n k a / d a t a _ r y u t s u s e i b i / d a i 2 / s i r y o u 2 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 1 4 日閲覧  

  総務省「プラットフォームサービスに関する研究会」

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ s o s i k i / k e n k y u / p l a t f o r m _ s e r v i c e / i n d e x . h t m l  2 0 2 3 年

5 月 1 4 日閲覧  

  デジタル・プラットフォーマーを巡る取引環境整備に関する検討会「デジタル・プラットフォーマ

ーを巡る取引環境整備に関する中間論点整理」（ 2 0 1 8 年 1 2 月 1 2 日）  

h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 5 8 9 1 0 3 . p d f  2 0 2 3 年 5 月 2 0 日閲覧  

  「未来投資戦略  2 0 1 8―「S o c i e t y  5 . 0 」 「データ駆動型社会」への変革―」（ 2 0 1 8 年 6 月

1 5 日） h t t p s : / / w w w . k a n t e i . g o . j p / j p / s i n g i / k e i z a i s a i s e i / p d f / m i r a i t o u s i 2 0 1 8 _ z e n t a i . p d f  

2 0 2 3 年 5 月 2 0 日閲覧  


